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第１ 予算編成の基本的な考え方                    

 

１ 本県を取り巻く財政環境 

(1) 本県の経済・雇用情勢 

本県経済は、基調としては緩やかに回復しているものの、一部に弱めの動きが見ら

れる。輸出は中国をはじめとしたアジア向け自動車部品等が減少するなど弱めの動き

となっている一方、個人消費は消費税率引上げなどの影響による振れを伴いつつも緩

やかに持ち直している。県内企業の設備投資は高水準で推移している。 

雇用面は、有効求人倍率が１倍を超えて高水準で推移し、労働需給は引き締まると

ともに、雇用者所得は緩やかに増加している。 

令和２年度においては、長引く米中貿易摩擦や日韓関係の緊張に加え、新型コロナ

ウイルスの世界的流行によるサプライチェーンの停滞、外国人観光客の大幅な減少な

ど、経済の先行きへの不透明感が高まっていることから、海外経済の動向や金融市場

の変動による本県経済への影響について、十分注視していく必要がある。 
 
(2) 令和２年度地方財政計画 

令和２年度の地方財政計画の規模は、令和元年度から１兆１，５００億円増加し、 

９０兆７，４００億円となっている。 

歳出では、地方法人課税の偏在是正措置財源を活用した地域社会再生事業費の計上

（＋４，２００億円）や社会保障関係費の伸び等により、一般行政経費が増加（前年

度比＋１兆９，６０３億円、＋５．１％）しているほか、緊急浚渫推進事業費が計上

されたことにより、維持補修費が増加（前年度比＋１，００９億円、＋７．５％）し

ている。 

歳入では、地方消費税の引上げ等により地方税が増加（前年度比＋７，７３３億円、

＋１．９％）する中、法人住民税法人税割の一部交付税原資化等により地方交付税も

増加（前年度比＋４，０７３億円、＋２．５％）する一方で、臨時財政対策債は減（前

年度比△１，１７１億円、△３．６％）となった。 

この結果、地方一般財源総額は６３兆４，３１８億円（前年度比＋７，２４６億円、

＋１．２％）、地方交付税交付団体ベースは６１兆７，５１８億円（前年度比＋１兆 

７４６億円、＋１．８％）と、令和元年度の水準を上回る額が計上されている。 

しかしながら、消費税・地方消費税率の引上げによる増収分＋８，９００億円を除

くと、地方団体全体では一般財源総額は減少している。交付団体ベースでは、偏在是

正措置により前年度比＋１，８４６億円、＋０．３％の増となっているが、今後も見

込まれる社会保障関係費の増嵩等を考慮すると、令和２年度の財政環境は、現状より

好転したとは言えず、引き続き厳しい財政運営を余儀なくされる。 

・地方一般財源総額 

６３兆４，３１８億円（前年度比＋７，２４６億円、＋１．２％） 

[地方交付税交付団体ベース]  

６１兆７，５１８億円（前年度比＋１兆７４６億円、＋１．８％） 

・地方一般財源総額 ※地方消費税増収分除き 

６２兆５，４１８億円（前年度比△１，６５４億円、△０．３％） 

[地方交付税交付団体ベース]  ※地方消費税増収分除き 

６０兆８，６１８億円（前年度比＋１，８４６億円、＋０．３％） 
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２ 令和２年度の予算編成方針 

行財政構造改革の成果を活かしつつ適切な行財政運営を推進するため、選択と集中を

徹底し、各分野の取り組みを進めるとともに、「兵庫 2030 年の展望」等を踏まえたリー

ディングプロジェクトや次期兵庫県地域創生戦略の推進など、すこやか兵庫の実現に向

け、兵庫の未来を切り拓く新たな取組を積極的に展開していかなければならない。 

このため、令和２年度当初予算は、次の基本方針に基づき編成した。 

 

（予算編成の基本方針） 

(1) 適切な行財政運営の推進 

  行財政全般にわたる構造改革により確立した体制のもと、選択と集中の徹底を図り、

収支均衡と将来負担の軽減を図る持続可能な行財政構造を保持し、これを推進すること。  

(2) すこやか兵庫の実現に向けた施策の推進 

  社会経済情勢の変化への的確な対応など、県民ニーズを的確に捉えつつ、「21 世紀

兵庫長期ビジョン」、「兵庫 2030 年の展望」の実現に向けたリーディングプロジェクト、

「兵庫県地域創生戦略」の推進など、すこやか兵庫の実現に向けた施策を積極的に展

開すること。 

(3) 安全安心の確保 

  風水害や地震などの自然災害等から県民の安全安心を確保するため、震災から 25 年

を迎え、国の「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」に基づく措置も積

極的に活用し、防災・減災対策をさらに推進するとともに、幼児教育や高等教育の無

償化、子育て支援の充実など、安全安心な地域づくりを推進すること。 

(4) 地域創生の推進 

  将来にわたって活力ある地域社会を構築するため、次期兵庫県地域創生戦略に基づ

く地域の元気づくり、社会増対策、子ども・子育て対策、健康長寿対策を積極的に推

進すること。 

(5) 国の動向等の適切な反映 

地方創生や全世代型社会保障への転換、新経済・財政再生計画に基づく歳出改革な

ど、国の政策動向や予算編成、地方財政対策について、その動向を十分注視し、県予

算へ適切に反映すること。 

(6) 市町との連携・協調の推進 

効果的・効率的な事業執行、県民の利便性向上を図るため、市町との適切な役割分

担のもと、連携・協調した事業を展開すること。 

(7) 自主財源確保の推進 

厳しい財政環境の中での予算編成を行うにあたり、税収確保対策をはじめ、法人県

民税超過課税、法人事業税超過課税及び県民緑税や、ネーミングライツ、ふるさとひ

ょうご寄附金など自主財源の確保対策を積極的に推進すること。 

(8) 通年予算の編成 

災害対策などの緊急的な対策を除き通年予算を編成すること。  
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Ⅰ 安全な基盤の確立 Ⅳ 全員活躍社会の構築
１　防災・減災対策の推進　　　　　 　１　未来を担う人材の育成
２　持続可能な地域環境の創造 ２　多様な人材の活躍促進
３　安全な地域づくり

Ⅴ 交流・環流の促進
Ⅱ 安心な暮らしの実現 １　交流人口の拡大

１　子育て環境の充実 ２　定住人口・関係人口の創出・拡大
２　高齢者等への支援の充実 ３　交通基盤の整備
３　戦争体験の次代への継承
４　障害者への支援の充実 Ⅵ 新たな兵庫の展開
５　医療確保と健康づくり １　地域創生の推進

２　リーディングプロジェクトの推進
Ⅲ 地域の元気づくり ３　新しい将来ビジョンの検討

１  兵庫の強みを生かした産業の育成 ４　適切な行財政運営の推進
２　力強い農林水産業の確立
３　魅力あるまち・地域の整備
４　スポーツ・芸術文化の振興

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】［県政の重点施策］ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（予算要求基準） 

１ 一般事業枠 

令和元年度当初予算充当一般財源額の９４％の範囲内 

（ただし、施設維持管理費及び指定経費は１００％の範囲内） 

なお、６％削減額の 1/2 相当額を新規事業の財源として活用 

２ 新規要求枠 

（１）すこやか兵庫枠 ３５億円 

   兵庫 2030 年の展望等を踏まえ、すこやか兵庫の実現を目指して先導的に取り組む新規事業

（２）地域創生枠          ８０億円 

  ① 地方創生推進交付金対象事業 ３０億円 

     地域創生を推進するため、国交付金を活用して実施する新規・拡充事業等 

  ② ひょうご地域創生交付金事業 ４０億円 

     地域創生を推進するため、県と市町が協働・連携して実施する新規・拡充事業 

  ③ ふるさと創生推進事業    １０億円 

     活力あるふるさと兵庫を実現するため、県民局・県民ｾﾝﾀｰが実施する新規・拡充事業 

     ただし、配分額のうち６％相当額以上は事業のスクラップ＆ビルドを徹底 

３ 個別事業枠 行財政運営方針を踏まえた所要額 

（対象経費）人件費、公債費、税交付金・還付金、債務負担行為設定事業、法令に基づく義務

的経費、特別会計等への繰出金、全額国庫･特定財源事業、その他の指定事業 

４ 投資事業枠  

（１）普通建設事業費 

① 通常事業 補助・単独事業について、地方財政計画の水準を基本とした事業費 

② 別枠事業 防災・減災、国土強靱化対策、長寿命化対策など、喫緊の課題に対応する事業費

（２）災害復旧事業  所要額 

５ 被災地支援事業費 所要額 
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令和２年度
Ａ

令和元年度
Ｂ

増減
Ａ－Ｂ

Ａ／Ｂ

19,956 19,354 602 103.1

4,630 4,666 △ 36 99.2

10,075 9,705 370 103.8

3,430 3,252 178 105.5

2,422 2,531 △ 108 95.7

1,609 1,351 258 119.1

2,614 2,571 42 101.7

2,233 2,240 △ 7 99.7

1,229 1,255 △ 26 97.9

888 849 39 104.6

3 0 3 皆増

112 135 △ 23 83.0

3,018 2,740 278 110.1

16,866 15,708 1,158 107.4

6,555 6,203 352 105.7

4,680 3,865 815 121.1

4,957 4,977 △ 20 99.6

674 663 11 101.7

2,727 2,757 △ 30 98.9

39,549 37,819 1,730 104.6

そ の 他

県 庁 舎 等 再 整 備 事 業

公 営 企 業 会 計

合　　　　　　計

そ の 他

公 債 費

投 資 的 経 費

国 庫 補 助 事 業

県 単 独 事 業

地 方 消 費 税 清 算 特 別 会 計

災 害 復 旧 事 業

特 別 会 計

公 債 費 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

税 交 付 金 ､ 還 付 金

区　　　　　　分

一 般 会 計

人 件 費

行 政 経 費 等

中小企業制度融資貸付金

社 会 保 障 関 係 費

３ 令和２年度当初予算の特徴 

  これまでの行財政構造改革の成果を生かし、引き続き県民に信頼される適切な行財政

運営を目指していく。 

  また、阪神・淡路大震災から 25 年を迎え、令和の時代の到来とともに新たなステージ

へのスタートを切る令和２年度は、次期兵庫県地域創生戦略や「兵庫 2030 年の展望」等

を踏まえ、リーディングプロジェクト等の具体化を図り、すこやか兵庫の実現に向けた

取組を着実に進めていく予算を編成した。 

（１）予算規模 

 一般会計は、１兆９,９５６億円となり、前年度を６０２億円上回っている。これは、

教育の無償化等の制度充実や自然増による社会保障関係費の増（＋１７８億円）や、

地方消費税の税率引上げ影響による税交付金・還付金の増（＋２５８億円）等による

行政経費等の３７０億円の増、行財政構造改革期間中に発行した退職手当債及び行革

推進債の県債残高縮減対策の実施（＋３０２億円）等による公債費の２７８億円の増

等によるものである。 

 また、特別会計と公営企業会計を合わせた全会計の予算規模は、前年度を１，７３０

億円上回る３兆９，５４９億円となっている。 

○予算の規模                              （単位：億円、％） 
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16,490

24,944

17,858

21,173 22,045 21,285 20,160 19,581 19,502 19,220 19,494 19,038 18,880 19,354 19,956 

6,899

9,662

7,535

10,477 9,719
8,718 9,741 10,872

13,579 12,905 11,949 
10,952 

15,476 15,708 
16,866 

1,777

1,801

1,728

1,788 1,667

1,700 1,780 1,924

2,383
2,100 

2,087 
2,070 

2,782 
2,757 

2,727 

25,166

36,407

27,121

33,43833,431
31,703

31,681
32,377

35,464
34,225 

33,531 
32,061 

37,138 
37,819 

39,549 

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H6 H7 H8 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

（億円）

一般会計 特別会計 公営企業会計 合 計

○当初予算の推移 
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予算額 Ａ 構成比 予算額 Ｂ 構成比

856,600 42.9% 829,500 42.9% 27,100 103.3

813,148 40.7% 824,855 42.6% △ 11,707 98.6

761,200 38.1% 738,000 38.1% 23,200 103.1

95,400 4.9% 91,500 4.7% 3,900 104.3

29,395 1.5% 32,817 1.7% △ 3,422 89.6

394,500 19.8% 383,100 19.8% 11,400 103.0

300,700 15.1% 285,400 14.7% 15,300 105.4

93,800 4.7% 97,700 5.0% △ 3,900 96.0

180,422 9.0% 178,648 9.2% 1,774 101.0

125,118 6.3% 123,815 6.4% 1,303 101.1

101,487 5.1% 99,700 5.0% 1,787 101.8

通 常 債 83,078 4.2% 83,067 4.3% 11 1.0

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債 8,404 0.4% 8,898 0.5% △ 494 0.9

公 共 施 設 等 適 正 管 理 推 進 事 業 債 6,005 0.3% 7,735 0.4% △ 1,730 0.8

緊 急 浚 渫 推 進 事 業 債 4,000 0.2% 0 0.0% 4,000 皆増

23,631 1.2% 24,115 1.2% △ 484 98.0

防 災 ・ 減 災 ・ 国 土 強 靱 化
緊 急 対 策 事 業 債

11,031 0.6% 12,295 0.6% △ 1,264 89.7

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策 事 業 債 12,600 0.6% 11,820 0.6% 780 106.6

409,589 20.5% 387,569 20.0% 22,020 105.7

242,290 12.1% 253,136 13.1% △ 10,846 95.7

30,200 1.5% 0 0.0% 30,200 皆増

1,995,624 100.0% 1,935,450 100.0% 60,174 103.1

県 税 等

地 方 交 付 税 等

地 方 特 例 交 付 金 等

Ａ／ＢＡ－Ｂ
令和元年度

区　　　　　　分
令和２年度

県 税

地 方 法 人 特 別 譲 与 税
特 別 法 人 事 業 譲 与 税

地 方 交 付 税

臨 時 財 政 対 策 債

通 常 分

（うち、消費税率引上分(8→10％)除き)

合　　　　　　計

国 庫 支 出 金

県債管理基金繰入金(県債残高縮減対策)

県 債

そ の 他 の 収 入

中 小 企 業 制 度 資 金 貸 付 金 償 還 金

臨 時 ・ 特 別 分

（２） 歳入（一般会計） 
 
 歳入の特徴 
 

① 県税等（当初予算計上額：８,５６６億円［対前年度比：＋３．３％］） 

法人県民税法人税割の一部交付税原資化や企業業績の悪化を反映し、法人関係税が減

（△１０８億円）となる一方で、消費税・地方消費税率引上げの影響等により、地方消

費税が増（＋３８７億円）となることから、前年度を２７１億円上回り、過去最高額と

なる８,５６６億円の計上となったが、地方消費税増収分を除くと１１７億円の減少。 

② 地方特例交付金等（当初予算計上額：２９４億円［対前年度比：△１０．４％］） 

   令和元年度は税率引上げによる地方消費税の増収影響が小さいため、令和元年 10 月

からの幼児教育の無償化の実施にあたり、初年度に限り創設された子ども・子育て支援

臨時交付金の皆減（△４４億円）等により、前年度を３４億円下回る２９４億円を計上。 

③ 地方交付税等（当初予算計上額：３，９４５億円［対前年度比：＋３．０％］） 

臨時財政対策債（９３８億円）を含む実質的な地方交付税は、幼児教育や高等教育の

無償化などの制度充実分や偏在是正措置財源を活用した地域社会再生事業費の創設等

の基準財政需要額の増により、前年度を１１４億円上回る３，９４５億円を計上。 

④ 国庫支出金（当初予算計上額：１,８０４億円［対前年度比：＋１．０％］） 

高等教育無償化に伴う私立高校等就学支援金の増（＋２３億円）や国勢調査統計事務

費の増（＋２２億円）等により、前年度を１８億円上回る１,８０４億円を計上。 

⑤ 県債（当初予算計上額：１，２５１億円［対前年度比：＋１．１％］） 

緊急浚渫推進事業債の創設等により、前年度を１３億円上回る１，２５１億円を計上。 

⑥ その他の収入（当初予算計上額：４，０９６億円［対前年度比：＋５．７％］） 

実績減に伴い中小企業制度資金貸付金償還金が減（△１０８億円）となる一方、県債残高縮

減対策として、退職手当債及び行革推進債の新たな借換えを行わず、県債管理基金を活用して

償還(＋３０２億円)すること等により、前年度を２２０億円上回る４，０９６億円を計上。  

 ○歳入の内訳                          （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※令和元年度交付決定額等と比較した場合、＋15,751 百万円、＋4.2％ 

※ 
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予算額 Ａ 構成比 予算額 Ｂ 構成比

463,049 23.2 466,657 24.1 △ 3,608 99.2

784,650 39.3 773,658 40.0 10,992 101.4

343,024 17.1 325,232 16.8 17,792 105.5

242,290 12.1 253,136 13.0 △ 10,846 95.7

222,756 11.2 196,972 10.2 25,784 113.1

160,942 8.0 135,122 6.9 25,820 119.1

223,325 11.2 224,086 11.6 △ 761 99.7

212,094 10.7 210,541 10.9 1,553 100.7

122,915 6.2 125,561 6.4 △ 2,646 97.9

通 常 事 業 101,500 5.1 102,000 5.2 △ 500 99.3
防災･減災･国土強靱化緊急
対策事業(臨時・特別分)

21,415 1.1 23,561 1.2 △ 2,146 91.0

88,867 4.4 84,980 4.3 3,887 104.6

通 常 事 業 57,000 2.8 57,000 2.9 0 100.0
緊急自然災害防止対策事業
（ 臨 時 ・ 特 別 分 ）

12,000 0.6 12,000 0.7 0 100.0

緊 急 浚 渫 推 進 事 業 4,000 0.2 0 2.9 4,000 皆増

312 0.0 0 4.3 312 皆増

11,231 0.6 13,545 0.7 △ 2,314 82.9

301,844 15.1 274,077 14.1 27,767 110.1

1,995,624 100.0 1,935,450 100.0 60,174 103.1合　　　　　　計

普 通 建 設 事 業 費

国 庫 補 助 事 業

県 単 独 事 業

災 害 復 旧 事 業 費

公 債 費

県 庁 舎 等 再 整 備 事 業

投 資 的 経 費

中 小 企 業 制 度 資 金 貸 付 金

そ の 他 経 費

区　　　　　　分
令和２年度

人 件 費

税 交 付 金 ・ 還 付 金

Ａ／Ｂ

行 政 経 費

社 会 保 障 関 係 費

令和元年度
Ａ－Ｂ

（３） 歳出（一般会計）  

 歳出の特徴  
① 人件費（当初予算計上額：４,６３０億円［対前年度比：△０．８％］） 

法定教職員数の減等による職員給等の減（△２５億円）や退職見込者の減による退職

手当の減（△１１億円）等により、人件費全体では前年度を３６億円下回る４，６３０

億円を計上。 

② 行政経費（当初予算計上額：７，８４７億円［対前年度比：＋１．４％］） 

中小企業制度融資における融資残高の減少に伴う貸付金の減（△１０８億円）となる

一方、幼児教育や高等教育の無償化などの制度充実及び自然増による社会保障関係費の

増（＋１７８億円）等により､前年度を１１０億円上回る７，８４７億円を計上。 

③ その他経費（当初予算計上額：２，２２８億円［対前年度比：＋１３．１％］） 

地方消費税の税率引上げ影響による地方消費税交付金の増（＋２３０億円）等により、

前年度を２５８億円上回る２，２２８億円を計上。 

④ 投資的経費（当初予算計上額：２，２３３億円［対前年度比：△０．３％］） 

投資的経費全体では、前年度を８億円下回る２，２３３億円を計上。 

普通建設事業費は、地方財政計画の水準を基本としつつ、防災・減災対策を積極的に

推進するため、臨時・特別分として国庫補助事業（２１４億円）と県単独事業（１２０

億円）を引き続き別枠で確保。また､新たに創設された緊急浚渫推進事業（４０億円）

を計上。 

なお、令和２年度当初予算に令和元年度２月補正予算（経済対策）を加えた１４か月

予算での普通建設事業費は、前年度を１９３億円上回る２，６２９億円を計上。 

⑤ 公債費（当初予算計上額：３，０１８億円［対前年度比：＋１０．１％］） 

行財政構造改革期間中に発行した退職手当債及び行革推進債の県債残高縮減対策の

実施による元金の増（＋３０２億円）等により、前年度を２７８億円上回る３，０１８

億円を計上。 
 

 ○歳出の内訳                           （単位：百万円、％） 
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(単位：億円)

２年度
当初 Ａ

元年度
当初 Ｂ

増減
Ａ－Ｂ

説  明

8,566 8,295 271

個人関係税　　　　　  　 △ 23
法人関係税　　　　　　   △108
地方消費税　  　         ＋387
自動車関係税　　　　　   △ 28
特別法人事業譲与税　　   ＋ 39

294 328 △ 34
子ども子育て支援臨時交付金
           　            △ 44
減収補填特例交付金　　   △  2

3,945 3,831 114
地方交付税　　　　　　   ＋153
臨時財政対策債　　　　   △ 39

1,804 1,786 18
私立高校等就学支援金　   ＋ 23
国勢調査事務費　　　　   ＋ 22
参議院議員選挙事務費　   △ 20

1,251 1,238 13

緊急浚渫推進事業債　　 　＋ 40
公共施設等適正管理事業債 △ 17
防災・減災・国土強靱化緊急
対策事業債(臨時･特別分)　△ 13

4,096 3,876 220
県債管理基金繰入金　　　 ＋302
(県債残高縮減対策分)
制度融資貸付金償還金　   △108

19,956 19,354 602

4,630 4,666 △ 36
職員給等　　　　　  　　 △ 25
退職手当　　　　　　  　 △ 11

7,847 7,737 110

社会保障関係費　　　　   ＋178
中小企業制度融資貸付金   △108
私立高校等就学支援事業   ＋ 23
国勢調査事務費　　　　   ＋ 22

2,228 1,970 258
税交付金　　　　　　  　 ＋258
基金積立金　　　　　  　 ＋ 40
基金管理特会繰出金　  　 △ 47

2,233 2,241 △ 8

国庫補助事業　　　　　   △ 26
県単独事業               ＋ 39
県庁舎等再整備事業　　   ＋  3
災害復旧事業　　　　　   △ 23

3,018 2,740 278
県債元金　　　　         ＋326
県債利子　　　　　　     △ 48

19,956 19,354 602

0 0 0
歳 入 歳 出 差 引
① － ② ＝ ③

行 政 経 費

区　　　　分

公 債 費

県 税 等

県 債

そ の 他 特 定 財 源

地 方 特 例 交 付 金 等

投 資 的 経 費

歳 入 計 ①

人 件 費

地 方 交 付 税 等

国 庫 支 出 金

そ の 他 行 政 経 費

歳 出 計 ②

（参考）令和２年度当初予算と令和元年度当初予算の比較 
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区　　　分
令和２年度

Ａ
令和元年度

Ｂ
増　減
Ａ－Ｂ

説　　　明

県 有 環 境 林 等 6,928 6,559 369 公債費繰出　　　　　　　　　　  ＋   367

港 湾 整 備 事 業 4,130 3,095 1,035
港湾施設管理費　 　　　　　　   ＋ 1,201
臨海土地造成費　　　　　　　　  △　 200
公債費繰出　　　　　　　　　　　△ 　 34

公 共 事 業 用 地
先 行 取 得 事 業

3,354 3,418 △ 64 公債費繰出　　　　　　　　　　　△ 　 64

県 営 住 宅 事 業 29,899 29,011 888

県営住宅整備費　　　　　　　    ＋   912
借上県営住宅管理費　　　　　　　△    83
団地環境改善事業費(耐震化等)　　＋　 561
公債費繰出　　　　　　　　　　　△　 423

勤労者総合福祉
施 設 整 備 事 業

3,191 2,776 415
ＣＳＲ施設老朽対策事業費　　　　＋ 1,000
丹波の森公苑改修事業費　　　　　＋　 216
ｽﾎﾟｰﾂｸﾗﾌﾞ21ひょうご強化事業費 　△   815

庁用自動車管理 206 215 △ 9 職員費　　　　　　　　　　　　　△　  10

公 債 費 655,558 620,338 35,220
元金　　　　　　　　　　　　　　＋43,828
基金積立金(満括)　　　　　　　　△ 3,061
利子　　　　　　　　　　　　　　△ 5,994

自治振興助成事業 1,253 1,007 246
生活排水補助　　　　　　　　　　＋　 166
生活排水貸付　　　　　　　　　　＋　  80

母 子 父 子 寡 婦
福 祉 資 金

319 363 △ 44
公債費　　　　　　　　　　　　　△    30
一般会計繰出　　　　　　　　　　△　　15

小 規 模 企 業 者
等 振 興 資 金

3,467 3,842 △ 375
機構融資事業公債費　　　　　　　△　 227
一般会計繰出　　　　　　　　　　△　　90
国庫支出金返納金　　　　　　　　△ 　 49

農 林 水 産 資 金 746 723 23
国庫支出金返納金　　　　　　　　△　　 4
一般会計繰出　　　　　　　　　　△　　 4
みどり公社事業資金利子補給費　　＋　　36

基 金 管 理 13,924 15,255 △ 1,331
県債管理基金積立金　　　　　　　＋ 2,989
各基金積立　　　　　　　　　　　△ 4,724
交付金　　　　　　　　　　　　　＋　 404

地方消費税清算 468,025 386,499 81,526
地方消費税清算金　           　 ＋42,783
一般会計繰出　　　　　　　　　  ＋38,743

国 民 健 康 保 険 495,662 497,704 △ 2,042

保険給付等交付金(普通交付金) 　 ＋ 1,923
保険給付等交付金(特別交付金)　　△　 910
後期高齢者支援金　　 　　　　　 △ 1,186
介護納付金　　　　　　　　　　　△ 2,082

合　　　計 1,686,662 1,570,805 115,857

（参考）特別会計の概要                     （単位：百万円） 
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増　減

Ａ－Ｂ

病
院
局

病 院 事 業 180,645 172,637 8,008

・医業費用　　　　　　　　　　　　　＋6,788
・西宮病院統合再編整備事業　　　　　＋5,547
・がんセンター地域医療連携方策
　検討委員会設置　　　　　　　　　　＋    1
・丹波医療センター整備事業　        △3,874

水道用水供給事業 22,642 21,975 667

・広域水道建設費                    ＋1,319
  うち、三田西宮連絡管整備　　　　　＋1,111
・企業債償還金　                    △  623

工業用水道事業 5,442 5,552 △ 110
・他会計借入金償還金　　　　　　　 △   200
・営業費用　　　　　　　　　　　　 ＋    92

水 源 開 発 事 業 39 50 △ 11 ・ダム管理負担金の減　　　 　　　　△    11

地 域 整 備 事 業 8,385 22,208 △ 13,823 ・企業債償還金　　　　　　　　　 　△13,196

企業資産運用事業 1,307 4,753 △ 3,446 ・企業債償還金　　　　　　　　　 　△ 3,460

地域創生整備事業 3,642 2,432 1,210 ・小野・市場産業拠点整備事業　　　　＋1,210

計 41,457 56,970 △ 15,513

県
土

流 域 下 水 道 事 業 50,602 46,120 4,482

・減価償却費　                 　 ＋ 2,625
・建設改良費　　                  ＋ 1,524
　うち猪名川流域　焼却設備更新等　 ＋ 185
　　　加古川流域　受変電設備改築等 ＋ 915
　　　汚泥処理　　焼却炉長寿命化等 ＋ 328

272,704 275,728 △ 3,024

説　　　明

企
　
業
　
庁

合　　　計

区　　　分
令和２年度

Ａ
令和元年度

Ｂ

（参考）公営企業会計の概要                   （単位：百万円） 
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（単位：百万円）

国庫 特定 起債 一 般

45,822 19,115 606 26,101 0

45,580 18,999 606 25,975 0

242 116 0 126 0

3,760 2,536 100 957 167

1,577 1,528 0 49 0

1,607 803 100 704 0

576 205 0 204 167

1,855 911 0 944 0

1,555 811 0 744 0

300 100 0 200 0

51,437 22,562 706 28,002 167

50,925 22,339 498 27,921 167

103 50 0 53 0

409 173 208 28 0企業会計　計

２ 地域の元気づくり

(1)農林水産業の競争力強化

(3)地域産業の活性化

合　　　　計

３ 未来への基盤づくり

(1)学校教育のＩＣＴ化

(2)産業教育基盤の充実

一般会計　計

特別会計　計

(2)地域交流拠点の整備

(2)県民の安全・安心の確保

事　業　名 金　額
財源内訳

１ 安全・安心の基盤づくり

(1)防災・減災対策の推進

（参考）令和元年度２月補正予算（経済対策）の概要 

令和元年度国補正予算（令和２年１月 30 日成立）を踏まえ、頻発化する自然災害に備

え、県民の安全・安心を支える社会基盤整備を計画的に推進するとともに、米中貿易摩

擦、日韓関係の緊張に加え、新型コロナウイルスの世界的流行によるサプライチェーン

の停滞、外国人観光客の減少などの経済の下振れリスクに対応していくため、農林水産

業の競争力強化や地域交流拠点の整備等、地域の元気づくりを推進していく。また、

Society5.0 時代に合わせた未来を担う人材を育成するため、学校教育のＩＣＴ化に早急

に取り組んでいく。 

あわせて、雪不足による観光客の減少にも対応していく必要がある。 

このため、令和元年度２月補正予算（経済対策）を編成する。 

 

１ 基本方針 

(1) 安全・安心を支える「安全・安心の基盤づくり」 

  (2) 農林水産業の競争力強化や地域産業の活性化をめざす「地域の元気づくり」 

  (3) 学校教育のＩＣＴ化による「未来への基盤づくり」 

 

２ 有利な財源の活用 

補正予算案の編成にあたっては、将来の財政への影響に配慮し、公共事業などの国

庫補助金、国の補正予算に伴う補正予算債(※)など、国の財源措置を最大限に活用する。 

   ※ 国の補正予算に伴い、発行が認められる地方債。元利償還金に対し交付税措置があること 

から、後年度の負担が実質的に生じない。 

 

３ 事業の早期着手 

補正予算の執行にあたっては、事業効果を早期に発現させるため、適切な準備を進

め、早期の事業執行に努める。 

あわせて、早期に工事発注し、年間の工事発注時期の平準化を図るため、債務負担

行為（ゼロ国債 1,018 百万円、ゼロ県債 6,000 百万円）を設定する。 

 

○ 施策体系                           
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Ａ－Ｂ Ａ－Ｃ

192,961 193,346 189,288 △ 385 3,673 99.8 101.9
1,365 2,276 1,437 △ 911 △ 72 60.0 95.0

11,341 9,880 10,097 1,461 1,244 114.8 112.3
5,673 8,386 5,407 △ 2,713 266 67.6 104.9
7,421 7,207 7,335 214 86 103.0 101.2

218,761 221,095 213,564 △ 2,334 5,197 98.9 102.4
148,620 152,632 147,340 △ 4,012 1,280 97.4 100.9
16,994 23,830 22,713 △ 6,836 △ 5,719 71.3 74.8
165,614 176,462 170,053 △ 10,848 △ 4,439 93.9 97.4
243,921 205,178 195,177 38,743 48,744 118.9 125.0
43,452 4,645 3,887 38,807 39,565 935.5 1,117.9
60,892 62,209 61,349 △ 1,317 △ 457 97.9 99.3
5,332 3,098 1,926 2,234 3,406 172.1 276.8

0 4,218 4,260 △ 4,218 △ 4,260 皆減 皆減
40,522 39,985 40,067 537 455 101.3 101.1
106,746 109,510 107,602 △ 2,764 △ 856 97.5 99.2
17,565 17,331 17,331 234 234 101.4 101.4
5,080 5,160 5,217 △ 80 △ 137 98.4 97.4
3,465 3,217 3,461 248 4 107.7 100.1

37 36 37 1 0 102.8 100.0
11 11 10 0 1 100.0 110.0

26,158 25,755 26,056 403 102 101.6 100.4
761,200 738,000 712,452 23,200 48,748 103.1 106.8
717,748 733,355 708,565 △ 15,607 9,183 97.9 101.3
95,400 91,500 83,877 3,900 11,523 104.3 113.7
856,600 829,500 796,329 27,100 60,271 103.3 107.6
813,148 824,855 792,442 △ 11,707 20,706 98.6 102.6

県税＋特別法人特別譲与税等 合計

地方消費税（清算後）

自
動
車
関
係
税

そ
の
他
の
税

県 税 合 計

特別法人事業（R元 地方法人特別）譲与税

自 動 車 税

自動車税環境性能割

自 動 車 取 得 税

軽 油 引 取 税

合　　　  　　計

不 動 産 取 得 税

県 た ば こ 税

ゴ ル フ 場 利 用 税

Ａ／Ｃ

個
人
関
係
税

法
人
関
係
税

増　減
Ａ／Ｂ区　　　  　　分

令和２年度
当初 Ａ

令和元年度
当初 Ｂ

令和元年度
年間見込Ｃ

合　　　  　　計

法 人 事 業 税

法 人 県 民 税

合　　　  　　計

均 等 割 ・ 所 得 割

県 民 税 利 子 割

配 当 割

株 式 等 譲 渡 所 得 割

個 人 事 業 税

税率引上分(8→10％)※

税率引上分除き

税率引上分除き

狩 猟 税

鉱 区 税

合　　　  　　計

第２ 令和２年度当初予算の概要 

１ 歳入 

（１）県税等（当初予算計上額：８，５６６億円［対前年度比：＋３．３％］） 

・個人関係税は、令和元年中の株式取引状況等を反映し、株式等譲渡所得割の減が見

込まれることから、前年度を２３億円下回る２，１８８億円を計上。 

・法人関係税は、法人県民税法人税割の一部交付税原資化（国税化）や企業業績の悪

化を反映し､前年度から１０８億円の減となる１，６５６億円を計上。 

・地方消費税は、令和元年１０月からの地方消費税率の引上げ影響（＋３８８億円）

を含め、前年度を３８７億円上回る２，４３９億円を計上。 

・自動車関係税は、販売台数の減や軽減対象車の拡大等により、前年度を２８億円下

回る１，０６７億円を計上。 

・県税全体では、前年度を２３２億円上回る７，６１２億円を計上。 

・特別法人事業譲与税は、企業業績の悪化に伴う減が見込まれる一方で、譲与基準の

見直しにより、前年度(地方法人特別譲与税)を３９億円上回る９５４億円を計上。 

・この結果、県税と特別法人事業譲与税の合計では、前年度を２７１億円上回り、当

初予算では過去最高の金額の８，５６６億円の計上となったが、消費税・地方消費

税率引上げ(８→10％)による増収分を除くと、８，１３１億円と前年度から１１７

億円減の厳しい状況。 

○県税収入の内訳                         （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

※ 消費税及び地方消費税率８％→10％への引上げ分のうち地方消費税率分 
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令和２年度
Ａ

令和元年度
Ｂ

増減
Ａ－Ｂ

Ａ／Ｂ

3,305 7,946 △ 4,641 41.6

減 収 補 填 特 例 交 付 金 3,305 3,552 △ 247 93.0

子ども・子育て支援臨時交付金 0 4,393 △ 4,393 皆減

4,727 4,712 15 100.3

自 動 車 重 量 譲 与 税 405 320 85 126.6

森 林 環 境 譲 与 税 188 125 63 150.4

そ の 他 の 譲 与 税 4,134 4,267 △ 133 96.9

21,363 20,159 1,204 106.0

29,395 32,817 △ 3,422 89.6合　　計

区　　　　　　分

特 例 交 付 金

地 方 譲 与 税

歳 入 振 替 等

（２）地方特例交付金等（当初予算計上額：２９４億円［対前年度比：△１０．４％］） 

  ・地方特例交付金は、子ども・子育て支援臨時交付金の皆減（△４４億円）等により、

前年度を４６億円下回る３３億円を計上。この子ども・子育て支援臨時交付金は、

幼児教育無償化の実施に伴う地方負担分について、初年度の令和元年度は地方消費

税率引上げに伴う地方の増収が僅かであることから、令和元年度に限り創設された。 

  ・地方譲与税は、地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金（２，３００億円）

を活用し、交付税特別会計における譲与税財源の借入れを行わないこととした上で、

譲与額を前倒しで増額することとなった森林環境譲与税が増加（＋１億円）する一

方、その他の譲与税が減少したこと等により、前年度並の４７億円を計上。 

 

○地方特例交付金等の内訳                   （単位：百万円、％） 
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当初 Ｂ 年間見込 Ｃ Ａ－Ｂ Ａ－Ｃ

普 通 交 付 税 296,400 281,100 289,050 15,300 7,350 105.4 102.5

臨 時 財 政 対 策 債 93,800 97,700 85,399 △ 3,900 8,401 96.0 109.8

小　　計 390,200 378,800 374,449 11,400 15,751 103.0 104.2

特 別 交 付 税 4,300 4,300 4,300 0 0 100.0 100.0

合　　計 394,500 383,100 378,749 11,400 15,751 103.0 104.2

区　　分 Ａ／ＣＡ／Ｂ
令和２年度
当初 Ａ

増　　減令和元年度

R2当初予算 R1当初予算 R1年間見込 当初予算比 R1算定比

A B C A-B A-C

390,200 378,800 374,449 11,400 15,751

938,205 918,740 917,747 19,465 20,458

725,651 709,944 708,681 15,707 16,970

うち社会保障の充実等 47,913 37,399 35,950 10,514 11,963

うちその他の需要 677,738 672,545 672,731 5,193 5,007

36,733 36,403 36,918 330 △ 185

2,782 2,971 2,782 △ 189 0

6,238 6,285 6,238 △ 47 0

6,363 0 0 6,363 6,363

160,438 163,137 163,128 △ 2,699 △ 2,690

548,005 539,940 543,298 8,065 4,707

539,241 530,845 534,388 8,396 4,853

うち法人関係税 98,481 115,856 115,614 △ 17,375 △ 17,133

うち地方消費税 105,720 89,180 89,593 16,540 16,127

うち個人住民税所得割 156,327 154,112 153,714 2,215 2,613

8,764 9,095 8,910 △ 331 △ 146

4,300 4,300 4,300 0 0

394,500 383,100 378,749 11,400 15,751

特別交付税

地方交付税等　合計

地域の元気創造事業費

人口減少等特別対策事業費

事業費補正・公債費

②　基準財政収入額

県税＋特別法人事業譲与税

区　　　分

普通交付税＋臨時財政対策債（①－②）

①　基準財政需要額

個別算定経費

その他（地方特例交付金、過年度精算等）

地域社会再生事業費

包括算定経費

（３）地方交付税等（当初予算計上額：３，９４５億円［対前年度比：＋３．０％］） 

 （基準財政需要額） 

・事業費補正・公債費が既発債の償還終了等により前年度に比べ２７億円の減となる

一方、社会保障の充実分等の増（＋１０５億円）等により、個別算定経費は１５７

億円の増加 

・包括算定経費は、会計年度任用職員制度移行に伴う期末手当等の所要経費が計上さ

れたこと等により３億円の増加（令和元年度算定額からは２億円の減） 

・地方法人課税の偏在是正措置により生じる財源を活用した地域社会再生事業費が新

設（＋６４億円）されたこと等から、全体では前年度から１９５億円の増加 

 （基準財政収入額） 

・法人住民税法人税割の一部交付税原資化等により法人関係税が前年度に比べて１７４

億円の減となる一方、消費税・地方消費税率引上げ影響等による地方消費税の増や

特別法人事業譲与税の増等により、前年度から８１億円の増加。 
 
・この結果、普通交付税と臨時財政対策債を合わせた実質的な交付税は、前年度から 

１１４億円上回る３，９０２億円を計上。このうち、臨時財政対策債の発行額は、 

前年度から３９億円の減となる９３８億円を計上。 

・普通交付税は、前年度交付決定額に対して７４億円増となる２，９６４億円を計上。 

・特別交付税を加えた地方交付税等の総額では、前年度を１１４億円上回る 

３，９４５億円を計上。 
 
○地方交付税等の内訳                     （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 
 
 
○地方交付税等の算定（試算）                   （単位：百万円） 
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令和２年度
Ａ

令和元年度
Ｂ

増減
Ａ－Ｂ

Ａ／Ｂ

180,422 178,648 1,774 101.0

私 立 高 校 等 就 学 支 援 金 6,924 4,642 2,282 149.2

統 計 調 査 事 務 費 （ 国 勢 調 査 ） 2,515 292 2,223 861.3

公 共 事 業 国 庫 補 助 金 51,216 52,361 △ 1,145 97.8

参 議 院 議 員 通 常 選 挙 事 務 費 0 1,999 △ 1,999 皆減

区　　　　　　分

国 庫 支 出 金 合 計

（４）国庫支出金（当初予算計上額：１,８０４億円［対前年度比：＋１．０％］） 

公共事業国庫補助金が１１億円の減、参議院議員通常選挙事務費が皆減（△２０億

円）となる一方、高等教育無償化に伴う私立高校等就学支援金の増（＋２３億円）や

国勢調査の実施に伴う統計調査事務費の増（＋２２億円）等により、前年度を１８億

円上回る１，８０４億円を計上。 

 

○国庫支出金の内訳                      （単位：百万円、％） 
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当初 Ｂ 年間見込 Ｃ Ａ－Ｂ Ａ－Ｃ

83,078 83,067 87,559 11 △ 4,481 100.0

0 0 22,921 0 △ 22,921 -

8,404 8,898 9,015 △ 494 △ 611 94.4

6,005 7,735 7,735 △ 1,730 △ 1,730 77.6

4,000 0 0 4,000 4,000 皆増

101,487 99,700 127,230 1,787 △ 25,743 101.8

101,487 99,700 104,309 1,787 △ 2,822 101.8

11,031 12,295 11,141 △ 1,264 △ 110 89.7

12,600 11,820 18,661 780 △ 6,061 106.6

23,631 24,115 29,802 △ 484 △ 6,171 98.0

0 0 10,676 0 △ 10,676 -

125,118 123,815 167,708 1,303 △ 42,590 101.1

93,800 97,700 85,399 △ 3,900 8,401 96.0

218,918 221,515 253,107 △ 2,597 △ 34,189 98.8

(うち補正予算債除き)

通 常 分

通 常 債

公共施設等適正管理事業債

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 債

小 計

緊 急 浚 渫 推 進 事 業 債

補 正 予 算 債

Ａ／Ｂ
令和元年度 増　　減令和２年度

当初 Ａ
区　　　　分

合　　　　計

臨 時 財 政 対 策 債

県　 債 　計

緊急自然災害防止対策事業債

小 計

減 収 補 填 債

臨 時 ・
特 別 分

防災・減災・国 土強靱化
緊 急 対 策 事 業 債

（５）県債（臨時財政対策債を除く） 

（当初予算計上額：１，２５１億円［対前年度比：＋１．１％］） 

（通常分） 

・緊急防災・減災事業債は、地震・津波対策の着実な推進を図る一方、公共施設の耐震

改修事業が進捗したことにより、前年度を５億円下回る８４億円を計上。 

・公共施設等適正管理推進事業債は、公共施設の計画修繕や長寿命化対策事業が進捗し

たことにより、前年度から１７億円減の６０億円を計上。 

・令和２年度から創設された緊急浚渫推進事業債は、河川や砂防ダムの堆積土砂撤去を

推進していくため、４０億円を計上。 

・通常分全体では、前年度を１８億円上回る１，０１５億円を計上。 

（臨時・特別分） 

 ・国庫補助事業の本県負担分に充当する防災・減災・国土強靱化緊急対策事業債は前年

度から１３億円減の１１０億円、県単独事業として実施する緊急自然災害防止対策事

業債は前年度から８億円増の１２６億円を計上。 

 ・この結果、臨時財政対策債を除く県債全体では前年度を１３億円上回る１，２５１億

円を計上。 

 

○県債の発行状況                          （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 緊急浚渫推進事業債    ：充当率 100％、交付税措置率 70％ 

     緊急自然災害防止対策事業債：充当率 100％、交付税措置率 70％ 

※2 年間見込 Cの通常債には、調整債を含む 

 

※2 
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2,035
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49

107

1,900 1,636
1,670

1,714 1,622
1,245

1,049

1,061

1,042

977

854

938

2 ,243

3 ,583

2 ,835

3 ,396

3 ,245 3 ,191

2 ,974 2 ,906

2 ,645

2 ,977

2 ,218

2 ,339

2 ,215

2 ,531

2 ,189

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

H6 H７ H8 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1当初 R1年間 R2当初

（億円）

通常債等 臨時・特別分 財源対策債 補正予算債 減収補塡債 臨時財政対策債

○県債発行額の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1  H6～H30：決算、R1、R2：当初予算 

※2  通常債等には、緊急防災・減災事業債及び自然災害防止事業債(山地防災・土砂災害 

対策分)を含む 

※3  財源対策債は、行財政構造改革期間中に発行した退職手当債及び行革推進債 
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会計別発行計画 （単位：百万円） 借入先別発行計画 （単位：百万円）

R2 R1 増　減 R2 R1 増　減
一般会計 218,918 221,515 △ 2,597 230,000 200,000 30,000

93,083 90,802 2,281 うち５年債 30,000 20,000 10,000
8,404 8,898 △ 494 うち10年債 110,000 100,000 10,000

11,031 12,295 △ 1,264 うち超長期債 90,000 80,000 10,000

12,600 11,820 780 0 0 0

93,800 97,700 △ 3,900 220,000 200,000 20,000
特別会計 14,559 11,707 2,852 29,924 31,147 △ 1,223
企業会計 29,926 27,705 2,221 479,924 431,147 48,777

新規発行 263,403 260,927 2,476
借換債 216,521 170,220 46,301

479,924 431,147 48,777

発行内訳 発行内訳
発行予定額 発行予定額

合　　計

緊急防災・減災事業債

合　　計

一 般 公 共 等 ( 通 常 分 )

防 災 ・ 減 災 ､ 国 土 強 靱 化
緊 急 対 策 事 業 債

緊 急 自 然 災 害 防 止
対 策 事 業 債

臨 時 財 政 対 策 債
公的資金
銀行等引受債

ミニ公募債

公募債

借換債発行計画 (単位：百万円、％)

金額 借換率
一般会計 10年債 平成22年度 103,303 43,270 41.9

平成17年度 90,950 42,510 46.7
平成12年度 10,391 5,192 50.0
平成2年度 10,912 0 0.0

計 215,556 90,972 42.2
７年債 平成15年度 11,000 7,147 65.0

計 11,000 7,147 65.0
５年債 平成27年度 32,900 32,308 98.2

平成22年度 3,400 2,257 66.4
平成17年度 24,888 21,132 84.9
平成12年度 15,887 7,889 49.7
平成2年度 78 0 0.0

計 77,153 63,586 82.4
計 303,709 161,705 53.2

特別会計 10年債 平成12年度 40,533 39,411 97.2
平成2年度 503 0 0.0

計 41,036 39,411 96.0
５年債 平成12年度 10,747 10,747 100.0

計 10,747 10,747 100.0
計 51,783 50,158 96.9

355,492 211,863 59.6
企業会計 10年債等 24,914 4,658 18.7

380,406 216,521 56.9

小　　　　計

会計 年限 当初発行時期 満期到来額
借換債発行額

合　　　　計

（発行計画） 

借換債２，１６５億円を含めた年間発行予定額(全会計)は、前年度から４８８億円増

の４，７９９億円となる。 

 

○会計別県債発行計画等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
     
   ※県債残高縮減対策のため、行財政構造改革期間中に発行した退職手当債及び行革推進

債の新たな借換えを行わず、県債管理基金を活用して償還することに伴う減額が含ま

れている。 
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H７ H８ H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1当初 R1年間 R2当初

8,233 12,131 7,136 6,675 6,216 5,757 5,303 4,818 4,386 3,992 3,615 3,229 3,229 2,853

※ 普通会計ベース

H７ H８ H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1当初 R1年間 R2当初

14,790 15,870 31,846 32,468 33,157 33,215 31,433 30,682 31,193 31,036 31,250 30,492 31,145 30,491

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1当初 R1年間 R2当初

683 1,245 1,674 2,127 2,366 2,569 2,735 2,937 3,024 3,015 2,892 2,768 2,768 2,322

H７ H８ H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1当初 R1年間 R2当初

15,870 18,183 37,039 38,050 39,086 39,825 40,442 40,682 41,391 41,340 41,375 41,249 41,530 40,970

15,870 18,183 32,975 32,392 31,766 30,855 29,998 29,182 29,008 28,135 27,498 26,920 26,925 26,198

（うち臨時財政対策債、減収補填債75％除き）

※H6～26：決算ベース、H27,28：当初予算ベース

11,649

14,790
17,128

29,905 29,970 30,285 29,839
27,748 26,674 26,856 26,564 26,725 26,028 26,452 26,284

1,698 2,182
2,477

2,741

2,976
3,253

3,425 3,509 3,416
3,273 3,273 2,814

243 316 395 635

709
755

912 963 1,109
1,191

1,420
1,393

956

1,080

1,093

1,793
1,775

1,767 1,653

1,600
1,588 1,649 1,726 1,620

1,486
1,595

1,558

7,516

9,135

10,777
12,280

13,309 14,161
14,818 15,536 16,083

16,578
16,300 16,706

12,604

15,870

18,221

41,155

43,378

45,701
47,148

46,342 46,431
47,660

48,298
48,953 48,556 49,040 48,755

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

H6 H7 H8 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1当初 R1年間 R2当初

（億円）

通常債等 財源対策債※ 補正予算債※ 減収補塡債 臨時財政対策債

30,491
R1当初比

△1

※H6～H30：決算、R1､R2：当初予算

実質的な

県債残高

○県債残高（今後、金融機関等に実際に償還すべき残高）の推移 

実際に償還すべき残高は、４兆８，７５５億円となり、後年度に地方交付税で措置さ

れる臨時財政対策債、減収補填債(75％)を除いた実質的な県債残高は､前年度当初から 

１億円減少し、３兆４９１億円となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

                

※財源対策債は平成 20 年度以降に発行した退職手当債及び行革推進債、補正予算債は平成 20 年度以降に発行したもの 

（参考１）実質的な県債残高（臨時財政対策債、減収補塡債 75％除き）の推移      （単位：億円） 

 

 

（参考２）地方財政調査方式に基づく県債残高の推移                 （単位：億円）  

 

 

 
    

※ 地方財政調査方式に基づく県債残高 
満期一括で償還する県債について、満期までの各年度の償還相当額を県債管理基金に積み立て、そ

の積立額を「公債費」として取り扱うことで、県債残高から控除したもの。 
 
（参考３）震災関連県債残高の推移（地方財政調査方式）                  （単位：億円） 

 

 

 
（参考４）財源対策債(H20 以降発行の退職手当債及び行革推進債）残高の推移（地方財政調査方式） 

 （単位：億円） 
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当初 Ｂ 年間見込Ｃ

a 500,495 492,287 492,284 8,208 8,211 101.7 101.7

基 金 集 約 分 103,761 111,597 111,720 △ 7,836 △ 7,959 93.0 92.9

b 116,883 116,830 127,833 53 △ 10,950 100.0 91.4

c 157,783 154,607 119,622 3,176 38,161 102.1 131.9

a+b-c 459,595 454,510 500,495 5,085 △ 40,900 101.1 91.8

基 金 集 約 分 99,513 99,605 103,761 △ 92 △ 4,248 99.9 95.9

d 181 1,168 1,225 △ 987 △ 1,044 15.5 14.8

e 1,508 162 109 1,346 1,399 930.9 1,383.5

f 1,161 1,330 1,153 △ 169 8 87.3 100.7

d+e-f 528 0 181 528 347 皆増 291.7

g 52,698 54,015 55,720 △ 1,317 △ 3,022 97.6 94.6

h 23,407 24,617 27,619 △ 1,210 △ 4,212 95.1 84.7

i 27,910 28,635 30,641 △ 725 △ 2,731 97.5 91.1

g+h-i 48,195 49,997 52,698 △ 1,802 △ 4,503 96.4 91.5

508,318 504,507 553,374 3,811 △ 45,056 100.8 91.9

186,854 184,572 151,416 2,282 35,438 101.2 123.4

Ａ／Ｃ

県
債
管
理
基
金

前 年 度 残 高

積 立 額

取 崩 額

当 該 年 度 残 高

区　　分
令和２年度
当初 Ａ

令和元年度 増減
Ａ－Ｂ

増減
Ａ－Ｃ

Ａ／Ｂ

経
済
対
策
関
連
基
金

前 年 度 残 高

積 立 額

取 崩 額

当 該 年 度 残 高

取 崩 額 計

残 高 合 計

そ
の
他
基
金

前 年 度 残 高

積 立 額

取 崩 額

当 該 年 度 残 高

（６）基金繰入金（当初予算計上額：１，８６９億円［対前年度比：＋１．２％］） 

・県債管理基金は、満期一括債の償還額が減少する一方で、県債管理基金を活用して、

行財政構造改革期間中に発行した退職手当債及び行革推進債の県債残高縮減対策を

実施することから、前年度を３２億円上回る１，５７８億円を計上。 

・安心こども基金など国の経済対策に伴い設置した基金については、事業量に応じて

取崩しすることから、前年度を２億円下回る１２億円を計上。 

・その他基金では、県有施設等整備基金の事業充当分の皆減（△３３億円）などによ

り、前年度を７億円下回る２７９億円を計上。 

・その結果、基金全体の取崩額は、前年度を２３億円上回る１,８６９億円を計上。 

 

○基金繰入金の内訳                         （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 基金集約分は、県以外の団体からの集約分 

※ 一般会計以外のすべての会計を含む 
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1,190

1,630

3 ,461

3 ,127
3 ,025

3 ,625

4 ,551

5 ,531

6 ,582

4 ,340

4 ,019

4 ,350

4 ,955

5 ,492 5 ,534

5 ,083

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

H6 H7 H8 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1年間 R2当初

（億円）

財政基金 県債管理基金 国経済対策基金 その他の基金 県債管理基金（平準化対策分）

（4 ,952）

（4 ,341）

（4 ,061）

※H6～H30：決算、

R1：年間見込、R2：当初予算

（基金残高の推移） 

  県債管理基金を活用して、行財政構造改革期間中に発行した退職手当債及び行革推

進債の県債残高縮減対策を実施（３０２億円）すること等による県債管理基金の残高

の減（△４０９億円）、医療介護推進基金の計画的な事業実施に伴う残高の減（△４１

億円）により、令和元年度末残高見込額から４５１億円の減となる５，０８３億円と

なっている。 

 

○基金残高の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 借換債平準化対策 

平成２３～２５年度に借換債を追加発行することで留保した基金（１，６３０億円）を活用し、

平成２６年度の借換債発行額を縮減（４，３８９億円→２，７５９億円）する対策 

※2  平成２３年度から２５年度の（  ）書きは、平準化対策分を除いた金額 
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（７）使用料・手数料 

 

① 施設・機械器具の新設等に伴う、使用料・手数料等の新設 

 

 

 

 

区 分 内 容 

国際観光芸術専門

職大学(仮称)入学

考査料・入学料 

国際観光芸術専門職大学(仮称)の設置に伴い、入学料等を設定 

区 分 金 額 

入学考査料 17,000 円 

入 学 料 
県内 282,000 円 

県外 423,000 円 
 

但馬文教府ふるさと

交流館利用料 

施設の建替整備に伴い、建替後施設の施設利用料を設定 

区 分 
料 金 

9-12 時 13-17 時 18-21 時 9-17 時 13-21 時 9-21 時

多目的ﾎｰﾙ 4,300 円 5,800 円 5,800 円 10,100 円 11,600 円 15,900 円

・代表的な区分のみ記載 

県立美術館西宮分 

館観覧料、会議室 

等使用料 

①展示室の設置に伴い、観覧料を設定 

 一  般 大 学 生 高校生以下 

常設展 
200 円 

(150 円) 

150 円 

(100 円)
無料 

特別展 
2,000 円 
(1,600円)

以内   

1,500 円 
(1,200円)

以内   
無料 

注:括弧書きは団体料金 

②分館設置に伴い、会議室及び和室の使用料を設定 

 午前 

(9～12時)

午後 

(13～17時)
終日 

会議室 2,100 円 2,900 円 5,000 円

和 室 2,000 円 2,800 円 4,800 円
 

工業技術センター 

機械器具使用料 

機械器具の新設に伴い、使用料を設定 

区 分 料 金 

ガスクロマトグラフ質量分析装置 3,700 円/時間 

 

県立公園あわじ花 

さじき駐車料金 

[R2.3 月施行予定] 

県立公園あわじ花さじきの開園に伴い、駐車料金を設定 

車両種別 料 金 

大 型 1,600 円

普 通 200 円
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② 既存の使用料・手数料の見直し等 

 

区 分 内 容 

高圧ガス保安法

に基づく容器検

査等手数料 

高圧ガス保安法等の改正に伴い、容器検査等手数料を徴収する事務に、

圧縮水素自動車燃料装置用容器検査を追加 

毒物及び劇物取

締法に関する手

数料 

毒物及び劇物取扱法等の改正に伴い、毒物又は劇物の原体の製造業又は

輸入業の登録等に関する事務が、厚生労働大臣から都道府県知事に移譲

されることから、手数料を設定 

介護支援専門員

研修手数料 

受験要件厳格化による受験者数の急激な減少を踏まえ、受益と負担の適

正化を図る観点から研修手数料を改定 

区 分 現 行 改定後 

実務研修 42,000 円 52,000 円 

 

航空産業非破壊

検査員養成講習

料 

航空産業非破壊検査トレーニングセンターの講習開催実績を踏ま

え、受益と負担の適正化を図る観点から養成講習料を改定 

区分 現 行 改定後 

PT 
(浸透探傷) 

基礎 171,000 円 438,000 円 

応用 79,000 円 281,000 円 

MT 
(磁粉探傷) 

基礎 296,000 円 380,000 円 

応用 164,000 円 290,000 円 

UT 
(超音波探傷) 

基礎 422,000 円 447,000 円 

応用 188,000 円 205,000 円 
 

工業技術センター

機械器具使用料 

非破壊試験技術者資格試験の開始に伴い、資格試験経費を見込んだ

使用料を設定 

区 分 
現 行 

(一般利用)
改定後 

PT 

(浸透探傷) 

- 資格試験 28,700 円 

4,000 円 一般利用 5,300 円 

MT 

(磁粉探傷) 

- 資格試験 3,800 円 

3,800 円 一般利用 3,800 円 

UT 

(超音波探傷) 

水 槽 
- 資格試験 2,400 円 

2,500 円 一般利用 2,400 円 

ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙ
- 資格試験 750 円 

500 円 一般利用 750 円 
 

建築物のエネルギ

ー消費性能の向上

に関する法律に関

する手数料 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律の改正に伴い、認

定対象、審査区分等が追加されたことから、建築物の床面積に応じ

た手数料を設定 
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予算額 Ａ 構成比 予算額 Ｂ 構成比

１ 県 税 等 ● 856,600 42.9 829,500 42.9 103.3

う ち 県 税 ○ 761,200 38.1 738,000 38.1 103.1

うち特別法人事業譲与税
（R1地方法人特別譲与税）

95,400 4.8 91,500 4.8 104.3

２ 地 方 譲 与 税 ● 4,727 0.2 4,712 0.2 100.3

３ 地 方 特 例 交 付 金 ● 3,305 0.2 7,946 0.4 41.6

４ 地 方 交 付 税 等 ● 394,500 19.8 383,100 19.8 103.0

う ち 地 方 交 付 税 300,700 15.1 285,400 14.7 105.4

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 93,800 4.7 97,700 5.0 96.0

５ 交通安全対策特別交付金 ● 1,505 0.1 1,575 0.1 95.6

６ 分 担 金 及 び 負 担 金 ○ 5,097 0.3 5,167 0.3 98.6

７ 使 用 料 及 び 手 数 料 ○ 21,182 1.1 21,408 1.1 98.9

８ 国 庫 支 出 金 180,422 9.0 178,648 9.2 101.0

９ 財 産 収 入 ○ 2,037 0.1 2,098 0.1 97.1

10 寄 附 金 ○ 280 0.0 358 0.0 78.2

11 繰 入 金 ○ 94,648 4.7 61,245 3.2 154.5

12 繰 越 金 ● ○ 1 0.0 1 0.0 100.0

13 諸 収 入 ○ 306,202 15.3 315,877 16.3 96.9

14 県債(臨時財政対策債を除く) 125,118 6.3 123,815 6.4 101.1

1,995,624 100.0 1,935,450 100.0 103.1

1,260,638 63.2 1,226,834 63.4 102.8

1,190,647 59.7 1,144,154 59.1 104.1

Ａ／Ｂ
令和２年度

※１　臨時財政対策債は、地方財政対策として地方交付税から振り替えられたものであり、
　　後年度に全額が交付税措置されることから、地方交付税等として整理している。
※２　「２ 地方譲与税」からは特別法人事業譲与税・地方法人特別譲与税を除いている。

令和元年度

一 般 財 源 （ ● の 計 ）

自 主 財 源 （ ○ の 計 ）

区　　　　　　分

合　　　　　　計

（参考）歳入予算の内訳                        （単位：百万円） 
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令和２年度
Ａ

令和元年度
Ｂ

増減
Ａ－Ｂ

Ａ／Ｂ

425,095 427,592 △ 2,497 99.4

給 料 208,521 209,155 △ 634 99.7

扶 養 手 当 5,493 5,585 △ 92 98.4

地 域 手 当 15,827 15,852 △ 25 99.8

期 末 手 当 51,622 51,576 46 100.1

勤 勉 手 当 36,834 36,093 741 102.1

共 済 費 72,843 75,589 △ 2,746 96.4

そ の 他 33,955 33,742 213 100.6

37,954 39,065 △ 1,111 97.2

463,049 466,657 △ 3,608 99.2合　　計

区　　分

職 員 給 等

退 職 手 当

２ 歳出 

（１）人件費（当初予算計上額：４,６３０億円［対前年度比：△０．８％］） 

職員給等は、令和元年度給与改定※による増等を反映した一方、児童・生徒数の減少に

よる法定教職員数の減や現給保障の廃止等により、前年度から２５億円減の４,２５１億円

を計上。 

退職手当は、退職見込者数が減（△２６人）となったこと等により１１億円の減と

なり、人件費全体では、前年度を３６億円下回る４,６３０億円を計上。 

○人件費の内訳                      （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和元年度給与改定等：人事委員会勧告に基づき、給与表の改定（平均改定率 

０．１％引上げ）等を実施 

① 定員 

 ア 職員 

 ａ）一般行政部門職員 

2020 年(R2)４月１日の職員数については、2018(H30)年４月１日の職員数を基

本に配置する。 

ｂ）法令等により原則として配置基準が定められている職員 

警察官、教職員、児童福祉司等については、国の配置基準の改正等を踏まえ適

正配置を行う。 
 

 【現 員】                           （単位：人） 

区  分 

H30.4.1

 

① 

H31.4.1

現在 

② 

R2.4.1  

見込 

③ 

対H30.4.1 

④(③－①) 

対H31.4.1

⑤(③－②)

一 般 行 政 部 門 職 員  5,795 5,794 5,815 ＋ 20 ＋ 21 

 
法令配置職員  125 129 149 ＋ 24 ＋ 20 

上記を除く職員 5,670 5,665 5,666 △  4 ＋  1 

教 育 部 門 

法 定 教 職 員  32,443 32,270 32,016 △427 △254 

県単独教職員 547 547 547 ± 0 ± 0 

事 務 局 職 員  414 420 426 ＋ 12 ＋  6 

警 察 部 門 
警 察 官 11,763 11,754 11,763 ± 0 ＋  9 

警察事務職員 736 729 736 ± 0 ＋  7 

  ※法令配置職員：法令等により配置基準が定められているこども家庭センターの児童福祉司・児童心理司  

※  
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イ 再任用職員 

業務経験やノウハウを円滑に引き継ぐため、積極的に活用するとともに活用状況

を対外的に明確化するため、令和２年４月 1 日の見込みを定数条例により管理する。 

  【活用状況】                           （単位：人）  

区  分 

H31.4.1 

① 

R2.4.1 

② 

増 減 

③（②－①） 

常勤

職員

短時間

勤務職員
合計

常勤

職員

短時間

勤務職員
合計 

常勤 

職員 

短時間

勤務職員
合計

一 般 行 政 部 門 職 員 114 325 439 152 305 457 ＋ 38 Δ 20 ＋ 18

教育部門 教育委員会 
教 職 員 1,143 225 1,368 1,272 300 1,572 ＋129 ＋ 75 ＋204

事務局職員 2 75 77 8 75 83 ＋  6 ±  0 ＋  6

警察部門 警 察 職 員 85 95 180 105 120 225 ＋ 20 ＋ 25 ＋ 45

※常勤職員は、「ア職員」の内数 

※短時間勤務職員は、通常の勤務時間数(38 時間 45 分/週)を用いて換算した人数 

 

ウ 会計年度任用職員 

ＩＣＴの積極的な活用等による業務の効率化を進めながら、業務量に応じて適正

に配置するとともに、制度の円滑な運用を図る。 

 

【現 員】                                        （単位：人、百万円） 

区  分 
R元年度

① 

R2年度 

② 

増減 

③(②－①) 

 
R2予算額

一 般 行 政 部 門 職 員  1,975 1,964 △ 11 4,502 

教 育 部 門 
教 職 員 1,110 1,119 ＋  9 

3,889 
事 務 局 職 員  214 235 ＋ 21 

警 察 部 門 
警 察 職 員  495 501 ＋  6 

1,454 
警察事務職員 120 103 △ 17 

  ※任期６月以上かつ週 15 時間 30 分以上勤務する人数（期末手当支給対象者） 

 

② 給与 

ア 特別職 

 行財政運営方針に基づき、次のとおり給与抑制措置を引き続き実施。 

区 分 給料 期末手当 退職手当 

知  事 △ ５％ △ ５％ △ ５％ 

副 知 事 △ ３％ △ ３％ △ ５％ 

教育長等 △ ２％ △ ２％ － 

防災監等 △0.4％ △ １％ － 

イ 一般職 

ａ） 給与制度について、人事委員会勧告を尊重することを基本に、社会情勢や 

本県の財政状況、国や他の地方公共団体等の状況を踏まえ、適切に対応。 

ｂ） 行財政運営方針に基づき、管理職手当の減額措置を引き続き実施。 

管理職全員10％減額。 
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（２）行政経費（当初予算計上額：７，８４７億円［対前年度比：＋１．４％］） 

① 社会保障関係費 

・社会保障・税一体改革関係経費は、社会保障の充実分等が７４億円の増、幼児教

育・保育の無償化や高等教育の無償化などの新しい経済政策パッケージ分が６１

億円増加したことにより、前年度から１３５億円増の７１４億円を計上。 

・その他の社会保障関係費は、介護給付費県費負担金等が前年度から１６億円増加、 

後期高齢者医療費県費負担金が２３億円増加したことなどにより、前年度から 

４３億円の増となる２，７１６億円を計上。 

・この結果､全体では前年度を１７８億円上回る３,４３０億円を計上。 

② リーディングプロジェクト事業 

  「兵庫 2030 年の展望」が描く望ましい将来の姿をもとに、兵庫の未来を拓く先駆

的な取組をリーディングプロジェクトとして、１６のプロジェクトを実施することと

し、２４億円を計上。 

③ 地方創生推進交付金事業 

  兵庫の多様性を活かし、地域創生の取組をさらに推進するため、ＧＩＣ（グローバ

ル・イノベーションセンター）の開設等を柱とする「新たなワークプレースプロジェ

クト」など４のプロジェクトを新たに追加し、全体として２０のプロジェクトを実施

することとし、前年度から１億円減の３１億円を計上。 

④ ひょうご地域創生交付金 

  市町や地域自らの創意工夫による地域創生の取組を、県内全域でさらに支援するた

め、前年度に引き続き２０億円を計上。 

 ・総  枠：４０億円（県費２０億円） 

 ・事業主体：市町及び市町が認める地域団体等 

 ・負担割合：県 1/２、市町１/２（政令市・中核市・地方交付税不交付団体：県１/３、市２/３） 

 ・申請上限額： 

区 分 申請上限額 

政令市・中核市 ２．０億円 

その他の市 １．５億円 

町 １．０億円 

⑤ 中小企業制度資金貸付金 

  新規融資枠については、頻発する自然災害や大規模な経済危機に対応するセーフテ

ィネットの役割を考慮し、現在の融資枠を前年度と同額の３，６００億円確保した上

で、経営安定融資枠を拡充。 

金融機関への預託金については、融資残高の減少に伴い、前年度を１０８億円下回

る２，４２３億円を計上。 
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予算額
 Ａ

一般財源
Ｂ

予算額
 Ｃ

一般財源
 Ｄ

71,427 52,498 57,960 42,830 13,467 9,668 123.2 122.6

60,089 41,718 52,696 37,566 7,393 4,152 114.0 111.1

11,338 10,780 5,264 5,264 6,074 5,516 215.4 204.8

271,597 258,704 267,272 254,387 4,325 4,317 101.6 101.7

66,804 66,804 65,239 65,239 1,565 1,565 102.4 102.4

74,045 74,045 71,715 71,715 2,330 2,330 103.2 103.2

24,816 24,816 24,237 24,237 579 579 102.4 102.4

47,248 47,248 47,330 47,330 △ 82 △ 82 99.8 99.8

8,722 5,403 8,509 5,293 213 110 102.5 102.1

6,606 5,978 5,959 5,293 647 685 110.9 112.9

12,636 12,636 12,885 12,885 △ 249 △ 249 98.1 98.1

4,846 2,427 4,737 2,373 109 54 102.3 102.3

9,284 8,366 9,419 8,471 △ 135 △ 105 98.6 98.8

172 172 260 260 △ 88 △ 88 66.2 66.2

913 913 862 862 51 51 105.9 105.9

15,505 9,896 16,120 10,429 △ 615 △ 533 96.2 94.9

343,024 311,202 325,232 297,217 17,792 13,985 105.5 104.7

2,416 1,183 0 0 2,416 1,183 皆増 皆増

2,714 1,052 3,200 0 △ 486 1,052 84.8 皆増

2,000 0 2,000 0 0 0 100.0 －

242,290 0 253,136 0 △ 10,846 0 95.7 －

32,645 21,476 30,924 21,958 1,721 △ 482 105.6 97.8

2,515 0 292 0 2,223 0 861.3 －

0 0 1,999 0 △ 1,999 0 皆減 －

0 0 1,331 1,331 △ 1,331 △ 1,331 皆減 皆減

0 0 1,556 0 △ 1,556 0 皆減 －

157,046 67,777 153,988 66,084 3,058 1,693 102.0 102.6

784,650 402,690 773,658 386,591 10,992 16,099 101.4 104.2

Ｂ／Ｄ
増減
Ｂ－Ｄ

Ａ／Ｃ

ひょうご地域創生交付金事業

高 齢 期 移 行 助 成 事 業

区　　　　　分

令和２年度 令和元年度
増減
Ａ－Ｃ

介 護 給 付 費 県 費 負 担 金 等

後 期 高 齢 者 医 療 費
県 費 負 担 金 等

児 童 福 祉 措 置 費

県 単 独 福 祉 医 療 費

施設型給付費等(処遇改善分)

そ の 他

社会保障･税一体改革関係経費 ①

兵 庫 県 議 会 議 員 選 挙 事 務 費

障 害 者 自 立 支 援 給 付 費
県 費 負 担 金

障 害 者 自 立 支 援 医 療 費

障 害 児 措 置 費

児 童 手 当 県 費 負 担 金

参 議 院 議 員 通 常 選 挙 事 務 費

そ の 他 の 行 政 経 費

合　　　　　　計　

地 方 創 生 推 進 事 業

中 小 企 業 制 度 資 金 貸 付 金

国 民 健 康 保 険 関 係 経 費

社 会 保 障 の 充 実 分 等

新しい経済政策パッケージ

社 会 保 障 ･ 税 一 体 改 革
関 係 経 費 以 外 ②

被災者生活復興支援基金拠出金

社会保障関係費 計（①＋②）

リーディングプロジェクト推進費

統計調査事務費（国勢調査）

私 学 助 成

○行政経費の内訳                          （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※国民健康保険特別会計への繰出金のうち社会保障関係費を含む 

※リーディングプロジェクトとして地方創生推進交付金を活用する事業は、地方創生推進事業から除いている 
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国・地方 国・地方

合　計 うち地方 合　計 うち地方

(億円) (億円) (億円) (億円) 本県歳出額
(百万円)

当初 当初比 当初

① ①－② ②

17,679 955 16,724

5,430 741 4,689

491 243 710 34 491 243 676

子ども・子育て支援 7,017 3,784 23,819 1,730 7,017 3,784 22,089

医療介護推進基金（医療分） 1,194 398 1,567 319 1,034 345 1,248

診療報酬の見直し(報酬改定分) 602 177 277 3 476 139 274

医療介護推進基金（介護分） 824 275 982 125 824 275 857

介護職員の処遇改善等(報酬改定分) 1,192 592 1,430 36 1,196 592 1,394

認知症対策等 534 267 419 44 534 267 375

医療ICT基金（仮称）の創設 768 0 0 － 300 0 －

国保等低所得者保険料軽減の拡充 612 612 3,052 335 612 612 2,717

国民健康保険への財政支援の拡充 3,936 832 1,777 △ 28 3,436 832 1,805

被用者保険の拠出金に対する支援 700 0 － 700 0 －

高額医療費の見直し 248 31 123 0 248 31 123

介護保険1号保険料の低所得者
軽減強化 1,572 786 1,822 785 900 450 1,037

200 0 － － － － －

2,089 1,044 3,235 115 2,089 1,044 3,120

医療・介護 14,471 5,014 14,684 1,734 12,349 4,587 12,950

5,619 30 0 0 2,564 30 0

27,107 8,828 38,503 3,464 21,930 8,401 35,039

－ － 3,300 714 － － 2,586

5,614 2,630 2,984

2,705 1,296 1,409

8,858 5,448 8,319 3,926 3,882 0 4,393

180 180

558 558

5,274 392 738 738 0 0 0

1,069 547 522

500 267 233

1,003 496 1,569 814 421 208 755

0 0 330 167 0

154 38 206 103 116

722 364 154 38 536 270 116

15,857 6,700 10,780 4,778 4,839 478 5,264

42,964 15,528 52,583 8,956 26,769 8,879 42,889

※地方消費税増収額及び活用内訳

421 208

※投資的経費
  84百万円を含む

介護・障害福祉人材の処遇改善

待機児童の解消

合　計　　①＋②＋③

新しい経済政策パッケージ　計　③

722 364
保育の受け皿拡大・運営費の増

保育士の処遇改善

1,003 496

※投資的経費
　　59百万円を含む

区　分

令和2年度

本県歳出額(百万円)

令和元年度

社
会
保
障
の
充
実

公経済負担増　②

新
し
い
経
済
政
策
パ
ッ
ケ
ー
ジ

施設型給付・地域型保育給付
（保育所、幼稚園（新制度）、
　認定こども園　等）

子育て支援施設等利用給付（仮称）
（私立幼稚園（旧制度）、
　預かり保育、認可外保育所　等）

介護人材の処遇改善

障害福祉人材の処遇改善

高等教育の無償化

県立大学、県立専修学校等の
授業料等の無償化 5,274 392
私立専修学校の授業料無償化

8,858 5,448

幼児教育・保育の無償化

難病・小児慢性特定疾病への対応

6,526 3,541
地域子ども・子育て支援事業

6,526 3,541
子どものための教育・保育給付

医
療
・
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
体
制
改
革

社会保障の充実　計　①

社会的養護の充実 等

医
療
・
介
護
保
険
制
度
の
改
革

年金

介護保険保険者努力支援交付金

－ － －

3,882 0

（単位：百万円）

所要額 充当率 所要額 充当率 所要額 充当率

① ② ③(①－②) ④ ⑤(③＋④) ⑥ 行政経費 投資的経費 ⑥/⑤ ⑦ 行政経費 ⑦/⑤
⑧

(⑤-⑥-⑦)
⑧/⑤

Ｒ１当初 86,912 40,091 46,821 4,393 51,214 37,625 37,566 59 73.5% 5,264 5,264 10.3% 8,325 16.3%

Ｒ１年間 82,652 38,610 44,042 4,393 48,435 36,391 36,348 43 75.1% 5,145 5,145 10.6% 6,899 14.2%

Ｒ２当初 125,998 65,434 60,564 0 60,564 41,802 41,718 84 69.0% 10,780 10,780 17.8% 7,982 13.2%

※社会保障・税一体改革に伴う消費税及び地方消費税率5％→10%への引上げ分のうち地方消費税分

区分
安定化分

地　方
消費税
増収額

本　県
増収額

市　町
交付金

社会保障の充実分等

増収額の活用内訳

実質的な
増収額

特　例
交付金

(無償化分)

新しい経済政策パッケージ

○社会保障・税一体改革関係経費（一般財源ベース）         （単位：百万円、％） 
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○リーディングプロジェクト事業の概要                （単位：百万円） 

区 分 主な事業 金額 

①起業立県実現プロジェクト 
○GIC(グローバル・イノベーションセンター)の開設・整備 

○スタートアップビザの拡大 
165

②先端産業創造プロジェクト 
○成長産業育成コンソーシアム推進事業の実施 

○県ビームライン成果創出サイクルの構築 
267

③全員活躍プロジェクト 
○多様な働き方推進事業の実施 

○リカレント教育推進プロジェクト 
89

④価値創造人材育成プロジェクト 
○新時代に対応した高校教育の推進（STEAM 教育の周知・広報） 

○県立学校学びのイノベーション推進事業の実施 
405

⑤水素社会先導プロジェクト 
○エネルギー先進の兵庫推進 

○水素ステーション整備事業 
67

⑥御食国ひょうごプロジェクト 
○兵庫型スマート農業技術導入による競争力強化推進事業 

○基幹的地域農業法人の確立支援 
154

⑦豊かな森・海再生プロジェクト 
○リモートセンシング技術者養成研修の実施 

○瀬戸内海生産構造調査の実施 
115

⑧スポーツ・フォー･ライフ推進 

プロジェクト 

○「スポーツ立県ひょうご」創出プロジェクト事業の実施  

○障害者スポーツ推進プロジェクト 
163

⑨つながる芸術文化プロジェクト 
○ひょうごアーティストサロン機能拡充事業 

○市町ホールの活用支援事業 
34

⑩在宅強化・健康寿命延伸プロジェクト 
○ビッグデータの健康づくりへの活用促進 

○ロボットリハビリテーション拠点化の推進 
546

⑪防災・減災加速プロジェクト 
○防災人材育成拠点の整備 

○マイ避難カード全県展開による住民避難行動の支援 
126

⑫まちなか安心プロジェクト 
○AI 技術を活用した画像解析力の強化 

○サイバー犯罪への対応能力の強化 
18

⑬体験ツーリズムプロジェクト 
○マーケティングに基づく効果的な誘客促進 

○周遊・滞在型観光の推進 
62

⑭外国人安心プロジェクト 
○国際経済拠点の形成推進 

○外国人雇用 HYOGO サポートデスク事業 
55

⑮次世代移動・買い物プロジェクト 
○MaaS の導入促進 

○播磨科学公園都市における自動運転車実証運行の実施  
59

⑯空間再生プロジェクト 
○オールドニュータウン再生モデル事業の実施 

○地域楽農生活センターの開設支援 
211

合  計 2,536

うち、一般会計 2,416
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○地方創生推進交付金申請事業の概要                （単位：百万円） 

区 分 主な事業 金額

新

規

プ

ロ

ジ

ェ

ク

ト 

 

①神戸･阪神･淡路ベイエリア

における国際大交流促進プ

ロジェクト 

○インバウンド誘客促進事業 

○欧州・米国企業向け一次進出プロモーション 
80

②ファッション等若者・女

性集積プロジェクト 

○地場産業海外等展開支援事業 

○産地クリエーター養成事業 
128

③次世代産業を核とした地

域振興プロジェクト 

○先端技術人材集積促進事業 

○次世代産業育成コンソーシアム推進事業 
70

④新たなワークプレース 

プロジェクト 

○ＧＩＣ開設・整備事業 

○起業プラザひょうご設置・運営事業 
81

継

続

プ

ロ

ジ

ェ

ク

ト 

⑤“平成の御食国ひょうご”を支える創造力ある企業・人材の育成 174

⑥若者定着・環流プロジェクト 559

⑦ひょうご大交流プロジェクト 266

⑧御食国ひょうごの創造プロジェクト ～新たな価値創造・海外市場開拓～ 375

⑨「平成の御食国ひょうご」生産性革命プロジェクト 74

⑩多自然地域イノベーション創造プロジェクト－ふるさとﾈｯﾄﾜｰｸ・地域力強化－ 161

⑪ひょうごディスティネーション推進プロジェクト 82

⑫若年女性に向けた世代別県内定着推進プロジェクト 19

⑬関係人口の活用による地域創生拡大プロジェクト 141

⑭淡路島総合環境戦略推進プロジェクト 11

⑮ものづくり高付加価値化プロジェクト 187

⑯食の宝庫「御食国ひょうご」農イノベーションプロジェクト 110

⑰地域連携による「新たな人の流れ」創出プロジェクト 96

⑱地域の活力再生支援プロジェクト 196

⑲先端技術による価値創造社会づくりプロジェクト 121

⑳わくわく地方生活実現政策パッケージプロジェクト 126

別枠 ひょうご専門人材相談センター 32

合  計 3,091

 ※リーディングプロジェクトとして、地方創生推進交付金を活用する事業を含む 
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○中小企業制度資金貸付金の主な拡充内容 

ア「観光・おもてなし貸付」の整備 

観光におけるナイトライフの充実を支援するとともに、六甲山等でのホテル等の整

備を促進するため、「観光等設備貸付」を「観光・おもてなし貸付」に改め、融資限度

額の引上げや融資利率の引下げなど、要件を拡充 

・ 限度額 7,000万円→３億円（ホテル・旅館の新築・改修等は30億円） 

・ 利 率 1.1％ → 0.7％  等 

 

イ 「事業承継支援貸付」の新設 

事業承継支援について、承継時に一定の要件の下で新・旧経営者の個人保証を不要

とする新たな信用保証（事業承継特別保証※）の創設に伴い、事業承継を対象とする

「事業承継支援貸付」を新設 

※以下の①及び②に該当する者が対象 

①３年以内に事業承継を予定する法人又はR2.1月～R7.3月までに事業承継を実施 

した法人で、承継から３年未満のもの  

②資産超過であること、返済緩和している借入金がないこと等一定の要件を満たす者  

   

ウ 「防災促進貸付」の整備 

中小企業において取組が進んでいない事業継続計画（BCP）の策定を推進し、災害に

対する備えを支援するため、BCP策定を要件とした上で、「防災設備促進貸付」を「防

災促進貸付」に改め、資金使途に運転資金の追加、融資限度額の引上げなど要件を拡充  

・ 限度額 設備資金 ３億円 → 設備資金１５億円、運転資金5,000万円 

・ 利 率 0.7％ → 0.45％  等 

 

 

 

（参考）事務事業の見直し 

事務事業の見直しの結果、令和元年度から１５４事業を廃止する一方、施策の選

択と集中を図り、県民ニーズに対応した１０７の事業を新たに加えることとし、前

年度から３．０％減となる１，５１４事業を実施。 

区 分 事業数 

令和元年度事業数 (A) １，５６１ 

廃止事業数     (B) １５４ 

新規事業数     (C) １０７ 

令和２年度事業数 (D)：(A)－(B)＋(C) １，５１４ 

対前年度増減数  (E)：(D)－(A) △４７ 
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予算額
 Ａ

一般財源
Ｂ

予算額
 Ｃ

一般財源
 Ｄ

160,942 160,942 135,122 135,122 25,820 25,820 119.1 119.1

809 809 1,395 1,395 △ 586 △ 586 58.0 58.0

119,642 119,642 96,646 96,646 22,996 22,996 123.8 123.8

0 0 2,993 2,993 △ 2,993 △ 2,993 皆減 皆減

2,658 2,658 1,627 1,627 1,031 1,031 163.4 163.4

6,781 6,781 0 0 6,781 6,781 皆増 皆増

37,833 37,833 33,540 33,540 4,293 4,293 112.8 112.8

11,055 8,972 7,098 6,201 3,957 2,771 155.7 144.7

50,759 50,350 54,752 54,631 △ 3,993 △ 4,281 92.7 92.2

222,756 220,264 196,972 195,954 25,784 24,310 113.1 112.4

合 計 （ 繰 出 金 除 き ） 171,997 169,914 142,220 141,323 29,777 28,591 120.9 120.2

Ｂ／Ｄ
増減

Ａ－Ｃ
増減

Ｂ－Ｄ

令和２年度

Ａ／Ｃ

令和元年度

繰 出 金

合　　計

利 子 割 交 付 金

そ の 他

税 交 付 金 ・ 還 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

区　　　　　分

基 金 積 立 金

地 方 消 費 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

（３）その他経費（当初予算計上額：２,２２８億円［対前年度比：＋１３．１％］） 

・税交付金・還付金については、消費税・地方消費税率引上げ影響による地方消費税

交付金の増（＋２３０億円）や、令和２年度から法人事業税交付金が創設（＋６８

億円）されることなどにより、全体では前年度を２５８億円上回る１，６０９億円

を計上。 

・基金積立金については、県庁舎等再整備のための県有施設等整備基金への積み立て

（＋３０億円）や、令和５年度までの幼児教育・保育の無償化に伴う事務費を国か

ら受け入れ、安心こども基金に積み立てること（＋１３億円）になったこと等によ

り、前年度を４０億円上回る１１１億円を計上。 

・繰出金については、集約基金である県有施設等整備基金の活用額の減（△３３億円）

等に伴う基金管理特別会計への繰出金の減（△６５億円）などにより、前年度を４０

億円下回る５０８億円を計上 

・この結果、その他経費全体では前年度を２５８億円上回る２，２２８億円を計上。 

○その他経費の内訳                        （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考)法人事業税交付金（平成２８年度税制改正、平成３１年度税制改正） 

  消費税率・地方消費税率１０％の段階で、法人住民税法人税割のさらなる交付税原資

化が行われたが、市町村分の法人住民税法人税割の減収（税率 9.7％→6.0％）が大きい

ことから、減収補塡措置として、都道府県の法人事業税の一部（市町村分の法人住民税

法人税割の引下げ（２％）相当分）を市町村に交付する法人事業税交付金制度が創設さ

れ、法人事業税の 100 分の 7.7（Ｒ２年度は 100 分の 3.4）が、令和２年度から交付され

ることとなった。  
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令和２年度 令和元年度
Ａ  Ｂ

223,325 224,086 △ 761 99.7

212,094 210,541 1,553 100.7

178,679 174,980 3,699 102.1

122,915 125,561 △ 2,646 97.9

101,500 102,000 △ 500 99.3

21,415 23,561 △ 2,146 90.9

21,415 23,561 △ 2,146 90.9

88,867 84,980 3,887 104.6

57,000 57,000 0 100.0

31,867 27,980 3,887 113.9

12,000 12,000 0 100.0

8,404 8,898 △ 494 94.4

4,850 4,500 350 107.8

4,000 0 4,000 皆増

2,613 2,582 31 101.2

312 0 312 皆増

11,231 13,545 △ 2,314 82.9

Ａ－Ｂ Ａ／Ｂ区　　　　　　分

通 常 事 業

通 常 事 業

投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費

国 庫 補 助 事 業

県 単 独 事 業

緊急自然災害防止対策事業(臨時・特別分)

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業

（ 臨 時 ・ 特 別 分 除 く ）

災 害 復 旧 事 業 費

別 枠 事 業

緊 急 浚 渫 推 進 事 業

別 枠 事 業

防災･減災、国土強靱化緊急対策事業(臨時･特別分)

長 寿 命 化 ・ 環 境 整 備 対 策 事 業

県 庁 舎 等 再 整 備 事 業

災 害 に 強 い 森 づ く り 等 事 業

（４）投資的経費（当初予算計上額：２，２３３億円［対前年度比：△０．３％］） 

・普通建設事業費については、地方財政計画の水準を基本としつつ、地方交付税措置の

ある有利な県債を活用することにより、防災インフラの機能向上等のための事業推進

に必要となる事業費を別枠で確保することとし、前年度を１６億円上回る２，１２１

億円を計上。 

・災害復旧事業費は、平成３０年の豪雨災害・台風災害からの復旧事業費が事業進捗

により減少したことにより、前年度を２３億円下回る１１２億円を計上。 

・投資的経費総額では、前年度を８億円下回る２，２３３億円を計上。 

 

○投資的経費の内訳                       （単位：百万円、％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 国庫補助事業：１,２２９億円 

ア 通常事業費：１,０１５億円 

令和元年度当初予算額 × 令和２年度地方財政計画の伸び 

（１,０２０億円 × ９９．３ ％） 

イ 別枠加算分：  ２１４億円 

a 防災・減災、国土強靱化緊急対策事業（２１４億円） 

 国の３か年緊急対策に対応するため、防災・減災、国土強靱化緊急対策事業債

（起債充当率１００％、交付税措置率５０％）を活用し、高潮対策や地震・津波

対策、土砂災害対策等、防災インフラの機能向上等の事業を推進 
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（単位：億円） 

区 分 事業費 主な内容 

高潮対策 １２ 越流・越波防止対策 

治水対策 ４０ 河川ネック部改修対策、堤防強化 

地震・津波対策 ８９ 耐震対策、日本海津波対策 

道路防災対策 ３８ 道路交通確保対策、道路防災対策 

山地防災・土砂災害対策 ３２ 山地防災・土砂災害対策 

ため池対策 ５３ ため池対策 

荒廃森林対策 １ 造林対策 

災害対策路網整備 １ 林道整備 

合 計 ２６６  

 
うち一般会計 ２１４  

うち下水道事業会計 ５２  

 

② 県単独事業 ：  ８８９億円 

ア 通常事業費：  ５７０億円 

令和元年度当初予算額 × 令和２年度地方財政計画の伸び 

（５７０億円 × １００．０％） 

イ 別枠加算分：  ３１９億円 

a 緊急自然災害防止対策事業（１２０億円） 

     国の３か年緊急対策と連携し、緊急自然災害防止対策事業債（起債充当率１００％、

交付税措置率７０％）を活用し、高潮対策や地震・津波対策、土砂災害対策等の

防災・減災対策を県単独で実施 

（単位：億円） 

区 分 事業費 主な内容 

高潮対策 １５ 越流・越波防止対策 

治水対策 ４３
河川ネック部改修対策、河川中上流部

治水安全度向上対策 

地震・津波対策 １０ 日本海津波対策 

山地防災・土砂災害対策 ５２ 山地防災・土砂災害対策 

合 計 １２０  
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b 緊急防災・減災事業（８４億円） 

令和２年度まで活用できる緊急防災・減災事業債（起債充当率１００％、 

交付税措置率７０％）を活用し、以下の事業を推進        （単位：億円） 

区 分 実施箇所等 金額 

地震・津波対策 尼崎西宮芦屋港 ＜防潮堤の沈下対策＞ 

朝来出石線[朝来市]＜橋りょう耐震＞ 

庄下川[尼崎市]＜河川等地震対策＞ 

８０

耐震改修等 但馬文教府等 ４

合 計 ８４

 

c 長寿命化・環境整備対策事業（４９億円） 

     有利な財源措置である公共施設等適正管理推進事業債（起債充当率９０％、交

付税措置率３０％）を活用し、公共施設等の長寿命化対策等を推進 

 

d 緊急浚渫推進事業（４０億円） 

有利な財源措置である緊急浚渫推進事業債（起債充当率１００％、交付税措置

率７０％）を活用し、河川や砂防ダムの堆積土砂撤去を推進 

 

e 災害に強い森づくり等事業（２６億円） 

     超過課税である県民緑税を活用し、危険渓流域の森林の土留工の設置や、野生

動物との棲み分けを図るバッファーゾーンの設置などの森林整備を推進 

     ・災害に強い森づくり事業 1,973 百万円 

     ・県民まちなみ緑化事業   640 百万円 

 

③ 県庁舎等再整備事業：  ３億円 

県庁舎等再整備基本計画に基づき、基本設計を実施 
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R2当初
R1.2補正
(経済対策)

Ａ+Ｂ R1当初
H30.2補正
(緊急対策)

Ｄ＋Ｅ 当初比
含む経済
対策比

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ａ/Ｄ Ｃ/Ｆ

212,094 50,758 262,852 210,541 32,995 243,536 100.7 107.9

122,915 45,758 168,673 125,561 32,995 158,556 97.9 106.4

101,500 0 101,500 102,000 0 102,000 99.3 99.3

緊 急 対 策 0 45,758 45,758 0 5,867 5,867 0.0 779.9

防災･減災、国土強靱化
緊 急 対 策 事 業
( 臨 時 ・ 特 別 分 )

21,415 0 21,415 23,561 27,128 50,689 90.9 42.2

88,867 5,000 93,867 84,980 0 84,980 104.6 110.5

57,000 0 57,000 57,000 0 57,000 100.0 100.0

緊 急 自 然 災 害 防 止 対 策
事 業 ( 臨 時 ・ 特 別 分 )

12,000 5,000 17,000 12,000 0 12,000 100.0 141.7

緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 8,404 0 8,404 8,898 0 8,898 94.4 94.4

長寿命化・環境整備対策
事 業

4,850 0 4,850 4,500 0 4,500 107.8 107.8

緊 急 浚 渫 推 進 事 業 4,000 0 4,000 0 0 0 皆増 皆増

災害に強い森づくり等
事 業

2,613 0 2,613 2,582 0 2,582 101.2 101.2

312 0 312 0 0 0 皆増 皆増

令和２年度14ヶ月 増減令和元年度14ヶ月

区　　　　　　分

通 常 事 業

普 通 建 設 事 業 費

国 庫 補 助 事 業

通 常 事 業

別
　
枠

県 単 独 事 業

県 庁 舎 等 再 整 備 事 業

別
　
　
枠

（参考）国補正を含めた１４か月予算の状況 

令和２年度当初予算に、令和元年度２月補正（経済対策）を加えた１４か月予算

での普通建設事業費の総額は、前年度を１９３億円上回る２，６２９億円を計上。 

 

  （単位：百万円、％） 
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30
R1
年間

R2
当初

642 628 627 622 615 630 547 489 460 452 421

令和２年度
Ａ

令和元年度
Ｂ

増減
Ａ－Ｂ

Ａ／Ｂ

301,844 274,077 27,767 110.1

272,630 240,076 32,554 113.6

29,214 34,001 △ 4,787 85.9

区　　分

公 債 費

元 金

利 子

1,425

1,063

1,361

2,294 2,350
2,256 2,257 2,201 2,181

1,914 1,831
1,716 1,759 1,687

48

61
100 109

121 142

157
163

163 159

465

67

75

78

72
86

97 86 99 95

97
97

99 103

110

301
336 354 383 449 515

558
606

657
719

756

1 ,492

1 ,138

1 ,439

2 ,715

2 ,833 2 ,807 2 ,835 2 ,870
2 ,933

2 ,726 2 ,697
2 ,635

2 ,740

3 ,018

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

H6 H7 H8 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1当初 R2当初

（億円）

通常債 退職手当債・行革推進債（平成20年度以降発行分） 減収補てん債 臨時財政対策債

※H6～H30：決算、

R1､R2：当初予算

（５）公債費（当初予算計上額：３，０１８億円［対前年度比：＋１０．１％］） 

発行利率の低下により県債利子が減（△４８億円）となる一方、平成２８年度に発行

した臨時財政対策債の元金償還開始等により元金が増（＋４１億円）となることに加え、

県債残高縮減対策として行財政構造改革期間中に財源対策として発行した退職手当債及

び行革推進債の新たな借換えを行わず、県債管理基金を活用して償還（＋３０２億円）

すること等により、前年度を２７８億円上回る３，０１８億円を計上。 

 

○公債費の内訳               （単位：百万円、％） 

 

 

 

 
 
 
 
 
 ○震災関連公債費の推移                   （単位：億円） 

 

 

 

  ※普通会計ベース 
   

○公債費の推移 
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（単位：億円）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 合計

302 323 202 181 163 200 133 74 227 1,805

0 15 31 41 50 59 69 75 79 419

区分

県債残 高縮 減額

公債費負担軽減額

○借換債の縮減(県債残高縮減対策) 

  行財政構造改革期間中に財源対策として発行した交付税措置のない退職手当債及び行

革推進債について、新たな借換をしない（県債管理基金を活用して償還）ことで、県債

残高を縮減し、財政構造の改善を図り、将来的な公債費負担を軽減する。 
 

R2 年度実施額：302 億円 
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予算額 Ａ 構成比 予算額 Ａ 構成比

１ 2,573 0.1 2,560 0.1 100.5

２ 237,684 11.9 217,215 11.2 109.4

３ 343,931 17.2 330,618 17.1 104.0

４ 62,569 3.1 59,108 3.1 105.9

５ 5,262 0.3 5,137 0.3 102.4

６ 92,134 4.7 88,461 4.6 104.2

７ 255,655 12.8 265,925 13.7 96.1

８ 165,610 8.3 166,238 8.6 99.6

９ 137,213 6.9 137,432 7.1 99.8

10 379,418 19.0 374,634 19.3 101.3

11 11,231 0.6 13,545 0.7 82.9

12 301,844 15.1 274,077 14.2 110.1

13 500 0.0 500 0.0 100.0

1,995,624 100.0 1,935,450 100.0 103.1

令和２年度 令和元年度
Ａ／Ｂ区　　　　　　分

議 会 費

合　　　　　　計

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

警 察 費

土 木 費

商 工 費

農 林 水 産 費

予 備 費

公 債 費

災 害 復 旧 費

教 育 費

予算額 Ａ 構成比 予算額 Ｂ 構成比

１ 463,049 23.2 466,657 24.1 99.2

(1) 425,095 21.3 427,592 22.1 99.4

(2) 37,954 1.9 39,065 2.0 97.2

２ 956,647 47.9 915,878 47.3 104.5

(1) 160,942 8.0 135,122 7.0 119.1

(2) 795,705 39.9 780,756 40.3 101.9

３ 223,325 11.2 224,086 11.6 99.7

(1) 212,094 10.6 210,541 10.9 100.7

(ｲ) 補 助 事 業 112,409 5.6 114,606 5.9 98.1

(ﾛ) 単 独 事 業 89,179 4.5 84,980 4.4 104.9

(ﾊ) 国 直 轄 負 担 金 10,506 0.5 10,955 0.6 95.9

(2) 11,231 0.6 13,545 0.7 82.9

４ 301,844 15.1 274,077 14.2 110.1

５ 50,759 2.6 54,752 2.8 92.7

1,995,624 100.0 1,935,450 100.0 103.1合　　　　　　計

公 債 費

繰 出 金

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

行 政 経 費

税 交 付 金 ・ 還 付 金

税 交 付 金 ・ 還 付 金 以 外

Ａ／Ｂ
令和２年度

投 資 的 経 費

区　　　　　　分

人 件 費

職 員 給 等

退 職 手 当

令和元年度

（参考）歳出予算の内訳（性質別）                 （単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（参考）歳出予算の内訳（目的別）                 （単位：百万円、％） 
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当初予算
Ａ

現計予算
Ｂ

2月経済対
策補正 Ｃ

年間見込
Ｄ

増　　減
Ｄ－Ｂ－Ｃ

説　　　　明

8,295 8,295 0 7,963 △ 332

個人関係税              △　75
法人関係税　　　　　　　△　64
地方消費税　　　　　　　△ 100
自動車関係税　　　　　　△　19
地方法人特別譲与税　　　△　76

3,831 3,845 0 3,787 △ 58
地方交付税　　　　　　　＋　65
臨時財政対策債　　　　　△ 123

328 328 0 381 53
港湾特会収支余剰金　　　＋　42
災害救助基金積立余剰金　＋　10

1,238 1,257 279 1,677 141

国直轄事業負担金債　　　＋　28
災害復旧事業債　　　　　△　20
減収補塡債　　　　　　　＋ 107
調整債　                ＋  21

5,662 5,667 230 4,485 △ 1,412
中小企業制度融資預託金 △1,076
医療介護基金繰入金　　 △　 33

19,354 19,392 509 18,293 △ 1,608

4,666 4,683 0 4,669 △ 14 退職手当　　　　　　　　△　 9

9,708 9,709 1 8,381 △ 1,329
中小企業制度融資預託金 △1,076
税交付金・還付金　　　 △   55

2,240 2,260 508 2,576 △ 192

補 助 事 業 1,255 1,257 458 1,642 △ 73 公共事業                △  77

単 独 事 業 850 868 50 901 △ 17
高齢者福祉施設等整備費補助
　　　　　　　　　　　　△　12
尼崎南警察署移転新築　　△　 3

災 害 復 旧 事 業 135 135 0 33 △ 102 当初枠設定分            △ 102

2,740 2,740 0 2,667 △ 73 県債元金利子　　　　　  △　72

19,354 19,392 509 18,293 △ 1,608

0 0 0 0 0
歳 入 歳 出 差 引

① － ② ③

県 税 等

地 方 交 付 税 等

県 債

そ の 他

歳 入 計 ①

地 方 特 例 交 付 金 等

歳 出 計 ②

投 資 的 経 費

区　　　分

公 債 費

人 件 費

行 政 経 費

３ 令和元年度年間収支見通し 

歳入は、当初予算と比較して、法人関係税・地方消費税等が減となったことから、

県税等は減となっている。また、法人関係税について、普通交付税算定上の基準財政

収入額が本県の実税額よりも高く算定されていることから、その差に対して認められ

る減収補填債を活用する。さらに、税制改正による法人住民税法人税割の一部交付税

原資化に伴う減収分を補塡するため、令和元年度から制度拡充された調整債を活用す

る。 

一方、歳出は当初予算額から全般的に減額となっている。 

結果として、行財政運営方針の目標である収支均衡を引き続き維持できる見通し。 
 

                                        （単位：億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



43 

 

（単位：億円）

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 合計

302 323 202 181 163 200 133 74 227 1,805

0 15 31 41 50 59 69 75 79 419

区分

県 債 残 高 縮 減 額

公債費負担軽減額

(単位：億円)

区　分 R1当初① R1見込② R2当初③ R10試算④ ②-① ③-① ④-①

変更前　A 8,435 8,435 9,030 11,835 0 595 3,400

変更後　B 8,435 8,105 8,660 11,145 △ 330 225 2,710

差　引　B-A 0 △ 330 △ 370 △ 690 △ 330 △ 370 △ 690

R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

変更前 A 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0% 30.0%

変更後 B 22.6% 20.8% 19.2% 17.7% 16.3% 15.2% 14.5% 14.1% 13.9%

B-A △ 7.4% △ 9.2% △ 10.8% △ 12.3% △ 13.7% △ 14.8% △ 15.5% △ 15.9% △ 16.1%

333.3% 331.3% 327.2% 322.3% 316.2% 307.3% 296.7% 285.6% 274.0%

区　分

交付税算入率
(通常事業枠等)

将来負担比率

第３ 財政フレームについて 

１ 兵庫県行財政運営方針（財政運営の目標）変更 

本県は、阪神・淡路大震災からの創造的復興を成し遂げるために多大な財政負担を強 

いられ、それに伴い悪化した財政を立て直すため、行財政全般にわたる構造改革に取り

組み、平成30年度決算において、収支均衡をはじめ新行革プランに掲げた全ての目標を

達成し、構造改革に区切りをつけた。 

しかし、本県をとりまく行財政環境は依然として厳しい状況が続く。令和元年度末の 

震災関連県債残高は3,229億円、行革期間中に財源対策として活用した退職手当債及び行

革推進債の残高は2,768億円と依然高い水準にあり、財政構造の硬直化リスクとなってい

る。加えて、長引く米中貿易摩擦、日韓関係の緊張、コロナウイルスの世界的流行によ

るサプライチェーンの停滞、外国人観光客の大幅な減少など、経済の先行きへの不透明

感が高まっている。 

こうした中、令和元年度の県税収入が落ち込み、令和２年度の当初予算でも財政フレ 

ームを下回る結果となり、将来の財政運営に影響が生じる見込みとなった（注１）。県民

から信頼される持続可能な行財政基盤を保持していかなければならない。 

  このため、令和２年度から県債管理基金を活用して、行革期間中に財源対策のために 

発行した退職手当債及び行革推進債の県債残高縮減対策を実施し、本県財政構造のスリ 

ム化と将来の公債費負担の軽減を図る（注２）。また、将来負担比率について、交付税算 

入見込額の減少に伴い増加が見込まれることから、各分野の取組方針の基本を維持しつ 

つ、新たな目標を設定する（注３）。 

これにより、収支均衡と将来負担の軽減を図る適切な行財政運営の推進していく。 

（注１）県税収入の減少見込み 

 

 

 

  

（注２）財源対策債 

財源対策債は原則30年償還（10年目：1/3償還 2/3借換、20年目：借換額に対して1/2償

還 1/2借換、30年目：残額償還）とされているが、借り入れから10年を迎えるごとに全額

県債管理基金を活用して一括償還する。これにより、県債残高が1,805億円縮減、結果と

して、419億円の対策効果額が生じる。 

 

 

 

（注３）将来負担比率 

将来負担比率について、交付税算入率を、変更前は、臨時財政対策債などを除く投資の通

常事業枠等に充当している県債を、過去の実績を踏まえた一定の推定算入率で算定していた

が、この度、実際に発行した県債個々の積み上げを行った数値に置き換えて算定したもの。 
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２ 財政運営の目標 

(1) 令和２年度における財政運営の目標（見込み） 
① フロー指標 
・毎年度の目標である収支均衡や県債依存度(国の特例債除き)、実質公債費比率並び

に公債費負担比率などについて、目標を達成 
・経常収支比率については、前年度とほぼ同率で推移 

② ストック指標 
・県債残高比率や県債残高、将来負担比率及び県債管理基金積立不足率(借換債縮減
影響除き)については、着実に縮減 

 
  （単位：億円） 

区   分 R1 年間 R2 当初 目標 目標年度  

フ

ロ

｜ 

指

標 

収支均衡 0 0 収支均衡 毎年度 

県債依存度 
(県債発行額/一般財源) 
[臨時財政対策債除き] 

12.3% 9.6%
地財計画の一般財源総額に対する地方

債[臨財債除き]の割合以下(R2:9.5%) 
毎年度 

 
国の特例債（強靭化債・
緊急自然災害防止対策
事業債等）除き 

7.1% 7.5%

国の特例債（強靭化債・緊急自然
災害防止対策事業債等）除き
(R2:8.1%) 

毎年度 

(普)実質公債費比率(単年度) 14.9% 15.4%
18%未満 

(地方債協議制度同意基準) 
毎年度

(普)公債費負担比率 
(公債費/一般財源) 
[震災関連県債除き] 

18.4% 18.3%
地財計画の一般財源総額に対す

る公債費の割合以下(R2:18.5%) 
毎年度 

県債管理基金活用額 0 0
財源対策としては、原則、活用し
ない 

毎年度 

経常収支比率 95.7% 95.8% － 

R10 年度
 

うち人件費 35.4% 33.7% 30%程度 

うち公債費 25.0% 25.0% 25%程度 

うち社会保障関係費等 35.3% 37.1% 40%程度 

ス

ト

ッ

ク 

指

標 

県債残高比率 
(県債残高/標財規模) 
[臨時財政対策債除き] 

261.7% 247.6%
150%程度 

[中間目標(R5 年度)： 
H28 年度全国平均(200%)程度] 

R10 年度

県債残高 
臨時財政対策債、減収補填
債 75%分、補正予算債除き 

25,885 24,920
H30 年度の 70%程度 

R10 年度

 H30 比 97.5% 93.9% R10 年度

(普)将来負担比率 338.6% 333.3%

280%程度 
H30 決算(339.2%)を行革期間中の縮減

(22.5%)の 2倍となる50%程度縮減することで
早期健全化基準(400%)の 70%程度に縮減 

R10 年度

(普)県債管理基金積立不足率 

（借換債縮減影響除き） 
21.6% 18.8% 15%程度 R10 年度

 

 

(2) 財政運営の目標の見通し 

   県税収入等の落ち込み等に伴い黒字額は縮小するものの、県債残高縮減対策等を講

じることにより、フロー指標について、毎年度の目標を達成するとともに、ストック

指標についても、着実に縮減し、概ね目標を達成する見込み 

 



45 

 

３ 財政運営目標の見通し 
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４ 財政フレーム（事業費ベース） 
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（参考）財政フレームの試算の前提条件 

 

（１）経済成長率 

「中長期の経済財政に関する試算」（令和２年１月公表）のうち、成長実現ケースの名

目経済成長率 

区  分 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 

名 目 経 済 

成 長 率 
1.5％ 2.8％ 3.3％ 3.4％ 3.5％ 3.4％ 3.4％ 3.3％

※ 直近５か年の経済成長率をみると、全国と本県との伸び率に乖離が生じていない。 

 

（２）歳入 

① 県税等 

令和２年度当初予算をもとに、令和３年度以降の経済成長率を用いて試算 

・県税、地方法人特別譲与税等：前年度見込額×経済成長率 

（参考①） 

・ 地方消費税の税率改定に伴う増収見込の年度ごとの割合 

区  分 R1 R2 R3～  

0.5％引き上げ分 5％ 75％ 100％  

（参考②） 

消費税率の10％改定に伴う以下の項目については、その影響額を織り込んでいる。 

・ 地域間の財政力格差の拡大等を踏まえ、大都市に税収が集中する課題に対処す

るため創設された特別法人事業税及び特別法人事業譲与税による増 

・ 地域間の税源の偏在を是正し、財政力格差の縮小を図るための法人住民税交付

税原資化の拡大による法人県民税法人税割の減 

（なお、減収額は地方交付税で措置されると見込んでいる。） 

・ 保有課税の恒久的な引下げによる需要の平準化、燃費性能に優れた自動車や先

進安全技術搭載車の普及等を図るための車体課税の見直しによる増減 

（自動車税種別割の税率引き下げや自動車取得税の廃止による減、自動車税環境

性能割の創設や自動車重量譲与税の創設に伴う増 等） 

 

（参考③） 

令和２年度税制改正に伴う以下の項目については、その影響額を織り込んでいる。 

  ・法人事業税の電力供給業における収入金額課税制度の見直しによる減 

・たばこ税の葉巻たばこにかかる課税方式の見直しによる増 

     ・地方公共団体金融機構の公庫債券金利準備金を活用した森林環境譲与税の増 等 
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② 地方交付税等 

令和２年度当初予算をもとに、次のとおり試算 

ア 基準財政収入額 

・ 前年度見込額に、毎年度の県税等の増収額の75％（地方消費税率の改定に伴う増収

額は、年度ごとの収入割合に応じて100％）を加算 

・ 法人住民税の交付税原資化の拡大に伴う減収額の75％を減額 

イ 基準財政需要額 

(ｱ) 個別・包括算定経費（社会保障の充実分を除く） 

・ 前年度見込額に、給与（定期昇給等を除く）及び社会保障関係費の歳出増加額に

見合う伸び率を乗じて試算 

（参考） 

令和３年度以降：＋1.4％（給与：＋0.5％、社会保障関係費：＋0.9％） 

・ 法人住民税の交付税原資化の拡大に伴い縮小する留保財源分（減収額の25%）は、

基準財政需要額に加算されるとして試算 

・ 会計年度任用職員制度導入に伴う期末手当等については、令和３年度で平準化さ

れるとして試算 

 

(ｲ) 社会保障の充実分等 

・ 令和２年度当初予算をもとに、平年度ベースで、国・地方の社会保障の充実分が 

2.5兆円、「新しい政策パッケージ」に基づき実施される幼児教育の無償化等の教育・ 

子育て支援分が1.7兆円となることを前提に、国の予算の対前年度伸び率を前年度の 

本県見込額に乗じて試算 

・ 令和４年度以降は、前年度の本県見込額に経済成長に伴う税収の対前年度伸び率

を乗じて試算 

・ 社会保障の充実分等について、本県歳出に見合った財政需要が反映されていない

ことから、その乖離について令和３年度以降で解消されるとして試算 

 

[国・地方の社会保障の充実分及び教育・子育て支援] 

区  分 H30 R1 R2 
R3～ 

(平年度) 

社会保障の充実 1.35兆円 1.68兆円 2.31兆円 2.5兆円 

教育・子育て支援 － 0.49兆円 1.58兆円  1.7兆円 

計 1.35兆円 2.17兆円 3.89兆円 4.2兆円 

対前年度の伸び率 － － － ＋108％ 

(ｳ) 事業費補正・公債費：毎年度の算入見込額 

(ｴ) その他（地域社会再生事業費(仮称) 等）：令和２年度当初予算と同額 

 

③ 国庫支出金 

社会保障関係費（国制度分）や投資事業費（国庫補助事業）などの事業費に対応した見込額 
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④ 特定財源 

各種貸付金の償還金などの見込額 

⑤ 県債 

今後の投資事業量に応じた発行見込額 

（今後の投資事業量は、歳出の「④ 投資的経費」の表を参照） 

 ⑥ その他の収入 

土地の売払収入、債権の回収、ネーミングライツなどの見込額 

 

（３）歳出 

① 人件費 

ア 職員給等 

(ｱ) 定  員 

・ 一般行政部門の定員は、平成30年４月１日の職員数を基本とした令和２年４月１

日の職員数 

・ 法令等により配置基準が定められている定員は、当該基準に基づく配置定員（教

職員定数については、生徒数の減に伴う減を見込んでいる。） 

(ｲ) 給 与 

・ 令和２年度当初予算時の単価に基づき、定期昇給及び新陳代謝を見込む。 

・ 人事委員会勧告に基づく給与改定率は、経済成長率の1/3と試算 

・ 会計年度任用職員制度導入に伴う期末手当等については、令和３年度で平準化さ

れるとして試算 

イ 退職手当：今後の退職者数の見込をもとに試算 

 

② 公債費 

ア 起債発行額 

今後の投資事業費の計画額等に基づく発行見込額 

イ 発行利率 

「中長期の経済財政に関する試算」（令和２年１月公表）における成長実現ケー

スの名目長期金利 

区  分 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 

名目長期 

金  利 
0.0％ 0.0％ 0.4％ 0.7％ 1.3％ 2.0％ 2.5％ 2.9％

   ウ 借換債縮減 

     行革期間中に財源対策として発行した交付税措置のない退職手当債及び行革

推進債について、借換時に借換相当額を県債管理基金を活用して縮減するとし

て試算 

 

 

 

 

（単位：億円）

区　分 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 合計

縮減額 302 323 202 181 163 200 133 74 227 1,805
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③ 行政経費 

ア 社会保障関係費（社会保障の充実分等） 

・ 令和２年度当初予算をもとに、平年度ベースで、国・地方の社会保障の充実分が 

2.5兆円、「新しい政策パッケージ」に基づき実施される幼児教育の無償化等の教育・ 

子育て支援分が1.7兆円となることを前提に、国の予算の対前年度伸び率を前年度の本 

県見込額に乗じて試算 

・ 令和４年度以降は、前年度の本県見込額に経済成長に伴う税収の対前年度伸び率を

乗じて試算 

 

[国・地方の社会保障の充実分及び教育・子育て支援] 

区  分 H30 R1 R2 
R3～ 

(平年度) 

社会保障の充実 1.35兆円 1.68兆円 2.31兆円 2.5兆円 

教育・子育て支援 － 0.49兆円 1.58兆円  1.7兆円 

計 1.35兆円 2.17兆円 3.89兆円 4.2兆円 

対前年度の伸び率 － － － ＋108％ 

 

イ 社会保障関係費（社会保障の充実分等を除く）及び個別算定事業 

前年度見込額に、直近の伸び率等を踏まえて試算 

 

ウ その他の行政経費 

・ 令和２年度当初予算と同額を基本に、クラウド化・事務改善などコスト縮減

を踏まえて試算 
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④ 投資的経費 

地方財政計画の水準を基本に、本県の喫緊の行政課題に対応する事業費を別枠で確保 

 

   〔各年度の投資事業費総額〕                           （単位：億円） 

区  分 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

国
庫 
補
助 
事
業 

通常事業 1,020 1,015 1,015 1,015 1,015 1,015 1,015  1,015  1,015 1,015

別枠事業 235 215   

 
災害関連事業（注１）   

防災・減災、国土強靱化緊急対策事業(注2)  235 215   

国庫補助事業 計 1,255 1,230 1,015 1,015 1,015 1,015 1,015  1,015  1,015 1,015

県 

単

独 

事

業 

通常事業 570 570 570 570 570 570 570 570 570 570

別枠事業 280 320 105 55 55 55 25 25 25 25

 

緊急自然災害防止対策事業(注3)  120 120   

緊急防災・減災事業(注4) 90 85   

長寿命化・環境整備対策事業(注5)  45 50 50   

緊急浚渫推進事業(注6) 40 30 30 30 30   

災害に強い森づくり等事業(注7)  25 25 25 25 25 25 25 25 25 25

県単独事業 計 850 890 675 625 625 625 595 595 595 595

県庁舎等再整備事業(注8) 5 10 80 200 170 35 45 25 60

合  計 2,105 2,125 1,700 1,720 1,840 1,810 1,645  1,655  1,635 1,670

注１： 災害関連事業は、災害復旧事業に応じて、毎年度、所要額を精査 

注２： 国の「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」に基づき推進する防災インフラ 

整備事業費（地方負担には防災・減災・国土強靭化緊急対策事業債（充当率100％、交付税措 

置率50％）が措置） 

注３： 「防災・減災、国土強靭化のための３か年緊急対策」に基づく事業に連携した単独事業

として推進する防災インフラ整備事業費（地方負担には緊急自然災害防止対策事業債（充

当率100％、交付税措置率70％）が措置） 

注４： 緊急防災・減災事業（令和２年度に国制度終了）について、令和２年度は、津波防災イ

ンフラ整備計画（H26～R5年度）等に必要な事業費80億円及び庁舎等耐震改修事業費5億円

を計上 

注５： 長寿命化・環境整備対策事業について、令和２～３年度で50億円/年を計上 

注６： 令和２年度から緊急浚渫推進事業費(仮称)が地方財政計画に計上されたことを踏まえ、 

令和２年度は令和元年度実施予定分と合わせ40億円、令和３～６年度は30億円/年を計上 

（地方負担には緊急浚渫推進事業債(充当率100％、交付税措置率70％)が措置） 

注７： 特定目的財源である県民緑税を活用する事業について、25億円/年を計上 

注８： 県庁舎等再整備事業について、県庁舎等再整備基本構想に基づき事業費を計上 

 

 

〔全体事業費〕 （単位：億円）

区　分 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 合計

県庁舎等再整備事業 5 10 80 200 170 35 45 25 60 55 15 700



目次－1－ 

 

 

 

 

 

第Ⅱ 県政の重点施策について 

 

 

Ⅰ 安全な基盤の確立 

 

Ⅱ 安心な暮らしの実現 

 

Ⅲ 地域の元気づくり 

 

Ⅳ 全員活躍社会の構築 

 

Ⅴ 交流・環流の促進 

 

Ⅵ 新たな兵庫の展開 

  



 

Ⅰ  安

１ 防

 (1)

①

②

 (2)

＜津

①

②

＜建

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

 (3)

＜総

①

②

③

④

⑤

＜山

①

②

③

④

安全な基盤

防災・減災

防災・減災

① 防災・

② 緊急自

地震・津波

津波対策＞

① 

② 日本海

建築物耐震

① ひょう

② ひょう

③ ひょう

④ ひょう

⑤ 簡易耐

⑥ 大規模

⑦ 中規模

⑧ 小規模

⑨ 緊急輸

風水害対策

総合的な治

① (新)河

② (新)

③ (新)

④ (拡)

⑤ 河川ネ

山地防災・

① (拡)第

② (拡)県

③ 住宅・

④ (新)鉄

令和

盤の確立 

災対策の推進

災対策の基

減災・国土

自然災害防止

波対策 

＞ 

海津波対策の

震化等の推進

うご住まいの

うご住まいの

うご住まいの

うご住まいの

耐震診断の推

模多数利用建

模多数利用建

模多数利用建

輸送道路沿道

策 

治水対策等の

河川対策ア

（再掲）緊急

（再掲）超過

（再掲）河川

ネック部改修

土砂災害対

第３次山地防

県民緑税を活

建築物の土

鉄道施設の豪

和２年度

進 

基盤強化 

土強靱化緊

止対策事業

の推進 1,4

進＞ 

の耐震化の

の耐震化の

の耐震化の

の耐震化の

推進 21,26

建築物等の

建築物の耐

建築物の耐

道建築物の

の推進＞

クションプ

急浚渫推進

過洪水に備

川中上流部

修対策の実

対策等の推

防災・土砂

活用した災

土砂災害対

豪雨対策へ

目次- 1 -

 

度 県政

緊急対策事業

業の推進 12

420,000 千

の促進（住宅

の促進（部分

の促進（住宅

の促進（意識

61 千円 ..

の耐震化の促

耐震化の促進

耐震診断の促

の耐震化の促

プログラム

進事業の実施

備えた堤防強

部治水対策

実施 4,523,

推進＞ 

砂災害対策計

災害に強い森

対策への支援

への支援 52

- 

の重点施

業の推進 2

2,000,000

千円 ......

宅耐震化補

分型耐震化

宅建替補助

識啓発補助

.........

促進 154,3

進 20,366

促進 1,050

促進 25,3

の推進 20,

施 4,000,0

強化 4,175

の推進 1,2

,000 千円

計画の推進

森づくりの

援 14,406

2,792 千円

施策 

25,321,000

千円 ....

 7,0

.........

補助） 205,

化補助） 15

助） 25,000

助） 7,128

.........

338 千円 .

千円 ....

0 千円 ...

18 千円 ..

,851,000 千

000 千円 .

5,000 千円

200,000 千

.........

進 17,112,5

の推進 1,97

千円 ....

円 ........

0 千円 ...

.........

000,000 千

.........

,480 千円 

5,625 千円

0千円 ...

千円 ....

.........

.........

.........

.........

.........

千円 .....

.........

円 ........

千円 ......

.........

556 千円 .

73,439 千円

.........

.........

... 1 

... 1 

千円 . 2 

... 2 

... 2 

円 .. 3 

... 4 

... 4 

... 5 

... 5 

... 6 

... 6 

... 7 

... 8 

... 8 

... 9 

... 9 

... 9 

.. 10 

円 11 

.. 15 

.. 16 



 

⑤

＜高

①

＜た

①

②

③

④

 (4)

＜避

①

②

③

④

＜広

①

＜地

①

②

③

④

⑤

＜企

①

②

 (5)

①

②

③

 (6)

①

②

③

④

⑤

 (7)

①

②

⑤ (新)指

高潮対策の

① 高潮対

ため池の防

① ため池

② 兵庫県

③ ため池

④ ため池

災害への備

避難行動力

① (拡)

② (拡)

③ (新)

④ (新)フ

広域防災セ

① (新)防

地域防災力

① 自主防

② ひょう

③ (拡)消

④ 合同防

⑤ 大規模

企業等の防

① (拡)企

② Ｅ-ディ

震災の経験

① 「ひょ

② 人と防

③ (拡)兵

公共施設の

① 公共施

② 東京職

③ 但馬水

④ 水産技

⑤ 

東日本大震

① 復興業

② 健康・

指定避難所等

の推進＞ 

対策の推進 

防災対策＞ 

池保全対策の

県ため池フォ

池治水活用の

池整備の推進

備えの強化

力の向上＞ 

フェニックス

センターの機

防災人材育成

力の強化＞ 

防災組織の体

うご防災リー

消防団活性化

防災・津波一

模災害ボラ

防災力向上＞

企業ＢＣＰ策

ィフェンス

験・教訓の

ょうご安全の

防災未来セ

兵庫県住宅再

の適正管理

施設等の適正

職員公舎の建

水産事務所庁

技術センター

震災等の地

業務を支援す

こころのケ

等の浸水対

3,469,275

の実施 18,

ォーラムの

の拡大促進

進  7,013,

化 

ス防災シス

機能強化＞

成拠点の整

体制強化 2

ーダー活動

化の支援 1

一斉避難訓

ンティア活

＞ 

策定支援事

スを活用した

の継承、発信

の日」の推

ンター県外

再建共済制

理 

正管理の推

建替整備の

庁舎の建替

ーの改修 4

地震・豪雨災

する職員の

ケアの充実

目次- 2 -

対策の推進

5千円 ...

,000 千円

の開催 2,00

進 9,000 千

,000 千円

ステムの機能

＞ 

整備 46,654

2,800 千円

動の推進 3,

18,600 千円

訓練の実施

活動応援の実

事業の実施

た減災対策

信 

推進 6,852

外巡回展示

制度の普及促

推進 9,350,

の実施 561,

替整備の実施

45,000 千円

災害への継

の派遣 ....

実 1,999 千

- 

 160,000

.........

.........

00 千円 ..

千円 ......

.........

能強化 27,

4 千円 ...

円 ........

,343 千円

円 .......

4,083 千円

実施 10,00

22,900 千

策の研究推進

千円 ....

の実施 1,3

促進 139,8

,000 千円

,717 千円

施 259,22

円 .......

 30,

継続支援 

.........

千円 ......

千円 ....

.........

.........

.........

.........

.........

 9

 20,4

25,5

,500 千円 

.........

.........

.........

.........

円 .......

00 千円 ..

千円 ......

進 7,614 千

.........

344 千円 .

830 千円 .

.........

.........

1 千円 ...

.........

864,000 千

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

9,300 千円

405 千円 ..

500 千円 ..

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

千円 .....

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

千円 ......

.........

.........

.. 16 

.. 17 

.. 17 

.. 17 

.. 17 

.. 18 

円 .. 19 

.. 19 

.. 20 

.. 21 

.. 21 

.. 21 

.. 22 

.. 22 

.. 23 

.. 24 

.. 24 

.. 25 

.. 26 

.. 26 

.. 26 

.. 28 

.. 28 

.. 29 

.. 29 

.. 29 

.. 31 

.. 32 



 

③

④

２ 持

 (1)

＜次

①

＜再

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

＜適

①

＜省

①

②

③

④

 (2)

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

 (3)

＜鳥

①

②

③

④

③ (拡)ボ

④ 県内避

持続可能な

地球温暖化

次世代エネ

① 次世代

再生可能エ

① 

② 水素ス

③ 

④ (拡)再

⑤ (新)再

⑥ (新)ひ

⑦ 企業庁

⑧ (新)兵

⑨ (新)自

適応策の推

① (新)気

省エネの推

① うちエ

② (拡)家

③ (拡)中

④ ひょう

資源循環型

① (新)新

② (拡)低

③ (新)ア

④ (新)ひ

⑤ (新)プ

⑥ (拡)海

⑦ (拡)海

野生動物と

鳥獣被害対

① シカ捕

② (拡)シ

③ 鳥獣被

④ (拡)集

ボランティア

避難者の生活

な地域環境の

化対策の推

ネルギーの開

代エネルギー

エネルギーの

ステーショ

再エネ導入の

再生可能エネ

ひょうご版再

庁による再生

兵庫県バイオ

自立・分散型

推進＞ 

気候変動への

推進＞ 

エコ診断の推

家庭におけ

中小事業所省

うごユース

型社会の構

新・生活排水

低公害車等の

アスベスト対

ひょうごフー

プラスチッ

海岸漂着物地

海底・漂流

との共生社

対策の強化＞

捕獲総合対策

シカ丸ごと

被害の防止対

集落におけ

ア活動の促

活復興 5,4

の創造 

推進 

開発促進＞

ーの開発促

の活用促進

ンの整備促

のための支

ネルギーに

再エネ 100

生可能エネ

オマス活用

型エネルギー

の適応策の

推進 2,273

る省エネ支

省エネ設備

eco フォー

構築 

水フォロー

の導入促進

対策の推進

ードドライ

クごみゼロ

地域対策の

ごみ対策の

社会づくり

＞ 

策の実施 5

１頭活用大

対策に取り

る鳥獣被害

目次- 3 -

促進 61,949

403 千円 .

＞ 

促進 6,310

進＞ 

促進 50,000

支援制度の強

による地産地

0の推進 63

ネルギーへ

用推進計画支

ーシステム構

の推進 1,50

3 千円 ...

支援事業の実

備導入等の促

ーラムの開催

ーアップ作戦

進 33,627 千

進 1,385 千

イブ運動の推

ロアクショ

の推進 115,

の推進 12,5

545,005 千

大作戦の展

り組む市町

害対策の体制

- 

9 千円 ...

.........

千円 ....

0 千円 ...

強化 8,059

地消モデル

36 千円 ..

の取組 1,2

支援事業の

構築支援事業

00 千円 ..

.........

実施 13,00

促進 40,08

催  1,000

戦の実施 2

千円 .....

千円 ......

推進 4,555

ン事業の実

,239 千円

593 千円 .

千円 ......

開 171,042

・集落への

制整備 36,

.........

.........

.........

 3,3

.........

 533,930

9 千円 ...

ルの構築 10

.........

222,326 千

の実施 500

業の実施 2

.........

.........

00 千円 ..

86 千円 ..

千円 ....

246,000 千

.........

.........

5 千円 ...

実施 2,963

.........

.........

.........

2 千円 ...

の支援 777,

,070 千円 

.........

.........

.........

382,425 千

.........

千円 ....

.........

0,694 千円

.........

千円 ......

千円 ....

20,000 千円

.........

.........

.........

.........

.........

千円 ......

.........

.........

.........

千円 ....

.........

.........

.........

.........

,922 千円 

.........

.. 32 

.. 32 

.. 33 

千円 33 

.. 34 

.. 34 

.. 34 

円 . 36 

.. 36 

.. 37 

.. 37 

円 37 

.. 37 

.. 38 

.. 38 

.. 39 

.. 39 

.. 40 

.. 40 

.. 41 

.. 41 

.. 42 

.. 42 

.. 42 

.. 44 

.. 44 

.. 48 

.. 48 



 

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

＜外

①

②

＜動

①

②

３ 安

 (1)

①

②

③

④

⑤

 (2)

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

 (3)

①

②

③

④

⑤ (拡)イ

⑥ (新)イ

⑦ (拡)ツ

⑧ (拡)サ

⑨ カワウ

⑩ 指定管

⑪ 狩猟後

⑫ 兵庫県

⑬ 有害鳥

外来生物対

① 外来生

② 特定外

動物の適正

① (新)動

② (新)動

安全な地域

青少年の健

① 青少年

② 地域と

③ 「ひょ

④ ふるさ

⑤ 「子ど

地域安全対

① 地域安

② (拡)地

③ ひょう

④ 防犯カ

⑤ ひょう

⑥ (新)犯

⑦ 客引き

⑧ 

⑨ 

地域の交通

① 高齢運

② 

③ 交通安

④ 交通安

イノシシ被害

イノシシの生

ツキノワグマ

サル出没対策

ウ対策の実施

管理鳥獣捕獲

後継者の確保

県立総合射撃

鳥獣捕獲狩猟

対策の強化＞

生物早期発見

外来生物被害

正飼養の推進

動物の適正飼

動物愛護セ

域づくり 

健全育成の

年愛護条例改

と学校の連携

ょうごっ子

さとづくり青

どもの冒険ひ

対策の強化

安全まちづ

地域で守る

うご地域安全

カメラの設置

うご性被害ケ

犯罪被害者支

き行為等の防

通安全対策

運転者によ

安全対策の推

安全施設等の

害対策の推

生息数推定

マ被害対策

策の推進 1

施 5,593 千

獲等の推進

保・育成 3

撃場(仮称)

猟者育成プ

＞ 

見対策の推

害対策の推

進＞ 

飼育への対

ンター龍野

の推進 

改正に伴う

携・協働体

・ふるさと

青年隊事業

ひろば」事

化 

くりの推進

！子どもの

全 SOS キャ

置補助事業

ケアセンタ

支援プロジ

防止による

策 

る交通事故

推進 9,010

の整備 11,

目次- 4 -

推進 43,063

定調査の実施

策の推進 14

1,792 千円

千円 .....

進 24,000 千

3,369 千円

)の整備 1,

プロジェク

推進 1,268

推進 17,452

対応 1,802

野支所の機能

う取組の推進

体制の構築

と塾」の実施

業の実施 10

事業の推進

進 4,079 千

の安全安心確

ャッチ事業

業の実施 40

ター「より

ジェクト 2,

る環境浄化

故防止対策

0千円 ...

,505,066 千

- 

3 千円 ...

施 4,305 千

4,108 千円

円 ........

.........

千円 .....

円 ........

,744,448 千

ト 11,394

千円 ....

2 千円 ...

千円 ....

能強化 12

進 8,840 千

84,949 千

施 9,100 千

0,322 千円

24,603 千

千円 ......

確保事業の

の実施 7,4

0,000 千円

そい」の運

,000 千円

の推進 19,

136

の推進 70,

.........

千円 .....

.........

千円 .....

円 ........

.........

.........

.........

.........

千円 .....

千円 ....

.........

.........

.........

1,000 千円

千円 .....

千円 ......

千円 .....

円 ........

千円 ......

.........

の実施 8,42

462 千円 .

円 ........

運営 9,902

.........

,705 千円 

 5,0

6,451 千円

,000 千円 

 

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

円 ........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

29 千円 ..

.........

.........

千円 ....

.........

.........

000 千円 ..

円 .........

.........

8,340 千円

.........

.........

.. 49 

.. 49 

.. 50 

.. 50 

.. 51 

.. 51 

.. 52 

.. 52 

.. 53 

.. 53 

.. 53 

.. 54 

.. 55 

.. 56 

.. 56 

.. 57 

.. 57 

.. 58 

.. 59 

.. 59 

.. 60 

.. 60 

.. 61 

.. 61 

.. 61 

.. 62 

.. 62 

.. 63 

円 . 64 

.. 64 

.. 65 



 

 (4)

＜消

①

②

③

④

＜人

①

②

③

＜水

①

②

③

 (5)

①

②

③

④

⑤

Ⅱ  安

１ 子

 (1)

＜保

①

②

③

④

＜保

①

②

＜保

①

②

③

暮らしの安

消費者行政

① 消費者

② 消費生

③ (拡)消

④ (拡)HA

人権啓発施

① (拡)人

② 人権文

③ (新)人

水道事業等

① 安全・

② (新)水

③ (再掲)

警察活動の

① (新)サ

② (新)ビ

③ (新)AI

④ 尼崎南

⑤ 暴力団

安心な暮ら

子育て環境

子育て支援

保育の受け

① 保育所

② 企業主

③ (拡)地

④ 子ども

保育人材の

① 保育士

② (新)ひ

保育サービ

① 延長保

② 私立幼

③ 病児・

安全確保 

政の推進＞ 

者教育の総合

生活相談対応

消費者トラブ

ACCP 導入支

施策の推進＞

人権文化をす

文化県民運動

人権啓発事業

等の基盤強化

安心な水道

水道連携事業

)

の充実強化

サイバー犯罪

ビデオ通話

I技術を活

南警察署の建

団事務所撤去

らしの実現

境の充実 

援の充実 

け皿確保＞ 

所・認定こ

主導型保育事

地域子ども

ものための教

の確保・育成

士キャリアア

ひょうご保育

ビスの充実＞

保育充実支援

幼稚園等にお

病後児保育

合的推進 2

応力の充実

ブル防止対

支援等の強

＞ 

すすめる県

動の推進 2

業の新たな

化＞ 

道用水の安

業実施計画

化 

罪への対応

(Live110)

活用した画像

建替整備 7

去応援プロ

現 

ども園整備

事業の促進

・子育て支

教育・保育

成＞ 

アップ研修

育士等キャ

＞ 

援事業の実

おける預か

育事業の充

目次- 5 -

21,865 千円

実強化 35,5

対策の強化

強化  7,254

県民運動の推

20,000 千円

な展開の検討

安定的供給

画の策定 50

応能力の強化

を活用した

像解析力の

711,991 千

ロジェクト

備等の推進

進 82,912 千

支援事業等

育給付 28,0

修の実施 7,

ャリアパス総

実施 8,030

かり保育の推

充実 474,12

- 

円 .......

515 千円 .

15,213 千

4 千円 ....

推進 26,39

円 .......

討 500 千円

2,750,500

00 千円 ..

 2

化 3,128 千

た初動対応力

の強化 4,16

千円 ......

5,000 千円

1,289,529

千円 .....

の実施 6,6

090,815 千

,903 千円

総合促進事

千円 ....

推進 611,3

26 千円 ..

.........

.........

千円 ......

.........

99 千円 ..

.........

円 .......

0 千円 ...

.........

246,000 千

千円 .....

力の強化 3

65 千円 ...

.........

円 .......

9 千円 ...

.........

663,190 千

千円 ......

.........

事業の実施 

.........

342 千円 .

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

千円 .......

.........

3,828 千円

.........

.........

.........

.........

.........

千円 ......

.........

.........

9,037 千円

.........

.........

.........

.. 66 

.. 67 

.. 67 

.. 68 

.. 69 

.. 69 

.. 69 

.. 70 

.. 70 

.. 70 

.. 71 

円 . 71 

.. 71 

.. 71 

.. 71 

.. 72 

.. 74 

.. 75 

.. 77 

.. 78 

円 78 

.. 79 

.. 80 

.. 81 



 

④

⑤

⑥

⑦

⑧

 (2)

①

②

③

④

⑤

⑥

 (3)

①

②

③

④

 (4)

①

②

③

④

⑤

⑥

 (5)

＜出

①

②

③

＜出

①

②

③

２ 高

 (1)

①

②

④ (新) 病

⑤ 「ひょ

⑥ 私立幼

⑦ 認定こ

⑧ (新)幼

地域で支え

① 乳幼児

② 

③ まちの

④ 私立幼

⑤ 地域祖

⑥ 

子育て負担

① 幼児教

② ひょう

③ こども

④ 乳幼児

児童虐待等

① 乳児院

② 児童虐

③ (新)

④ (新)こ

⑤ (拡)Ｄ

⑥ (拡)里

出会い・結

出会いの機

① (拡)出

② 結婚に

③ (拡)大

出産への支

① 特定不

② 不育症

③ (新)風

高齢者等へ

在宅介護体

① (拡)事

② (拡)連

病児保育士

ょうご放課後

幼稚園等子育

こども園の適

幼児教育・保

える子育て

児子育て応援

の子育てひ

幼稚園乳幼児

祖父母モデル

担の軽減 

教育・保育の

うご保育料軽

も医療費助成

児等医療費助

等防止対策

院における児

虐待防止医療

こども家庭セ

ＤＶ防止対策

里親登録者に

結婚・出産

機会づくり＞

出会い・結婚

に伴う新生活

大学生結婚

支援＞ 

不妊治療費助

症の治療支援

風しん抗体検

への支援の充

体制の強化

事業者の参入

連携訪問看護

士の処遇改善

後プラン」

育て支援カ

適正な運営

保育のあり

支援の充実

援事業の実

ろば事業の

児等子育て

ル事業の実

の無償化 8

軽減事業の

成の実施 9

助成の実施

策の充実 

児童虐待対

療ネットワ

センター等

策の実施 2

に対する研

産支援 

＞ 

婚支援事業

活の支援 4

・子育て未

助成の実施

援 7,500 千

検査費用助

充実 

化 

入促進 273

護ステーシ

目次- 6 -

善の推進 4

の実施 3,

カウンセラー

営の推進 3,

り方検討へ

実 

実施 573,96

の実施 4,46

て応援事業

実施 9,360

8,275,493

の実施 379,

940,424 千

施 3,087,38

対応力の強化

ワークの推進

等のあり方検

25,819 千円

研修等の実施

業の推進 13

40,000 千円

未来体験支援

施 411,766

千円 .....

助成の実施

3,058 千円

ションの確保

- 

4,920 千円

,856,088 千

ーの設置 5

,545 千円

の支援  50

60 千円 ..

69 千円 ..

の実施 599

千円 ....

千円 ....

,080 千円

千円 ......

83 千円 ..

化 11,729

進 2,484 千

検討 500 千

円 .......

施 4,152 千

36,314 千円

円 .......

援事業の実

千円 ....

.........

31,692 千

円 ........

保 64,806

円 ........

千円 .....

53,250 千円

.........

00 千円 ..

.........

 27,500

.........

9,546 千円

.........

 3,000

.........

.........

.........

.........

千円 ....

千円 .....

  7

千円 .....

.........

千円 .....

円 .......

.........

実施 2,851

.........

.........

千円 ......

.........

千円 ....

.........

.........

円 .......

.........

.........

.........

千円 ....

.........

円 ........

.........

千円 ....

.........

.........

.........

.........

.........

.........

0,913 千円

.........

.........

.........

.........

.........

千円 ....

.........

.........

.........

.........

.........

.. 82 

.. 82 

.. 83 

.. 83 

.. 83 

.. 84 

.. 84 

.. 84 

.. 85 

.. 87 

.. 87 

.. 88 

.. 88 

.. 89 

.. 90 

.. 91 

.. 91 

円 . 91 

.. 92 

.. 92 

.. 93 

.. 95 

.. 96 

.. 96 

.. 97 

.. 98 

.. 99 

. 100 

. 102 



 

③

④

 (2)

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

 (3)

①

②

③

 (4)

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

 (5)

①

 (6)

①

②

③

③ (拡)利

④ 介護支

高齢者の生

① 介護保

② 後期高

③ (新)老

④ (新)介

⑤ (新)介

⑥ 高齢期

⑦ 高齢者

⑧ 高齢者

⑨ (新)但

施設介護の

① 地域介

② サービ

③ 高齢者

福祉人材確

① 

② 福祉・

③ (再掲)

④ 県立総

⑤ (新)社

⑥ 介護人

⑦ (拡)ひ

⑧ 高齢者

⑨ (拡)介

⑩ 潜在介

⑪ 介護職

⑫ 民間社

⑬ (拡)

⑭ (拡)

⑮ 介護業

ひきこもり

① (拡)ひ

生活困窮者

① (拡)生

② 母子家

③ ひとり

利用者への普

支援専門員へ

生活支援等

保険事業の推

高齢者医療制

老人福祉計画

介護予防・

介護予防・生

期移行助成事

者の権利擁護

者自立支援ひ

但馬長寿の郷

の強化 

介護拠点等整

ビス付き高齢

者福祉施設等

確保対策 

介護人材確

)(拡)

総合衛生学院

社会福祉法人

人材確保に向

ひょうごケア

者等就労支援

介護人材確保

介護福祉士等

職員等合同入

社会福祉事業

業務体験学習

り対策の強

ひきこもり対

者への支援

生活困窮者へ

家庭等医療費

り親家庭就業

普及・利用

への普及・

等 

推進 71,12

制度に対す

画の改定 3

日常生活圏

生活支援マ

事業の実施

護の推進 6

ひろば運営

郷の指定管

整備補助事

齢者向け住

等防災緊急

確保対策の

院中山手分

人等におけ

向けた市町

ア・アシス

援事業の実

保・定着支

等の再就業

入職式の開

業職員互助

習の推進 1

強化 

対策への総

援等 

への支援 7

費給付の実

業支援事業

目次- 7 -

用促進 1,30

資質向上

29,074 千円

する支援 76

3,093 千円

圏域ニーズ調

マッチング事

施 176,199

65,761 千円

営支援事業

管理の導入準

事業の推進

住宅の機能強

急対策事業

の強化 19,3

分校介護福祉

ける就業者

町団体支援

スタントの導

実施  12,06

支援 23,082

業支援 2,05

開催 702 千

助会への加入

10,000 千円

総合的な支援

74,601 千円

実施 400,05

業の実施 26

- 

00 千円 ..

1,456 千円

円 .......

6,544,584

円 ........

調査分析の

事業の実施

千円 ....

円 .......

の実施 67,

準備  11,3

6,570,748

強化支援 3

の実施  1

360 千円 .

（参照 P

祉学科の運

の確保支援

99,100 千

導入促進 2

63 千円 ..

2 千円 ...

54 千円 ..

千円 ......

入促進 12,

円 .......

援 48,463

円 .......

54 千円 ..

6,163 千円

.........

円 .......

.........

千円 ....

.........

の支援 18,9

施 5,000 千

.........

.........

,821 千円 

339 千円 .

8 千円 ...

36,900 千円

11,000 千円

 703,36

.........

P362） 8,0

運営 30,480

援  2,736 千

千円 ......

27,137 千円

.........

.........

.........

.........

,000 千円 

 11,9

 209,

.........

千円 ....

.........

.........

円 ........

.........

.........

.........

.........

.........

900 千円 .

千円 ......

.........

.........

.........

.........

.........

円 .......

円 .......

3 千円 ...

.........

037 千円 ..

0 千円 ...

千円 .....

.........

円 .......

.........

.........

.........

.........

.........

910 千円 ..

200 千円 .

.........

.........

.........

.........

.........

. 103 

. 103 

. 104 

. 104 

. 105 

. 105 

. 106 

. 106 

. 107 

. 107 

. 107 

. 108 

. 108 

. 109 

. 110 

. 110 

. 111 

. 111 

. 111 

. 111 

. 112 

. 113 

. 113 

. 113 

. 114 

. 114 

. 114 

. 115 

. 116 

. 117 

. 120 

. 121 

. 122 



 

④

⑤

３ 戦

①

②

③

４ 障

 (1)

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

 (2)

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

⑭

⑮

④ ひとり

⑤ (新)不

戦争体験の

① (新)終

② (新)若

③ (新)

障害者への

ユニバーサ

① (拡)ユ

② (拡)ユ

③ (拡)み

④ ユニバ

⑤ 盲ろう

⑥ 

⑦ (拡)手

⑧ (新)手

⑨ 夜間・

⑩ (拡)視

⑪ (新)視

⑫ 企業等

安心できる

① 障害者

② 重度障

③ (新)

④ 障害児

⑤ 県立こ

⑥ (新)県

⑦ 発達障

⑧ (拡)精

⑨ 脳性ま

⑩ 障害者

⑪ 

⑫ 失語症

⑬ 障害者

⑭ 障害者

⑮ 強度行

り親自立支援

不安や悩み

の次代への伝

終戦 75 年戦

若人の広場等

の支援の充実

サル社会づ

ユニバーサル

ユニバーサル

みんなの声か

バーサルカ

う者の社会参

手話の普及促

手話通訳士

休日にお

視覚障害者の

視覚障害者等

等への情報配

る医療・福

者総合支援法

障害者医療費

児者リハビ

こども発達支

県立こども発

障害者支援セ

精神科救急医

まひ等肢体不

者総合支援法

症者向け意思

者・高齢者の

者総合支援推

行動障害者の

援プログラ

を抱える若

伝承 

戦没者追悼式

等の情報発

実 

づくり 

ル社会づく

ル社会づく

かけ運動の

フェの開設

参加促進 1

促進 23,64

・要約筆記

ける手話通

の情報取得

等の ICT 指

配慮支援 2

福祉サービス

法による医

費助成の実

リテーショ

支援センタ

発達支援セ

センターの

医療体制の

不自由児者

法によるサ

思疎通支援

の再犯防止

推進交付金

の地域生活

目次- 8 -

ラム策定事業

若年妊婦等支

式の開催 7

発信の強化

くりの充実強

くり推進地

の推進・充実

設応援 3,0

1,344 千円

44 千円 ..

記者の養成強

通訳者派遣依

得等の充実強

指導者養成研

2,250 千円

スの確保 

医療費の給付

実施 5,089,

ョンセンター

ターの運営

センターの

の運営 87,9

の強化 103,

者対応療法士

サービスの給

援者の養成

止に向けた

金の交付 12

活支援 33,

- 

業の実施 8

支援事業の

7,730 千円

704 千円

強化 4,450

区の整備 

実強化 6,6

000 千円 ..

円 ........

.........

強化 1,22

依頼への対

強化 8,960

研修の充実

円 ........

付 8,879,2

,959 千円

ーの運営 5

25,536 千

あり方検討

969 千円 .

,968 千円

士研修の実

給付 25,32

978 千円

立ち直り支

22,500 千円

151 千円 .

8,308 千円

の実施 8,02

円 ........

.........

 5,

0 千円 ....

12,317 千円

667 千円 .

.........

.........

 3,228

.........

1 千円 ...

対応 4,158

0 千円 ...

実強化 3,40

.........

244 千円 .

.........

 16

53,294 千円

千円 ......

討 500 千円

.........

.........

実施 2,279

21,847 千円

 26,

.........

支援 42,250

円 .......

.........

円 ........

28 千円 ..

.........

.........

198 千円 .

.........

円 .......

.........

.........

.........

千円 ....

.........

.........

千円 ....

.........

03 千円 ..

.........

.........

.........

,100 千円 

円 .......

.........

円 ........

.........

.........

千円 ....

円 .......

,101 千円 .

.........

0 千円 ....

.........

.........

. 123 

. 123 

. 124 

. 124 

. 124 

. 125 

. 125 

. 127 

. 127 

. 127 

. 128 

. 128 

. 129 

. 129 

. 130 

. 130 

. 130 

. 132 

. 132 

. 133 

. 133 

. 133 

. 134 

. 134 

. 134 

. 135 

. 136 

. 136 

. 136 

. 137 

. 137 

. 138 



 

 (3)

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

 (4)

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

５ 医

 (1)

＜医

①

＜地

①

②

③

④

＜在

①

②

暮らしの安

① 鉄道駅

② 公共交

③ 人生い

④ 住宅確

⑤ (拡)ロ

⑥ 医療的

⑦ 医療的

⑧ 医療支

⑨ 

⑩ 障害者

⑪ 電動車

障害者の社

① (拡)障

② 障害者

③ (新)ひ

④ (新)小

⑤ (拡)特

⑥ 障害者

⑦ 一般就

⑧ 障害者

⑨ 県立学

⑩ 障害児

⑪ (拡)障

⑫ (拡)障

医療確保と

医療体制の

医療イノベ

① 次世代

地域医療構

① (拡)地

② (拡)病

③ (新)病

④ 圏域医

在宅医療対

① 在宅医

② 在宅看

安全安心基

駅舎ホーム

交通機関と連

いきいき住宅

確保要配慮者

ロボットリハ

的ケア児に対

的ケア児等医

支援型グルー

者福祉施設の

車いす等補装

社会参加の

障害者工賃の

者雇用就業

ひょうごジ

小野起生園の

特例子会社

者の在宅ワー

就労への移行

者就業・生活

学校等での障

児等職業体験

障害者スポー

障害者芸術文

と健康づく

の充実強化

ベーションの

代医療開発セ

構想実現のた

地域医療構想

病床機能転換

病床ダウンサ

医療情報ネ

対策の推進＞

医療地域ネ

看護体制の機

基盤の確保

ドア設置促

連携した視

宅改造助成

者の賃貸住

ハビリテー

対する支援

医療提供体

ープホーム

の整備 2,3

装具判定の

の促進 

の向上等支

・定着拡大

ョブコーチ

のあり方調

・事業協同

ーク推進モ

行支援 9,4

活支援セン

障害者雇用

験事業の実

ーツ推進プ

文化活動へ

り 

化 

の創出＞

センター(仮

ための対策

想推進体制

換・統合再

サイジング

ットワーク

＞ 

ットワーク

機能強化 6

目次- 9 -

促進事業の実

視覚障害者

成の実施 37

住宅への入居

ーション拠点

援体制の構築

体制の確保

ムの整備促進

376,441 千

の充実強化

支援 83,399

大推進事業

チ推進事業

調査の実施

同組合設立等

モデル事業

434 千円 .

ンター事業

用の促進 16

実施 6,770

プロジェク

への支援 12

仮称)の整備

策＞ 

制の強化 14

再編等の推進

グへの支援

クの構築支援

クの整備 25

69,987 千円

- 

実施 174,9

の歩行安全

73,251 千円

居促進 4,5

点化の推進

築 2,034 千

16,206 千

進 22,250

千円 ......

6,000 千円

9千円 ...

の実施 48,

26,900 千

500 千円

等の推進 6

の実施 14,

.........

の実施 50,

63,813 千円

千円 .....

ト 48,271

2,747 千円

備 191,666

4,119 千円

進 1,500,0

 360,000

援 24,000

5,750 千円

円 .......

952 千円 .

全確保 1,19

円 .......

590 千円 .

進 36,457 千

千円 .....

千円 ......

千円 ....

 29,885

.........

円 .......

.........

,330 千円 

千円 ......

.........

60,916 千円

,744 千円 

.........

,100 千円 

円 .......

.........

千円 ....

 .........

6 千円 ...

円 ........

000 千円 .

千円 ....

千円 ....

円 ........

.........

.........

90 千円 ..

.........

.........

千円 .....

.........

.........

.........

5 千円 ...

.........

.........

.........

.........

.........

.........

円 .......

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

. 139 

. 139 

. 139 

. 140 

. 141 

. 141 

. 142 

. 142 

. 143 

. 143 

. 144 

. 145 

. 148 

. 148 

. 149 

. 149 

. 150 

. 150 

. 151 

. 151 

. 152 

. 152 

. 153 

. 155 

. 155 

. 155 

. 156 

. 156 

. 157 

. 157 



 

③

 (2)

＜医

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

＜看

①

②

③

 (3)

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

 (4)

①

②

③

④

⑤

⑥

 (5)

＜心

③ 在宅歯

医師確保対

医師確保対

① 大学医

② へき地

③ へき地

④ 地域医

⑤ 

⑥ 医師派

⑦ (新)特

⑧ (新)新

⑨ (新)勤

看護職員等

① 看護職

② 看護職

③ (拡)ナ

医療提供体

① 医療介

② 小児救

③ (新)周

④ (拡)重

⑤ (拡)災

⑥ 有床診

⑦ (新)情

⑧ (新)院

⑨ (新)

⑩ (新)Ｗ

⑪ 国民健

⑫ 国民健

県立病院の

① 県立は

② (新)

③ (新)

④ (新)

⑤ (新)尼

⑥ 高度先

心と体の健

心の健康づ

歯科医療の総

対策 

対策＞ 

医学部への特

地等勤務医師

地若手医師キ

医療人材の資

派遣等推進事

特定専門医研

新生児担当小

勤務医の働

等確保対策＞

職員の養成力

職員の資質向

ナースセンタ

体制の整備

介護推進基金

救急医療相談

周産期医療搬

重症難病患者

災害拠点病院

診療所等のス

情報ネット

院内助産・助

「かかりつ

ＷＨＯ西太平

健康保険事業

健康保険制度

の整備促進

はりま姫路総

尼崎総合医療

先進医療機器

健康づくり

づくり＞ 
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千円 .....

創出サイクル
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.........

千円 .....

の設置・運
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⑧ ドロー
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⑩ 新事業

⑪ IT あわ

⑫ 国際フ

中小企業の

経営支援の

① (拡)中

② 中小企

③ ひょう

④ ひょう

⑤ (拡)ひ

⑥ 小規模

⑦ がんば

⑧ 事業継

⑨ (新)ひ

人材確保支

① 中小企

② (拡)建

③ (再掲)

地場産業の

① (新)地

② (拡)地

③ (新)

④ 産地ク

⑤ ひょう

企業誘致の

① (拡)新

② (新)欧

③ 企業庁

④ 市町と

⑤ (新)新

⑥ (新)グ

海外展開の

① ひょう

② (拡)新

③ 県内企

ーンの先行的

異業種交流事

業創出支援貸

わじ会議の

フロンティア

の振興、人

の充実＞ 

中小企業向

企業設備貸与

うごオンリー

うご中小企業

ひょうご専門

模企業者等設

ばる小規模事

継続支援事業

ひょうごプ

支援＞ 

企業従業員の

建設業にお

)中小企業情

の振興＞ 

地場産業の海

地場産業のブ

クリエーター

うごのファ

の推進 

新規産業立地

欧州・米国企

庁企業誘致の

と連携して取

新たな産業団

グローバル人

の支援 

うご海外展開

新興国等との

企業海外展開

的利活用 8

事業への支

貸付の実施

開催 17,0

ア産業メッ

人材確保支援

け融資制度

与の実施 

ーワン企業

業技術・経

門人材相談

設備貸与支

事業者への

業の実施 1
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の福利厚生

ける若年者
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ー養成の促
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地促進補助

企業向け一
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⑤
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②
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＜農

①

②

③

④

⑤

⑥
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①

②

 (3)

④ ジェト

力強い農林

農業の経営

法人化支援

① 基幹的

② 法人化

③ 企業の

④ 農業経

⑤ 集落営

農産物の生

① 主要農

② ひょう

③ (新)ス

④ 

⑤ ひょう

⑥ (拡)農

⑦ 野菜産

⑧ 酒米高

⑨ ひょう

⑩ ひょう

多様な農業

① 新規就

② 農業人

③ (拡)雇

④ ひょう

⑤ (新)農

農地の有効

① 

② 

③ (新)地

④ 条件不

⑤ (拡)小

⑥ 中山間

都市農業の

① (拡)

② 地域直

ウメ輪紋病

トロと連携

林水産業の確

営基盤の強

援＞ 

的地域農業法

化促進総合対

の農業参入の

経営力の向上

営農組織育成

生産・流通の

農作物競争力

うご元気な

スマート農業

うご施設園芸

農業施設貸与

産地総合整備

高品質モデル

うご花き・果

うごのＧＡ

業の担い手育

就農者の確保

人材の確保 

雇用就農促進

うごで輝く女

農業大学校創

効活用＞ 

地域まるご

不利農地集積

小規模農家の

間地域等直接
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直売所の整備

病対策 

した外国人

確立 

強化 
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成総合対策
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「農」創造

業の推進 1
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＜森

① ウメ輪

② ウメ輪

畜産業の規

① 但馬牛

② 但馬牛

③ 但馬牛

④ 

⑤ 「ひょ

⑥ (拡)第

⑦ 畜産参

⑧ (拡)但

⑨ (新)養

県産ブラン

海外向けブ

① ひょう

② (拡)

③ (拡)ひ

④ ひょう

国内向けブ

① 認証食

② (新)兵

③ ひょう

④ 兵庫県

⑤ 「兵庫

⑥ (拡)

新品種・新

① 「農」

② 農林漁

③ 主食米

「農」に親

① (新)楽

② (拡)地

③ (再掲)

④ ひょう

⑤ 楽農学

⑥ 親子農

木材の有効

森づくりの

輪紋病緊急防

輪紋病産地の

規模拡大と

牛生産基盤強

牛繁殖経営安

牛受精卵に

ょうごの酪農

第 15 回全日

参入支援セ

但馬牛博物館

養豚場飼養衛

ンドの育成

ブランド戦略

うごの「農」

「KOBE BEEF

ひょうごの酒

うごの「酒」

ブランド戦略

食品の需要拡

兵庫県認証食

うご五国のめ

県産野菜バ

庫丹波黒」安

新商品の開発

イノベーシ

漁業者の６次

米のための新

親しむ楽農

楽農生活セ

地域楽農生活

)

うご市民農園

学校事業の実

農業体験教室

効活用と森

の推進＞ 

防除対策の
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安定対策事
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次産業化の
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農生活等の推
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園の整備 7
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①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

① 「新ひ

② (拡)森

③ ナラ枯

④ 資源循

⑤ (新)御

県産材の安

① 

② 高性能

県産木材の

① (拡)

② 

人材の育成

① 

② (拡)緑

豊かで美し

資源培養型

① 漁場整

② 漁業施

③ 貝毒発

④ (拡)ノ

⑤ 内水面

⑥ 沖合底

⑦ ひょう

豊かな海の

① (拡)豊

② (拡)全

③ (新)

魅力あるま

都市再生の

地域の活力

① (拡)県

② 県立総

③ (新)ス

④ 市街地

⑤ 公共交

⑥ 

⑦ 

ひょうごの森

森林環境譲与

枯れ防止作戦

循環林造成パ

御即位記念分

安定供給の推

能林業機械等

の利用促進＞

「ひょうごの

成＞ 

緑の青年就業

しい海の再

型水産業の推

整備の推進 

施設貸与事業

発生対策の推

ノリ養殖生産

面資源増殖対

底びき網漁獲

うごのさかな

の再生＞ 

豊かで美しい

全国豊かな海

まち・地域の

の促進 

力を生み出す

県庁舎等再整

総合衛生学院

スマートシテ

地再開発事業

交通バリア

森づくり」

与税を活用

戦の推進 3

パイロット

分収造林事

推進＞ 

等の導入に

＞ 

の木」利用

業準備給付

再生 

推進＞ 

939,000 千

業の実施 1

推進 11,54

産安定化事

対策の推進

獲物高鮮度

な普及の推

い瀬戸内海

海づくり大

の整備 

すまちづく

整備の実施

院の移転建

ティ推進事

業の推進 1

フリー化の

目次- 16 

の推進 93

用した森づ

38,864 千円

ト事業の実施

事業の実施

による生産基

用拡大事業

付金の交付

千円 .....

103,978 千

44 千円 ..

事業の実施

進 5,000 千

度流通の促進

推進 4,000

海の創生 23

大会開催準備

くり＞ 

施 316,525

建替整備 10

事業の実施

1,210,750

の促進 245,

- 

3,144 千円

くりの推進

円 .......

施 7,200 千

2,000 千円

基盤の強化

の実施 68,

 （融資

（参照

40,300 千

.........

千円 ......

.........

2,000 千円

千円 ......

進支援 8,0

千円 ....

3,913 千円

備事業の実

千円 ....

05,038 千円

500 千円

千円 ....

,804 千円

円 ........

進 183,841

.........

千円 .....

円 .......

 1,074,

化 60,000 千

,820 千円 

資枠 60 億

照 P260） 7

千円 ......

.........

.........

.........

円 .......

.........

000 千円 .

.........

円 ........

実施 48,589

 6

.........

円 .......

.........

.........

.........

149,632 千

 8

.........

千円 ....

.........

.........

.........

,720 千円 

千円 .....

.........

円） .....

7,148 千円 

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

9 千円 ...

6,320 千円 

.........

.........

.........

.........

.........

千円 .....

8,118 千円 
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⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

＜都

①

②

③

 (2)

＜商

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

＜ま

①

②

③

④

 (3)

①

②

③

④

⑤

４ ス

 (1)

⑧ 郊外型

⑨ 既存住

⑩ 県民ま

⑪ (新)兵

⑫ (拡)

都市公園の

① (新)都

② (新)明

③ (新)

商店街の活

商店街のに

① 商店街

② 商店街

③ (拡)商

④ 商店街

⑤ 移動販

⑥ 新規出

⑦ 商店街

⑧ 

⑨ 

⑩ 商店街

⑪ 商店街

⑫ 商店街

⑬ (再掲)

まちづくり

① (拡)ま

② まちな

③ リノベ

④ 商店街

空き家・空

① (再掲)

② 空き家

③ 老朽危

④ (拡)古

⑤ 空き床

スポーツ・

多様な主体

型住宅団地再

住宅へのイ

まちなみ緑化

兵庫県住生活

の魅力向上＞

都市公園リ

明石城 櫓・

「地球アト

活性化 

にぎわい・活

街ファンづ

街への外国人

商店街次代の

街ご用聞き

販売への支援

出店・開業へ

街空き店舗再

街・小売市場

街事業承継支

街共同施設の

)(拡)商店街

りとの連携に

まちなか再生

なか再生会議

ベーションま

街の再編支援

空き床対策

)空き家活用

家管理サー

危険空き家の

古民家再生の

床等活用支援

芸術文化の

体によるス

再生の先導

ンスペクシ

化の推進 6

活基本計画

＞ 

ノベーショ

石垣魅力ア

リエ」構想

活性化＞

くり応援事

人誘客の促

の担い手支

・共同宅配

援 15,000

への支援 3

再生支援の

場共同施設

支援事業の

の撤去支援

街健康づく

による商店

生協議会等

議の運営 1

まちづくり

援 121,878

策の充実 

用支援事業

ビスの支援

の除却支援

の促進支援

援事業の実

の振興 

ポーツの振

目次- 17 

導的支援 7,

ションの普及

640,000 千

画の改定 17

ョンの推進

アッププロ

想の推進 20

事業の実施

促進 8,000

支援 4,000

配の実施 5,

千円 ....

38,862 千円

の実施 19,4

設建設費の支

の実施 14,2

援 5,000 千

くりの環境整

店街活性化

等の運営支援

1,000 千円

りの推進 20

8 千円 ...

業の推進(参

援 500 千円

援 11,070 千

援 45,322 千

実施 10,000

振興 

- 

,654 千円

及促進 5,5

千円 ......

7,692 千円

5,000 千円

ロジェクト

00,000 千円

40,000 千

千円 ....

千円 ....

,000 千円

.........

円 .......

478 千円 .

支援 72,00

284 千円 .

千円 ......

整備(参照

＞ 

援 16,000

円 ........

0,000 千円

.........

参照 P402) 

円 ........

千円 .....

千円 .....

0 千円 ...

.........

568 千円 .

.........

円 ........

 1,798,

円 .......

2,000 千円

円 .......

千円 ......

.........

.........

.........

.........

.........

.........

 11,500 千

 11,000

00 千円 ..

.........

.........

176) 10,5

千円 ....

.........

円 ........

.........

93,389 千

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

,260 千円 .

.........

円 .......

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

千円 .....

0 千円 ...

.........

.........

.........

500 千円 ..

.........

.........

.........

.........

円 .......

.........

.........

.........

.........
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①

②

③

 (2)

＜東

①

②

③

④

⑤

＜ワ

①

②

③

④

⑤

⑥

 (3)

＜美

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

＜芸

①

②

③

④

① 「スポ

② (拡)神

③ (新)県

ゴールデン

東京 2020 オ

① オリン

② (新)

③ 

④ 未来の

⑤ 

ワールドマ

① WM

② (拡)宝

③ WMG202

④ 「関西

⑤ (新)関

⑥ (新)第

芸術文化の

美術館等＞

① (拡)県

② (拡)県

③ 

④ 横尾忠

⑤ (新)横

⑥ 兵庫陶

⑦ 考古博

⑧ 歴史博

⑨ 県立歴

⑩ 県立尼

⑪ (新)人

芸術文化の

① (拡)ひ

② (新)兵

③ (新)芸

④ (新)

ポーツ立県ひ

神戸マラソ

県立弓道場の

ン・スポー

オリンピッ

ンピック・パ

のスーパーア

マスターズゲ

MG2021 関西

宝くじによ

21 関西の開

西マスターズ

関西シニアマ

第 74 回全国

の振興 

＞ 

県立芸術文化

県立美術館

忠則現代美術

横尾忠則現代

陶芸美術館 

博物館 15,1

博物館 42,0

歴史博物館の

尼崎青少年創

人と自然の博

の振興＞ 

ひょうご芸術

兵庫県民会館

芸術文化振興

ひょうご」

ン第 10 回記

の活性化検

ーツイヤーズ

ック・パラ

パラリンピ

アスリート

ゲームズ 2

西の参加促進

る「WMG202

開催準備 2

ズスポーツ

マスターズ

国レクリエー

化センター

－「芸術の

術館 24,00

代美術館の

91,076 千

106 千円 .

025 千円 .

の老朽化対

創造劇場・

博物館「コ

術文化の普

館県民アー

興ビジョン

目次- 18 

創出プロ

記念大会の

検討 1,000

ズの機会を

リンピック

ピック・ムー

ト支援事業

2021 関西

進 138,37

21 関西」の

24,055 千円

ツフェステ

ズ大会兵庫大

ーション大

ー 460,000

の館」－ 27

00 千円 ..

の魅力強化

千円 ......

.........

.........

対策 119,07

ピッコロ劇

コレクショナ

普及・振興

ートギャラ

ンの改定 70

- 

ジェクト事

の開催 68,8

千円 ....

を捉えたスポ

クに向けた競

ーブメント

の実施 45,

（WMG2021 関

5 千円 ...

の支援 2,2

円 ........

ィバル」の

大会の開催

大会開催へ

千円 ....

75,293 千円

.........

44,000 千

.........

.........

.........

77 千円 ..

劇団の運営

ナリウム」

159,003 千

リーの改修

00 千円 ..

事業の実施 

883 千円 .

.........

ポーツの振

競技スポー

トの展開 6,

186,406 千

 18

,500 千円 

 11,0

関西）への

.........

200,000 千

.........

の開催 7,92

催 6,650 千

の支援 6,5

.........

円 .......

 20,43

.........

千円 ......

.........

.........

.........

.........

営 339,525

の整備 94

千円 .....

修 16,068 千

.........

 1,00

2,925 千円

.........

.........

振興 

ーツの強化

,440 千円 

千円 ......

80,548 千円

.........

099 千円 ..

の参加促進＞

.........

円 .......

.........

21 千円 ..

千円 ......

500 千円 .

.........

.........

37 千円 ...

.........

.........

.........

.........

.........

.........

千円 ....

40,000 千円

.........

千円 .....

.........

00 千円 ...

円 290 
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. 290 
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. 291 
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Ⅳ  全

１ 未

 (1)

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

 (2)

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

 い(3)

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

 (4)

＜高

①

②

全員活躍社

未来を担う

確かな学力

① 幼児教

② (拡)ひ

③ (拡)ひ

④ スーパ

⑤ (拡)キ

⑥ プログ

⑦ (新)ひ

⑧ 道徳教

⑨ (新)科

兵庫型「体

① 環境体

② 自然学

③ (拡)ふ

④ ひょう

⑤ 

⑥ 地域に

⑦ プロか

⑧ (拡)ふ

⑨ ものづ

いじめ・問

① 悩み相

② いじめ

③ キャン

④ 市町ス

⑤ スクー

⑥ カウン

⑦ 学級経

⑧ 高等学

⑨ (新)ひ

県立高校の

高校教育の

① (拡)高

② 地域と

社会の構築

う人材の育成

力の育成 

教育の連携促

ひょうご学力

ひょうごがん

パーティーチ

キャリア教育

グラミング教

ひょうご子

教育の推進 

科学の甲子園

体験教育」

体験事業の実

学校の実施 

ふるさと兵庫

うご環境体験

に学ぶ「ト

から学ぶ創造

ふるさと貢献

づくり体験の

問題行動等へ

相談体制の構

め防止対策の

ンパスカウ

スクールソー

ールカウンセ

ンセリングマ

経営指導員の

学校問題解決

ひょうご不登

の特色化の

の特色化＞ 

高大接続改革

との協働に

築 

成 

促進 10,62

力向上推進

んばり学び

チャー派遣

育の推進 1

教育スター

どもの読書

24,525 千

園ジュニア

の充実 

実施 88,58

345,822 千

庫こども環

験館のリニ

ライやる・

造力育成事

献活動の実

の提供 60,

への対応

構築等の総

の推進 1,7

ンセラーの

ーシャルワ

セラーの配

マインド実

の派遣 14,

決サポート

登校対策事

の推進 

革事業の実

よる先進的

目次- 19 

22 千円 ..

進プロジェ

びタイムの推

遣事業の実施

14,136 千円

ートパック

書活動アク

千円 ......

ア全国大会

88 千円 ..

千円 .....

環境体験の推

ニューアル

ウィーク」

事業の実施

実施 60,360

,211 千円

総合支援 14

775 千円 .

の配置 64,4

ワーカー配置

配置 465,98

実践研修の実

,290 千円

トチームの設

事業の実施

実施 17,457

的教育研究

- 

.........

クトの実施

推進 79,17

施 13,351

円 .......

の構築 1,4

ションプラ

.........

の開催 2,8

.........

.........

推進 14,82

204,000 千

」の実施 

4,350 千円

0千円 ...

.........

45,722 千円

.........

457 千円 .

置の推進 5

83 千円 ..

実施 17,99

.........

設置 4,030

519 千円

7千円 ...

開発事業の

.........

施 2,748 千

70 千円 ..

千円 ....

.........

451 千円 .

ランの推進 

.........

852 千円 .

.........

.........

29 千円 ..

千円 .....

 131,24

179,253 千

円 .......

.........

.........

円 .......

.........

.........

54,886 千円

.........

94 千円 ..

.........

0 千円 ...

.........

.........

の実施 21,9

.........

千円 ......

.........

.........

.........

.........

1,395 千円

.........

.........

.........

.........

.........

.........

45 千円 ..

千円 ......

.........

.........

.........

.........

.........

.........

円 .......

.........

.........

.........

.........

.........

.........

900 千円 .
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. 324 

. 324 
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③

④

⑤

⑥

＜職

①

②

③

＜国

①

②

 (5)

＜高

①

②

＜私

①

②

③

＜私

①

②

③

＜専

①

②

＜就

①

②

③

④

⑤

＜外

①

②

③

 (6)

①

③ 

④ (新)

⑤ ひょう

⑥ (新)

職業教育の

① 地域と

② 「ひょ

③ 「ひょ

国際化への

① (拡)県

② ひょう

就学支援の

高等教育の

① (新)

② (新)(再

私立学校へ

① 私立学

② (拡)私

③ ひょう

私立幼稚園

① 私立幼

② 私立幼

③ 私立幼

専修学校等

① 専修学

② ひょう

就学支援の

① (拡)就

② (拡)私

③ (拡

④ 高等学

⑤ (拡)

外国人教育

① (拡)子

② 外国人

③ 私費外

特別支援教

① インク

うご学力向上

の充実と社会

とつなぐ産業

ょうご匠の技

ょうごの達人

の対応＞ 

県立高等学校

うごスーパー

の充実 

の無償化＞ 

再掲)私立専

への支援＞ 

学校経常費補

私立学校経常

うごの私学の

園の特色化＞

幼稚園の認定

幼稚園認定

幼稚園教員確

等への支援＞

学校等補助 

うごの専門学

の充実＞ 

就学支援の実

私立高等学校

学校奨学資金

育の充実＞ 

子ども多文化

人児童生徒の

外国人留学生

教育の充実

クルーシブ教

上サポート

会的自立に

業教育フェ

技」探求事

人」招聘事

校における

ーハイスク

専修学校の

補助 21,04

常費特別補

の魅力発信

＞ 

定こども園

こども園特

確保支援事

＞ 

589,000 千

学校の魅力

実施 16,47

校等の授業

金貸与事業

化共生教育

のための学

生への奨学

実 

教育システ
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ト事業の推進

に向けたキ

ェアの実施

事業の実施

事業の実施

るグローバル

クール事業

の授業料等

41,232 千円

補助 158,78

信&元気アッ

園への移行推

特色教育推進

事業の実施

千円 .....

力発信事業

78,715 千円

業料軽減 78

業の実施 19

育の推進 10

学習支援 35

学金の支給

テムの推進

- 

進 2,348 千

ャリア形成

3,716 千円

4,200 千円

7,504 千円

ル人材の育

の実施 15,

の減免 1,

円 .......

80 千円 ..

ップ事業の実

推進補助 5

進事業の実

36,480 千

.........

2,000 千円

円 .......

80,168 千円

94,000 千円

00,293 千円

5,688 千円

18,000 千

83,857 千

 

 1

千円 .....

 1,00

成の支援＞ 

円 .......

円 .......

円 .......

育成推進 69

,000 千円 

1,34

115,532 千

.........

.........

実施 5,500

5,000 千円

実施 75,000

千円 ......

.........

円 .......

.........

円 .......

1,115,608

円 .......

 550,

円 .......

円 ........

千円 ......

千円 ......

74,250 千

19,500 千円

.........

00 千円 ...

.........

.........

.........

99,883 千円

.........

40,499 千円

千円 ......

.........

.........

0 千円 ...

円 ........

0 千円 ...

.........

.........

.........

.........

.........

8 千円 ....

.........

433 千円 .

.........

.........

.........

.........

円 326 

円 326 

. 327 

. 327 

. 328 

. 328 

. 328 

円 328 

. 329 

円 330 

. 330 

. 330 
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. 331 
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. 336 

. 336 

. 337 

. 337 
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②

③

④

⑤

⑥

⑦

 (7)

＜環

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

＜教

①

②

③

④

⑤

＜健

①

②

③

④

⑤

 (8)

①

②

③

④

⑤

⑥

 (9)

①

②

② 高等学

③ (拡)

④ 特別支

⑤ 「トラ

⑥ (新)特

⑦ (新)阪

学習環境の

環境の整備

① (再掲)

② (再掲)

③ (新)日

④ (新)県

⑤ 夜間中

⑥ 高校に

⑦ (新)入

教職員勤務

① 教職員

② (再掲)

③ (再掲)

④ (新)デ

⑤ (再掲)

健やかな体

① (拡)運

② (拡)中

③ (再掲)

④ (拡)

⑤ (新)地

県立大学改

① 姫路工

② 公立大

③ (新)県

④ (新)県

⑤ (新)

⑥ 

専門職業人

① (拡)国

② 専門職

学校におけ

支援学校教員

ライアングル

特別支援学校

阪神地域の特

の整備 

備＞ 

)県立学校施

)県立学校の

日高高等学校

県立学校学び

中学調査研究

における遠隔

入院生徒に対

務時間適正化

員勤務時間適

)

)

デジタル採点

)

体の育成と健

運動部活動活

中学校部活動

)がん教育総

「体力アップ

地場産物を活

改革の推進

工学キャンパ

大学法人兵庫

県立大学での

県立大学附属

人材の育成

国際観光芸術

職大学普及啓

る特別な支

員の資質向

ル」プロジ

校高等部教

特別支援学

施設の長寿

のトイレ改

校講義棟の

びのイノベ

究事業の実

隔授業調査

対する教育

化＞ 

適正化事業

点システム

健康教育の

活性化推進

動指導員配

総合支援事

プひょうご

活用した学

進 

パスの整備

庫県立大学

の歯科健康

属学校黎明

成 

術専門職大

啓発事業の
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支援を必要

向上事業の実

ジェクト実践

教育課程の充

学校の狭隘化

寿命化（参照

改修(参照 P

の整備 300,

ベーション推

実施 500 千

査研究事業

育保障体制

業 113,614

ムを活用し

の推進＞ 

進事業の実施

配置事業の実

事業の実施

ご」サポー

学校給食の推

備 2,930,05

学運営費交付

康診断の実施

明寮の改修整

大学（仮称）

の実施 29,0

- 

とする生徒

実施 1,600

践研究の実

充実の研究

化対策 598

照 P28） 1

P28) 2,000

,000 千円

推進事業の

千円 ......

の実施 6,0

の構築 5,0

千円 ....

た業務改善

 1

施 18,760

実施 43,55

(参照 P18

ト事業の実

推進 500 千

53 千円 ..

付金の交付

施 1,528 千

整備 108,6

）の整備 5

000 千円 .

徒の支援 15

 5,83

0 千円 ...

実施 2,970

究 3,068 千

8,042 千円

1,500,000 千

0,000 千円 

.........

の実施 1,84

.........

037 千円 .

000 千円 .

.........

 18,760

 43,55

善  38,808

163,813 千

千円 ....

56 千円 ..

84) 1,000 千

実施  6,728

千円 .....

.........

付 8,468,68

千円 .....

647 千円 .

 2,149 千

56,344 千

5,637,878

.........

5,594 千円

30 千円 ..

.........

千円 ....

千円 ......

円 ........

千円 .....

.........

.........

47,178 千円

.........

.........

.........

.........

千円 ....

56 千円 ...

千円 ....

千円 .......

.........

.........

千円 .....

8 千円 ...

.........

.........

81 千円 ..

.........

.........

千円 .....

千円 .......

千円 ....

.........

円 339 

. 339 

. 340 

. 340 

. 340 

. 341 

. 342 

. 342 

. 342 

円 342 

. 343 

. 343 

. 343 
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. 344 

. 345 

. 345 

. 345 

. 345 

. 345 

. 346 

. 346 

. 348 

. 348 

. 348 

. 349 

. 350 

. 351 



 

２ 多

 (1)

＜高

①

②

③

④

⑤

⑥

＜若

①

②

③

④

⑤

＜中

①

②

＜就

①

②

③

 (2)

①

②

③

④

⑤

 (3)

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

 (4)

多様な人材

県内就職の

高校・大学

① (拡)大

② (再掲)

③ 若年女

④ 高校・

⑤ 県内大

⑥ 

若者と県内

① (拡)ひ

② (拡)UJ

③ (拡)短

④ 「ひょ

⑤ 中小企

中小企業の

① 中小企

② 中小企

就職支援拠

① (拡)

② 

③ (再掲)

中高年齢者

① (拡)就

② (新)ミ

③ (再掲)

④ (再掲)

⑤ (新)ひ

外国人材の

① (新)

② (再掲)

③ (拡)ひ

④ 外国人

⑤ (拡)外

⑥ (新)外

⑦ (新)外

⑧ (新)ひ

多様な働き

材の活躍促進

の促進 

学と連携した

大学生インタ

)(拡)

女性に向けた

大学生「兵

大学と連携

内企業のマ

ひょうごで働

JI ターン合

短期職場体験

ょうご応援企

企業合同研修

の魅力アッ

企業就業者確

企業情報発信

拠点の運営＞

ものづくり

者層への就

就職氷河期世

ミドル世代の

)ミドル起業

)(拡)短期職

ひきこもり対

の活躍促進

)(拡

ひょうご外国

人介護人材の

外国人介護人

外国人介護職

外国人生活支

ひょうご多文

き方の推進

進 

た取組＞

ターンシッ

た県内定着

兵庫就活」

した就活支

ッチング＞

働こう！UJ

合同企業説

験就業事業

企業」就職

修等支援事

プ＞ 

確保支援事

信支援事業

＞ 

分野におけ

就労支援 

世代等就労

の就労相談

業家支援事

職場体験就

対策支援強

進 

国人介護実

の確保支援

人材の受入

職員コミュ

支援モデル

文化共生社

進 
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ップの推進

着ＰＲ事業

促進事業

支援事業 18

＞ 

JI ターン広

説明会の実施

業の実施 14

職支援事業

事業の実施

事業 85,000

業 16,657 千

ける女性就業

労支援プロ

談窓口の設置

事業の実施

就業事業の実

強化事業 6,

実習支援セ

援 4,326 千

入環境の強化

ュニケーシ

ル事業の実施

社会の推進

- 

22,567 千

（参

の実施 9,5

27,151 千

8,947 千円

広報・就職

施 16,734 千

4,348 千円

8,130 千円

9,565 千円

0千円 ....

千円 ......

業の促進（参

グラム事業

置 8,491 千

（参照 P19

実施（参照

,000 千円 .

 1

(参照 P33

ンターの運

千円 ......

化 8,037 千

ョン支援事

施 1,000 千

2,000 千円

千円 .......

参照 P367）

510 千円 ..

千円 .......

 .........

5,984 千

職促進事業

千円 .....

 .........

円 ........

円 ........

.........

.........

82,4

9,6

参照 P368）

業 27,911 千

千円 ......

92） 23,25

照 P355） 1

.........

5,770 千円

37) 100,29

運営 8,201

.........

千円 .....

事業の実施 

千円 .....

円 .......

.........

6,369 千円

.........

.........

.........

千円 .....

89,060 千

.........

.........

.........

.........

.........

.........

437 千円 ..

689 千円 ..

3,000 千円

千円 ......

.........

50 千円 ...

14,348 千円

.........

円 ........

93 千円 ...

千円 ....

.........

.........

5,250 千円

.........

.........

. 352 

円 352 

. 352 

. 353 

. 353 

. 354 

円 354 

. 355 

. 355 

. 356 

. 356 

. 356 

. 357 

. 357 

. 358 

円 358 

. 359 

. 359 

. 359 

円 359 

. 359 

. 361 

. 361 

. 361 

. 362 

. 362 

円 363 
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①

②

 (5)

＜女

①

②

③

④

⑤

＜シ

①

②

 (6)

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

 (7)

①

②

③

 (8)

＜職

①

②

③

④

Ⅴ  交

１ 交

 (1)

＜ひ

①

① (新)ダ

② (新)多

女性・高齢

女性活躍の

① 女性の

② (拡)女

③ 女性の

④ 女性起

⑤ ものづ

シニアの活

① シニア

② 

リカレント

① 老人ク

② 高齢者

③ ふるさ

④ (新)リ

⑤ (新)専

⑥ (新)但

⑦ (新)

保護観察対

① 刑務所

② 保護観

③ (新)保

働き方に応

職場環境の

① (拡)ひ

② 離職者

③ (拡)離

④ 労働環

交流・環流

交流人口の

国内外から

ひょうご観

① (新)ひ

ダイバーシテ

多様な働き方

齢者の活躍

の推進＞ 

の活躍推進 

女子学生と企

の就業サポー

起業家への支

づくり分野に

活躍促進＞ 

ア起業家への

ト教育の推

クラブ活動の

者への学習機

さとひょう

リカレント教

専門学校リカ

但馬文教府

対象者等の

所出所者等の

観察対象者等

保護観察対象

応じた環境

の整備＞ 

ひょうご仕事

者等再就職訓

離職者再就職

環境対策事業

流の促進 

の拡大 

らの誘客対

観光本部の機

ひょうご観光

ティ推進支

方推進事業

躍促進 

41,513 千

企業のプレ

ート事業の

支援 66,00

における女

の支援 44,

推進 

の強化・推

機会の提供

ご創生塾の

教育推進プ

カレント教

「ふるさと

の雇用・就業

の雇用導入

等就労支援

象者等の雇

境整備 

事と生活セ

訓練の実施

職準備支援

業の実施 7

対策 

機能拡充＞

光本部の体
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支援事業の実

業の実施 4,

千円 ......

レマッチン

の実施 18,7

00 千円 ..

女性就業の促

,000 千円

推進 90,792

供 73,650 千

の実施 7,12

プロジェク

教育推進プ

と交流館」

業促進 

入促進 6,40

援プログラ

雇用拡大促進

センター事業

施 1,317,90

援事業の実施

75,000 千円

＞ 

体制整備 13

- 

実施 1,000

,668 千円

.........

グ支援事業

759 千円 .

.........

促進 3,000

.........

2 千円 ...

千円 .....

20 千円 ..

ト 1,000 千

ロジェクト

開館記念式

00 千円 ..

ム事業の推

進 6,707 千

業の推進 4

06 千円 ..

施 5,128 千

円 .......

3,500 千円

0千円 ...

.........

.........

業の実施 6,

.........

.........

0 千円 ...

.........

 45,03

.........

.........

.........

千円 .....

ト 500 千円

式典の開催 

 1,50

.........

推進 6,427

千円 .....

455,527 千

.........

千円 .....

.........

円 ........

.........

.........

.........

,369 千円 

.........

.........

.........

.........

34 千円 ...

.........

.........

.........

.........

円 ........

500 千円 

00 千円 ...

.........

千円 ....

.........

千円 ......

.........

.........

.........

.........
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＜海

①

②

③

④

＜地

①

②

③

④

 (2)

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

 (3)

＜ふ

①

②

＜地

①

②

③

＜六

①

②

＜篠

②

＜コ

①

＜あ

①

②

海外からの

① (拡)

② (拡)ひ

③ (拡)

④ (拡)

地域ツーリ

① (拡)兵

② (拡)ひ

③ (拡)地

④ (拡)少

国際交流と

① (新)第

② (新)中

③ (新)

④ (新)フ

⑤ ハバロ

⑥ ロシア

⑦ (新)日

⑧ ひょう

地域資源を

ふるさと兵

① ひょう

② 『ひょ

地域の個性

① 鳴門の

② 県民交

③ ふれあ

六甲山の活

① (拡)六

② 六甲山

篠山層群化

 

② (拡)篠

コウノトリ

① (新)第

あわじ環境

① あわじ

② 北淡路

の誘客促進＞

ひょうごゴー

リズムの推進

兵庫ならでは

ひょうごツー

地域の産業
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的移住推進モ

暮らし楽農生

の整備 

の整備 

臨海地域道路

校新展開の

0周年記念花

食国」プロ

の創出、拡

愛着の醸成

民登録制度

さと魅力発

ひょうご促

ート東京セ

モデル事業

事業の推進
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安心な社会

局 

たのふるさ

たのふるさ

たのふるさ

局 

大切に守り育

緑の美しい地

豊かな地域文

ぎと活力に満

民局 

たくなる島づ

支える産業の

やかに暮らせ

続けたくな

安心な島づ

な暮らしが

せる、安全

「食」の魅

増プロジェ

る安全安心

ー 

なる中はり

躍できる中

のある中は

o.１の中は

を生かした

神が生み出

会基盤整備

と但馬で交

と但馬で暮

と但馬を支

育てます 3

地域づくり

文化を育て

満ちた地域

づくり 115

の振興 22,

せる島づく

る島づくり

づくり 9,1

目次- 28 

が思い出に残

全安心な東播

魅力づくり

ェクト 36,0

心な「北播磨

りま 74,263

中はりま 10

はりま 16,7

はりま 38,5

た交流人口

出す持続可能

備 25,427 千

交流する 83

暮らす 92,2

支える 64,3

39,623 千円

りを進めます

てます 13,6

域づくりを進

5,531 千円

,107 千円

くり 25,526

り 37,665 千

171 千円 .

- 

残る東播磨

播磨づくり

プロジェク

000 千円 .

磨」の創出

3千円 ...

0,450 千円

761 千円 .

526 千円 ..

の拡大 11

能な地域づ

千円 .....

3,425 千円

229 千円 .

346 千円 .

円 .......

す 22,233

678 千円 .

進めます 

円 ........

.........

6 千円 ...

千円 .....

.........

磨づくり 72

り 29,479 千

クト   43,0

 68

.........

出 22,191 千

.........

円 ........

.........

.........

1,316 千円

づくり 73,2

.........

円 ........

.........

.........

.........

千円 ....

.........

109,466 千

.........

.........

.........

.........

.........

2,908 千円

千円 .....

080 千円 .

8,729 千円

.........

千円 .....

.........

.........

.........

.........

円 ........

257 千円 .

.........

.........

.........

.........

.........

.........

.........

千円 ......

.........

.........

.........

.........

.........
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Ⅰ

 

  安全な

１ 

 (1)

 ①

 

 ②

な基盤の確

防災・減

防災・減

防災・減災

国の

業債（

津波対

○ 

高潮対

治水対

地震・

道路防

山地防

農業農

荒廃森

災害対

 

 

緊急自然災

国の

100％、

対策等

○ 事業

 

 区

高潮対策

治水対策

地震・津

道路防災

土砂災害

合

確立 

災対策の推

減災対策の

災・国土強

３か年緊急

（起債充当率

対策、土砂災

事業年度 

区分

対策 

対策 

津波対策 

防災対策 

防災・土砂災害

農村対策 

森林対策 

対策林内路網整

合計

うち一般会

うち下水道事業

災害防止対

３か年緊急

交付税措

等、防災・減

業年度 令

区分 

当

策 

策 

津波対策 

災対策 

害対策 

合計 

推進 

の基盤強化

強靱化緊急対

急対策に対

率 100％、

災害対策等

平成30～

分 

害対策 

整備 

計 

会計 

業会計 

対策事業の推

急対策と連

置率 70％）

減災対策を

令和元～令和

当初 
9月

補正

16 

51 

3 

0 

50 

120 

1 

対策事業の

対応するため

交付税措置

等、防災イン

～令和２年度

H30 

26

33

98

69

36

50

3

1

316

242

75

推進

連携し、緊急

）を活用し

を県単独で実

和２年度

 

事業費

 

月 

正 

2月

経済

対策

0

0

13

0

0

13

の推進

め、防災・

置率 50％）

ンフラの機

度    

事業費 

R1 

12

33

41

43

38

37

2

1

207

183

24

急自然災害

し、高潮対策

実施 

     

費 

R1
月 

済 

策 

11 2

24 7

0 1

15 1

0 5

50 18

減災・国

を活用し

機能向上等の

     

R2 

12 越流

30
河川

内水

88 日本

35 道路

32 山地

53 ため

2 造林

1 林道

253  

201  

52  

害防止対策事

策や地震・

    

R2 

7 15 

5 43 

6 10 

5 0 

0 52 

3 120 

Ⅰ 安全な

25,321,0

土強靱化緊

、高潮対策

の事業を推

   （

主な内

流・越波防止

川ネック部改

水氾濫防止対

本海津波対策

路交通確保対

地防災・土砂

め池対策 

林対策 

道整備 

12,000,0

事業債（起

津波対策、

  （単

主な

越流・越波

河川ネック部

内水氾濫防止

日本海津波対

 

山地防災・土

 

な基盤の確立

000 千円 

緊急対策事

策や地震・

推進 

単位：億円

内容 

止対策 

改修対策、 

対策 

策、耐震対策

対策 

砂災害対策 

000 千円 

起債充当率

土砂災害

単位：億円）

な内容 

防止対策 

部改修対策、

止対策 

対策 

土砂災害対策

立 

事

円） 

率

害

 

策



 

 (2)

 ＜津

 ①

 

 ②

 

 ＜建

 ①

地震・津

津波対策＞ 

南海トラフ地

南海

２つの

かつ重要

○ 

南あ

西

尼

日本海津波

日本海

波防災イ

○ 対象

○ 事業

建築物耐震化

ひょうご住

地震に

改修工事

※ひ

るた

ア 耐震改

○ 実施

○ 対象

津波対策 

地震に備えた津

トラフ地震

レベルの津

要な津波対

令和２年度

重点整

あわじ市 

西宮市 

尼崎市 

波対策の推

海側で発生

インフラ整

象地域 豊

業内容 堤

化等の推進

住まいの耐

に対する十

事を実施す

ょうご住ま

ため、業者

改修計画策

施主体 市

象住宅 昭

加

津波防災インフ

震による最大

津波を対象に

対策を計画的

度の主な事

整備地区名

福良港

阿万港

沼島漁港

尼崎西宮芦

［鳴尾地区

尼崎西宮芦

［西宮・今津

尼崎西宮芦

［尼崎地区

推進 

生する地震に

整備計画」に

豊岡市、香美

堤防（パラペ

進＞ 

耐震化の促進

十分な安全性

する県民等に

まいの耐震化

者による代理

策定費補助

市町 

昭和56年５月

加入している

2 

フラ整備計画の推

大クラスの

に、防潮堤

的に推進

事業箇所 

港 

港 

港 

芦屋港 

区］ 

芦屋港 

津地区］ 

芦屋港 

区］ 

による最大

により、ハ

美町、新温

ペット）等

進（住宅耐

性を確保す

に対し助成

化促進事業

理受領も可

（44,580千

月以前着工

る住宅また

推進

の津波に備

等の沈下対

・湾口防波堤

・本庄川水門

・防波堤の改

・港口水門本

・防潮堤の沈

・新川水門本

・防潮堤の沈

大クラスの

ハード対策

温泉町 

等の整備 

耐震化補助）

するため、所

成 

業は、申請者

可能 

千円） 

工の住宅で、

たは加入す

えるため、

対策や防潮

主な対策

堤工事 

門本体工事 

改良工事 

本体工事 

沈下対策 

本体工事 

沈下対策 

津波に備え

を推進 

）

所有する住

者の一時的

、兵庫県住

る住宅 等

Ⅰ 安全な

7,000,0

発生頻度を

潮水門の整備

策内容 

1,420,0

えるため、

205,4

住宅の改修計

的な費用負担

住宅再建共済

等 

な基盤の確立

000 千円 

を踏まえた

備など緊急

000 千円 

「日本海津

480 千円 

計画策定や

担を軽減す

済制度に

立 

た

急

津

や

す



 

 

 

 ②

○ 対象

○ 補

○ 負担

○ 予定

イ 耐震改

○ 実施

○ 対象

○ 対

○ 対象

○ 補

○ 負担

○ 予定

ひょうご住

部分的

ア 簡易耐

○ 実施

○ 対象

○ 対 

○ 対象

○ 補 

○ 負担

○ 予定

イ シェル

象経費 耐

助 率 戸

共

担割合 国

定戸数 戸

改修工事費

施主体 市

象住宅 耐

象 者 所

象経費 耐

助 率 戸

共

担割合 国

定戸数 戸

住まいの耐

的な耐震改修

耐震改修工

施主体 市

象住宅 昭

が

象 者 所

象経費 耐

耐

助 額 50

担割合 国

定戸数 50

ルター型工

5

1

2

3

耐震改修計画

戸建住宅：2

共同住宅：2

国1/2、県1/

戸建住宅：2

費補助（160

市町 

耐震改修計画

所得1,200万

耐震補強工事

戸建住宅：定

 

共同住宅：1

国1/2、県1/

戸建住宅：2

耐震化の促進

修工事によ

工事費補助

市町 

昭和56年５月

が0.7未満の

所得1,200万

耐震改修計画

耐震改修工事

0万円（定額

国1/2、県1/

0戸 

工事費補助、

50 万円以上

100 万円以

200 万円以

300 万円以

3 

画の策定と

2/3（上限2

2/3（上限1

/2 

240戸、共同

0,900千円）

画策定費補

万円以下の県

事、耐震改

定額（上限

1/2（上限4

/2 

225戸、共同

進（部分型

り、安価で

（12,500千

月以前着工

のもの 等

万円以下の県

画の策定と

事に要する

額） 

/2 

、屋根軽量

工事費 

上 100 万円

以上 200 万円

以上 300 万円

以上 

とそれに伴

20万円）

12万円/戸）

同住宅：34

） 

補助と同じ

県民（個人

改修を伴う室

限下表のとお

40万円/戸）

同住宅：24

型耐震化補助

で簡易な耐震

千円） 

工の戸建住宅

県民（個人

とそれに伴

る経費 

量化工事費補

円未満 

円未満 

円未満 

う耐震診断

） 

43戸 

人） 

室の内装工

おり） 

） 

42戸 

助）

震化を実施す

宅で、耐震

人） 

う耐震診断

補助（3,12

補助額(定

30 万

50 万

80 万

100 万

Ⅰ 安全な

断に要する経

工事に要す

15,6

する県民に対

震診断の結果

断に要する経

25千円） 

定額) 

万円 

万円 

万円 

万円 

な基盤の確立

経費 

る経費 

625 千円 

対し助成 

果、評点

経費 

立 



 

 

 ③

 

 ④

 

○ 実施

○ 対象

○ 対 

○ 対象

○ 補 

○ 負担

○ 予定

ひょうご住

所有す

県民に対

○ 実施

○ 対象

○ 対

○ 対象

○ 補 

○ 負担

○ 予定

ひょうご住

耐震化

活動を支

○ 実施

○ 対象

○ 補 

施主体 市

象住宅 昭

が

昭

評

象 者 所

象経費 家

る

屋

助 額 50

担割合 国

定戸数 25

住まいの耐

する住宅の

対し助成 

施主体 市

象住宅 昭

性

象 者 所

象経費 建

助 額 10

担割合 国

定戸数 10

住まいの耐

化への意識

支援 

施主体 市

象経費 出

テ

助 率 1/

市町 

昭和56年５月

が1.0未満の

昭和56年５月

評点が0.7以

所得1,200万

家屋が倒壊

る経費（シェ

屋根を軽量化

0万円（定額

国1/2、県1/

5戸 

耐震化の促進

の安全性を改

市町  

昭和56年５月

性が低いと判

所得1,200万

建替え及び除

00万円（定

国1/2、県1/

00戸 

耐震化の促進

識啓発活動を

市町 

出前講座、相

ティングなど

/4（上限25

4 

月以前着工

のもの 等

月以前着工

以上1.0未満

万円以下の県

しても一定

ェルター型

化する工事

額） 

/4、市町1/

進（住宅建

改修工事で

月以前着工

判断された

万円以下の県

除却に要す

定額） 

/4、市町1/

進（意識啓

を充実させ

相談会、現

ど市町が行

50千円/市町

工の戸建住宅

（シェルタ

工の木造戸建

満のもの（屋

県民（個人

定の空間を確

型） 

事に要する経

/4 

建替補助）

ではなく、建

工の戸建住宅

たもの 等(現

県民（個人

する経費 

/4 

啓発補助）

せるため、市

現地見学会の

う草の根的

町） 

宅で、耐震

ター型） 

建住宅で、

屋根軽量化

人） 

確保できる

経費（屋根

建替えによ

宅で、耐震

現地で建替

人） 

市町が行う

の開催、耐

的な意識啓発

Ⅰ 安全な

震診断の結果

耐震診断

化） 

る装置の設置

根軽量化） 

25,0

り確保しよ

震診断の結果

替える場合

7,1

草の根的な

耐震化イベン

発活動に要

な基盤の確立

果、評点

の結果、

置に要す

000 千円 

ようとする

果、耐震

に限る) 

28 千円 

な意識啓発

ント、ポス

要する経費

立 

発



 

 ⑤

 

 ⑥

簡易耐震診

住宅の

市町が実

○ 実施

○ 対象

○ 補助

○ 負担

大規模多数

耐震改

築物等の

※  国の

手した

ア 大規模

○ 実

○ 対象

 建

 規

  

  

○ 補助

 改

  

  

○ 負

○ 予

イ 大規模

○ 実

○ 対象

○ 補助

  

診断の推進

の安全性に

実施する簡

施主体 市

象住宅 昭

助基本額 戸

担割合 申

数利用建築

改修促進法

の耐震改修

の耐震対策緊

たところが対

模多数利用

施 主 体 

象建築物 

建築年次 

規模・用途 

    

    

助対象限度額 

改修工事 

    

    

担 割 合 

定 棟 数 

模避難施設

施 主 体 

象建築物 

助対象限度額 

    

進 

に対する県民

簡易耐震診断

市町 

昭和56年５月

戸 建 住 宅 ： 3

申請者負担

築物等の耐震

法により、耐

修工事等を支

緊急促進事

対象となる

用建築物等耐

市町 

昭和56年

物販店、旅

小 ・ 中

幼稚園、保

物販店、旅

小 ・ 中

幼稚園、保

改修工事

改修工事

設耐震化助成

市町 

大規模多数

なホテル

補強設計

改修工事

5 

民の意識を

断推進事業

月以前着工

31.5ま た は

１割、残り

震化の促進

耐震診断が

支援 

事業の支援が

るため、所有

耐震化助成

５月以前着

旅館等：３

学 校：２

保育所：２

旅館等：38

学 校：23

保育所：11

国33.3％

：２棟 

成事業（12

数利用建築

・旅館等で

補助対象

補助対象

を高め、耐震

業を支援 

工の民間住宅

63.5千 円 、

りを国1/2、

進

義務づけら

が、令和４

有者に早期

成事業（24,

着工の民間建

階かつ5,0

２階かつ3,0

２階かつ1,5

84,000千円

30,000千円

15,000千円

％、県5.75％

29,498千円

築物のうち、

で、県または

象面積×㎡単

象面積×㎡単

震化への動

宅 

共 同 住 宅

県1/4、市

られた民間

４年度までに

期の耐震化を

,840千円）

建築物 

000㎡以上 

000㎡以上 

500㎡以上 

円 

円 

円 

％、市町5.

円） 

、避難所と

は市町と協

単価(1,050

単価(51,20

Ⅰ 安全な

21,2

動機付けを

： 63.5～ 32

市町1/4 

154,3

間の大規模多

に耐震補強

を促してい

 

等 

75％、事業

としての活用

協定を締結

0円/㎡)＋4

00円/㎡) 

な基盤の確立

261 千円 

行うため、

21千 円 /棟

338 千円 

多数利用建

強設計に着

いく 

業者55.2％

用が可能

したもの

4,710千円

立 

建

 



 

 

 ⑦

     

 

 ⑧

○ 負

   

○ 予

中規模多数

耐震改

物）の耐

ア 中規模

○ 実

○ 対象

 建

 規

    

  

○ 補助

   

   

○ 負

○ 予

イ 中規模

○ 実

○ 対象

○ 補助

○ 負

○ 予

小規模多数

大・中

耐震診断

○ 実

担 割 合 

        

定 棟 数 

数利用建築

改修促進法

耐震診断、

模多数利用

施 主 体 

象建築物 

建築年次 

規模・用途 

     

    

助対象限度額 

     

     

担 割 合 

定 棟 数 

模避難施設

施 主 体 

象建築物 

助対象限度額 

担 割 合 

定 棟 数 

数利用建築

中規模多数

断を支援 

施 主 体 

補強設計

改修工事

補強設計

築物の耐震化

法に基づく指

耐震改修工

用建築物耐震

市町 

昭和56年

物販店、旅

小 ・ 中

幼稚園、保

物販店、旅

小 ・ 中

幼稚園、保

国1/3、県

耐震診断

設耐震化助成

市町 

中規模多数

なホテル

補強設計

改修工事

国1/3、県

補強設計

築物の耐震診

数利用建築物

市町 

6 

国1/2、県

国2/5、県

：１棟、改

化の促進

指示対象と

工事（建替

震診断助成

５月以前着

旅館等：３

学 校：２

保育所：２

旅館等：5,

学 校：4,

保育所：2,

県1/6、市町

６棟 

成事業（18

数利用建築

・旅館等で

 5,240千

102,000千

県1/6、市町

：６棟、改

診断の促進

物への支援

県1/6、市町

県1/6、市町

改修工事：

となる民間の

替えも含む）

成事業（1,8

着工の民間建

階かつ2,0

２階かつ1,5

２階かつ750

,240千円

,460千円

,750千円

町1/6、事業

8,566千円）

築物のうち、

で、県または

千円 

千円 

町1/6、事業

改修工事：

進

援に加え、民

町1/6、事業

町1/6、事業

３棟 

の建築物（

）等を支援

800千円） 

建築物 

000㎡以上 

500㎡以上 

0㎡以上 等

業者1/3 

） 

、避難所と

は市町と協

業者1/3 

１棟 

民間の小規

Ⅰ 安全な

業者1/6 

業者4/15 

20,3

（中規模多数

援 

等 

としての活用

協定を締結

1,0

規模多数利用

な基盤の確立

366 千円 

数利用建築

用が可能

したもの

050 千円 

用建築物の

立 

築



 

     

 

 ⑨

 

 

 

○ 対象

 建

 規

    

  

○ 補助

  

  

○ 負

○ 予

緊急輸送道

大規模

道の民間

○ 実施

○ 対象

 建

 位

 規

○ 補助対

○ 負担

○ 予定

象建築物 

建築年次 

規模・用途 

     

    

助対象限度額 

    

    

担 割 合 

定 棟 数 

道路沿道建

模災害時の

間建築物の

施主体 市

象建築物 

建築年次 

位  置 

規  模 

対象限度額 耐

改

担割合 国

定棟数 耐

 

昭和56年

物販店、旅

小 ・ 中

幼稚園、保

物販店、旅

小 ・ 中

幼稚園、保

国1/3、県

７棟 

建築物の耐震

の緊急物資の

の耐震診断や

市町 

昭和56年

兵庫県地域

高さが前面

（前面道路幅

耐震診断、補

改修工事  

国1/3、県1/

耐震診断：６

7 

５月以前着

旅館等：３

学 校：２

保育所：２

旅館等：3,

学 校：3,

保育所：1,

県1/6、市町

震化の促進

の輸送・避

や耐震改修

５月以前着

域防災計画

面道路幅員

幅員が12ｍ以

補強設計

    

/6、市町1/

棟、補強設計

着工の民間建

階かつ1,0

２階かつ1,0

２階かつ500

,670千円 

,670千円

,840千円

町1/6、事業

進

避難路の確保

修工事等を支

着工の民間建

画に定める緊

員の1/2を超

以下の場合は

 7,860千

154,000千

/6、事業者

計：２棟、改

建築物 

000㎡以上 

000㎡以上 

0㎡以上 等

業者1/3 

保を図るた

支援 

建築物 

緊急輸送道

超えるもの 

は高さ６ｍを

千円 

千円 

者1/3 

改修工事：１

Ⅰ 安全な

等 

25,3

ため、緊急輸

道路の沿道 

を超えるもの

１棟、建物除

な基盤の確立

318 千円 

輸送道路沿

の） 

除却：１棟

立 

沿



 

 (3)

 ＜総

 ①

     

 ②

 

 

 

風水害対

総合的な治水

(新)河川対

  平成

等により

ログラム

推進 

○ 計画

○ 令和

河川改修等

既存ダムの

活用 

(新)超過洪

P9） 

中上流部対

強化 

(新)堆積土

(参照 P8) 

(新)（再掲

大規模

の浚渫を

○ 事業

○ 対象

区分 

河川 

砂防 

対策 

水対策等の

対策アクシ

30 年の７月

豪雨が激甚

ム」を「地域

画期間 令

和２年度実

区 分

等の推進 

の有効 治水

利水

洪水に備えた

対策の (拡)

水対

河川

木流

土砂撤去の推

 

掲）緊急浚

模な浸水被

を推進［河

業期間 令

象施設 河

所要額 

3,500百万

500百万

の推進＞ 

ションプログ

（一部

月豪雨や昨

甚化・頻発

域総合治水

令和２～10年

実施内容  

分 

水ダム 

水ダム 

た堤防強化（

)河川中上流

対策（参照 P9

川上流部土砂

流出対策 

推進（緊急浚

合計

浚渫推進事業

被害等が相次

河川対策アク

令和２～６年

河川、砂防

箇所

万円 約20

万円 約2

8 

グラムの推

部緊急自然

昨年の台風第

発化している

水推進計画

年度 

    

武庫

引原

千苅

（参照 武庫

流部治

9） 

淡河

砂・流 土砂

した

状況

浚渫） 明石

計 

業の実施

次ぐ中、事

クションプ

年度（５か

所数 

00箇所 明

20箇所 美

推進

災害防止対

第 19 号な

ることを踏

」に位置づ

     

事業箇所

庫川、市川等

原ダム 

苅ダム、名塩

庫川、市川等

河川、美嚢川

砂・洪水氾濫

た水系や上流

況を踏まえ、

石川、千種川

事前防災を図

プログラムの

か年） 

石川（神戸

和川（丹波

対策事業、

ど、地球温

踏まえ、「河

づけ、事前

    

所 公

13

ダム 

1

等 

濫が発生

流側荒廃

検討 

等 

15

図るため、

の内数］ 

主な実施

戸市）、千

波市）等 

Ⅰ 安全な

20,851,0

緊急浚渫推

温暖化に伴う

河川対策アク

前防災対策を

  （単位

公共 県単

3,132 －

393 －

31 7

1,575 5

－ 6

420 －

－ 3,5

5,551 5,3

4,000,0

緊急的に河

施箇所 

千種川（佐用

な基盤の確立

000 千円 

推進事業）

う気候変動

クションプ

を重点的に

位：百万円）

単 合計

－ 13,132

－ 393

700 731

500 2,075

600 600

－ 420

500 3,500

300 20,851

000 千円 

河川、砂防

用町）等

立 

 

動

プ

に

 

2

3

1

5

0

0

0

1

防



 

 ③

 

 ④

 ⑤

(新)（再掲

異常豪

の保護や

○ 事業

事

(拡)（再掲

上下流

ット設置

○ 事業

○ 事 

○ 事業

○ スケ

整備

事業

 

河川ネック

近年浸

て、「防

害となっ

○ 事業

○ 整備

○ 総事

掲）超過洪

豪雨等に伴

や堤防法尻

業箇所 約

区分

公  共

県  単

合  計

事業費（百

掲）河川中

流バランス

置、樹木伐

業期間 令

業 費 3,

業箇所 80

ケジュール

区分 

備（箇所数

業費（百万

ク部改修対

浸水実績が

防災・減災、

っている樹

業期間 平

備箇所 12

事業費 14

洪水に備えた

伴う超過洪水

尻の補強等を

約40km（令和

 

（km） 

（km） 

（km） 

万円） 

中上流部治水

スに配慮し、

伐採等）を実

令和元～５年

000百万円

0箇所（令和

ル 

R1補

数） 

万円） 6

対策の実施

がある箇所、

、国土強靱

樹木の伐採、

平成30～令和

20箇所 

49億円 

9 

た堤防強化

（

水に備え、

を推進［河

和２年度：

R1補正

2,

水対策の推

（

、局所的な

実施［河川

年度（５か

円（600百万

和２年度 淡

補正 R2

16

600 6

、浸水想定

靱化のため

、河道掘削

和２年度

化

一部令和元

決壊しにく

河川対策ア

武庫川（尼

正 R

20

－

20

100

推進

一部令和元

な治水安全度

川対策アクシ

か年） 

万円×５か年

淡河川（神戸

 R3

16

600 60

（一部

定区域内に家

の３か年緊

削、井堰改築

（３か年）

（緊急自然

元年度２月

くい堤防と

クションプ

尼崎市）、市

R2当初 

15 

5 

20 

2,075 

（緊急自然

元年度２月

度向上対策

ションプロ

年） 

戸市）、美嚢

R4 

16 1

00 60

部緊急自然

家屋数が一

緊急対策」

築等を実施

Ⅰ 安全な

4,175,0

然災害防止対

経済対策補

とするため、

プログラム

市川（姫路

合計

4

1,200,0

然災害防止対

経済対策補

策（河幅拡幅

ログラムの

嚢川（三木市

R5 

16 16

00 600

4,523,0

然災害防止対

一定数ある箇

に基づき、

施 

な基盤の確立

000 千円 

対策事業）

補正対応）

、堤防天端

の内数］

路市）等）

計 

35

5

40

4,175

000 千円 

対策事業）

補正対応）

幅、パラペ

内数］ 

市）等） 

合計

6 80

0 3,000

000 千円 

対策事業）

箇所につい

流水の阻

立 

 

 

端

 

 

ペ

0

0

 

い

阻



 

 

 ＜山

 ①

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公共

緊急

※事

山地防災・土

(拡)第３次

治山ダ

防災・土

加や３ヵ

砂流出防

○ 第

前
倒
し
整
備
前 

人家等

対

流木・

流出防

緊急防

整

（渓流

前
倒
し
整
備
後 

人家等

対

流木・

流出防

緊急防

整

（渓流

区分

共事業(臨時

急自然災害

計

事業が複数年

土砂災害対

次山地防災

ダムや砂防

土砂災害対

ヵ年緊急対

防止対策

３次山地防

区分 

等保全

対策 

治

砂

・土砂

防止対策 
治

防災林

備 

対策） 

災害

森づ

合計 

等保全

対策 

治

砂

・土砂

防止対策 
治

防災林

備 

対策） 

災害

森づ

合計 

分 

時・特別分)

害防止対策

年度に渡る

対策等の推

災・土砂災害

防堰堤等の重

対策計画（平

対策等を踏ま

（県単独事業

防災・土砂災

治山 公共

砂防 

公共

県単

治山 県単

害に強い

づくり 
県単

治山 公共

砂防 

公共

県単

治山 県単

害に強い 

づくり 
県単

10 

H30

るため、累計

進＞ 

害対策計画

重点整備、

平成30～令

まえ、令和

業分）の前

災害対策計

（上段
H30 

共
73

2,410

共
47

8,700

単
27

3,600

単
60

2,070

単
21

341

228

17,121

共
73

2,410

共
47

8,700

単
27

3,600

単
60

2,070

単

21

341

228

17,121

R

20

－

20

計実施箇所

画の推進

災害に強い

令和５年度）

和２年度まで

前倒し整備

計画 

段：着手箇
R1 R

73

2,410 2,

47

8,700 8,

18

2,400 2,

40

1,380 1,

17

362

195

15,252 15,

73

2,410 2,

47

8,700 8,

27

3,600 3,

60

2,070 2,

17

362

224

17,142 17,

1 

30

65

95

所数を記載 

い森づくり

）」について

での人家等

を実施 

所数、下段
R2 R3 

73 73

,410 2,410

47 47

,700 8,700

18 18

,400 2,400

40 40

,380 1,380

－ －

214 －

178 178

,104 14,890

73 73

,410 2,410

47 47

,700 8,700

27 18

,600 2,400

60 40

,070 1,380

17 －

333 －

224 178

,113 14,890

Ⅰ 安全な

（単位

R2 

30 

90 

120 

17,112,5

（一部県民

による「第

て、局地的

等保全対策、

段：予算額
R4 

3 73 

0 2,410 

7 47 

0 8,700 

8 18 

0 2,400 

0 40 

0 1,380 

－ － 

－ － 

8 178 

0 14,890 

3 73 

0 2,410 

7 47 

0 8,700 

8 9 

0 1,200 

0 20 

0 690 

－ － 

－ － 

8 149 

0 13,000 

な基盤の確立

位：箇所）

合計 

30

90

120

556 千円 

民緑基金）

第３次山地

的豪雨の増

、流木・土

額（百万円）
R5 合計

73

2,410 14,

47

8,700 52,

9

1,200 14,

20

690 8,

－

－

149 1,

13,000 90,

73

2,410 14,

47

8,700 52,

0

0 14,

0

0 8,

－

－ 1,

120 1,

11,110 90,

立 

 

 

地

土

） 
計

438

460

282

200

108

400

240

280

38

917

106

257

438

460

282

200

108

400

240

280

55

036

123

376



 

 

 ②

○ 令和

 砂

 治

 緊

(拡)県民緑

ア (拡)

危険

土留工

○ 実施

 渓

 斜

○ 対象

 渓

 斜

○ 事業

 渓

 

 

 

  

 

 斜

○ 事業

  

 

 

 

和２年度の

砂防  砂

法

治山   

緊急防災林整備

緑税を活用

緊急防災林

険渓流域の

工の設置等

施主体 

渓流対策 

斜面対策 

象森林 

渓流対策 

斜面対策 

業内容 

渓流対策 

・基本計画

・渓流内の

・災害緩衝

危険木伐

・簡易流木

斜面対策 

業期間 第

   ※

の主な事業箇

砂防堰堤工

法枠・擁壁工

     

備（渓流対策

用した災害に

林整備事業

の森林を対象

等を実施 

県（(公社

市町、森林

谷上流部に

満の危険渓

シカ食害等

生以下の間

画調査（森林

の危険木（倒

衝林の整備

伐採跡地への

木止め施設

土留工の設

第３期：平成

※ 令和２年

11 

箇所 

：伏見台
ふしみだい

工： 木場
き ば

地

： 浅野
あざの

地

策）： 下牛尾
しもうし

に強い森づ

業（705,349

象に、渓流

社)兵庫みど

林組合 等

に勾配30度

渓流沿いの

等により下

間伐対象林

林現況調査

倒木、流木

（本数調整

の深根性広

（鋼製）等

設置、シカ

成28～令和

年度には第

台北谷
きたたに

川〔猪

地区〔姫路

地区〔養父市

尾
しお

地区〔市

づくりの推進

9千円） 

沿いの危険

どり公社に委

等 

度以上の凹型

の人工林 

下層植生が衰

林 

査、施設配置

木）の伐採

整伐によるス

広葉樹の植栽

等の設置 

カ不嗜好性樹

和２年度(５

３期追加分

猪名川町〕、

路市〕、万葉
まんよう

市〕、氷上町
ひかみちょう

稲
い

市川町〕 

進

険木の除去

委託） 

型斜面があ

衰退した勾

置計画の策

・搬出 

スギ・ヒノ

栽） 

樹種植栽 

５か年) 

分を実施 

Ⅰ 安全な

、赤崎
あかさき

川〔

葉台
うだい

地区〔朝

稲畑
いなはた

地区〔丹

1,973,4

（県民

去や災害緩衝

ある渓流勾配

勾配30度以

策定等） 

ノキの大径木

な基盤の確立

〔新温泉町〕

朝来市〕

丹波市〕 

439 千円 

民緑基金）

衝林の造成

配15度未

上の60年

木化、 

立 

 

 

成、
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○ 実施規模  

区 分 H28 H29 H30 R1 R2 合計 

渓流対策 

(ha) 

調査 
通常 27 60 50 34 － 171

追加分 34 34

整備 通常 － 27 60 50 34 171

斜面対策(ha) 1,139 923 953 900 900 4,815

事業費(千円) 
通常 391,600 566,876 675,773 735,563 586,566 2,956,378

追加分 118,783 118,783

イ 針葉樹林と広葉樹林の混交整備事業（295,205千円） 

樹種、樹齢が異なる水土保全能力の高い森林をつくるため、県民緑税を活

用し、高齢人工林を部分伐採し、その跡地へ広葉樹の植栽等を支援 

○ 実施主体 市町 

○ 対象森林 風倒木被害等の気象災害、土砂災害の危険性が特に高い高齢人工林 

○ 事業内容 計画調査・設計、作業道開設、広葉樹植栽 等 

○ 事業期間 第３期：平成28～令和２年度(５か年)  

○ 実施規模 

区 分 H28 H29 H30 R1 R2 合計 

調査設計(ha) 183 207 223 205 200 1,018

作業道開設(ha) 183 221 240 200 844

広葉樹植栽(ha) 197 238 200 635

事業費(千円) 26,904 158,602 260,334 284,611 295,205 1,025,656

ウ (拡)里山防災林整備事業（536,852千円） 

集落裏山にある里山林の山地災害防止機能向上のため、県民緑税を活用し、

危険木伐採などの森林整備や簡易な防災施設の整備を実施 

○ 実施主体 県（(公社)兵庫みどり公社に委託） 

○ 対象森林 斜面勾配30度以上で、倒木・崩壊の危険性が特に高い人家裏山 

○ 事業内容 基本計画調査、森林整備（危険木伐採等）、簡易防災施設 

（丸太柵の設置等）、管理歩道・案内板の設置 等 

○ 事業期間 第３期：平成28～令和２年度(５か年)  

     ※ 令和２年度には第３期追加分を実施 
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○ 実施規模 

区分 H28 H29 H30 R1 R2 合計 

調査(ha)
通常 278 299 326 200 200 1,303

追加分 20 20

造成工事(ha) 通常 278 299 326 200 1,103

事業費(千円)
通常 158,510 507,881 503,428 517,752 517,752 2,205,323

追加分 19,100 19,100

エ (拡)野生動物共生林整備事業（327,433千円） 

野生動物との棲み分けを図るバッファーゾーンを設置するとともに、周辺

広葉樹林に繁茂する不要木を伐採除去し、野生動物の生息環境を整備 

○ バッファーゾーン 

 実施主体 県（(公社)兵庫みどり公社に委託） 

 対象地域 農作物被害が深刻な地域、クマの目撃頻度が高い地域 等 

 事業内容 基本計画調査、バッファーゾーン整備、管理歩道の設置 等 

 事業期間 第３期：平成28～令和２年度（５か年） 

        ※ 令和２年度には第３期追加分を実施 

 実施規模 

区 分 H28 H29 H30 R1 R2 合計 

基本調査(ha) 
通常 298 328 264 300 300 1,490

追加分 60 60

造成工事(ha) 通常 298 328 264 300 1,190

事業費(千円) 
通常 79,629 251,333 244,096 232,728 232,728 1,040,514

追加分 14,722 14,722

○ 共生林整備 

 事業概要 

区分 広葉樹林整備 人工林の広葉樹林化 

実施主体 
県 

（(公社)兵庫みどり公社に委託） 
市町 

対象地域 
野生動物による被害が深刻な

地域の広葉樹林等 

奥地条件不利地の人工林 

事業内容 

基本計画調査、森林整備（広葉

樹植栽、防護柵設置）、管理歩

道の設置等 

人工林伐採、簡易土留工設置、

森林整備（広葉樹植栽、防護柵

設置） 

事業期間 第３期：平成28～令和２年度(５か年) 
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 実施規模 

区分 H28 H29 H30 R1 R2 合計 

広 
葉 
樹 
林 
整 
備 

基本調査 

(ha) 

通常 30 34 41 50 50 205

追加分  10 10

造成工事 

(ha) 
通常 30 34 41 50 155

人工林の広葉樹林化(ha) - - 1 8 8 17

事業費（千円） 
通常 27,630 66,374 73,109 74,355 74,355 315,823

追加分  5,628 5,628

オ 住民参画型森林整備事業（25,500千円） 

参画と協働による災害に強い森づくりを促進するため、県民緑税を活用し、

地域住民やボランティア等による自発的な森林整備活動を支援 

○ 実施主体 市町 

○ 事業内容 

 里山防災林整備、野生動物共生林整備、放置竹林整備の活動に必要な 

資機材費等の補助 

 大型機材の複数年リースの補助 

 森林ボランティア養成講座の実施 

○ 事業期間 第３期：平成28～令和２年度（５か年）  

○ 実施規模 

区 分 H28 H29 H30 R1 R2 合計 

整備面積(ha) 22 23 20 20 20 105

事業費(千円) 24,620 22,958 24,440 25,500 25,500 123,018

カ (拡)都市山防災林整備事業（83,100千円） 

平成26年８月豪雨災害により、六甲山系の風化花崗岩地帯及び松枯れ跡地

で崩壊が多発したことを受け､同地域における斜面崩壊防止対策等を実施 

○ 実施主体 神戸市、西宮市 

○ 対象森林 

 平成26年８月豪雨により災害が多発した森林 

 治山ダム等が未整備の危険流域 

 放置され生長の悪い森林 

※私有林のみ対象（市有林等は対象外） 

 



 

 ③

 

 

○ 事業

基本

本数

○ 事業

 

○ 実施

基本調査

整備面積

事業費

キ (再掲)広

 

住宅・建築

土砂災

館）の防

ア 住宅

○ 住宅

 実

 補

 負

 

 予

○ ホテ

 実

 補

 負

 

 予

業内容 

本計画調査

数調整伐、

業期間 第

       ※

施規模 

区 分 

調査(ha) 
通

追

面積(ha) 通

費(千円) 
通

追

広葉樹林化促

築物の土砂

災害特別警

防護壁等整

・建築物防

宅 

実施主体 

補 助 率 

負担割合 

    

予定件数 

テル・旅館

実施主体 

補 助 率 

負担割合 

    

予定件数 

査の策定 

高齢大木の

第３期：平成

※ 令和２年

H28

通常 

追加分 

通常 

通常 13,

追加分 

促進パイロッ

砂災害対策へ

警戒区域の指

整備、住宅の

防護壁等整備

市町 

1/3（上限

国1/2、県

地方単独上

３件 

館 

市町 

1/3（上限

国1/2、県

地方単独上

５件 

15 

の伐採等

成28～令和

年度には第

8 H29

42

049 59,8

ット事業(災害

への支援

指定にあわ

の移転を支

備支援（6,

限500千円〔地

県1/4、市町

上乗せ補助

限3,000千円

県1/4、市町

上乗せ補助

和２年度（

３期追加分

 H30

45 4

42 4

834 59,9

害に強い森づ

わせ既存不適

支援 

,981千円）

地形等により

町1/4 

助分：県1/2

円） 

町1/4 

助分：県1/2

５か年） 

分を実施 

R1 

48 4

45 4

17 61,30

くり)の実施

適格住宅・

 

り必要と認め

2、市町1/2

2、市町1/2

Ⅰ 安全な

R2 

40 40

 40

48 40

00 61,300

 21,800

施(参照P258

14,4

建築物（ホ

める場合は1

2 

2 

な基盤の確立

合計 

0 215

0 40

0 175

0 255,400

0 21,800

) 

406 千円 

ホテル・旅

,000千円〕）

立 

5

0

5

0

0

旅
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 ⑤

 

 

 

イ 住宅移

○ 除却

 実

 補

 負

 予

○ 住宅

 実

 補

 負

 予

(新)鉄道施

広域

の事前

○ 事業

○ 対象

 河

 斜

○ 負担

○ 箇 

(新)指定避

浸水

○ 対象

○ 整備

移転支援

却支援 

実施主体 

補 助 率 

負担割合 

予定件数 

宅の建設・

実施主体 

補 助 率 

負担割合 

予定件数 

施設の豪雨

域鉄道ネッ

前防災対策を

業主体 鉄

象事業  

河川橋りょ

斜面 法面

担割合 国

所 数 ６

避難所等の

水想定区域内

象施設 災

備内容 電

板

（7,425千円

市町 

2/3（上限

国1/2、県

地方単独上

３件 

購入支援

市町 

10/10（上

国1/2、県

地方単独上

３件 

雨対策への支

トワークの

を支援 

鉄道事業者

ょう 橋脚の

面防護工、落

国1/3、県1/

６か所 

の浸水対策の

内にある指

災害拠点施設

電源設備等の

板・防水扉の

16 

円） 

限1,333千円

県1/4、市町

上乗せ補助

上限6,210千

県1/4、市町

上乗せ補助

支援

の安全性向

（JRを除く

の基礎部分

落石防護工

/6、市町1/

の推進 

指定避難所や

設２棟（県総

の嵩上げ・

の設置等

円） 

町1/4 

助分：県1/2

千円） 

町1/4 

助分：県1/2

上のため、

く） 

分の補強、異

工等 

/6、事業者

や災害拠点

総合庁舎）、

上層階への

2、市町1/2

2、市町1/2

鉄道事業者

異常検知シ

者1/3 

点施設等の浸

県立学校６

の移設、機

Ⅰ 安全な

2 

2 

52,7

者が行う豪

システムの導

160,0

浸水対策を

６棟（伊丹北

機械施設等

な基盤の確立

792 千円 

豪雨災害へ

導入 

000 千円 

を実施 

北高校等）

での止水

立 

へ

  



 

 ＜高

 ①

 

 ＜た

 ①

 ②

 

 ③

高潮対策の推

高潮対策の

「兵

高潮対

令和

○ R2実

○ 対策

ため池の防災

ため池保全

防災重

営経費を

○ 事業

○ 設置

○ 業務

○ 支援

○ 負担

兵庫県ため

ため池

○ 時 

○ 場 

○ 参加

○ 内 

ため池治水

ため池

滑に実施

○ 対象

○ 対象

推進＞ 

の推進 

兵庫県高潮

対策を推進

３年度まで

実施箇所 南

策内容 防

災対策＞ 

全対策の実

重点ため池

を支援し､地

業主体 兵

置場所 兵

務内容 相

援期間 平

担割合 国

 

め池フォー

池保全意識

期 令和

所 神戸

加者 ため

容 基調

水活用の拡

池の治水活

施できるよ

象ため池 台

容

象市町 期

潮対策10箇年

進。このうち

での３ヵ年で

南芦屋浜、西

防潮堤や堤防

実施 

池の管理対

地元管理者

兵庫県ため池

兵庫ＳＣ（三

相談対応、管

平成30～令和

国1/2、県1/

ーラムの開催

識の醸成を図

和２年11月

戸市内 

め池管理者、

調講演、事例

拡大促進

活用を拡大す

よう支援 

台風期（9～

容量を常時確

期間放流の取

17 

年計画（仮

ち、平成30年

で緊急対策

西宮浜、甲子

防の嵩上げ

対策を促進す

者による要改

池保全協議

三木市）、淡

管理状況パ

和２年（適

/4、市町1/

催

図るため、

、関係団体

例報告 

するため、

～10月）に、

確保するも

取組を対象

仮称）」に基

年台風第21

策を実施 

子園浜、鳴尾

げ等 

する｢ため池

改修ため池

議会 

淡路ＳＣ

パトロール、

適切な管理体

/4 

ため池推進

体、関連企業

ため池管理

期間放流

もの 

象とした助成

基づき、優

号で浸水し

尾、鳴尾浜、

池保全サポ

池等の適切な

（淡路市） 

、現場技術

体制を３年

進フォーラ

業等 600人

理者が行う

により3,0

成制度を有

Ⅰ 安全な

3,469,2

優先度の高い

した８箇所

丸島、高橋

18,0

ポートセン

な管理体制

術指導 等 

年間で整備）

2,0

ラムを開催 

人 

9,0

期間放流の

000㎥以上の

有している

な基盤の確立

275 千円 

い箇所から

所について、

橋川、宮川

000 千円 

ター｣の運

制を整備 

） 

000 千円 

000 千円 

の取組を円

の雨水貯留

市町 

立 

運

留



 

 

 ④

（ため

受益

受益

    

 

○ 負担

○ 補助

○ 補助

○ 箇 

ため池整備

小規模

備５箇年

○ ため

 実

 事

 事

○ 利用

 実

 事

 事

め池整備５

区  分 

益0.5㏊以上 改

益0.5㏊未満 
改

廃

計画策定 

(測量･土質調査等

計 

担割合 県

助単価 35

助期間 １

所 数 27

備の推進 

模なため池

年計画」に

め池改修整

実施主体 

事業内容 

・水害対策

・地震対策

事業規模 

・期間全体

用実態のな

実施主体 

事業内容 

事業規模 

５箇年計画 

箇

改修

改修

廃止

等) 

廃止

県1/2、市町

5千円/月・

箇所につき

70箇所/年

池も防災重点

に基づき、必

整備の実施

県・市町

策 漏水等が

策 耐震性が

体 430箇所

ないため池の

市町 

利用・管理実

期間全体

全体計画）

R1～R5

箇所数 

410

20

300～400

改修 430

300～400

18 

町1/2 

箇所（定額

き３年間

（450箇所/

（

点ため池と

必要な整備

が生じた堤

が不備な堤

所 

の廃止促進

実態のないため

300～400

）    

計 

事業費(億円

3

3

額） 

/５年） 

一部令和元

として整備対

備を早急に実

堤防の改修、

堤防の補強

進 

め池を対象に、

0箇所 

     

円) R1 

307 70.0

8 4.0

12 2.4

43 8.6

370 85.0

元年度２月

対象に加え

実施 

、洪水吐等

堤体開削工事

    

年度別事

R2 

70.0

4.0

2.4

8.6

85.0

Ⅰ 安全な

 7,013,0

経済対策補

えた「第２次

等の整備 

事を実施し、

   

事業費(億円) 

R3 R4

56.0 56.

- - 

2.4 2.

8.6 8.

67.0 67.

な基盤の確立

000 千円 

補正対応）

次ため池整

廃止を促進

4 R5 

.0 55.0

- 

.4 2.4

.6 8.6

.0 66.0

立 

 

整



 

 (4)

 ＜避

 ①

 

 ②

災害への

避難行動力の

(拡)「マイ

マイ避

ードを活

○ 補助

○ 対象

 住

 カ

 出

○ 補 

(拡)避難行

重点

○ (拡

居

組織

性の

 対

 対

 補

 負

 件

○ 市町

実

 市

 福

の備えの強

の向上＞ 

イ避難カード

避難カード

活用した避

助対象 市

象経費  

住民向けカ

カードを活

出水期等の

助 額 定

行動要支援者の

点対象者等

拡)防災と福

居宅介護支

織と連携し

のある計画

対象団体 

対象経費 

補 助 額 

負担割合 

件  数 

町職員・福

実効性のあ

市町職員向

・対 象 者

・実施内容

・開催場所

福祉専門職

強化 

ド」全県展開

ドの速やかな

避難訓練等を

市町 

カード作成に

活用した避難

の実践・検証

定額300千円

のための個別

等（重度障害

福祉の連携に

支援事業所等

しながら、当

画の作成を支

自主防災組

事業所等

計画作成費

定額７千円

県1/2、市

3,000人分

福祉専門職の

ある個別支援

向け研修 

者 市町職員

容 講義（計

所 神戸 

職向け研修

19 

開による住民

な全県展開

を、地域住

にかかるワ

難訓練 

証 

円 

支援計画の作

害者等）に

による個別

等が平常時

当事者力ア

支援 

組織と連携

費 

円／計画１

市町1/2 

分 

の防災対応

援計画作成

員（防災・

計画作成の

民避難行動の

＜

開を着実に進

住民を対象に

ワークショ

作成力等の強化

＜一部

に対する個別

別支援計画作

時のケアプ

セスメント

携しながら計

１件 

応力向上（3

成のため、対

福祉部局）

の課題抽出、

の支援

＜リーディ

進めるため

に実施する

ップ経費 

化

部リーディ

別支援計画

作成の促進

ラン等作成

トやケース

計画を作成

3,161千円）

対象者別の

） 

、市民向け

Ⅰ 安全な

9,3

ングプロジ

め、カードの

る市町に支援

20,40

ングプロジ

画の作成を支

進（11,502

成に合わせ

会議等を通

成する居宅介

） 

の研修を実施

け研修の進

な基盤の確立

300 千円 

ジェクト＞

の作成とカ

援 

05 千円 

ジェクト＞

支援 

千円） 

、自主防災

通じて実効

介護支援

施 

め方等）

立 

 

 

災

効

 



 

 

 ③

○ (新

 視

た計

○ 高齢

当

 防

 圏

○ 取組

 

(新)「ひょ

逃げ遅

告等の避

○ 実施

 大

 河

 

 

 

 

 

・対 象 者

・実施内容

・開催場所

・開催回数

新)計画作成

視覚障害者

計画作成の

齢者・障害

当事者団体

防災ピアリ

・対 象 者

・実施内容

圏域別ワー

・対 象 者

・実施内容

組が特に遅れ

・実施内容

     

ょうご防災ネッ

遅れゼロ社会

避難情報に加

施内容 

大雨危険度

河川水位到

者 居宅介護

容 講義（災

演習（重

所 神戸、阪

数 10回 

成の手引の増

者の音声読み

の手引を増刷

害者の自助力

体内に防災ピ

ーダー育成

者 高齢者

容 講義（早

ークショップ

者 高齢者

容 講義（早

れている市町

容 市町に対

（再掲）

補助

ット」スマー

会を実現す

加え、避難

度通知情報の

到達情報の配

20 

護支援事業

災害法制、

重度障害者

阪神、東播

増刷（530千

み上げに対

刷（10,000

力強化の推

ピアリーダ

成講習会

・障害者団

早期避難や

プ 

・障害者団

早期避難や

町・自主防災

対する防災

要支援者等

（参照P21）

トフォンアプ

するため、現

難判断情報の

の配信 

配信 

業所、相談支

災害リス

者等をアセス

播磨、姫路、

千円） 

対応した特殊

0部）し、全

推進（1,912

ダーを育成

団体内のリー

や名簿情報共

団体の各圏域

や名簿情報共

災組織への重

災力強化連携

等避難訓練

 

プリの機能強化

＜

現在配信し

のプッシュ

支援事業所

ク、災害時

スメントし

、但馬、丹

殊加工（Ｓ

全自主防災

2千円） 

し、ワーク

ーダー的役

共有の重要

域支部 

共有の重要

重点指導・支

携チームの

練の実施経費

化

＜リーディ

している緊急

ュ通知機能を

Ⅰ 安全な

所職員 等 

時他職種間連

して計画を作

丹波、淡路 

ＳＰコード）

災組織に配布

クショップ等

役割を果たす

要性等）、施

要性等） 

支援(3,300千

の派遣 

費を自主防

25,5

ングプロジ

急気象情報

を追加 

な基盤の確立

連携等）

作成） 

）を実施し

布 

等を開催

す者 

施設見学 

千円) 

防災組織に

500 千円 

ジェクト＞

報や避難勧

立 

し

 



 

 ④

 ＜広

 ①

 

 ＜地

 ①

 

 

(新)フェニ

内閣府

ル表記を

フェニッ

 実

 

広域防災セ

(新)防災人

広域防

して、宿

○ 整備

○ 宿泊

地域防災力の

自主防災組

活動が

う訓練に

○ 補助

○ 補助

 加

 イ

○ 補助

○ 補助

○ 事業

ニックス防

府の「避難勧

を伴う災害発

ックス防災シ

実施内容 

・５段階警

・避難情報

ンターの機

人材育成拠

防災センタ

宿泊型研修

備場所 広

泊定員 55

の強化＞ 

組織の体制

が低調な自

に対し補助

助対象者 

助対象事業 

加算支援 

・災害時要

・３以上の

インセンテ

・訓練未実

助単価 40

助件数 40

業期間 平

防災システム

勧告等に関

発生情報を

システムの

警戒レベル化

報の発令地区

機能強化＞

拠点の整備

ターが有する

修プログラム

広域防災セン

5名 

制強化 

自主防災組織

助 

市町 

２以上の

要援護者支援

の自主防災組

ティブ支援

実施組織が、

0千円/件、

0件、（加算

平成30年度～

21 

ムの機能強

関するガイ

をＬアラー

の改修を実施

化導入への

区の地図情

 

る施設、設

ムを実施す

ンター内

織等の活性

自主防災組

援訓練を行

組織で行う

、継続して

（加算支援

算支援）20

～令和４年

強化

＜

ドライン」

ト等外部シ

施 

の対応 

情報の表示機

＜

設備を活用し

するための宿

性化を図るた

組織が連携

行う場合 

う場合 

て訓練を行

援）20千円/件

0件、（イ

年度（５年間

＜リーディ

改定によ

システムと適

機能の追加

＜リーディ

し、多様な

宿泊施設を

ため、複数

して行う防

う場合（１

件、（インセ

ンセンティ

間） 

Ⅰ 安全な

27,5

ングプロジ

る５段階の

適切に連携

加 

46,6

ングプロジ

防災人材育

を整備 

2,8

数の自主防災

防災訓練 

１年限り） 

センティブ支援

ィブ支援）4

な基盤の確立

500 千円 

ジェクト＞

の警戒レベ

携するため

654 千円 

ジェクト＞

育成拠点と

800 千円 

災組織で行

援）20千円/件

40件 

立 

 

、

 

行

 



 

 ②

 

 ③

ひょうご防

地域や

る知識や

ア ひょ

○ 対 

○ 開催

○ 開催

○ 講座

 座

 演

イ 地域版

地域

○ 実施

○ 募集

○ 実施

ウ フォロ

地域

ップ研

○ 実施

 県

 中

 (拡)消防

市町や

○ 消防

消防

 実

 補

 補

 補

 予

○ 女性

女性

 実

防災リーダ

や企業の防

や技術を習

うご防災リ

象 者 自

催場所 県

催日数 12

座内容 

座学（災害

演習（応急

版ひょうご

域偏在を解

施場所  西

集人員 １

施日数 ６

ローアップ

域の防災リ

研修を実施

施場所 

県広域防災

中播磨、西

防団活性化の

や県消防協

防団活性化

防団が自主

実施主体 

補助対象 

補 助 額 

補 助 率 

予定件数 

性消防団員

性消防団員の更

実施内容 

ダー活動の推

防災の担い手

習得するため

ーダー講座

自主防災組織

県広域防災セ

2日 

害のメカニズ

急手当・救助

ご防災リーダ

解消するため

西播磨、淡路

地域当た

６日 

プ研修の実施

ーダーの継

施 

災センター

西播磨、但馬

の支援

協会と協働

化支援事業

主防災組織等

市町 

訓練等の開

１消防団当

県1/2、市

62件 

員活性化大会

更なる確保と活

先進事例発

22 

推進

手として活

めの講座等

座の実施

織のリーダ

センター

ズム、防災

助方法実習

ダー講座の

め、地域版

路地域 

り50人 

施（870千

継続的な活

（200人）

馬、丹波、

し、消防団

（3,100千

等と連携し

開催経費及

当たり50千

市町1/2 

会の開催

活動充実を図

発表、講演

活動する人材

等を実施 

（1,306千円

ダー、消防団

（三木市）

災のしくみ

習、心肺蘇生

の実施（1,1

版ひょうご防

円） 

活動を支援す

淡路地域

団活動の充実

円） 

して行う実践

及び必要資材

千円 

（500千円）

るため、県下

演 等 

材を育成す

円) 

団ＯＢ 等

等） 

生法、図上

167千円） 

防災リーダ

するため、

（50人×５

実強化に向

践的な訓練

材購入費 

 

下の女性団員等

Ⅰ 安全な

3,3

するため、防

（120人） 

上訓練 等）

ダー講座を実

定期的なフ

５地域） 

18,6

向けた取組

練や研修を支

等が一堂に集

な基盤の確立

343 千円 

防災に関す

） 

実施 

フォローア

600 千円 

を支援 

支援 

う大会を開催

立 

す

催 



 

 ④

 実

 補

○ (拡

企

的な

 補

 対

 補

 補

 予

○  (新

新

 広

き

 企

 

合同防災

○ 合同

県

もに

 主

 実

 参

 負

 訓

○ 津波

南

定区

 実

 参

実施方法 

補 助 額 

拡)企業防災

企業の協力を

な防災活動並

補助対象 

対象費用 

補 助 額 

補 助 率 

予定件数 

新)企業等へ

新規消防団員

広報用デジ

SNS等によ

きるデジタ

企業等への

・津波一斉

同防災訓練

県民の防災

に実動組織

主  催 

実施時期 

参加機関 

負担割合 

訓練内容 

波一斉避難

南海トラフ

区域におい

実施時期 

参加機関 

(公財)県消

500千円

災協力隊（仮

得て地域の

並びに地域の

市町 

訓練等の開

１件当た

県1/3、市

100件 

へ向けた消

員の確保に繋

ジタルコンテ

よる情報発

タルコンテン

の消防団広報

斉避難訓練の

練の実施（3

災意識の更な

織間の連携強

兵庫県、阪

令和２年

県、市町、

県1/2、市

救出・救助

難訓練の実施

フ地震及び

いて津波避難

令和２年1

県、14市１

察、自主防

（平日実施

23 

消防協会へ

仮称）支援

の消防・防災

の消防団や自

開催経費及

り上限100千

市町1/3 

消防団のPR

繋げるため、

テンツの作

発信を活用

ンツを作成

報、ポスタ

の実施

3,083千円）

なる高揚を

強化を図る

阪神南県民

９月20日

消防、警察

市町1/2 

助、応急救護

施（1,000千

日本海沿岸

難訓練を関

11月５日

１町（南海

防災組織、学

施により、学

へ補助 

援事業（10,

災力を強化す

主防災組織

及び必要資材

千円 

（5,000千

企業と従業

作成 

し、県と市

成 

ターの作成等

） 

を図り、地域

るため、よ

民センター

察、自衛隊、

護所設置・運

千円） 

岸地域地震の

関係市町と連

（世界津波の

トラフ）、

学校、企業

学校・企業

,000千円）

するため、企

織等との連携

材購入費 

円） 

業員等に対し

市町が一体

等 

域防災力の

り実践的な

・阪神北県

医療関係機

運営、避難所

の発生に備

連携して一

の日） 

１市２町

業、福祉施設

業等の参加を

Ⅰ 安全な

 

企業による主

携・協働を促

し消防団のＰ

となってPR

4,0

の向上に資す

な訓練を実施

県民局管内

機関、自主防

所開設・運営

備え、県内津

一斉に実施 

（日本海）、

設 等 

を促進） 

な基盤の確立

主体的・組織

促進する 

Ｒを実施

Rに活用で

083 千円 

するとと

施 

市町 

防災組織等

営訓練等 

津波浸水想

、消防、警

立 

織

想

警   



 

     

     

 

 ⑤

 

 ＜企

 ①

 開

沿

    

     

 訓

大規模災害

大規模

ランティ

○ 対 

被

○ 補助

○ 補助

○ 補 

企業等の防災

(拡)企業Ｂ

大規模

ＢＣＰ

練等に対

○ ＢＣ

 補

開催場所 

沿岸地域地

    (※

   (※

訓練内容 

・緊急速報

・津波避難

・防潮門扉

害ボランテ

模災害時の

ィア活動を

象 者 ５

区 分

被災地 

助対象 現

助金額 上

助 率 10

災力向上＞

ＢＣＰ策定

模災害発生

(事業継続計

対して支援

ＣＰ策定セ

補助対象 

南海トラフ

地震津波浸水

※1)神戸市

高砂市

洲本市

※2)豊岡市

報メールの配

難・安否確認

扉閉鎖訓練

ティア活動応

の被災者の生

を行う団体

５人以上で構

分 

県内 

県外 

現地までの交

上限200千円

0/10 

＞ 

定支援事業の

生時における

計画)策定及

援し、企業

セミナー開催

県内の商工

24 

フ地震津波

水想定区域

市、尼崎市、

市、播磨町、

市、淡路市、

市、香美町、

配信 

認訓練 

等 

応援の実施

生活、早期

・グループ

構成する以

県内に拠

団体・グ

対

交通費・宿

円 

の実施

る企業経済

及びＢＣＰ

の防災力向

催補助 

工会議所、

波浸水想定

域全域（※2

、西宮市、

、姫路市、

、南あわじ

、新温泉町

施

＜ふ

期復旧、自立

プの交通費等

以下の団体

点を置く

グループ 

象 

宿泊費・現地

済活動の継続

Ｐの実効性

向上を促進

商工会 

区域の全域

2） 

芦屋市、明

相生市、た

じ市の14市

町の１市２町

ふるさとひ

立を応援す

等を助成 

県

団

地での活動

（法

続を図るた

性を高める

Ⅰ 安全な

域（※1）及

明石市、加

たつの市、

１町 

町 

10,0

ひょうご寄附

するため、被

県外に拠点

団体・グル

 

対象外

動費（交通費

22,9

法人県民税超

ため、県内企

ために実施

な基盤の確立

及び日本海

加古川市、

赤穂市、

000 千円 

附金事業＞

被災地でボ

を置く 

ループ 

外 

費） 

900 千円 

超過課税）

企業の 

施する訓

立 

 

ボ

 



 

 

 ②

 

 補

 対

   

   

 補

○ ＢＣ

 補

 補

 対

   

   

 補

○ (新

 補

 対

 補

○ (再

Ｅ-ディフ

今後発

設（Ｅ

○ 事業

○ 研究

委員

研究

Ｅ‐

補助要件 

対象経費 

      

      

補 助 額 

ＣＰ策定補

補助対象 

補助要件 

対象経費 

        

        

補 助 額 

新)ＢＣＰ推

補助対象 

対象経費 

補 助 額 

再掲) (拡)

フェンスを活

発生が危惧

‐ディフェ

業内容 実

究スケジュ

項  目

員会の運営

究、予備実

‐ﾃﾞｨﾌｪﾝｽ実

 

県内の商工

係る経費を

セミナー講

セミナー会

チラシ作成

7,900千円

補助 

原則、従業

帰宅抑制に

ＢＣＰ策定

専門家・ア

ＢＣＰ策定

7,500千円

推進補助 

ＢＣＰ策定

災害時の帰

ための非常

7,500千円

「防災促進

活用した減

惧される地震

ェンス）を活

実験企画・基

ュール 

 

実験

験等 予備

実験 

25 

工会議所、

を補助 

講師謝金、

会場経費

成、資料作

円 

業員規模30

にかかる規

定のための

アドバイザ

定にかかる

円（１事業所

定済みの県

帰宅困難者

常食、防寒

円（１事業所

進貸付」の整

減災対策の研

震災害に対

活用し、減

基礎研究

令和

験テーマの選

備実験､設計

商工会が行

旅費 

作成費 

00人以下の

規定を含む

の講習会参加

ザーの助言指

る経費 

所当たり定

県内事業所

者対策の研修

寒アルミシー

所当たり定

整備（参照

研究推進

対応するた

減災技術の研

等 

和２年度

選定、実験の

計図書作成

－ 

行うＢＣＰ

の県内事業所

ＢＣＰが未

加費 

指導等にか

定額50千円以

修・訓練経

ート等購入

定額50千円以

照P209） 

め、実大三

研究開発を

の企画検討 

成 

Ⅰ 安全な

策定セミナ

所 

未策定であ

かかる経費 

以内） 

経費、社内泊

入費等 

以内） 

7,6

三次元震動破

を促進 

令和３

実験の検討

試験体製作

加震実験 

な基盤の確立

ナー開催に

ること 

泊訓練の

614 千円 

破壊実験施

３年度 

討・評価 

作、検証 

立 

に

施



 

 (5)

 ①

     

 

 ②

 

 ③

震災の経

「ひょうご

 阪神・

推進する

○ ひょ

総会

 構

○ 「ひ

 実

 行

メモ

人と防災未

人と防

えの重要

○ 実施

○ 内 

 震

 被

 防

(拡)兵庫県

相互

加入促

○ 給付

（住

建

 ※

（家

購

経験・教訓

ご安全の日

淡路大震災

るため、ひ

ょうご安全

会（１回）

構成団体 

ひょうご安

実施時期 

行事内容 

モリアルウ

未来センタ

防災未来セ

要性を広く

施場所 ２

 容 

震災の映像

被害状況、

防災グッズ

県住宅再建

互扶助の仕組

促進の取組を

付対象及び

住宅再建共

区分 

建築・購入

補修 

※ 一部損

家財再建共

区分 

購入・補修

訓の継承、発

日」の推進

災の経験や

ょうご安全

全の日推進県

、企画委員

131団体・

安全の日のつ

令和３年

ウォーク、1

ター県外巡回

センターの知

発信するた

２か所（東京

像、写真、現

復興の歩み

ズ等の展示

建共済制度の

組みである

をより一層

び共済給付金

共済） 

全壊

入 

200万

損壊特約加入

共済） 

全壊

修 50万

26 

発信 

や教訓を忘れ

全の日のつ

県民会議の

員会（２回

個人 

つどい」の

１月17日

1.17のつど

回展示の実

知見や阪神

ため、県外

京・仙台）

現物資料

み 

等 

の普及促進

る兵庫県住宅

層推進 

金（定額）

壊 大規模

600万

円 100

入者のみ

壊 大規

円 3

れることな

どい等を実

の開催 

回）の開催

の実施 

どい（追悼行

実施

神・淡路大震

外での巡回展

 

進

宅再建共済

 

模半壊

万円 

万円 5

規模半壊

35万円 

なく、安全安

実施 

行事）、防災

震災の経験

展示を実施

済制度の更

半壊 

0万円 

半壊 

25万円 

Ⅰ 安全な

6,8

安心な社会

災訓練等 

1,3

験と教訓、災

施 

139,8

なる普及を

損害割合1

20％未満

25万

床上

15万

な基盤の確立

852 千円 

会づくりを

344 千円 

災害への備

830 千円 

を図るため

0％以上 

満(※) 

万円 

浸水 

万円 

立 

備

、
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○ 兵庫県住宅再建共済制度の運営 

○ (拡)兵庫県住宅再建共済制度の加入促進に向けた取組の実施 

 (新)制度創設15周年記念イベントの実施（記念講演会の実施） 

 (拡)新聞広告やテレビCM、ラジオCMなどのマスメディアやSNSを活用し

た広報 

 (拡)ターゲットを絞った広報の強化 

・(新)不動産事業者等を活用した新規住宅購入者等へのアプローチ 

・(新)共同チラシの配布などのフェニックスサポーターとの連携強化 

 防災士会等の防災関係団体、市町等と連携し、防災訓練、地域行事での

PR、出前受付等による普及啓発を推進 

 加入促進員の配置 10人 

 専門的なフェニックスサポーター等の育成研修会の実施 

フェニックス共済への加入促進を図るため、相互協力協定を締結して

いる民間損害保険会社のフェニックスサポーターに対して、フェニック

ス共済の制度詳細等への理解を深める研修会を実施 

・対  象 相互協力協定締結４損害保険会社、共同啓発等を行って

いる３共済団体のフェニックスサポーター等の関係者 

・内  容 フェニックス共済の設立経緯、制度詳細 

・実施手法 共済基金へ委託 

 (新)マンション管理会社との連携強化 

 マンション管理会社社員へのフェニックスサポーター研修及び登録

を実施することにより、加入を促進 

  

  



 

 (6)

 ①

 ②

公共施設

公共施設等

「兵庫

減・平準

ア 計画

○ 庁舎

 内

 予

○ 勤労

 内

 予

○ 県立

 内

 予

イ 長寿

○ 庁舎

 内

 予

○ 県立

 県

○ イン

 予

 

東京職員公

老朽化

備蓄倉庫

○ 職員

 構

 戸

○ 定期

 期

設の適正管

等の適正管

庫県公共施

準化を図る

画修繕（4,5

舎・公的施

内  容 

予定施設 

労者福祉施

内  容 

予定施設 

立学校（2,

内  容 

予定施設 

寿命化・環境

舎・公的施

内  容 

予定施設 

立学校（1,

県立高等学

ンフラ施設

予定施設 

公舎の建替

化の著しい

庫など大規

員公舎部分

構  造 

戸  数 

期借地部分

期  間 

管理 

管理の推進

施設等総合管

る老朽化対策

500,000千円

施設等（1,5

建物の屋根

４施設（こ

施設（1,000

多くの県民

朽化に対応

９施設（但

000,000千

トイレ改修

25校（北須

境整備（4,

施設等（1,3

既存躯体等

姫路総合庁

500,000千

学校（明石高

設（2,050,0

土木施設

替整備の実施

い東京職員公

規模災害時の

分（785㎡）

鉄筋コンク

32戸 

分（855㎡）

50年 
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管理計画」

策等を推進

円） 

500,000千

根、外壁、

こどもの館

0,000千円）

民が交流す

応する修繕

但馬ドーム

千円） 

修（洋式化

須磨高校等

,850,000千

300,000千

等を活用し

庁舎、西神

千円） 

高校等９校

000千円）

（道路）、(

施

公舎（昭和

の防災拠点

 

クリート造

 

に基づき、

進 

円） 

設備等の計

館、人と防災

） 

する拠点施設

繕等を実施

ム、文化体育

化・床の乾式

等） 

千円） 

円） 

した大規模な

神戸庁舎、自

校）の長寿命

(再掲)警察

和43年）に

点機能を付加

造３階建て

長期的視

計画的な修

災未来セン

設として整

育館等） 

式化）を実

な改修工事

自治研修所

命化改修 

察施設（信号

ついて、定

加した新た

Ⅰ 安全な

9,350,0

視点から財政

修繕を実施 

ンター等） 

整備した各施

実施 

事を実施 

所 等 

号柱等）（参

561,7

定期借地権

たな職員公舎

な基盤の確立

000 千円 

政負担の軽

施設の老

参照P65）

717 千円 

権を活用し、

舎を整備

立 

軽

 



 

 

 ③

 

 ④

 

 ⑤

 用

○ 整備

令和

但馬水産事

老朽化

○ 移

○ 供用

○ 総事

○ 事業

水産技術セ

兵庫県

を強化す

○ 整備

 豊

 試

 生

ひょうごイン

橋梁、

インフラ

効率的な

○ 基本

 修

 施

○ 全体

○ 令和

 

 

 

 

用  途 

備スケジュ

和２年度 

事務所庁舎

化が著しく

転 先 但

用開始 令

事業費 約

業内容 基

センターの

県の漁業と

するため、

備内容 

豊かな海の

試験研究機

生物実験棟

ンフラ・メン

、排水機場

ラ･メンテナ

な老朽化対

本的な考え

修繕・更新 

施設点検 

体事業費 

和２年度の

橋  梁 

トンネル 

排水機場 

岸壁等係留

賃貸マンシ

ュール 

建設工事、

舎の建替整備

く、未耐震の

但馬水産技術

令和２年６月

約８億円 

基本・実施設

の改修 

と豊かな海

水産技術セ

の創出発信や

機器の整備

棟の改修等

テナンス 10 箇

場等の施設に

ナンス10箇

対策を推進

え方 

損傷等があ

令和10年度

橋梁、トン

排水機場等

約2,230億

の主な事業箇

県道香住

県道伊丹

倭文川排

留施設 姫

29 

ション 

、公舎完成

備の実施

の但馬水産

術センター

月 

設計、建替

海の再生に向

センターの

や研究成果

（全窒素全リ

箇年計画の推

にかかる修

箇年計画」を

あり、計画

度までに対

ンネル等の

等の機械・

億円 

箇所（施設

住村岡線 大

丹豊中線 空

排水機場更新

姫路港須加地

成、引越し

産事務所庁舎

ー内用地 

替工事、無線

向けた取組

の改修を実施

果等を紹介す

リン自動分析

推進

（一部

修繕・更新計

を令和元年

画的な対策が

対策を概ね完

の土木構造物

電気設備は

設の修繕・更

大平橋修繕

空港地下道

新（南あわ

地区 -3.5ｍ

舎の移転建

線局移転 

組の情報発信

施 

する展示物

析装置、システ

部緊急自然

計画をとり

年度に改定し

が必要な要

完了 

物は５年毎

は毎年実施

更新） 

繕（香美町）

道修繕（伊丹

わじ市） 

ｍ物揚場更

Ⅰ 安全な

259,2

建替を実施

45,0

信拠点とし

物の整備 

テム生物顕微

30,864,0

然災害防止対

まとめた

し、より一

要対策施設

毎に実施 

施 

） 

丹市） 

更新（姫路市

な基盤の確立

221 千円 

000 千円 

しての機能

微鏡 等）

000 千円 

対策事業）

「ひょうご

一層計画的･

は、 

市）

立 

能

 

ご
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（ひょうごインフラ・メンテナンス10箇年計画（令和元～10年度）対象施設一覧） 

分野 施     設 単位 総数 
10 年間で取り組む 

老朽化対策実施箇所数

道路 

橋梁 橋 4,680 705

舗装 Km 4,100 950

トンネル 
覆工 箇所 102 40

設備 箇所 102 40

アンダーパス 箇所 16 6

横断歩道等 
横断歩道橋 箇所 193 137

組立歩道 Km 13.5 5.6

道路附属物(照明灯等) 基 18,734 5,130

道路法面施設 箇所 16,285 400

大型カルバート 箇所 13 4

シェッド 箇所 5 5

河川 

海岸 

排水機場 箇所 52 51

水門･堰 箇所 58 57

樋門・陸閘 箇所 1,768 148

矢板護岸 Km 92.4 11.6

ダム施設 箇所 21 21

防潮堤 Km 196.1 19.5

港湾 
岸壁等係留施設 施設 420 23

防波堤等外郭施設 施設 603 9

砂防 

砂防設備 箇所 3,115 141

地すべり防止施設 箇所 98 16

急傾斜地崩壊防止施設 箇所 952 84

下水 下水道 処理場 8 8

公園 公園施設 公園 15 13

空港 滑走路 ㎡ 82,900 53,600

その他 
その他(雨量計､水位計､除雪機械等)  

※保守点検業務の中で施設の異常や損傷を把握し､その都度対策 

 

  



 

 (7)

 ①

 

 

東日本大

復興業務を

被災地

経験者を

の県職員

また、

和元年台

東
日
本
大
震
災

熊

本

地

震 

平
成

30
年
７
月
豪
雨

令

和

元

年

台

風

第

19

号 

大震災等の

を支援する

地の早期復

を任期付職

員を被災地

、県内市町

台風第19号

派遣

宮城

熊本

岡

岡山

宮城

福島

長

合計

の地震・豪雨

る職員の派遣

復興に向け、

職員として採

地へ派遣 

町からの派遣

号３人）をあ

遣先 

県内市町

県内市町

岡山県 

県内市町

小計 

県内市町

県内市町

長野県 

小計 

計 

31 

雨災害への

遣

、正規職員

採用し、56

遣職員31人

あわせ、兵

の継続支援

員に加え、行

6人（東日本

人（東日本2

兵庫県から合

県職員 

52

0

1

0

1

0

0

3

3

56

※令

行政機関及

本52人、岡

26人、熊本

合計87人を

市町職

2

0

1

0

1

0

0

3

3

6

令和２年１

Ⅰ 安全な

及び民間企業

岡山１人、

本１人、岡山

を被災地に派

職員 

26 

1 

0 

1 

1 

1 

2 

0 

3 

31 

月末時点の

な基盤の確立

 

業での実務

長野３人）

山１人、令

派遣 

（単位：人）

計 

78

1

1

1

2

1

2

3

6

87

の見込人数

立 

務

令

 

数 



 

 ②

 

 ③

 

 ④

健康・ここ

こころ

きがいづ

○  園

花

法と

 実

 派

(拡)ボラン

被災地

ア (拡)被

○ 事業

 ボ

要

 被

イ(拡)新

被災

災害対

区

(拡

場

時

県内避難者

県内へ

○ 被災

本

学費

ころのケア

ろのケアを

づくりを含

園芸療法等を

花と緑を育む

と歩む会と連

実施内容 

派遣回数 

ンティア活

地の復旧・

被災地「絆

業内容 

ボランティ

要する経費

・助成台数

被災地での

リープラザ

・派遣台数

新任教員の被

災地におけ

対応力向上

区  分 

拡)対象者 

場  所 

時  期 

者の生活復

へ避難した

災児童生徒

本県に避難

費用を援助

アの充実

を要する被災

含めたスト

を活用した

むことを通

連携し、被

園芸療法セ

３回 

活動の促進

復興に向け

絆」ボランテ

ィアグループ

費を助成 

数 東日本

のボランティ

ザ（県社会福

数 東日本

被災地にお

ける仮設住宅

上のため派遣

県

(令和

宮城県

令

復興 

た被災者の生

徒就学支援等

難している幼

助（支援対象

32 

災地の子ど

レス対策等

た被災者支援

通して被災者

被災地へ園芸

セミナーの

けた各フェ

ティア活動

プやNPO等が

・熊本：各

ィア活動に

福祉協議会

：31台程度

おける研修事

宅でのボラ

遣 

県立学校教員

180人 

和元年度：9

県内（被災

令和２年８月

生活、就学

等事業 

幼児の保育

象 40人）

どもの様々な

等を支援 

援（1,999千

者の心の癒

芸療法士を

の開催、花

ェーズに応

動支援事業

が企画・運

各10台程度、

に対する支援

会内）がボ

度、熊本：1

事業の実施

ランティア等

員 

90人) 

災地） 

月 

学等について

育料等を軽減

な症状に対

千円） 

癒しを図るた

を派遣 

と緑を活用

じたボラン

（41,150千

運行するボ

、岡山：５

援として、

ランティア

10台程度、

施（20,799千

等を通じ、

市町

（令和

兵庫県

令和２

て支援を実

減するとと

Ⅰ 安全な

1,9

対応すると

ため、NPO法

用した緑化支

61,9

ンティア活動

千円） 

ランティア

５台程度 

ひょうご

アバスを派遣

岡山：５

千円） 

新任職員の

町立学校教

713人 

和元年度：8

県内外の被

２年６月～

5,4

実施 

ともに、児童

 

な基盤の確立

999 千円 

ともに、生

法人園芸療

支援 

949 千円 

動を支援

アバス等に

ボランタ

遣 

台程度 

の現場感覚

教員 

80人） 

被災地 

～12月 

403 千円 

童生徒の就

立 

生

療

覚、

就



 

２ 

 (1)

 ＜次

 ①

 

 ＜再

 ①

持続可能

地球温暖

次世代エネル

次世代エネ

エネル

えたエネ

○ 海洋

但

促進

 海

 広

○ 水素

水

 水

ン

 県

○ 日本

京

 研

 国

再生可能エ

住宅用創エ

創エネ

ギー・省

○ 融資

○ 対象

※V

な地域環境

暖化対策の

ルギーの開

ネルギーの

ルギー分野

ネルギー対

洋エネルギ

但馬沖にお

進するとと

海洋エネル

広報活動

素エネルギ

水素をエネ

水素社会推

ン研究会

県民向け普

本海側での

京都府と共

研究会の開

国への整備

ネルギーの

ネルギー・省

ネルギー・

省エネルギ

資対象者 県

を

象設備 住

※含

V2H：電気自

境の創造 

の推進 

開発促進＞

の開発促進

野における新

対策を実施

ギー資源開発

おけるメタン

ともに、開発

ルギー資源開

（メタンハイ

ギーの普及促

ネルギーと

推進協議会

（仮称）の開

普及啓発活動

のエネルギー

共同で北近畿

開催 

備提案に向け

の活用促進

省エネルギー

省エネルギ

ギー設備の導

県内で自ら居

を設置する者

住宅用太陽光

含む）、断熱

自動車等の電

33 

 

新たな課題

発の促進

ンハイドレ

発に向けた

開発促進日

イドレート

促進（1,46

して利用す

・水素利活

開催 

動の実施

ーセキュリ

畿における

けた調査の

＞ 

ー設備設置特

ギー設備の

導入に対し

居住する住

者のうち、

光発電設備

熱化工事、

電力を家庭用

＜一部

題・動向に対

（1,480千円

レートの早期

た機運を醸成

日本海連合へ

ト開発に向

66千円）

する水素社会

活用研究会

リティの促進

る広域ガスパ

の実施 

特別融資の実

の普及を図

し、低利な融

住宅に創エネ

「うちエ

備、家庭用燃

省エネ化工

用の電力供給

部リーディ

対して、本

円） 

期実用化に

成 

への参画 

けた取組状

会の実現に

（仮称）・水

進（3,364千

パイプライ

実施

るため、住

融資を実施

ネルギー・

コ診断」を

燃料電池、

工事 等 

給源とするこ

Ⅰ 安全な

6,3

ングプロジ

本県の地域特

に向けた研究

状況等の情報

に向けた取組

水素サプラ

千円） 

インの整備等

3,382,4

住宅への創

施 

省エネル

を受診した者

家庭用蓄電

ことを可能に

な基盤の確立

310 千円 

ジェクト＞

特性を踏ま

究開発を

報発信）

組の推進

ライチェー

等を検討

425 千円 

エネル 

ギー設備

者 

電池（V2H

にする設備

立 

 



 

 

 ②

 

 ③

 

 ④

○ 融資

○ 償還

○ 融資

○ 融 

水素ステー

水素ス

○ 補助

○ 補助

○ 補 

環境保全・

県内中

証協会及

○ 融 

○ 融資

○ 融資

○ 償還

○ 融資

(拡)再エネ

バラン

可能エネ

ア (新)ひ

○ 域再

 対

 回

資利率 0.

還期間 10

資限度額 5,

資 枠 46

ーションの

ステーショ

助対象者 水

助対象経費 設

助 額 以

グリーンエ

中小企業の

及び金融機

資 枠 ９

資対象者 県

資利率 0.

還期間 10

資限度額 １

ネ導入のた

ンスのとれ

ネルギー発

ひょうご再

再エネワー

対  象 

回  数 

8％ 

0年以内 

000千円(複

6億円 

の整備促進

ョンの県内へ

水素ステーシ

設備に要する

以下のいずれ

・50,000千

・総整備費

び80,00

エネルギー設

の環境保全、

機関との協調

９億円 

県内に工場等

7％ 

0年以内 

億円／１企

ための支援制

れた再生可能

発電設備の導

再エネ導入加

ークショップ

再エネ導入

３回 

34 

複数設備を

への整備促

ションを設

る経費（設

れの小さい

千円 

費から国庫

0千円を引

設備設置融資

、グリーン

調融資を実

等を有する

企業・組合

制度の強化

能エネルギ

導入等を支

加速化プロ

プの開催

入を検討し

をあわせた融

＜

促進を図るた

設置しよう

設計費、設備

い方 

庫補助金（補

いた額 

資の実施

ンエネルギー

実施 

る中小企業者

合当たり 

化

ギーの導入

支援 

ロジェクト

（655千円）

している団体

融資の場合

＜リーディ

ため、整備

とする事業

備機器費、

補助率2/3、

ー等の導入

者 等 

を促進する

（1,224千

 

体、地域住

Ⅰ 安全な

合は合計額

50,0

ングプロジ

備費の一部

業者等 

設備工事費

、上限250百

533,9

入促進のため

8,0

るため、先進

円） 

住民、地域新

な基盤の確立

の上限) 

000 千円 

ジェクト＞

を補助 

費等） 

百万円）及

930 千円 

め、信用保

059 千円 

進的な再生

新電力等

立 

 

及

保

生
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 人  数 50人/回（予定） 

○ 再エネ導入支援アドバイザーの派遣（569千円） 

 対象団体 再エネ導入を計画している地域団体、NPO法人 等 

 派遣回数 １人派遣   ２回 

２人同時派遣 １回 

 内  容 地域住民との合意形成、起業ノウハウ、運営方法、導入にあ 

たっての課題解決事例 等 

イ 地域創生！再エネ発掘プロジェクト（6,835千円） 

○ 再生可能エネルギー発電事業の地域住民立ち上げ時の取組等の支援（6,611千円） 

 立ち上げ時の取組支援 

・補助対象経費 勉強会、現地調査、先進地視察等に要する経費 

・対象団体 小水力発電、小型バイオマス発電、小型風力発電の導入を

検討している地域団体等 

・補助上限額 300千円（定額） 

・箇 所 数 ５か所 

 基本調査等補助 

・補助対象経費 事業性評価に必要な調査等に要する経費 

・対象団体 小水力発電、小型バイオマス発電、小型風力発電の導入を

検討している地域団体等 

・補助上限額 5,000千円 

・補 助 率 1/2 

・箇 所 数 ２か所 

○ 再生可能エネルギー発電設備導入に対する無利子貸付事業（審査会等経費224千円） 

 貸付対象 小水力発電、小型バイオマス発電、小型風力発電、太陽光発電（先進モデルに限る） 

 事業主体 地域団体等 

 貸付限度額 30,000千円/件 

 貸付期間 20年以内 

 貸付利息 無利子 

 貸付団体数 ２団体 

 

 



 

 ⑤

 ⑥

(新)再生可

木質バ

地産地消

○ 北摂

 構

 内

 

○ 再生

里

ギー

○ フォ

地

 時

 場

 内

 

(新)ひょう

温室効

100REAc

○ 研究

 構

 回

 内

○ セ

 回

 内

 参

 

 

 

 

 

可能エネル

バイオマス

消を促進 

摂地域循環

構 成 地

内 容 関

   各

生可能エネ

里山資源由

ー源とする

ォーラムの

地域循環共

時 期 令

場 所 県

内 容 学

うご版再エ

効果ガスの

ction」への

究会の開催

構成員 RE

回 数 ４

内 容 再

ミナーの開

回 数 １

内 容 脱

参加者 50

ルギーによる

スの導入可能

環共生圏ワー

地域団体、事

関係者との連

各種事業の進

ネルギー導入

由来の木質バ

る設備の導入

の開催（339

共生圏の全県

令和３年２月

県庁周辺（予

学識者による

エネ 100 の推

の削減を図る

の参画促進

催（550千円

E100等関係

４回 

再生可能エネ

開催（86千円

回（神戸市

脱炭素化の重

0企業 

36 

る地産地消

能性調査研

ーキンググ

事業者、市

連携促進、

進捗状況や

入可能性の

バイオマス

入可能性に

9千円） 

県展開を図

月（予定）

予定） 

る講演、国

推進

るため、県

進等を通じた

円） 

係団体、小売

ネルギー電

円） 

市内） 

重要性、RE

消モデルの構

研究など再エ

グループ（仮

市町等 

先進地視察

や課題等の把

の調査（10,

スの供給・調

について調査

図るため、

 

国内の先進事

県内企業の

た再エネ化

売電気事業

電力の調達先

E100参加の

構築

エネ導入に

仮称）の設

察 等 

把握 

,000千円）

調達や木質

査 

フォーラム

事例紹介 

「RE100」、

化の取組を推

業者 等 

先、供給プ

のメリット 

Ⅰ 安全な

10,6

によるエネル

設置（355千

 

質バイオマス

ムを実施 

等 

6

「再エネ宣

推進 

プラン、採算

等 

な基盤の確立

694 千円 

ルギーの

千円） 

スをエネル

636 千円 

宣言

算性等 

立 

ル



 

 ⑦

 

 ⑧

 ⑨

 ＜適

 ①

企業庁によ

○ 企業

再

備

 施

 発

(新)兵庫県

平成2

ある令和

○ 県内

○ 委員

 検

 

 

(新)自立

（公財

ステムを

○ 補 

○ 件 

 

適応策の推進

(新)気候変

温室効

の情報提

○ 実施

 県

※

○ 事業

 気

 全

 サ

よる再生可

業庁メガソ

再生可能エ

した大型太

施 設 数 

発電出力 

県バイオマ

28年４月に

和２年度に

内市町や先

員会の開催

検討内容 

    

・分散型エ

財）ひょう

を構築する

助 率 1/

 数 １

進＞ 

変動への適

効果ガスの

提供や気候

施主体 

県（(公財)

※ 兵庫県地

業内容 

気候変動情

全県フォー

サイエンス

可能エネルギ

ソーラープロ

エネルギー普

太陽光発電施

12箇所 

29,600kW

マス活用推進

に策定した

に見直しを実

先進事業体へ

催（３回）

バイオマス

循環型社会

食品ロスの

エネルギーシス

ご環境創造

る先導モデル

/3（上限20

件 

適応策の推進

の排出を抑制

候変動に関す

)ひょうご環

地球温暖化

情報の情報収

ーラムの開催

スカフェ等を

37 

ギーへの取

ロジェクト

普及拡大へ

施設の効率

進計画支援

「兵庫県バ

実施 

へのヒアリ

ス発電の方

会の取組を

の削減 等

ステム構築支

造協会と連

ル事業の設

0,000千円）

進

制する緩和

する適応策

環境創造協

化防止活動推

収集・整理

催 

を活用した

取組

トの推進 

への貢献、保

率的な維持管

援事業の実施

バイオマス活

リング 

方向性 

を通じた地域

等 

支援事業の

連携して、自

設備の整備

） 

和策を基本

策の取組を一

協会へ委託）

推進センタ

理分析 

た広報の展開

保有資産の

管理に努め

施

活用推進計

域づくり 

の実施

自立・分散

を支援 

としながら

一体的に推

）） 

ターが業務を

開 

Ⅰ 安全な

1,222,3

有効活用を

め、売電収

5

計画」の中間

20,0

散型地域エネ

1,5

ら気候変動影

推進 

を推進 

な基盤の確立

326 千円 

を目的に整

入を確保

500 千円 

間目標年で

000 千円 

ネルギーシ

500 千円 

影響など

立 

整

で

シ



 

 ＜省

 ①

 

 ②

 

 

 

 

 

 

 

省エネの推進

うちエコ診

家庭部

案する

○ うち

診

診断

○ 融資

住

 件

○ うち

 場

(拡)家庭に

再生可

と連携

○ 補助

 

 

同

○ 補助

○ 件 

進＞ 

診断の推進

部門からの

「うちエコ

ちエコ集団

診断士が地

断を実施 

資制度利用

住宅用創エ

件  数 

ちエコ診断

場  所 

における省

可能エネル

して、家庭

助対象者 

自ら居住す

(新)自ら居

同時設置す

助対象経費 蓄

(新

 数 50

進 

のCO2排出削

コ診断」を実

団・個別診断

地域の公民館

用者に対する

エネルギー

240件 

断士資格取得

３か所（神

省エネ支援事

ルギーの導入

庭での蓄電池

する県内の既

居住する県内

する者 

蓄電容量１k

新)太陽光発

円を加

00件 

38 

削減を図るた

実施 

断（1,233千

館や企業の

る診断（97

・省エネル

得促進講座

神戸、姫路

事業の実施

入を促進す

池等の設置

既築住宅に

内の既築住

kWh当たり1

発電設備と

算(上限10

ため、ライ

千円） 

の会議室等

76千円）

ルギー設備設

座（64千円）

路、但馬）

施

するため、

置を支援 

に蓄電池を新

住宅に蓄電池

10千円（上

と同時設置

0千円) 

フスタイル

での集団診

設置特別融

） 

（公財）ひ

新たに設置

池と太陽光

上限40千円）

の場合は、

Ⅰ 安全な

2,2

ルに応じた

診断や家庭

融資制度の

13,0

ょうご環境

置する者 

光発電設備

） 

出力1kW当

な基盤の確立

273 千円 

た対策を提

での個別

借入要件

000 千円 

境創造協会

を新たに

当たり20千

立 

千 



 

 ③

 ④

 

(拡)中小事

省エネ

に、省エ

○ 対象

○ 対象

○ 補 

○ 件 

 

ひょうごユ

環境保

もと、地

○ 対 

○ 開催

○ 内 

○ 参加

事業所省エ

ネ診断等を

エネ設備へ

象事業所 省

け

象事業 事

省

(新

助 率 1/

 数 20

ユース eco

保全・創造

地球温暖化

 象 環

催場所 神

 容 口

加人数 30

エネ設備導入

を受診し、専

への更新、省

省エネ診断等

けた事業所等

事業所やビル

省エネ化工事

新)再生可能

/3（上限1,

0件 

フォーラム

造活動の活性

化対策等の環

環境保全・創

神戸市内 

口頭発表、ポ

00人 

39 

入等の促進

専門家から

省エネ化工

等を受診し

等 

ル等に設置

事（断熱化

能エネルギー

,000千円）

ムの開催

性化を推進

環境問題に

創造活動に

ポスター発

進

設備更新の

工事及び再エ

し、省エネ相

置する省エネ

化工事等）

ー施設（太陽光

 

進するため、

に関するフォ

に取組む県内

発表、グルー

の提案を受

エネ施設の

相談員から

ネ設備（更

光発電施設、バ

企画段階

ォーラムを

内の高校生

ープディス

Ⅰ 安全な

40,0

受けた事業所

の設置等を支

設備更新の

更新等） 

バイオマス熱供

 1,0

階からの若者

を開催 

生、大学生等

スカッショ

な基盤の確立

086 千円 

所等を対象

支援 

の提案を受

熱供給施設等）

000 千円 

者の参画の

等 

ン 

立 

象

受

 



 

 (2)

 ①

 

 ②

資源循環

 (新)新・

生活排

生活排水

ら、生活

○ 県補

各

更
新

（
受
入
側
） 

○ 資金

更

め、

と下

(拡)低公害

ディー

境の改善

○ 低公

 補

 対

 対

環型社会の

生活排水フ

排水99％大

水処理施設

活排水処理

補助制度の

各事業で異

更
新

公共下

小規模

合併処

（市町

コミプ

（総事

統
廃
合 

公共下

小規模

合併処

（市町

コミプ

金手当（無

更新・統廃

、コミュニ

下水道事業

害車等の導

ーゼル車等

善を図るた

公害車導入

補 助 額 

対 象 者 

対象車種 

の構築 

フォローア

大作戦及び同

設の多くが老

理施設の更新

の新設 

異なる市町の

事業

下水道 

模集合排水

処理浄化槽

町村設置型

プラ 

事業費）

下水道 

模集合排水

処理浄化槽

町村設置型

プラ（総事

無利子貸付）

合実施年度

ティ・プラ

業債（100％

導入促進

等から排出

ため、低公害

入補助事業

通常車両価

低公害車（白

電気自動車

40 

アップ作戦の

同フォロー

老朽化し、

新・統廃合

の実質負担

業 

水 

槽 

型） 

1.

1.

水 

槽 

型） 

事業費） 

）の実施

度における

ラント（普通

％）との差額

される窒素

害車等の導

（5,187千

価格との差

白ナンバー）

車、燃料電

の実施

ーアップ作戦

更新・統廃

合に係る市町

担を公共下水

5億未満 

5億以上 

市町の資金

通会計債）の

額に資金手

＜一部

素酸化物及び

導入を支援

円） 

差額の1/2

を導入する法

電池自動車

戦（H3～H2

廃合の時期

町の取組を

水道並に平

実負担

（交付税措置

Ａ 

32.5%

35.7%

34.0%

66.25%

55.0%

29.0%

30.8%

34.0%

77.5%

金負担を公

の起債充当

手当（無利子

部リーディ

び粒子状物

（上限1,000

法人・個人事業

Ⅰ 安全な

246,0

21）により

期を迎えてい

を支援 

平準化 

担 

置後） 
補助

Ｂ

% －

% 3.2

% 1.5

% 33.7

% 22.

% －

% 1.8

% 5.0

% 48.

公共下水道並

当率（75％又

子貸付）を

33,6

ングプロジ

物質を削減

0千円） 

業者に補助す

な基盤の確立

000 千円 

り整備した

いることか

助率 

Ｂ 

支援

実負

Ａ－

－ 

32.

2% 

5% 

75% 

5% 

－ 

29.

8% 

0% 

5% 

並とするた

又は90％）

を実施 

627 千円 

ジェクト＞

し、大気環

する市町 

立 

か

援後

負担

－Ｂ

5% 

0% 

た

 

環



 

 ③

 ④

○ (拡

 対

 対

 補

 

 

 

(新)アスベ

アスベ

解体工事

○ 説明

 事

○ 解体

 非

立

 

(新)ひょう

家庭で

ー等を通

○ フー

○ スー

 ス

 市

○ 地域

社

実施

 補

 

拡)運送事業

対象車種 

対 象 者 

  

補助基準額 

      

    

ベスト対策

ベスト飛散

事現場の立

明会等の開

事業者向け

体工事現場

非飛散性ア

立入検査の

うごフード

で余ってい

通じて寄附

ードドライ

ーパー主体

スーパーと

市町が負担

・補 助 率

・対象経費

域団体主体

社協、住民

施する場合

補 助 率 

業者への低公

天然ガス・

低公害車

車リース事

新車購入

     

改  造

策の推進

散防止の徹底

立入検査を実

開催 

け説明会や政

場での周知

アスベストの

の実施 

ドドライブ運

いる食品をご

附する活動

イブ運動の普

体事業の推進

と福祉団体等

担する食品配

率 1/4（上

費 福祉団体

体モデル事業

民組織、NPO

合に事業費を

1/4（上限

41 

公害車普及

・ハイブリ

（緑ナンバ

事業者、そ

低公害車

 （燃料電

改造費の

底を図るた

実施 

政令市、県

・検査 

の使用され

運動の推進

ごみにせず

「フードド

普及啓発の

進 

等とのマッ

配送料に対

上限 7千円/

体がスーパ

業の実施

O等の地域団

を補助 

限 150千円）

及促進補助事

ッドのバス

バー）を導入

それらに補助

車への改造費

電池バスは、

の1/3 

ため、大気汚

県民局との調

れた建築物解

進

ず、それを必

ドライブ」の

の推進 

ッチングの推

対する補助

/店） 

パーに取りに

団体が主体

） 

事業（28,4

、トラック

入する民間

助する市町

費相当額の

定額10,0

汚染防止法

調整会議を

解体現場で

必要とする

の全県展開

推進 

に行けない

体となったモ

Ⅰ 安全な

440千円） 

ク、(新)燃料

間運送事業者

町 

の1/3 

000千円） 

1,3

法改正の周知

を実施 

での濃度測

4,5

福祉団体等

開を推進 

い場合の食

モデル事業

な基盤の確立

料電池バス

者等、自動

385 千円 

知説明会や

定を伴う

555 千円 

等にスーパ

品配送料

業を市町が

立 

動 

や

パ



 

 ⑤

 

 ⑥

 ⑦

 (新)プラ

循環型

○ 資源

 対

 補

 実

○ プラ

県

会を

○ 使い

新

県民

(拡)海岸漂

海岸に

理及び発

○ 発生

 海

 海

○ 回収

 海

○ (新

 海

 

(拡)海底

海底

○ (新

 対

 補

 補

ラスチックご

型社会を実

源循環にか

対象事業 

補 助 率 

実施市町 

ラスチック

県内企業、

を設置し、

い捨てプラ

新しいライ

民運動に関

漂着物地域

における良

発生を抑制

生抑制・普

海岸清掃イ

海岸漂着物

収処理事業

海岸漂着物

新)海岸漂着

海岸漂着物

・漂流ごみ

・漂流ごみの

新)回収に対

対象経費 

補助対象 

補 助 額 

ごみゼロア

実現するため

かかる分別回

観光地での

1/2（上限

５市町 

ク資源循環の

県内小売業

県民生活で

ラスチック削

イフスタイル

関する取組

域対策の推進

良好な景観及

制 

普及啓発事業

イベントの実

物対策推進懇

業（109,778

物等の回収、

着ごみ組成調

物の内容や傾

み対策の推進

の一層の対

対する支援

回収に必要

市町が処理

回収する事

100千円

42 

アクション事

め、プラスチ

回収モデル

のごみ分別

限 200千円）

の検討（1,

業団体等で

でのプラス

削減県民運

ル委員会が

を支援 

進

及び環境を

業（1,204千

実施 

懇話会の開

8千円） 

、運搬、処

調査（4,25

傾向の把握

進

対策を推進す

（1,000千

要な資機材

理主体とな

事業 

（上限） 

事業の実施

チックの資源

ル事業（1,0

別回収、地域

） 

,463千円）

構成するプ

スチック削減

運動の推進

が実施する使

を保全するた

千円） 

開催 

処分を実施

57千円）  

握、発生源の

するため、回

円） 

材の購入費用

なり、漁業者

施

源循環の取

000千円） 

域でのペッ

 

プラスチッ

減の取組方

（500千円）

使い捨てプ

ため、海岸

 

の特定 等

回収から処分

用 

者が操業中

Ⅰ 安全な

2,9

取組をモデル

トボトル回

ク資源循環

方法等を検

） 

プラスチッ

115,2

岸漂着物等の

等 

12,5

分まで一体

中に海底・漂

な基盤の確立

963 千円 

ル的に実施

回収促進等

環検討委員

討 

ク削減の

239 千円 

の円滑な処

593 千円 

体的に支援

漂流ごみを

立 

等 

員

処
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 負担割合 県1/2、市町1/2 

 件  数 10件 

○ (拡)処分に対する支援（11,593千円） 

 回収事業の主体が市町 

・負担割合 国14/20、県3/20、市町3/20 

 (新)回収事業の主体が漁業者 

・負担割合 国10/10 

 



 

 (3)

 ＜鳥

 ①

 

 ②

野生動物

鳥獣被害対策

シカ捕獲総

農林業

○ 年間

事

有 

害 

捕 

獲 

シ

促

シ

専

業

一

捕

ー

害

狩 

猟 

狩

捕

ストッ

※ ( 

○ 負担

県

(拡)シカ丸

捕獲

用できな

＜拠点施

○ シカ

食

物との共生

策の強化＞

総合対策の

業被害を軽

間捕獲総目

事 業 名 

シカ有害捕

促進支援事業

シカ有害捕

専任班支援

業 

一般有害捕獲

捕獲専門家

ームによる

害捕獲 

狩猟期シカ 

捕獲拡大事業

ップ・ザ・獣

)内は予算

担割合 

県：市町実

丸ごと１頭

したシカの

ない個体の

施設の整備推

カ肉処理加

食肉・ペッ

生社会づく

＞ 

の実施 

軽減するため

目標数 46,

獲

業 

シカの

のため

動を支

獲

事

銃猟技

者で構

任班に

支援 

獲 

農林業

め、わな

を支援

チ

有

県が捕

を編成

請によ

業 

狩猟期

/15）に

捕獲行

獣害 

集落に

するた

による

合  計

算額 

実負担（特別

頭活用大作戦

の地域資源

の適正処理を

推進＞ 

加工施設の整

ットフード併

44 

り 

め、広域的

,000頭 

概  要

の分布拡大防

め、銃による

支援 

技能に秀でた

構成された捕

による捕獲活

業被害の防止

なによる捕

援 

捕獲専門家チ

成し、市町か

る代行捕獲

期間（11/1

に、狩猟者

行為を支援

による捕獲

ため、捕獲指

技術指導等

別交付税措

戦の展開

としての利

を推進（年

整備支援

併用型のシ

的なシカ捕獲

捕

防止等

捕獲活
(5

た狩猟

捕獲専

活動を (1

止のた

獲活動
(2

チーム

らの要

獲 (3

15～３

が行う
(1

を推進

導員等

等 
(2

(5

措置除く）

利用拡大を図

年間処理目標

（93,440千

シカ肉処理加

獲対策を実

捕獲目標 

※ 

6,000頭 

0,012千円) 

1,500頭 

5,750千円) 

15,000頭 

49,393千円) 

1,000頭 

4,450千円) 

22,500頭 

74,000千円) 

1,400千円) 

46,000頭 

45,005千円)  

＝１：１ 

図るための

標頭数：9,

円） 

加工施設の

Ⅰ 安全な

545,0

実施 

捕獲単

搬入なし 

16,000

24,000

8,000

24,000

7,000

171,0

の仕組みづ

,000頭） 

の整備を支

な基盤の確立

005 千円 

単価(円) 

搬入有り

18,00

26,00

10,00

26,00

9,00

－ 

042 千円 

くりや活

援 

立 

り 

00

00

00

00

00
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 事業主体 市町 

 対象経費 中核施設     40,000千円/箇所 

一次処理加工施設 10,000千円/箇所 

 予 定 数 ４箇所 

○ 減容化施設の整備支援（23,360千円） 

活用できない捕獲個体を効率的に処分する減容化施設の整備を支援 

 事業主体 市町 

 事 業 費 10,000千円/箇所 

 予 定 数 ４箇所 

○ ストックポイント（コンテナ型）の整備支援（400千円） 

捕獲したシカをシカ肉処理加工施設等で処理するため、ストックポイン

トとして設置するコンテナ型冷凍・冷蔵庫の設置経費を支援 

 事業主体 市町 

 対象経費 2,000千円/箇所 

 予 定 数  ２箇所 

＜処理加工施設への搬入促進対策＞ 

○ シカ肉処理加工施設等への搬入支援（1,136千円） 

狩猟者が捕獲したシカを、シカ肉処理加工施設やストックポイント、減

容化施設等に搬入する運搬費に対して支援 

 事業主体 市町 

 対象経費 運搬経費（人件費、燃料代等）   2,000円/頭 以内 

※捕獲個体の搬入義務化を行う市町 3,000円/頭 以内 

 予 定 数 4,280頭 

○ シカ肉処理加工施設の回収支援（759千円） 

捕獲したシカをシカ肉処理加工施設が捕獲場所またはストックポイン

トから回収するための経費に対して支援 

 事業主体 市町 

 対象経費 回収経費(人件費､燃料代等)  

・捕獲場所から回収 4,000円/頭 以内 

・ストックポイントから回収 2,000円/頭 以内 

 予 定 数 2,520頭 
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○ 冷凍・冷蔵車・移動式解体車の導入支援（3,545千円） 

狩猟者が捕獲したシカの運搬に使用する冷蔵・冷凍車のリース代・購入

費及び移動式解体車の購入費を支援 

 事業主体 市町、シカ肉処理加工施設 

 対象経費 リース代 77千円/月・台 以内 

購 入 費 軽四 2,000千円/台、2t 6,000千円/台 

移動式解体車購入費 16,000千円/台 以内 

 予 定 数 ６台 

○ シカ回収車に対する支援（3,372千円） 

ペットフードとして活用できる捕獲シカを回収するシカ回収車の運営を支援 

・事業主体 市町（２市町） 

・事 業 費 シカ回収車 6,857千円/市町（リース料、燃料代等） 

      シカ回収ポスト 2,000千円/箇所×10箇所 

○ シカ肉処理加工施設の個体管理支援（38,000千円） 

狩猟期に処理加工施設に搬入された個体を管理する経費を支援 

 事業主体 県 

 予 定 数 19施設 

 対象経費 2,000千円（上限）/施設 

＜廃棄物処理対策＞ 

○ 捕獲個体の適正処理の促進に向けた支援（1,400千円） 

狩猟者の適正処理を促進するため、腐敗等で搬入できない個体の埋却等

適正処理に要する経費を支援 

 事業主体 市町 

 対象経費 適正処理経費 1,000円/頭 以内 

＜シカ肉等有効活用対策＞ 

○ (拡)「ひょうごニホンジカ推進ネットワーク」への支援（2,100千円） 

シカ肉PR等の活動を実施するひょうごニホンジカ推進ネットワークの活

動に対し支援支援 

 事業主体 ひょうごニホンジカ推進ネットワーク 

 (拡)内  容 

・シカ肉PR、販売流通業者とのマッチング支援等 
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・(新)ジビエ料理コンテストの開催 

○ ひょうご狩猟フォーラム＆ジビエ利活用展の開催（744千円） 

若い世代の狩猟への関心を高め、捕獲事業者の担い手確保を図るため、

狩猟フォーラム等を実施 

 場  所 神戸市内 

 内  容 ベテラン狩猟者やジビエ料理人の講演 

ジビエ料理試食会 

シューティングシミュレーターによる狩猟体験 等 

＜シカ皮等の処理加工施設巡回サービス＞ 

販売ロットの確保とコスト削減を図るため、県内の処理加工施設のネット

ワーク化により、広域的な流通体制を構築 

○ 回収冷蔵車の導入支援（1,600千円） 

県内の処理加工施設で処理梱包された肉、皮、角の回収運搬に使用する

冷蔵・冷凍車の購入費を支援 

 対象経費 2,000千円/台（軽四） 

 予 定 数 １台 

○ 巡回運営支援（497千円） 

巡回する冷蔵車の運営費を支援 

○ 保管庫（冷凍庫）の整備支援（689千円） 

解体処理した部位（皮、角）を回収までの一時期間保管する冷凍ストッ

カー等の設置経費を支援 

 対象経費 287千円/台（250リットル級） 

 予 定 数 ３箇所 
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狩猟免許試

1/2 

上の促進（1

(一社)兵庫

射撃訓練に

1/2 

うご狩猟フォ

場(仮称)の整

技術向上を図

「兵庫県立総

三木市吉川町

クレー射撃場

52 

や生息環境

1/2、県1/2

県民にＰＲ

物の保護管

レーターの

社)兵庫県猟

（研修会、各

（1,000千

取得を目指

市町（定額

見支援（72

猟免許を取得し

343千円）

庫県猟友会

試験受験希

1,000千円）

庫県猟友会

に必要な経

ォーラム＆

整備

図るため、

総合射撃場

町福井、上

場（４面）

境等の調査、

2、調査 国

Ｒし、狩猟者

管理の担い手

の活用（302

猟友会に委託

各種イベン

円） 

指す者 

額） 

24千円）

した者、数年

会 

希望者（400

）    

会 

経費 

＆ジビエ利活

さまざまな

場」を整備

上荒川 

、標的射撃

、捕獲の実

国10/10 

者の社会的

手である狩

2千円） 

託） 

ント等） 

年間狩猟を行っ

0人） 

活用展の開

な射撃方法

撃場（３面

Ⅰ 安全な

実施 

3,3

的価値の理解

狩猟者を育成

行っていない狩

開催（参照P

1,744,4

法の訓練が一

面）、研修棟

な基盤の確立

369 千円 

解を促進す

成 

狩猟者等 

P47） 

448 千円 

一体的に可

棟、 

立 

す

可



 

 

 ⑬

 ＜外

 ①

 

 ②

○ 総事

○ 供用

有害鳥獣捕

有害鳥

定的な有

○ 有害

 事

 対

 受

○ 有害

 事

 対

 受

 

外来生物対策

 外来生物

生態系

来生物の

○ コン

 開

 外

○ 早期

 県

 外

 環

 緊

特定外来生

外来生

費等に対

わ

事業費 約

開始(予定) 令

捕獲狩猟者

鳥獣捕獲に

有害鳥獣捕

害鳥獣捕獲

事業主体 

対 象 者 

受講者数 

害鳥獣捕獲

事業主体 

対 象 者 

受講者数 

策の強化＞

物早期発見対

系への被害

の進入・定

ンテナ取扱

開封時のコ

外来生物等

期発見・ネ

県民向けガ

外来昆虫等

環境DNAを活

緊急用薬剤

生物被害対

生物による

対し助成 

わな実践ﾌｨｰ

約25億円 

令和４年(令

者育成プロジ

に従事しよ

捕獲実施体制

獲入門講座運

県（委託）

新たに有害

30人（県下

獲実践研修

県 

一定の捕獲

40人 

＞ 

対策の推進

害及び人体や

定着を防止す

扱事業者への

コンテナ内

等を発見した

ネット通報

ガイドライン

等セミナーの

活用した水

剤等の配備

対策の推進

る農業被害、

53 

ｰﾙﾄﾞ等 

令和２年度：用

ジェクト

うとする者

制の構築を

運営（新人

） 

害鳥獣捕獲

下２地区）

（中堅の育

獲経験のあ

進

や農業被害

するための

の指導強化

目視確認

た際の対応

・駆除体制

ンの作成

の開催 

水生外来生物

、生活環境

用地造成、駐

者を対象に、

を推進 

人の育成）

獲活動に従事

 

育成）（1,60

ある者 

害等を及ぼす

の取組を推進

化（77千円）

応 等 

制の構築（1

物の調査

境被害の低減

車場・アクセ

、技術等の

（9,794千円

事する者 

00千円） 

す可能性の

進 

） 

1,191千円）

減を図るた

Ⅰ 安全な

セス道路の整

11,3

の人材育成に

円） 

1,2

のあるヒア

） 

17,4

ため、捕獲及

な基盤の確立

備、鉛対策)

394 千円 

に取組、安

268 千円 

リ等の外

452 千円 

及び処分経

立 

安

経



 

 

 ＜動

 ①

○ 連絡

 構

○ 捕獲

 事

 対

 対

 助

 負

○ 住民

 ア

 

 

 わ

 

 

 

○ 殺処

 対

 負

動物の適正飼

(新)動物の

動物愛

適切に対

○ 改正

 対

 回

○ 県民

 啓

○ マイ

 台

○ 動物

 内

絡会議等の

構 成 員 

獲対策（14

事業主体 

対象経費 

対象頭数 

助成単価 

3,000円/頭

負担割合 

民参加型捕

アライグマ

・実施市町

・実施回数

わな購入費

・事 業 主

・対 象 経

・負 担 割

処分体制整

対象経費 

負担割合 

飼養の推進

の適正飼育

愛護法の改

対応するた

正法説明会

対  象 

回  数 

民への周知

啓発資材の

イクロチッ

台  数 

物愛護管理

内  容 

の運営（421

県、市町、

4,000千円）

市町 

アライグマ

8,000頭

 

頭(捕獲)､1

県：市町実

捕獲対策（2

マ等捕獲指導

町 神戸市

数 24回 

費支援 

主 体 市町

経 費 汎用

アラ

割 合 県：

整備への支援

処分箱(54,

県：市町実

進＞ 

育への対応

改正に伴い、

ための周知啓

会の開催 

第一種動物

６回 

知 

の作成（パン

ップリーダー

８台  

理推進計画の

国基本指針

54 

1千円） 

、関係団体

） 

マ、ヌート

,000円/頭

実負担（特

2,690千円）

導者の設置

、西宮市、

町 

捕獲わな(

イグマ専用

市町実負担

援（341千

000円/基)、

実負担（特

、動物の適

啓発を推進

物取扱業者

ンフレット

ーの配備

の改定 

針見直しに

体 

トリアの捕獲

頭(搬入)､3,

特別交付税措

） 

置 

宝塚市、

19,000円/

用新型捕獲

担（特別交

円） 

電殺器(48,6

特別交付税措

正飼養のた

進  

者、特定動物

ト5,000枚）

に併せ、県計

獲、安楽死

000円/頭(

措置除く）

芦屋市、加

基) 

わな（47,

付税措置除

600円/基)、

措置除く）

ための規制

物飼養者等

 

計画を改定

Ⅰ 安全な

死等処分費 

(安楽死等処

＝１：１ 

加古川市 

600円/基）

除く）＝１

冷凍庫(33,6

＝１：１ 

1,8

制強化が行わ

等 

定 

な基盤の確立

処分） 

 

：１ 

600円/基) 

802 千円 

われるため

立 

、



 

 

 ②

     

(新)動物愛

  西播磨

○ 整備

・交

・動

・猫

・処

○ 供用

愛護センタ

磨・中播磨地

備内容  

交流啓発ス

動物ふれあ

猫飼養室の

処置室の設

用開始 令

ター龍野支所

地域における

スペースの設

あいルームの

の設置 

設置 

令和３年度

55 

所の機能強

る動物愛護を

設置 

の設置 

（予定）

強化

（令和元

を通じた交流

元年度２月

流・学習・体

Ⅰ 安全な

121,0

経済対策補

体験の拠点を

な基盤の確立

000 千円 

補正対応）

を整備 

立 

 



 

３ 

 (1)

 ①

 ②

安全な地域

青少年の

青少年愛護

青少年

の安全な

○ JKビ

 青

○ イン

 イ

○ イン

 対

 対

 補

 負

 

地域と学校

子ども

本部、学

ア 地域学

○ 実施

○ 負担

 市

 県

○ 事業

 学

 学

 放

 土

イ 統括地

○ 実施

域づくり 

の健全育成

護条例改正

年愛護条例

な利用の啓

ビジネス対

青少年愛護

ンターネッ

インターネ

ンターネッ

対象経費 

対象校数 

補 助 額 

負担割合 

校の連携・

もの成長を

学校運営協

学校協働活

施主体 県

担割合 

市町実施分 

県実施分 

業内容 

学校支援活

学習支援活

放課後等支

土曜日の教

地域コーデ

施主体 市

成の推進 

正に伴う取組

例の趣旨を踏

啓発と、JK

対策（5,676

護活動推進員

ット依存等防

ネット利用対

ット利用基準

小学校及び

利用に関す

160校（ル

１校当た

県1/2、市

協働体制の

を支えてい

協議会等、地

活動支援の実

県、市町 

国1/3、県

国1/3、県

活動 

活動（地域未

支援活動（放

教育活動 等

ディネーター

市町 

56 

組の推進

踏まえ、青

ビジネスへ

6千円） 

員による実

防止対策の

対策戦略会

準作成遵守

び中学校に

する基準の

ルール未策定

り上限30千

市町1/2 

の構築

くため、地

地域と学校

実施（69,1

県1/3、市町

県2/3 

未来塾）

放課後子ど

等 

ーの配置

少年とその

への対策を実

実態把握及び

の推進（638

会議の開催、

守支援事業

に通学する児

の作成や遵守

定の小・中

千円 

地域と学校が

校が連携・協

117千円）

町1/3 

ども教室）

（12,672千

の保護者へ

実施 

び立入調査

8千円） 

、啓発資材

（2,526千

児童・生徒

守するため

中学校） 

が連携・協

協働する仕

円） 

Ⅰ 安全な

8,8

へのインター

査 

材の作成 

円） 

徒がインター

めに要する経

84,9

協働し、地域

仕組みを一体

な基盤の確立

840 千円 

ーネット等

ーネットの

経費 

949 千円 

域学校協働

体的に推進

立 

等

働

進 



 

 

 ③

 ④

○ 負担

ウ 統括地

○  実施

○  負担

○ 事業

エ 地域連

○  実施

○ 負担

○  事業

 地

 

の

「ひょうご

青少年

然に触れ

○ ふる

 対

 補

 補

 予

 

ふるさとづ

地元青

じて､若

○ 活動

 事

 補

担割合 国

地域コーデ

施主体 県

担割合 国

業内容 全

連携プログ

施主体 県

担割合 国

業内容 

地域連携ス

先進的な

の協働体制

・対象地区

ごっ子・ふ

年のふるさ

れる体験を

るさと意識

対象団体 

補助要件 

補 助 額 

予定件数 

づくり青年

青年と地域外

若者のふるさ

動実施団体

事業要件 

補 助 額 

国1/3、県1/

ディネーター

県 

国1/3、県2/

全県研修１回

グラムの普及

県 

国1/3、県2/

スキルアップ

な取組や地域

制の構築 

区：６地域

ふるさと塾」

さと意識を醸

を提供する取

識醸成への取

県青少年団

青少年（小

または交流

250千円以

50件 

年隊事業の実

外の青年(公

さと意識を高

体への助成

地域外の若

事業実施に

の若者(40

新規500千

57 

/3、市町1/

ー等研修の

/3 

回、新規地

及（1,668千

/3 

ププログラ

域課題解決

」の実施

醸成するた

取組を支援

取組支援

団体連絡協

小学生～高

流事業 等

以内/件 

実施

公募)が、地

高め､将来の

若者の参加

にあたる地

0歳未満)が

千円、継続5

/3 

の実施（1,4

地域コーデ

千円） 

ラム 

決に向けた取

ため、身近な

援 

協議会に加盟

高校生）が５

等 

地域の活性化

の地域づくり

加による事業

地域団体等の

が含まれる

500千円 

492千円） 

ィネーター

取組の情報

な地域での

盟する団体

５割以上参

化や課題解決

りの核とな

業効果が期

の構成員に

こと 

Ⅰ 安全な

ー研修２回 

報発信及び地

9,1

社会体験や

体 

参加して実施

10,3

決に取り組む

る人材を育

期待できる

に、概ね５人

な基盤の確立

地域・学校

00 千円 

や豊かな自

施する体験

322 千円 

むことを通

育成 

こと 

人以上 

立 

校

験 

通



 

 

 ⑤

 実

○ ア

「子どもの

地域

り、安心

（実施

○ 「子

 助

 助

○ ひろ

 

実施地域数 

ドバイザー

の冒険ひろ

ぐるみの子

心して自由

施箇所数

子どもの冒

助 成 額 

助成団体数 

ろばリーダ

 

新規５地域

ーの派遣・フ

ろば」事業の

子育てを推進

由に遊べる場

（広域拠点）

冒険ひろば」

400千円/団

50団体程度

ダー養成研修

58 

域、継続５

フォローア

の推進

進するため

場づくりを

） 657か所

」の運営団

団体 

度 

修の実施

 

地域 

アップ研修会

め、身近な地

を推進 

所（63か所

団体への支援

（年20回程度

会・先進地

地域の大人

所）［令和元

援 

度）等 

Ⅰ 安全な

地視察の実施

24,6

人が子どもた

元年12月末現

な基盤の確立

施 

603 千円 

たちを見守

現在］） 

立 

守



 

 (2)

 ①

 

 ②

地域安全

地域安全ま

地域住

警との連

○ 地域

 役

 委

○ 女性

 防

 高

○ 大学

大学

○ 地域

 安

○ 事業

 若

(拡)地域で

子ども

策に加え

○ 子

効

の

 対

 講

○ 「子

間で

SNS

○ (拡

子

全対策の強

まちづくり

住民を中心

連携のもと

域安全まち

役  割 

委嘱人数 

性や高齢者

防犯グルー

高齢者大学

学との連携

学との地域

域安全マッ

安全マップ

業者団体等

若者・女性

で守る！子

もを取り巻

え、地域が

どもの安全

効果的な見

リーダーを

対 象 者 

講座内容 

子どもを守

「子どもを

での情報共

Sで発信 

拡)子ども安

子どもの危

強化 

りの推進

心とした自主

と、地域にお

ちづくり推進

地域安全ま

4,033人［

者による地域

ープ女性活動

学での講習

携による地域

域安全まちづ

ップの作成支

プ作成研修会

等と連携した

性向け・事業

子どもの安全

巻く環境への

が一体となっ

全・安心確保

見守り方法等

を養成 

まちづくり

効果的な見

守る110番の

を守る110番

共有等を図る

安全対策支援

危機回避能力

59 

主的な地域

おける犯罪

進員の設置

まちづくり

［令和元年

域安全まち

動員等によ

域安全まち

づくり推進

支援（1,00

会の開催

た地域安全

業者向け防

全安心確保

の不安が増

って子ども

保のリーダ

等について

り防犯グルー

見守り活動

の家・店・車

番の家・店

るとともに

援事業（3,

力の向上を

域安全まちづ

罪発生を抑止

置（1,660千

りのリーダー

９月末現在

ちづくり活動

よるワークシ

ちづくり活性

進協定の締結

00千円）

全まちづく

防犯活動マニ

保事業の実施

増大してい

もを見守る体

ダー養成（3

て学ぶ講座

ープ等で、子

動の方法、警

車」の体制

・車」ネッ

に、協力者の

,200千円）

を図るとと

づくり活動

止 

千円） 

ー役、警察

在］ 

動の推進(3

ショップの

性化事業

結 

り活動の推

ニュアルの

施

るため、家

体制を構築

355千円） 

を開催し、

子どもの安全

警察の防犯

制強化（50千

ットワーク会

の開拓や制

 

もに、見守

Ⅰ 安全な

4,0

動の活性化

察等との連絡

341千円) 

の開催 

（88千円） 

推進（990千

の作成（10,

8,4

家庭・学校で

築 

地域での見

全確保を担当

犯情報の活用

千円） 

会議を開催

制度周知の

守り体制の強

な基盤の確立

079 千円 

を図り、県

絡調整 

千円） 

,000部）

429 千円 

での安全対

見守り活動

当する者 

用方法等

催し、地域

ため、HP・

強化を促進

立 

県

対

動

進 



 

 ③

 

 ④

○ (新

ま

を配

 配

 配

 

ひょうご地

身近な

り制度の

○ ひょ

 開

 電

○ 地域

 マ

○ 啓発

地域

存在

防犯カメラ

地域の

くり防犯

○ 補 

○ 件 

 

 

 

区  分

補助対象

対象経費

補 助 額

件  数

新)子どもの

まちづくり

配布 

配 布 物 

配 布 数 

地域安全 S

な異変を匿

の周知を推

ょうご地域

開設時間 

電話番号 

域安全まち

マニュアル

発用チラシ

域の自治会

在に周知し

ラの設置補

の見守り力

犯グループ

助 額 80

 数 50

分 防犯講

象 防犯グル

に取組

費 子どもの

練・研修

額 

数 

の見守り体制

防犯グルー

ジャンパー

５セット/

OS キャッチ

匿名でも通報

推進 

域安全SOSキ

9:00～16:

078-341-1

ちづくり推進

ルの作成、S

シの作成・配

会などを通

し、多方面へ

補助事業の実

力の向上を図

プ等の地域団

0千円／箇所

00件 

60 

講習会等開

ループ、PT

む団体 

の参加する体

修会等に要

上限２万

150件

制強化事業

ープ等に対

ー、帽子、

/１グループ

チ事業の実

報できる電

キャッチ電話

:00（土日祝

1324（いざ

進員による

SOSキャッチ

配布、ポス

じ積極的に

への浸透を

実施

図るため、

団体が行う

所（定額）

開催費補助

TA等の防犯

体験型訓

要する経費

万円 

業（4,824千

対してユニ

ベスト 

プ 

実施

電話相談を実

話相談の実

祝、年末年

ざツーホー）

る通報体制の

チ研修会の

スター掲示

に周知する

を促進 

地域安全マ

う防犯カメ

 

防犯

犯 新たに防

する団体

防犯活動

経費 

千円） 

フォームと

実施すると

実施 

年始を除く）

） 

の確立 

の開催 

等 

とともに、

マップの作

ラの設置を

Ⅰ 安全な

犯活動経費

防犯グルー

体 

動経費・用

上限１万円

20件 

としてジャ

7,4

とともに、広

） 

他分野のリ

40,0

作成を要件に

を支援 

な基盤の確立

費補助 

プに登録

品等購入

円 

ンパー等

462 千円 

広報等によ

リーダー的

000 千円 

に、まちづ

立 

的

づ



 

 ⑤

 

 ⑥

 

 ⑦

ひょうご性

性暴力

口と医療

○ 専用

 開

 電

○ 医療

県

る体

 実

 

○ 医療

警

 対

○ 医療

医

関で

○ 法律

 弁

 臨

 シ

(新)犯罪被

犯罪被

○ 実施

○ 事業

客引き行為

「客引

携のも

○ HP

性被害ケア

力被害者の

療機関への

用ホットラ

開設時間 

電話番号 

療支援アド

県内各地に

体制を構築

実施内容 

    

療費助成制

警察に相談

対象経費 

療機関への

医療機関で

での支援員

律相談・心

弁護士によ

臨床心理士

シンポジウ

被害者支援

被害者への

施主体 (公

業内容 犯

為等の防止

引き行為等

と巡回・指

・SNSによる

アセンター

の心身の負担

のつなぎを一

ラインの設置

10:00～16

078-367-7

ドバイザー機

において、医

築 

連携病院の

医師・看護

制度の運用

談できない被

初診料等、

の同行支援

での診察が必

員による付添

心理相談の実

よる法律相談

士による心理

ウムの開催な

援プロジェク

の支援を充実

公社)ひょ

犯罪被害相談

止による環境

等の防止に関

指導を実施

る広報・啓

61 

「よりそい

担軽減、被

一体的に行

置（3,279千

6:00（月・

7874（ナヤ

機能（1,40

医療機関が

の医師・ス

護師等向け

（906千円）

被害者に対

緊急避妊薬、

（1,440千

必要な被害

添支援を実

実施等（2,

談の実施

理相談の実

など普及啓

クト

実させるた

うご被害者

談員による

境浄化の推

関する条例

し、歓楽街

啓発 

い」の運営

被害の潜在化

行うワンス

千円） 

火・水・金

ヤミナシ）

05千円）

が性暴力被害

スタッフへの

け研修会の実

） 

対する医療費

、性感染症検

円） 

害相談に対

実施 

,872千円）

実施 

啓発事業の実

＜ふ

ため、民間団

者支援センタ

る面接相談

推進

例」の周知を

街等の環境浄

化を防止す

トップ支援

金・土） 

害者の特性

の指導・助

実施等 

費助成制度

検査料、診断

して、被害

 

実施 

ふるさとひ

団体の活動

ター 

を図るとと

浄化を推進

Ⅰ 安全な

9,9

するため、専

援センター

性を理解し、

助言 

度を実施 

断書料、人工妊

害者が受診す

2,0

ひょうご寄附

動を支援 

19,7

ともに、県警

進 

な基盤の確立

902 千円 

専用相談窓

を運営 

、受診でき

妊娠中絶料

する医療機

000 千円 

附金事業＞

705 千円 

警等との連

立 

窓

機

 

連



 

 

 ⑧

 

 ⑨

 

客

等を

○ 客引

条

指導

 設

地域相互見

地域活

合いがで

○ 対 

○ 補助

○ 支援

包括的な相談支

認知症

包括的な

ア 包括的

包括

体制づ

○ 対 

イ 日常生

判断

銭管理

○ 実施

ウ 「専門

日常

佐する

○ 実施

客引き行為

を対象に情

引き行為等

条例内容の

導等を実施

設置人数 

見守りモデル

活動を通じ

できる社会

 象 地

助上限額 50

援対象数 10

支援体制の構築に

症高齢者の

な相談支援

的な相談支

括的な相談

づくりを進

 象 市

生活自立支

断能力に不

理の援助を

施主体 兵

門員補佐」

常生活自立

る「専門員

施主体 兵

 

為者の多数を

情報発信を強

等防止指導員

の周知、違反

施 

６人（県警

ル事業(通称

じて交流を図

会の構築を支

地域団体（

00千円 

0団体 

による日常生活

の増加等に伴

援体制の構築

支援体制の構

談支援体制を

進めるキーパ

市町・社協職

支援事業(13

不安のある方

を実施 

兵庫県社会福

養成事業

立支援事業の

員補佐」を配

兵庫県社会福

62 

を占める大

強化 

員、客引き

反者への指

警OB） 

「地域とな

図り、近隣

支援 

自治会、婦

自立支援事業の

伴う相談、

築を支援し

構築支援(2

を構築する

パーソンを

職員等 

35,605千円

方を対象に

福祉協議会

(569千円)

の利用増に

配置 

福祉協議会

大学生への注

き行為防止専

指導や、悪質

り組」)の実

隣住民が世代

婦人会等）

の強化

福祉サービ

し、日常生活

277千円)

るための研修

を育成 

円) 

に福祉サー

会 

に伴い市社協

会 

注意喚起を

専門員の設

質業者及び

実施

代・性別を

・NPO法人等

ビス利用の

活自立支援

修会を開催

ビスの利用

協に配置し

Ⅰ 安全な

を図るため

設置 

び行為者への

5,0

問わず日頃

等 

136,4

増加に対応

援事業の機能

催し、市町域

用援助や日

している専

な基盤の確立

、県内大学

の呼び出し

000 千円 

頃から助け

451 千円 

応するため

能を強化

域において

常的な金

門員を補

立 

学

し

け

、

て



 

 (3)

 ①

 【本県と

補 助 

金 額 

設置

 ※ 県と

 

 

地域の交

高齢運転者

高齢運

違い事故

○ 対 

○ 対象

○ 補助

補助

（装

補助

購入

※ 

※ 

 

と国の補助

区

対 象

補助

補

後 付 

装 置 

車 両 

購 入 

置車両 

と国のどち

交通安全対

者による交

運転者のペ

故防止装置

象 者 75

象車両 本

助対象装置 急

助制度開始

装置未搭載

助制度開始

入車両 

オプション

オプション

助制度の比較

区 分 

象 年 齢 

助申請者 

助 率 

急発進抑制

障害物感知

ワンペ

ストップペ

新 車 

中古車

本人所

それ以

らの補助と

対策 

交通事故防止

ペダル踏み間

置の購入補助

5歳以上の高

本人常用の

急発進抑制タ

区分

始以前からの

載車） 

始以降
標準

オプ

オプ

ン装備車：

ン装備なし：

較】 

制タイプ 

知タイプ 

ペダル 

プペダル 

標準装備

オプション

古車 

所有 

以外 

とするかは、

63 

止対策の推

間違いによ

助を実施

高齢運転者

自家用車

タイプ、障

の使用車両

準装備車

プション装

プション装

標準装備

後付けで

75

高齢

22

22

22

、本人の選

推進

よる死亡事故

者 

（１人１台

障害物感知

両 

装備車 

装備なし

されていな

しか対応で

本 県 

5 才以上 

齢運転者 

定額 

2,000 円 

2,000 円 

― 

― 

― 

2,000 円 

― 

対 象 

対 象 

選択制 

故等の防止

、本人以外

タイプ 

購入時 

― 

― 

○ 

― 

ないが、追加

できない車両

【車
【装置

普

普

Ⅰ 安全な

70,0

止を図るた

外の名義車

後付け 

○ 

― 

○ 

○ 

加で装備可

両 

国制度

65 才以

両】高齢運
置】販売店

定額 

20,000

40,000

40,000

― 

普通10万円・軽

普通10万円・軽

40,000

対 象

（対象外の見

な基盤の確立

000 千円 

め、踏み間

車両も対象）

可能な車両

度 

上 

運転者 
店 

円 

円 

円 

軽 7万円 

軽 7万円 

円 

象 

見込） 

立 

間

 



 

 ②

 

 ③

「自転車の

「自転

全対策を

○ 教育指

○ ラジオ

○ 交通安

 対 

 実施

○ 高校生

 実施

 対 

○自転車保

 実施

 調

交通安全対

交通事

為である

ア 交通安

○ 元気

 実

○ 地域

イ 飲酒運

○ 飲食

○ キッ

小

○ 全て

 実

ウ 交通安

○ 交通

○ 交通

交

の安全で適正

転車の安全

を実施 

指導教材の

オスポット

安全教育指

象 者 交

施回数 1

生（通学生

施内容 ス

 象 県

保険加入状況

施場所 県

査件数 約

対策の推進

事故死者数

る飲酒運転

安全シルバ

気と交通マ

実施場所 

域包括支援

運転を許さ

食店業等に

ッズ交通保

小学生を対

ての自動車

実施回数 

安全啓発活

通安全県民

通事故多発

交通事故が

正な利用の

全で適正な利

の作成・配付

ト放送による

指導者向け研

交通安全教

0回（各県

生）への自転

スケアード

県内自転車

況（本県加入率

県内53地区

約4,000件

進 

数のうち半数

転の根絶に向

バー元気ア

マナーアップ

地域の公民

援センター

さない兵庫づ

による自主的

保安官の任命

対象に、家庭

車運転代行業

１回／年

活動の実施

民大会の実施

発時対策事業

が多発した市

64 

促進に関す

利用の促進

付（702千

る啓発（55

研修会の開

教育担当者・

民局・県民

転車教育の

・ストレイ

車通学許可高

入率68.5%［令和

 

数を占める

向けた対策

ップ事業の

プ出前講座

民館 等 

と連携した

づくりの推

的飲酒運転

命（300人）

庭内等で飲

業者を対象

（8,055千

施 

業 

市区町の高

する条例」の

進に関する条

円） 

51千円）

開催（152千

・指導者 

民センター

の実施（6,4

イト(スタン

高校のうち

令和元年度調査

る高齢者の交

策を推進 

の推進（612

座の実施（5

た啓発の実施

推進（343千

転追放事業の

） 

飲酒運転を

象に随伴用

円） 

高齢者宅等に

の推進

条例」に基

千円） 

で１回） 

400千円） 

トマンを使っ

、啓発を必

査時点］）の把

交通安全対

2千円） 

53地区） 

施 

千円） 

の実施 

しないよう

自動車の表

に啓発チラ

Ⅰ 安全な

8,3

基づく、自転

た疑似交通事

必要とする

把握と啓発（

9,0

対策や、悪質

うに呼びか

表示等の調査

ラシを配布 

な基盤の確立

340 千円 

転車交通安

事故を体感 )

10校 

（535千円）

010 千円 

質な犯罪行

け 

査 

立 

安

 

行



 

 ④

 

道
管

警
本

○ 学童

○ 交通

 

交通安全施

安全

よる交通

交

道 路
管 理 者

警 察
本 部 交

通

自

未

事

童等交通安

通事故相談

施設等の整

・安心・快

通安全施設

 

区　　　

合　　　

交通安全施設

交通安全施設

小

通学路等の安

転車の安全

未就学児等の

事故防止対策

小

安全教室の開

談所の運営

整備 

快適な交通社

設の整備・老

補

単

　分

　計

設整備

設の老朽化対

小　　　　計

安全対策の推進

全対策の推進

交通安全緊

策事業

小　　　　計

65 

開催 

（神戸、姫

（

社会の実現

老朽更新な

補助事業

単独事業

1

対策

進

急対策

姫路、豊岡）

一部令和元

現を図るため

などを強力に

予　　算

1,135,366

1,182,000

500,000

2,817,366

5,562,100

1,036,200

239,400

1,850,000

8,687,700

11,505,066

） 

元年度２月

め、警察本

に推進 

主

交通管制セ

信号機新設

信号柱(335

歩道整備（

自転車通行

防護柵・注意

防護柵、道
標識修繕及

Ⅰ 安全な

11,505,0

経済対策補

本部及び道路

主な事業の内

センター整備

設（12基）　等

5本)　等

14㎞）

行空間整備（

意喚起看板設

道路照明灯、
及び設置　等

な基盤の確立

066 千円 

補正対応）

路管理者に

内容

等

16㎞）

設置　等

等

立 

 

に

 



 

 (4)

 ＜消

 ①

暮らしの

消費者行政の

消費者教育

ア 消費者

○ 消費

消

討会

する

 プ

 消

○ 消費

地

リー

の活

○  特

 教

 消

○ エシ

人

団

イ ライフ

○ 消費

幼

な製

 商

 ラ

○ 高等

教

教育

 消

○ 若者

の安全確保

の推進＞ 

育の総合的

者教育推進

費者教育推

消費者教育

会を設置す

るためのプ

プログラム

消費者教育

費者教育コ

地域で活躍

ーダー等）

活動を支援

特別支援学校

教員向け研

消費生活セ

シカル消費

人や社会、

体・グルー

フステージ

費者教育体

幼児から小

製品の使用

商品テスト

ライフ＆マ

等学校にお

教育委員会

育の実施 

消費生活セ

者の消費者

保 

的推進 

進体制の整備

推進プロジェ

育推進計画が

するとともに

プロジェク

ムメニュー等

育推進員の設

コーディネー

躍する消費者

に向け情報

援 

校等におけ

研修会の開催

センター等に

費推進事業の

環境に配慮

ープとの協働

ジに応じた消

体験学習会事

小中学生、保

用方法やお金

ト等体験学習

マネープラン

おける消費者

会や学校現場

センター等に

者力アップ事

66 

備（15,292

ェクト（11

が最終年を

に、多様な

トへの参画

等の作成

設置（４人

ーター等支

者教育コー

報交換会や

ける消費者教

催（開催回

による出前

の実施（1,

慮した消費

働事業を各

消費者教育

事業（2,82

保護者など

金の管理等

習会（開催

ン等体験学

者教育推進

場と協働し

による出前

事業（3,09

2千円） 

1,442千円）

を迎えるこ

な主体との連

画の全県的な

人） 

支援事業（1

ーディネー

やスキルアッ

教育推進事

回数：５回）

前講座（実施

,718千円）

費行動（エ

各地域で実

育の推進（6

27千円）

どが楽しみな

等に関する学

催回数：42回

学習会（開催

進事業（648

し、県内高等

前講座（実施

98千円）

） 

とから計画

連携により

な呼びかけ

1,364千円）

ター（消費

ップ研修等

事業（768千

） 

施回数：28

 

シカル消費

施 

6,573千円）

ながら参加

学習会を開

回） 

催回数：７

8千円） 

等学校にお

施回数：42

Ⅰ 安全な

21,8

画見直しの

、消費者教

けを実施 

） 

費生活相談員

等の機会を提

千円） 

8回） 

費）を推進

） 

加・体験でき

開催 

７回） 

おける効果的

2回） 

な基盤の確立

865 千円 

ための検

教育を推進

員や消費者

提供し、そ

するため、

きる、身近

的な消費者

立 

進

者

そ

近

者



 

 

 ②

 

 ③

大

心に

 若

 若

消費生活相

○ 市町

消

特定

県セ

○ 消費

消

 基

○ 専門

法

例学

(拡)消費者

○ く

高

習会

○ 高齢

高

し、

 高

 高

○ 高齢

高

会

 

○ (拡

大学生協と

に、若者の

若者向け研

若者の消費

相談対応力

町消費生活

消費生活総

定商取引法

センター相

費生活相談

消費生活相

基礎研修、

門家による

法的知識が

学習会や困

者トラブル

らしの安全

高齢者の消

会の講師等

齢者・障害

高齢者・障

、地域にお

高齢者等被

高齢者・障

齢者の特殊

高齢者に対

・老人クラ

自治会役員

拡)表示適正

との連携によ

消費者力ア

研修、ワーク

費者意識向上

力の充実強化

活センターの

総合センター

法の運用やあ

相談員による

談レベルア

相談員等の資

専門研修

る市町消費生

が必要な困難

困難事例相談

ル防止対策の

全・安心推進

消費者被害防

等を行うく

害者等の情報

障害者等の被

おける見守

被害防止ネ

障害者等への

殊詐欺被害防

対し、最新の

ラブ等のリー

員等への出前

正化対策の強

67 

より養成し

アップに向

クショップ

上のための

化

の支援（29

ーに市町相

あっせん方

る指導等を

ップ研修事

資質向上を

等 

生活相談員

難事案に対

談及び臨床

の強化

進員の設置

防止のため

らしの安全

報リテラシ

被害防止の

り支援、本

ットワーク

の消費者被

防止に向け

のトラブル

ーダーを対

前講座（実

強化（3,06

した「くらし

けた取組を

プ等の開催

の啓発事業等

9,794千円）

相談サポー

方法等を市町

を実施 

事業の実施

を図るため、

員の支援（2

対応するため

床心理士に

置（4,511千

めの見守り、

全・安心推進

シー強化事業

のため、市町

本人や家族へ

ク連絡会議

被害防止キ

けた啓発事業

ル情報をき

対象とした出

実施回数：1

60千円）

しのヤング

を多様な団

等 

） 

トデスクを

町相談員へ

（3,253千円

、レベルに

2,468千円）

め、弁護士

よるサポー

千円） 

、消費生活

進員を設置

業（3,145千

町や警察、

への啓発を

・研修会の

ャンペーン

業（578千円

め細かく提

出前講座を

14回） 

Ⅰ 安全な

グクリエータ

団体等と連携

35,5

を設置し、商

へ助言する

円） 

に応じて研修

） 

士等の専門家

ートを実施 

15,2

活相談窓口の

置（約400人

千円） 

福祉関係者

を実施 

の開催（７地

ン（９月） 

円） 

提供するた

を実施 

な基盤の確立

ター」を中

携して実施

515 千円 

商品技術･

とともに､

修を実施

家による事

213 千円 

の紹介、学

人） 

者等と連携

地域） 

め、自治

立 

中

施 

事

学

携



 

 

 ④

事

の啓

  

指

○ 適格

県

止請

 シ

○ 金融

実

どか

 消

○ 事業

地

等を

 事

(拡)HACCP

食品営

食品関係

○ 法改

○ 職員

食

めの

 回

○ HA

 対

 内

 回

○ (新

事業者の表

啓発を推進

(新)ひょ

指導等の体

格消費者団

県内唯一の

請求訴訟制

シンポジウ

融リテラシ

実態のない

から、基本

消費者向け

業者団体等

地域に根ざ

を有する事

事業者団体

・補助上限額

・補助件数

P 導入支援

営業許可制

係施設に周

改正内容説

員HACCP研修

食品衛生監

のレベルア

回  数 

ACCP導入講

対  象 

内  容 

回  数 

新)食品関係

表示管理体制

進 

うご消費者

体制強化 

団体活動支援

の適格消費者

制度や消費者

ウム等の開催

シー強化事業

い投資話を持

本的な金融に

け金融リテラ

等による消費

ざした活動を

事業者団体等

体等の取組支

額 500千円

数 ２団体程

等の強化

制度等が変更

周知し、HAC

説明会の開催

修（229千円

監視員に対

アップ研修を

１回 

講習会（2,1

県内食品関

HACCPに沿

25回 

係事業者管理

68 

制の明確化

者ネットへの

援事業（1,

者団体であ

者関係法の

催、リーフ

業（1,469千

持ちかける

に関する基

ラシー講座

費者教育支

を展開する

等が各地域で

支援 

円 

程度 

更され、HA

CCPに沿った

催（630千

円） 

し、HACCPに

を実施 

05千円）

関連事業者

沿った衛生管

理システム

化等を徹底す

の委託によ

,450千円）

ある「ひょ

の改正動向

フレットの作

千円） 

る投資詐欺の

基礎知識を学

座の開催（実

支援事業（1

る消費生活協

で実施する

ACCPが制度

た衛生管理

円） 

に沿った衛

者 

管理導入

ムの整備（4

するため、

よる表示に関

 

うご消費者

を周知・啓

作成 

の被害が増

学ぶ講座を

実施回数：

1,000千円）

協同組合や

消費者教育

度化されるた

理の導入を促

衛生管理を事

4,290千円）

Ⅰ 安全な

事業者指導

関する監視

者ネット」に

啓発 

増加してい

を実施 

37回） 

） 

や地域に多数

育・啓発活動

7,2

ため、法改

促進 

事業者に指

） 

な基盤の確立

導や県民へ

視・調査・

による、差

ることな

数の店舗

動等を支援

254 千円 

改正内容を

指導するた

立 

へ

差



 

 ＜人

 ①

 

 ②

 

 ③

人権啓発施策

(拡)人権文

人権文

○ 人権

 内

 開

○ 人権

 内

 開

○ (新

 内

人権文化県

人権文

けた市町

○ 実施

○ 負担

○ 対象

 県

 地

 重

(新)人権啓

人権啓

題に対応

○ 実施

 検

 ワ

策の推進＞

文化をすす

文化をすす

権啓発フェ

内  容 

開催時期 

権週間のつ

内  容 

開催時期 

新)性的少数

内  容 

県民運動の

文化をすす

町の地域に

施主体 市

担割合 県

象事業 

県民運動推

地域啓発活

重点施策普

啓発事業の

啓発事業評

応するため

施内容 

検討会議の

ワーキング

・人権関係

＞ 

すめる県民運

すめる県民運

ェスティバル

講演会、コ

令和２年

つどいの開催

「のじぎ

令和２年1

数者の理解促

啓発リーフ

イドライン

の推進 

すめる県民運

に密着したき

市町 

県1/3、市町

推進強調事業

活動強化事業

普及促進事業

の新たな展開

評価・あり方

め、若年者層

の開催 ３回

ググループの

係団体等への

69 

運動の推進

運動の一環

ルの開催

コンサート

８月（推進

催 

く文芸賞」

12月上旬

促進 

フレットの

ンの作成、

運動の一層

きめ細かい

町2/3 

業（強調月

業（地域で

業（本人通知

開の検討

方検討委員

層への効果

回 

の設置 

のヒアリン

進

環として、事

ト、人権啓発

進強調月間に

表彰式、講

（人権週間に

の作成（県民

企業向け人

層の展開を図

い啓発事業、

間（８月）

できめ細か

知制度の普及

員会での議論

果的な人権啓

ング 

事業を展開

発資料展 

に開催） 

講演会、コ

に開催） 

民・事業者

人権啓発研

図るため、

、先駆的事

を中心に実

く実施され

及促進等、重

論を踏まえ

啓発のあり

Ⅰ 安全な

26,3

開 

コンサート 

等 

者向け）、職

研修等の充実

20,0

人権課題の

事業等を支援

実施する啓発

れる住民学習

重点的、先駆

5

え、多様化す

り方を検討 

な基盤の確立

399 千円 

職員向けガ

実 

000 千円 

の解決に向

援 

発事業） 

習会等）

駆的な事業）

500 千円 

する人権問

立 

   

向

 

問



 

 

 ＜水

 ①

 ②

     

 

 ③

     

○ 実施

水道事業等の

安全・安心

水道用

事故時の

○ 三田

 延

 事

 事

 

(新)水道連

 県内水

水道事業

(再掲)(新)

・人権関連

・先進事例

施方法 (公

の基盤強化

心な水道用

用水を安定

の断水のリ

田西宮連絡

延  長 

事業内容 

事業期間 

連携事業実

水道事業の基

業者間の広域

新・生活排水フ

連データ収集

例調査・研究

公財)兵庫県

化＞ 

用水の安定的

定的に供給す

スク等に備

絡管の整備

11km 

送水管布設

平成27～令

実施計画の策

基盤を強化

域連携を推

フォローアップ作

 

70 

集 

究 等 

県人権啓発

的供給

するため、

備えるため

設工事等

令和３年度

策定

化するため、

推進 

作戦の実施（参照

発協会へ委託

計画的に施

め、三田・西

度 

、水道連携

照 P40）

託 

施設、設備を

西宮間の連

携事業実施計

Ⅰ 安全な

2,750,5

を更新する

連絡管を整備

5

計画の策定

246,0

な基盤の確立

500 千円 

とともに、

備 

500 千円 

定により、

000 千円 

立 



 

 (5)

 ①

 

 ②

 ③

 

 ④

 

 ⑤

警察活動

(新)サイバ

サイバ

なるダー

○ 整備

 警

 ネ

 ダ

(新)ビデオ

初動対

機能を強

○ 整備

 ス

 

(新)AI 技

地域の

○ 整備

 高

尼崎南警察

老朽化

○ 整備

○ 延床

○ 供用

○ 総事

○ 令和

暴力団事務

暴力団

訟費用に

○ 対象

動の充実強

バー犯罪へ

バー空間の

ークウェブ

備内容 

警察署等へ

ネットワー

ダークウェ

オ通話(Liv

対応力の強

強化 

備内容 

スマートフ

術を活用し

の安全・安

備内容 

高度解析、

察署の建替

化に加え、

備場所 尼

床面積 7,

用開始 令

事業費 約

和２年度 庁

務所撤去応

団事務所の

に対する支

象経費 弁

強化 

への対応能力

の脅威に対応

ブ対策を含め

への技術支援

ーク上のデー

ェブ情報収集

ve110)を活

強化を図るた

フォンのビデ

した画像解

安心を確保す

動画変換装

替整備 

未耐震の施

尼崎市昭和通

095㎡ 

令和３年度末

約47億円 

庁舎建設工事

応援プロジェ

の撤去を推進

支援を実施

弁護士費用、

71 

力の強化

応するため

めた対応力

援体制を強

ータ証拠保

集資機材

活用した初動

ため、民間

デオ通話機

解析力の強化

するため、

装置 

施設である

通 

末（予定）

事 

ェクト

進するため

、裁判費用

＜

め、資機材を

力を強化 

強化するた

保全資機材

６式 

動対応力の

間の最新技術

機能を活用

化

＜

AI技術搭載

るため、現地

 

＜ふ

め、ふるさと

用等

＜リーディ

を整備し、

めに必要な

８式 

の強化

術を活用し

した110番通

＜リーディ

載の画像解

地建替を実

ふるさとひ

とひょうご

Ⅰ 安全な

3,1

ングプロジ

様々な犯罪

な解析資機材

3,8

した110番通

通報システ

4,1

ングプロジ

解析装置を整

711,9

実施 

5,0

ひょうご寄附

ご寄附金を活

 

な基盤の確立

28 千円 

ジェクト＞

罪の温床と

材 ４式

828 千円 

通報制度の

テムの整備

65 千円 

ジェクト＞

整備 

991 千円 

000 千円 

附金事業＞

活用し、訴

立 

 

 

 

訴



Ⅱ

 

  安心な

１ 

 (1)

 ＜保

 ①

な暮らしの

子育て環境

子育て支

保育の受け皿

保育所・認

認定こ

ア 保育

○ 実施

○ 対象

○ 箇所

○ 補助

○ 負担

※

イ 認定こ

○ 実施

○ 対象

○ 箇 

○ 補助

○ 負担

ウ 認定こ

○ 実施

○ 対象

○ 箇 

○ 補助

の実現 

境の充実 

支援の充実

皿確保＞ 

認定こども

こども園等

育所緊急整備

施主体 市

象経費 保

所数 １か

助基準額 

担割合 国

( )「子育て

こども園整備事

施主体 市

象経費 認

所 数 33

助基準額 12

担割合 国

こども園整

施主体 幼

保

幼

象経費 交

調

所 数 10

助基準額 園

実 

も園整備等の

等の施設整備

備事業（61

市町 

保育所・認定

か所 

145,300円

国1/2(2/3)、

て安心プラ

事業（847,26

市町 

認定こども園

3か所 

27,500千円

国または基金

整備等促進事

幼稚園型認定

保育所型認定

幼保連携型認

交付金事業及

調理室の設備

0か所 

園児１人当た

72 

の推進

備や運営等

1,538千円

定こども園

円（定員60人

、市町1/4

ラン実施計画

0千円(認定こ

園(幼稚園機

円（定員40人

金1/2、市町

事業（施設

定こども園

定こども園

認定こども

及び基金事

備、ベビー

たり822千円

等に要する経

（安心こど

(保育機能

人の場合）

（1/12）、事

画」の採択

こども園施設整

機能部分)の

人の場合）

町1/4、事業

設整備補助）

（61,650

園を整備す

園を整備す

も園を整備す

事業の補助対

ーベッド等の

円（上限15

（一

（一部法

経費に対し

ども基金））

部分)の施

 

事業者1/4 

択による財政

整備交付金、

の施設整備

 

業者1/4  

） 

0千円（法人

る私立幼稚

る民間保育

する私立幼

対象外とな

の備品 等

5人：6,165

Ⅱ 安心な暮

1,289,5

部安心こど

法人県民税超

し助成 

 

施設整備に要

政支援対象

安心こども基

備に要する費

人県民税超

稚園 

育所 

幼稚園、民

なる保育室

等 

5千円/１か

暮らしの実現

529 千円 

ども基金）

超過課税）

要する経費

象市町 

基金)） 

費用 

超過課税））

間保育所

の増築、

か所） 

現 

 

 

費 
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○ 負担割合 県1/2、事業者1/2 

エ 認定こども園整備等促進事業（移行促進補助） 

（24,000千円（教育支援体制整備事業費交付金、法人県民税超過課税）） 

○ 実施主体 認定こども園への移行を予定している私立幼稚園または民間保育所 

○ 対象経費 認定こども園への移行準備に要する経費 

○ 箇 所 数 30か所 

○ 補助基準額 1,600千円 

○ 負担割合  

￭ 私立幼稚園 国1/2、事業者1/2（教育支援体制整備事業費交付金） 

￭ 民間保育所 県1/2、事業者1/2（法人県民税超過課税） 

オ 幼稚園耐震化整備事業（242,390千円（認定こども園施設整備交付金、安心こども基金）） 

○ 実施主体 学校法人または社会福祉法人 

○ 対象経費 認定こども園に移行する幼稚園等の耐震性が劣る園舎の建替 

等に要する費用 

○ 箇 所 数 ２か所 

○ 補助基準額 127,500千円（定員40人の場合） 

○ 負担割合 国または基金1/2、事業者1/2 

カ 賃貸物件による保育所等整備支援事業（7,268千円） 

○ 事業主体 市町 

○ 対象施設 民間保育所、認定こども園、地域型保育事業 

○ 補助要件 賃貸物件を活用し、施設の新設等により定員を５人以上拡大す

る保育所、認定こども園、地域型保育事業であって、建物賃料

が賃料加算の額の1.5倍を超え、３倍以下である施設 

○ 対象経費 賃料加算額を1.5倍にした額と建物賃料の差額 

○ 負担割合 県1/3、市町1/3、事業者1/3 

○ 箇 所 数 10か所（新規５か所、継続５か所） 

○ 事業期間 令和４年度まで 

キ 保育定員の拡大に伴う保育環境改善事業（20,000千円） 

○ 事業主体 市町 

○ 対象施設 民間保育所、保育所型認定こども園 

○ 補助要件 定員を５人以上拡大する場合 



 

 

 ②

○ 対象

○ 補助

○ 負担

○ 箇所

ク 保育

○ 事業

○ 対象

○ 対象

○ 負担

○ 件 

ケ 保育

○ 実施

○ 対象

○ 補助

  

○ 対象

○ 補助

○ 負担

○ 実施

○ 事業

企業主導型

  地域

業の地

○ 企業

 設

 業

象経費 遊

る

助基準額 2,

担割合 県

所数  30

育所等用地取

業主体 市

象施設 保

に

象経費 借

担割合 県

 数 ３

育定員弾力化

施主体 子

象施設 民

助要件 定

較

    

象経費 ①

費

助単価 20

担割合 県

施箇所数 30

業期間 令

型保育事業

域の保育が必

地域枠の拡大

業主導型保

設置場所 

業務内容 

遊具等の備品

る経費 

000千円／

県1/3、市町

0ヶ所 

取得に関す

市町 

保育所等の新

にあたり福祉

借入期間中の

県1/3、市町

３件 

化緊急支援

子育て安心プ

民間認可保育

定員の弾力運

較して年度平

 ※保育を

①小型遊具、

費、②保育士

00千円/人

県1/3、市町

0施設 

令和２年度ま

業の促進

必要な子ど

大を促進

保育事業推進

こども政策

開設・運営
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品や保育環

／園 

町1/3、事業

する利子負担

新増設で定

祉医療機構

の利子総額

町1/3、事業

援事業（20,

プラン採択

育所、民間

運用で２・

平均在所数

を必要とす

、絵本、フ

士等の研修

(上限10人)

町1/3、事業

まで 

どもの受け皿

進・相談窓

策課内 

営に関する

環境の維持

業者1/3 

担軽減事業

定数を５人以

構から借入

額 

業者1/3 

,000千円）

択市町（16市

間認定こど

３号認定児

数で２人以

る0～2歳児

ロアマット

修費用 

)(ただし、

業者1/3 

皿の拡大を

窓口の設置等

る相談、助成

・向上に必

業(5,423千

以上拡大す

を行うもの

 

市町） 

も園 

児童※の受

上拡大した

児（3号）、3

ト、ロッカ

②は100千

（一部法

を図るため、

等 

成額の試算

Ⅱ 安心な暮

必要な施設整

円) 

するもので

の 

受入人員を前

た場合 

3～5歳児

ー等の保育

千円を上限)

82,9

法人県民税超

、企業主導

算支援、先行

暮らしの実現

整備に要す

、用地取得

前年度と比

（2号） 

育用品購入

) 

912 千円 

超過課税）

導型保育事

行事例の

現 

す

得

比

入

 



 

 

 ③

 

 

 

○ 企業

 実

 補

 対

 補

 対

 負

(拡)地域子

家庭や

などに対

法に基づ

○ 負担

○ 財源

事業名

地域子育て

支援拠点事

利用者支援

事業 

ファミリー

サポート・

センター事

一時預かり

事業 

業主導型保

実施主体 

補助要件 

対象経費 

補助単価 

対象施設 

負担割合 

子ども・子

や地域にお

対応するた

づく事業を

担割合 国

源措置 消

 

て 

事業

乳幼児

を開設

実施 

（対象

援 

子育て

保育

うとと

（対象

ー・

・ 

事業

育児の

一時預

互援助

ー・サ

（実施

り 

家庭に

になっ

預かり

（対象

横展開、運

保育事業促進

子育て安心

新たに地域

保育上必要

(小型遊具

200千円/人

100施設

県2/5、市

子育て支援事

おける子育て

ため、市町が

を推進 

国1/3、県1/

消費税率引き

児及びその保

設し、子育て

象施設：331

て中の親子等

・保健その他

ともに、関係

象施設：115

の援助を行い

預かり（病児

助に関する

サポート・セ

施市町：32

において一

った乳幼児等

りを実施 

象施設：1,2
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運営ノウハ

進事業 

心プラン採

域枠定員２

要となる備

具、絵本、

人(上限10人

市町2/5、事

事業等の実

て機能の低

が地域の実

/3、市町1/

き上げによ

事業内容

保護者が相

てについての

1か所） 

等を対象に、

他の情報提供

係機関との連

5か所） 

いたい人と受

児・病後児預

連絡、調整

センター運営

市町） 

時的に保育

等について、

244 か所）

ハウ等のセ

採択市町（1

２人以上を設

備品 

フロアマッ

人) 

事業者1/5

実施

低下や子育て

実情に応じて

/3  

よる社会保障

容 

相互に交流を

の相談や情報

、身近な場所

供、相談・助

連絡調整等

受けたい人

預かりを含む

整活動を行う

営を支援 

育を受けるこ

、保育所等で

ミナーの開

16市町） 

設けること

ット、ロッカ

ての中の親

て実施する

障の充実分

を行う場所

報提供等を

所で教育・

助言等を行

を実施 

をつなぎ、

む）等の相

うファミリ

ことが困難

で一時的な

Ⅱ 安心な暮

開催（２回）

と 

カー等の保

6,663,1

親の不安感等

る子ども・子

分 

負担割合 

国 1/3 

県 1/3 

市町 1/3 

暮らしの実現

） 

保育用品)

90 千円 

等の増大

子育て支援

所要額

617,26

262,16

76,19

798,91

（単位：千円

現 

援

 

62

67

90

19

円）
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事業名 事業内容 負担割合 所要額 

ひょうご放課

後プラン推進

事業 

（児童クラブ型）

就労等により昼間保護者が家庭にいない児童の

安全で健やかな居場所の確保に向けて、学校の余

裕教室、児童館、保育所、団地の集会室を活用し

た放課後児童クラブの設立・運営を支援 

（支援の単位数 ：1,518 か所） 

国 1/3 

県 1/3 

市町 1/3 

3,481,145

放課後児童ク

ラブ整備費補

助事業 

放課後児童クラブの整備（創設・改築・大規模修

繕・設備整備等）に対して助成 

（対象施設：78 か所） 

339,626

延長保育事業

通常の利用時間以外の日及び時間において、認定

こども園・民間保育所・地域型保育事業等で保育

を実施 

（対象施設：1,484 か所） 

400,232

病児・病後児

保育推進事業

就労の状況等から病気・病後の子どもを看ること

ができない保護者を支援するため、病児等を保育

できる体制整備を推進 

（対象施設：137 施設） 

422,516

病児・病後児

保育施設整備

費補助事業※ 

病児・病後児を保育する施設の整備費を助成 

（対象施設：３か所） 
38,110

子育て短期 

支援事業 

保護者の疾病・疲労、精神上の理由等により、一

時的に児童を養育することが困難となった場合

等に、児童養護施設等において養育・保護を行う

事業に助成 

（延べ日数：9,380 日） 

14,896

子どもを守る

地域ネット 

ワーク機能 

強化事業 

児童虐待の発生予防・早期発見・早期対応に資す

るため、子どもを守る地域ネットワーク構成員の

専門性の強化等を推進 

（実施市町：30 市町） 

18,628

乳児家庭全戸

訪問事業 

生後 4か月までの乳児のいる家庭を訪問し、養育

環境及び母児の状況把握、育児相談等の実施 

（実施市町：41 市町） 

56,801

養育支援訪問

事業 

乳児家庭全戸訪問事業等で養育が必要と認めら

れた、虐待リスク等が高い保護者に対して行う育

児家事援護や専門的相談支援に助成 

（実施市町：35 市町） 

 

 

29,097



 

    ※

 

 ④

事業名

(拡)実費徴

に係る補足

付を行う事

認定こども

特 別 支 援

育・保育経

事業 

新規参入施

等への巡回

援事業 

※設置主体が

子どものた

子ども

「施設型

ア 施設型

幼稚

負担 

認定

１

２

３

○ 給 

○ 負担

イ 地域型

定員

 

徴収

足給

事業

全ての

できる

必要な

大） 

（対象

も園

援 教

経費

認定こ

（対象

施設

回支

教育・

する事

用した

（対象

 ○支

  事

関す

 ○補

が法人の場

ための教育

も・子育て

型給付」、小

型給付費県

稚園、認定

定区分 

１号 保育

２号 保

３号 保

付 額 公

設

所

担割合 国

１

額

型保育給付

員20人未満

の子どもが等

るよう、幼稚

な実費の一

象児童数：4

こども園の特

象延べ児童数

・保育施設、

事業者に対し

た巡回支援に

象施設数：2

支援内容 

事業開始前に

する相談・助

補助基準額

合の負担割

育・保育給付

て支援新制度

小規模保育

県費負担金

定こども園、

育を必要としな

育を必要と

育を必要と

公定価格（教

設定）から利

所得等に応

国1/2、県1/

号認定(教

額：公定価格

付費県費負担

満の小規模保
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事業内容

等しく教育、

稚園や保育所

部を助成（

48,177 人）

特別教育・保

数：1,735 人

地域子育て

して、行政

に助成 

28 施設） 

における事業

助言等 

年額 400 千

割合 国 3/1

付

度における

育事業等に共

（21,216,5

、保育所の

対象児

ない、教育を希

する３～５

する０～２

教育・保育

利用者負担

じて徴収す

/4、市町1/

教育標準時間

格の26.6%）

担金（2,87

保育事業な

容 

、保育を受け

所等の施設利

（副食費の対

 

保育経費につ

人） 

て支援事業に

・保育士 OB

業運営や事

千円/施設

0、県 3/10、

る幼稚園、認

共通の「地

578千円）

の運営費とな

児童 

希望する３～５

歳の子ども

歳の子ども

育に通常要す

担額（入所

する徴収金）

/4 

間認定)に要

）は、県1/

75,034千円

など「地域型

けることが

利用の際に

対象者を拡

ついて助成 

に新規参入

B などを活

業実施に 

、市町 3/10

認定こども

地域型保育給

なる「施設

５歳の子ども 

も 

も 

する費用の

（園）児童

）を減じた

要する地方

/2、市町1/

円） 

型保育給付
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負担割合 

国 1/3 

県 1/3 

市町 1/3 

0、法人 1/1

28,090,8

も園、保育所

給付」の費

設型給付費」

給付を受

幼稚園、認

保育所、認

の額を勘案

童の年齢、保

た額 

方単独費用部

/2 

付費」の一部

暮らしの実現

所要額

66,10

37,76

3,73

0 

815 千円 

所に共通の

費用を負担

の一部を

受ける施設 

認定こども園

認定こども園

して国が

保護者の

部分（上限

部を負担

現 

03

66

32

限



 

 ＜保

 ①

 

 ②

     

     

小規

家庭

事業

○ 給 

○ 負担

ウ 子ども

拠出

響額を

エ 幼児教

幼児

 

保育人材の確

保育士キャ

保育技

○ 市町

○ キャ

 対

 研

 期

 開

 定

(新)ひょう

保育士

構築する

ア ひょ

  養成

て県が

区 分 

規模保育事業

庭的保育事業

業所内保育事

付 額 公

額

を

担割合 国

も・子育て

出金率引き

を反映 

教育無償化

児教育の無

確保・育成

ャリアアッ

技能の向上

町実施研修

ャリアアッ

対 象 者 

研修分野 

期  間 

開催回数 

定  員 

うご保育士

士等の質の

るとともに

うご乳幼児

成研修を修了

が認証 

認可

業 ６～

業 １～

事業 制限

公定価格（国

額（入所児童

を減じた額

国1/2、県1/

て支援法に定

き上げ分の一

化による影響

無償化に伴

成＞ 

ップ研修の実

上を図るため

修審査会の実

ップ研修の実

令和２年度

８分野（県

研修１回当

３分野×各

250人/回

士等キャリア

の向上に対す

に、研修を受

児教育・保育

了した者に

78 

可定員 

～19人 

～５人 

限なし 

国が定める

童の年齢、保

/4、市町1/

定める事業

一部が保育

響額(5,613

う利用者負

実施

めのキャリ

実施 

実施 

度時点での

県４分野、

当たり３日

各２回 

アパス総合

するモチベ

受講できる

育マイスター

に対し、ひ

対象年齢

０～２歳

０～２歳

０～５歳

る基準により

保護者の所

/4 

業主拠出金率

育の運営費に

3,612千円)

負担額の軽減

リアアップ研

の経験年数が

市町４分野

日間 

合促進事業の

ベーションの

る環境を整備

ー（県版認証

ょうご乳幼

実施箇

27

3

3

り算定した

得等に応じ

率引上げに

に充当され

)(参照P88)

減による本

研修の実施

が概ね３年

野 ※指定都

の実施

の向上を図

備 

証保育士等）

幼児教育・保

Ⅱ 安心な暮

箇所数 予

76か所 

34か所 

32か所 

た額）から利

じて徴収す

による影響額

（△1,614,

れることか

) 

本県影響額

7,9

施 

年以上 

都市・中核

9,0

図るための仕

の養成（1,

保育マイス

暮らしの実現

算額(千円)

2,503,893

95,348

275,793

利用者負担

する徴収金）

額 

409千円）

ら、その影

を反映 

903 千円 

核市除く）

037 千円 

仕組みを

188千円）

スターとし

現 

3

8

3

担

 

影



 

     

     

     

     

     

 

 ＜保

 ①

○ 対 

○ 人 

○ 受講

 ・資

 ・職

 ・研

   

   

    

    

    

○ 実施

イ 加配

   単

○ 対象

○ 補助

    

○ 補助

保育サービス

延長保育充

延長保

保育に対

○ 事業

○ 補助

・21

・延

象 者 県

堅

 数 40

講要件  

資格要件 保

職務経験 乳

研修受講歴

［園長・施

［副園長

  （認定

また

［中堅保育

  （保育

施方法 兵

配保育士等の

単独加配職員

象施設 県

(計

助要件 ・

   ・施

育

助額 加配

スの充実＞

充実支援事

保育事業の

対して支援

業主体 市

助要件  

1時まで延長

延長時間(18

県内の私立保

堅保育士等で

0人 

保育士資格

乳幼児教育

（いずれか

施設長級］

・主任級］

定こども園

たは保育士

育士(副主任

育士等キャ

兵庫県保育協

の研修参加

員の研修参

県所管の私立

計299施設)

公定価格上

施設の全保

育士数＋単

配保育士数

＞ 

事業の実施

のさらなる促

援 

市町 

長保育事業

8:00～21:0

79 

保育所、認

で一定の要

格、幼稚園教

育・保育への

かを修了して

計30時間

計30～50時

園主幹保育教

士等キャリア

任・中核リ

ャリアアップ

協会へ委託

加支援（代替

参加に伴う代

立保育所、

)（政令・

上の必要保育

保育士の延べ

単独加配人数

×21千円×

促進を図る

業を実施す

00)の１日当

認定こども園

要件を満た

教諭免許の

の従事歴が

ていること

(認定こど

時間 

教諭研修に

アアップ研

リーダー級)

プ研修全８

託（審査会及

替要員費助

代替要員の

保育所型、

中核市除く

育士等数を超

べ研修参加

数)×３日

×1/4 

るため、国庫

る保育所・

当たりの平

園、幼稚園

す者 

のいずれかを

が10年以上 

と） 

も園園長等

に加え、認定

研修３分野）

)］計120時

８分野） 

及び認証は

助成）（7,84

の人件費を助

、幼保連携

く） 

えて保育士

加日数が、(

を上回るこ

庫補助の要

認定こど

平均対象児童

Ⅱ 安心な暮

園等の園長、

を保有 

等研修等) 

定こども園

） 

時間 

は県が実施）

49千円） 

助成 

携型認定こ

士等を配置し

(公定価格上

こと 

8,0

要件に該当し

も園 等 

童数が１～

暮らしの実現

、主任、中

園園長研修

） 

ども園 

していること

上の必要保

030 千円 

しない延長

～２人 

現 

中   

 

保

長



 

 ②

※

○ 補 助

○ 負担

○ 箇 

 

私立幼稚園

ア 預か

保育

幼稚園

○ 実施

○ 補助

○ 預か

○ 負担

 

イ 長時間

○ 平

通

業

 実

 補

○ 園児

登

 補

 実

ウ 平日の

平

延長

○ 実施

○ 補助

エ 障害の

※３人以上の

助 基 準 額 2,

担割合 県

所 数 11

園等におけ

り保育推進

育時間終了

園等に対し

施園数 21

助単価 1,

かり時間 平

担割合 

   

間等預かり

日の早朝、

通常の預か

日に長時間

実施園数 

補助基本額 

児の登下校

登降園バス

補助単価 

実施園数 

の預かり保

日預かりに

して実施さ

施園数 14

助単価 30

のある幼児

の場合は、

190千円

県1/3、市町

1ヶ所 

ける預かり保

進事業（495

了後も園児を

し助成 

10園（学校

300千円～

平日：２時間

（学校法人立

（非学校法人

保育実施園

夕方や休

かり保育（４

間預かり保育

19園 

2,604千円

校用バス運行

ス運行事業を

312千円/園

３園 

保育時間延長

について、７

される分を延

4園 

00千円 

児の預かり保

80 

国庫補助

町1/3、事業

保育の推進

5,570千円）

を園内で過

校法人立 19

～4,700千円

間以上、土

立）国1/2、

人立）県10

園補助（61

日等の長時

４時間）に

育を実施す

円 

行を実施す

を実施する

園 

長促進事業

７時から19

延長加算と

保育推進事

を活用 

業者1/3 

進

） 

過ごさせる

96園、非学

円（開設時間

土日・夏休み

、県1/2 

0/10 

1,572千円）

時間預かり保

に加え、早朝

する園に対

する園への補

る園に対し助

業（4,200千

9時までの預

として、県単

事業（50,00

（一部法

「預かり保

学校法人立 

間や配置教

み等：４時

） 

保育を実施

朝・夕方や

し助成 

補助 

助成 

千円（法人県

預かり保育

単独で補助

00千円） 

Ⅱ 安心な暮

611,3

法人県民税超

保育」を実施

14園） 

教員数によ

時間以上 

施する園へ

や土・日曜日

県民税超過

育に加え、１

助 

暮らしの実現

342 千円 

超過課税）

施する私立

る） 

の補助 

日、長期休

過課税））

１時間以上

現 

 

立

休

上



 

 ③

 

 

通常

○ 実施

○ 補助

 

病児・病後

病気

後児保育

ア 病児

○ 対 

○ 施 

○ 補助

○ 負担

イ 診療

○ 内 

○ 設置

○ 職員

○ 利用

○ 箇 

○ 補助

 運

○ 負担

ウ 病児

○ 内 

○ 箇 

○ 負担

常の保育時間

施予定園数 10

助単価 50

後児保育事

・病後の子

育施設の設

児・病後児保

 象 保

設 数 13

助基準額 病

体

担割合 国

療所型小規模

 容 職

保

置場所 診

員配置 看

用定員 ３

所 数 ５

助基準額 

運 営 費：

担割合 県

児・病後児保

 容 病

築

所 数 ３

担割合 国

間以外に障

00園 

00千円 

事業の充実

子どもを看る

設置を促進

保育推進事

保護者の労働

37施設 

病児5,007千

体調不良児型

国1/3、県1/

模病児保育

職員の配置基

保育施設を設

診療所等の医

看護師等また

３人以内 

５か所 

3,400千円

県1/2、市町

保育施設整

病児・病後児

築、拡張、大

３か所 

国1/3、県1/

81 

障害のある幼

ることがで

事業（422,5

働等により家庭

千円、病後児

型4,472千

/3、市町1/

育事業（13,

基準を国庫

設置 

医療機関

たは保育士

円、開設準備

町1/2 

整備費補助事

児保育事業

大規模修繕

/3、市町1/

幼児の預かり

できない保護

516千円）

庭で保育を行

児4,166千

円 

/3 

,500千円

庫補助要件

（併設の診療

士を１人以上

備経費：2,

事業（38,1

業を実施する

繕）に要す

/3 

り保育を実施

（一部法

護者を支援

（参照P76）

行うことが困

円、 

（法人県民税

より緩和し

療所等で診療

上配置 

,000千円 

110千円）

るための施

る経費を助

Ⅱ 安心な暮

施する園に

474,1

法人県民税超

援するため、

） 

困難な病児・

税超過課税

した県独自

療後、保育を

（参照P76）

施設整備（創

助成 

暮らしの実現

対し助成

26 千円 

超過課税）

、病児・病

病後児 

税）） 

の病児 

を実施） 

 

創設及び改

現 

 

病

改



 

 ④

 

 ⑤

(新) 病児

○ 対象施

 病

 診

○ 補助

○ 補 

○ 施 

○ 負担

 「ひょう

放課後

ための居

○ 放課

 対

 実

 補

 支

 負

○ 放課

「

定が

 実

 補

 補

 箇

 負

○ 放課

（地域

 対

 実

児保育士の処

施設 

病児対応型

診療所型小

助要件 県

助 額 年

設 数 82

担割合 県

うご放課後プ

後等に子ど

居場所づく

課後児童ク

対 象 

実施回数 

補助基準額 

支援の単位数 

負担割合 

課後児童ク

「小１の壁」

ができるよ

実施主体 

補助要件 

・開所時間を

・放課後児

補助基準額 

箇 所 数 

負担割合 

課後子ども

域と学校の

対  象 

実施回数 

処遇改善の

型及び病後児

小規模病児保

県等の実施す

年額120千円

2施設 

県1/2、市町

プラン」の

どもが安心

りを推進

クラブの運営

共働き家庭

週５日以上

4,484千円

1,518か所

国1/3、県

クラブ開所時

」を解消す

う放課後児

市町 

を19:30まで

児童支援員等

90千円 

285か所

県1/2、市

も教室の運営

の連携・協働

地域の子

週１～６

82 

の推進

児対応型病

保育施設

する病児保

円/施設 

町1/2 

の実施

して活動で

営補助 (3,

庭などの小

上 

（定員40人

所 

県1/3、市町

時間延長支

するため、保

児童支援員等

で延長し、国

等に延長加

市町1/2 

営補助（28

働体制の構

ども全般

日 

病児保育施設

（県単事業）

保育研修の受

できる場を確

,481,145千

小学校１～

人の場合）

町1/3 

支援事業（6

保護者のニ

等の賃金等

国の長時間開

加算手当等

8,546千円）

構築 (放課後

 （法

設（国庫事

） 

受講 

確保し、児

千円)（参照

６年生（登

 

6,771千円）

ニーズを踏ま

等の一部を補

開設加算（平

を支給して

） 

後等支援活

Ⅱ 安心な暮

4,9

法人県民税超

事業） 

3,856,0

児童の健全育

照P76） 

登録児童） 

） 

まえた開設

補助 

平日）を受け

ていること 

活動)）(参

暮らしの実現

920 千円 

超過課税）

088 千円 

育成を図る

設時間の設

けていること

照P56) 

現 

 

 



 

 

 ⑥

 

 ⑦

 

 ⑧

 教

 負

○ 放課

 内

 箇

 負

私立幼稚園

発達が

うため、

○ 補助

子

指導

○ 回 

○ 補助

○ 対象

認定こども

「認定

づき、認

○ 認可

○ 指導

○ 研修

○ 自己

○ 認定

(新)幼児教

保育所

方を検討

○ 幼児

 構

 開

 実

教 室 数 

負担割合 

課後児童ク

内  容 

箇 所 数 

負担割合 

園等子育て

が気になる

、カウンセ

助要件 

子育て支援

導助言や保

 数 年

助単価 15

象園数 23

も園の適正

定こども園

認定こども

可・認定時

導監査等の

修制度の充

己点検・自

定こども園

教育・保育

所等を取り

討 

児教育・保

構 成 員 

開催回数 

実施主体 

250教室

国1/3、県

クラブ整備費

施設建設、

備・修繕、

78か所 

国1/3、県

て支援カウン

る園児や子育

セラーを配置

援カウンセラ

保護者相談を

年６回以上

50千円/園

30園 

正な運営の推

園の適正運営

も園の更なる

時の審査の厳

の強化 

充実 

自己評価制度

園・保育所等

育のあり方検

巻く少子化

保育のあり方

学識者、保

４回程度

(公社)兵庫

83 

県1/3、市町

費補助（33

、学校の余

、備品の整

県1/3、市町

ンセラーの

育てに不安

置する私立

ラー（臨床

を実施する

（年12回以

推進

営・再発防

る適正運営

厳格化 

度の推進

等ホットラ

検討への支

化等の情勢

方検討委員

保育所・認

庫県保育協

町1/3 

39,626千円

余裕教室等の

整備に要す

町1/3 

の設置

安を抱える保

立幼稚園等に

床心理士等有

る園 

以上の場合3

防止のための

営や質の向上

ライン（＃

支援 

勢の変化を踏

員会（仮称）

認定こども園

協会

円）（参照P7

の既存施設

る経費を助

保護者への

に補助 

有資格者）

300千円/園

の指針（平

上を推進 

７３５０）

踏まえ、幼

）の開催 

園等保育関

Ⅱ 安心な暮

76） 

設の改修、設

助成 

53,2

の継続的な

を配置し、

園） 

3,5

平成29年７月

による相談

5

幼児教育・保

関係者、行政

 

暮らしの実現

設備の整

250 千円 

ケアを行

教員への

545 千円 

月）」に基

談の実施

500 千円 

保育のあり

政 

現 

基



 

 (2)

 ①

 

 ②

 ③

地域で支

乳幼児子育

育児不

講座や親

○ 保育

 実

 実

 実

 補

空き家等を

子育て

空きスペ

○ 対 

○ 対象

○ 補 

○ 補助

○ 補助

 

まちの子育

子育て

情報交換

支える子育

育て応援事

不安を抱え

親を対象と

育所（対象

実施内容 

実施園数 

実施回数 

補助単価 

を活用した子

て中の親子

ペースを活

象 者 Ｎ

象施設 空

助 率 ・

・

・

助限度額 

１年目 2,

(施

２年目 1,

３年目 1,

助件数 14

育てひろば

て中の親子

換ができる

育て支援の充

事業の実施

える保護者を

とした教室等

象：在宅の

親を対象

かり､親子

721園 

１か所当た

96回：1,2

48回：600

子育てほっと

子が気軽に買

活用した子育

ＮＰＯ、地域

空き家、空き

施設整備費

賃借料  

活動費（イ

250千円

施設整備費

250千円

250千円

4件 

ば事業の実施

子が気軽に集

る場づくりを

84 

充実 

を支援する

等を実施す

０～２歳児

とした教室

子で体験す

たり年間96

200千円 

0千円 

とステーショ

買い物に出

育て活動を

域団体 等

きスペース

費  10/1

  10/1

イベント開

費1,000千円

（賃借料1,0

（賃借料1,0

施

集い、仲間

を推進 

るため、保育

するとともに

児及びその親

室（離乳食指

る講座（粘

6回もしくは

ョンの設置

出かけやすい

を支援 

等 

ス 

10（定額）

10（定額）

開催費等）1

円、賃借料1

000千円、活

000千円、活

づくりを通

（法

育所におい

に、子ども

親） 

指導・しつ

粘土遊び・ベ

は48回 

い環境を整

 

 

1/2 

1,000千円、

活動費250千

活動費250千

通して子育
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573,9

法人県民税超

いて、親子で

もの預かり

つけ等）､子

ベビーマッサ

27,5

整備するた

、活動費25

千円） 

千円） 

4,4

育ての悩みを

暮らしの実現

960 千円 

超過課税）

で体験する

を実施 

子どもの預

サージ等）

500 千円 

め、空き家

50千円) 

469 千円 

を話し合い

現 

 

家、

い、



 

 ④

 

（ひろば

○ まち

 活

○ 相談

 ひ

 

私立幼稚園

ア わくわ

小

門的な

○ 対 

○ 実施

○ 補助

 定

 臨

○ 実施

イ ２歳児

在宅

○ 補助

 年

 

 

○ 実施

○ 補助

○ 実施

ウ １歳児

 地域

幼稚園

○ 年間

 補

 実

○ 年間

ば開設数 

ちの子育て

活動内容 

談機能や体

ひろばアド

園乳幼児等

わく幼稚園

１プロブレ

な幼児教育

象 者 在

施日数 年

助単価  

定期型 年

臨時型 

施園数 14

児子育て応

宅２歳児の

助要件 

年間96回上

１回当たり

２歳児６人

施内容 幼

助単価 ８

施園数 23

児子育て応

域の乳幼児

園等に補助

間200日以上

補助単価 

実施園数 

間100日以上

1,966か所

てひろばコー

情報提供、

体験活動の充

ドバイザーの

等子育て応援

園開設事業

レム解消のた

育を実施する

在宅の満３～

年間48日以上

年間当たり2

（定期型に参

48園 

応援事業（1

の受入を行

上限（週２

４時間以上

人毎に教員

幼児教育体験

８千円～16千

30園 

応援事業（4

児と親が気軽

助 

上開設（利

1,300千円

22園 

上開設（利

85 

所［令和元年

ーディネー

、運営相談

充実（1,80

の派遣（年

援事業の実

（45,560千

ため、地域

る私立幼稚

～５歳児と

上 

240千円/園

参加できな

167,072千

う私立幼稚

日×４週×

上実施 

１人配置

験、親子交

千円（１回

44,850千円

軽に集い交

利用登録者数

円（１園当た

利用登録者数

年12月末現

ーターの配置

談、事業の企

00千円）

年間600回）

実施

千円） 

域の在宅幼児

稚園等に補助

とその親 

園 

ない場合）

円（法人県

稚園等に補助

×12月） 

交流会、育児

回当たり）

円（法人県民

交流する｢子

数50人以上

たり） 

数25人以上

現在］） 

置（１人）

企画支援 

 

（一部法

児を対象に

助 

１回当たり

県民税超過課

助 

児相談 等

民税超過課

子育てサロ

上） 

上） 
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（2,669千

等 

599,5

法人県民税超

に、在園児と

り５千円/園

課税）） 

等 

課税）） 

ン｣を開設す

暮らしの実現

円） 

546 千円 

超過課税）

と同等の専

園 

する私立

現 

 

専
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 補助単価 650千円（１園当たり） 

 実施園数 25園 

エ 特別支援教育推進事業（303,800千円） 

  私立幼稚園等が実施する特別支援教育を支援 

○ 特別支援教育振興費補助 

 補助単価 784千円/人（障害児２人以上）、392千円（障害児１人） 

 対象経費 教職員人件費、教育研究費、設備関係費 等 

 補助対象人数 411人（見込） 

オ 親子学級開設費補助（32,760千円） 

  親子のふれあい、親同士・地域の異世代等との交流を深める親子学級を開

設する私立幼稚園等に補助 

○ 補助要件 年間14回以上開設 

 (うち異世代交流２回以上、体験活動１回以上) 

○ 対象経費 講師謝金、託児費 等 

○ 補助単価 180千円 

○ 実施園数 182園 

カ 親子学級推進事業（1,267千円） 

○ 実施主体 (一社)兵庫県私立幼稚園協会 

○ 事業内容 親子学級の運営に関する調査研究・指導助言、講師の斡旋・派遣 等 

キ 高校生の保育体験の推進（1,800千円） 

  高校生の保育体験学習の受入を行う私立幼稚園等に補助 

○ 補助単価 120千円/園 

○ 対象経費 資料代、保険料 等 

○ 実施園数 15園 

ク 教員子育て支援研修事業（2,437千円） 

○ 実施主体 (一社)兵庫県私立幼稚園協会 

○ 研修対象 中堅専任教員（概ね５年目） 

○ 対象人数 約240人 

○ 研修内容 発達心理学、カウンセリング手法、家庭との連携手法 等 

○ 実施期間 10日間×２回（２ブロック） 

 

 

 

 



 

 ⑤

 

 ⑥

 

地域祖父母

会員登

帯が日常

な仕組み

○ 活動

 モ

 補

 実

シニア世代

子育て

料理や昔

○ 実施

○ 補 

母モデル事

登録した特

常的な見守

みとして、

動内容 

モデル地区数 

補 助 額 

実施内容 

・実施団体

・実施団体

・子育て世

代から子育て

て世帯など

昔遊びなど

施主体 子

助 額 30

 

事業の実施

特定の子育て

守りや相談、

地域におけ

60地区 

150千円

体の募集・選

体が子育て世

世帯とシニア

て世帯へのふ

どを対象に、

ど、ふるさ

子育て支援に

00千円（上

87 

て世帯とシ

、緊急時の

ける擬似的

（定額）／地

選定 

世帯及びシ

ア世帯が信

ふるさと伝承

、地域のシ

とに伝わる

に関わる団

上限）/団体

シニア世帯同

の一時預かり

的な三世代近

地区 

シニア世帯へ

信頼関係を築

事業の展開

シニア世代が

る伝統など

団体・グルー

体 

同士をマッ

り等を行い

近居家族の

へ周知・会

築くための

が地域の季

を広く伝え

ープ等（10
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9,3

ッチングし

い、個々の家

の育成を推進

会員募集 

の交流事業

3,0

季節行事や祭

えていく取組

0団体） 

暮らしの実現

360 千円 

、シニア世

家族のよう

進 

の実施 

000 千円 

祭り、郷土

組を支援

現 

世

土
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 ①

 

 ②

子育て負

幼児教育

全ての

所・認定

ア 子ども

イ 子育て

○ 私学

 対

 補

 負

○ 預か

 対

 補

 負

○ 認可

 対

 補

 負

ひょうご保

子育て

め、保育

○ 多子

 対

 対

負担の軽減

・保育の無

の３～５歳

定こども園

ものための

てのための

学助成園利

対象児童 

     

補 助 額 

負担割合 

かり保育料

対象児童 

     

補 助 額 

負担割合 

可外保育施

対象児童 

     

     

補 助 額 

負担割合 

保育料軽減

てに要する

育料の一部

子世帯保育

対象世帯 

対象児童 

減 

無償化 

歳児、住民税

園・認可外保

の教育・保育

の施設等利用

利用料（1,6

園児(３～

※所得制限

25,700円／

国1/2、県

料（462,738

１号・園児

※所得制限

11,300円／

国1/2、県

施設等利用料

生保・住民

所得制限な

※保育の必

０～２歳

３～５歳

国1/2、県

減事業の実施

る経済的負担

部を助成 

育料軽減事業

市町村民税所

保育所、認

88 

税非課税対

保育施設等

育給付(5,6

用給付(2,6

602,370千

～５歳) 

限なし、保

／月（上限

県1/4、市町

8千円） 

児(３～５歳

限なし、保

／月（上限

県1/4、市町

料（596,77

民税非課税

なし（３～

必要性があ

42,000円

37,000円

県1/4、市町

施

担を軽減し

業（133,20

所得割額155,

認定こども園

対象の０～

等の費用を無

613,612千

661,881千

円） 

保育の必要性

限） 

町1/4 

歳) 

保育の必要性

限） 

町1/4 

73千円）

税世帯のみ

～５歳） 

ある場合に限

円／月 

円／月 

町1/4 

し、子どもを

00千円（法

500円未満の

園等を利用す

２歳児を対

無償化 

円)（再掲）

円) 

性は問わな

性がある場

(０～２歳)

限る 

（一部法

を産み育て

法人県民税超

世帯（年収64

する第３子以
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8,275,4

対象に、幼稚

） 

ない 

場合に限る 

) 

379,0

法人県民税超

やすい環境

超過課税））

40万円相当ま

以降の児童

暮らしの実現

493 千円 

稚園・保育

080 千円 

超過課税）

境を作るた

） 

までの世帯）

（３歳未満）

現 

育

 

た

 



 

 

 ③

 補

 負

○ 第

 対

 対

 補

 負

○ 第

 対

 対

 補

 負

こども医療

子育て

合に、そ

○ 実施

○ 対 

○ 対象

○ 公費

○ 負担

○ 所得

個

補助基準額 

負担割合 

２子保育料

対象世帯 

対象児童 

補助基準額 

負担割合 

１子保育料

対象世帯 

対象児童 

補助基準額 

負担割合 

療費助成の

て世代が安

その自己負

施主体 市

象 者 小

象者数 約

費負担 医

担割合 入

得制限（世

区  分 

所得制限 

個人負担金 

(国制度に

月額5,000

※ただし、

県10/10

料軽減事業

市町村民税所

保育所、認

(国制度に

月額5,000

※ただし、

県1/2、市

料軽減事業

市町民税所

保育所、認

月額5,000円

(保育料上

※ただし、

県1/2、市

の実施 

安心して子育

負担額の一部

市町 

小学４年生か

約213,000人

医療保険にお

入院：県10/

世帯単位判定

市町村民

外来２割

89 

による負担軽

0円を超え

、保育料の

（135,720千

所得割額155,

認定こども

による負担軽

0円を超える

、保育料の

市町1/2 

（110,160千

所得割額57,70

認定こども

円を超える

上限額[30,0

保育料の

市町1/2 

育てできる

部を助成

から中学３

人 

おける自己

/10、通院

定）及び個

民税所得割税

割、入院１割

軽減対象者

る保育料に

の1/2と15,0

千円） 

500円未満の

園等を利用

軽減対象者

る保育料に

の1/2と15,0

千円） 

00円未満の世

園等を利用

保育料に対

000円]の1/

の1/2と10,0

るよう、医療

３年生までの

己負担額３割

：県1/2、市

個人負担金

内  

税額23.5万

割 

者を除く)  

に対して月額

000円の低い

世帯（年収64

用する第２子

者を除く) 

に対して月額

000円の低い

世帯(年収360

用する第１

対して月額1

/3相当) 

000円の低い

（法

療保険によ

の児童・生

割のうちの

市町1/2 

 容 

円未満(世帯
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額15,000円

い方を限度

40万円相当ま

子の児童（

額15,000円

い方を限度

0万円相当ま

子の児童(

10,000円を

い方を限度

940,4

法人県民税超

る給付が行

生徒 

の１割相当分

帯合算) 

暮らしの実現

円 

度 

までの世帯）

（３歳未満）

円 

度 

での世帯)

(３歳未満)

定額補助 

度 

424 千円 

超過課税）

行われた場

分 

現 

 

 

 

場
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乳幼児等医

乳幼児

た場合に

○ 実施

○ 対

○ 対象

○ 公費

○ 補 

○ 所得

低

収

一

市

満

医療費助成

児等の医療

に、その自

施主体 市

象 者 小

象者数 約

費負担 未

小学

助 率 1/

得制限（世

世

所得者 

市町村民税

入を加えた

般 

市町村民税所

(世帯合算)  

※０歳児は

 

成の実施

療に要する負

自己負担額の

市町 

小学３年生ま

約346,000人

未就学児：医

学１～３年生：医

/2 

世帯単位判定

世帯区分 

税非課税世帯

た所得80万円

所得割税額23

は所得制限な

90 

負担を軽減

の一部を助

までの乳幼

人 

医療保険に

医療保険に

定）及び個

帯で年金

円以下 

3.5万円未

なし 

減するため、

助成 

幼児等 

おける自己

おける自己

個人負担金

外

１医療機関

１日600円

(月２回まで

１医療機関

１日800円

(月２回まで

、医療保険

負担額２割

己負担額３割

個人負

来 

関等当たり 

で) 

関等当たり 

で) 
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3,087,3

険による給付

割のうちの１

割のうちの２

負担金 

入

１割 

月額2,40

１割 

月額3,20

暮らしの実現

383 千円 

付が行われ

１割相当分

２割相当分

入院 

0円限度 

0円限度 

現 

れ
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 ②

 ③

児童虐待

乳児院にお

乳児院

窓口を開

○ 相談

養

○ 養育

 支

の養

○ 家事

 児

※特定

 

児童虐待防

医療機

核的医療

○ 中核

地

 実

○ 医療

医

開拓

○ 中核

 研

 対

 実

 

(新)北播磨

増加する

域にこども

待等防止対

おける児童

院の新たな

開設すると

談窓口の開

養育に悩む

育支援計画

支援コーデ

養育支援計

事や育児等

児童虐待防止

定妊婦 出産

と認

防止医療ネ

機関で頭部

療機関を中

核拠点病院

地域の医療

実施施設 

療的ケアを

医療的ケア

拓等を実施

核拠点病院

研修内容 

対  象 

実施回数 

磨・阪神地域

る児童虐待

も家庭セン

対策の充実

童虐待対応力

な取組のモデ

とともに個別

開設 

む妊産婦等及

画の作成 

ディネーター

計画を作成

等のトレーニ

止のための育

産後の養育

認められる

ネットワーク

部外傷など虐

中心に児童虐

院の整備（5

療機関からの

県立尼崎総

を要する児童

アを要する児

施 

院による教育

児童虐待対

県内医療機

年５回 

域におけるこ

待相談に迅速

ンターを新設

91 

力の強化

デルとして

別養育支援

及び妊産婦

ーが中心と

ニング 

育児能力向上

育について、

る妊婦 

クの推進

虐待を疑わ

虐待対応の

502千円）

の児童虐待

総合医療セ

童の一時保

児童の一時

育研修の実

対応ができ

機関の医師

こども家庭セ

速かつ適切

設 

て、特定妊婦

援計画の作成

婦の支援機関

となり看護師

上を図る実践

、出産前か

われる児童の

のネットワー

待対応に関す

センター 

保護委託先の

時保護委託の

実施（1,741

きる体制整備

師及び医療従

センターの新

切に対応す

婦等(※)を

成と指導を

関のための

師等と連携

践的なトレー

から支援を行

の受診が増

ークづくり

する相談窓

の確保（24

の受入が可

1千円） 

備方法、症

従事者等 

新設 

るため、北

Ⅱ 安心な暮

11,7

を支援するた

を実施 

の相談窓口

携して作成

ーニングを実

行うことが

2,4

増加してい

りを推進 

窓口の設置 

41千円） 

可能な医療機

症例検討等 

70,9

北播磨地域及

暮らしの実現

729 千円 

ため、相談

を開設 

した母子

実施 

が特に必要

484 千円 

るため、中

機関の 

913 千円 

及び阪神地

現 

談

中

地



 

 

 ④

 

 ⑤

○ 北播

 管

 設

 開

○ 阪神

 管

 設

 開

(新)こども

増加す

づき、今

○ 委 

○ 回 

(拡)ＤＶ防

配偶者

防止する

○ ＤＶ

 配

 役

○ 民間

 対

 補

○ ＤＶ

 対

 対

播磨地域

管  轄 

設置場所 

開設時期 

・令和２年

・令和３年

神地域（尼

管  轄 

設置場所 

開設時期 

も家庭セン

する児童虐待

今後のこども

 員 学

 数 ４

防止対策の

者に対する

るため、市

Ｖ相談アド

配置場所 

役  割 

間シェルタ

新たに民

対象経費 

補助上限 

Ｖ被害者シ

対象施設 

対象経費 

（加東こども

西脇市、三

加東市元滝

 

年10月（予定

年４月（予定

尼崎こども家

尼崎市 

未定 

令和３年

ンター等のあ

待通告に対

も家庭セン

学識者、関係

４回  

の実施 

る人権侵害や

市町、ＮＰＯ

ドバイザーの

兵庫県女性

市町相談員

員への研修

ター新規開設

民間シェルタ

シェルター

300千円

シェルターへ

２施設 

シェルター

92 

も家庭セン

三木市、小

滝野庁舎

定）一部業

定）全業務

家庭センタ

４月（予定

あり方検討

対応するた

ンターの一時

係団体、弁

や、子ども

Ｏ等とも連

の設置（3,

性家庭セン

員へのマン

修充実 等

設への支援

ターを運営

ー開設に必

（定額） 

への支援

ー借上料

ンター（仮称

小野市、加西

業務を開始

務を開始 

ター（仮称）

定） 

討

め、「兵庫

時保護機能

弁護士、マス

の人格形成

連携して対策

,305千円）

ンター 

ンツーマン指

等 

援（300千円

営しようとす

必要な初度備

（2,064千円

（家賃、共益

称）の新設

西市、加東

）の新設）

庫県社会的養

能のあり方に

スコミ 

成に重大な

策を実施 

 

指導や講習

円） 

する者への

備品等経費

円） 

益費） 

Ⅱ 安心な暮

設）（30,913

東市、多可

（40,000千

5

養育推進計

について検

25,8

影響を与え

習の実施、市

の支援の実施

費 

暮らしの実現

3千円） 

町 

千円） 

500 千円 

計画」に基

検討 

819 千円 

えるＤＶを

市町関係職

施 

現 

基

職 



 

 

 ⑥

 補

○ ＤＶ

 婦

 企

○ 一時

行サ

○ (新

 Ｄ

応力

 Ｄ

 ス

(拡)里親登

里親登

したト

○ (新

○ (拡

○ (拡

○ 更新

○ 未委

補助上限 

Ｖ被害者支

婦人保護施

企業等への

時保護所・

サポートの

新)ＤＶ被害

ＤＶ被害者

力強化を支

ＤＶ被害者

・職員配置

・弁護士、

ステップハ

・部屋数 

登録者に対

登録を希望

レーニング

新)里親トレ

・人 数 

拡)基礎研修

・内 容 

・回 数 

拡)認定前研

・内 容 

た

・回 数 

新研修（65

・対 象 

・時 期 

委託里親ト

生活保護各

支援活動を行

施設退所者へ

の出前講座、

民間シェル

の実施 等

害者等セーフ

者の自立に向

支援 

者の自立支援

置 ２人（生

産婦人科医

ハウスの運営

１部屋（

対する研修等

望する者への

グを実施 

レーナーの配

１人 

修 

里親制度や

５回（令和

研修 

養育里親

た養育技術

４回（令和

58千円）

里親登録の

５年に１回

トレーニング

93 

各級地住宅

行う民間支

への相談､指

、ＤＶ被害

ルター入所

（7,912千

フティネッ

向けたきめ

援 

生活支援・

医、精神科

営 

１世帯分）

等の実施

の研修や、

配置 

や養育の基

和元年度：

親として、子

術の習得 

和元年度：

の更新を希

回 

グ（893千

宅扶助限度額

支援団体への

指導(神戸婦

害者支援ﾎﾞﾗ

所被害者及び

円） 

ット強化支援

め細かい支援

心理療法）

科医等の専門

 

現在児童を

基本的な知識

４回） 

子どもの養

３回） 

希望する者

円） 

額（60千円

の活動助成

婦人寮､姫路

ﾗﾝﾃｨｱ養成研

び同伴児童

援パイロッ

援のため、

） 

門家相談 

を受託して

識・技術の

養育に必要な

Ⅱ 安心な暮

円等） 

成（4,401千

路婦人寮) 

研修の実施

童への心理的

ット事業（7

民間シェル

各４回／月

4,1

いない里親

の習得 

な知識と状

暮らしの実現

千円） 

施 等 

的ケア、同

7,837千円）

ルターの対

月 

52 千円 

親を対象と

状況に応じ

現 

同

 

対
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・人 数 40世帯 

・対 象 受託に至っていない里親（希望者） 

 里親宅実習 

・内 容 里親と里子の関わりを１日体験する中で養育を学ぶ実習 

・講 師 養育経験豊富な里親 

 演習（問題行動への対応） 

・講 師 児童精神科医等 

・回 数 ５センター×１回  



 

 (5)

 ＜出

 ①

出会い

出会いの機会

(拡)出会い

進行す

通じて独

(成婚数1

○ 個別

 県

ト東

 会

 登

○ 出会

登

 会

○ 結婚

 企

身だ

 開

○ 専門

 看

機運

 内

 開

○ (新

 大

レベ

 民

 出

 

・結婚・出

会づくり＞

い・結婚支

する未婚化

独身男女の出

1,656組［令

別お見合い

県内10か所

東京センタ

会 員 数 

登 録 料 

会いイベン

登録した団

会 員 数 

婚力アップ

企業や団体

だしなみ、

開催回数 

門職向け出

看護師、保

運の醸成を

内  容 

開催回数 

新)民間婚活

大手民間婚

ベル向上、

民間婚活事

出会いサポ

・内  容

    

出産支援 

＞ 

支援事業の推

・晩婚化に

出会い・結

令和元年11

い紹介事業の

所の地域出会

ターにおいて

3,857人

5,000円/年

ント（8,123

団体会員・個

団体会員1

（令和元年

プセミナーの

体等の男性社

交際マナー

10回 

出会い支援事

保育士、幼稚

を図るための

出会いイベ

20回 

活事業者との

婚活事業者

20歳代の会

事業者との連

ポートセンタ

容 短期間で

 ネット系

95 

推進

に対して、出

結婚を社会全

1月末現在］

の実施（92

会いサポー

て、１対１

（令和元年1

年（20代会

3千円） 

個人会員等

173団体、協

年11月末現

の実施（96

社員等を対

ー等のセミ

事業（4,40

稚園教諭等

の出会いイ

ベント、婚

の連絡強化

との連携に

会員獲得等

連携協定の

ター相談員

で成婚を可

系婚活事業

（令

出会いイベ

全体で支援

］)  

2,534千円）

ートセンター

１の個別お見

11月末現在

会員は3,000

等を対象に出

協賛団体21

現在） 

60千円）

対象に、恋愛

ミナーを実施

00千円）

等の専門職を

イベントを開

婚活力アップ

化（5,130千

により、民間

等の機能を強

の締結 

員向け養成講

可能とする相

業のリスク管

令和元年度

ベント・個別

援 

） 

ー及びひょ

見合いを実

在） 

0円/年） 

出会いイベ

17団体、個

愛力・結婚力

施 

を対象に、

開催 

プセミナー

千円） 

間ノウハウ

強化 

講座 

相談手法 

管理講座 

Ⅱ 安心な暮

136,3

度２月補正予

別お見合い

ょうご出会

実施 

ベントを実施

個人会員4,7

力を向上さ

出会い支援

ー 

取得による

暮らしの実現

314 千円 

予算対応）

い紹介等を

いサポー

施 

751人 

せるため、

援及び結婚

る相談員の

現 

 

婚



 

 

 ②

 

 ③

 民

 出

○ (新

 会

自

○ 広報

 会

ター

 

 タ

○ 市町

 出

開催

○ 若者

 大

を持

○ こ

 こ

 出

結婚に伴う

低所得

○ 実施

○ 対象

○ 対象

○ 補助

○ 負担

(拡)大学生

大学生

育児観を

○ (拡

民間事業者

出会いサポ

新)スマホ婚

会員情報の

らで行う新

報ＰＲ強化

会員数の拡

ーの取組を

「ＬＩＮＥ

ターゲッテ

町との連携

出会い支援

催等、市町

者向けライ

大学生等を

持つことの

うのとり大

こうのとり

出会いイベ

う新生活の

得層を対象に

施主体 市

象世帯 夫

象経費 新

助上限額 １

担割合 県

生結婚・子

生が子育て中

を形成する

拡)連携会議

者との共催に

ポートセンタ

婚活システム

の検索、閲覧

新システムを

化（1,056千

拡大を図るた

を周知 

Ｅ」の活用

ティング広告

携（280千円

援事業につい

町と連携した

イフプランセ

を対象に、未

のすばらし

大使の支援

大使（361

ベント等にお

の支援 

に、結婚に

市町 

夫婦ともに34

新居の住居費

世帯当た

県1/2（全額

子育て未来体

中の家庭で

とともに、

議の設置 

96 

による総合

ター会員の

ムの構築（2

覧、お見合

を導入 

千円） 

ため、各種

告（検索連

円） 

いて、出会

た事業を展

セミナーの

未婚化・晩

さ等への理

（1,486千

1人）によ

おける個別

に伴う新生活

4歳以下かつ

費、引越費

り300千円

額国庫）、市

体験支援事

で、様々な体

自身の体験

合出会いイベ

の民間事業者

21,375千円

い日時等を

種メディアを

連動型広告）

いサポート

展開 

の実施（970

晩婚化の現状

理解を深め

円） 

る縁結び交

別お見合い会

活を経済的に

つ世帯所得34

費用 等 

市町1/2 

事業の実施

体験をする

験等を「若

ベントの実

者主催イベ

円）（令和元

をスマート

を活用し、

） 

ト市町窓口

0千円） 

状、出産適

るセミナー

交流会の実施

会員登録の

に支援する市

40万円未満の

ことで、ポ

若者目線」で

Ⅱ 安心な暮

実施 

ベント参加 

元年度２月補

フォン等か

出会いサポ

の設置や連

適齢期、結婚

ーを実施 

施 

の斡旋 

40,0

市町に対し

の新規に婚姻

2,8

ポジティブな

で広く発信

暮らしの実現

補正対応）

から利用者

ポートセン

連絡会議の

婚して家庭

000 千円 

して補助 

姻した世帯

851 千円 

な結婚観・

信 

現 

 

者

ン

庭



 

     

 

 ＜出

 ①

 

 委

 検

 参

○ 学生

○ (拡

学

 受

 派

 大

○ (新

 内

    

出産への支援

特定不妊治

○ 国制

不

療費

 対

 所

 対

 助

○ 県単

若

めに

 対

 所

 助

委 員 数 

検討内容 

参加予定大学 

生・家庭マ

拡)学生の子

学生を子育

受入家庭 

派遣大学生 

大学説明会

新)座談会活

内  容 

     

援＞ 

治療費助成

制度（396,

不妊治療に

費に対し助

対 象 者 

所得制限 

対象経費 

助 成 額 

単独追加助

若い世代は

に追加助成

対 象 者 

所得制限 

助成内容 

 

14人（学識

受入れ家庭

10大学（令

マッチング体

子育て活動支

育て家庭に派

100家庭

200人(神

会 ２回（令

活動PRの実施

事業の活動

座談会の様

成の実施

766千円）

に要する経済

助成 

法律上婚姻

夫婦合算

指定医療機

上限150千

（凍結胚移植

（男性不妊

助成（15,00

は相対的に所

成を実施 

特定不妊治

連の治療を

夫婦合算

上限50千円

97 

識経験者、

庭・大学生

令和元年度

体制の構築

支援事業の

派遣し、子

神戸大学、兵

令和元年度

施 

動報告、子

様子をSNSで

 

済的負担を

姻している

した前年の

機関で受け

千円／回（初

植(採卵を伴

妊治療（条件

00千円）

所得が低い

治療費助成

を行う者

した前年の

円/回 

企業関係者

の掘り起こ

 ３大学）

築 

の実施 

子育て体験

兵庫教育大

度 １回）

子育てに関す

で発信 

を軽減するた

る夫婦、妻の

の所得額730

けた保険適用

初回治療に

伴わないもの

件あり）上

いことから、

成対象者の

（初回治療時

の所得額400

者、神戸新

こし、大学生

 

を実施 

大学等県内大

する様々な

ため、保険

の年齢が43

0万円未満 

用外の特定

に限り、上限

の)等の場合

上限300千円

、早期の治

うち、採卵

時は除く）

0万円未満 

Ⅱ 安心な暮

新聞、行政）

生の結婚に関

大学と連携

な意見交換 

411,7

険適用外の特

3歳未満 

定不妊治療費

限300千円/

合：上限75千

円/回（初回

治療開始につ

卵から胚移植

 

暮らしの実現

） 

関する分析

携) 

766 千円 

特定不妊治

費 

/回） 

千円/回） 

回）） 

つなげるた

植までの一

現 

析

治

た

一 



 

 

 ②

 

〈特定不

対

（

不育症の治

認知度

済的負担

○ 実施

○ 負担

○ 対象

○ 助成

 対

 所

 対

 助

不妊治療費

区  分 

対 象 者

（所得制限）

助 成 額 
１回につき

年  齢 

通  算 

助成回数 

備  考 

治療支援 

度が低く、

担を軽減す

施主体 市

担割合 県

象件数 10

成要件 

対 象 者 

所得制限 

対象経費 

助 成 額 

 

費助成一覧〉

 

 

夫婦合

が730万

） 

・上限

（初回

凍結胚

もの）

男性不

・上限

（初回

（凍

治療

40歳未

40歳以

※年齢

た際

おけ

 通算

経済的な負

するため、助

市町（政令市

県1/2、市町

00件 

法律上婚姻

妻の年齢が

夫婦合算

医療機関で

検査・治療

98 

〉 

国  制

合算した前年

万円未満 

限150千円 

回上限300千

胚移植（採卵

等の場合：

不妊治療 

限150千円 

回上限300千

凍結胚移植

療開始時の妻

未満    

以上43歳未満

齢は初めて助

際の治療期間

ける妻の年齢

算助成回数は、

負担が大き

助成を実施

市・中核市

町1/2 

姻している

が43歳未満

した前年の

で受けた保

療費の1/2

 度 

年の所得額

円） 

卵を伴わない

75千円）

円） 

を除く） 

妻の年齢が4

：６回まで

満：３回まで

助成を受け

間の初日に

齢 

、平成29年度

きい不育症の

施 

市含む） 

る夫婦 

満(特定不妊

の所得額400

保険適用外の

県

夫婦合算

が400万

い 採卵から

の治療を

は除く）

3歳未満 

で

で

度までに助成を

の早期受診

妊治療費助成

0万円未満 

の不育症の

Ⅱ 安心な暮

県単独追加助

算した前年の

円未満 

上限50千円

ら胚移植まで

を行う者（初

 

制限なし

を受けた回数

7,5

診・治療の促

成と同じ) 

の検査や治療

暮らしの実現

助成 

の所得額

円 

での一連

初回治療時

 

数を含む 

500 千円 

促進及び経

療費 

現 

経



 

 ③

 

 

(新)風しん

先天性

対象に抗

○ 対象

・妊

・妊

・妊

※ 

※ 

○ 予定

○ 補助

○ 負担

ん抗体検査

性風しん症

抗体検査費

象者 

妊娠を希望

妊娠を希望

妊婦の同居

いずれも県

昭和37年

しんの第５

定件数 4,

助上限額 6,

担割合 国

 

査費用助成の

症候群の予防

費用を助成

望する女性

望する女性の

居家族 

県内居住者

４月２日か

５期の定期接

702人 

740円 

国1/2、県1/

99 

の実施

防のため、

の同居家族

者（政令中核

から昭和54年

接種対象者

/2 

妊娠を希望

族 

核市居住者

年４月１日

者）を除く

望する女性

者を除く）に

日までの間に

Ⅱ 安心な暮

31,6

性やその同居

に限る 

に生まれた

暮らしの実現

692 千円 

居家族等を

た男性（風

現 



 

２ 

 (1)

 ①

高齢者等

在宅介護

(拡)事業者

定期巡

る人件費

ア(拡)参

  定期

で、事

［新制度

○ 補助

○ 補助

○ 対象

○ 補助

○ 負担

［現行制

○ 補助

○ 補 

  

月利

基 

加 

総 

単独事

特養・

サービ

への支援の

護体制の強

者の参入促

巡回・随時

費・整備費

参入事業者に

期巡回・随時

事業者の参入

度(令和２年

助対象 新

助基準額 採

必

人

  

象事業所 30

助期間 １

担割合 県

制度（令和元

助対象 新

助 額 １

   た

利用人数 ～

準 額 

算 額 

  額 

事業所の場

・老健併設

ビス付き高

の充実 

強化 

促進 

時対応サービ

費への支援や

に対する人

時対応サー

入を促進

年度～)］（1

新たに開設す

採算ライン

必須配置の訪

人分）の補助

     

0事業所 

年間 

県1/2、市町

元年度以前

新たに開設す

事業所当た

ただし、収支

～4人 5人

250 25

0 10

250 35

合 

の場合 

齢者向け住

100 

ビスへの参

や事業者向

人件費補助の

ービスの開業

142,146千

する定期巡回

（利用者21人

訪問介護員

助） ※収支

    

町1/2 

前からの継続

する定期巡回

たりの利用

支黒字額が

人 6人

50 250

00 80

50 330

区 分 

住宅・有料

＜一部

参入を促進す

向けの普及啓

の実施（16

業初期にお

円） 

・随時対応型

人以上）か

員数（６人）

支赤字を超

     

続分）］（27

・随時対応型

用人数に応

が補助金を加

7人 8人

250 25

60 4

310 29

料併設の場合

部リーディ

するため、

啓発を実施

69,746千円

おける人員配

型訪問介護看

ら配置可能

）の差とな

超えない範囲

    

7,600千円）

型訪問介護看

じた金額 

加えて250千

人 9人

50 250

40 20

90 270

合 
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273,0

ングプロジ

参入障壁と

施 

円） 

配置を支援

看護事業所 

能な訪問介

なる人数（月

囲 

  （単

） 

看護事業所 

千円を超え

（単位

10人～ 

250 

0 

250 

補

11

10

5

暮らしの実現

058 千円 

ジェクト＞

となってい

援すること

介護員数と、

月平均で３

単位：千円）

えない範囲

位：千円）

21人～ 

補助 

対象外 

助基準額

,448千円

0,494千円

5,724千円

現 

 

い
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101 

○ 補助期間 サービス開始から３年間 

○ 負担割合 県1/2、市町1/2 

イ 定期巡回・随時対応サービス事業所整備等への支援（26,880千円） 

一層の事業者の参入促進を図る観点から、事業所開設における整備費また

は事務所賃料の事業者負担について、その一部を支援 

○ 整備費補助（21,420千円） 

 補助対象 新たに定期巡回・随時対応サービスを実施する事業者 

 補助上限額 総額3,780千円（7,560千円を超える整備費） 

 負担割合 県1/3、市町1/3、事業者1/3 

 対象事業所 17事業所 

○ 賃料補助（5,460千円） 

 補助対象 新たに定期巡回・随時対応サービスを実施する事業者で、事

務所を賃貸借契約に基づき借り受けている事業者 

 補助上限額 3,780千円/３年間 

 支払期間 ３年間 

 負担割合 県1/3、市町1/3、事業者1/3 

 対象事業所 13事業所 

ウ 事業者向けの普及啓発の実施（5,432千円） 

従来から実施している相談窓口の設置や普及セミナーの開催等に加え、事

業参入等の方針を決定する経営トップに対する普及啓発の取組を充実 

○ 経営トップ等に対する参入促進支援 

・経営・運営セミナーの開催（２回） 

・事業所個別訪問の実施 

     エ (再掲)業務効率化への支援（67,500千円）（参照P116 (新)ICT機器等の導入） 

     オ(新)ひょうご地域共生型モデル事業の実施（3,500千円） 

定期巡回・随時対応サービスの生産性の向上及び利用者のQOLの向上を図る

ため、地域の高齢者等による生活支援サービスを組み合わせる事業をモデル的

に実施 

○ 対象経費 

 基本経費 生活支援サービス運営指導員の設置 

 メニュー経費 



 

 

 ②

○ 補助

○ 補 

○ 補助

○ 期 

(拡)連携訪

定期

価差の

○ (拡

定

単価

要介

３

４

５

 補

 対

○ 初任

 研

・担い手募

・入門的研

・ボランテ

助基準額 3,

助 率 県

助市町数 ２

 間 ２

訪問看護ス

期巡回・随時

の縮小や新任

拡)訪問看護

定期巡回・

価差に対し

介護 
補助

 

 

 

補 助 率 

対象件数 

任訪問看護

研修期間 

募集経費

研修経費

ティア活動

500千円

県1/2、事業

２市町 

２年間（モデ

ステーション

時対応サー

任訪問看護

護充実支援補

随時対応サ

し補助 

現 行

助基準額

3,000

11,000

3,000

11,000

3/4（1/4は

3,041件

護師の実地訓

６か月 

102 

動経費 等

業者1/2 

デル期間）

ンの確保

ービスの訪問

護師の実地訓

補助（27,9

サービスの

行 

訪問回数

0

0

４回

５回

0

0

５回

６回

は市町随伴

訓練経費助

 

問看護と単

訓練及び活

931千円）

の訪問看護

数 補助

伴期待） 

助成（11,00

（一部

単独の訪問看

活動内容の充

と単独の訪

（単位

令和２年

助基準額 

3,000

11,000

19,000

3,000

11,000

19,000

27,000

3,000

11,000

19,000

28,000

※下線部

00千円） 
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64,8

部医療介護推

（地域創

看護の介護

充実を支援

訪問看護の介

位：円/月

年度～ 

訪問回

0 

0 

0 

４回

５回

６回

0 

0 

0 

0 

４回

５回

６回

７回

0 

0 

0 

0 

５回

６回

７回

８回

部が今回拡充

  

暮らしの実現

806 千円 

推進基金）

創生基金）

護報酬の単

援 

介護報酬

・人） 

回数 

回 

回 

回 

回 

回 

回 

回 

回 

回 

回 

回 

充部分 

現 

 

 



 

 

 ③

     

 ④

 補

 補

 対

○ 利用

 補

 補

 補

(拡)利用者

定期巡

配布、利

○ 事業

 配

 作

○ 自治

 回

○ (新

 回

介護支援専

介護支

が適して

○ 研修

 実

 ケ

 実

○ 講 

  

○ 開催

補助基準額 

補 助 率 

対象者数 

用者情報を

補助基準額 

補 助 率 

補助件数 

者への普及

巡回・随時

利用者への

業者・利用

配 布 先 

作成部数 

治会等に対

回  数 

新)急性期病

回  数 

専門員への

支援専門員

ている利用

修内容  

実際のサー

ケアプラン

実際のケア

 師 定

   定

催場所 ７

220千円/人

1/2 

100人 

を記録するI

上限500千

3/4 

69事業所

及・利用促進

時対応サービ

の周知を実施

用者向けパン

県・市町の

11万部（予

対する定期巡

30回 

病院の医療ソ

３回（90人

の普及・資質

員（ケアマネ

用者等につい

ービス提供状

ンに取り入れ

アプラン作成

定期巡回・随

定期巡回・随

７か所（予定

103 

人  

ICT機器等の

千円 

進

ビスの普及

施 

ンフレット

の窓口、事

予定） 

巡回・随時

ソーシャル

人定員・３

質向上

ネジャー）

いてサービ

状況 

れる際の留

成のケース

随時対応サー

随時対応サ

定）

の整備補助

及促進を図る

トの作成・配

事業者団体

時対応サー

ルワーカー、

３地域） 

を対象に、

ビスの活用

留意事項 

ススタディ

ビスを積極

サービス事業

助（25,875千

るため、リ

配布 

等 

ビスの出前

、老健施設

（

定期巡回

を図るため

的に活用し

業所の管理
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千円） 

1,3

ーフレッ

前講座実施 

設向け研修

1,4

医療介護推

回・随時対応

めの研修を実

しているケア

理者、計画作

 

暮らしの実現

300 千円 

トの作成・

の実施 

456 千円 

推進基金）

応サービス

実施 

マネジャー

作成担当者

現 

 

ー 

者 



 

 (2)

 ①

     

 

 ②

高齢者の

介護保険事

ア 介護給

○ 負担

保

イ 地域支

市町

○ 負担

 介

 包

○ 包括

 認

 

ウ 介護保

保険

○ 負担

 〔消費

区

第

第

第

後期高齢者

ア 医療給

○ 負担

の生活支援

事業の推進

給付費県費

担割合（自

保険料50％

支援事業県

町が実施す

担割合 

介護予防・

保険料50

包括的支援

保険料23

括的支援事業

認知症対策

保険料23

保険第１号

険料水準の

担割合 国

費税率等引き

区分 

１段階 

生活

課税

が

入等

２段階 
世

人年

３段階 
世

人年

者医療制度

給付費県費

担割合 保

（う

援等 

進 

費負担金（6

自己負担を除

％、国25％、

県交付金（4

する介護予防

日常生活支

0％、国25％

援事業（地域

3％、国38.

業〔消費税率

策推進、生活

3％、国38.

号被保険者の

の上昇が見込

国1/2、県1/

き上げによ

活保護者、世

税の老齢福祉

市町村民税

等80万円以下

帯全員が市

年金収入等8

帯全員が市

年金収入120

度に対する支

費負担金（6

保険料約1/1

ち公費 国

104 

64,688,941

除く） 

、県12.5％

4,618,149千

防や地域包

支援総合事

％、県12.5

域包括支援

.5％、県1

率等引き上げ

活支援サー

.5％、県19

の保険料軽

込まれる中

/4、市町1/

よる社会保障

基準 

世帯全員が市

祉年金受給者

非課税かつ

下 

町村民税非

80万円超120

町村民税非

0万円超 

支援

61,337,354

10、支援金

国：県：市町

1千円） 

％、市町12.

千円） 

包括支援セ

事業 

5％、市町1

援センターの

9.25％、市

げによる社会

ービスの体制

9.25％、市

軽減事業（1

中､低所得の

/4 

障の充実分

市町村民税非

者、世帯全員

本人年金収

非課税かつ本

0万円以下 

非課税かつ本

4千円） 

金約4/10、公

町＝４：１

.5％(施設等給

ンターの運

12.5％ 

の運営）及

市町19.25％

会保障の充実

制整備 等

市町19.25％

1,821,984千

の高齢者の保

分〕 

軽 

非

収

本

本

公費5/10 

：１） 
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71,129,0

給付は国20％､

運営等を支援

及び任意事業

％ 

実分〕（419,

等 

％ 

千円） 

保険料軽減

 減  率 

0.2 

0.25 

0.05 

76,544,5

暮らしの実現

074 千円 

､県17.5％) 

援 

業  

033千円）

減を強化 

584 千円 

現 



 

軽減

割合

７割

５割

２割

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 ③

 

 ④

イ 保険基

低所

の減収

○ 負担

※消

 （保

減 

合 平成26年

割 168万円以

割 217万円以

割 258万円以

 ※平成27

ウ 高額医

１件

リス

○ 負担

(新)老人福

地域包

事業支援

○ 計画

○ 市町

(新)介護予

介護予

基盤安定負

所得者等の

収を公費で

担割合 県

消費税率等引

保険料軽減制

年度 平成27年

以下 同左

以下 220万円以

以下 262万円以

～令和２年

医療費県費

件80万円以

クを緩和す

担割合 国

福祉計画の

包括ケアシス

援計画）を改

画改定懇話

町の計画改

予防・日常

予防・日常生

80万円超

医療費

負担金（11,

の保険料軽減

で負担 

県3/4、市町

引き上げに

制度の拡充

年度※ 平成28年

左 同左

以下 221万円

以下 264万円

年度は経済動

費負担金（3

以上の高額

するため、

国1/4、県1/

の改定 

ステムを推

改定 

話会・専門家

改定への支援

常生活圏域ニ

生活圏域ニ

（保険料）

保険者

広域連合

1/2

105 

,209,005千

減によって

町1/4 

による社会保

充）[夫婦世帯

軽減対

年度※ 平成2

左 同

円以下 222万

円以下 266万

動向等を踏ま

3,998,225千

な医療費に

医療費の一

/4、広域連

推進してい

家会議の開

援等（789千

ニーズ調査

ニーズ調査

(公費) (公費)

者負担

国

1/4

県

1/4

千円） 

て生じる兵庫

保障の充実

帯の夫の例

対象年収 

9年度※ 平成

同左 

万円以下 223

万円以下 268

まえた見直し

千円） 

について、後

一部を公費

連合（保険料

くため、老

開催（2,304

千円） 

査分析の支援

を実施する

) 定率

庫県後期高

実分：891百

（妻の年金収入

成30年度※ 令

同左 

万円以下 22

万円以下 27

し 

後期高齢者

で負担 

料）1/2 

老人福祉計

4千円） 

援

る市町に対

率公費負担等

Ⅱ 安心な暮

高齢者医療広

百万円 

収入80万円以下

令 和 元 年 度 ※ 令

同左 

24万円以下 2

70万円以下 2

者医療広域連

3,0

計画（第７期

18,9

対し、多角的

暮らしの実現

広域連合

下の場合）]

令和２年度※

同左 

225万円以下 

272万円以下 

連合の財政

093 千円 

期介護保険

900 千円 

的手法を用

現 

政

険



 

 ⑤

 

 ⑥

 

 

 

いた分析

○ 実施

 

(新)介護予

産学官

間事業者

○ 内 

 ア

 マ

○ 実施

高齢期移行

65歳か

下で身体

な者と

○ 実施

○ 対 

・区

・区

○ 対象

○ 公費

○ 補 

○ 個人

 

析の支援を実

施手法 専

予防・生活

官等協働に

者、大学、

 容  

アンケート

マッチング

施方法 民

行助成事業

から69歳の

体的理由等

して支援 

施主体 市

象 者  

区分Ⅰ 市

金

区分Ⅱ 市

万

い

象者数 約

費負担 医

助 率 1/

人負担金 

世帯区分 

区分Ⅰ 

区分Ⅱ 

実施 

専門事業者へ

活支援マッチ

による地域包

社会福祉法

トの実施（全

グ会の実施

民間事業者へ

業の実施

のうち、所得

等により日常

市町 

市町村民税非

金収入80万円

市町村民税非

万円以下であ

いる者（要介

約9,000人

医療保険にお

/2 

負担割合

２割 

106 

へ多角的分

チング事業

包括ケアの

法人、NPO等

全市町・地

（４回）等

への委託

得がないこ

常生活動作

非課税世帯

円以下かつ

非課税世帯

あり、かつ

介護２以上

おける自己

合
負担

外来

8,000円

12,000円

分析を委託

業の実施

の推進に向

等と市町の

地域包括、民

等 

ことから自立

作が自立で

帯で、世帯全

つ所得なし）

帯で、本人の

日常生活動

上） 

己負担額３割

担限度額 

入院等

円 15,000円

円 35,400円

けて、多様

のマッチング

民間事業者

立できない

きない者を

全員に所得

） 

の年金収入

動作が自立

割のうちの

等 

円

円

Ⅱ 安心な暮

5,0

様な社会資源

グを支援 

者(約1,000社

176,1

い者と、一定

を特別な配慮

得がない者

入を加えた所

立していない

の１割相当分

暮らしの実現

000 千円 

源である民

社)等） 

99 千円 

定の所得以

慮が必要

（本人は年

所得が80

いとされて

分 

現 

民

以

年

て



 

 

 ⑦

 ⑧

 

 ⑨

     

 

○ 経過

平

につ

額に

高齢者の権

認知症

う、市町

ア 法人後

市町

○ 補助

○ 補

イ 法人後

県社

助言、

 

高齢者自立

高齢者

○ 実施

○ 対象

○ 補助

○ 負担

(新)但馬長

 但馬長

施設管理

○ 指定

○ 施設

事務

宿泊

○ スケ

  

過措置  

平成29年６

ついては、

による助成

権利擁護の

症高齢者や

町等が取り

後見・市民

町が取り組

助対象 21

助 率 3/

後見・市民

社会福祉協

、研修等を

立支援ひろ

者自立支援

施主体 市

象住宅 37

助対象 ひ

担割合 県

長寿の郷の

長寿の郷の宿

理の指定管理

定管理者候

設分離工事

務所棟で集

泊施設・交

ケジュール

    

 

６月末時点で

経過措置と

成を継続 

の推進 

や一人暮ら

組む権利侵

民後見推進支

組む法人後見

1市町 

/4 

民後見体制整

協議会に専門

を実施 

ろば運営支援

援ひろばにつ

市町 

7ひろば 

ひろば運営経

県1/2、市1/

の指定管理の

宿泊施設及

理の移行に

候補者選考委

事の実施 

集中管理とな

交流施設につ

ル（予定）令

     令

107 

で既に老人

として70歳

し高齢者等

侵害への対

支援事業

見や市民後

整備事業

門員（１人

援事業の実

ついて、市

経費（人件

/2  

の導入準備

及び交流施設

に向けた準備

委員会の実

なっている

ついて分離

令和２年度

令和３年度

人医療費助成

歳になるまで

等が、地域で

対応を行う体

（62,140千

後見推進体制

（3,621千円

人）を配置し

実施

市事業に対す

件費、活動費

備 

設の有効活

備を実施

実施 ２回

る電気設備等

離工事を実施

度：指定管理

度：指定管理

成制度の対

で同制度の

（一部

で安心して

体制整備を

円） 

制の整備へ

円） 

し、市町や

する支援と

費、施設維

活用を進め

等に関し、

施 

理者の公募

理の開始 

Ⅱ 安心な暮

対象となっ

の負担割合

65,7

部医療介護推

生活を続け

を支援 

への支援を実

や社会福祉協

67,8

として継続実

維持費） 

11,3

るため、運

指定管理対

募 

暮らしの実現

ていた者

・負担限度

761 千円 

推進基金）

けられるよ

実施 

協議会への

821 千円 

実施 

339 千円 

運営体制・

対象となる

現 

度

 



 

 (3)

 ①

     

     

     

     

 

 ②

施設介護

地域介護拠

ア 地域介

○ 補助

 特

ホー

認知

○ 予定

○ 補助

イ 高齢者

   特別

○ 補助

 特

護老

○ 予定

○ 補助

○ 補 

ウ 特別

○ 予定

○ 補助

サービス付

サービ

に必要な

○ 対象

○ 対象

護の強化 

拠点等整備

介護拠点整

助対象施設 

特別養護老

ーム、定期

知症デイサ

定箇所数 89

助単価 特

者福祉施設

別養護老人

助対象施設 

特別養護老

老人ホーム

定箇所数 10

助単価 特

助 率 定

別養護老人ホ

定箇所数 ５

助単価  

※

付き高齢者

ビス付き高

な整備を支

象事業者 当

を

上

象地域 政

備補助事業の

整備（3,512

老人ホーム、

期巡回・随時

サービス、介

9施設 

特別養護老人

設等の開設準

人ホーム等の

老人ホーム、

ム、ケアハウ

04施設 

特別養護老人

定額 

ホーム（広

５施設 

     

区分

30～79

80～11

120床

※（ ）の数

者向け住宅の

高齢者向け住

支援 

当該補助によ

を10年以上運

上運営する事

政令市・中核

108 

の推進

2,500千円）

、小規模多

時対応型サ

介護予防拠

人ホーム：

準備（2,30

の開設前に必

、介護老人

ウス 等

人ホーム

広域型）等の

    

分 

9床 

19床 

床～ 

数値は、多

の機能強化

住宅が、特

より整備し

運営し、か

事業所 

核市を除く

） 

多機能型居宅

サービス、看

拠点、施設内

4,480千円

05,200千円

必要な設備

人保健施設、

839千円/床

の整備促進

     

特養

3,519（2

3,060（1

2,601（1

多床室の整備

化支援

定施設入居

した後、サー

かつ特定施設

く県内市町域

（一部

宅介護、認

看護小規模

内保育施設

円/床 等 

円） 

備、備品等に

、地域密着

床 等 

進（753,048

    

養 

2,111） 

1,836） 

1,560） 

備単価（通

居者生活介

ービス付き

設入居者生

域 

Ⅱ 安心な暮

6,570,7

部医療介護推

認知症高齢者

模多機能型

設 等 

に要する費

着型介護拠点

8千円） 

（単位：

養護

3,105

2,700

2,295

通常単価の6

36,9

介護の指定を

き高齢者向

生活介護を

暮らしの実現

748 千円 

推進基金）

者グループ

型居宅介護、

用を補助

点施設、養

千円／床）

・軽費 

（1,863）

（1,620）

（1,377）

60％） 

900 千円 

を受ける際

け住宅 

10年以 

現 

 

プ

養

 

際



 

 

 ③

    

     

 

○ 補助

○ 補助

35

35

55

○ 補 

○ 補助

高齢者福祉

高齢者

力・水の

給水設備

ア 非常用

○ 補助

○ 予定

○ 補 

イ 給水設

○ 補助

○ 予定

○ 補 

 

助基準額 16

助上限 

区 

5戸未満 

5戸以上55戸

5戸以上 

助 率 1/

助件数 ５

祉施設等防

者施設が、

の確保を自

備（受水槽

用自家発電設

助対象 定

定箇所数 ８

助 率 3/

設備（55,50

助対象 定

定箇所数 ８

助 率 3/

 

64千円/㎡

 分 

戸未満 

/4 

５事業所 

防災緊急対策

災害による

力でできる

槽・地下水利

設備（55,5

定員30人以上

８施設（政令

/4 

00千円）

定員30人以上

８施設（政令

/4 

109 

金

6,

7,

8,

策事業の実

る停電・断

るよう、非常

利用給水設

500千円）

上の高齢者

令市・中核

上の高齢者

令市・中核

金額（面積）

642千円（1

380千円（1

118千円（1

実施 

（令和元

断水時にも、

常用自家発

設備）の整備

者福祉施設

核市を除く）

者福祉施設

核市を除く）

 

162㎡）

180㎡）

198㎡）

元年度２月

施設機能

発電設備（燃

備を促進 

） 

） 

Ⅱ 安心な暮

111,0

経済対策補

能を維持する

燃料タンク

暮らしの実現

000 千円 

補正対応）

るための電

を含む）、

現 

 

電



 

 (4)

 ①

 

 ②

福祉人材

医療介護推

医療介

進基金」

※個別の

 福

 多

 福

 医

の

 魅

福祉・介護

福祉

福祉人材

○ 介護

 対

 内

○ 地域

 介

応

 設

○ 地域

 福

 対

 対

 対

 補

 団

 

 

材確保対策

推進基金を活

介護を総合

」を活用し

の事業は、

福祉・介護

多 様 な 人

福祉人材の

医 療

の 連

魅 力 あ る

護人材確保

・介護ニー

材ｾﾝﾀｰ等関

護技術研修

対 象 者 

内  容 

域相談窓口

介護人材の

じた就職支

設置箇所 

域福祉活動

福祉・介護

対 象 者 

対象事業 

対象経費 

補 助 額 

団 体 数 

策 

活用した福祉

合的に推進す

し、福祉人材

参考資料

護サービスの

人 材 の 参

のキャリア

・

携

る 職 場 づ

保対策の強化

ーズに対応で

関係機関・団

修（2,730千

福祉現場で

・介護保険

・身体的負

口の設置・運

の需要が急増

支援を実施

５か所（西

動支援事業

護分野の活動

福祉・介護

福祉・介護

事業立ち上

1,000千円

６団体 

110 

祉人材確保対

するため、

材確保対策

「基金事業

の周知・理

参 入 の 促

アアップ支

介

強

づ く り 支

化

できる質の

団体と連携

千円） 

での就労未

険等の制度

負担の少な

運営（10,6

増する都市

西宮、宝塚

（6,000千

動等を自ら

護分野の地

護分野の地

上げ経費

円 

対策の推進

消費税増収

策を推進 

業一覧」（P

理解 ６事業

進 16事業

支援 19事業

護 

化 １事業

援 ５事業

の高い福祉

携して各種対

未経験者 

度概要 

ない介護技術

630千円）

市部等におい

塚、加古川、

円） 

ら行う団体

域福祉事業

地域福祉サー

（

収分を財源

４～P６）を

業  57,92

業 275,36

業 143,22

業   1,45

業 225,40

（一部

人材を安定

対策を推進

術等 

いて、地域

、姫路、豊

・グループ

業の新規立

ービス 

Ⅱ 安心な暮

703,3

医療介護推

源とした「医

を参照 

23千円 

60千円 

24千円 

56千円 

00千円 

19,3

部医療介護推

定的に確保

進 

域の求職者の

豊岡） 

プを支援 

立上げに取り

暮らしの実現

363 千円 

推進基金）

医療介護推

360 千円 

推進基金）

保するため、

のニーズに

り組む団体

現 

 

推

 

に

体 



 

 ③

 ④

 

 ⑤

     

 

 ⑥

(再掲)(拡

県立総合衛

高い専

福祉学科

○ 設置

○ 場 

○ 定 

(新)社会福

 介護職

支援制度

○ 奨学

 補

 対

  

  

  

  

  

 補

 補

 対

○ 奨学

介護人材確

各市町

確保に資

 

拡)外国人介護

衛生学院中

専門性を備

科を運営 

置学科 介

 所 神

 員 40

福祉法人等

職員の人材確

度の導入を推

学金返済支

補助対象 

対象職員 

・

   ・

   ・

   ・

   ・

   ・

補助期間 

補助上限 

対  象 

学金返済制

確保に向け

町の実情に

資する事業

護人材の受入環

中山手分校介

備えた介護人

介護福祉学科

神戸市中央区

0人（２年制

等における就

確保及び定

推進 

支援補助（2

主たる事務

 

正社員であ

学生支援機

当該企業就

県内事業所

30歳未満の

社会福祉事

採用から

60千円（年

40人 

制度の導入促

けた市町団体

に応じた介護

業を支援 

111 

環境の強化

介護福祉学

人材を養成

科 

区（県福祉

制） 

就業者の確

定着を進め

2,448千円）

務所が県内

ある者 

機構の奨学

就職後５年

所に勤務す

の者（申請

事業に従事

５年間 

年間返済額

促進（288千

体支援

護人材確保

（参照 P362

学科の運営

成するため、

祉人材研修セ

確保支援 

るため、社

） 

内にある社会

学金を受給

年以内の者

する者 

請年度末時点

事する者 

の１／３以

千円） 

保関連事業及

2）

（一部

、県立総合

センター４

社会福祉法人

会福祉法人

し、返済義

（R2.4.1以

点で29歳以

以内、企業負

（

及び関係団

Ⅱ 安心な暮

8,0

部医療介護推

30,4

合衛生学院分

４・５階） 

2,7

人等への奨

人等（営利法

義務のある者

以降入職の

以下の者） 

負担額の１

99,1

医療介護推

団体が行う介

暮らしの実現

037 千円 

推進基金）

480 千円 

分校で介護

736 千円 

奨学金返済

法人は除く

者 

者に限る）

／２以内）

00 千円 

推進基金）

介護人材

現 

 

 

護

） 

 

 

 



 

 

 ⑦

     

 

○ 基

○ 負担

(拡)ひょう

介護施

が介護施

○ 実施

○ (拡)

  

 ＜ケア

対象

従事

補助

○ (拡

○ 補 

○ 目 

準 額  

市町 

担割合 市

団

うごケア・

施設等での

施設等で研

施主体 (一

補助対象 ①

   ②

ア・アシスタ

区分 

象者 

事業務 

助上限 

)対 象 施 設 特

助 率 ①

標 数 年

     

区 分

指定都市

中核市 

人口10万人

その他の

町 

団体

市町：県(基

団体：県(基

アシスタン

の補助的業務

研修期間を設

一社)兵庫県老

①募集施設全

②ケア・アシ

タントの対

高齢者や

た女性等

周辺業務

ドメイキ

48千円/３

特養等の介護

①定額、②1

年間445人

112 

    

分 

人以上の市

市 

体 

基金)3/4、市

基金)10/10

ントの導入

務を担うス

設けて補助

老人福祉事業協

全体の広報

シスタント

対象拡充＞

現行 

子育てが一

 

（清掃、配

ング等）

３か月 

護施設、(新

1/2 

   （単

基準

3

2

市 1

市町1/4 

入促進

スタッフの導

助的業務に従

協会、(一社)

報経費、受入

ト経費 

一段落し

配膳、ベッ

新)訪問介護

単位：千円

準額 

30,000

20,000

10,000

5,000

2,000

5,000

（法

導入を促進

従事する制

)兵庫県介護老

入施設説明

・高齢者や

女性等の

・介護業務

ある者 

・周辺業

・施設との

業務から

の変更も

57千円/３

護事業所等

Ⅱ 安心な暮

円） 

27,1

法人県民税超

進するため

制度を創設 

老人保健施設

明会等経費 

拡充部分

や子育てが

の有資格者

務経験者で

業務（同左）

の個別相談

ら身体介護補

も可とする 

３か月 

等 

暮らしの実現

37 千円 

超過課税）

、高齢者等

協会等 

分 

が一段落した

（見込者）

でブランクの

） 

談により周辺

補助業務へ

現 

 

等

た

 

の

辺

へ



 

 ⑧

     

 

 ⑨

 

 ⑩

高齢者等就

  高齢

○ 資格

 対

 対

 補

○ 介護

初

(拡)介護人

介護人

職場定着

○ 介護

 補

 対

 補

 補

○ 施設

○ 介護

○ (新

潜在介護福

福祉

研修を実

○ 対 

○ 講座

○ 開催

就労支援事

齢者等による

格取得支援

対 象 者 

対象経費 

補助基準額 

護就労コー

初任者研修

人材確保・

人材の確保

着の取組を

護職員の介

補助対象 

対象経費 

補 助 率 

補助人数 

設長や在宅

護サービス

新)介護現場

福祉士等の

・介護職場

実施 

象 者 介

を

座内容 最

催回数 12

事業の実施

る介護施設

援  

ひょうごケ

歳以上の高

初任者研修

70千円 

ーディネータ

修終了者等に

定着支援

保を図るため

を促進 

介護福祉士国

県内の介護

介護福祉士

1/2（上限

300人（10

宅サービス事

ス事業所に対

場における生

の再就業支援

場に就業して

介護福祉士、

を持ち、将来

最近の知識や

2回 
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設等での就労

ケア・アシ

高齢者等24

修受講料

ターの設置

に対し、施

め、施設・事

国家資格取

護保険施設

士実務研修

限50千円/人

00人×３団

事業所管理

対する相談

生産性向上

援

ていない介

、実務者研

来復職する

や介護技術

労を促進す

シスタント登

48人 

置  

施設への就労

事業所にお

取得のための

設及び介護サ

修等の受講料

人） 

団体） 

理者等に対す

談支援 

上セミナー

介護福祉士

研修、介護職

ることを検討

術を習得・再

（

するため、資

登録者、就

労を斡旋 

（

ける介護職

の研修受講

サービス事業

料 

する研修 

（

等が、円滑

職員初任者

討している

再認識する

Ⅱ 安心な暮

12,0

医療介護推

資格取得等

就労に意欲

23,0

医療介護推

職員の離職

講料助成 

業所を運営

2,0

医療介護推

滑に復職で

者研修修了等

る者 

るための研修

暮らしの実現

063 千円 

推進基金）

等を支援 

のある55

082 千円 

推進基金）

職を防止し、

営する法人

054 千円 

推進基金）

きるよう、

等の資格

修 

現 

 

 

 



 

 ⑪

 

 ⑫

 

 ⑬

介護職員等

福祉人

同入職式

○ 開催

○ 内 

○ 参 

民間社会福

福祉人

進し、福

○ 対象

○ 補助

○ 補

(拡)訪問看

２人以

できない

ス対策、

○ (拡

 

暴

の訪

に、

等合同入職

人材の不足

式を開催し

催場所 兵

 容 合

加 者 社

福祉事業職

人材の定着

福利厚生の

象施設 県

助対象 初

（

助 率 1/

看護師・訪問

以上の訪問

い場合に、

、事業所管

拡)訪問看護

(拡)利用者

暴力行為や深

訪問が必要な

加算相当額

・実施主体

・補助対象

職式の開催

足に対応する

し、多様な人

兵庫県公館

合同入職式、

社会福祉分野

職員互助会へ

着を図るため

の充実を支援

県内（神戸市

初年度の職員

（事業主：6

/2 

問介護員の安

問が必要なケ

加算相当額

管理者の対応

護師・訪問介

者の同意が得

深夜の時間

なケースで

額の一部を

体 市町 

象 訪問看護

114 

るため、福

人材の参入

、新人研修

野に入職し

への加入促

め、民間社

援 

市除く）の

員互助会掛

6,000円、個

安全確保・離

ケースであ

額の一部を

応能力向上

介護員安全

得られない

間帯（22時か

で、介護報酬

を補助 

護、介護予防

祉現場への

入・定着を促

修会 

した新卒者等

促進

社会福祉事業

の民間社会福

掛金 12,00

個人：6,00

離職防止対策

あって、介護

を補助すると

上等を推進

全確保対策

い場合の同行

から６時）

酬上の２人

防訪問看護ま

（

の新規入職

促進 

等 

（

業所の職員

福祉事業所

00円 

00円） 

策

（一部

護報酬上の

とともに、

（9,272千

行訪問事業

の安全確保

人訪問加算が

または訪問介

Ⅱ 安心な暮

7

医療介護推

職者が一堂に

12,0

医療介護推

互助会への

所 

11,9

部医療介護推

２人訪問加

職員のメン

円） 

業（7,727千

保のため、

が適用でき

介護事業を行

暮らしの実現

702 千円 

推進基金）

に会する合

000 千円 

推進基金）

の加入を促

910 千円 

推進基金）

加算が適用

ンタルヘル

千円） 

２人以上

きない場合

行う者 

現 

 

合

 

促

 

ル



 

 ⑭

訪問

（介

を含

訪問

（介

は除

 

の

て

○ (新

○ 研修

マ

 対

○ 相談

訪

 配

 

(拡)介護業

介護

○ (新

・補助基準額

問看護 

介護予防 

含む） 

看

複

看

者

問介護 

介護予防 

除く） 

訪

数

・負担割合

(新)事業所

２人訪問

の安全対策

て支援 

・実施主体

・補助対象

・補助対象経費

・補助基準

・負担割合

新)ハラスメ

修会の実施

マニュアル

対 象 者 

談窓口の設

訪問看護師

配置場所 

業務における

護職員等の

新)業務改善

額  

看護師等によ

複数名訪問

看護師等と看

者による複数

訪問介護員に

数名訪問 

合 県1/3、

におけるハ

問ができる体

策に必要な経

体 市町 

象 訪問看護

費 警備保障

準額 21,50

合 県1/3、

メント防止の

施（598千円

ルを活用した

事業所管理

設置（2,040

師等からの相

(公社)兵庫

る労働環境改

の負担を軽減

善支援  

115 

区 分 

よる 3

3

看護補助

数名訪問

3

3

による複 2

2

3

※

市町1/3、

ラスメント

体制確保が

経費の一部

護、訪問介

障会社によるセ

00円 

市町1/3、

の啓発のた

円） 

た事例検討

理者 

0千円） 

相談に対応

庫県看護協

改善・生産性

減するため

0分未満 

0分以上 

0分未満 

0分以上 

0分未満 

0分以上30分

0分以上１時

※R2当初～同

事業所1/3

対策の取組

が困難な小規

部として、警

介護、定期巡

セキュリティシ

事業者1/3

ためのリー

討や対処方法

応 

協会（１人）

性向上の支援

＜

め、介護業務

分未満 

時間未満 

同一建物の場

3 

に対する費

規模事業所

警備会社委

巡回事業所

システム導入

3 

フレット作

法について

） 

援

＜リーディ

（

務の効率化

Ⅱ 安心な暮

現 行 

2,540円/回 

2,010円/回 

1,030円/回 

場合減算（×

費用補助（64

所に対し、１

委託の初期費

所 

入に必要な機器

作成（900千

て研修を実施

209,2

ングプロジ

医療介護推

化の取組を支

暮らしの実現

R2当初

2,540円/

4,020円/

2,010円/

3,170円/

1,650円/

2,480円/

3,940円/

9/10） 

45千円）

１人訪問時

費用につい

器購入費 

千円） 

施 

200 千円 

ジェクト＞

推進基金）

支援 

現 

初 

回 

回 

回 

回 

回 

回 

回 

時

い

 

 



 

 

 ⑮

     

 対

 補

 補

 施

○ (拡

 対

 補

 補

 

 補

 台

○ (新

 対

 補

 補

 施

○ (新

 対

 補

 

 

 補

 施

介護業務体

 子ども

の提供等

○ 対象

対象経費 

補助基準額 

補 助 率 

施 設 数 

拡)介護ロボ

対象経費 

補助基準額 

補助上限台数 施

    

補 助 率 

台  数 

新)見守りセ

対象経費 

補助基準額 

補 助 率 

施 設 数 

新)ICT機器等

対象経費 

補助基準額 

    

    

補 助 率 

施 設 数 

体験学習の

も向け集客施

等を行う民間

象経費 年

業務改善に

600千円 

1/2 

13施設 

ボット等の導

介護ロボ

600千円／

施設・居住

在宅系：定

1/2 

306台 

センサーの導

センサーの

3,000千円

1/2 

16施設 

等の導入

一気通貫シ

事業所規模

 1～10人

21～30人

1/2 

157事業所

の推進 

施設を活用

間事業者を

年間使用料の

116 

に関するコ

導入 

ット等の導

／台 

住系：定員

定員の５％

導入に伴う

の導入に伴う

円/施設 

システム・

模に応じて

：1,000千

：2,000千

所（施設・居

用して、小

を支援 

の1/3

コンサル委託

導入費用（移

の20％（令

％ 

う通信環境の

う通信環境整

タブレッ

て設定 

円、11～20

円、 31人

居住系22施

学生等向け

託経費 

移動支援、

令和元年度

の整備  

整備費用（Wi

ト端末等の

0人：1,600

人～：2,600

施設、訪問系

（

けに介護業

Ⅱ 安心な暮

入浴支援等

度：10％） 

i-fi工事等）

の整備費用 

0千円 

0千円 

系135事業所

10,0

医療介護推

務の体験・

 

暮らしの実現

等） 

） 

 

所） 

000 千円 

推進基金）

・学習機会

現 

 

会



 

 (5)

 ①

     

     

ひきこも

(拡)ひきこ

全員活

している

ア 相談

○ (拡

 設

 設

 実

○ 兵庫

 事

イ 相談

○ (新

 家

的

 実

の

 ひ

 

もり対策の

こもり対策

活躍社会の

るひきこも

談機能の強化

拡)ひきこも

設置場所 

設置日時 

実施手法 

庫ひきこも

事業内容 

・全県対象

・地域ブラ

訪問支

淡路）で

談・支援機関

新)家族支援

家族を介し

とした人材

実践者の養

全国で年

の支援に携わ

・主催者 

・参加予定

ひきこもり

実践者と

・基礎研修

の強化 

策への総合的

の実現を図る

もり者への段

化 

もり総合支援

精神保健福

週５日（火

精神保健福

もり相談支援

象 電話相談

ランチにおけ

支援や地域相

で実施 

関へのつな

援プログラム

して当事者支

材養成等を実

養成 

１回開催され

わる者を家族

A/CRA/FT 

定者 定員2

者及びその

と連携して、

修（３回）
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的な支援

るため、県

段階に応じ

援センター

福祉センタ

火～土 9

福祉協会に

援センター

談（週５日）

ける支援

相談会を県

なぎ機能の強

ム(CRAFT)の

支援を開始

実施 

れる公認ワー

族支援プログ

ASIA 

25人 

の家族の支

、ひきこも

家族支援

の特性に

＜一部

県内ひきこも

じたきめ細や

ーの運営（1

ター 
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の人材養成
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に応じた家族
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もり者の早
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成、効果検証

族支援プロ

プ(３日間)を

践者として養
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・家族を支

支援スタン

族・当事者
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ングプロジ

早期発見や、

援を実施 

円） 

円） 

、県立神出

委託） 

播磨・但馬

証・研究（3,

ログラムの普

を誘致し、ひ

養成  

支援する者

ンスについて

者支援の方法

暮らしの実現

463 千円 

ジェクト＞

、中長期化

出学園） 

・丹波・

110千円）

普及を目
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を養成 

て、障害等

法等で実施
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・実践研修（３回） 基礎研修を受講した者が、より実践的な知識・支

援手法を身につけるため、ワークショップ形式で

実施 

 家族支援プログラムの効果検証・研究 

 家族支援プラグラムの実践結果の効果検証や課題等を分析し、家族支

援プログラムの普及を推進する 

・内  容 有識者を交えた症例検討会の開催 

・回  数 ２回  

○ 介護支援専門員への研修会の実施 

 介護支援専門員に対し、ひきこもりの背景・要因・対応上の留意点等

を研修 

○ (拡)アウトリーチ支援員の設置（6,563千円）（再掲） 

 ひきこもり者の自宅を訪問し、適切な支援先につなげるアウトリーチ

型支援を実施 

     ウ 居場所の拡充 

○ (新)電子媒体による居場所の設置（1,890千円） 

 直接対面することがない電子媒体による居場所を設置し、社会とつなが

るきっかけを創出 

 設 置 数 10テーマ（ゲーム、アニメ、漫画等） 

 実施手法 支援団体に委託 

○ (拡)ひきこもり当事者・家族の居場所の設置（6,315千円） 

 設置場所 ①精神保健福祉センター、②北播磨(多可町）、③阪神北(伊丹市） 

 実施主体 ①県直接、②③委託実施（NPO法人：コムサロン21、宝塚NPOセンター） 

○ 居場所等へのひきこもりサポーターの派遣（996千円） 

 派 遣 先 圏域の居場所、ひきこもり当事者宅 

 回  数  

・圏域の居場所 各36回（月３回×12か月） 

・ひきこもり当事者宅 12回 

     エ 地域の支援者育成 

○ ひきこもりサポーターの育成（740千円） 
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潜在するひきこもり者を早期に発見し、適切な支援へつなぐ体制を地域

全体で構築するため、サポーターの育成研修等を実施 

 育成研修 初級コース１日、中級コース２日 

 サポーター活動フォローアップ研修（１回×５か所） 

     オ 地域での支援体制の構築 

○ (新)地域のひきこもり対策機能の強化（3,000千円） 

 ひきこもり対策の専門家に委託し、ひきこもり者にとって身近な市町の

支援体制を充実強化 

 市町での居場所設置の普及促進 

 市町での専門窓口整備支援 

 市町連携協議会の実施 

○ (新)居場所の全県拡充に向けた担い手の養成・確保（1,000千円） 

 居場所設置モデル事業の取組状況、居場所設置・運営の先行事例の紹介

や、ワークショップを実施 

 実施回数 ５回（５圏域）×２ヵ年  
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1,000千円）

７～８月頃

館 

の強化

悼式の会場で

の重要性を全

資料の展示

を設計した

示（式典当

  約50

写真 約10

・栃木３県交

・沖縄友愛

退造元警察部

施 

実施(3,198

年10月頃

（予定）

かステージ

の交流物産

ベント開催

の追悼の誠

,730千円）

南あわじ市）

） 

頃 

である若人

全国に発信

示（式典後

た故丹下健三

当日） 

0品目 

0点 

交流事業の実

愛の原点であ

部長（栃木

8千円) 

ジ、記念公

産展の開催

催に合わせ各

誠をささげ、

 

） 

人の広場にお

信 

も常設） 

三氏の建築

実施

ある島田叡

県出身）に

演、パネル

(2,000千円

各県特産品
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7,7

、戦争の悲

7

おいて、施

築物として

5,1

叡元沖縄県知

にゆかりのあ

ルディスカ

円) 

品をプロモ

暮らしの実現

730 千円 

悲惨な体験

704 千円 

施設を紹介

、当該施設

98 千円 

知事（兵庫

ある兵庫、

ッション、

ーション

現 

設

庫

 



 

４ 

 (1)

 ①

 

 ②

障害者へ

ユニバー

(拡)ユニバ

ユニバ

踏まえ、

○ 社会

 回

○ ユニ

 回

 内

○ (新

 対

 内

 負

 回

○ (再

ひ

(拡)ユニバ

ユニバ

くりを支

ア (新)推

○ 研修

○ 回 

イ (新)ア

○ 予定

○ 回 

○ 負担

ウ プラン

○ 予定

○ 補助

の支援の充

ーサル社会

バーサル社

バーサル社

、ユニバー

会福祉審議

回  数 

ニバーサル

回  数 

内  容 

新)ユニバー

対  象 

内  容 

負担割合 

回  数 

再掲)(新)ひ

ょうごユニ

バーサル社

バーサル社

支援 

推進地区活

修内容 法

 数 １

アドバイザ

定地区 14

 数 ３

担割合 県

ン策定費補

定地区 ４

助基本額 高

充実 

会づくり 

社会づくりの

社会づくりの

ーサル社会推

議会ユニバー

２回 

ル社会づく

５回（神戸

基調講演、

ーサルアドバ

ユニバーサ

点字メニュー

県1/2、市

42回（６回

ひょうごユニ

ニバーサル大

社会づくり推

社会づくり推

活動等の促進

法改正の内容

回 

ザー派遣（1

4地区 

３回/地区

県1/2、市町

補助（1,200

４地区 

高齢者等支援
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の充実強化

の推進に関

推進に向け

ーサル社会

り地域セミ

戸・阪神、東

、パネルデ

バイザーの

サル社会づ

ー、聴覚障害

市町1/2 

回×７推進

ニバーサル

大使の濱田

推進地区の

推進地区に

進（100千

容、推進地

1,050千円）

町1/2 

0千円） 

援施設の誘

化

関する条例の

けた普及活動

会専門分科会

ミナー 

東・北播磨、

ディスカッシ

の派遣 

づくり推進地

害者への説明方

進地区） 

ル通信（仮称

田祐太郎氏に

の整備

におけるソ

円） 

地区等の先進

） 

誘致計画を含

の施行及び

動を実施 

会 

中・西播磨

ション等 

地区内の施

方法、車いすの

称）（参照

によるラジ

フト・ハー

進事例紹介

含む場合  

Ⅱ 安心な暮

4,4

び総合指針

磨、但馬・丹

施設、店舗等

の対応等のア

照P145） 

ジオ番組 

12,3

ード両面から

介 等 

 600千

暮らしの実現

450 千円 

の改定を

丹波、淡路）

等 

アドバイス 

317 千円 

らのまちづ

円/地区 

現 

 

づ
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     高齢者等支援施設の誘致計画を含まない場合 450千円/地区 

○ 負担割合 県1/2、市町1/2 

エ 推進地区ＰＲ案内板設置費補助（1,050千円） 

○ 予定箇所 ４か所 

○ 補助基本額 525千円 

○ 負担割合 県1/2、市町1/2 

オ 推進地区協議会活動費補助（1,200千円） 

○ 補助対象 プラン策定済の推進協議会 

○ 補助内容 ユニバーサルマップ作成、ソフト事業全般 

○ 補助基本額 600千円 

○ 負担割合 県1/2、市町1/2 

○ 補助期間 ５年間（優れた活動実績のある場合は補助期間を２年間延長） 

カ (新)ユニバーサルマップ活用支援（300千円） 

○ 補助対象 ユニバーサルマップを作成した協議会 

○ 補助内容 ユニバーサルマップを活用したまち歩きイベント等の活動経費 

     マップ作成過程で把握した課題等に対するワークショップ等経費 

○ 補助基本額 300千円 

○ 負担割合 県1/2、市町1/2 

○ 予定箇所 ２地区 

○ 補助期間 ２年間 

キ 推進地区施設改修費等補助（7,417千円） 

○ 通常型 

 予定施設数 ２施設 

 対象工事 傾斜路、手すり等簡易なバリアフリー化工事、オストメイ 

ト対応トイレ等簡易なトイレ改修工事、ポケットパークの 

整備、授乳室、おむつ替え設備の整備 等 

 補助基本額 1,500千円 

 負担割合 県1/4、市町1/4、事業者1/2 

○ 大規模型 

 予定施設数 １施設 

 対象工事 エレベーター、エスカレーター設置工事 等 



 

 

 ③

 ④

 

 ⑤

 補

 負

 

(拡)みんな

障害種

な支援を

○ みん

 対

 実

○ (新

 回

 内

○ 地域

 

ユニバーサ

ユニバ

高齢者等

○ 開設

 対

 補

 

○ 交流

 対

 補

 

盲ろう者の

ユニバ

が伴う盲

補助基本額 

負担割合 

    

なの声かけ

種別に応じ

を推進する

んなの声か

対  象 

実施回数 

新)幼稚園・

回  数 

内  容 

の

域会議の開

サルカフェ

バーサル社

等が交流を

設経費補助

対象経費 

補助限度額 

目 標 数 

流イベント

対象経費 

補助限度額 

目 標 数 

の社会参加

バーサル社

盲ろう者に

20,000千円

県１/3、市

（政令市

け運動の推進

じた支援方法

ことにより

かけ運動応援

みんなの声

20回（各回

小中高等学

10回×30～

障害の理解

の上映、声

開催・啓発等

ェの開設応援

社会づくりの

を行う居場所

助(2,000千円

備品費(机

100千円

20箇所(10

ト・講座開催

講師謝金、

50千円 

20箇所(10

加促進 

社会の更なる

に対する理解
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円 

市町１/6、

・中核市は

進・充実強

法等に関す

り、障害者

援協定締結

声かけ運動

回30人程度

学校への出

～300人 

解、障害者

声かけの実践

等（5,757千

援 

の県民の主

所づくりを

円) 

机、椅子等)

0圏域×２箇

催経費補助

、広報費等

0圏域×２箇

る推進を図

解促進を実

事業者1/2

は通常型と同

強化

する実践研修

者の安心安全

結団体等への

動応援協定締

度） 

出前講座の開

者当事者の講

践演習等

千円） 

＜ふ

主体的な取

を支援 

) 

箇所) 

助(1,000千

等 

箇所) 

図るため、意

実施 

2 

同じ負担割

修等を実施

全な社会参加

の出前講座

締結団体等

開催（426千

講演、みん

ふるさとひ

り組みを促

円) 

意思疎通や
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割合） 

6,6

し、障害者

加を促進 

座の開催（4

等 

千円） 

んなの声か

3,0

ひょうご寄附

促進するた

1,3

や移動等で非

暮らしの実現

667 千円 

者への適切

484千円）

け運動DVD

000 千円 

附金事業＞

め、障害者

344 千円 

非常な困難

現 

   

 

者、

難



 

 

 ⑥

 

 ⑦

○ 学校

 対

 回

 内

○ 盲ろ

 対

 回

 内

ひょうご障

令和

祉推進計

(拡)手話の

聴覚障

ア(拡)県

○ (拡

 実

 講

○ 県民

 実

 講

イ 手話通

 実

 講

ウ 看護職

 対

 実

 講

エ (拡)施

 

校等への出

対  象 

回  数 

内  容 

ろう者社会

対  象 

回  数 

内  容 

障害者福祉計

２年度に計

計画につい

の普及促進

障害者への

県民向け手話

拡)若者を対

実施回数 

講座内容 

民向け手話

実施回数 

講座内容 

通訳講師ス

実施回数 

講座内容 

職向け手話

対  象 

実施回数 

講座内容 

施設、学校

(拡)対象 

出前講座の開

小・中学校

10回 

盲ろう者の

会参加促進研

障害福祉事

５回 

盲ろう者支

計画及び障害

計画終期を

いて、社会情

進 

の理解促進

話講座の実

対象とした手

180回（各

基本的な手

パフォーマ

話講座 

15回（各回

グループワ

スキルアップ

12回（各回

指導方法の

話講座（701

病院、訪問

５回(各回

基本的な手

校、団体、企

福祉施設、
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開催（970千

校 

の生活等の

研修の実施

事業者、市

支援施策の

害福祉推進計

迎えるひょ

情勢を踏ま

と手話の普

実施（14,05

手話講座

各回30人程度

手話の習得

マンスの実

回30人程度

ワークを中心

プ講座の実

回10人程度

のスキルア

1千円） 

問看護ステ

回30人程度)

手話の習得

企業等を対

、学校、幼

千円） 

の紹介、コ

施（374千円

市町職員 等

の講義、コ

計画の策定

ょうご障害

まえた見直

普及に向け､

51千円）

度）（令和元

得（自己紹介

実践（手話

度） 

心としたコミ

実施（620千

度） 

アップ 等

テーションの

) 

得 等 

対象とした出

幼稚園、保育

ミュニケー

円） 

等 

ミュニケー

害者福祉計画

しを実施 

､県民向けの

元年度 12

介、挨拶等

コーラス等

ミュニケーシ

千円） 

の看護師 等

出前手話講

育所、企業
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ーション体験

ーション講習

3,2

画及び兵庫

23,6

の手話講座

20回） 

等）、手話を

等） 

ションの取り

等 

講座（5,20

業、 

暮らしの実現

験 等 

習 等 

228 千円 

庫県障害福

644 千円 

座等を開催

を使った 

り方 等 

1千円） 

現 

福
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 ⑨

 

 

 

 実

 講

オ 手話通

 対

 実

 講

カ 親子向

 対

 実

 講

(新)手話通

 手話通

の資格取

○ 手話

 対

 実

 人

○ 要約

 対

 実

 人

夜間・休日

夜間

話通訳者

○ 夜間

○ 手話

実施回数 

講座内容 

通訳者拡充

対  象 

実施回数 

講座内容 

向け（聴覚

対  象 

実施回数 

講座内容 

通訳士・要

通訳士、要約

取得やスキル

話通訳士

対  象 

実施回数 

人  数 

約筆記者

対  象 

実施回数 

人  数 

日における

・休日にお

者の派遣依

間・休日窓

話通訳者の

(新)ICT研

40回(各回

基本的な手

充に向けた

手話通訳者

の未合格者

10講座×

全国統一試

覚障害児等）

聴覚障害未

12回（各回

ゲーム形式

 

要約筆記者の

約筆記者養

ルアップを

（養成期間

手話奉仕員

18回 

15人/回

（養成期間

要約筆記に

14回 

12人程度

る手話通訳者

おける聴覚障

依頼に対応で

窓口の運営

の派遣登録名
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研修事業（聴

回30人程度)

手話の習得

レベルアッ

者養成講座

者 

２回×各回

試験に向け

）手話教室

未就学児と

回親子10組

式でのコミュ

の養成強化

養成カリキ

を推進 

３年） 

員（市町が実

２年） 

に関心のあ

者派遣依頼

障害者の医

できるコー

名簿等の管

聴覚）の講

)  

得 等 

ップ講座の実

座修了者の

回10人程度

けた実技、座

室（2,051千

とその家族、

組程度） 

ニケーション

化

ュラムに基

実施する手話

ある県民 

頼への対応

医療機関への

ーディネー

管理 

講師派遣会社

実施（1,02

うち手話通

座学 等 

千円） 

、聴覚障害

ン、手話によ

基づく講座を

話奉仕員養成

の緊急搬送

ト体制を構
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社 

20千円） 

通訳者全国統

害者(親)と未

よる絵本読み

1,2

を開設し、

成講座を修了

4,1

送や受診等に

構築 

暮らしの実現

統一試験

未就学児

み聞かせ 等

221 千円 

若年世代

了した者）

58 千円 

に際し、手

現 

等

手
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(拡)視覚障

ひょ

るため、

○ 生活

 対

 回

 内

○ オー

 購

 作

 

 

    

(新)視覚障

障害

指導で

による

○ 対 

○ 回 

   

   

○ 実施

企業等への

ひょ

るため、

○ 対 

次の

（

 不

障害者の情

うご・スマ

、点字の普

活点字普及

対  象 

回  数 

内  容 

ーディオブ

購 入 数 

作 成 数 

(新)作成体

(新)オーデ

障害者等の

害者特性を理

できるICT技

る研修を実施

 象 一

 数 講

    講

    講

施手法 兵

う者

の情報配慮

うご・スマ

、企業等が

 象 

のいずれか

１企業につ

不特定多数

情報取得等の

マイル条例の

普及やオーデ

及講座（1,4

一般県民

10回(５箇

点字の習得

ブックの充実

300冊（小

300冊（小

体制 ボラン

ディオブック

の ICT 指導者

理解し、障

技術者を養成

施 

一定のICTス

講座Ⅰ（障害

講座Ⅱ（ICT

講座Ⅲ（OJT

兵庫県視覚障

者友の会に委

慮支援 

マイル条例の

が主催する行

かの要件を満

つき１回限

数の参加者が
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の充実強化

の制定を踏

ディオブッ

417千円）

箇所×２回)

得、グルー

実（7,543千

小・中・高校

小・中・高校

ンティアを

クの学習効

者養成研修

障害者に対

成するため

スキルをもつ

害者特性の

T知識の習得

T形式による音

障害者福祉

委託 

の施行を踏

行事の情報

満たす県内

り） 

がいる参加

化

踏まえ、視覚

ックの充実強

) 

ープワーク等

千円） 

校生用50冊

校生用50冊

を活用したオ

効果を高め

修の充実強化

しマンツー

め、視覚障害

つ健常者・

の理解）６回

得）６回×

音声操作、音声

祉協会、兵庫

踏まえ、聴覚

報配慮に要す

内開催イベ

加者300人以

覚障害者の

強化を実施

等 

冊、大学・研

冊、大学・研

オーディオ

る点字情報

化

ーマンでIT機

害者等の指

障害者、社

回×３団体

×３団体（1

声認識アプリ

庫県聴覚障

覚障害者の

する経費を

ントを主催

以上の行事 
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8,9

情報取得等

施 

研究用250

研究用250

オブックの作

報機器の整備

3,4

機器等の活

指導を兼ね

社協職員等

体（10人） 

10人） 

の活用方法の

障害者協会、

2,2

情報取得等

を支援 

催する県内企

暮らしの実現

960 千円 

等を促進す

冊） 

冊） 

作成 

備 

403 千円 

活用方法を

たOJT形式

等 

の指導等）

、兵庫盲ろ

250 千円 

等を促進す

企業等 

現 

す

   

す



Ⅱ 安心な暮らしの実現 
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 参加者300人未満の聴覚障害者の参加が特定されている行事 

○ 対 象 例 

 会議等（試験、審議会、委員会等） 

 フォーラム等（講演会、セミナー、研究会、表彰式等） 

 フェスティバル等（展示会、物産展、スポーツ大会等） 

○ 対象経費 手話通訳者・要約筆記者派遣経費 

○ 負担割合 県1/2、企業等1/2（上限50千円） 

○ 件  数 45件 

  



 

 (2)

 ①

 

 ②

 

 

 

 

 

 

 

 

 

安心でき

障害者総合

障害の

○ 更生

 対

○ 育成

 対

○ 精神

 対

○ 負担

 公

 

重度障害者

障害者

た場合に

○ 対 

○ 実施

○ 対象

○ 公費

○ 補 

○ 所得

低所

市町

を加

一般

市町

満(世

きる医療・

合支援法に

の軽減など

生医療給付

対 象 者 

成医療給付

対 象 者 

神通院医療

対 象 者 

担割合 

公  費：

自己負担：

者医療費助

者が自立支

に、その自

象 者 障

障

施主体 市

象者数 約

費負担 医

助 率 1/

得制限（世

世

所得者 

町村民税非課

加えた所得8

般 

町村民税所得

世帯合算) 

福祉サー

による医療費

ど、障害者の

付費（2,156

身体障害者

付費（11,73

身体に障害

療給付費（6

精神障害者

２割（国1

１割、医療

助成の実施

支援医療以外

自己負担額の

障害程度１級

障害者保健福

市町 

約94,000人

医療保険にお

/2 

世帯単位判定

世帯区分 

課税世帯で年

0万円以下

得割税額23
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ビスの確保

費の給付

の更生に要

6,606千円）

者手帳の交

30千円）

害のある児

6,710,908千

者で継続し

1/2、県1/4

療保険：７

外の一般医

の一部を助

級・２級の

福祉手帳１

おける自己

定）及び個

年金収入

.5万円未

保 

要する医療費

） 

交付を受けた

児童等  

千円） 

した通院治療

4、市町1/4

７割 

医療を受け、

助成 

の身体障害者

１級の精神障

己負担額３割

個人負担金

外

１医療機関

１日4

(月２回

１医療機関

１日6

(月２回

費を給付 

た18歳以上

療を受ける

4(※精神通院

、医療保険

者、重度の

障害者 

割のうちの

個人負

外来 

関等当たり 

400円 

回まで) 

関等当たり 

600円 

回まで) 

Ⅱ 安心な暮

8,879,2

上の者 

る者 

院は、国1/2、

5,089,9

険による給付

の知的障害者

の２割相当分

負担金 

入

１

月額1,6

１

月額2,4

暮らしの実現

244 千円 

県1/2)） 

959 千円 

付が行われ

者、精神

分 

入院 

１割 

600円限度

１割 

400円限度

現 

れ



 

 ③

 

 ④

 

 ⑤

(新)重度肢

肢体不

一部を助

○ 対 

○ 対象

○ 所得

○ 自己

○ 負担

○ 実施

障害児者

県東部

リハビ

○ 設置

○ 業務

 診

 相

県立こども

発達障

と療育機

○ 診断

 診

 運

肢体不自由児

不自由児者

助成 

象 者 身

象経費 訪

得制限 市

己負担 １

担割合 県

施主体 市

リハビリテ

部(阪神地域

リテーショ

置場所 ア

務内容 

診療・リハ

・診 療 日

・診療内容

相談・巡回

・ＭＳＷ、

・通所施設

も発達支援

障害児を早

機能をあわ

断・診療、

診療内容 

運営体制 

Ｒ２．４

週３

※火・水曜

児者の訪問リ

者のリハビ

身体障害者手

訪問看護サー

市町民税所得

割（利用者

県1/2、市町

市町 

テーションセ

域)等におけ

ョン等を行

アマゴッタ

ハビリの実施

日  

容 脳性まひ

回指導の実施

ＰＴ等によ

設等への巡回

援センターの

早期に発見

わせ持つ県立

療育（リハ

発達相談、

言語聴覚士

医師（小児

４～９月 

３日 

は午後のみ
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リハビリ利用

リ施術受診

手帳１級ま

ービスの訪

得割額23.5

者への償還

町1/2 

センターの

ける脳性ま

う拠点を運

施 

ひ等肢体不自

施 

よる相談

回相談（週

の運営

し、地域で

立こども発

ハビリ）の

、心理検査

士による療

児科医、児童

Ｒ２．

週

※水曜は

用料助成の実

診を促進す

または２級の

訪問リハビ

5万円未満

還払い） 

の運営

まひ等肢体不

運営 

自由児者への

（週１日）

週１回） 

での支援につ

発達支援セ

の実施 

査・アセスメ

療育 

童精神科医

10～３月

週４日 

は午後のみ

実施

るため、訪

の肢体不自

リ利用料 

不自由児者

の治療、リハ

つなげてい

ンターを運

メント、診

医）、臨床心

Ｒ３

Ⅱ 安心な暮

16,1

訪問リハビリ

自由児者 

53,2

者を主とし

ハビリテーシ

25,5

いくため、診

運営 

診断、作業療

心理士、作業

．１～３月

週４日 

暮らしの実現

00 千円 

リ利用料の

294 千円 

た診療や

ション等 

536 千円 

診断・診察

療法士、

業療法士、

 

現 

察

 



 

 

 ⑥

 

 ⑦

 

 

 

 

 

 

 

 ⑧

 診

○ 市町

○ 市町

(新)県立こ

施設移

○ 検討

 回

 検

発達障害者

発達障

センター

○ 業務

○ 設置

(拡)精神科

○ (拡

 

 精

警

区

セン

ブラ

診 療 日 

町保健セン

町の療育体

こども発達

移転を含め

討会議の設

回  数 

検討内容 

者支援セン

障害児（者

ー及びブラ

務内容 情

置箇所 

科救急医療

拡)夜間休日

(拡)トリア

・家族や警

・(拡)相談・

精神保健チ

警察からの

区 分 

ンター 

ランチ 

言語聴覚士

計15人 

週５日（月

ンター等への

体制づくりへ

達支援センタ

めたこども発

設置 

３回 

施設移転の

ンターの運営

者）に対する

ランチを運営

情報発信、研

療体制の強化

日通報対応セ

アージ・相談

警察等からの

通報件数が多

チームの運営

の通報に対応

担当区域

東播磨、淡

阪神南

阪神北

北播磨、丹

中播磨、西

但馬
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士、保健師

月～金曜日

の出張発達

への支援

ターのあり

発達支援セ

の必要性、

営

る総合的な

営 

研修開催、

化

センターの

談チームの

の相談に対

多い準夜間帯

営 

応し、対象

域 

淡路 

南 

北 

丹波 

西播磨 

師、看護師、

日） 

達健康相談

等 

り方検討

センターのあ

診療機能体

な支援を行う

相談窓口の

の運営（46,

の運営 

対する受診調

帯（17～22時）

象者に適切な

所在地 

高砂市 

芦屋市 

宝塚市 

加西市 

上郡町 

豊岡市 

、保育士 

（24回） 

あり方を検

体制等 

う拠点とし

の設置 等

,034千円）

調整、助言

の相談体制の

な医療を提

(社福)あか

(社福)三田

(社福)希望

(社福)ゆた

(社福)愛心

(社福)神戸

Ⅱ 安心な暮

等 

5

検討 

87,9

して、発達障

等 

103,9

 

言等 

の強化（２人

提供 

運営主体 

かりの家 

田谷治療教育

望の家 

たか会 

心福祉会 

戸聖隷福祉事

暮らしの実現

500 千円 

969 千円 

障害者支援

968 千円 

人→３人） 

育院 

事業団 

現 

援



 

 

 ⑨

 

 夜

夜

○ 夜間

 確

○ 精神

薬

 受

 開

○ 平

平

○ 精神

脳性まひ等

脳性ま

リとその

○ 受講

○ 研修

○ 実施

夜間移送チ

夜間におけ

間休日にお

確保空床 

神科初期救

薬の処方を

受付時間 

開設場所 

日昼間にお

平日昼間にお

神科救急医

等肢体不自

まひ等の障

の評価を行

講対象 訪

修内容 脳

施手法 兵

チームの運営

ける指定医に

おける当番制

２床（神戸

但馬

救急医療体制

を含む外来診

毎日19：0

４か所（神

※協力病院

おける移送体

おける指定医

医療体制連絡

自由児者対応

障害児者に対

行える人材の

訪問看護ステ

脳性まひ等患

兵庫県理学療
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営 

による診察

制による空

戸・阪神１

馬・丹波・

制の運営(1

診療に対応

00～22：00

神戸、阪神

院（但馬、

体制（490千

医による診察

絡調整委員

応療法士研

対するリハ

の育成を目

テーション

患者につい

療法士会へ

察のため精神

空床の確保

１床、播磨

淡路：オ

18,879千円

応 

0 

神、東北播磨

丹波、淡路

千円） 

察のため精神

員会（196千

研修の実施

ハビリ体制

目的とした研

ンや診療所所

いて基本的知

へ委託 

神疾患患者

(38,369千

１床） 

ンコール 

円) 

磨、播磨姫

路） 

神疾患患者を

千円） 

（

を確保する

研修を実施

所属の療法

知識、リハ

Ⅱ 安心な暮

者を医療機

円) 

姫路圏域） 

を医療機関へ

2,2

医療介護推

るため、適正

施 

法士、看護

ハビリ手法等

暮らしの実現

関へ移送

へ移送 

279 千円 

推進基金）

正なリハビ

師等 

等 

現 

 

ビ



 

 ⑩

 

 ⑪

 

 ⑫

障害者総合

障害者

要な障害

○ 居宅

 内

○ 施設

 内

○ 補 

 内

○ 計画

 内

○ 負担

相談支援・

障害福

づく法定

○ 指導

相

○ 相談

幅

 相

 サ

○ 市町

 市

失語症者向

社会生

るため、

○ 失語

 人

○ 意思

合支援法に

者の能力及

害福祉サー

宅系サービ

内容 居宅

設系サービ

内容 生活

装 具（37

内容 義眼

画・地域相談支

内容 計画

担割合 国

障害福祉サ

福祉サービ

定研修等を

導的人材育

相談支援専

談支援人材

幅広い研修

相談支援専

サービス管

町相談支援

市町に対す

向け意思疎

生活等にお

、失語症(※

語症者向け

人  数 

思疎通支援

によるサー

及び適性に応

ービスを給付

ビス（6,923

宅介護、重度

ビス（17,69

活介護、自立

70,394千円

眼、補聴器、

支援（335,7

画相談支援、

国1/2、県1/

サービスの質

ビス等を担

を実施 

育成研修（2

門員、サー

材能力向上

修を実施し、

専門員研修

管理責任者等

援体制の構築

する定期的な

疎通支援者の

おけるコミュ

※)者に向け

け意思疎通者

20人 

援者指導者養
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ビスの給付

応じ、自立

付 

3,267千円）

度訪問介護

92,414千円

立訓練、就

円） 

、義肢、歩

772千円）

、地域移行

/4、市町1/

質の向上に向

う人材の質

21,441千円

ービス管理責

（4,611千

、今後の研

等研修 

築支援（49

な指導 

の養成

ュニケーシ

けた意思疎

者養成研修

養成研修

付

した社会生

） 

護、グループ

円） 

就労継続支援

歩行器、電動

行支援、地域

/4 

向けた人材育

質を確保す

円） 

責任者等の

円） 

研修を担う

9千円） 

ションを円滑

疎通支援者

修 

生活を営む

プホーム 

援 等 

動車いす 

域定着支援

育成

るため、国

の資格取得等

ファシリテ

滑に行い、

を養成 

Ⅱ 安心な暮

25,321,8

むことができ

等 

等 

援 

26,1

国新カリキュ

等の法定研

テーターを養

9

社会参加の

暮らしの実現

847 千円 

きるよう必

01 千円 

ュラムに基

研修を実施

養成 

978 千円 

の促進を図

現 

必

基

図



 

 

 ⑬

 

 ⑭

 

 

 

 場

 人

※失語

障害者・高

矯正施

営むこ

常生活ま

○ 対 

○ 事業

○ 実施

障害者総合

多様な

○ 対象

○ 交付

(公財)兵

(社福)兵

(公社)兵

(特非)兵

(公財)兵

(公社)兵

場 所 東

人 数 １

語症：脳梗塞

高齢者の再

施設退所や

とが困難な

または社会

象 者 矯

業内容  

・福祉サー

・受入施設

施方法 社

合支援推進

な障害者ニ

象団体 (公

福

友

祉

付方法 各

団体

兵庫県身体障

兵庫県視覚障

兵庫県聴覚障

兵庫盲ろう者

兵庫県手をつ

兵庫県精神福

合 

東京都内 

人（派遣）

塞や脳外傷

再犯防止に向

や起訴猶予処

な者に対して

会生活を営む

矯正施設から

ービスのニー

設に対する指

社会福祉法人

進交付金の交

ニーズに対応

公財)兵庫県

福祉協会、(

友の会、(公

祉家族会連合

各団体の自主

体名 

障害者福祉

障害者福祉

障害者協会

者友の会 

つなぐ育成会

福祉家族会連

 計 
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） 

傷などによ

向けた立ち

処分等とな

て、保護観

むことがで

ら退所、また

ーズを確認

指導・助言

人みつみ福

交付

応するため

県身体障害

(公社)兵庫

公財)兵庫県

合会 

主的な取組

協会 

協会 

会 

連合会 

り脳の言語

ち直り支援

なった障害者

観察所等と協

できるよう支

たは起訴猶予

認し、受入施

言 

福祉会へ委託

、障害者団

害者福祉協会

庫県聴覚障害

県手をつなぐ

組に対応で

金額 

17,000 障

40,000
点

点

48,500
聴

手

11,000 盲

5,000 知

1,000 精

122,500

語中枢が損傷

者や高齢者

協働し、地

支援 

予処分となっ

施設等を斡

託 

団体が行う事

会、(社福)

害者協会、

ぐ育成会、

きるよう、

実施事

障害者110番

点字図書館運

点訳奉仕員養

聴覚障害者情

手話通訳・要

盲ろう通訳

知的障害者相

精神障害者家
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傷され起こ

42,2

者で自立し

地域の中で自

った障害者・

斡旋 

122,5

事業を支援

)兵庫県視覚

(特非)兵庫

(公社)兵庫

総枠で交付

（単

事業（主なも

番運営事業 

運営費、 

養成事業 

情報提供施

要約筆記養

・介助員派

相談員研修

家族教室開

暮らしの実現

こる障害 

250 千円 

た生活を

自立した日

高齢者 

500 千円 

援 

覚障害者

庫盲ろう者

庫県精神福

付 

単位：千円）

もの） 

等 

等 

設運営費、

成事業 等

遣事業 等

事業 等 

催事業 等

現 

者

福

等

等

等



 

 ⑮

 

強度行動障

障害者

動がある

する仕組

○ 集中

強

約

 実

 受

○ 地域

集

所事

 対

 内

 補

障害者の地

者の安定し

る在宅の方

組みを構築

中支援（29

強度行動障

３～６か月

実施手法 

受入定員 

域支援（3,

集中支援対

事業所職員

対  象 

内  容 

補助対象 

 

地域生活支援

した地域生活

方を集中支援

築 

9,277千円）

障害の低減化

月間集中支援

(社福)あか

２人 

874千円）

対象者が地域

員の支援レベ

地域の通所

集中支援施

研修実施費

138 

援

活を実現す

援し、行動

） 

化を図るた

援を実施

かりの家へ

 

域に戻った

ベルを向上

所事業所職

施設での１

費、代替職

するため、著

障害を低減

ため、専門

へ委託 

た後の支援体

上 

職員 

１か月研修

職員人件費

著しい自傷

減した上で

知識を有す

体制を構築

Ⅱ 安心な暮

33,1

傷他害や極端

でその地域生

する事業所

築するため

暮らしの実現

51 千円 

端な固執行

生活を支援

所において、

、地域の通

現 

行

援

通



 

 (3)

 ①

 

 ②

 ③

暮らしの

鉄道駅舎ホ

視覚障

○ 補助

○ 整備

○ 負担

 神

 そ

公共交通機

駅ホー

め､みん

○ 対 

○ 実施

○ 内 

 

人生いきい

長寿社

害者に配

○ 実施

○ 予定

○ 助成

 住

 住

 増

 共

の安全安心

ホームドア

障害者の駅ホ

助対象駅 国

備予定 JR

阪

担割合  

神 戸 市

その他市町

機関と連携

ームでの転落

んなの声かけ

 象 公

施回数 50

 容 視

いき住宅改

社会に対応

配慮した既

施主体 市

定件数 約

成対象 

住宅改造・一

住宅改造・特

増改築・一般型、

共同住宅(分譲)

心基盤の確保

ア設置促進事

ームからの転

国庫補助対象

R三ノ宮駅、

阪急神戸三宮

内 国1/3

町内 国1/3

携した視覚障

落事故等の

け運動ととも

公共交通機関

0回 

視覚障害者へ

改造助成の実

応した人にや

既存住宅のバ

市町 

約2,500件

一般型 高齢

あん

診断

特別型 要介

で住

受け

特別型 住宅

)共用型 共同

139 

保 

事業の実施

転落死亡事故

象駅 

、JR神戸駅

宮駅、阪神

3、県1/9を

3、県1/6を

障害者の歩

の防止など、

もに､公共交

関職員、視

への安全な

実施

やさしい住

バリアフリ

齢者・障害

んしん賃貸

断を受けて

介護認定者

住まいの改

けているも

宅改造・一

同住宅にお

施

故等を踏まえ

駅、JR西明石

神神戸三宮駅

を上限とし市

を上限とし、

歩行安全確保

視覚障害者

交通機関と連

視覚障害者

な歩行支援

住まいづく

リー改造を支

害者に配慮

貸住宅｣の改

ているものに

者等の身体状

改良相談員の

ものに限る)

一般型、特別

おける共用部

え、鉄道駅舎

石駅、JR尼

駅 

市が補助す

、市町が補

保

者の安全性の

連携した実践

等 

りを推進す

支援 

した既存住

改造(手すり

に限る) 

状況に応じ

の承認を得

) 

別型で、増

部分の改造

Ⅱ 安心な暮

174,9

のホームドア

尼崎駅、 

する額の1/2

補助する額

1,1

の更なる向上

践研修を実

373,2

するため、高

住宅や｢ひょ

りの取付等及

じた既存住

得たもの(耐

増改築を伴

造 

暮らしの実現

952 千円 

ア設置を支援

2まで 

まで 

90 千円 

上を図るた

実施 

251 千円 

高齢者・障

ょうご 

及び耐震

宅の改造

耐震診断を

うもの 

現 

援 

た

障



 

 

 ④

 

 

 

○ 助成

 住

 住

 増

 共

(※)住

   

住宅確保要

住宅確

フリー等

○ 補助

○ 補助

区分

事業主

対象経

補助限

負担割

成限度額 

住 宅 改 造

住 宅 改 造

増改築・一般

共同住宅(分

住宅改造・

じて助成額

[住宅改造・一

対

75以

150

300

600

要配慮者の

確保要配慮

等の改修や

助対象 政

補

助率等 

分 改

主体 登録

経費 
バリ

取り

度額

割合 
国1/

事業

造 ・ 一 般 型

造 ・ 特 別 型

般型、特別型

分譲)共用型

一般型、共

額を定額化

一般型及び共同住宅

対象工事費

以上150未満

0以上300未

0以上600未

0以上900未

900以上

の賃貸住宅へ

慮者の民間賃

や低額所得者

政令市・中核

補助への支援

改修工事費補

住宅の賃貸

アフリー工

変更工事

1,500千円/

3、県1/6、市

者1/3 

140 

型 40千円

型 1,000千

型 1,500千

型 40千円

共同住宅(分

宅(分譲)共用型の

費 

満 

未満 

未満 

未満 

への入居促

賃貸住宅へ

者の家賃低

核市を除く

援） 

補助 

貸人 

工事、間

等 

家

用

/戸 

市町1/6、 国

円～300千円

千円/世帯

千円/世帯

円～300千円

分譲)共用型

の助成額] （単位

助成額

促進

への円滑な入

低廉化等に対

市町（市町

家賃低廉化

家賃低減に要

用(管理開始後最

40千円

国1/2、県1/

円(定額) 

×助成率 

×助成率 

円(定額) 

型について

位：千円） 

40

75

150

250

300

入居の促進

対して支援

町が事業主

化補助 

要した費

最大10年) 

/月 

4、市町1/4

Ⅱ 安心な暮

ては、対象工

4,5

進を図るた

援 

主体に対して

家賃債務保

化補助 

居住支援法

国の登録を

賃債務保証

入居時の家

証料の低減

60千

4 

暮らしの実現

工事費に応

590 千円 

め、バリア

て実施する

保証料低廉

法人 

を受けた家

証会社 

家賃債務保

減経費 

円/戸 

現 

応

 



 

 ⑤

 

 ⑥

(拡)ロボッ

福祉の

最先端技

○ 現場

 ロ

 特

 情

○ (拡

 最

 

総

 

 最

の

 介

 企

中

○ (新

 I

 大

医療的ケア

医療的

調整体制

○ 関係

 開

○ 医療

ットリハビ

のまちづく

技術を活用

場ニーズに

ロボットリ

特許等知的

情報工学

拡)テクニカ

最先端機器

(拡)県内展

総合リハビ

(新)県内展

最先端機器

最先端機

のセミナー

介護リハビ

企業連携・

中小企業等

新)介護ロボ

ISPO2019承

・下肢切断

大阪万博20

・大阪万博

情報発信 

ア児に対す

的ケア児が地

制を整備する

係機関連絡

開催回数 

療的ケア児

ビリテーシ

り研究所

用した医療

に即した研究

ハビリテー

的財産の管理

（AI・IoT）

カルエイド発

器の展示（オ

展示３施設

ビリテーシ

展示３施設

器開発企業

機器の展示導

ーを実施（但

ビリロボッ

交流スペー

等との商談ス

ボットの普及

承継イベン

断者向けラン

025開催準備

2025の出展

する支援体制

地域において

るとともに、

絡協議会の設

２回 

児等コーディ
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ョン拠点化

（ロボット

・介護用リ

究開発・商

ーションセ

理強化 

専門の任期

発信拠点の

オリヒメア

（福祉のま

ョンセンタ

（上記同）

と連携した

導入に向け

但馬長寿の

ト福祉機器

ースの整備

スペースを

及強化 

トの実施

ンニングイ

備支援 

展を目指し

制の構築

て支援を受

、医療的ケ

設置（519千

ィネーター

化の推進

＜一部

リハビリテ

リハビリロボ

商品化 

セミナーの開

期付特別研

の本格運用

アイ、HALな

まちづくり研

ター）連携に

でのロボ

た特別展示セ

け、開発企業

の郷、西播磨

器展示会の開

備（令和元年

を整備し、保

イベントや公

た介護リハ

受けることが

ケア児等への

千円） 

ー養成研修の

部リーディ

テーションセ

ボット等の

開催（福祉

研究員の配置

など） 

研究所、但

によるテー

ット展示の

セミナーの

業と連携し

磨総合リハビリ

開催 

年度２月補

保有技術の

公開セミナ

ハビリロボ

ができるよう

の支援ができ

の実施（1,

Ⅱ 安心な暮

36,4

ングプロジ

センター）

の拠点化を推

祉のまちづく

置 

但馬長寿の郷

ーマ別特別展

の充実強化 

の開催 

し、介護施設

リテーション

補正対応） 

の商品化を促

ナーの実施 

ボット等の国

2,0

う、関係機関

きる人材を養

,232千円）

暮らしの実現

457 千円 

ジェクト＞

を核とし、

推進 

くり研究所

郷、西播磨

展示の開催

設職員向け

ンセンター）

促進 

国内外への

034 千円 

関との連携

養成 

 

現 

 

所） 

磨

催 

け

 



 

 

 ⑦

 

 ⑧

 内

 対

○ 医療

 内

 対

医療的ケア

医療的

できるよ

常時２床

○ 空床

医療支援型

医療的

る環境整

れる医療

○ 運営

障

費の

 補

 補

 負

○ 整備

国

の一

内  容 

対 象 者 

療的ケア児

内  容 

対 象 者 

ア児等医療

的ニーズを

よう、県内

床の空床を

床確保数 

型グループ

的ケアが必

整備を構築

療支援型グ

営支援補助

障害者施設

の一部を補

補助対象 

補助基準額 

負担割合 

備支援補助

国庫補助の

一部を補助

区  分

補助対象

補助基準額

台  数

負担割合

講義（２

相談支援専

児等支援者養

講義（２

保育所、学

療提供体制の

を有する重症

内の指定短期

を確保 

２床（神戸

プホームの整

必要な重症心

築するため、

グループホー

助（5,400千

設等入院基本

補助 

上記人員配

療支援型グ

入居者(医療

県1/2、市

助(16,850千

の対象外とな

助 

分 天井

象 

額 

数 

合 
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日間）、演

専門員、市

養成研修の

日間） 

学校、児童発

の確保

症心身障害

期入所事業

戸・阪神圏

整備促進

心身障害者

、24時間常

ームの整備

千円） 

本料７対１

配置をして

グループホ

療的ケアが

市町1/2(政令

千円) 

なっている

井走行型介護

医

1,250千円

26台

県1/2、

演習（２日間

市町保健師等

の実施（283

発達支援事業

害児等が短期

業所（医療機

圏域１床、東

者が、住み慣

時看護師を

備を促進 

１看護並に看

て重度障害者

ホーム 

必要な重症

令・中核市

る介護リフ

護リフト

医療支援型

円/台 

事業者1/2

間） 

等 

3千円） 

業所（未就学

（

期入所サー

機関等）を

東・中播磨

慣れた地域

を配置して

看護職員を

者支援加算

症心身患者)

市除く) 

ト、非常用

ポータブ

型グループホ

3

2（政令・中

Ⅱ 安心な暮

学障害児対象

16,2

医療介護推

ービスを円滑

を活用し、輪

磨圏域１床）

22,2

域で安心して

医療的ケア

を配置した場

算を受けて

１人当たり4

自家発電の

ブル非常用

ホーム 

300千円/台

４台 

中核市除く

暮らしの実現

象）の支援者

206 千円 

推進基金）

滑に利用

輪番により

） 

250 千円 

て生活でき

アが提供さ

場合の経

いない医

45千円/月

の設置経費

用発電機 

台 

） 

現 

者 

 

費



 

 ⑨

 ⑩

 

 

 

重症心身障

医療的

環境を整

宅訪問型

○ 重症

 補

 補

 負

○ 居宅

 補

 補

 負

障害者福祉

社会福

障害福祉

○ 対象

○ 負担

事業種別

障害者入所施設

障害児通所支援

障害者日中サービ

共同生活援助・短期

障害児通所支

的ケアを必

整備するた

型児童発達

症心身障害

補助基準額 

補助対象 

負担割合 

宅訪問型児

補助基準額 

補助対象 

負担割合 

 

祉施設の整

福祉法人等

祉サービス

象施設数 

担割合 国

(社福)いたみ

(社福)枚方療

（株）ステップ

(社福)加古川

(社福)緑樹福

(社福)ひょう

(社福)愛心福

(社福)平成福

(社福)とよお

(社福)さいか

(社福)はぐる

(社福)たつの

（医）トリニテ

(社福)芦屋み

(社福)たみ杉

(社福)佐用福

(社福)光耀会

（一社）すず

ス

期入所

支援・居宅訪

必要とする重

ため、未設置

達支援事業の

害児通所支援

17,440円/

14事業所

県1/3、市

児童発達支援

9,880円/

17事業所

県1/3、市

整備 

等が行う障害

スの基盤を整

18施設  

国1/2、県1/

設置主体

み杉の子

療育園

プＴＲＥＥ

川つつじの家福祉会

福祉会

ご障害福祉事業協会

福祉会

福祉会

おか福祉会

か

るま福祉会

の市社会福祉協議会

ティー会

みどり福祉会

杉の子

福祉会

会

らん
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訪問型事業所

重症心身障

置市町にお

の整備を促

援（21,487

/日(定員５

市町1/3、事

援（8,398千

日×（年間

市町1/3、事

害者（児）

整備 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

/4、事業者

 （仮称）メゾン杉

三田こぶしの園

ステップＴＲＥＥ

会 第2ケアホーム

（仮称）ファミリ

会 しそう自立の家

障害者支援施

シャイン

とよおか作業所

 しょうがい者就

加古川はぐるま

会 ピアさぽーとす

空（そら）

芦屋みどりホー

（仮称）メゾン杉

たんぽぽ

東山荘

すずらん
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障害者の活躍による地域交流を促進するため、地域の空き家等を活用した

取組を支援 

○ 補助対象 障害福祉サービス事業所、障害福祉活動団体 等 

○ 補助上限 初度設備：1,500千円（１年間10/10） 

店舗等賃借料：500千円(３年間定額制) 

○ 予定箇所 初度設備：10か所、店舗等賃借料：新規10か所、継続７か所 

カ 地域調整窓口販路拡大事業（2,472千円） 

○ 受注機能強化促進員の配置 

 配置人数 １人（兵庫セルプセンター） 

キ(拡)農福連携による障害者の就農促進事業（14,732千円） 

○ 農業専門家の派遣 

 派遣対象 農業・農産加工に取り組む障害者就労支援事業所 等 

 派遣回数 ６回×５箇所 

○ 就農体験等普及啓発事業 

農福連携マルシェの開催（７箇所） 

○ 農産加工品等発表会の実施 

○ 障害者アグリファームモデル事業 

企業等が運営する農場において、農業の専門家が継続的に事業所の職員

に対する指導研修を実施（月３回） 

○ 農福連携マッチング支援事業 

障害者福祉事業所と農家の農作業委託のマッチングを促進 

 農福連携推進員（１人）の配置（配置場所：兵庫セルプセンター） 

 地域コーディネーター（１人）の配置（配置場所：ＪＡ兵庫南） 

 農福連携ネットワーク会議 

○ 農業生産効率向上支援 

事業所が新たに農作業を受託する場合の農業者指導経費の一部を支援 

 箇 所 数 ３箇所×10圏域 

 指導回数 ６回 

 補 助 額 指導経費の1/2（上限10千円/回） 

○ 農業者向け研修 
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農作業の発注拡大を図るため、農業者に対する理解促進や指導技術向上

研修を実施 

 実施回数 ２回 

 実施場所 楽農生活センター 

 実施内容 障害者受入の注意点、障害者に対する現場指導等 

○ (新)農福連携インターンシップ事業 

事業所に在籍する障害者が農業者のほ場で就労体験を実施 

 箇 所 数 ３箇所×10圏域 

 研修期間 ６日 

 補 助 額 30千円 

ク(新)障害者福祉事業所農業参入推進モデル事業（11,824千円） 

  障害者に対する基礎的な農業技術を訓練・習得する場や機会を広げるため、

障害福祉事業所が円滑に農業に取り組めるようモデル事業を推進 

○ 支援協議会（仮称）の設置 

 構  成 JA、農業者、地域団体、行政等 

 内  容 農地の確保、農産物の選定支援、販売先の確保 

 回  数 ３回 

○ 農業機械・設備等の整備支援 

 補助対象 農業用機械器具の購入経費、農業用施設の整備経費 

 補 助 率 1/2 

 補助上限 2,000千円 

 補助件数 ５箇所（うちモデル実施分３箇所、モデル以外２箇所） 

○ 農業専門家の派遣による農作業の指導 

 実施回数 20回 

ケ 高品質化促進のための設備導入・指導事業（7,612千円） 

○ 障害者工賃向上アドバイザーによる技術指導 

 技術人材バンクの設置 

 個別指導による作業所の技術力向上 

○ 高品質商品開発設備費補助事業 

既存商品の高品質化、新規商品の開発製造に必要な設備の整備経費を補助 

 補 助 率 1/2（上限500千円） 

 箇 所 数 10事業所 
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業（4,120千

基礎的な知

の一般就職

暮らしの実現

744 千円 

アップに取

拡大や契約

応する支援

10回） 

434 千円 

行を促進

千円） 

知識と技術

を支援 

現 

取

約

援

術



 

 

 ⑧

 

 

 

 

 

 

 ⑨

 業

障害者就業

身近な

を図るた

○ 箇 

 

 

県立学校等

県教育

○ 障害

将

任用

○ ワー

 配

 配

 業

業務内容 

・県庁２号

・市町・企

業・生活支

な地域での

ため、セン

所 数 10

等での障害

育委員会全

害者人材バ

将来的な正

用職員また

ークセンタ

配置場所 

配置人数 

業務内容 

・ワークセ

資料印

課室清掃

・ジョブサ

ワーク

し、受注

圏 域 

神 戸 

阪神南 

阪神北 

東播磨 

北播磨 

中播磨 

西播磨 

但 馬 

丹 波 

淡 路 

号館１階ロ

企業における

支援センター

の就業面、生

ンターを設置

0か所  

害者雇用の促

全体での障害

バンクの活用

正規採用を見

たは非常勤講

ターの設置

32所属（教

ワークセン

ジョブサポ

センター嘱託

印刷、データ

掃等 

サポーター

クセンター嘱

注業務の調整

神戸聖隷福

三田谷治療

いたみ杉の

加古川はぐ

兵庫県社会

姫路市社会

兵庫県社会

ぷろじぇく

わかたけ福

兵庫県社会
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ビー「ドリ

る就労体験

ー事業の実

生活面の支

置 

促進

害者の法定

用促進 

見据えつつ

講師の希望

教育委員会

ンター嘱託

ポーター

託員 

タ入力・集

嘱託員が従

整及び課題

福祉事業団

療教育院 

の子 

ぐるま福祉会

会福祉事業団

会福祉事業団

会福祉事業団

とPlus 

福祉会 

会福祉事業団

リームカフ

験事業及び県

実施

支援を一体的

定雇用率達成

つ、学校現場

望者を登録す

会事務局18、

託員 42人

  28人

集計、文書封

従事可能な業

題整理 

委 託

会 

団 三木精愛

団 

団 赤穂精華

団 五色精光

ェ」におけ

県庁職場研

的に行い、

成に向けた

場での経験

する障害者

、県立学校

封入・発送

業務及びそ

託 先 

愛園 

華園 

光園 

Ⅱ 安心な暮

ける就労体験

研修 

50,1

障害者の職

163,8

た取組を加

験を促すため

者人材バン

校14） 

送、会場設

その業務量の

暮らしの実現

験事業 

00 千円 

職業的自立

813 千円 

速 

め、臨時的

クに登録

営・撤去、

の洗い出

現 

立

的



 

 

 ⑩

 

 ⑪

障害児等職

障害児

○ 事業

○ 参加

○ 実施

(拡)障害者

2020年

西2021の

る方の社

ア (拡)ワ

○ (拡

 

 

○ 一般

○ 障害

 箇

○ 障害

 記

 障

座

 義

イ(拡)東

○ (新

 東

いす

 補

○ 県パ

ウ(拡)地

職業体験事

児等の職業

業内容 職

体

加人数 65

施主体 県

者スポーツ

年に開催さ

の開催に向

社会参加を

ワールドマ

拡)参加型プ

しあわせの

(再掲)(拡)

般スポーツ

害者スポー

箇 所 数 

害者アスリ

記録会・競

障害者アス

競技指導

座を実施 

義肢装具士

東京パラリン

新)東京パラ

東京パラリ

す等の用具

補助上限額 

パラリンピ

地域における

事業の実施

業体験を通

職業型社会体

体験の機会を

50人（障害

県、(公財)兵

ツ推進プロジ

される東京

向け、障害者

を促進 

マスターズ

プレイベン

の村スポーツ

)東京パラ

ツ団体との合

ーツ種目の拡

20箇所 

ートへの支

競技会等の開

スリートマル

導者による指

士の配置（県

ンピック準

ラリンピック

ンピックへ

具購入・修理

300千円 

ピック聖火

る障害者ス
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じた社会参

体験施設

を提供（年

害児等・保護

兵庫県手を

ジェクト

パラリンピ

者スポーツ

・パラリン

トの開催

ツフェステ

リンピック

合同練習会

拡大に向け

支援 

開催（陸上

ルチサポー

指導のほか

県立総合リ

準備事業（4

ク出場決定

への出場が

理費、個人

リレー実行

スポーツ推進

参加を促進

「キッザニア

年１回） 

護者、学生

をつなぐ育成

＜一部

ピックやワ

ツの普及啓発

ンピック推進

ティバル（神

ク開催記念

会・記録会等

けた出前講座

上、水泳、卓

ート事業 

か、栄養や医

リハビリテー

4,395千円）

定選手への支

が決定した県

人コーチ費用

行委員会の設

進拠点整備

ア甲子園」

生ボランティ

成会 

部リーディ

ワールドマス

発、スポー

進事業（19

神戸市との

スポーツ交

等の実施 

座の実施 

卓球等） 

医療などの

ーションセ

） 

支援 

県内居住選

用、合宿費

設置 

備事業（20,
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6,7

を借り上

ィア等） 

48,2

ングプロジ

スターズゲ

ーツを通した

9,713千円）

の共同開催）

交流大会（

専門家によ

センター） 

選手に対し

費等を支援 

,219千円）

暮らしの実現

770 千円 

げ、職業

271 千円 

ジェクト＞

ゲームズ関

た障害のあ

） 

） 

参照P292）

よる公開講

、義足、車

 

現 

 

関

あ

 

講

車



 

 

 ⑫

     

○ (新

 対

所

 対

 補

 補

○ 障害

競

○ (拡

障

エ 全国車

○ 開

○ 場 

○ 参加

○ 開催

○ 実施

(拡)障害者

  障害

に障害

ア 障害者

○ 障害

 障

 人

○ 芸術

 人

新)体育施設

対象施設 

障害者ス

所の提供に

対象経費 

補助単価 

補助件数 

害者スポー

競技指導・

拡)(公財)兵

障害者スポ

（４～９月

ンピック

車いすマラ

催 日 令

 所 篠

加者数 15

催種目 ハ

施手法 兵

者芸術文化

害者の芸術文

害者芸術文化

者芸術文化

害者芸術文

障害者芸術

人  数 

術文化活動

人材育成ワ

・対  象

・回  数

・内  容

設等のバリア

 

スポーツ応援

による支援を

段差解消、

500千円

６件 

ーツ推進拠点

助言、利用

兵庫県障害者

ポーツ専門家

月末までのフ

ク対応に伴い

ラソン大会の

令和２年９月

篠山城跡マラ

50人 

ハーフマラソ

兵庫県障害者

化活動への支

文化活動の

化活動支援

化支援事業

文化支援員の

術文化活動支

１人 

動を支援する

ワークショ

象 事業所等

数 ４回 

容 芸術文化
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アフリー化

援協定団体

を行う民間

トイレ改修

点支援員の

用について

者スポーツ

家の配置

フランスパ

い、１名追

の開催（3,

月27日（予

ラソンコー

ソン、ファ

者スポーツ

支援

の更なる振興

援センター

（5,723千

の設置 

支援センタ

る人材育成

ップの開催

等での活動

化活動の支

化への助成

体のうち、障

間団体が所有

修等体育施設

の設置 

ての各種事務

ツ協会の機能

（３人） 

パラリンピ

追加配置）

,944千円）

予定） 

ース 

ァンラン 

ツ協会に委託

＜一部

興を図るた

を設置し、

円） 

ターを運営

成 

催 

動支援者 

支援方法、著

障害者スポ

有する体育

設のバリアフ

務手続き 

能強化 

ック陸上事

 

託 

部リーディ

ため、県ユニ

芸術文化活

著作権等の
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ポーツ競技者

育施設 

フリー化に要

等 

事前合宿、東

12,7

ングプロジ

ニバーサル

活動を総合

の権利保護、

暮らしの実現

者に練習場

要する経費

東京パラリ

747 千円 

ジェクト＞

ル推進課内

合的に支援

障害特性

現 

場

 

性 
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に関する理解 等 

 障害者芸術文化人材バンクの運営 

人材バンクを設置し、登録した専門家の派遣による個別指導を実施 

・対  象 活動取組事業所 

・内  容 創作活動や支援方法の指導 

・箇 所 数 40箇所 

・派遣回数 ２回／箇所 

○ ネットワーク会議の開催（２回） 

     イ(新)障害者芸術「する・みる・ささえる」応援プロジェクト（7,024千円） 

○ 定期展示の開催支援（する） 

 常設展示機能の強化 

・場  所 県立美術館王子分館原田の森ギャラリー 

・内  容 ５～10作品程度を２か月毎に年６団体展示 

 定期展示スペースの確保 

・場  所 デュオこうべギャラリー等 

・回  数 12回 

 作品展示への助成 

・内  容 作品等の運搬設営経費への支援 

・対  象 常設展示場に作品を展示する団体等 

・補助上限 80千円 

○ 鑑賞機会の拡大に向けたサポート（みる） 

 合理的配慮研修の実施 

施設運営者を対象とした障害者が観劇する際に必要な合理的配慮の研修を実施 

・回  数 ５回 

 情報配慮サポートモデル事業 

情報配慮の整っていない劇場に対し、手話通訳・要約筆記者の派遣やプ

ロンプター等の字幕機材等を貸与 

・回  数 ２回 

・実施方法 兵庫県芸術文化協会（ピッコロシアター）に委託 

○ 障害者アートサポーターの養成（ささえる） 

 サポーター養成研修の実施（３回） 

 ボランティアサポーターの派遣（12回）  



 

５ 

 (1)

 ＜医

 ①

     

 

 ＜地

 ①

 ②

医療確保

医療体制

医療イノベー

次世代医療

  県・神

ーベル賞

○ セン

 整

 整

 場

○ 新た

 支

 総

地域医療構想

(拡)地域医

地域医

○ (新

 医

  

  

 分

○ 病床

○ 地域

 

(拡)病床機

各圏域

再編統合

と健康づく

制の充実強

ーションの

療開発セン

神戸市・経

賞受賞記念

ンター整備

整備内容 

整備総額 

場 所 

たな研究へ

支援内容 

総  額 

想実現のた

医療構想推

医療構想達

新)疾病別医

医療需要等

・内  容

・方  法

分析・推計

床機能報告

域医療構想

機能転換・

域における

合に伴う施

くり 

強化 

の創出＞ 

ンター(仮称

経済界との連

念「次世代医

備への支援

研究施設、

13億円 

クリエイテ

への支援（3

研究員人件

10億円（

ための対策

推進体制の強

達成に向け、

医療需給分析

等の分析・推

容 構想区域

法 神戸大学

計に基づく展

告の分析（1

想懇話会の開

統合再編等

る機能別病床

施設・設備整
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称)の整備

連携により

医療開発セ

（158,333千

、共同機器

ティブラボ

33,333千円

件費、研究

１億円/年）

＞ 

強化

、病床の役

析・展開

推計  

域・病院毎

学医学部附

展開 

1,940千円）

開催（180千

等の推進

床数の将来

整備費等を

＜

、研究開発

センター（仮

千円） 

器の整備 

ボ神戸（CLI

円） 

究資材 

） 

役割分担等集

（11,999千

毎の医療需給

附属病院（病

） 

千円） 

来必要量を確

を支援

＜リーディ

発を推進す

仮称）」を整

IK）内 

集中的な検

円） 

給に関する

病床分析推

（

確保するた
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191,6

ングプロジ

するための、

整備 

14,1

検討を実施 

現状把握・

推進室）へ委

1,500,0

医療介護推

ため、病床機

暮らしの実現

666 千円 

ジェクト＞

本庶佑ノ

19 千円 

・将来推計

委託  

000 千円 

推進基金）

機能転換や

 

現 

 

 

や



 

 

 ③

     

 

 ④

区分 

補助要件

対象経費

基準額

補助率

(新)病床ダ

  地域

助制度

○ 補助

○ 対象

 病

 統

○ 基 

圏域医療情

○ 圏域

圏

 補

 補

○ 地域

患

デー

 補

 補

(新)病

件 稼働病

10%以上

（過剰病

費 建物（病

の除却

の処分

額 710千円

率 

ダウンサイ

域医療構想の

度を活用した

助要件 稼

象経費  

病床削減に

統廃合に伴

準 額 廃

情報ネット

域医療ネッ

圏域レベル

補助上限 

補助件数 

域における

患者情報共

ータサーバ

補助対象 

補助基準額 

病床規模適正化

病床数 

上削減 

病床機能の削減

病棟・病室等

却や医療機器

分等 

円/削減床

イジングへの

の推進を加

た財政支援

稼働病床数1

に伴う逸失利

伴う病床削減

廃止病床１床

トワークの構

ットワーク整

ルの医療情報

1,000千円

１圏域 

る患者情報共

共有システム

バーの整備を

患者情報

10,000千円
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化 (新)

減）

統廃合

病床数

等）

器

新病院

療機器

の新増

施設

  

  

設備

の支援 

加速化させ

援を実施 

10％以上削

利益 

減コスト

床あたり病

構築支援

整備検討事

報共有シス

円/圏域 

共有システ

ムの参加医

を支援 

（カルテデ

円 

医療機関再

合・集約後

数の減少

院等の建設

器の購入費

増改築、除

設整備：新

   改

   改

備整備：高

回

1/2

るため、病

削減 

等 

病床稼働率に

事業 

ステム構築に

テム等充実事

医療機関の拡

データ等）

編統合 

の稼働 不

期

設費、医

費、建物

却費等

建

間

転

新増改築  

改  修  

改  装  

高度急性期 2

回 復 期 1

2 

病床削減や統

に応じた額

（

に向けた検

事業 

拡充を支援

を提供する
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病床機

不足する病

期・高度急性

建物の新増

間取り変更

転換に係る

 5,365千

 3,747千

  200千

22,000千円

10,800千円

360,0

統廃合に伴

額 

24,0

医療介護推

検討会開催

援するため

る医療機関 

暮らしの実現

機能転換

床機能（回

性期）への

改築、病室

など病床機

整備費等

千円/床 

千円/床 

千円/床 

円/施設 

円/施設 

000 千円 

伴う国の補

000 千円 

推進基金）

を支援 

に必要な

現 

回復

転換

内の

機能

 



 

 ＜在

 ①

 

 ②

 補

○ 医療

患

電子

 補

 対

 補

在宅医療対策

在宅医療地

○ ICT

 実

○ 地域

主

看取

 整

 実

在宅看護体

24時間

宅看護体

○ 在宅

対

対

補

補

件

補 助 率 

療ネットワ

患者情報の

子署名機能

補助対象 

対象範囲 

補 助 率 

 

策の推進＞

地域ネット

T活用による

実施箇所数 

域看取り医

主治医不在

取りネット

整備内容 

実施郡市区数 

体制の機能

間対応が可

体制の機能

宅看護拠点

区 分 

対 象 者 

（要件） 

対象経費 

補 助 率 

補 助 額 

件  数 

1/2 

ワークセキュ

の安全な共有

能付きのセキ

兵庫県医師

h-Anshinむ

定額 

＞ 

トワークの整

る他職種連

４か所 

医療連携シス

在時でも当番

トワークの構

専用データ

17郡市区

能強化 

可能な訪問看

能を強化 

点整備事業

・小規模事
（看護職員

・機能強化
（看護職員を

[職員確保支
新たに雇用
件費 

上
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ュリティ基

有と地域の

キュリティ

師会 

むこねっと

整備

連携ツール

ステム整備

番医による

構築を支援

タベース増

看護ステー

(30,283千

事業所から機
員を５人以上

化型２から機
を７人以上雇

支援] 
用する看護職

1/2 
上限2,000千円

基盤整備事業

の円滑な病

ィ基盤に変更

と 

「バイタル

備事業 

る看取り等

援 

増設、システ

ーションを増

円) 

内

機能強化型２
上雇用） 

機能強化型１
雇用し、周辺事

職員の人

円 

10事

業 

病連携・病

更するシス

（

ルリンク」シ

を可能とす

テム改修 

（

増加し、効

 容 

２を目指す者

１を目指す者
事業所からも受

[看取り体
訪問用車両
入経費等 

上

事業所 

Ⅱ 安心な暮

病診連携を

ステム改修

25,7

医療介護推

システム導

するため、地

69,9

医療介護推

効率化を図る

者 

者 
受講可能な研

体制整備支援
両や医療機器

1/2 
上限1,000千

暮らしの実現

図るため、

を支援 

750 千円 

推進基金）

導入支援 

地域の在宅

987 千円 

推進基金）

るため、在

研修を実施）

援] 
器の設備導

千円 

現 

 

宅

 

在



 

 ③

○ 特定

 対

 補

○ 在宅

訪問

○ 訪問

対

補

補

件

在宅歯科医

在宅歯

○ 訪問

○ 在宅

（歯

○ 女性

○ 重篤

○ 歯科

○ 地域

 

定行為研修

対象経費 

補助額等 

宅看護連携

問看護師の

問看護ステ

区 分 

対象経費 

補 助 率 

補 助 額 

件  数 

 

医療の総合

歯科医療推

問歯科診療

宅歯科従事

歯科学教育

性歯科医師

篤在宅患者

科のない病

域課題対応

修受講支援事

職員へ特定

2,000千円

携強化事業

の資質向上、

テーション教

[同行訪問]
小規模訪問
等の訪問看
強化型訪問
の訪問看護
に要する経

上

合支援 

推進のための

療を行う歯科

事者の資質向

育模型の整備

師復職に向け

者対応歯科支

病院との医科

応対策支援
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事業の実施

定行為研修

円(基準額4,

（4,604千

、他機関・

教育支援強

] 
問看護ステー
看護師に対し
問看護ステー
護師が行う同
経費 

1/2 
上限2,720千円

の資質向上

科医師・歯

向上に資す

備等） 

けての支援

支援 

科歯科連携

 

施（20,000千

修を受講させ

,000千円×

円） 

多職種連携

強化事業（1

内

ーション
して、機能
ーション
同行訪問

円 

10事

上や体制充実

歯科衛生士研

する実践的歯

援研修 

携 

千円） 

せる際の代

×補助率1/2

携強化のた

15,100千円

 容 

[集合研修
地域毎の課
研修や地域
し、他職種
する経費 

上

事業所 

（

実に向けた

研修 

歯科支援 

Ⅱ 安心な暮

代替職員人件

2×10事業所

ための研修

円） 

修] 
課題に応じた
域医療機関等
種合同研修の

1/2 
上限300千円

28,7

医療介護推

た取組を支援

暮らしの実現

件費 

所) 

を実施 

たテーマ別
等と連携
の実施に要

円 

790 千円 

推進基金）

援 

現 

 



 

 (2)

 ＜医

 ①

 

 ②

医師確保

医師確保対策

大学医学部

医師不

医療の充

連携大

神戸大学

兵庫医科

大阪医科

へき地等勤

地域医

医療機関

ア 修学資

自治

卒後

を貸与

○ 養 

○ 貸

自

兵

神

○ 派 

イ 地域医

県養

○ 実施

保対策 

策＞ 

部への特別

不足が深刻

充実に資す

大学 

学医学部 

豊岡

セン

八鹿

科大学 
兵庫

療セ

科大学 
神崎

病院

勤務医師の

医療提供体

関へ派遣 

資金の貸与に

治医科大学

９年間、県

与して、へ

成 数 12

与 額（令

自治医科大

兵庫医科大

神戸大学、鳥

遣 数 55

医療研修の

養成医学生

施主体 神

別講座の設置

刻な地域医療

する研究を行

研究拠

岡病院、県

ンター 

鹿病院 

庫医科大学

センター 

崎総合病院

院、赤穂市民

の養成・派遣

体制を確保す

によるへき

学、兵庫医科

県が指定する

へき地等で勤

29人（うち

令和２年４月

大学 

学 

学 

鳥取大学、

5人  

の実施（20,

生に対する学

神戸大学（地

159 

置

療機関を支

行う寄附に

拠点 

県立丹波医療

学ささやま医

院、宍粟総合

民病院 

合計 

遣

するため、

地等勤務医

科大学、神戸

る医療機関

勤務する医

ち１年生22人

月入学：６

岡山大学

,271千円）

学年進行に

地域医療活

支援するた

による特別講

教員数

療
４人 

４人 

医
４人 

合
４人 

修学資金を

医師(県養成医

戸大学、鳥取

関で勤務する

医師を養成

人） 

６年間分）

（千

貸与

23,

44,

11,

 

に沿った体験

活性化セン

（一部

め、診療活

講座を大学

設置期

令和２年４

令和７年３

令和２年４

令和３年３

平成31年４

令和８年３

平成31年４

令和４年３

（一部

を貸与して

医師)の養成

取大学及び

ることを条

千円） 

与額 

,000

,800

,516

験型の実践

ター） 

Ⅱ 安心な暮

180,0

部医療介護推

活動を行いな

学医学部に設

期間 

４月～ 

３月 

４月～ 

３月 

４月～ 

３月 

４月～ 

３月 

542,7

部医療介護推

養成した医

成（511,343

び岡山大学に

条件に、県が

践的な研修等

暮らしの実現

000 千円 

推進基金）

ながら地域

設置 

金額（千円）

50,000

50,000

50,000

30.000

180,000

747 千円 

推進基金）

医師を地域

3千円） 

において、

が修学資金

等を実施

現 

 

域

）

0

0

0

0

0

 

域

金



 

 

 ③

 ④

ウ キャ

養成

るキャ

○ 実施

へき地若手

へき地

○ 専門

   専

○ 研究

 専

導

○ 研究

 若

 

地域医療人

ア 医師を

○ 臨床

 対

 内

○ 女性

 対

 内

○ ドク

 対

 内

○ 小児

リア形成支

成医師の計

ャリア形成

施主体 神

手医師キャ

地に勤務す

門医・学位

専門医・学

究活動支援

専門医・学

・助言 

究ネットワ

若手医師が

人材の資質

を対象とし

床技能研修

対 象 者 

内  容 

性医師等再

対 象 者 

内  容 

クターバン

対 象 者 

内  容 

児救急医療

支援相談の実

計画的な派遣

成等に関する

神戸大学（地

ャリアパスサ

する若手医師

位取得サポー

学位取得に関

援 

学位取得に向

ワーク構築支

が連携して研

質向上 

した研修（8

修（79,285千

若手医師等

地域医療活

て、診療現

応じた短期

再就業支援事

結婚・出産

復職のため

神戸大学医

ンク支援事業

県医師会

地医療機関

へき地医療

療研修（815

160 

実施等（11

遣体制を確

るきめ細や

地域医療活

サポートの

師等の専門

ート 

関する研修

向けた研究

支援 

研究活動を

88,664千円

千円） 

等（予定人

活性化セン

現場におい

期間研修を

事業（3,02

産等により

めの相談窓

医学部附属

業（5,540千

ドクターバ

関への勤務

療機関の協力

5千円） 

1,133千円）

確保するた

やかな支援相

活性化セン

の実施

門医・学位取

修会の開催

究・論文作成

を実施でき

円） 

人数1,200人

ンターのシ

いて想定され

を実施 

24千円）

り離退職した

窓口の設置

属病院等にお

千円） 

バンクに求職

務を考えてい

のもと、医師

） 

め、県養成

相談を実施

ター） 

（

取得や研究

成・発表の

るようなネ

（一部

人） 

ミュレータ

れる症例や

た女性医師

おける復職

職登録して

いる医師

師のスキルに

Ⅱ 安心な暮

成医学生・医

施 

5,9

医療介護推

究活動を支援

一連の研究

ネットワー

124,7

部医療介護推

ター機器等

や求められ

師等 

職支援プロ

ている医師

（予定人数

に合わせた研

暮らしの実現

医師に対す

924 千円 

推進基金）

援 

究活動の指

クの構築

735 千円 

推進基金）

を活用し

る技能に

グラム 

で、へき

５人） 

研修を実施

現 

す

 

指

 



 

 

 ⑤

 対

 内

イ メディ

○ 臨床

 対

 内

地域医療支

初期研

に、県で

○ 後期

 募

 募

 採

 研

○ 専門

 募

 募

 採

 研

○ 地域

 募

 募

 採

 研

 

対 象 者 

内  容 

ィカルスタ

床技能研修

対 象 者 

内  容 

支援医師県採

研修や後期

で採用し、

期研修医コ

募集対象 

募集人員 

採用期間 

研究費助成 

門研修医コ

募集対象 

募集人員 

採用期間 

研究費助成 

域医療支援

募集対象 

募集人員 

採用期間 

研究費助成 

    

県内の休

医師で、小

休日夜間急

や症状・状

タッフを対象

修 

地域医療機

神戸大学地

を活用し

る技能に応

採用制度によ

期研修を修了

専門性向上

コース 

臨床研修を

２人 

４年（うち

上限50万円

コース 

後期研修を

２人 

４年（うち

上限50万円

援医師コース

へき地勤務

８人 

４年（期間

上限50万円

※県が特に

に勤務す
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日夜間急患

小児科専門

急患センタ

状態別のケ

象にした研

機関に従事

地域医療活

て、診療現

応じた高度

よるへき地勤

了した医師

上を配慮し

を修了した

ち２年地域

円／人（県

を修了した

ち２年地域

円／人（県

ス 

務を希望す

間中、地域

円／人（県

に医師の確

する場合、

患センター等

門医以外の医

ター等で想定

ケースシナ

研修（36,07

事するメディ

活性化セン

現場におい

度な研修を

勤務医師の確

師、へき地勤

しつつ地域医

た医師 

域医療機関勤

県1/2、病院

た医師 

域医療機関勤

県1/2、病院

する医師 

域医療機関勤

県1/2、病院

確保が必要で

500千円を

等で初期救

医師（予定

定される具

リオを用い

71千円） 

ィカルスタッ

ターのシミ

て想定され

実施 

確保

（

勤務に興味

医療機関へ

勤務） 

院1/2（地域医

勤務） 

院1/2（地域医

勤務） 

院1/2） 

であると認

を加算 

Ⅱ 安心な暮

救急医療に従

定人数20人）

具体的な症例

いた研修 

ッフ(予定人

ミュレータ

れる症例や

4,7

医療介護推

味がある医師

へ派遣 

医療機関勤務時

医療機関勤務時

認める病院

暮らしの実現

従事する

） 

例の検討

人数800人)

ー機器等

や求められ

750 千円 

推進基金）

師等を対象

時のみ）） 

時のみ）） 

・診療科

現 

 

 

象



 

 

 ⑥

 ⑦

     

 

 ⑧

 ⑨

     

  

医師派遣等

医師の

機関に対

○ 補助

○ 負担

 

(新)特定専

  産科

与によ

○ 対 

※専

○ 貸与

○ 助 

○ 義務

(新)新生児

周産

ため、

○ 対象

NIC

○ 補助

○ 補

 

(新)勤務医

  医師

    

等推進事業

の地域偏在

対して逸失

助基準額 1,

担割合 県

専門医研修

科医・小児科

よる専門医取

象 者 産

専攻医：医

与期間 最

成 額 20

務年限 最

児担当小児

産期救急患者

担当医に対

象施設 

CUを保有し

助基準額 10

助 率 1/

医の働き方

師の労働時間

※へき地へ

して、5

業の実施

在を調整する

失利益相当額

250千円/人

県1/2、事業

修資金貸与事

科医等の深

取得を支援

産科、小児科

医師免許取得

最長３年間

00千円/月

最長４年間

児科医師の確

者の受け入

対して支給

し、就業規則

0千円／新生

/5 

方改革の推進

間の短縮の

162 

へ移住する

500千円を加

るため、医

額を助成

人・月 

業者1/2 

事業の実施

深刻な医師不

援 

科、総合診

得後３～５

確保支援

入れを行う

給する手当の

則等に手当

生児１人

進 

のため、勤務

る医師を対象

加算 

師不足の医

施 

不足解消の

診療の専門医

５年目 

上で不可欠

の一部を支

当支給が明記

務環境改善

象に、初年

（

医療機関へ

（

のため、専攻

医取得を目

（

欠な新生児

支援 

記されてい

（

善のための体

Ⅱ 安心な暮

年度に就業支

18,7

医療介護推

へ医師を派遣

12,0

医療介護推

攻医への研

目指す専攻

2,0

医療介護推

担当医師を

いる病院 

600,0

医療介護推

体制整備を

暮らしの実現

支度金と

750 千円 

推進基金）

遣する医療

000 千円 

推進基金）

研修資金貸

医 

000 千円 

推進基金）

を確保する

000 千円 

推進基金）

を支援 

現 

 

療

 

 

 



 

 ＜看

 ①

 

 ②

○ 対象

看護職員等確

看護職員の

○ 看護

 補

○ 看護

看

営費

 補

○ 看護

高

 実

看護職員の

ア 資質向

○ 専任

看

 実

○ 看護

県

を実

 実

○ 助産

地

践能

 実

象経費 IC

時

 

確保対策＞

の養成力強

護師等養成

補助対象 

護職員県内

看護師等養

費補助に県

補助箇所数

護職員確保

高校生や社

実施主体 

の資質向上

向上研修

任教員養成

看護師等養

実施主体 

護職員資質

県内看護職

実施 

実施主体 

産師資質向

地域におけ

能力を強化

実施主体 

CT等機器・

時間勤務要員

＞ 

強化 

成所運営費補

民間立看護

看護専門学

内定着支援事

養成所卒業生

県内就業率に

数 ９箇所

保のための進

社会人を対象

(公社)兵庫

上等 

（32,764千円

成講習会の開

養成所の専任

(公社)兵庫

質向上推進事

職員の臨床実

(公社)兵庫

向上研修支援

ける安全、安

化する研修等

(一社)兵庫
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休憩室整備

員の確保経

補助（250,

護師等養成

学校、姫路

事業（9,50

生の県内就

に応じた加

進学説明会

象に看護系

庫県看護協

円） 

開催（14,8

任教員を養

庫県看護協

事業（10,6

実践能力の

庫県看護協

援事業（4,

安心、快適

等を実施

庫県助産師

備費用、改

経費等 

,817千円）

成所、播磨看

路赤十字看護

00千円）

就業率向上

加算を実施

会等の開催

系学校の進学

協会 

855千円）

養成 

協会 

684千円）

の向上を総合

協会等 

,000千円）

適なお産の場

師会 

改善支援ア

（一部

 

看護専門学

護専門学校

を図るため

（1,941千

学説明会等

（一部

合的に推進

 

場を提供す
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ドバイス費

262,2

部医療介護推

学校、公立八

校 

め、看護師等

円） 

等を開催 

560,7

部医療介護推

進するため

するため、助

暮らしの実現

費用、短  

258 千円 

推進基金）

八鹿病院

等養成所運

780 千円 

推進基金）

、各種研修

助産師の実

現 

    

 

運

 

修

実
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○ 助産師活用推進事業（3,225千円） 

今後の助産師支援のあり方について検討を行うため、検討委員会及び実

態調査等を実施 

イ 看護職員の離職防止・再就業支援（448,016千円） 

○ 看護職員離職防止・確保対策事業（25,903千円） 

 看護職員離職防止・確保対策検討会の開催 

 勤務環境改善・メンタルヘルス相談事業 

就業上の悩みを抱える看護職員の相談に対応するため、県看護協会に

メンタルサポート相談員等を配置するとともに、勤務環境改善に向けた

取組を促進するアドバイザーを派遣 

 地域別看護職員ネットワークづくり 

 各種研修の実施 

実習指導者基礎研修、WLB管理者研修、基礎技術研修、再就業支援研修 等 

 実施主体 (公社)兵庫県看護協会 

○ 新人看護職員卒後臨床研修事業（43,446千円） 

 病院等におけるＯＪＴ研修 

新人看護職員の早期離職防止を図るため、各医療機関が実施する研修

経費の一部を助成 

 新人看護職員・新人助産師合同研修 

 研修責任者・教育担当者・実施指導者研修 

 実施主体 医療機関、(公社)兵庫県看護協会 

○ 看護職員復職支援研修の実施（15,000千円） 

潜在看護職員の復職を促し、看護職員の確保を図るため、医療機関等が

開催する研修経費の一部を助成 

○ 看護職員地域合同就職説明会の開催（10,000千円） 

地域内の医療機関等が合同で実施する就職説明会の開催経費の一部を助成 

 実施箇所数 ５圏域 

○ 病院内保育所施設の運営に対する補助（353,667千円） 

子供をもつ医療従事者の離職防止及び再就業の支援を図るため、病院内

保育所の運営費の一部を助成 

 運営費補助 



 

 ③

 

 

ウ 看護職

県内

育所の

 

(拡)ナース

○ ナー

看

セン

 実

○ ナー

看

トを

 支

○ (新

任者

 専

 

 補

 手

※

・施 設 数

職員確保対

内看護職員

の施設整備

スセンター

ースセンタ

看護職専門

ンターを運

実施方法 

ースセンタ

看護職の身

を運営 

支所・サテ

新)プラチナ

定年退職予

者を配置し

専任職員の

・人  数

・実施内容

    

補助額等 

手  法 

※プラチナ

 

数 100施設

対策総合施設

員の確保を総

備、助産所

ーの運営

ター運営事業

門の無料職業

運営 

(公社)兵庫

ターサテライ

身近な地域で

テライト 県

ナナース活躍

予定者のセ

し、働きか

の配置 

数 ３人（本

容 プラチナ

 プラチナ

1,400千円

(公社)兵庫

ナナース：定
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設 

設整備事業

総合的に推

・院内助産

業（19,113

業紹介事業

庫県看護協

イト運営事

で再就業の

県内４か所

躍促進事業

カンドキャ

けを行うこ

本所、姫路

ナナース※

ナナース登

円/箇所 

庫県看護協

定年退職前

業（80,000千

推進するた

産の施設整備

3千円） 

業や再就業の

協会に運営委

事業（7,589

の相談が受

所（姫路、宝

業（4,200千

ャリア支援

ことで、看

路、宝塚）

と求人施設

登録への働

協会への補助

前後の看護職

千円） 

め、看護師

備に要する

（一部

の相談・支

委託 

9千円） 

けられるよ

宝塚、北播

千円） 

のため、ナ

護職員を確

設のマッチ

きかけ 

助 

職員（日本
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師等養成所や

る経費の一部

30,9

部医療介護推

支援などを行

ように支所

播磨、但馬）

ナースセン

確保 

ング 

本看護協会

暮らしの実現

や病院内保

部を助成

902 千円 

推進基金）

行うナース

・サテライ

） 

ンターに専

呼称） 

現 

保

 



 

 (3)

 ①

 

 ②

 

 ③

医療提供

医療介護推

地域医

従事者の

た事業を

※個別

 地

 在

 医

 勤

小児救急医

小児救

○ 県下

 相

 対

○ 地域

 実

 対

(新)周産期

産科施

受入調整

○ 配 

○ 配置

○ 資 

○ 対応

供体制の整

推進基金を

医療構想の

の確保・養

を実施 

の事業は、

地域医療

在宅医療

医療従事者

勤務医の働

医療相談窓

救急患者家

下全域対象

相談日時 

対 応 者 

域における

実施主体 

対象圏域 

期医療搬送

施設の負担を

整を行うコー

置 先 県

置人数 ５

 格 助

応時間 24

整備 

を活用した医

の実現に向け

養成、勤務医

参考「基

連携推進

体制推進

者確保対策等

き方改革推

窓口の運営

家族からの電

象の子ども医

平日・土曜

日曜・祝

保健師、看

る相談窓口の

市町、病院

全圏域 

神 戸

阪神北

北播磨

但 馬

淡 路

送調整拠点の

を軽減し、

ーディネー

県立病院 

５人（３交替

助産師 

4時間365日
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医療体制の

けた病床機

医の働き方

基金事業一覧

進事業 ７

進事業 12

等事業 35

推進事業 １

電話相談を

医療電話

曜 18:00～

日・年末年

看護師等

の設置 

院開設者

078-891-

072-770-

0794-62-

0796-22-

0799-44

の整備

分娩取扱

ーターを配置

替で24時間

日 

の整備促進

機能の分化

方改革の推進

覧」（Ｐ１～

７事業 2,7

2事業  2

5事業 1,6

事業  6

を実施 

（＃8000）の

～翌8:00

年始（12/29

（相談実績

（相談実績

-3499 阪神

-9981 東播

-1371 播磨

-9988 丹

-3799 

を継続させ

置 

間体制） 

（

・連携や在

進等を図る

～３）を参

761,261千

288,127千

602,576千

600,000千円

（

の実施 

9～1/3）8

平成30年

平成30年

神南 06-6

播磨 078-

磨姫路 079-

波 0795

せるため、周
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5,251,9

医療介護推

在宅医療の推

るため、基金

参照 

円 

円 

円 

円 

98,1

医療介護推

:00～翌8:0

年度：47,55

年度：39,00

6436-9988 

-937-4199 

-292-4874 

5-78-9290 

14,8

周産期医療

暮らしの実現

964 千円 

推進基金）

推進、医療

金を活用し

08 千円 

推進基金）

00 

58件） 

01件） 

812 千円 

療施設への

現 

 

療

し

 



 

 ④

 

 ⑤

  

  

 

 ⑥

(拡)重症難

難病相

機能を追

○ 専門

○ (新

 事

○ (新

 移

 啓

(拡)災害拠

災害拠

両等の整

○ (拡

災害

 

 

○ 災害

 補

    

    

有床診療所

有床診

○ 整備

難病患者入

相談センター

追加し、全て

門職員の配

新)移行期医

事業内容 

・小児期か

・小児科、成

新)普及啓発

移行期医療

啓発用リー

拠点病院等

拠点病院等に

整備等の費用

拡)災害時診

区

害拠点病院

救命救急

周産期母

 (新)そ

 

害時救急搬

補助単価 

     

     

所等のスプ

診療所や中

備内容 ス

入院施設確保

ーに難病連

ての難病患

配置 保健師

医療に関する

 

から成人期の

成人期医療機

発 

療支援センタ

ーフレット作

等の体制強化

に対し、非

用の一部を

診察機能維持

区 分 

院 

急センター

母子医療セン

その他病院

搬送体制強化

医療機器等

救 急 車

訓練用資機

プリンクラー

中小病院等に

スプリンクラ
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保等事業の

連携診察拠点

患者に対す

師２名、医

る専門家会

の移行期医

機関や地域

ターHP開設

作成 

化 

非常用自家発

を支援 

持への支援

補

耐

備

ヘ

ンター 

給

燃

院 自

受

化への支援

等 19,224

両 31,28

機材  1,32

ーなどの施

に対し、ス

ラー、自動

の実施 

点病院機能

る支援体制

医療ソーシ

会議及び研修

医療体制（

における支援

設 

発電装置等

援 

補助対

補強(2,300

耐震化（2,

備蓄倉庫

ヘリポート

給水設備

燃料タンク

自家発電設

受水槽 

援 

4千円/施設

5千円/施設

2千円/施設

施設整備支援

スプリンク

動火災報知設

能及び移行期

制を構築 

ャルワーカ

修会の実施

２回） 

援方策及び連

等の整備、域

対象 

0㎡) 

300㎡） 

ト 

ク 

設備 

設 

設 

設 

援

ラー等の整

設備 
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29,2

期医療支援

カー１名 

施 

連携方法等

120,1

域外搬送用

補助
（１施設

41

197

4

7

6

2

14

13

551,9

整備を支援 

暮らしの実現

271 千円 

援センター

（２回） 

20 千円 

用の緊急車

基準額 
設あたり）

1,700円/㎡

7,900円/㎡

43,506千円

75,083千円

64,800千円

29,833千円

49,535千円

37,802千円

958 千円 

現 

㎡

㎡

円

円

円

円

円

円
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 ⑧

     

 

○ 補助

○ 補助

  

(新)情報ネ

 県立こ

レビ会議

の診療体

○ 実施

○ 対象

 県

 地

○ 令和

 

(新)院内助

周産期

構築への

   

区  

支援内

対象経

補 助

補 助

件  

助箇所 13

助単価 ス

   自

ネットワー

こども病院及

議システム、

体制を整備 

施病院 県

象患者  

県立こども病

地域の中核

和２年度 シ

助産・助産

期医療体制

の支援を行

分 

内容 既に

をし

制整

遣し

内体

経費 院内

備に

助 額 

助 率 

数 

3施設 

スプリンクラ

動火災報知

ークの整備に

及び地域の

、電子カル

県立こども病院

病院において

核病院におい

システム導入

産師外来設置

制の維持充実

行うことで、

助産師

に院内助産

している病

整備に必要

し、技術支

体制を整備

内助産等設

に必要な助

6,000千

２医療機
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ラー：17,8

知設備：1,05

による診療

の中核病院の

ルテシステム

院、県立丹波医

て、投薬管理

いて、県立

入、運用

置促進への

実と産科医

、院内助産

師技術支援

・助産師外

院等から、

な助産師を

援を受けな

 

置にかかる

産師の雇用

千円（上限

機関（公立

800円/m2 

50千円/施設

療体制の充実

＜

の医師が、

ム）を活用

医療センター、

理等のため経

こども病院

（一部診療科

の支援

医師の負担軽

産・助産師外

援 

外来設置

院内体

を通年派

ながら院

る開設準

用経費 

） 

1/

立豊岡病院

設 

実

＜リーディ

（

情報ネット

用し、オン

県立淡路医療

経過観察を実

院への紹介

科で試行、

（

軽減を図る

外来の設置

院

院内助産

ある医師

の有用性や

の助言を受

や病院全体

院内での方

作成に必要

/2 

、県立淡路
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40,9

ングプロジ

医療介護推

トワークシ

ラインによ

療センター、公

実施している

介を検討して

順次拡大）

6,5

医療介護推

るため、院内

置を促進 

院内体制構築

・助産師外

を派遣し、

や助産師と

受けながら

体の理解や

方針決定・

要となる経

500千円

路医療セン

暮らしの実現

990 千円 

ジェクト＞

推進基金）

ステム（テ

よる協働で

公立豊岡病院

る患者 

ている患者

） 

500 千円 

推進基金）

内助産体制

築支援 

外来に理解

院内助産

との役割分

ら、産科医

や協力を促進

・運営規程

経費 

円 

ター） 

現 

 

 

者 

 

制

の

等

担

師

進 

等
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(新)「かか

医療

け医」
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○ 補助

○ 補 
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 場
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国民健康保

ア 国民健

県内

数料を

イ 国民健

市町

ブと

ウ 後期高

後期

て支援

かりつけ医

療、介護、

」に関する

施主体 兵

 容 普

助上限額 1,

助 率 定

Ｏ西太平洋

ＨＯ西太平洋

り、ひょう

クスカーシ

内  容 

対  象 

場  所 

偶者プログ

内  容 

対  象 

保険事業の

健康保険保

内市町保険

を交付 

健康保険保

町の特別な

して、各市

高齢者支援

期高齢者医

援金として

医」の普及促

福祉などの

る県民の理解

兵庫県医師会

普及ポスター

000千円

定額 

洋地域委員会

洋地域委員

うご・神戸の

ション 

医療産業関

各国政府関

神戸医療産

グラム 

各国政府関

の提供、ひ

配偶者80人

の運営 

保険給付費等

険者が被保険

保険給付費等

な事情に対す

市町の状況に

援金（65,97

医療制度の経

て負担 
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促進 

の一体的な

解を促進

会 

ー、チラシ

会への支援

員会の神戸開

の魅力を世

関係施設等

関係者80人

産業都市

関係者の配

ひょうご・

人程度 

等交付金

険者や国保

等交付金

する財政支

に応じて交

77,880千円

経費を賄う

な体制の中心

シの作成 

援

開催を契機

世界へ発信

等の視察を行

人程度 

（想定） 

配偶者を対象

神戸を知っ

（普通交付金

保連に対して

（特別交付金

支援や保健事

交付 

円） 

うため、各医

（

心的な役割

機とし、エク

行うツアー

象に会場な

ってもらう

金）（392,

て給付する

金）（13,2

事業等に対

医療保険者

Ⅱ 安心な暮

1,0

医療介護推

割を果たす

1,5

クスカーシ

ーを実施 

などを視察す

ためのツア

494,620,2

,448,417千

る保険給付費

219,379千

対するインセ

者の被保険者

暮らしの実現

000 千円 

推進基金）

「かかりつ

500 千円 

ョンやツア

する機会

アーを実施

264 千円 

千円） 

費・審査手

円） 

センティ

者数に応じ

現 

 

つ

   

施 

手

じ



 

 

 ⑫

 

 

エ 介護納

介護

支援事

国民健康保

ア 保険基

低所

※ 消

○ 低所

軽減

割合

７割

５割

２割

[給与収

○ 市町

イ 高額医

高額

を図

○ 負担

納付金（22

護保険制度

事業支援納

保険制度に

基盤安定負

所得者等の保

消費税率等引

所得世帯保

減 

合 平成28

割 98万円

割 186万円

割 278万円

収入、３人世

・負担割合

町保険者へ

区  分 

７割軽減 

５割軽減 

２割軽減 

・支援額＝

・負担割合

医療費負担

額な医療費

るため、高

担割合 国

 

2,974,588千

度の円滑な運

納付金を納付

に対する支援

負担金（20,

保険料軽減

引き上げ分

保険料軽減分

8年度※ 平成

円以下 

円以下 188

円以下 283

帯の場合]※

合 県3/4、

への財政支援

拡

＝１人当た

合 国1/2、

担金（3,712

費（１件80万

高額医療費

国1/4、県1/
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千円） 

運営を図る

付 

援

,757,523千

減によって生

分による社会

分（平成26

成29年度※

同左 

8万円以下

3万円以下

平成28～令和

市町1/4

援分（平成

公

拡充前 

12％ 

６％ 

－ 

り平均保険

県1/4、市

2,086千円）

万円超）の

の一部を公

/4、市町1/

るため、法令

千円） 

生じる市町保

会保障の充

6年度から拡

軽減対象年

平成30年度

同左

190万円以

287万円以

和２年度は経

成27年度か

公費補填率

険料×軽減被

市町1/4 

） 

発生による

公費で負担

/2 

令に基づき

保険者の減

充実 

拡充）：2,2

年収 

度※ 平成元

同

以下 192万

以下 291万

経済動向等を踏

ら拡充）：1

拡充後 

15％ 

14％ 

13％ 

被保険者数

る国保財政

Ⅱ 安心な暮

き、介護給付

24,009,8

減収等を公費

229百万円 

元年度※ 令

同左 

万円以下 19

万円以下 29

踏まえた見直

1,775百万

数×公費補填

政の急激な影

暮らしの実現

付費・地域

835 千円 

費で負担 

令和２年度※

同左 

95万円以下

95万円以下

直し 

円 

填率 

影響の緩和

現 

域

和



   

 

 (4)

 ①

 

 ②

 

 ③

    

 

県立病院

県立はりま

姫路循

いて、安

○ 場 

○ 延床

○ 病 

○ 供用

○ 事業

○ 総事

○ 令和

○ そ 

(新)県立西

両病院

を整備 

○ 場 

○ 延床

○ 病 

地域

○ 供用

○ 事業

○ 総事

○ 令和

(新) がん

  「合併

の総合事

病院開院

院の整備促

ま姫路総合

循環器病セ

安定的・継

 所 姫

床面積 約

床 数 73

精

性

用開始 令

業期間 平

事業費 約

和２年度 建

の 他 兵

西宮病院と西

院を統合再

 所 西

床面積 約

床 数 55

域周産期母

用開始 令

業期間 令

事業費 約

和２年度 基

センターに

併症患者に

事業等審査

院後の合併

促進 

合医療センタ

センターと製

継続的に高度

姫路市神屋町

約69,100㎡

36床（救命

精神病床16床

性期・急性期

令和４年度上

平成29～令和

約408億円

建設工事 

兵庫県立大学

西宮市立中央

再編し、安定

西宮市津門大

約54,300㎡

52床（救命

母子医療セン

令和７年度

令和２～７年

約386億円

基本・実施設

おける地域

係る近隣の

会の意見等

併症患者対策
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ター（仮称

製鉄記念広

度で良質な

町（キャスティ

命救急ｾﾝﾀｰ4

床、その他高

期病床676床

上期（予定

和４年度

学及び獨協

央病院の統合

定的・継続

大塚町（移

命救急ｾﾝﾀｰ2

ンター12床

（予定）

年度 

設計、用地

医療連携方

の総合病院

等を踏まえ

策に係る地

称）の整備

広畑病院を統

な医療を提供

ィ21イベント

44床、 

高度急 

床） 

定） 

協学園の教育

合再編整備

的に高度で

移転建替）

20床、精神病

床、その他の

地取得 

策検討委員会

院等との密接

え、関係者に

地域医療機関

（一部

統合再編し

供する新病

ゾーン(高等

育・研究部

で良質な医

病床８床、

の一般病床

会の設置

接な連携方

による検討

関との連携

Ⅱ 安心な暮

9,978,9

部医療介護推

し、播磨姫路

病院を整備 

等教育・研究エ

部門を一括

5,546,9

医療を提供す

集中治療病

床492床） 

1,0

方策の検討が

討委員会を設

携方策を検討

暮らしの実現

999 千円 

推進基金）

路圏域にお

エリア内)）

で整備 

962 千円 

する新病院

病床20床、

000 千円 

が必要」と

設置し、新

討 

現 

 

お

院

新



 

 ④

     

 

 ⑤

     

 

 ⑥

 

(新)リハビリ

 アスリ

スポーツ

内に、入

医学診療

○ 対象

○ 設置

○ 面 

○ 設

○ 開設

(新)尼崎総

 入院患

に分散配

行うため

○ 設置

○ 延床

○ 開設

○ 令和

高度先進医

○ 尼崎

○ こど

○ 姫路

リテーション中央

ート（社会

ツ現場への早

入院による集

療センター

象患者 ス

テ

置場所 リ

 積 24

備 ト

設時期 令

総合医療セ

患者に対する

配置されてい

め、患者支援

置場所 尼

床面積 約

設時期 令

和２年度 基

医療機器の

崎総合医療

ども病院、が

路循環器病

 

央病院・スポー

会人・高校

早期復帰を

集中的かつ

（仮称）を

スポーツ外傷

テーションを

ハビリテー

49㎡ 

トレーニング

令和３年度

センター患者

る入院前か

いる地域医

援センター

尼崎総合医療

約600㎡（平

令和４年度

基本・実施設

の導入（診療

療センター

がんセンター

病センター
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ツ医学診療セン

校生以上の学

をサポートす

つ効果的な

を設置 

傷による受

を要するア

ーション中

グ室、更衣

者支援セン

からの支援に

医療連携セ

ー棟を整備

療センター

平屋建て）

設計 

療機能の高

    

、リハビリテ

     

ンター(仮称)の設

学生アスリ

するため、

リハビリテ

受傷直後また

アスリート

中央病院本館

衣室等 

ンター棟の整

にかかるス

ンター、入

ー敷地内（病

高度化）

     

テーション中

     

設置 

リート、障害

リハビリテ

テーションを

たは他院で

館１階 

整備

スペースを拡

入院説明スペ

病院本館北

   ：

中央病院 ：

   ：

Ⅱ 安心な暮

88,0

害者アスリ

テーション

を実施する

での術後に

21,0

拡充するほ

ペースとの

北側） 

993,6

MRI・CT更

MRI更新 

ガンマカ

暮らしの実現

031 千円 

リート）の

ン中央病院

るスポーツ

リハビリ

038 千円 

ほか、院内

の集約化を

600 千円 

更新 

メラ更新

現 

  



 

 (5)

 ＜心

 ①

 ②

 

 ③

心と体の

心の健康づ

相談体制の

心の悩

○ 24時

○ LIN

 L

・

 検

○ 精神

 保

○ 市町

 

地域レベル

地域の

市町への

○ いの

 対

○ 自殺

 配

○  調

(拡)こころ

年齢階

○ (新

県

○ 経済

働

電話

の健康づく

くり＞ 

の充実 

悩みを抱え

時間電話相

・開設時間

NE電話相談

LINEによる

開設時間 

検索連動広

神保健福祉

保健師や精

町での相談

ルでの自殺

の実情に応

の支援を充

のちを支え

対 象 者 

殺対策調整

配置人数 

調査研究・分

自殺統計

ろの健康づ

階層に応じ

新)学校で取

県内高等学

済問題等に

働き盛り層

話相談窓口

り対策 

える人が相談

相談体制の構

間 平日18:

談体制の構築

る相談窓口の

18:00～2

広告による相

祉相談の充実

精神保健福祉

談体制の充実

殺対策の推進

応じた自殺対

充実 

える相談支援

保健、医療

整員の配置

１人 

分析の強化

（圏域・市町

づくりの推進

じた自殺予防

取り組む自殺

学校への出前

による心の悩

層の経済的な

口の開設 

173 

談しやすい

構築（48,7

:00～翌8:3

築（4,539千

の開設 

22:00（土

相談窓口の

実（4,862千

祉士等によ

実支援（35

進

対策を強化

援ネットワ

療、福祉、

（2,759千

化（402千円

町別等）の

進

防の啓発や

殺予防支援

前講座の実

悩み相談体

な問題等の

い環境を整備

761千円）

30、土日祝

千円） 

日祝を含む

の周知 

千円） 

よる相談 

5,000千円）

化するため

ワークの構築

教育、労働

円） 

円） 

の作成、統計

や相談しやす

援（700千円

実施 

体制の充実

の相談に応じ

備 

祝日24時間 

む） 

） 

、「自殺対策

築（127千

働等の関係

計データの

すい環境を

円） 

（1,652千

じる弁護士

Ⅱ 安心な暮

93,1

3,2

策計画」に

円） 

係分野担当者

の分析、助

4,7

を整備 

円） 

士による休

暮らしの実現

62 千円 

288 千円 

に基づき、

者等 

言指導 

777 千円 

日夜間の

現 



 

 ④

 ⑤

 ⑥

○ 介護

○ (新

各

の情

等の

 

地域におけ

県民一

きるよ

○ いの

 対

○ (拡

９月

 事

 

自殺ハイ

多様で

○ 精神

かか

援を推

○ 自殺

 対

 研

 

企業等のメ

従業員

職場にお

○ 対 

○ 内 

護支援専門

新)ゲートキ

各年齢階層

情報を網羅

の地域支援

ける気づき

一人ひとり

う、普及啓

のちとここ

対 象 者 

拡)自殺予防

月の自殺予

事業内容 

リスク要因

で複合的な

神保健医療

かりつけ医

推進 

殺未遂者支

対 象 者 

研修内容 

メンタルヘ

員等の心の

おけるメン

象 者 健

 容 

門員への自殺

キーパー手帳

層特有の心と

羅した冊子

援者に配布

き、見守り体

が自殺予防

啓発を実施

ころを支える

自殺対策に

防に対する理

防週間、３

啓発媒体の

啓発（４回

因を抱える人

な要因を抱え

療福祉の連携

医と精神科医

支援の充実

救急医療機

救急搬送

ヘルス対策の

の健康の保持

ンタルヘルス

健康づくりチ

174 

殺予防研修

帳の改定

と身体の不

（ゲートキ

体制の充実

防のための

る相談職員

に従事する相

理解の促進

月の自殺対

の作成、相

回）（令和

人への支援

える人への

携推進（1,

医、保健医

（1,800千

機関に従事

された自殺

の推進

持増進を図

ス対策に取

チャレンジ

修の実施（5

（1,925千円

不調サインや

キーパー手帳

実

の行動「気づ

員養成研修の

相談職員（健康

進（883千円

対策強化月間

相談会の開催

和元年度 

援強化

の適切な精神

,800千円）

医療福祉等従

円） 

事する医師、

殺未遂者への

図ることが

取り組む企業

ジ企業 

500千円） 

円） 

や対応方法

帳）を作成

づき」「つな

の実施（2,

康福祉事務所

円） 

間を中心にキ

催、ラジオ

２回） 

神保健医療

 

従事者の、

看護師、警

の対応手法

（法

重要な課題

業を支援 

Ⅱ 安心な暮

法、各種相談

成し、介護支

3,6

なぎ」「見守

,800千円）

所、市町、医

キャンペーン

オCM等を活用

3,6

療福祉の支援

地域単位で

警察・消防

法 等 

51,6

法人県民税超

題となって

暮らしの実現

談窓口など

支援専門員

683 千円 

守り」がで

 

医療機関等）

ンを実施 

用した普及

600 千円 

援の充実

での連携支

防関係者等

600 千円 

超過課税）

いるため、

現 

ど

員

で

 

及    

支

 



 

 

 ⑦

 ＜体

 ①

 

(拡)依存症

ひょ

に対する

○  依

 依

 医

○ 地域

 対

 回

○ 医療

 開

○ 家族

○ (新

 フ

 

体の健康づ

職場の健康

自身の

ため、環

○ 補助

○ 対象

○ 補 

○ 補 

・管理職等

・管理職等

・従業員を

症対策総合

うご・こう

る包括的な

依存症専門相

依存症相談

・専用ダイ

医師相談の

域生活支援

対  象 

回  数 

療従事者研

開催回数 

族教室の実

新)ギャンブ

フォーラム

くり＞ 

康づくりの

の健康に無

環境整備を

助対象者 健

中

象経費 健

健

助 率 1/

助 額 上

等を対象と

等を対象とし

を対象とした

合支援の実施

べ依存症対

な支援を実施

相談の実施

談員の設置

イヤル ＃

の実施（月

援者への研修

市町職員、

３回 

研修の実施

12回（基礎

実施（月１回

ブル等依存症

ムの開催 

の環境整備

無関心にな

を行う企業等

健康づくりチ

中小企業等で

健康状態の測

健康づくり機

/2 

上限1,000千
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した研修・

したフォロ

た研修（18

施

対策センタ

施 

施(3,604千

７３３０

１回） 

修(180千円

、民生委員

(2,383千円

礎研修３回

回）(550千

症への正し

２回 

りがちな働

等に対し助

チャレンジ

で構成され

測定器（血

機器等（エ

千円 

相談（210

ーアップの

80回） 

ターにおいて

円) 

（悩み去れ）

円) 

員、障害福祉

円) 

回、実践研修

千円) 

しい理解の普

働き盛り世

助成 

ジ企業 

れた福利厚生

血管年齢測定

エクササイズ

0回） 

のための研修

て、依存症

） 

祉サービス

修９回［３

普及啓発(1

（法

世代の健康づ

生を行う法

定器など）

ズ用品など

Ⅱ 安心な暮

修・相談（

6,8

症患者及びそ

ス事業所職員

３分野×３

143千円) 

10,0

法人県民税超

づくりの意

法人 

購入経費 

ど）購入経費

暮らしの実現

（220回）

860 千円 

その家族等

員等 

回］） 

000 千円 

超過課税）

意識づけの

費 

現 

等

 

の



 

 ②

     

 

 ③

 ④

 

 

(拡)商店街

商店街

づくりに

○ 補助

○ 対象

○ 補 

○ 補助

  

  

    

健康づく

健康づ

して登録

○ 内 

・健

・優

骨髄移植後

定期予

するこ

○ 対

○ 実施

○ 対象

○ 負担

街健康づく

街の空き店

に寄与する

助対象者 商

象経費 健

健

店

助 率 1/

助上限額 １

   ２

   ３

    ※

りチャレン

づくりを積

録し、健康

 容 

健康づくりチ

優良取組事例

 

後等の予防

予防接種で

とで感染症

象 者 小

た

施主体 市

象経費 定

担割合 県

りの環境整

店舗を活用

るとともに商

商店街、商工

健康状態の測

健康づくり機

店舗賃貸料、

/2 

年目 3,5

２年目   7

３年目  7

※ ２、３年

ンジ企業支援

積極的に実施

康づくりに向

チャレンジ

例の紹介等

防接種再接種

で得た免疫が

症等の蔓延を

小児がん治療

た免疫が消失

市町 

定期予防接種

県1/2、市町
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整備

し、健康づ

商店街の賑

工会・商工

測定器（血

機器等（エ

、内装工事

500千円 

750千円 

750千円 

年目は店舗賃

援制度の利

施する中小

向けた取組

ジ講座の開催

等 

種に対する

が骨髄移植

を防止する

療での骨髄

失した者で

種（Ａ類疾

町1/2 

づくり環境を

賑わいを創出

工会議所等

血管年齢測定

エクササイズ

事費、広告宣

賃借料のみ

利用促進 

小企業等を、

組を支援 

催 

る助成の実施

植等で失われ

るとともに、

髄移植等に

で、A類疾病

疾病）に規定

（法

を整備する

出 

定器など）

ズ用品など

宣伝費 

み 

（法

、健康づく

施

れた場合の

、被接種者

より予防接

病の再接種

定される予

Ⅱ 安心な暮

10,5

法人県民税超

ることで、県

購入経費

ど）購入経費

1,4

法人県民税超

りチャレン

1,6

の再接種費用

者の経済的負

接種によっ

を行う20歳

予防接種の再

暮らしの実現

500 千円 

超過課税）

県民の健康

、 

費、 

478 千円 

超過課税）

ンジ企業と

639 千円 

用を助成

負担を軽減

て獲得し

歳未満の者

再接種費用

現 

 

康

 

減 

 



 

 ⑤

 

 ⑥

     

 

 ⑦

勤労者の骨

白血病

録及び骨

○ 対 

○ 交付

○ 補助

(新)特定健

市町の

○ 特定

対象

る効果

 実

○ 特定

   特定

ク者へ

 実

○ ア

 市町

 対

 ア

(新)スマホ

スマホ

指導等を

○ 高齢

 対

 実

 事

骨髄等移植

病等の有効

骨髄等を提

 象 健

付要件 ・

・

助単価 10

健診フォロ

の効果的・

定健診未受

象者の年齢

果的な受診

実施方法 

定健診フォ

定保健指導

への保健指

実施方法 

ドバイザー

町にアドバイ

対象団体 

アドバイザー 

ホ、スマートウ

ホ、スマー

を通じ、高

齢者の健康

対 象 者 

実施市町 

事業推進委員

植ドナー環境

効な治療法で

提供しやすい

健康づくりチ

骨髄等ドナ

ドナー経験

00千円（定

ローアップ市

効率的な特

受診者への受

齢・性別・受

診勧奨 

国保連へ委

ォローアップ

導対象者以外

指導及び次回

国保連へ委

ーの派遣 

イザーを派

10市町保険

保健事業支

ウォッチを活

トウォッチ

高齢者の健康

康管理支援モ

国保に加入

12市町 

員会及び住民
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境づくりの

である骨髄

い環境づく

チャレンジ

ナー休暇制

験者または

定額） 

市町支援事

特定健診受

受診勧奨

受診歴・健

委託 

プ事業 

外のハイリ

回健診への

委託 

派遣するこ

険者程度

支援・評価

用した高齢者

チを活用し

康管理を支

モデル事業

入する特定

民説明会の開

の推進

髄等移植の実

くりを推進す

ジ企業 

制度の導入

は元患者に

事業の実施

受診勧奨、保

健診結果等か

リスク者の抽

の動機付け

とで、受診

（１保険者

価委員会委員

者の健康管理支

た一人暮ら

支援するモデ

業（53,000千

定保健指導対

開催（事業推

（法

実施を促進

する企業を

よる講習会

保健指導を

から特性に

抽出・リス

診率向上を推

２回実施）

員等の有識

支援

らし高齢者

デル事業の

千円） 

対象者50人

推進委員会２

Ⅱ 安心な暮

3,2

法人県民税超

進するため

を支援 

会の開催等 

66,0

を支援 

応じた勧奨

ト化による

推進 

 

識者 

54,0

者等の体調管

の実施 

人/市町 

２回、住民説

暮らしの実現

200 千円 

超過課税）

、ドナー登

000 千円 

奨方法によ

るハイリス

000 千円 

管理や保健

説明会１回）

現 

 

登

健

 



 

     

 

 ⑧

     

 ⑨

 健

・

   ・

○ 成果

(新)フレイ

 フレイ

版フレイ

○ フ

 内

 回

○ モデ

 実

 内

○ フ

 市

 医

 県

 

(新)ビッグ

県民の

ツールを

○ 解析

 構

 回

○ デー

 対

健康支援事

スマートウ

スマホに既

を把握 

市町保健セ

果報告会の

イル対策強

イル対策の評

イルプログラ

レイル対策

内  容 

回  数 

デル事業の

実施市町 

内  容 

レイル対策

市町等関係

医療・福祉

県民向けシ

グデータの

の健診・医

を開発・県

析手法・利

構  成 

回  数 

ータ活用人

対  象 

事業の実施

ウォッチを

既存の健康

センター等

の実施（1,0

強化推進事業

評価指標を

ラムを確立

策強化推進会

フレイル対

３回 

の実施 

12市町 

・評価指標

・オーラル

指導マニ

策の普及・実

係職員向け研

祉関係団体に

シンポジウム

の健康づく

医療等の健康

県民に還元す

利活用検討会

県立大学、

３回程度

人材育成研修

市町、健康
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貸与して心

康管理アプ

等が健康デー

000千円）

業の実施

を検討するた

立するとと

会議の開催

対策の企画

標の試行に

ルフレイル

ニュアル・

実践 

研修会の開

によるフレ

ム 

りへの活用

康ビッグデ

することで

会議の開催

、保険者、

修の実施

康福祉事務

心拍数や歩

リをダウン

ータ等を元

ためのモデ

もに、オー

催 

画検討、評価

によるフレイ

検査や予防

指導体制の

開催 

レイルチェ

用促進 

＜

データから将

で健康寿命

催（208千円

国保連、民

（792千円）

務所、保健所

数等を自動

ンロードし、

元に定期的な

デル事業を実

ーラルフレイ

価指標の評

イル対策評

防のための

の整備 

ック 

＜リーディ

将来予測を

を延伸 

円） 

民間企業、

 

所の職員 

Ⅱ 安心な暮

動計測する

、対象者の

な保健指導

25,0

実施・検証

イル健診体

評価・検証等

評価 

歯科保健指

95,0

ングプロジ

を実施し、健

行政等 

暮らしの実現

とともに、

の健康状態

導を実施 

000 千円 

証の上、県

体制を整備

等 

指導の実施

000 千円 

ジェクト＞

健康づくり

現 

施、

 



 

 

 ⑩

     

 回

○ 国保

K

ルを

 実

 事

 

(拡)歯・口

ライフ

ア 施策の

○ 802

生

 構

○ 口腔

合的

イ (新)歯

ひょ

仕組みを

○ ひ

 コ

 広

 バ

○ 派遣

 支

ウ 人材育

○ 保健

回  数 

保データベ

KDBの「健診

を整備し、

実施手法 

事業内容 

    

口腔の健康

フステージ

の立案・推

20運動推進

生涯を通じ

構 成 員 

腔保健支援

「兵庫県口

的取組を推

歯科口腔保

うご歯科衛

を構築 

ょうご歯科

コーディネ

広報・周知

バンク運営

遣歯科衛生

支援内容 

育成（1,70

健所・地域

４回 

ベース（KDB

診」「医療

市町を支援

国保連へ委

・外付けツ

・KDBデー

市町に提

康づくりの推

ジに応じた歯

推進（3,278

進部会の開催

じた歯の健康

歯科医師会

援センターの

口腔保健支援

推進 

保健体制整備

衛生士バンク

科衛生士バン

ネーターの設

知啓発 HP構

営協議会 

生士への支援

歯科医師会

画立案な

04千円）

域活動歯科衛
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B）システム

療」「介護」

援 

委託 

ツールによ

タからフレ

提供 

推進

歯・口腔の

8千円） 

催（1,093千

康づくりを

会、歯科衛

の設置（県

援センター

備事業の実

ク（仮称）

ンク（仮称

設置 １人

構築、リー

２回 

援 

会、歯科衛

どをフォロ

衛生士研修

ムの活用

データを

よる地域の健

レイル予防

の健康づく

千円） 

を推進するた

衛生士会、医

県健康増進課

ー」において

実施（5,313

を設置し、

称）の設置

人 

ーフレット、

衛生士会等関

ロー 

修会の実施

（94,000千

活用するた

健康課題の

に活用でき

（一部

りを推進 

ための検討

医師会、市

課内）（2,

て、口腔を

3千円） 

市町へ歯

、ポスター

関係団体と

（729千円）

Ⅱ 安心な暮

円） 

ためのKDB外

の見える化 

きるツール

20,6

部医療介護推

討を実施 

市長会、町村

,185千円）

通じた健康

歯科衛生士を

ーの作成 

の連絡調整

） 

暮らしの実現

外付けツー

ルを開発し、

647 千円 

推進基金）

村会 等

 

康確保の総

を派遣する

整や事業企

現 

ー

 

 

総

企     
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地域における歯科保健対策を効果的に推進するため、歯科衛生士の人材

育成研修を実施 

 実施内容 歯科衛生士研修会、歯科衛生士離職防止研修会の実施、口腔 

ケアリーダーの登録 

○ 離職歯科衛生士への復職支援（661千円） 

作成した復職プログラムを活用し、研修を実施 

 実施内容 復職支援研修会、復職研修プログラム検討会 

○ 8020運動推進員養成事業（314千円） 

生涯を通じた歯の健康づくり（8020運動）を推進するため、8020運動 

推進員を育成し、地域活動を展開 

エ (拡)普及啓発・調査研究（1,568千円） 

○ 医科・歯科・介護連携による肺炎予防事業（744千円） 

高齢者の誤嚥性肺炎の発症・再発の予防を図るため、病院、施設、在宅

で切れ目のない口腔ケアが行えるよう連携体制を整備するとともに、専門

職に対する技術指導等を実施 

 肺炎予防検討会議の設置 

 口腔ケア実践研修 

 フォローアップ研修 

○ 妊産婦期から始める子どものむし歯予防事業（171千円） 

市町の妊婦歯科健診や子どものむし歯予防を支援・促進 

 妊婦歯科健診の受診率向上に向けた取り組み 

 母親教室等での妊婦に対する普及啓発 

○ 通所施設での歯科健診等実施体制整備事業（653千円） 

在宅療養者が地域の歯科診療所でも定期的な歯科健診等を受けられる

体制を整備 

 地域の歯科専門職への研修会の開催 

オ (拡)受診促進・指導等（8,784千円） 

○ 専門的歯科保健対策事業の実施（1,056千円） 

 歯みがきや義歯の手入れ等を十分に行うことのできない難病患者や障

害者(児)に対して、歯科保健相談、訪問歯科保健指導を実施 

○ 企業従業員と家族の歯科健診受診支援事業（4,000千円）（法人県民税超過課税） 



 

 

 ⑪

 ＜が

 ①

 補

 対

 補

 

○ (新

の

 大

※

 大

 チ

○  (再

 

(新)災害時

災害

歯科衛

○ 整備

 

がん対策の推

(拡)がん検

更なる

診しやす

○ (新

2

 

 場

補助対象 

対象経費 

補 助 額 

新)大学生の

大学及び

の自主的な

大学への歯

・対  象

・補助基準額

・補 助 率

※ 次年度以

大学職員向

チラシ作成

再掲)(新)県

時歯科保健

害時の歯科保

衛生士による

備内容 歯

推進＞ 

検診受診率向

るがん検診

すい体制を

新)二十歳の

20代前半女性

日  時 

場  所 

自己負

  

対象企業の

業員数が1

従業員また

の歯と口腔の

び学生の歯科

な歯科健診実

歯科健診・歯

象 ８大学

額 354千円

率 1/2 

以降、２年

向け研修会の

成や大学のメ

県立大学で

健医療提供体

保健医療に

る災害時の

歯科診療ポー

向上に向けた

診受診率の向

を整備 

のがん検診受

性を対象とし

９月～10月

ノエビアス

区 分

負担額2,000

  〃  

181 

の従業員（健

100人以下)

たはその被

の健口プロ

科保健に関

実施を支援

歯科保健指

円/大学 

年以上継続的

の実施（１

メールマガ

での歯科健診

体制の整備

に活用可能な

の歯科保健活

ータブルユ

た普及啓発・

向上のため

受診に向け

した受診機会

月の土曜日

スタジアム

0円以下

  超

健康づくり

)及び小規模

被扶養者が受

ロジェクトの

関する意識の

援 

指導費補助

的に取り組

１回） 

ガジンの活用

診の実施(1

備

なポータブ

活動の体制

ユニット４セ

・体制の整備

め、普及啓発

けた普及啓発

会の向上を目

日または日曜

ム神戸 

補助額

自己負担相

2,000円（

りチャレン

模事業者等

受診した歯

の実施(2,2

の向上を図

組むことが前

用による普

1,528千円)

ブルの歯科診

制を整備 

セット 

備

発活動を強

発（579千

目指し、普及

曜日の試合

額 

相当額 

（定額）

Ⅱ 安心な暮

ジ企業、中

等で構成す

歯科健診の費

200千円) 

図るため、県

前提 

普及啓発の実

)(参照P348

10,0

診療機器を

7,5

強化するとと

円） 

及啓発イベン

合開催日 

暮らしの実現

小企業(従

る団体）

費用 

県内全大学

実施 

8) 

000 千円 

を導入し、

500 千円 

ともに、受

ントを実施

現 

従

学

受



 

 

 ②

 対

 内

○ 県民

３

○ 広域

検

 

○ (新

県

 補

 補

企業におけ

中小

養者の

○ 補助

○ 補助

○ 対象

 健

 中

※乳

○ 補 

対 象 者 

内  容 

・乳がん早

き乳房モ

・パネルを

・子宮頸が

小冊子の

民フォーラ

３がん（胃

域健診・検

検診受診率

・回  数

新)子宮頸が

県医師会等が

補 助 率 

補助基準額

けるがん検

小企業従事者

のがん検診

助対象 以

が

助対象 対

人

で

象経費 従

健康づくり

中小企業(従

乳がん、子

助 額 

20代前半女

 

早期発見に不

モデル」を設

活用したク

がん検診、乳

の配布 

ラムの開催

、大腸、肺

検診の実施に

率向上を目的

数 ５回

がん検診広域

が広域化検診

1/2（県1/

額 200円/件

検診受診の促

者等のがん

の受診に要

以下のいずれ

がん検診の費

対象企業の従

人以下)、中

で構成する団

従業員または

チャレンジ

従業員数が

子宮がん・胃

182 

女性 

不可欠な自

設置し、し

クイズ形式

乳がん自己

（203千円）

肺）について

に向けた体

的に、がん

域化による

診の請求事務

/2、市町1/

件 

促進

ん検診受診率

要する費用

れかの企業

費用 

従業員（健

小企業(従

団体） 

はその被扶

ジ企業(従業

が100人以下

胃がん・肺

己触診をリ

しこりのあ

での子宮頸

己検診に関す

） 

て検診知識を

体制の構築

検診の全県

る受診率の向

務をとりまと

/2） 

率向上のた

を補助 

業等の従業員

健康づくりチ

業員数が1

扶養者が受診

業員数が30

下)及び小規

肺がん・大腸

リアルに体

る状態のモ

頸がんの正

するチラシ

を深めるため

（718千円）

県的広域化

向上促進

とめする事務

（法

ため、企業

員、その被

チャレンジ

00人以下)

診したがん

00人以下) 

規模事業者等

腸がんを対

Ⅱ 安心な暮

体験できる

モデル体験 

正しい知識の

シ、がん全般

めのフォー

） 

化に向けた検

（6,000千円

務費を市町協

35,4

法人県民税超

の従業員、

被扶養者が受

ジ（企業業員

及び小規模

ん健診の費用

等で構成す

対象 

暮らしの実現

「しこり付

の普及啓発

般に関する

ラムを開催

検討を実施

円） 

協調で補助

469 千円 

超過課税）

その被扶

受診した

員数が300

模事業者等

用 

する団体 

現 

付

発 

催 

施 

 

 

等



 

 

 

 

 

 ③

     

 

 ④

 

 ⑤

三大疾病療

中小企

業が、が

を確保

○ 対象

    

○ 対象

○ 補

○ 補助

肝がん・重

長期に

変患者の

○ 対 

○ 対象

○ 自己

(新)若年が

抗がん

希望を持

○ 事業

○ 対 

○ 所得

○ 補 

療養者の治

企業従業員

がんをはじ

した際の費

象企業 健

    中

象経費 ３

る

助 額 代

助対象期間 最

重度肝硬変

にわたり療

の医療費負

象 者 Ｂ

（所

象医療 過

  場

己負担 10

がん患者妊

ん剤や放射

持って治療

業主体 市

象 者 が

に

得制限 前

助 率 1/

自己負

  

療と仕事の

員等のがん患

めとした３

費用の一部を

健康づくりチ

中小企業(従業

３大疾病（が

る従業員の代

代替職員賃金

最大７か月

変入院医療費

療養を要する

負担を軽減

Ｂ・Ｃ型肝炎

所得制限：

過去１年間で

場合、４月

0千円／月

妊孕性温存治

射線治療の影

療に取り組め

市町 

がん治療によ

に診断された

前年の所得額

/2（県1/4、

区 分

負担額2,000

  〃  

183 

の両立支援事

患者等が就

３大疾病の

を補助 

チャレンジ

業員数が100

がん、脳卒

代替職員の

金の1/2（上

費の助成促

るB・C型肝

炎に起因す

年収370万

で高額療養

目以降の医

治療費助成

影響で、将

めるよう、

より、生殖

た者のうち

額400万円未

、市町1/4）

0円以下

  超

事業の実施

就業を継続で

治療のため

ジ企業（従業

0人以下)及び

卒中、心血管

の賃金 

上限100千

促進

肝炎ウイルス

する肝がん

万円未満）

養費の限度額

医療費に対

成事業の実施

将来の妊娠が

妊孕性温存

機能が低下

ち、43歳未満

未満 

） 

補助額

自己負担相

2,000円（

（法

できる環境

めに休職す

業員数が30

び小規模事業

管疾患）の

円/月） 

スに起因す

・重度肝硬

額を超えた

し助成 

施

が見込めな

存治療に要

下または失

満の県民 

額 

相当額 

（定額）

Ⅱ 安心な暮

52,6

法人県民税超

境を整備す

する従業員の

00人以下）

業者等で構成

治療のため

93,2

する肝がん

硬変患者 

た月が４月

2,0

くなる患者

要する経費

失う恐れがあ

暮らしの実現

668 千円 

超過課税）

るため、企

の代替要員

 

成する団体

めに休職す

235 千円 

・重度肝硬

を超えた

000 千円 

者が将来に

を助成 

あると医師

現 

 

企

員

す

硬

に

師 



 

 

 ⑥

 

 ＜受

 ①

○ 補助

 

女
性 

男
性 

がん教育総

学校教

いて検討

○ がん

○ 学校

○ がん

 対

 取

受動喫煙対策

受動喫煙対

改正受

直しに向

○ 子

 普

 子

○  相

 受

 周

○ (新

 飲

 受

助上限額  

対

卵巣組織

卵子、胚

精巣内精

精子の凍

総合支援事

教育全体の

討するとと

ん教育に関

校保健関係

ん教育推進

対  象 

取組内容 

策の推進＞

対策の推進

受動喫煙防

向けた検討

どもへの喫

普及啓発資

子ども対象

相談・指導体

受動喫煙対

・業務内容

周知啓発業

・業務内容

新)次期見直

飲食店の条

受動喫煙防

・回  数

・内  容

対象治療 

織の凍結 

胚の凍結 

精子の凍結

凍結 

事業の実施

の中でがん教

ともに、がん

関する協議会

係者に対する

進校での取組

６校（小

発達段階ご

＞ 

進 

防止条例を踏

討を実施 

喫煙防止教育

資材の作成

象の喫煙防止

体制の充実

対策支援員の

容 県民か

業務の実施

容 個人経営

直しに向けた

条例認知状況

防止対策検討

数 １回 

容 対策の進

184 

教育を推進

ん教育の推

会の開催

る研修会の

組 

・中・高各

ごとに目標

踏まえ、県

育（1,204千

止教室の開

実（10,199千

の配置 １

らの相談対

営店への周

た検討（1,

況や対策実

討委員会の

進捗状況の

補

進するため、

推進体制を構

（４回） 

の開催（１回

各２校） 

標を設定した

県民への啓発

千円） 

開催 

千円） 

１人 

対応 

周知啓発、訪

,115千円）

実施状況の調

の開催 

の把握、新施

補助上限額 

300千円 

200千円 

200千円 

25千円 

、今後のが

構築 

回） 

た授業・講

発に取り組

訪問指導等

 

調査（4,00

施策の検討

Ⅱ 安心な暮

1,0

ん教育のあ

講演会を実施

12,5

組むとともに

等 

00施設） 

討 

暮らしの実現

000 千円 

あり方につ

施 

518 千円 

に、次期見

現 

つ

見

 



 

 (6)

 ＜認

 ①

 

 ②

認知症地

認知症予防の

認知症予防

認知症

を行う

○ 認知

 予

 導

○ 認知

○ 認知

 設

 相

家族の認知

勤労者

期支援に

○ 認知

従

「は

関す

 実

地域支援体

の推進＞ 

防・早期発

症チェック

とともに、

知症早期受

予防啓発・

・事業内容

・補助単価

・補 助 率

・補助対象件数

導入支援研

・研修内容

・実施回数

・対  象

知症の早期

知症・高齢

設置場所 

相 談 日 

知症早期発

者世代であ

に向けた取

知症支援専

従業員とそ

はばタンＣ

する専門医

実施主体 

体制の充実

発見の推進

クシートを活

人材養成や

受診促進事業

受診勧奨支

容 特定健診

トを活用

を行う市

価 65歳以上

率 1/2 

数 ５市町

研修 

容 認知症予

数 10回 

象 市町保健

期発見・早期

齢者相談の実

県民総合相

月・金（家

発見・受診促

ある65歳未満

取組を推進

専門職派遣事

その家族(両

Ｃ（Cogniti

医療・生活相

兵庫県医師

185 

活用した認

や認知症予

業（25,031

支援 

診・後期高

用した認知

市町へ助成

上の受診者

町 

予防対策の

健師（健康

期対応研修

実施（1,50

相談センタ

家族の会）

促進事業の

満の者とそ

事業（8,13

両親、配偶者

ive：認知）

相談を実施

師会（委託

認知症予防健

予防教室の開

1千円） 

齢者健診等

知症予防健診

成 

者１人当た

の必要性に関

康部門・高齢

修（1,395千

02千円）

ター 

、水・木

の実施

その家族への

34千円）

者等)を対象

）サポート

施 

託） 

健診を実施

開催、相談

等の機会に

診を実施し

り１千円 

関する理解

齢部門） 

千円） 

（看護協会

（法

の予防的な

象に、企業

トチーム」を

Ⅱ 安心な暮

27,9

施する市町へ

談窓口の運

認知症チェ

し、医療につ

解促進 等 

会） 

8,3

法人県民税超

な取組、早期

業からの要請

を派遣し、

暮らしの実現

928 千円 

への支援

営を実施

ェックシー

つなぐ取組

319 千円 

超過課税）

期受診・早

請に応じて

認知症に

現 

ー 

組

 

早

て



 

 

 ＜医

 ①

 

 ②

 対

 派

○ 働き

 実

 研

 対

医療対策の充

(拡)認知症

地域に

センター

○ 事業

○ 設 

(拡)認知症

認知症

○ 認知

圏

機関

○ 認知

認

進を

■認知症対
区分 

Ⅰ群： 
身近な医療機関

Ⅱ群： 
専門医療機関 

合計 

対  象 

・健康づく

・中小企業

派遣企業数 

き盛り世代

実施回数 

研修内容 

・認知症

・はばタン

・地域の関

対  象 

充実＞ 

症疾患医療

における認

ーを設置 

業内容 専

置 数 28

症医療連携

症医療体制

知症疾患医

圏域内医療

関などとの

知症対応医

認知症対応

を目指し、

対応医療機
神戸 

関 
333 

18 

351 

 

りチャレン

業(従業員数

110社（１

代への認知症

１回（180

（若年性認知

Ｃサポート

関係機関との

産業保健師

療センターの

認知症疾患の

専門医療相談、

8箇所（令和

携体制の強化

制の強化及び

医療センター

療連携会議や

の連携を強化

医療機関連携

応医療機関登

医療・福祉

機関数（平成
阪神 東播

453 10

17 

470 1

186 

ンジ企業

数が100人以

社１回限り

症理解促進

0人程度）

知症を含む

トチームの活

の連携 等

師、企業で

の設置・運

の保健医療

鑑別診断と初

和元年度 2

化

び認知症の

ーを核とし

や、研修会

化 

携強化推進

登録制度の

祉関係者、

成31年３月
播磨 北播磨

03 80

7 5

10 85

以下)及び小

り、１チー

進研修（185

む）に関す

活用等による

等 

で職員の健康

運営

療水準の向上

初期対応、合

24箇所）

の医療介護連

した医療体制

会・事例検討

進事業（1,4

の普及促進

県民等を対

月末現在）
播磨
姫路

但馬

211 6

10

221 6

小規模事業者

ームの派遣）

5千円） 

る理解 

る早期発見

康管理に携

上を図るた

合併症・周辺症

（一部

連携を図る

制構築事業

討会を開催

459千円） 

を図るとと

対象とした

    
馬 丹波 

66 29 

3 2 

69 31 

Ⅱ 安心な暮

者等で構成

 

・早期対応

携わる職員 

44,9

ため、認知症

症状への急性

49,1

部医療介護推

るための取組

業（47,719

催し、認知症

ともに地域連

たフォーラ

   (単位
淡路 

72 

2 

74 

暮らしの実現

成する団体

の必要性

等 

984 千円 

症疾患医療

性対応 等 

78 千円 

推進基金）

組を推進

千円） 

症対応医療

連携の推

ムを開催

位：箇所)
合計 

1,347

64

1,411

現 

療

 

療 
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・空き家改修経費：1,000千円 

 補 助 率 1/2 

 補助件数 (ｱ)(再掲)女性起業家   60件（うち空き家枠６件） 

(ｲ)若手起業家      20件（うち空き家枠２件） 

(ｳ)(拡)ミドル起業家   35件（うち空き家枠４件） 

※うち、地域就職氷河期世代支援加速化交付金事業として 20件(空き家枠2件) 

(ｴ)(再掲)シニア起業家  40件（うち空き家枠４件） 

○ ふるさと起業・移転促進への支援（70,658千円） 

県内で起業するＵＪＩターン者を支援 

 補助対象  

・一般枠 

県外から県内へ住民登録を移し、県内で起業する者 

県外の事業所を県内へ移転する者 

・東京23区居住者・通勤者枠 

次の要件を全て満たし、県内へ住民登録を移し、県内で起業する者 

・直近10年のうち通算5年以上東京23区に在住、または通勤 

・直近１年以上東京23区に通勤 

 対象経費 

・起業・事業所移転経費：事務所開設費、初度備品費、広告宣伝費等 

・移  住  経  費：移転費 等 

・空 き 家 改 修 経 費：水回り等改修費 

 補助上限額 2,000千円(空き家を活用する場合、別途1,000千円) 

・起業・事務所移転経費：1,000千円 

・移  住  経  費：1,000千円 

 ※東京23区居住者・通勤者枠は市町の移住支援金で対応 

・空 き 家 改 修 経 費：1,000千円 

 補 助 率 1/2以内 

 補助件数 

・一般枠          30件（うち空き家枠３件） 

・東京23区居住者・通勤者枠 15件（うち空き家枠１件） 

○ クリエイティブ起業家への支援（13,749千円） 
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起業家予備軍の裾野を拡大するとともに、創造性や技術・技能により新

たな市場を切り拓くクリエイティブな起業の創出を推進 

【起業支援のための補助（11,000千円）】 

 補助対象 クリエイティブで成長志向のビジネスプランを有し、県内 

で起業する者 

 対象経費  

・起 業 経 費：事務所開設費、初度備品費、広告宣伝費等 

・研究開発経費：人件費、試作・開発費 

・空き家改修経費：水回り等改修費 

 補助上限額 2,000千円（空き家を活用する場合、別途1,000千円） 

・起 業 経 費：1,000千円 

・研究開発経費：1,000千円 

・空き家改修経費：1,000千円 

 補 助 率 1/2以内 

 補助件数 ５件（うち空き家枠１件） 

【公開審査等の実施（1,810千円）】 

プレゼンテーションによるコンテスト形式の公開審査 

【機運醸成のためのセミナー等の開催（939千円）】 

 対象者：若手の創業希望者等 

 開催回数：年４回程度 

○ 高齢者団体への支援（33,337千円） 

 補助対象 代表者が55歳以上、構成員が３人以上、うち55歳以上の者が 

     ２人以上（代表者含む）で構成される団体 

 対象経費  

・起 業 経 費：事務所開設費、初度備品費、広告宣伝費、人件費等 

 補助上限額 1,000千円（空き家を活用する場合、別途1,000千円） 

 補 助 率 1/2以内 

 補助件数 30件（うち空き家枠３件） 
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業家支援施

県・市町起

・相互連携

プラザひょ

プラザひょ

尼崎市と連

援 

設概要 

起業

所 
大手前ダ

（姫路市

間 

額 

基本料金

スモールオ

※ 学生等

※基本料

利用可能 

模 

期 

ごの運営

起業・創業の

備えた「起業

三井住友銀行

※ 令和２年

2～22時 

5,000円

グデスク：5

オフィス：3

施設ネットワ

起業家支援施

携を推進 

ょうご姫路

ょうごの成果

連携のもと起

業プラザひょ

ダイネンBLD

市本町） 

金※ 5,000

オフィス:2,00

等減免（半

料金内でｺﾜー

280m

194 

の機運を高

業プラザひ

行神戸本部

年８月までは

※学生等減

5,000円  

3,000円／㎡

ワーク事業

施設ネット

・尼崎の設

果や起業の

起業支援の

ょうご姫路

D.Ⅱ ３階

1

円 

00円/m2 ９

半額）措置あ

ｷーﾝｸ゙ ｽﾍ゚ ｽー(2

m2 

令

＜

高めるため、

ひょうご」

部ビル２階

はサンパル

減免（半額

 席 数

㎡ 部屋数

業の実施 

トワーク会議

設置・運営

＜

の盛り上が

の地域拠点を

路 

階 尼崎

（尼

2:00～22:

９室 

あり

22席)

基本

スモー

※ 学

※基

利用可

令和２年７

＜リーディ

＜地方創

（法

スモール

を運営 

（神戸市中

ル６階（神戸

額）措置あ

数：16席 

数：17室 

議を設け、

＜リーディ

＜地方創

りを全県に

を設置し、

起業プラザ

崎市中小企業

尼崎市昭和通

00 

本料金※ 8,

ールオフィス:

学生等減免

基本料金内で

可能 

月 

Ⅲ 地域の

28,9

ングプロジ

創生推進交付

法人県民税超

ルオフィス等

中央区） 

戸市中央区

り 

施設間で

41,7

ングプロジ

創生推進交付

に波及させ

各地で活躍

ザひょうご

業センター

通） 

,000円 

:2,000円/m

免（半額）措

でｺﾜｰｷﾝｸﾞｽﾍ

240m2 

の元気づくり

963 千円 

ジェクト＞

付金事業＞

超過課税）

等の起業の

区）で運営

の情報交

726 千円 

ジェクト＞

付金事業＞

るため、姫

躍する起業

ご尼崎 

ー ３階 

m2 ９室 

措置あり

ﾍﾟｰｽ(22席)

 

 

 

 

 

 

姫

業



 

 ⑥

 ⑦

 

 ⑧

(新)UNOPS

UNOPS

業プラザ

起業プラ

○ 設置

○ 面 

○ 開設

○ 取組

  

 

(新)スター

スター

外国人に

の受け入

○ 事業

 外

 同

の

 起

○ 採択

※ 

 経

家に

(新)神戸大

起業プ

と連携

○ 事業

 専

・GIC(グロー

S(国連ﾌﾟﾛｼ

ザひょうご

ラザ会員の

置場所 三

 積 32

設時期 令

組内容 課

   起

ートアップ

ートアップ

に、起業準

入れを拡大

業内容 

外国人起業

同計画に基

の実施（月

起業家支援

択件数 ６

スタートア

経産省の告

に対し、最

大学と連携

プラザひょ

して、起業

業内容 

専任教員等

ーバル・イノ

ｼﾞｪｸﾄ・ｻｰﾋ

ご」の移転整

の成長及び起

三井住友銀行

26m2 

令和２年９月

課題解決型サ

起業プラザ会

プビザの拡大

プビザ制度を

準備として最

大 

業活動管理支

基づく、専門

月１回） 

援助成金、起

６件（予定）

アップビザ

告示に沿って

最長１年間の

携した起業人

ょうごを中心

業人材を育成

等の配置 

195 

ベーションセ

ﾋﾞｽ機関)の

整備を進め

起業家等の

行神戸本部

月（予定）

サービスを

会員との交

大

を活用し、

最長１年間

支援計画の

門家（税理

起業プラザ

） 

ザ制度 

て地方公共

の在留を認

人材の育成

心に起業・

成 

センター)の開

＜

＜一

のGIC(グロー

めているSMB

の集積を促進

部ビル２階

 

を提供するス

交流 等 

＜

＜一

在留資格

間の入国・在

の策定 

理士、行政書

ザの支援メニ

共団体から起

認める制度

成

＜

創業の活性

開設・整備 

＜リーディ

一部地方創

バル・イノベー

BC神戸本部

進 

（神戸市中

スタートア

＜リーディ

一部地方創

「経営・管

在留を認め

書士等）に

ニューの紹

起業支援を

＜リーディ

性化に取り

Ⅲ 地域の

77,4

ングプロジ

創生推進交付

ーションセンタ

部ビル２階

中央区） 

アップの育成

1,4

ングプロジ

創生推進交付

管理」の取得

るなど外国

による経営

紹介 

を受ける外

15,0

ングプロジ

組むため、

の元気づくり

421 千円 

ジェクト＞

付金事業＞

ター)を「起

階に誘致し、

成 

427 千円 

ジェクト＞

付金事業＞

得を目指す

国人起業家

・法務相談

国人起業

000 千円 

ジェクト＞

、神戸大学

 

 

 

 

 

す

家

談

 

学



 

 

 ⑨

 

 ⑩

 

 

 実

 起

○ 実施

(新)スター

ベンチ

め、神戸

○ 事業

・ 資 

・ 運 

・ 重点

・ 組成

(再掲)新事

実践的な公

起業家育成

施場所 起

ートアップ

チャー企業や

戸市や県内金

業概要（予

金 規 模

用 期 間

点投資対象

成方法：R2

事業創出支

 

公開講座と受

成講座の実施

起業プラザひ

プ応援ファン

や起業家･ス

金融機関、

予定） 

：10 億円以

ターが出

：10 年間

象：県内に本

整備する

2 年度、R3

支援貸付の実

196 

受講者向け

施 

ひょうご

ンド(仮称)

 ((

スタートア

民間企業等

以上（本県

出資する１億

本社または

る予定のあ

3 年度の 2 段

実施(参照

けの個別助言

)の造成

＜

公財)ひょ

アップの成長

等と連携し

は公益財団

億円を支援

は拠点を有す

あるベンチ

段階で組成

P205)

言の実施 

＜リーディ

うご産業活

長を地域活

し、新たな投

団法人ひょ

援） 

する、また

ャー企業、

成 

Ⅲ 地域の

100,0

ングプロジ

活性化セン

活性化につ

投資ファン

うご産業活

は今後県内

スタートア

949,4

の元気づくり

000 千円 

ジェクト＞

ンター予算)

なげるた

ンドを設立

活性化セン

内に拠点を

アップ 等

440 千円 

 

 

 

ン

等 



 

 (2)

 ＜イ

 ①

 

 ②

 ③

イノベー

イノベーシ

放射光利用

県主導

インフォ

○ 県放

○ ア

専

○ 実務

○ 研究

※膨

(新)県ビー

県放射

ラインで

○ MI推

 業

○ MI技

○ 中小

 補

 補

 件

 

ニュースバ

 ビーム

高い分野

○ 整備

ーションの

ョンの創造

用の促進 

導で戦略的

ォマティク

放射光利用

ドバイザリ

専門的助言

務者・経営

究会の開催

膨大なデータ

ームライン

射光研究セ

で具体的な

推進リーダ

業務内容 

技術サポー

小企業等の

補助対象 

補助上限 

件  数 

バル放射光

ムラインご

野の３本ビー

備内容 光

の創造と次世

造＞ 

的にビーム

クス）※、材

用戦略会議の

ーボードの

言を受けるた

営者向けセ

催（８回）

タ解析を駆

ン成果創出サ

センターに、

な成果が生ま

ダーの配置

・MI活用に

・産業界

・県ビーム

ート体制の整

のMIトライア

MI活用に必

500千円

１件 

光施設産業利

との特徴を

ームライン

光電子顕微鏡

197 

世代産業の

ラインを運

材料科学の分

の設置 

の設置 

ため、有識

ミナーの開

駆使して新素

サイクルの

、MIを推進

まれ続ける

による新た

とアカデミ

ムラインで

整備 

アル支援

必要なデー

利用拠点の

を活かした産

ンの高機能化

鏡、真空チャ

の育成 

運営し、放射

分野融合に

識者に依頼

開催（１回）

素材を設計

の構築

＜

進する実証環

るサイクル

たなシーズ創

ミアのマッチ

でのMI活用の

ータの収集

の整備 

（令和元

産業利用を

化改修を実

ャンバー系容

射光科学、

による新技術

） 

計する新たな

＜リーディ

＜地方創

環境を整備

を構築 

創出 

チング 

のコーディ

・生成・整

元年度２月

を促進するた

実施 

容器改修、マ

Ⅲ 地域の

2,6

MI（マテ

術開発等を

な手法 

7,0

ングプロジ

創生推進交付

備することで

ィネート 等

整理等に要す

210,0

経済対策補

ため、企業

マイクロマシ

の元気づくり

695 千円 

リアルズ・

を促進 

000 千円 

ジェクト＞

付金事業＞

で、ビーム

等 

する経費

000 千円 

補正対応）

業ニーズが

シン整備等

 

 

 

 



 

 

 ④

 

 ⑤

 

 ⑥

ひょうごメタ

工業技

核にし、

加工技術

○ 金属

○ 中小

○ ひ

県

材研

スーパーコ

スーパ

拠点の形

○ スー

 運

○ 高度

 運

 施

 事

(新)先端技

県外高

交流機会

○ 技術

 高

ー

タルベルトを中

技術センタ

、次世代産

術の開発、

属新素材の

小企業向け

ょうごメタ

県立大学・

研究及び3D

コンピュー

パーコンピ

形成や、イ

ーパーコン

運用主体 

度計算科学

運営主体 

施設機能 

事業内容 

技術人材集

高度人材と

会の創出に

術交流デス

高度人材交

ーターを配

中核とした金属

ターのサテラ

産業の部品製

技術移転を

の製造・加工

けのセミナー

タルベルトコ

東北大学(

D造形技術の

ータの産業利

ピュータ「富

イノベーシ

ンピュータ

特定国立研

学研究支援セ

(公財)計算

研究支援機

セミナーの

プ支援、ス

集積促進事業

と県内産業界

により「富岳

スクの設置

交流・育成事

配置 

198 

属新素材開発

ライトとし

製造で高付

を推進 

工技術の構

ーや技術講

コンソーシ

(学)、工業

の開発を促

利用への支

富岳」の立

ョンと新産

「富岳」

研究開発法

センター

算科学振興

機能、産業

の開催、FO

ステップア

業の実施

界・研究機

岳」に向け

（１人）

事業を企画

発の普及

＜

して設置す

付加価値化

構築 

講習会等の実

シアムの運営

業技術ｾﾝﾀｰ(

促進するため

支援

立地のメリッ

産業の創出

法人理化学研

興財団 

業利用支援機

OCUSスパコ

アップ支援）

関等との更

けた環境を整

画、実施する

＜リーディ

＜地方創

る金属新素

を実現する

実施 

営 

(官)、企業

めの連携組

ットを発揮

を推進 

研究所 

機能、普及

コンの利用提

）、スパコ

＜地方創

更なるネッ

整備 

るための窓

Ⅲ 地域の

39,3

ングプロジ

創生推進交付

素材研究セ

る金属新素

業(産)が参画

組織体を構築

110,6

揮し、新たな

及啓発機能 

提供（スタ

ン利用企業

10,0

創生推進交付

トワーク強

窓口としてコ

の元気づくり

367 千円 

ジェクト＞

付金事業＞

ンターを

材の製造、

画し、新素

築 

681 千円 

な知的創造

タートアッ

業調査等 

000 千円 

付金事業＞

強化や技術

コーディネ

 

 

 

素

造

 

術



 

 

 ⑦

○ 「

○ 高度

 

材

(新)FOCUS

県内中

大するた

○ 整備

○ 負担

ミニ富岳」

度人材の交

「ミニ富岳

材育成事業

S シミュレー

中小企業等

ため、FOCU

備内容 ・

・

・

担割合 県

の導入（

交流・育成

岳」を活用し

業を実施 

ーション人

等にシミュ

US高度計算

FOCUSスパ

実習スペー

高機能実習

県1/2、神戸

199 

１台） 

（50回程度

し、県外高

人材育成拠

レーション

算科学研究支

パコンの増強

ースの拡充

習端末の導

戸市1/2

度） 

度人材向け

点整備事業

（令和元

ンやAI等の先

支援センタ

強 

充 

導入（100台

け交流企画

業

元年度２月

先端技術活

ターの人材育

台） 

Ⅲ 地域の

画や県内技術

199,0

経済対策補

活用の裾野

育成基盤を

 

の元気づくり

術者向け人

000 千円 

補正対応）

を更に拡

を強化 

 

人

 



 

 ＜次

 ①

次世代産業の

(拡)ひょう

成長が

た支援を

○ 対象

○ 事業

 A

も

入

業

(

Io

Io

グ

 航

中

進

 ロ

ロ

業

 環

水

業

 

の育成＞ 

うご次世代産

が見込まれ

を重点的に

象分野 AI

健

業内容 

AI・IoT分野

事 

ものづくり中

入及びデザイ

業 

拡)ものづ

oT 導入支援

oTものづく

グ事業 

航空・宇宙

事  

中小企業航空

進事業 

ロボット分

事  

ロボット実用

業 

環境・エネ

事  

水素等次世代

業分野参入促

産業高度化プ

れる次世代産

に展開し、安

I・IoT、航

健康・医療、

野 

業 名 

中小企業 Io

イン開発支

づくり中小

援事業 

り企業マッ

宙分野 

業  名

空機分野参入

分野 

業  名

用化･普及促

ネルギー分野

業  名

代エネルギ

促進事業 

200 

プロジェクト

産業分野を

安定的かつ

航空・宇宙、

、及びこれ

oT 導

支援事 相談

企業

①AI

設

②Io

能

型

③(新

専

神

ッチン

①推

る

②適

援

入促 航空

査等

促進事
専門

野 

ギー産 セミ

作・

トの推進

＜一部

を対象に、事

つ良質な雇用

、ロボット

れらの分野に

談窓口の開設

I・IoT・クラ

設置や実現可

oT、AI 等導

能な社内人材

型講座を実施

新) AI・IoT

専門家を配置

神戸（仮称）

推進員による

る IoT の導入

適切な IT 導入

援の展開によ

空機産業参入

等技術者養成

門家派遣等に

ナーの開催

人材育成を

部リーディ

（一部法

事業の高度

用を戦略的

ト、環境・エ

における雇

主な内容

設やｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞ

ラウドの導入

可能性調査、

導入の旗振役

材を養成する

施 

T・ロボット

置しスマート

の取組を進

る個別マッチ

入等を支援 

入のため、専

よる相談後の

主な内容

入に不可欠な

成を支援 

主な内容

による試作を

主な内容

催による参入

を支援 

Ⅲ 地域の

566,4

ングプロジ

法人県民税超

度化や新規参

的に創造 

エネルギー

雇用促進 

容 

ﾞｰ派遣によ

入に向け、相

テスト運用

役、導入後の

る実践的なハ

トの普及支援

トものづくり

進める 

チング、商談

専門家派遣

のフォローを

容 

な認証取得や

容 

を支援 

容 

入支援、認証

の元気づくり

497 千円 

ジェクト＞

超過課税）

参入に向け

ー、 

る支援 

相談窓口の

用等を支援

の運用が可

ハンズオン

援ができる

りセンター

談会等によ

・伴走型支

を実施 

や非破壊検

証取得や試

 

 

 

け



 

 ②

 

 ③

 健

医

事

 雇

地

進

事

支

 

(新)先端高

県内の

結を契機

○ もの

導

討、

○ 先端

最

○ デモ

企

入工

航空産業非

本県の

成する

○ 設置

○ 主要

○ 非破

浸

磁

超

健康・医療

事  

医療・介護機

事業 

雇用促進分

事  

地域次世代産

進事業 

事業拡大雇い

支援事業 

高度加工機

の中小企業

機として、

のづくり技

導入機器を

、成果検証

端シンポジ

最先端工作

モンストレ

企業の技術

工場の視察

非破壊検査

の航空関連

トレーニン

置場所 県

要設備 浸

破壊検査員

コース名

浸透探傷

磁粉探傷

超音波探傷

療分野 

業  名

機器分野参入

分野 

業  名

産業雇用創

い入れ人材

機器活用人材

業に対し技術

最新工作機

技術の先端化

を活用した人

証 等 

ジウムの開催

作機器の活用

レーション、

術者等が実際

察 

査トレーニン

連産業の生産

ングセンタ

県立工業技術

浸透探傷(PT

員の養成 

名 

（PT） 

（MT） 

傷（UT）
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入促進
専門

創造推 県民

の次

材確保 当プ

資等

材育成事業

術を普及啓

機器を活用

化・高度化

人材育成の

催 

用方策や技

、視察会の

際に機器利

ングセンタ

産力、競争

ーを運営

術センター

T)、磁粉探

受講時間

59時

59時

120時

門家によるア

民局・県民セ

次世代企業と

プロジェクト

等の事業拡大

業の実施

啓発するた

用する人材

化研究会（仮

の方策、先端

術者育成手

の開催 

利用を体験す

ターの運営

争力の向上を

ー 

探傷(MT)、超

間 期

時間 ８

時間 ８

時間 15

主な内容

アドバイスや

主な内容

センターに推

と求職者のマ

トに関連する

大等に伴う新

め、DMG森

を育成 

仮称）の設

端技術の地

手法の地域企

する機会の

＜地方創

を図るため

超音波探傷

期間 定

日間 ５

日間 ５

日間 ５

Ⅲ 地域の

容 

や試作支援 

容 

推進員を設置

マッチングを

る新分野進出

新規雇用を支

2,0

森精機との連

設置 

地域への波及

企業への普

の提供や先端

16,2

創生推進交付

め、非破壊検

傷(UT) 

定員 

５人 

５人 

５人 

の元気づくり

置し、地域

を支援 

出、設備投

支援 

000 千円 

連携協定締

及方策の検

普及を促進

端機器導

281 千円 

付金事業＞

検査員を養

受講料 

719,000円

670,000円

652,000円

 

締

検

 

養



 

 ④

 ⑤

次世代産業

ひょ

進のため

○ 対 

○ 対象

○ 対象

○ 補助

 次

連

 具

○ 補 

○ 補助

○ 件 

 

(新)成長産

次世代

究機構

業分野別

○ 成長

研

企業

○ プロ

国

や、

○ ネッ

コ

ニー

○ 企業

 

業分野での

うご経済・雇

め、新規参

象 者 事

象分野 次

象経費 事

助要件 

次世代産業

連携が行わ

具体的な事

助 率 1/

助上限 10

 数 10

産業育成コ

代産業分野

（NIRO）を

別のコンソ

長産業育成

研究プロジ

業からの個

ロジェクト

国等の研究

、コンソー

ットワーキ

コンソーシ

ーズや技術

業コンサル

の企業間連携

雇用活性化

参入等に向け

事業化等に向

次世代産業分

事業化等に向

業分野への新

われているこ

事業化計画

/3 

0,000千円/

0社 

コンソーシア

野におけるイ

を中心に、県

ソーシアムを

成推進員の設

ジェクト等の

個別相談にも

ト推進会議の

究開発プロジ

ーシアム発の

キング交流会

シアムに参画

術シーズ等を

ルティングの

202 

携による成

化プランの

けた生産体

向けて他者

分野（航空・宇

向けて県内

新規参入等

こと 

（取引量・

/社 

アム推進事

イノベーシ

県内関係企

を構築 

設置（２人

の立ち上げ

も対応でき

の開催 

ジェクトの

のプロジェ

会の開催

画する企業

を情報交換

の実施 

成長の促進

重点分野で

体制の整備に

者と連携を行

宇宙、ロボット

内で行う生産

等に向けて複

売上増加

事業の実施

＜

ション創出

企業や大学、

人） 

げ支援やマ

きる人材と

の募集内容

ェクトの進捗

業、大学・研

換 

である次世

に対して支

行う県内中

ト、環境・エネル

産用設備機

複数の企業

目標等）が

＜リーディ

＜地方創

（法

を促進する

研究機関

ネジメント

してNIRO内

をふまえた

捗管理、指

研究機関等

Ⅲ 地域の

60,0

世代産業分野

支援 

中小企業（大

ルギー、健康・医

機器等の導入

業による効果

があること 

17,1

ングプロジ

創生推進交付

法人県民税超

るため、新産

関等で構成す

ト等を実施

内に設置 

たマッチン

指導、助言

等が一堂に会

の元気づくり

000 千円 

野の成長促

大企業は除く）

医療、AI・IoT）

入 

果的な 

等 

55 千円 

ジェクト＞

付金事業＞

超過課税）

産業創造研

する成長産

施するほか、

グの検討

を実施 

会し、企業

 

促

 

 

 

 

研

産

業



 

 ⑥

     

 

 ⑦

最先端技術

成長産

的研究へ

○ 対 

○ 対象

 

○ 助成

補

補

採

   ※ 

医療ともの

医療機

成果を活

運営費交

○ 医産

 設

 事

○ 医療

 事

○ 医産

 医

 医

・

・

 

術研究（CO

産業分野の

への移行を

象 者 産

象産業 航

   AI

成内容 

区分 

補助金額 

補助期間 

採択件数 

共同研究

中心とした

のづくり産業

機関及び県

活用した、

交付金の内

産学連携拠

設置場所 

事業内容 

療現場にお

事業内容 

産学連携推

医産学連携

医工連携セ

医工連携セ

学術交流講

OE プログラ

の事業拡大

を目指す予備

産学官の共同

航空・宇宙、

I・IoT・ビ

可能性

100～

６

究体制の構築

た萌芽的・

を結ぶ医・産

県内ものづ

新産業の創

内数） 

拠点の運営

姫路駅サテ

医療機器等

提供、共同

おける先端医

医産学連携

医療機器等

推進の体制整

携コーディネ

セミナー等の

セミナーの

講演会（６

203 

ラム）の推

・新規参入

備的、準備

同研究チー

ロボット、環

ビッグデータ

調査・研究

～1,000千円

１年 

６件程度 

築とともに

準備的な

産・学連携拠

くり企業と

創生、最先端

（11,291千

テライトラ

等の開発･改

同研究開発

医療機器共

携拠点から

等の共同研

整備（12,9

ネーター等

の開催 

の開催（６回

６回）等 

推進

＜一

入を促進する

備的な研究プ

ーム 

環境・エネル

タ、自動運

究※ 

円 

原

20

に、先行技術

レベルの研

拠点の形成促

と連携する拠

端医療工学

千円） 

ラボ（姫路

改良に関す

発のマッチ

共同研究開発

らのフィー

研究開発 

917千円）

等の設置 

回） 

一部地方創

るため、産

プロジェク

ルギー、健康

運転、ドロー

応用

1,000～1

原則１年

0件程度(う

術や市場調

研究調査 

促進

拠点を整備

学技術の実用

ターミナル

する企業への

ング支援 

発（5,000千

ドバック情

Ⅲ 地域の

105,4

創生推進交付

産学官連携に

クトに対し助

康医療、新素

ーン 等 

用研究 

10,000千円

（最大２年）

うち継続８件

調査及び予備

29,2

備し、県立大

用化等を推

ルスクエア

の技術相談

等 

千円） 

情報を活用

の元気づくり

441 千円 

付金事業＞

による本格

助成 

素材、 

円 

） 

件)

備的実験を

208 千円 

大学の研究

推進（再掲：

４階） 

談・情報 

した先端

 

 

格

究



 

 ⑧

 

 ⑨

ドローンの

次世代

務の効率

活用し、

○ 実証

 想

行

分

官

○ 有識

○ 全国

(拡)異業種

技術

流の取組

ア 異業種

○ (拡

 県

兵

 

を

○ 対象

○ 補助

の先行的利

代産業の創

率化に向け

その効果

証実験の実

想定分野 

区 分 

行政 

分野 

深掘

検

新た

利活

官民連携分

識者会議の

国的な展示

種交流事業

・サービス

組を支援し

種交流グル

拡)補助対象

県内の商工

兵庫県中小

(新)ひょう

を中心に活

象事業 新

を

助限度額 １

利活用 

出、県民の

、県と神戸

を示すこと

実施 

分野

掘り 

検証 

防災

農林

点検

たな 

活用 

警察

土木

分野 

物流

農林

水産

の開催（３回

示会出展等の

業への支援

等の分野に

し、中小企業

ループに対す

象  

工会議所、商

小企業団体中

うご産業活性

活動する異業

新分野進出、

をテーマに

グループ当

204 

の更なる安全

戸市が連携し

とで、県内企

野 

災 遠隔避

林 野生動

検 貯水施

察 海難救

木 海岸道

流 災害時

林 農業

産 水産業

回） 

の普及啓発

において、

業の連携に

する補助

商工会、兵

中央会の会

性化センタ

業種交流グ

、新商品・

した異業種

当たり 1,

全安心な暮

して最新技術

企業を中心に

避難広報

動物生息調

施設の遠隔

救助（救命

道路護岸等

時・交通困

（生息状況

業（養殖状

発 

事業連携等

による新商品

（74,843千

兵庫工業会

会員企業 

ターの関係企

グループ 

新サービス

種交流活動

,500千円

＜地方創

らし、行政

術を用いた

に民間分野

内   

調査（複数機

隔点検、リス

命具投下） 

等のインフラ

困難地域等に

況の把握・A

状況の把握）

＜地方創

（法

等の可能性

品開発や販

円） 

、兵庫県工

企業 

ス・新技術

（定額、２年

Ⅲ 地域の

86,0

創生推進交付

政サービスの

たドローンを

野での活用を

容 

機体同時運

スクAI判定

ラ点検 

における物

AIによる施

） 

85,4

創生推進交付

法人県民税超

性を発掘する

販路開拓等

工業技術振

術開発、販路

年間） 

の元気づくり

000 千円 

付金事業＞

の向上・業

を先行的に

を促進 

運用） 

定 

物流実証 

施肥管理）

400 千円 

付金事業＞

超過課税）

る異業種交

を促進 

振興協議会、

路開拓等

 

 

 

 

交



 

 

 ⑩

 

 ⑪

○ 予定

イ 異業種

○ 設置

○ 事業

 異

 各

 異

ウ (新)成

国際

○ 対 

○ 補 

○ 補助

新事業創出

実用化

資金を無

○ 実施

○ 対象

○ 貸付

○ 貸付

○ 貸付

IT あわじ

IT産業

躍する学

換を実施

○ 開催

○ 開催

○ 実施

○ 参

 

 

 

定件数 45

種連携相談

置場所 (公

業内容  

異業種連携

各グループ

異業種連携

成果発表機

際フロンテ

 象 補

助 数 10

助内容 出

出支援貸付

化に向けた

無利子で貸

施主体 (公

象分野 生

付限度額 40

付割合 対

付期間 ５

会議の開催

業に加え、

学識者、経

施 

催時期 令

催場所 淡

施内容 講

加 者 学

5件 

談室の設置等

公財)ひょ

携アドバイザ

プに最適な専

携を促進する

機会の充実

ティア産業メ

補助期間終了

0グループ程

出展料、会場

付の実施

た研究開発資

貸付 

公財)ひょ

生活・サービ

00万円～3,

対象経費の7

５年６か月

催 

ITの高度化

経営者が一堂

令和３年３月

淡路夢舞台国

講演、シンポ

学識者、企業

205 

等による支

うご産業活

ザーによる

専門家や連

るセミナー

（1,000千

メッセ等で

了後も活動

程度 

場使用料、

資金や、生

うご産業活

ビス産業、I

,000万円

70％以内

（期限一括

化による新

堂に集まり

月頃 

国際会議場

ポジウム、

業等 

支援（9,557

活性化セン

るビジネス化

連携企業の紹

ーや交流の場

円） 

での展示を支

動を継続して

旅費 等

生活・サービ

活性化セン

T活用、もの

括償還） 

新ビジネス等

、兵庫経済

場 

政策提言報

7千円） 

ター 

化に向けた

紹介 

場の提供 

支援 

ているグル

ビス産業に

ター 

のづくり、産

等を幅広く

済活性化に

報告 

Ⅲ 地域の

た助言 

等 

ループ 

949,4

おける新規

産学連携・事

17,0

見据え、国

に資する議論

の元気づくり

440 千円 

規事業開発

事業連携 

000 千円 

国内外で活

論・意見交

 

発

活

交



 

 ⑫ 国際フロン

国際的

業総合展

○ 重点

○ 事業

○ 開催

○ 開催

ンティア産

的な技術・

展示会を開

点テーマ 水

業内容 先

催時期 令

催場所 神

産業メッセ

ビジネス交

開催 

水素、水、航

先端技術展示

令和２年９月

神戸国際展示
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2020 の開催

交流による

航空、ロボ

示会、講演会

月 

示場

催

る次世代成長

ボットビジネ

会、セミナー

長産業の育

ネス 

ー、出展企業

Ⅲ 地域の

8,0

育成等を図る

業プレゼンテ

 

の元気づくり

000 千円 

るため、産

テーション

 

産



 

 (3)

 ＜経

 ①

中小企業

経営支援の充

(拡)中小企

○ 融 

県

自然

現在

○  (拡

 県

等を

るな

区

対

融

 

業の振興、

充実＞ 

企業向け融

資 枠 3,

県内の令和

然災害や大

在の融資枠

融 

資 

枠 

事

経

一

神

合

拡)「新規開

県内におけ

を活用し、

など新規開

区 分 

対象者 

融資期間 

（据置） 

人材確保支

融資制度の運

600億円

和元年倒産件

大規模な経済

枠を維持した

 

事業展開融

経営安定融

一般事業融

神戸市独自資

合    

開業貸付」

ける起業創業

起業準備の

開業貸付の要

① 個人また

開始する方

② 営業開業

７年（１年
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支援 

運用

件数が対前

済危機に対

た上で、経

融資  

融資  

融資  

資金 

計 

の要件拡充

業を促進す

のための滞

要件を拡充

現行 

たは会社を設

方 

業し１年未満

年）以内

 

＜一部

前年比で19.

対応するセー

経営安定融資

R1 

1,000億円

1,500億円

980億円

120億円

3,600億円

充 

するため、新

滞在が認めら

充 

設立し事業を

満の方 

（融資

部リーディ

.1%増加した

ーフティネッ

資枠を拡充

R

円 1,0

円 1,8

円 6

円 1

円 3,6

新たにスタ

られた外国

を ①、②同左

③ ①②に

の資格取

10年（１

Ⅲ 地域の

資枠 3,600

ングプロジ

たことや、

トの役割を

充 

R2 

000億円 

800億円 

680億円 

120億円 

600億円 

ートアップ

国人を融資対

変更後 

左 

に該当する「経

格取得が見込ま

１年）以内

の元気づくり

0 億円） 

ジェクト＞

頻発する

を考慮し、

プビザ制度

対象に加え

経営・管理」

まれる外国人

 

 

 

度

え

人
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○  (拡)「観光・おもてなし貸付」の整備 

観光におけるナイトライフの充実を支援するとともに、ホテル等の整備

を促進するため、「観光等設備貸付」を「観光・おもてなし貸付」に改め、

融資限度額を引上げるなど、要件拡充を行う 

区 分 現行 変更後 

資金名 観光等設備貸付 観光・おもてなし貸付 

対象者 

① 旅館業法の許可を受け観光客対

象の事業を営む者 

② 観光客を対象とする観光事業を

営む者 

③ レクリエーション施設の整備を

行う者 

④ スキー場における人工降雪機等

の整備を行うもの ※１ 

①～④同左  

⑤ レストラン、バーなどナイトラ

イフの充実につながる事業を営

む者（保証対象業種※２に限る）

※２「保証対象業種」 

  原則、「風俗営業等の規制及び

業務の適正化等に関する法律」

の適用を受けない事業者 

限度額 7,000万円（④のみ５億円） 

①②③⑤：３億円 

①のうちホテル・旅館の新築

又は改修にかかるもの：30

億円 

④：5億円 

融資期間 

（据置） 

７年（１年）以内 

組合は10年（１年）以内 

（④のみ15年(２年)以内） 

①②③⑤：10年（2年）以内

④及びホテル・旅館の新築又

は改修にかかるもの：15

年(2年)以内 

利率 
1.10% 

(④のみ0.45%) 

0.70% 

(④のみ0.45%) 

※１ 対象者④については、令和２年度末までの取扱い 

○ (拡)「新技術・新事業創造貸付」の要件拡充 

水素利活用の拡大に向けた取組の推進を図るため、「新技術・新事業創

造貸付－新技術・AI・IoT促進」において「業務用燃料電池の導入を行う

者」を融資対象者として追加 

○ (新)「事業承継支援貸付」の新設 

 承継時に一定の要件の下で新・旧経営者の個人保証を不要とする新たな

信用保証（事業承継特別保証）の創設に伴い、円滑な承継支援を一層推進

するため、事業承継を対象とする「事業承継支援貸付」として新設 
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区 分 現行 変更後 

資金名 経営革新貸付-事業承継 事業承継支援貸付 

対象者 

① 事業継続が困難となっている者

から事業譲渡等により円満に事

業を承継した者 

② 中小企業経営承継円滑化法の認

定を受けた中小企業者・中小企業

者の代表者個人・事業を営んでい

ない個人 

① 中小企業者の事業承継におい

て、その事業を承継しようとする

者又は承継した者 

② 同左 

③ 兵庫県信用保証協会の「事業承

継特別保証※」を利用する者 

        ※ アかつイに該当 

         ア ３年以内に事業承継を予定する法人又はR２.１～R７.３までに事業承継を実施した

         法人で、承継から３年未満のもの 

         イ 資産超過であること、返済緩和している借入金がないこと等一定の要件を満たす者 

○ (拡)「防災促進貸付」の整備－事前の防災対策支援 

中小企業の事業継続計画（BCP）の策定を推進するため、「防災設備促進

貸付」を「防災促進貸付」に改め、BCP策定を要件化する等の見直しを実施 

区 分 現行 変更後 

名 称 防災設備促進貸付 防災促進貸付 

対 象 者 

施設の耐震改修、機械の転倒防止等

の防災関連の設備投資を行う者 

策定したBCP※に基づき、施

設の耐震改修、機械の転倒防

止等防災関連の対策を行う

者（帰宅困難者対策を行う者

を含む） 

資金使途 設備資金 設備資金・運転資金 

融資利率 

0.70%  

[多数利用建築物の耐震改修等

の場合：0.45%] 

0.45% 

融資限度額 
３億円 

[同上：15 億円] 

設備資金：15 億円 

運転資金：5,000万円 

融資期間 
10 年（据置 2年）以内 

[同上：15 年（据置 2年）以内] 

設備資金：15 年(据置 2年)以内

運転資金：10 年(据置 2年)以内

※ 中小企業庁の「中小企業 BCP 策定運用指針」に準じた BCP 等 

      ○ 災害対応貸付による復旧復興支援 

        災害により被害を受け経営の安定に支障が生じている中小企業等の資金

需要に応えるため、災害の規模・態様等に応じて、被災の都度迅速かつ適

切に災害対応貸付を制度設計 
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R元 R2

　現在の事業と異なる新しい分野に進出する者

　融資後、おおむね２年以内に売上の増加が見込まれる
者

　｢経営革新計画」の県の認定を受けた者

　事業承継を行う者又は事業承継した者

　海外事業を展開しようとする者
設備3億円
運転1億円

　新技術創造に向けた設備投資等を行う者
2億円

(うち運転1億円)

　既存設備の更新を含む設備投資を行う者 0.70

　社員寮などの就労環境や福利厚生充実のための設備
投資を行う者

0.45

　耐震化等の防災関連の設備投資やBCPに基づく対策を
行う者(帰宅困難者対策を行う者を含む）

80億円 200億円
設備15億円

運転5,000万円
0.45

設備15(2)年
運転10(2)年

　県が指定した拠点地区に進出し､県内常用雇用者を11
人(促進地域は6人)以上雇用する者

100億円 100億円 100億円 0.75 15(2)年

　県が定める産業団地の土地を購入･賃借し､進出しようとする者 10億円 10億円
5億円

(特認10億円)
1.05 10(2)年

　商業施設等の整備を行う商店街振興組合等 10億円 5億円 3億円 0.70 10(2)年

　空き店舗または空き家を拠点に事業を行う者 5億円 5億円 3,500万円 0.45 7(1)年

　①ﾎﾃﾙ・旅館の新築・改修を行う者、②ﾚｽﾄﾗﾝ・ﾊﾞｰ等ﾅｲ
ﾄﾗｲﾌの充実につながる事業を営む者、③県内のｽｷｰ場に
おいて人工造雪機等の整備を行う者

5億円 45億円
①：30億円
②：3億円
③：5億円

①②：0.70
③：0.45

①③：15(2)年
②：10(2)年)

　店舗内禁煙化や喫煙室の設置など受動喫煙防止措置
を行おうとする者

- 5億円 １箇所1,000万円 0.90

　県内で旅館業を営んでおり、耐震改修中の休業期間に
対応する従業員への賃金支払いを行う者

5億円 5億円 2億円 0.15

ユ

ニ

バ

ー

サ

ル

資

金

　観光施設のﾊﾞﾘｱﾌﾘｰ化､障害者や高齢者等を雇用する
ことに伴う設備改善を行う者

5億円 5億円 2億円 0.70 10(2)年

　新たに事業を開始する者 100億円 100億円
3,500万円

(経営者保証免除貸付

500万円)

　個人事業主又は法人の経営者で､いったん事業を廃止
し､事業廃止から５年以内に再起業を図る者

5億円 5億円 2,000万円

経営円滑化貸付
　最近３か月間の売上が前年同期に比べ５％以上減少し
ている者

1億円 0.80 10(2)年

　県が指定する災害により、事業所等に被害を受けた者

　国が指定する大規模な経済危機、災害等の事象により
売上が前年同期に比べ15％以上減少している者

2億8,000万円 10(2)年

  倒産事業者に対して50万円以上の債権を有する者 10億円 10億円

　取引先金融機関の破綻･合併等により資金調達に支障
が生じている者

10億円 10億円 1.50

　中小企業再生支援協議会の支援を受け、今後の再生が
見込める者

50億円 50億円 2億円 1.40 15(3)年

　金融機関及び認定経営革新等支援機関の支援を受け、
自ら事業計画の策定等を行う者

30億円 30億円 2億8,000万円 1.00
設備 7(1)年
運転 5(1)年

借
換

資
金

　中小企業融資制度等の既往借入金の借換により､経営
の安定・改善が見込まれる者

200億円 200億円 1億円 1.50 10(1)年

　長期の一般的な運転資金を必要としている者 535億円 300億円 5,000万円 10(2)年

　短期の一般的な運転資金を必要としている者 110億円 80億円 3,000万円
１年

又は0.5年

50億円 50億円 2,500万円 1.40

10億円 10億円

175億円 175億円

経営活性化資金 　取扱金融機関と１年以上の与信取引のある者 100億円 65億円
設備 5,000万円
運転 3,000万円

金融機関所定
設備 7(1)年

運転 5(0.5)年

　神戸市に主たる事業所があり、事業拡張や雇用増を伴う
設備投資を行う者

3億円 3億円 1億円
(拡張)
0.85

（雇用）0.80

拡張10（2）
雇用10(2)、7(2)

　神戸市に主たる事業所がある者で、夏期・冬期・年度末
の一時的な運転資金を必要とする者

30億円 30億円 4,000万円 別途定める 0.5年

5億円 5億円 400万円 1.40

1億円 1億円 400万円

60億円 60億円 400万円

10億円 10億円 400万円

－ 3,600億円 3,600億円 － － －

※　融資利率については、市場金利の情勢により、今後改定する可能性あり

資　　金　　名 主な融資対象（要件等） 融資限度額

防災促進貸付

経営革新貸付

事業承継支援貸付

融資枠

就労環境・福利厚生充実貸付

0.70

7(1)年

5,000万円

2,000万円

10(2)年250億円

7(1)年

1.50

10(2)年

1億円

1.20

1.20
　常時雇用する従業員20人(商業･ｻｰﾋﾞｽ業5人)以下の者

特別小規模貸付

借換等貸付

425億円

1,211億円

265億円

受動喫煙対策整備貸付

災害対応貸付

観光・おもてなし貸付

0.45

1,511億円

0.80

　災害の規模・態様等に応じて、被災の都度迅速かつ
　適切に災害対応貸付の制度設計を行う

設備投資促進貸付

7(1)年

10(1)年

危機対応貸付

企業再生貸付

経
営
安
定
資
金

経営力強化貸付

7(0.5)年

金融変化対策貸付

連鎖倒産防止貸付

合　　　　計

無担保・無保証人貸付

経
営
安
定
融
資

開
業
資
金

事
業
展
開
融
資

観
光
・
商
業
資
金

旅館等雇用対策貸付

海外市場開拓支援貸付

新
分
野
進
出
資
金

商店街活性化貸付

令和２年度　中小企業融資制度資金別一覧表

立
地
資
金

設
備
投
資

資
金

1.10
第二創業貸付

250億円

新技術・新事業創造貸付

3億円

融資利率
（％）

融資（据置）
期間

神
戸
市
独
自
資
金

こうべ若者支援貸付

特別小規模貸付
（こうべおうえん）

無担保・無保証人貸付
（こうべ無担保）

小
規
模
資
金

事業応援貸付

新規開業貸付

産業団地進出貸付

小規模無担保貸付

短期資金

　神戸市に主たる事業所がある者で、常時雇用する従業
員20人(商業･ｻｰﾋﾞｽ業5人)以下の者

ユニバーサル推進貸付

拠点地区進出貸付

再挑戦貸付

空き店舗等再生貸付

一
般
事
業
融
資

長期資金　

こうべ挑戦企業支援貸付

こうべ季節貸付

小規模無担保貸付
（こうべ小規模）



 

 ②

 

 

 ③

     

 ④

中小企業設

中小企

長期割賦

センター

○ 実施

○ 対象

○ 貸付

○ 資金

＜割賦制

○ 割賦

○ 貸与

＜リース

○ リー

○ 貸与

※割

ひょうごオ

優れた

すると

○ オン

Ｈ

○ オン

 支

    

 

ひょうご中

技術力

中小企業

○ 評価

○ 評価

○ 評価

設備貸与の

企業におけ

賦販売及び

ーに貸付 

施主体 (公

象企業 従

付限度額 １

金負担割合 県

制度＞ 

賦損料 0.

与期間 10

ス制度＞ 

ース料 0.

与期間 10

割賦損料、

オンリーワ

た技術・ノ

ともに、オ

ンリーワン

ＨＰによる

ンリーワン

支援内容 

・補 助 率

・補助件数

中小企業技

力・成長性

業者等に対

価対象者 技

価経費 標

価件数 12

の実施 

ける先進機器

びリースする

公財)ひょ

従業員21人以

億円 

県1/2、セン

70％～1.9

0年以内 

95％～2.9

0年以内 

リース料率

ワン企業の創

ウハウを有

オンリーワン

ン企業への支

る情報発信

ンを目指す企

販路開拓支

率 1/2（補

数 10件 

技術・経営力

性を有してい

対し、創業後

技術力等を有

標準型 105

25件 

211 

器・省エネ

る事業に要

うご産業活

以上300人以

ンター1/2

95％ 

94％ 

率は令和元

創出支援

有し、競争

ンを目指す

支援 

（日本語・

企業への支

支援、製品

補助上限：1

力評価制度

いるが、信

後１年経過

有し、成長が期

5千円、オー

ルギー等機

要する資金

活性化セン

以下の中小

元年度の数値

争力が高いオ

す中小企業の

英語）等

支援 

品開発・改良

1,000千円）

度の運用

信用力不足等

過の企業を対

期待される県

ーダーメイ

[貸与事

機械設備の

を(公財)ひ

ター 

小企業 等 

値 

オンリーワ

の販路開拓

良への支援

） 

等により、

対象に評価

県内中小企業

イド型210千

Ⅲ 地域の

事業規模 1

導入を支援

ひょうご産業

12,2

ワン企業を認

拓等の取組

援 等 

8,7

融資を受け

価書を発行 

業者（創業後

千円 

の元気づくり

5 億円] 

援するため

業活性化

262 千円 

認定・顕彰

を支援 

702 千円 

けられない

１年以上）

 

、

彰

い



 

 

 ⑤

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 ⑥

○ フォ

 専

 

(拡)ひょう

専門人

ージャー

材のマッ

○ 設置

○ 業務

 相

 民

 

小規模企業

経営革

備を長期

センター

ォローアッ

専門家派遣

一定の評

・派遣回数

うご専門人

人材に関す

ー等を増員

ッチングを

置場所 (公

務内容 

相談対応、

民間人材ビ

業者等設備

革新に取り

期割賦販売

ーに貸付 

総括コー

人材マ

戦略マ

戦略マ

ップの実施

遣数 26件

評価を下回っ

数３回まで企

人材相談セン

する相談窓

員して体制を

を実施 

公財)ひょ

人材ニーズ

ビジネス事業

備貸与支援の

組む小規模

売、リースす

ーディネー

ひょ

マッチング担

 

 
マネージャー

担当

(拡)マネー

マネージャ
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った企業に

企業負担1/

ンターの設

口である「

を強化し、

うご産業活

ズの掘り起

業者と連携

の実施

模企業者を

する事業に

ーター 

ょうご専門

担当 

ーが

ージャー２名

ャー 

について、企

/3（４回目

設置・運営

「ひょうご専

民間事業者

活性化セン

起こし 

携した専門人

を支援するた

要する資金

人材相談セ

人材ニー

マネー

名、アシス

企業負担を

目以降は1/2

＜地方創

専門人材相

者と連携し

ター 

人材のマッ

[貸与事

ため、小規

金を(公財)

センター

ーズ発掘・相

 

 
ージャー 

スタント１名

Ⅲ 地域の

を軽減 

2） 

32,2

創生推進交付

相談センター

て中小企業

ッチングを支

事業規模 2

規模企業者等

ひょうご産

相談担当 

３名 

名 

の元気づくり

224 千円 

付金事業＞

ー」にマネ

業と専門人

支援 

22 億円] 

等に機械設

産業活性化

 

 

人

設

化



 

 ⑦

     

     

 

 ⑧

○ 実施

○ 対象

○ 貸付

○ 資金

＜割賦制

○ 割賦

○ 貸与

＜リース

○ リー

○ 貸与

※割

 

がんばる小

小規

より、

○ 対 

○ 事業

 販

 

  

    

    

 展

事業継続支

中小企

中小企業

○ 対 

施主体 (公

象企業 従

付限度額 １

金負担割合 中

制度＞ 

賦損料 0.

与期間 10

ス制度＞ 

ース料 0.

与期間 10

割賦損料、

小規模事業

規模事業者の

中小企業振

象 者 経

施

業内容 

販売促進ツ

・対象経費

    

・補 助 率

・補助件数

展示会共同

・対象経費

・補 助 率

支援事業の

企業の事業

業の事業継

象 者 以

公財)ひょ

従業員20人以

億円 

中小機構1/3

70％～1.9

0年以内 

95％～2.9

0年以内 

リース料率

業者への支援

の経営課題

振興条例が

経営革新計画

施する小規模

ツール作成支

費 小規模事

  （チラ

率 1/2（上

数 20件 

同出展への支

費 大規模展

率 定額（ブ

の実施 

業承継を支援

継続を支援

以下の要件を

213 

うご産業活

以下の小規

3、県1/3、

95％ 

94％ 

率は令和元

援

題である営業

が掲げる小規

画または経

模事業者

支援（5,00

事業者が行

ラシ・ＤＭ

上限250千円

支援（16,6

展示会への

ブース借上

援するため

を満たす県

活性化セン

規模企業者等

センター1

元年度の数値

業・販路開

規模事業者

経営力向上計

00千円）

行う販売促進

・ウェブサ

円） 

632千円）

の兵庫県ブー

上代の1/2相

め、事業承継

県内の中小企

ター 

等 

1/3 

値 

開拓に対す

者の成長発展

計画に基づ

進ツールの作

サイト作成、

ースとして

相当）（230

（法

継時に発生

企業者 

Ⅲ 地域の

21,6

る支援を行

展を促進 

づき新たな取

作成等に必

、広告掲載

ての共同出展

0千円） 

131,7

法人県民税超

生する経費

の元気づくり

632 千円 

行うことに

取組を実

必要な経費

載等） 

展経費 

783 千円 

超過課税）

費を補助し、

 

 



 

 

 ⑨

 商

 事

○ 実施

○ 補助

補

補助

※店

○ 補助

(新)ひょう

中小企

向上に向

○ 対 

○ 対象

 プ

 顧

 企

商工会・商

事業承継を

施手法 商

助内容 

補助対象経費

補助率 

限度額 １年

２年

３年

合計

店舗賃借料

助件数 新

うごプラチ

企業の経営

向けた取組

 象 県

象者の資質

プレセミナ

・内  容

・参加社数

・回  数

顧客価値創

・内  容

・対 象 者

・参加社数

・回  数

企業の改善

・内  容

・対 象 者

・参加社数

商工会議所の

を実施した者

商工会・商工会

費 店舗

年目 1,0

年目 1,0

年目 1,0

計 3,0

料は第三者承

新規30件、継

チナ成長企業

営力強化や事

組を実施する

県内中小企業

質向上の取組

ナー 

容 経営計画

数 250社

数 ５回 

創造セミナー

容 経営計画

者 プレセ

数 30～50社

数 ４回（連

善活動の実践

容 改善計画

者 セミナー

数 10社程度
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の指導を受

者、もしく

会議所を通じ

舗賃借料 広

000 千円

000 千円

000 千円

000 千円

承継時のみ

継続48件

業創出事業

事業継続へ

るとともに

業（成長期

組 

画策定、PD

ー 

画策定、PD

ミナー参加

社 

連続講座）

践支援 

画を策定し

ー受講企業

度 

受け、事業承

くは補助期間

じて、事業承

広告宣伝等事務

1/2 

1,000 千円

1,000 千円

1,000 千円

3,000 千円

み補助 

業の実施

への支援の強

に、この取組

期待企業中心

DCAサイクル

DCAサイクル

加者 

 

し、改善活動

業から選定

承継計画を

間中に事業

承継計画を策定

費
建物改

設備導

円 2,000

円 ―

円 ―

円 2,000

（法

強化を図る

組を評価す

心） 

ルの重要性

ルの実践方

動実践とフ

Ⅲ 地域の

を策定した者

業承継を実施

定した中小企

改修費 

導入費 

千円 

― 

― 

千円 

6,9

法人県民税超

るため、経営

する認定制度

性、経営革新

方法 

ォローアッ

の元気づくり

者 

施する者

企業へ補助

942 千円 

超過課税）

営者の資質

度を創設

新の必要性

ップを実施

 

 

質

性 

施 



 

 

 ＜人

 ①

 

○ 認定

人材確保支援

中小企業従

中小企

増進によ

○ イン

 対

 補

○ 人間

 対

 補

○  新

専

点的

 重

 実

○ 非正

(公

ァミ

 対

 補

 補

定制度の概

援＞ 

従業員の福

企業従業員

よる生産性

ンフルエン

対  象 

補 助 額 

間ドック利

対  象 

補 助 額 

新規会員獲得

専門嘱託員

的な加入促

重点加入促

実施期間 

正規雇用労

公財)兵庫県

ミリーパック

対  象 

補 助 額 

補助期間 

概要 

福利厚生支援

員共済事業

性の向上に資

ンザ予防接種

会員及び配

3,000円

利用料補助

会員及び配

20,000円

得に向けた

員による商工

促進の展開

促進企業 2

令和元年度

労働者福利厚

県勤労福祉

ク)への非正

パート・ア

会費（月額

新規加入か
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援

（ファミリ

資する健康

種料補助

配偶者 

配偶者（い

た重点加入促

工会・商工

20人以下の

度～令和３

厚生加入促

祉協会が実

正規雇用労

アルバイト

額500円）の

から３年

ーパック）

康分野にお

いずれも満3

促進 

工会議所、地

の小規模事業

３年度 

促進事業 

実施している

労働者の加入

ト、契約社員

の1/2 

（法

）に助成を

ける福利厚

35歳以上）

地域金融機

業者 

る中小企業

入促進 

員、派遣社

Ⅲ 地域の

122,8

法人県民税超

を行い、従業

厚生事業を充

 

機関等と連携

業従業員共

社員 等 

の元気づくり

 

891 千円 

超過課税）

業員の健康

充実 

携した、重

済事業(フ

 

 

康

重



 

 ②

 ③

 

 

(拡)建設業

建設産

への技術

○ 定時

定

 補

 訓

 補

 

○ 工業

県

習会

 補

 補

○ 小中

     小

 補

 補

○ (拡

女

 補

 補

○ 電設

     工

 補

○ (新

 建

 補

 

(再掲)中小

業における

産業の持続

術継承に対

時制高校生

定時制高校生

補助対象 

訓練期間 

補 助 率 

業高校生資

県内工業高

会を開催 

補助対象 

補 助 率 

中学生向け

小型建設機

補助対象 

補 助 率 

拡)女子高校

女子高校生

補助対象 

補 助 率 

設工業展へ

工業高校生

補 助 率 

新)入職促進

建設業団体

補 助 率 

小企業情報

る若年者の入

続的な発展を

対する支援を

生等入職促進

生等を期間雇

建設企業

６か月 

1/2 

資格取得支援

高校生を対象

建設業者団

1/2 

け等建設業体

機械等を使用

建設業者団

1/2 

校生と女性技

生と建設業で

建設業者団

1/2 

への参加（2

生を電設工業

1/2 

進に関する研

体等が取り組

1/2 

報発信支援事
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入職促進・

を図るため

を実施 

進事業（7,

雇用し、働き

援講習会

象に、建設

団体等 

体験会（90

用した体験

団体等 

技術者との

で働く女性

団体等 

271千円）

業展に招待

研修への支

組む入職促

事業（参照

人材育成

め、若年者の

,896千円）

きながら技能

（483千円）

業への入職

00千円）

験イベント

の意見交換会

性との意見交

待 

支援（421千

促進に関す

照 P357）

の確保に向

 

能を習得する

 

職促進に繋

を開催 

会（119千

交換会等を

千円） 

る研修費用

Ⅲ 地域の

10,0

けた取組や

るための訓練

繋がる資格取

円） 

を開催 

用の一部を補

16,6

の元気づくり

090 千円 

や次の世代

練を実施 

取得支援講

補助 

657 千円 

 

代

講



 

 ＜地

 ①

 ②

 

 ③

地場産業の振

 (新)地場

県内地

開発等に

○ 対

○ 補

○ 補助

○ 補助

○ 予定

(拡)地場産

産地の

開のため

○ 対象

清

豊

○ 対象

ニ

出展

能力

拓の

○ 補助

 国

首

(新)ひょう

国内有

とによ

○ 事業

振興＞ 

場産業の海外

地場産地企

に対して支

象 者 海

助 率 1/

助限度額 5,

助期間 ３

定件数 ５

 

産業のブラ

のブランド

めの新技術

象産地 

清酒、ケミ

豊岡かばん

象事業 

ニーズに応

展・開催、

力を有する

の取組 等

助限度額（定

国内展開4,

首都圏販路

うご天然皮革イ

有名ブラン

り「ひょう

業内容 

外展開支援

企業が海外展

支援 

海外展開を行

/2以内 

000千円/年

３年以内 

５件 

ランド力強化

ド力強化を促

術開発、人材

カルシューズ

ん、淡路瓦、

応じた新製品

国内外市場

る人材の育成

等 

定額） 

000千円・

路開拓4,000

インバウンド

ンドとタイア

うごの天然皮
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援

展開するた

行う産地中

年 

化の促進

促進するた

材育成、首

ズ、真珠、

、線香、(新

品・新技術

場における

成、首都圏

海外展開4

0千円 

向けプロモー

アップした

皮革」ブラ

ためのブラ

中小企業等

ため、産地組

首都圏での取

播州織、三

新)蒲鉾 等

術・デザイン

マーケティ

でのアンテ

4,000千円

ーション事業の

た海外向けプ

ランドの知名

＜地方創

ンド戦略か

＜地方創

組合等が行

取組を支援

三木金物、

等 

ンの開発、

ィング調査

テナショッ

・人材育成

の実施

＜地方創

プロモーシ

名度強化を

Ⅲ 地域の

25,0

創生推進交付

から新商品

40,5

創生推進交付

行う販路拡大

援 

皮革、素麺

国内外の展

査、ものづく

プを核とし

成2,000千円

4,0

生推進交付

ションを支援

を推進 

の元気づくり

000 千円 

付金事業＞

・新技術の

500 千円 

付金事業＞

大、海外展

麺、 

展示会への

くりの専門

した販路開

円 

000 千円 

付金事業＞

援するこ

 

 

 

展

門

開

 



 

 

 ④

 

 

 

○ 実施

○ 補 

産地クリエ

マーケ

ターを養

活動、イ

○ デザ

 補

 対

 補

○ 産地

 補

 対

 補

○ 国内

 補

 対

 

 対

 

 補

東京の店舗

国内有名ブ

海外向け情

施手法  県

助 率 1/

エーター養

ケット需要

養成するた

インターン

ザイナー等

補助対象者 

対象経費 

補助限度額 

地若手グル

補助対象者 

対象経費 

補助限度額 

内外商社等

補助対象者 

対象事業 

    

対象経費 

    

補 助 率 

舗内に特設

ブランドと

情報発信ツ

県皮革産業協

/2 

養成の促進

要に沿った新

ため、デザイ

ンシップ等を

等と連携した

産地組合等

企画・デザ

1,000千円

ループの交流

県内産地の

会場借上費

300千円/件

等でのインタ

産地組合等

国内外商社

国内外の技

海外インタ

国内外の技

1/2以内
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設コーナー設

のコラボ製

ールの作成

協同組合連

新製品開発

イナーとの

を支援 

た新製品開

等 

ザイン料、

円/件（定額

流活動支援

の若手グル

費、旅費、

件（定額）

ターンシッ

等 

社等でのマ

技術学校等

ターンシッ

技術学校等

設置、ワー

製品の作成

成 

連合会へ補助

発や新たな販

のコラボ、次

開発 

製作費、原

額） 

援 

ループ 

製作費、原

 

ップ・留学

マーケティ

等での技能等

ップ・留学に

等への留学に

ークショップ

成 

助 

＜地方創

（法

販路拡大を

次代を担う

原材料費 

原材料費等

ングノウハ

等の修得 

に要する渡

に要する授

 

Ⅲ 地域の

プの開催 

15,0

生推進交付

法人県民税超

を担う産地

若手グルー

等 

等 

ハウ修得 

渡航費 

授業料 

の元気づくり

000 千円 

付金事業＞

超過課税）

クリエー

ープの交流

 

 

 

流



 

 ⑤

 

 

 

 ひょうご

新たな

代を対象

うごの地

報発信を

○ 実施

○ 実施

ごのファッシ

な市場開拓

象に開催さ

地場産品を

を支援 

施時期 令

施場所 神

ションイベ

拓や認知度拡

されるファ

をコーディネ

令和２年９月

神戸市内 
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ベントへの出

拡大を推進

ッションイ

ネートした

月下旬（予

出展支援

進するため、

イベント（K

たステージ

予定） 

＜地方創

、30～40代

KOBE PREMI

･ブースを設

Ⅲ 地域の

8,3

生推進交付

代を中心とし

IUM Night）

設け、産地

の元気づくり

320 千円 

付金事業＞

した大人世

に、ひょ

地企業の情

 

 

世



 

 

 (4)

 ①

 

税

補

※

※

※

※

企業誘致

(拡)新規産

地域経

産業立地

区分

税軽減 
不動

法人

補助金 

設備

雇用

オフ

促進

新産

進賃

(拡

業向

ス賃

外資

設立

※１ 新たな経

※２ 但馬地域

区域に限る

※３ 事務所及

であること

※４ 企業の試

積に資す

る施設（5

致の推進 

産業立地促

経済の活性

地促進補助

分 

動産取得税 

人事業税 

備投資補助 

用補助 

フィス立地

進賃料補助 

産業立地促

賃料補助 

拡)外資系企

向けオフィ

賃料補助 

資系企業 

立支援補助 

経済環境にふ

域、丹波地域

る。）、宍粟市

及び本社機能

とを求めない

試験研究施設

る研究支援施

500 ㎡以上の

促進補助・税

性化と雇用機

助、税の軽減

工場

軽減率：1/2

  (拠

要件：新規

軽減率：【一

（う

【促

要件：新規

補助率：設備

(促

要件：設備

大企

（中小企業10億

要 件：促進

補助額：新規
新規

要 件：新規
    （県

補助率：賃借
限度額：1,5
要 件：新規

補助率：賃借

限度額：1,5

要 件：中核

補助率：賃借

限度額：1,5

要 件：外

※ 進出後３年

限度額：3,0

補助率：①市

限度額：①

要 件：外

ふさわしい多様

域、淡路地域

市、上郡町、佐

能の税軽減と

い。 

設等のための建

施設または地

の賃貸用床面積
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税軽減の実

機会の創出

減措置等に

場等 

2・限度額2億

拠点地区※１・

規正規雇用11人以

一般地域】

うち拠点地区

促進地域】

規正規雇用11人以

備投資額の3

促進地域は5％

備投資額 

企業20億円 

億円）以上など

進地域は大企

規正規雇用者
規非正規雇用

規正規雇用 1
県内住所必要

借料の 1/2
500 円/m2･月
規正規雇用 11

借料の1/2（

500円/m2･月、

核施設※4 に

借料の1/2（

500円/m2･月、

国・外資系企

年以内に、新規

000円/m2･月、

市場調査経費

100万円/社

国・外資系企

様な産業が集

域、西脇市、多

佐用町 

オフィス立地

建物であって

地域産業の高

積を有するも

実施

＜一部

出を実現す

により、県内

事務

億円  

促進地域※２

以上（促進地域6

 1/4・5年間

区）1/3・5年間

 1/2・5年間

以上（促進地域6

3％ 

％) 

要件：設

大

（中小企

企業、中小企

者 ：30 万円
用者：30 万円

11 人以上（促
要） 

（県 1/4、市町
、200 万円/
人以上(促進地

（県1/4、市町

、200万円/年

入居する新産

（県1/4、市町

、200万円/年

企業 

規正規雇用11人

、2,000万円

費等の1/2 ②

②20万円/社

企業の日本本

集積する拠点

多可町、神河

地促進賃料補

て、産学集積

高度化や雇用の

ものに限る）

部リーディ

るため、産

内への企業

務所 

のみ)   

6人以上）の設備

間 

間 

間 

6人以上）の事業

設備投資額 

大企業10億円 

企業５億円）以

企業ともに1億

円／人（促進
円／人（促進

促進地域 6人

町 1/4） 
年(県・市町計)
地域 6人以上)

町1/4） 

年(県・市町計)、

産業分野の企

町1/4） 

年(県・市町計)、

人以上の場合 

/年(県・市町計

②法人登記経

社 

本社 

点として、主に

河町、赤穂市、

補助では、新規

積群の形成の促

の創出に寄与

Ⅲ 地域の

1,814,5

ングプロジ

産業立地条例

業立地を促進

本社機

軽減率

限度額

備投資事業所、工

軽減率：1/3

・5

 

業所、事務所、工

補助率： 

設備投資

(促進地域

以上 

億円以上 

進地域は 60 万
進地域のみ） 

人以上）など 

、3年間 
) 

3年間 

企業（中小企業

3年間 

計)、3年間 

経費等の1/2 

に産業団地を

、たつの市

規正規雇用者

促進に寄与す

与する産業の

の元気づくり

552 千円 

ジェクト＞

例に基づき

進 

機能 

率：1/2 

:2億円 

工場※３など 

3軽減 

5年間 

工場※３など 

資額の5％  

域は7％) 

万円／人）  

業に限る） 

を指定 

（旧新宮町の

者に県内住所

する産業の集

の集積に資す

 

 

、

の

所

集

す



 

 

 ②

 ③

(新)欧州

海外

戸の立

○ 実施

○ 実施

○ 実施

 兵

 兵

 現

企業庁企業

播磨科

法の活用

とによ

○ 立地

共通 

播磨

科学

公園

都市 

淡路

津名

地区 

○ 民間

 企

 企

○ 分譲

・米国企業

外からの一

立地環境の

施地域 欧

施体制 パ

施内容 

兵庫の立地

兵庫県に進

現地外国企

 

業誘致の推

科学公園都

用、先端科

り、企業誘

地インセン

制 

割引 地

補助 
地

度 

割引 
研

促

補助 
立

援

割引 
あ

想

補助 
公

成

間活力の積

企業立地調

企業庁産業

譲予定面積

業向け一次進

一次進出を効

の魅力をＰＲ

欧州（フラン

パリ事務所、ワ

地環境プロモ

進出している

企業との交流

推進 

都市及び淡路

科学技術基盤

誘致活動を積

ンティブ一覧

度 名 

域創生割引

質等調査費

究開発型企

進割引制度

地企業研究

助成制度 

わじ環境未

支援割引制

共岸壁等使

制度 

積極的活用

調査員（淡路

業用地企業誘

積 6.5ha

221 

進出プロモー

効果的に取

Ｒ 

ンス）、米国

ワシントン州

モーション

る外資系企

流会 

路津名地区

盤や公共岸

積極的に展

覧 

制度 

費助成制

企業立地

度 

究開発支

未来島構

制度 

使用料助

路・播磨地

誘致成約報

ーションの実

＜

取り込むた

国（ワシン

州事務所、ひ

ン 

企業による兵

区において、

岸壁など各地

展開 

内

県外から本

る企業等に

20％割引(既

立地検討企

費用等 (最

SPring-8等

開発企業等

を20％割引

SPring-8等

1/2を助成

省ｴﾈ、地域ﾌ

する企業等

を20％割引

生穂地区の

頭の使用料

(最大1千万

地域誘致担

報奨金制度

実施

＜リーディ

＜地方創

め、海外に

ントン州・カ

ひょうご・神戸

兵庫の魅力

、立地イン

地区の特性

   容 

本社機能を移

に土地分譲価

既存制度併用

企業のﾎﾞｰﾘﾝｸ

最大5百万円)

等を活用する

等に土地分譲

引(併用は10％

等の機器使用

(最大1千万

ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ発展

等に土地分譲

引(併用は10％

の公共岸壁及

料の1/2を助成

万円) 

当） 

Ⅲ 地域の

4,4

ングプロジ

生推進交付

においてひょ

カリフォル

戸投資サポー

力講演 

23,9

ンセンティブ

性・優位性を

移転す

価格を

用可) 

平

ｸﾞ調査

) 
平

る研究

譲価格

％) 

平

用料の

円) 
平

に寄与

譲価格

％) 

平

及び埠

成 平

の元気づくり

491 千円 

ジェクト＞

付金事業＞

ょうご・神

ルニア州）

ートセンター

946 千円 

ブや民間手

をPRするこ

適用期間

平成28年度～

令和６年度

平成26年度～

平成26年度～

令和６年度

平成18年度～

平成24年度～

令和６年度

平成28年度～

 

 

 

神

ー

手

～ 

度

～ 

～ 

度

～ 

～ 

度

～ 



 

 

 ④

 

 ⑤

 ⑥

市町と連携

県内

推進す

業団地

○ 対象

○ 工事

○ 分譲

○ 企業

 企

 小

 

○ 令和

(新)新たな

企業

AI・Io

調査等

 

(新)グロー

外資系

進するた

○ 開催

○ 場 

○ 参 

 

○ 内 

 

携して取り

内産業団地の

する観点か

地」を整備 

象地域 小

事期間 平

譲時期 令

業庁と小野

企業庁の役

・産業拠点

・産業拠点

小野市の役

・道路、上

・地元説明

和２年度の

な産業団地

業立地の促進

oTの活用基

等を実施 

ーバル人材

系企業のグ

ため、外資

催時期 令

 所 神

加 者 県

   国

 容 OB

り組む産業拠

の需給状況

ら、企業庁

小野市市場地

平成28～令和

令和元年10月

野市の主な役

役割 

点整備に関す

点の造成及び

役割 

上下水道、公

明などの地元

の事業内容

地整備の展開

進や雇用の

基盤（５G）

材の交流促進

グローバル人

資系企業と学

令和２年６月

神戸大学六甲

県内に拠点を

国内大学・大

B・OGによる

222 

拠点の整備

況や、企業立

庁と小野市が

地区（約40

和３年度

月一部分譲

役割分担

する総合調

び分譲 

公園などの

元との協議

造成工事

開

の創出、民間

を備えた次

進

人材確保を

学生との人

月頃 

甲台キャン

を有する外

大学院に在

るパネルデ

備

立地の促進

が連携して

0ha） 

（予定） 

譲開始 

調整 

の関連インフ

議・調整への

事 等 

間企業の新

次世代型産

を支援し、兵

人材交流会

ンパス 

外資系企業

在籍する学生

ディスカッシ

進、雇用の創

て、産業拠点

フラ整備を

の積極的な

新たなニーズ

産業団地整備

兵庫県に根

を実施 

生（留学生

ション、個

Ⅲ 地域の

1,531,1

創出など地

点「ひょう

を市事業と

な協力 

55,0

ズに対応す

備に向けた

1,6

根付いた事業

生を含む） 

個別面談、交

の元気づくり

84 千円 

地域創生を

うご小野産

して実施

000 千円 

するため、

た適地検討

648 千円 

業展開を促

交流会 

 

促



 

 

 (5)

 ①

 ②

海外展開

ひょうご海

県内企

運営する

等ともに

○ ひ

 場

○ ひ

 場

 機

○ ひ

 内

 回

○ JIC

 内

 講

 回

○ ビジ

 訪

 内

(拡)新興国

ア 経済連

○ ベ

友好

るため

 開

 開

○ (拡

 

開の支援 

海外展開支

企業の海外

るとともに

に連携しつ

ょうご海外

場  所 

ょうご国際

場  所 

機  能 

ょうご海外

内  容 

回  数 

CAと連携し

内  容 

講  師 

回  数 

ジネスミッ

訪 問 先 

内   容 

 

国等との経

連携を通じ

トナム・ホ

好提携先の

め、「兵庫

開催時期 

開催場所 

拡)中国との

日本広東経

・開催時期

・開催場所

支援プロジェ

外展開を支援

に、「ひょう

つつ、ASEAN

外ビジネスセ

(公財)ひ

際ビジネスサ

中国（広州

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ(ｼ

海外ビジネ

外展開支援セ

海外展開の

５回 

した企業支援

企業の開発

JICA、金融

５回 

ッションの派

ブラジル

現地経済団

経済交流の強

じたアジア等

ホーチミン市

のベトナム

庫県・ホーチ

令和２年秋

ホーチミン

の経済連携プ

経済促進会の

期 令和２年

所 広東省

223 

ェクトの推

援するため

うご国際ビジ

N等地域にお

センターの

ょうご産業

サポートデ

州・上海・大

ｼﾞｬｶﾙﾀ)、ﾀ

ネス情報提

セミナーの

の進め方・

援セミナー

発途上国進出に

融機関、事

派遣（1,14

等(予定)

団体・企業

強化

等との友好

市との経済

・ホーチミ

チミン市経

秋頃（予定

ン 

プロジェク

の開催 

年秋頃（予

推進

め、「ひょう

ジネスサポ

おける企業

の運営（14,

業活性化セ

デスクの運営

大連）、ﾍﾞﾄ

ﾀｲ(ﾊﾞﾝｺｸ)、

提供、現地専

の開催（222

留意点、成

ーの開催（2

に向けたJICA

事例企業 等

43千円）

) 

業との意見交

好交流（4,5

済連携プロジ

ン市との経

経済促進会議

定） 

クトの推進

予定） 

うご海外ビジ

ポートデスク

業支援体制を

,974千円）

ンター内

営（7,011千

ﾅﾑ(ﾎｰﾁﾐﾝ・

、ｼﾝｶ゙ ﾎ゚ ﾙー、

専門家の紹

2千円） 

成功事例の

200千円） 

Aの支援制度紹

等 

交換、経済

565千円） 

ジェクト

経済交流、

議」を開催

（2,829千

Ⅲ 地域の

23,5

ジネスセン

ク」を設置

を強化 

 

（神戸市中央

千円） 

ﾊﾉｲ)、ｲﾝﾄ

ﾌｨﾘﾋ゚ ﾝ(ｾﾌ゙

紹介 等 

の紹介 等 

度紹介、成功事

済セミナー

21,5

（1,736千円

企業活動の

催 

円） 

の元気づくり

550 千円 

ンター」を

置し、JICA

央区） 

ﾞ(ﾃﾞﾘｰ)、

) 計10ヶ所

事例の紹介等

の開催 等

570 千円 

円） 

の促進を図

 

   

所 

等 

図



 

 

 

 ③

 

 ④

 

イ (拡)中

○ 事業

○ 対象

  

○ 補 

○ 補助

県内企業海

県内企

し県内企

○ 留学

 大

 外

 企

○ 日本

 ビ

ジェトロと

県内企

となって

○ 実施

 ポ

 県

 外

(新)関西地

・参画団体

・派遣場所

中小企業海

業内容 海

基

象企業 県

   う

※

助 率 1/

助限度額 1,

海外展開の

企業の留学

企業への就

学生インタ

大学と企業

・参 加 者

・回  数

外資系企業

企業見学会

本語ビジネ

ビジネス日

と連携した

企業の海外

ていること

施内容 

ポータルサ

県内中小企

外国人材活

地区対話訪問

体 駐大阪中

領事館主

所 福建省

海外展開支援

海外進出を

基礎及び実証

県内中小企業

うち、JICA連

※ODA事業との連

/2以内 

000千円

のための留学

学生を活用

就職を促すた

ターンシップ

業の情報交換

者 大学、イ

数 ４回 

業によるグロ

会の実施 

ネス能力向上

日本語講座、

た外国人材確

外展開におい

とから、ジェ

サイトの運営

企業のニーズ

活用に関する

224 

問団への参

中国総領事

主催) 

等 

援助成金事

目指す県内

証調査の経

業30件程度

連携枠とし

連携可能性など

学生活用の

した海外事

ため、イン

プ等の実施

換会等の開

インターン

ローバル人

上等支援

、日本語能

確保の支援

いて、海外

ェトロと連

営等による

ズを踏まえ

るセミナー

参画 

事館、関西地

事業（17,00

内中小企業に

経費に対し

度 

して５件新設

どの事前調査を

の促進

事業展開を支

ンターンシ

施（8,990千

開催 

ンシップ受入

人材育成セ

（1,630千円

能力試験Ｎ

援

ビジネスを

連携して高度

る情報提供や

えたマッチ

ー等の開催

地区の経済

05千円） 

に対し、海

て助成 

設 

を実施し、開発

支援すると

ップ等を支

千円） 

入企業等 

ミナーの開

円） 

１集中講座

を担う人材

度外国人材

やワンスト

ング支援 

等

Ⅲ 地域の

済団体・自治

海外事業展開

発途上国への事

10,6

とともに、留

支援 

開催等 

座の実施等 

4,0

材の確保が大

材確保を支援

トップ相談対

の元気づくり

治体等(総

開に関する

事業展開を促進

620 千円 

留学生に対

000 千円 

大きな課題

援 

対応 

 

進 

対

題

 



 

 

２ 力

 (1)

 ＜法

 ①

 

 ②

 

力強い農林水

農業の経

法人化支援

基幹的地域

他産業

の確立

ムを設置

○ チー

○ 事業

○ 補助

○ 補 

○ 件 

法人化促進

雇用就

するた

○ 法人

新

施設

 補

 実

 補

 負

水産業の確

経営基盤の

＞ 

域農業法人

業並の収益

に向けて、集

置 

ーム構成 ３

※

業主体 Ｊ

助対象 特

助 額 １

 数 ５

進総合対策

就農者の受

め、農業法

人化・高度

新たに法人

設の設備を

補助対象 

実施地区数 

補助上限額 

・組織化・

・高度化 

・基幹化 

負担割合 

確立 

の強化 

人の確立支援

益確保が可能

集落間調整

３チーム（約

※構成員：J

Ａ 

特命チームに

年目 1,0

５件（新規

策事業の実施

受入基盤整備

法人等に対す

度化促進施設

人化、規模拡

を支援 

組織化・法

50経営体

 

法人化 3

    5

    8

県1/3、経

225 

援

能となる集

整や経営計

約５人/チー

JA、市町、

による計画

000千円/１

３件、継続

施

備、農地中

する段階に

設整備の促

拡大等に取

法人化及び

3,000千円

5,000千円

8,000千円

経営体2/3

＜

集落営農法

画の策定等

ーム） 

農林事務所

画作成、検討

１チーム、

続２件） 

＜

間管理機構

に応じた支

促進（86,16

取り組む経

び経営の高度

＜リーディ

人である基

等を継続的

所、普及ｾﾝ

討会等活動

２年目 50

＜リーディ

＜地方創

構活用によ

援を実施 

67千円） 

営体が行う

度化等に取

Ⅲ 地域の

4,0

ングプロジ

基幹的地域

的に支援する

ﾝﾀｰ、専門家

動経費 

00千円/１

101,1

ングプロジ

生推進交付

る農地集積

う共同利用

取り組む各経

の元気づくり

000 千円 

ジェクト＞

農業法人

る特命チー

家等 

チーム 

67 千円 

ジェクト＞

付金事業＞

積等を促進

農業機械、

経営体 

 

 

ー

 

 

進



 

 

 

 

 ③

○ 法人

新

 補

 実

 補

 負

○ 法人

法

等の

 補

 実

 補

 負

（農

 

企業の農業

多様な

等が出資

ア 参入定

○ 対 

○ 事業

○ 対象

 

○ 補 

イ 経営力

○ 対 

○ 事業

人経営新ビ

新事業に取

補助対象 

実施地区数 

補助上限額 

負担割合 

人運営プロ

法人の経営

の人材雇用

補助対象 

実施地区数 

補助上限額 

負担割合 

農業経営者

業参入の推

な担い手の

資して設立

定着支援

 象 農

業

業者数 ５

象経費 生

   を

助 率  1/

力向上支援

 象 農

業

業者数 ５

ビジネス展開

取り組む法人

法人化及び

10経営体

500千円

県1/2、経

ロフェッシ

営管理業務、

用を支援 

法人化及び

10経営体

1,000千円

県1/2、経

者のサポー

推進 

の確保等を図

立した農業法

（2,500千円

農業参入企業

業法人 

５企業 

生産技術・経

を活用した新

/2以内（上

援（2,000千

農業参入企業

業法人（※新

５企業 
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開の支援

人が行う新

び経営の高

経営体1/2

ョナルの雇

、労務管理

び経営の高

円 

経営体1/2

トと一体的

図るため、

法人の経営

円） 

業(１～３年

経営ノウハ

新商品開発

上限500千円

千円） 

業(4年目以

新たな雇用

（5,000千円

新技術・品種

高度化等に取

雇用促進（1

理業務等に関

高度化等に取

的に実施）

農業参入

営安定と定着

年目)､地元

ハウ習得に要

発費 等 

円） 

以降)､地元農

用就農者確

円） 

種導入の実

取り組む経

10,000千円

関する知見

取り組む経

（参照P227

＜地方創

した企業や

着に向けた

元農家等が出

要する指導

農家等が出

保が要件）

Ⅲ 地域の

実証等の取組

経営体 

円） 

見を有する他

経営体 

） 

4,5

創生推進交付

や、地元農家

た取組を支援

出資して設

導者謝金、農

出資して設

 

の元気づくり

組を支援

他業種OB

500 千円 

付金事業＞

家と企業

援 

設立した農

農産物 

立した農

 

 



 

 

 ④

     

 

 ⑤

○ 対象

○ 補 

 

農業経営力

農業経

者、集落

ア 農業経

○ 事業

○ 農業

 対

 補

 予

イ 農業経

   法人

し、研

○ 事業

○ 事業

法

 研

 専

 法

集落営農組

集落営

に向けた

○ 集落

 設

○ 新規

象経費 新

助 率  1/

力の向上支

経営の法人

落営農組織

経営の法人

業主体 兵

業経営の法

対象経費 

補 助 額 

予定件数 

経営者のサ

人化及び経

研修、専門

業主体 兵

業内容 

法人化に関

研 修 会 

専門家指導 

法人化支援

組織育成総

営農組織の

たリーダー

落営農育成

設置人数 

規組織化・

新品目栽培経

/2以内（上

支援 

人化を支援す

織等に対し、

人化等の支援

兵庫県農業経

法人化支援

集落営農や

る新たな法

400千円

50件 

サポート（3

経営発展・経

門家による指

兵庫県農業経

関するセミナ

10回 

100経営体

援員の設置

総合対策の推

の新規組織化

ー育成等を支

成員の設置

６人 

広域化への

227 

経費、栽培

上限400千円

するととも

、農業研修

援（20,000

経営法人化

や複数個別

法人の立ち

（定額） 

30,814千円

経営改善を

指導等を実

経営法人化

ナー・研修

体 

（２人）

推進

化及び運営

支援 

（15,179千

の取組支援

培指導者育成

円） 

もに、法人化

修等を実施

0千円） 

化推進協議会

別経営の法人

ち上げに要す

円） 

を目指す認定

実施 

化推進協議会

修会の開催、

＜一

営体制の質

千円） 

援（1,841千

成経費 等

化や経営発

会 

人化、法人

する経費

定農業者、

会 

、専門家に

一部地方創

的強化を推

千円） 

Ⅲ 地域の

等 

50,8

発展を目指す

人同士の統合

（法人登記費

集落営農組

による指導等

19,1

創生推進交付

推進するた

の元気づくり

814 千円 

す認定農業

合によ 

費用等）

組織等に対

等の実施

80 千円 

付金事業＞

め、組織化

 

業

対

 

化



 

 

 

 ＜農

 ①

 

集

義

 実

○ 後継

経

取組

 実

農産物の生産

主要農作物

産地競

施設整備

○ 技術

○ 地域

 実

○ 施設

 実

 補

○ R2当

市

赤

○ R1補

市

た

佐

三

集落営農の

・研修の取

実施地区数 

継者育成の

経営管理や

組等を支援

実施地区数 

産・流通の

物競争力強

競争力の強

備に対する

術普及や消

域ブランド

実施主体 

設・設備整

実施主体 

補 助 率 

当初分  

市町名 

赤穂市 

補正分  

市町名 

つの市 

佐用町 

三木市 

の組織化に向

取組を支援

14地区（1

の取組支援

や会計知識の

援 

８地区（1

の拡大＞ 

強化対策事業

強化を図るた

る補助を実施

消費者へのP

ドの品質向上

全農兵庫県

整備支援 

協議会等

1/2 

  

事業主

兵庫西農

     

事業主

たつの市

再 生 協 議

佐用町地

業再生協

三木市農

性 化 協 議
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向けたリー

160集落）

（2,160千

の講義・研

160集落）

業の実施

（

ため、県・

施 

PR活動 

上及び知名

県本部 

主体 

農協 
乾

再

    

主体 

市農業

議 会 
コ

地域農

協議会 

農業活

議 会 

乾

再

ーダー育成に

円） 

研修など、組

一部令和元

＜一

農協等の行

名度向上の取

事業内容

乾燥調製施

再 編 整

     

事業内容

コンバイン

コンバイン

乾燥調製施

再 編 整

に加え、広

組織の後継

元年度２月

一部地方創

行うソフト

取組の支援

容 対

施設 

備 

    

容 対

ン等 大

ン 水稲

施設 

備 
水

Ⅲ 地域の

広域化を目的

継者育成を目

350,7

経済対策補

創生推進交付

ト面の取組及

援 

対象品目 

水稲 

  

対象品目 

大  豆 

稲、大豆他 

水 稲 

の元気づくり

的とした講

目的とした

730 千円 

補正対応）

付金事業＞

及び機械・

 

講

た

 

 



 

 

 ②

 

 ③

 ④

ひょうご元

13の農

図り、魅

○ 各地

 生

 高

○ 事業

 推

 (新)スマ

担い手

農業技術

○ 現場

 実

 補

 補

○ 情報

 推

 ス

 

ひょうごの

環境制

○ 統合

元気な「農

農業改良普

魅力ある商

地域の取組

生産から消

・需要及び

・関係者間

・商品試作

高付加価値

・県食品認

・商品ＰＲ

・商品高品

業推進体制

推進会議の

マート農業の

手不足や、高

術の積極的な

場検証・新

実施主体 

補 助 額 

補助件数 

報発信の強

推進会議の

スマート農

次世代施設園

制御技術を活

合環境制御

農」創造事業

普及センター

商品提案につ

組支援（28,

消費までをつ

び他事例調査

間調整 

作 等 

値化支援 

認証等取得支

Ｒ支援 

品質化支援

制の整備(40

の開催（年

の推進

高齢化が進む

な導入・普及

新技術導入経

コンソーシ

2,000千円

５件（五国

強化 

の開催（３回

農業機械の実

園芸モデル普

活用したひょ

御システム導
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業の推進

ーを核とし

つなげる新

,600千円）

つなぐ新た

査 

支援 

等 

00千円) 

３回） 

む中で、ひょ

及を推進 

経営モデル

シアム（農

円/箇所 

国×１件）

回） 

実演会・研

普及拡大支援

うごの次世代

導入支援(1

して、生産か

新たな仕組み

 

たな仕組みづ

＜

うごの農業の

ルの作成 

業者、農機

 

研修会の開催

援事業の実施

代施設園芸モ

180,000千

から消費ま

みを構築 

づくり支援

＜リーディ

の競争力強化

機メーカー、

催（５箇所

モデルの検討

円) 

Ⅲ 地域の

29,0

での有機的

援 

10,8

ングプロジ

化を図るため

、JA、行政等

所） 

183,3

討、導入支援

の元気づくり

000 千円 

的な連携を

800 千円 

ジェクト＞

め、スマート

等で構成）

393 千円 

援を実施 

 

 

ト

 



 

 

 

 ⑤

御

 対

 事

 補

 

 

○ 次世

○ 次世

 回

ひょうご施

先進的

園芸農業

○ 施設

 補

 補

 補

○ 高度

 補

 補

 補

○ 県野

 補

 補

 補

加西拠点

御機器等の

対象機器 

・耐候性ハ

・環境制御

・空調機器

［標準事

事業主体 

補助件数 

    

    

世代施設園

世代施設園

回数 10回

施設園芸産

的技術の導

業の確立を

設園芸産地

補助対象施設 

補 助 率 

補助件数 

度環境制御

補助対象 

補 助 率 

補助件数 

野菜指定産

補助対象施設 

補 助 率 

補助件数 

点で得られた

の導入を支援

 

ウス［標準

御機器［標準

器等（CO2発

事業費5,000

施設園芸農

・耐候性ハ

・環境制御

・空調機器

芸モデル団

園芸モデルの

回×13地域

産地の競争力

導入及び省エ

を推進 

地の面積拡大

パイプハウ

1/2または

３件 

御機器の導入

環境制御機

空調設備等

1/3 

25件 

産地の育成

パイプハウ

1/3 

２件 
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た技術ノウ

援 

準事業費12,

準事業費2,

発生装置、ヒ

0千円/件］

農家 

ハウス(５件

御機器(35件

器等(25件)

団地運営協議

の技術普及

（普及セン

力強化

エネ・省力

大（283,30

ウス（3,00

は1/3 

入支援（25

機器、内外

等（経営規

（5,000千

ウス（1,00

ウハウを応用

000千円/件

,500千円/件

ヒートポン

（経営規模

件)(すべて

件)(うち５

)(うち５件

議会が行う研

及の実施（2

ンター単位）

＜一

力化技術の普

00千円）

0㎡以上）

5,000千円）

外の環境・

規模1,000㎡

円） 

0㎡以上）、

用し、既存

件］（既存ハ

件］（経営規

ンプ等） 

模3,000㎡以

て中山間地域

５件中山間地

件中山間地域

研修等への

2,893千円）

） 

一部地方創

普及により

等 

） 

気象状況の

㎡以上） 

冷蔵庫、

Ⅲ 地域の

存農家に対し

ハウス3,00

規模3,000

以上） 

域分) 

地域分) 

域分) 

支援（500千

） 

313,3

創生推進交付

、競争力の

のモニタリ

包装機 等

の元気づくり

して環境制

00㎡以上）

㎡以上）

千円） 

300 千円 

付金事業＞

のある施設

ング機器、

等 

 

制

 

 

設



 

 

 ⑥

 

 ⑦

(拡)農業施

新規就

新規就農

○ 実施

○ 対 

  

○ 対象

○ 補 

新規

定年

農業

○ (拡)

野菜産地総

地域の

め、産地

ア ひょ

水稲

○ 事業

○ 事業

経

会、

○ 補助

イ 産地体

共同

○ 事業

○ 補 

○ 箇 

施設貸与事

就農者等の

農者等に貸

施主体 市

象 者 新

    ※

象施設 園

助 率 

区  

規就農者(5

年帰農者等

業法人等 

リース期間 園

付

総合整備対

の立地条件

地強化に向

うごの野菜

稲中心から

業主体 全

業内容 

経営改善研

、実証ほ設

助件数 10

体制整備事

同利用施設

業主体 協

助 率 1/

所 数 １

事業の実施

の初期投資負

貸与するた

市町、ＪＡ

新規就農者（5

※ 自給的農

園芸用ハウス

 分 

50歳未満)

等(50～70歳

園芸用ハウス

付帯設備・機

対策事業

件を活かした

向けた取組や

菜作導入促進

ら野菜作を組

全農、ＪＡ、

研修、新規栽

設置等 

0箇所 

事業費補助

設等の整備を

協議会等 

/2 

地区 

231 

負担を軽減

めに必要な

等 

50歳未満）、農

農家は対象外

ス、付帯設

施

1

歳) 1

1

ス   10

機械等 耐

た産地間競

や共同利用

進事業（5,

組み入れた

、生産者団

栽培農家の

（135,000千

を支援 

減するため、

な経費を支

農業法人、(

外 

設備、(新)農

施 設 

1/2 

1/3 

1/3 

0年→20年

耐用年数以内

＜一

競争に負けな

用施設等の整

,000千円）

た経営転換

団体 

の確保、新技

千円） 

＜地方創

、ＪＡ・市町

援 

(新)定年帰農

農業用機械

農業用機械

1/3 

1/3 

- 

(国庫補助あり

内→耐用年

一部地方創

ない強い県

整備を支援

 

を図る生産

技術・新品

Ⅲ 地域の

241,6

創生推進交付

町等が施設

農者等(50～70

械 等 

械 

り) 

年数の２倍以

140,0

創生推進交付

県内産地の

援 

産者団体等

品種講習会、

の元気づくり

641 千円 

付金事業＞

設を整備し、

0歳) 等 

以内 

000 千円 

付金事業＞

育成のた

を支援 

機械実演

 

 

 

演



 

 

 ⑧

 

 ⑨

 

 ⑩

 

酒米高品質

本県産

向上を図

○ モデ

 新

設置

○ 山田

 実

 事

ひょうご花

生産量

向上、県

ア 果樹産

新技

○ 実施

○ 補 

イ 花き新

新た

○ 実施

○ 補 

ひょうごの

ＧＡ

進及び農

○ ＧＡ

 回

○ ＧＡ

農

質モデルの

産山田錦等

図りながら

デル経営体

新規栽培が

置し、経営

田錦の需要

実施主体 

事業内容  

花き・果樹

量が減少傾

県産花き・

産地育成強

技術・新品

施主体 市

助 率 1/

新需要創出

たな消費喚

施主体 市

助 率 1/

のＧＡＰ拡

Ｐ(農業生産

農業教育機

ＡＰ指導活

回  数 

ＡＰ認証取

農業教育機関

の確立支援

等の需要に対

ら、酒蔵との

体による現地

が急増した地

営安定モデル

要拡大に向け

ほんまもん

・村米制度

・消費者へ

樹産地好循環

傾向にある花

果樹の増産

強化事業（4

品種のモデル

市町、ＪＡ、

/3 

出事業（265

喚起につなが

市町、ＪＡ、

/2 

拡大推進加速

産工程管理

機関を対象

活動の推進

４回 

取得の支援

関の認証取得

232 

対応するた

の結びつき

地実証（2,

地域を重点

ルを確立

けた消費者

ん山田錦需

度の拡大

への村米制

環構築事業

花き・果樹

産を図るた

4,877千円）

ル導入に要

、農業者団

5千円） 

がるＰＲチ

、農業者団

速化事業の

理)の取組を

とした認証

（1,612千

（3,265千

得にかかる審

ため、集落営

きを強めるモ

,668千円）

点に、品質確

（16地区）

者へのＰＲの

需要拡大協議

制度のPR 

業の実施

樹について、

ため、各種支

） 

要する施設

団体 

チラシ作成や

団体 

の実施

を推進するた

証の取得を支

円） 

円） 

審査費用、機

営農組織等

モデル経営

 

確保・向上

の実施（1,

議会 

＜地方創

、競争力の

支援策を実

・機械等の

や商談会開

ため、ＧＡ

支援 

機器類導入等

Ⅲ 地域の

3,6

等が品質の維

営体を設置 

上のための実

,000千円）

5,1

創生推進交付

の強化、生産

実施 

の整備を支援

開催等の活動

4,8

Ｐ指導員の

等にかかる経

の元気づくり

668 千円 

維持・ 

実践農場を

 

42 千円 

付金事業＞

産者の所得

援 

動を支援

877 千円 

の活動の推

経費を支援

 

 

得

推



 

 

 

 ＜多

 ①

 

 ②

多様な農業の

新規就農者

ア ひょ

県外

機能を

○ 実施

○ 対 

○ 実施

イ ひょ

新規

○ 実施

○ 実施

○ 実施

農業人材の

農業従

者への支

ア 新規就

サラ

基礎

○ 実施

○ 開 

○ 開講

○ 募集

イ 農業次

青年

の担い手育

者の確保・

うごde就農

外からの就

を強化 

施主体 (一

象 者 東

施内容 就

携

農

うごの農ト

規就農希望

施主体 (一

施期間 短

施予定者数 短

の確保 

従事者の高

支援等を充

就農駅前講

ラリーマン

知識を習得

施主体 (公

講 数 三

講期間 ２

集人員 10

次世代人材

年の就農意

育成＞ 

育成加速化

農サポート事

就農希望者を

一社)兵庫県

東京及び関西

就農フェアへ

携した情報発

農情報提供

トライアル事

望者向けのイ

一社)兵庫県

短期受入１～

短期受入100

高齢化や担い

充実し、次代

講座の開催

ン等が現在の

得するため

公社)兵庫み

三宮：２期

２か月程度

00人（25人

材投資資金の

意欲の喚起

233 

化

事業（2,21

を確保する

県農業会議

西の就農希

への出展、

発信、首都

等 

事業（15,4

インターン

県農業会議

～７日間、

0人、中期受

い手不足が

代の本県農

（1,360千

の職業を続

の講座を実

みどり公社

（平日夜間

（計７回/期

人程度×４期

の活用促進

と就農後の

14千円）

るため、東京

議 

希望者 

カムバッ

都圏大学及び

438千円）

ンシップを実

議 

中期受入

受入75人

＜一

が深刻化して

農業を担う

円） 

続けながら、

実施 

社 

間）、元町：

期） 

期） 

進（465,002

の定着を図

＜地方創

京及び関西

クひょうご

び近畿圏大

実施 

１～６か月

一部地方創

ていること

人材を育成

、就農への

２期（休

2千円） 

るため、就

Ⅲ 地域の

17,6

創生推進交付

西での就農

ご東京セン

大学(約400校

月 

474,0

創生推進交付

とから、新規

成・確保 

の動機付けや

日） 

就農前後の所

の元気づくり

652 千円 

付金事業＞

サポート

ターと連

校)への就

004 千円 

付金事業＞

規就農希望

や農業の

所得を確

 

 

 

望



Ⅲ 地域の元気づくり 
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保する農業次世代人材投資資金を交付 

○ 実施主体 市町（経営開始型）、県（準備型） 

○ 事業内容 

区 分 
農業次世代人材投資資金 

①経営開始型 ②準備型 

対象者 

・就農後５年以内の新規就農者 

・独立、自営就農時の年齢50歳

未満 

・独立・自営就農であること 

・人・農地プランに位置づけら

れること 等 

・農業大学校等の農業経営者育成

教育機関等で研修中の者 

・就農予定時の年齢50歳未満 

・独立・自営または雇用就農等を

めざすこと 等 

交付期間 最長５年間 最長２年間 

単  価 年間最大1,500千円/人 年間最大1,500千円/人 

交付対象者 233人 60人 

ウ 地域の担い手定着応援事業の実施（7,642千円) 

非農家出身等の新規就農者の早期定着を図るため、経営安定や好条件農地

の確保等について、地域ぐるみでの支援体制及び農業経営士等による総合的

なサポートを実施 

○ 事業内容 

区 分 地域応援型 法人等ステップアップ支援型 

内容 

地域就農・応援プランを策定し就農者確保に積極的な集落と連携した

親方農家支援を実施することにより、地域ぐるみでの支援体制を構築

新規就農者への技術指導、住居・

農地探し等地域定着支援 

新規雇用就農者への技術指導、そ

の他地域定着に必要な支援 

支援対象 
非農家または第二種兼業農家出

身の独立就農者 

法人が事業拡大を行う際に新たに

雇用する雇用就農者 

委託先 親方農家（農業経営士等先進農家） 

委託料 100～250千円/指導時間 150千円/90時間 

件数 20件 20件 

 

 



 

 

 ③ (拡)雇用就

雇用就

する労働

ア 経営

○ 実施

○ 内 

○ 実施

イ 従業

○ 実施

○ 実施

ウ 就農

農業

○ 実施

○ 実施

エ (新)

スマ

就農を

○ 実施

○ 対象

○ 補 

オ (新)

男女

な雇用

○ 対 

  

○ 対象

○ 補助

○ 補 

 

 

就農促進事

就農希望者

働環境整備

営者向けセ

施箇所 ５

 容 就

施主体 兵

業員の経営管

施回数 ８

施主体 兵

農希望者と経

業高校等での

施箇所 ２

施主体 

)農業求人サ

マホを利用

を確保するた

施主体 Ｊ

象経費 県

助 率 1/

)労働環境整

女別水洗トイ

用就農者等を

象 者 農

   ※

象設備 ①

助上限 ①

助 率 1/

事業の実施

者と農業法人

備等を支援

ミナーの開

５箇所 

就業規則の作

兵庫県農業経

管理能力向

８回 

兵庫県農業経

経営者との

の農業法人

２箇所 

（一社）兵庫

サイトの設

した大手求

ための取組

Ａ 

県内の農業情

/2 

整備事業(2

イレや休憩

を確保 

農業法人(集

※ 新たに雇

①簡易トイレ

①120千円、

/3 
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人とのマッ

開催(1,000千

作成等 

経営法人化

向上に向けた

経営法人化

のマッチン

人合同就職説

庫県農業会

設置(1,479千

求人サイト

組を支援 

情報発信に

27,600千円

憩室等の設置

集落営農法人

雇用就農者

レ、②男女別

②600千円

＜一部

ッチングを促

千円) 

化推進協議会

た研修会の

化推進協議会

グの支援(2

説明会の開

会議 

千円)  

を活用し、

に要する経費

円) 

置を支援し

人含む)、農

を確保する

別水洗トイレ

円、③600千

部リーディ

促進するた

会 

の開催（800

会 

218千円) 

開催 

若年層や主

費 

し、労働環境

農業者グル

る場合 

レ、③ユニッ

千円 

Ⅲ 地域の

31,0

ングプロジ

ため、法人経

0千円） 

主夫・主夫

境の改善に

ループ、認定

トハウス仕様

の元気づくり

097 千円 

ジェクト＞

経営体に対

夫等の雇用

により多様

定農業者等

様の休憩室

 

 

対

等 

室 



 

 

 ④

 

 ⑤

＜農

 ①

ひょうごで

女性の

ア 就業前

農業

○ 実施

○ 対 

○ 実施

（

イ 女性農

女性

○ 実施

○ 対 

ウ 女性農

    農業

○ 支援

○ 対象

○ 補助

○ 団 

(新)農業大

令和２

○ 日 

○ 場 

○ 参 

○ 内 

 農

 記

 モ

農地の有効活

農地中間管

農地中

営の規模

で輝く女性

の就農を促

前の女性に

業分野での

施主体 (一

象 者 女

施内容 女

(再掲)ひょ

農業者ネッ

性農業者の

施主体 (一

象 者 女

農業者グル

業経営・技

援対象 県

象経費 技

助上限 10

体 数 13

大学校創立

２年に創立1

 程 令

 所 農

加 者 50

 容 

農大100年の

記念講演 

モニュメン

 

活用＞ 

理機構による

中間管理機

模拡大、農

性農業者の活

促進するため

に対する支援

の女性の就業

一社)兵庫県

女性就業希望

女性就業応援

ょうごの農

ットワーク交

のネットワー

一社)兵庫県

女性農業者

ループ活動支

技術向上、地

県内３人以上

技術向上研修

00千円/団体

3団体 

立 100 周年記

100周年を迎

令和２年11月

農業大学校体

00人程度

のあゆみ

ント除幕式

る担い手への

機構が有する

農地等の集積

236 

活躍促進

め、就業前

援（556千

業を促進す

県農業会議

望者 

援セミナー

トライアル

交流会（43

ーク化や相

県農業会議

支援（1,40

地域活動等

上で構成さ

修、食農教

体 

記念事業の

迎える農業大

月１日 

体育館 

の農地の集積

る農地等の

積・集約化

前・就業後

円） 

するためのセ

議 

ー、女性就業

ル事業）（参

33千円）

相互研鑽の推

議 

04千円）

等の取組に対

された女性農

教育活動 等

の実施

大学校にお

・集約

の中間保有

化を促進 

＜地方創

を通じた支

セミナー等

業チャレン

参照P233） 

推進 

対して支援

農業者グル

等 

おいて、100周

・再配分機

Ⅲ 地域の

2,3

創生推進交付

支援を実施 

等を開催 

ンジ相談、就

援 

ループ 

1,0

周年記念事

163,2

機能を活用し

の元気づくり

393 千円 

付金事業＞

就業体験

000 千円 

事業を実施

227 千円 

し、農業経

 

 

経



 

 

 

 ②

区

対

交

要

交

単

    ※

    ※

○ 実施

○ 農地

○ 事業

 借

 農

農

 農

農

 農

  

人・農地プ

農地の

の話し合

を活用

○ 人

地

の市

○ 機構

区分 

対象者 人・農地

交付 

要件 

・年度内

定割合を

・交付対

ること 

交付 

単価 

一般

20%超4

40%超7

70%超 

※１ 前年

※２ 中山

施主体 農

地中間管理

業内容 

借受農地の

農地集約推

農地所有

農林（水産

農地集約化

担い手不

農地集約の

農地中間管

評価委員

プランによ

の集積・集

合いに基づ

した農地の

・農地プラ

地域農業の

市町等の取

構集積協力

集積・集

地プランの話し合

内の一定の時点に

を超えていること

対象農地のうち1割

機構の活用率※

般地域 中山

40%以下  4%超

70%以下 15%超

30%超

 50%超

年度までの貸

山間地域等直

農地中間管理

理機構による

の管理 

推進員の設置

有者等との調

産）振興事務

化協力員の設

不足により、

の働きかけを

管理機構集積

員会の運営、

る農地の集

集約化を図る

づく「人・農

の集積・集約

ランの作成等

のあり方等を

取組を支援

力金の交付

地域

集約化タイプ 

合いに基づき、機

における機構の

と 

割以上が新規集

※１ 
交

間地域※2 

超15%以下 1.0

超30%以下 1.6

超50%以下 2.2

超 2.8

貸付面積を除

直接支払交
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理機構（(公

る集積目標

置 

調整を行う

務所）に配

設置 

、既に営農

を行う協力

積推進事業

、事業実施

集積・集約化

るため、地

農地プラン

約化に対し

等の支援

を記載した

域集積協力金 

機構にまとまっ

の活用率が一

集積農地であ

あ

ン

交付単価 

0万円/10a

6万円/10a

2万円/10a

8万円/10a

除く地域の農

交付金の対象

公社)兵庫み

標  年間2

う推進員を機

配置 

継続が困難

力員を農林振

業 

施地区等との

化の促進

地域の中心と

ン」の作成等

し、機構集積

た人・農地プ

集約化

った農地を貸し付

・担い手の1㏊以

ある団地面積の

ント以上増加す

機構の活用率

40%超70%以下

70%超 

農地面積に占

象農用地

みどり公社

2,500ha 

機構の地域

難となって

振興事務所

の連絡調整

となる経営

等の支援や

積協力金を

プランを作

化タイプ 

付けた地域 

以上のまとまりの

の割合が20％ポイ

ること 

交付単価 

0.5万円/10a

1.0万円/10a

占める当該年

Ⅲ 地域の

社） 

域農地管理事

いる集落に

所に配置 

整 

318,5

営体を位置づ

や、農地中間

を交付 

作成・見直し

経営転

①経営転換

②リタイア

     等 

の

イ

・全農地を

中間管理機

行い、かつ

構から受け

られること

a 

a 

 

1.5万

（上限5

 

年度の貸付

の元気づくり

事務所（各

に優先的に

524 千円 

づけ、地域

間管理機構

しするため

転換協力金 

換する農業者 

アする農業者 

を10年以上農地

機構に貸付を

つその農地が機

け手に貸付け

と 

万円/10ａ 

50万円/戸） 

面積の割合

 

各

に

域

構

合



 

 

 ③

 

 ④

 

 ⑤

(新)地域ま

農業者

○ 補助

○ 補助

○ 回 

○ 事業

条件不利農

農地集

地も含め

○ 事業

○ 対 

○ 補助

(拡)小規模

農地の

の立って

○ 農業

 対

 事

 補

 補

○ 人材

 不

 事

 補

○ 耕作

農

 事

 補

○ (拡

まるごと農

者等が取り

助内容 地

助単価 59

 数 10

業主体 兵

農地集積奨

集積を促進

めた地域内

業主体 市

象 者 農

助単価 20

模農家の放

の有効利用

ていない農

業機械の導

対象施設 

事業主体 

補 助 率 

補助上限額 

材確保への

不耕作農地

事業主体 

補 助 額 

作条件改善

農地集約の

事業主体 

補 助 率 

拡)農地・集

農地活用体制

組む実効性

地域の課題解

9千円 

00地区/年

兵庫県農業経

奨励事業の実

進するため、

内農地を借

市町（市町を

農地中間管理

0千円/10a

放棄田防止対

用を図るため

農地の有効活

導入支援（農

施設、附帯

ＪＡ出資法

1/3 

3,000千円

の支援 

地等を活用

ＪＡ出資法

１年目：2

善促進 

の支障となる

市町等（地

1/2（上限

集積活用支援

238 

制の構築

性のある農

解決のため

経営法人化

実施

、担い手が

り受け、規

を通じて地

理機構を通

（悪条件地

対策の推進

め、優良農

活用を進め

農業施設貸

帯設備、農

法人、集落

円 

し、作物の

法人、集落

2,400千円、

る耕作条件

地域農地管

限25千円/10

援 

農地利用の将

めの専門家派

化推進協議会

農地中間管

規模拡大を図

地域農地管理

通じて条件不

地 40千円/

進

＜一部

地における

める新しい仕

貸与事業）

農業機械（農

落営農法人等

の生産・販売

落営農法人等

、２年目：

を改善(畦

管理者） 

0a） 

将来計画作

派遣軽費 

会 

管理機構を

図る取組を

理者等に交

不利農地を

/10a） 

部リーディ

＜地方創

る不耕作農

仕組みを構

農業機械の

等（地域農

売を行うた

等（地域農

1,200千円

畔除去等)す

Ⅲ 地域の

5,9

作成を支援 

28,5

通じて条件

を支援 

交付） 

を借り受け

81,9

ングプロジ

創生推進交付

農地や今後利

構築 

のみも可） 

農地管理者）

めの人材確

農地管理者）

円 

する地域に

の元気づくり

900 千円 

500 千円 

件の悪い農

た経営体

944 千円 

ジェクト＞

付金事業＞

利用見通し

） 

確保を支援

） 

に対して支援

 

農

 

 

し

援 

援 
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  既経営農地から離れた農地を借り受け長期保有する取組に対して支援 

事業主体 市町（市町を通じて地域農地管理者等に交付） 

対 象 者 農地中間管理機構を通じて条件不利農地を借り受けた経営体 

補助単価  

区  分 補助単価 

未整備地 
隣接 20千円/10a 

 (拡)分散※ 30千円/10a 

整 備 地 (新)分散 10千円/10a 

                 ※ 既存団地と接続していない1ha未満の農地 

                 ※ 悪条件地の場合は、＋20千円 

     （既存制度との比較） 

区 分 
【既存】条件不利 

農地集積奨励事業 
【拡充】地域農地管理事業 

対象エリア 
農地中間管理事業を

活用した農地 

いきいき農地バンク方式または 

地域農地管理事業の取組エリア内

対象農地 未整備 未整備 整備済 

補 

助 

額 

未整備地 20千円／10a 20千円／10a － 

分散農地 － 10千円／10a 10千円／10a 

計 20千円／10a 30千円／10a 10千円／10a 

 

○ (新)地域農地管理者によるサポート体制整備に要する管理経費への支援 

 事業主体 地域農地管理者（JA出資法人等） 

 補助対象経費 マッチング業務担当者の人件費等 

 補助基準額 2,966千円 

 事業期間 ３年間（県下10JA出資法人に対し、３か年で順次配置） 

 補 助 率 １年目 1/2、２年目 1/4、３年目 0 

 

  



 

 

 ⑥

     

 

 

中山間地域

中山間

農業者等

１ ５法指

 ①離島振

 ②山村振

 ③特定農

 ④過疎地

 ⑤棚田地

 

 

 

 

２ 知事特

①４法指

地理的

②中間・

③既成市

の要件

 ※ 田

○ 対象

○ 負担

 

域等直接支

間地域等に

等への直接

対象地域

指定地域 

振興法 

振興法 

農山村法 

地域自立促進

地域振興法 

特認地域(5法

指定地域(上

的に隣接 

・山間農業地

市街地以外の

件を満たす地

田：1/10以上

象行為 集

農

担割合 国

 

支払交付金の

において、適

接支払を実施

域 

進特別措置法

法指定地外）

上記①～④)に

地域 

の地域で一定

地域 

上、畑：20

集落の将来像

農業生産活動

国1/2、県1/4
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の交付

適正な農業

施 

法

１ 急傾

 田：

 畑：

 採草放

２ 市

農用

(1)緩傾

 田：

 畑：

 採草放

(2)高齢

）

に

定

１ 急傾

田：

 畑：

採草放

0度以上につ

像を明確化

動 等 

4、市町1/4

業生産の持

対象

傾斜農用地

1/20以上（

15度以上（

放牧地：15

町長の判断

地 

傾斜農用地

1/100～1/2

8～15度 

放牧地：8～

齢化・耕作放

傾斜農用地

1/20以上（

15度以上（

放牧地：15

ついては、

化した活動計

（知事特認

つ多面的機

象農用地 

 

※） 

※） 

度以上 

断により対象

0 

～15度 

放棄率の高い

 

※） 

※） 

度以上 

6,000円/1

計画の下で

地域 国1/

Ⅲ 地域の

777,9

機能を確保

象となる 

い農用地 

10aを加算 

で、５年以上

/3、県1/3、

の元気づくり

951 千円 

保するため、

交付単価

(円/1

21,

11,

1,

8,

3,

21,

11,

1,

上継続する

市町1/3）

 

価 

0a)

000

500

000

000

500

300

000

500

000



 

 

 (2)

 ①

 

 ②

都市農業

(拡)地域住

全国に

の多様な

○ 都市

 補

 補

 補

○ (拡

 事

 

地域直売所

県産県

ア 生産力

直売

備費用

○ 実施

○ 補助

○ 件 

○ 負担

イ 直売施

直売

○ 実施

業の推進 

住民と共生す

に先駆けて

な機能の発

市農業機能

補助対象 

補 助 額 

補助件数 

拡)都市農業

事業内容 

・都市農業

 (拡)対象市

・都市農業

 対象市

所の整備促

県消の推進

力強化支援

売所への出

用を支援 

施主体 ３

助限度額 50

   数 13

担割合 県

施設等整備

売活動に必

施主体 生

者

するひょうごの

て策定された

発揮を促進

能発揮モデル

市街化区域

等を実施す

600千円

６件 

業振興活性化

業学習講座の

市町 市街化

業専門相談の

市町 市街化

促進 

進を図るため

援事業（6,5

出荷を促進す

３戸以上の農

00千円 

3件 

県1/3、実施

備事業（13,

必要な簡易な

生産者や直売

者が組織する

241 

の都市農業振

た兵庫県都

ル事業（3,

域内農地に

する市町等

（1/2相当）

化事業（59

の開催（９

化区域内農地

の開催（12

化区域内農

め、農産物

500千円）

するため、

農業者が組

施主体2/3

,000千円）

な施設、備

売所関係者

る団体、Ｊ

振興事業の実施

都市農業振興

,773千円）

において、都

等 

 

90千円）

９回） 

地を有する26市

2回） 

農地を有す

物の直売所の

農産物の生

組織する団体

 

備品整備等

者等で構成す

ＪＡ 等 

施

＜地方創

興基本計画

 

都市農業振

市町（R1 生産

る26市町 

＜地方創

の設置等を

生産拡大に

体 等 

を支援 

する協議会

Ⅲ 地域の

4,3

創生推進交付

画に基づき

振興等につな

産緑地を有す

19,7

創生推進交付

を支援 

に必要な機械

会、３戸以

の元気づくり

363 千円 

付金事業＞

、都市農業

ながる活動

する８市町）

786 千円 

付金事業＞

械等の整

上の農業

 

 

業

動
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○ 補助限度額 1,000千円（中山間地域の住民が都市部に設置する場合：1,500千円） 

○ 件  数 13件 

○ 負担割合 県1/3、実施主体2/3 

県1/2、実施主体1/2（中山間地域の住民が都市部に設置する場合） 

ウ 直売活動アドバイザーの派遣（215千円） 

○ 対 象 者 直売活動を実施または計画する農林漁業者グループ等 

○ 派遣回数 20回 

エ 直売活動研修会の開催（71千円） 

○ 対 象 者 直売活動を実施または関心をもつ者 

○ 実施回数 １回 

  



 

 

 (3)

 ①

 

 ②

 

ウメ輪紋

ウメ輪紋病

令和元

引き続き

施 

○ 経済

 2

○ 発生

 2

○ ウメ

 適

 ウ

ウメ輪紋病

緊急防

域外での

ア 域外ウ

  防除

械・設

○ 事業

○ 負担

イ 産地復

  復興

取組を

○ 事業

○ 支援

○ 負担

 

紋病対策 

病緊急防除

元年５月に

き蔓延防止

済被害調査

260箇所 

生・根絶確

26地区 

メ輪紋病対

適切な蔓延

ウメ輪紋病

病産地の復

防除区域内

のウメ、モ

ウメ・モモ

除区域外で

設備等導入

業主体 農

担割合 県

復興支援事

興までの生

を支援 

業主体 農

援対象 施

担割合 県

除対策の実施

に、国検討会

止に取り組む

査 

確認調査 

対策の普及

延防止方法等

病対策本部の

復興支援

内の種苗生産

モモ生産継続

モ生産継続支

でウメ・モモ

入に要する経

農業者が組織

県1/3、団体

事業（8,660

生産者の経営

農業者が組織

施設整備、土

県1/3、団体

243 

施

会において

むとともに

・啓発 

等の普及啓

の設置、連

産・植木・

続を支援

支援対策事

モ苗木の生

経費を支援

織する団体

体等2/3 

0千円） 

営安定のた

織する団体

土壌改良等

体等2/3 

対策の見直

に、防除区域

啓発 

連絡会議の開

花木等の生

事業（340千

生産を継続す

援 

体・ＪＡ等

ため、サク

体・ＪＡ等

等 

直しが提言

域の早期解

開催 

生産技術・

千円） 

するため、

ラの盆栽や

Ⅲ 地域の

26,6

言されたこと

解除に向けた

9,0

営農継続へ

土壌改良及

や果樹苗生産

の元気づくり

690 千円 

とを踏まえ

た取組を実

000 千円 

への支援や

及び機 

産等の 

 

え、

実

や



 

 

 (4)

 ①

 

 ②

畜産業の

但馬牛生産

団体等

○ 但馬

新規

牛舎整

ア 施

イ 家

養父市

朝来市

淡路市

但馬地

但馬牛繁殖

但馬牛

るととも

○ 繁殖

 補

 負

 実

○ 繁殖

の規模拡大

産基盤強化

等が実施す

馬牛生産基

規参入や規

整備等の費

施設整備へ

・事業主体

・補助対象

・負担割合

・予定件数

家畜導入・

・事業主体

・補助対象

・補 助 率

事業

市但馬牛クラ

市但馬牛クラ

市但馬牛クラ

地域但馬牛クラ

合 

殖経営安定

牛繁殖雌牛

もに、繁殖

殖雌牛の増

補助単価等 

負担割合 

実施主体 

殖経営支援

大と協業化

化整備事業の

する増頭事業

基盤の強化整

規模拡大を推

費用に対する

への支援（9

体 ＪＡ、市

象 計画全体

の増頭

合 県1/3、

数 ７か所

施設整備へ

体 畜産クラ

象 計画全体

率 施設整備

業主体 

スター協議会

スター協議会

スター協議会

ラスター協議会

 計 

定対策事業の

牛の増頭を図

殖経営支援セ

増頭支援（3

80千円/頭

県1/2、事

市町、ＪＡ

援センターの

244 

の実施

（

業や牛舎整

整備事業

推進するた

る補助 

9,612 千円

市町等 

体で10頭以

事業主体2

への支援

ラスター協

体で100頭以

備 国50％

会 規

会 規

会 規

会(仮称) 規

の実施

図るため、

センターの

32,000千円

頭、800頭

事業主体1/2

Ａ、和牛振

のモデル運

一部令和元

＜一

整備を支援

ため、新規参

） 

以上（２年以

2/3 

（256,000 千

協議会等 

以上の増頭

％、県７％、

模拡大 牛

模拡大 牛

模拡大 牛

模拡大 牛

但馬牛の増

の県内各地で

円） 

2 

振興協議会

運営推進の支

元年度２月

一部地方創

参入者等へ

以内）とな

千円） 

頭 

、家畜導入

区分 

牛舎等整備

牛舎等整備

牛舎、堆肥

牛舎、堆肥

＜地方創

増頭に取り

での整備を

等 

支援（522千

Ⅲ 地域の

265,6

経済対策補

創生推進交付

へ貸与する

なる５頭～

入 国175千

備、家畜導入

備、家畜導入

肥舎整備 

肥舎整備 

 

37,2

創生推進交付

組む者に対

を推進 

千円） 

の元気づくり

612 千円 

補正対応）

付金事業＞

ための 

100頭未満

千円/頭 

増頭数

入 134頭

入 38頭

100頭

90頭

362頭

209 千円 

付金事業＞

対し支援す

 

 

 

頭

頭

頭

頭

頭

 

す



 

 

 

 ③

 

 ④

 生

 実

○ 繁殖

育

ター

 実

○ 肉用

肉

支援

 負

 予

但馬牛受精

但馬牛

植に取

○ 肥育

 受

 事

 補

○ 受精

 事

 補

○ 県立

 作

第 12 回全

全国和

○ 大会

 開

 開

○ 事業

○ 実施

生産コスト

実施主体 

殖経営支援

育成～妊娠

ーより経産

実施主体 

用牛ヘルパ

肉用牛ヘル

援 

負担割合 

予定件数 

精卵による

牛子牛の生

り組む農家

育素牛の生

受卵牛の飼

事業主体 

補 助 額 

精卵供給体

事業主体 

補 助 額 

立農林水産

作 成 数 

国和牛能力

和牛能力共

会概要 

開催時期 

開催場所 

業主体 全

施内容 デ

ト等の各種調

県、ＪＡ等

援センター

娠期を協業化

産牛を提供

県、ＪＡ

パー組織への

ルパー(相互

県1/3、事

４か所 

る「神戸ビー

生産体制を強

家に対し支援

生産拡大（2

飼養管理、分

県但馬牛受

2,169千円

体制の整備

県但馬牛受

1,281千円

産技術総合セ

100個 

共進会出品

共進会への出

令和４年1

鹿児島県霧

全国和牛能力

データ調査、

245 

調査や調査

等 

（小規模型

化する取り

等 

の運営支援

互扶助組織)

事業主体2/3

ーフ」の供

強化するた

援 

2,169千円）

分娩事故防

受精卵移植

円（県1/2）

（1,281千

受精卵移植

円（県1/2）

センターで

品対策事業の

出品対策に

10月６日～

霧島市 

力共進会出

、母牛調査

査結果の検討

型）の実証展

り組みに関す

援（291千円

)が行う作業

3 

供給力強化

＜一

ため、交雑種

） 

防止等に必要

植推進協議会

 

円） 

植推進協議会

 

での受精卵作

の実施

に要する経費

～10日（５

出品対策協議

査、指定交配

討会、家畜

展示（4,39

する運営支

円） 

業省略化に

一部地方創

種肉用牛等

要な器具機

会 

会 

作成・供給

費の一部を

日間） 

議会 

配、宣伝Ｐ

Ⅲ 地域の

畜防疫対策

96千円） 

支援、県北部

に資する機器

6,4

創生推進交付

等への但馬牛

機材導入等

給（3,000千

1,0

を支援 

ＰＲ 

の元気づくり

の実施 等

部農技セン

器導入に

450 千円 

付金事業＞

牛受精卵移

の支援 

千円） 

000 千円 

 

ン

 

移



 

 

 

 ⑤

 

 

「ひょうご

酪農経

ア 搾乳牛

○ 実施

○ 補 

○ 頭 

イ 個体能

○ 対象

 ＜後

 優

 高

＜個

 省

 個

○ 実施

ウ 次世代

○ 事業

○ 実施

エ 酪農生

○ 事業

○ 実施

オ 施設整

神戸

淡路

ごの酪農」

経営の維持

牛確保対策

施主体 酪

助 率 25

 数 10

能力向上支

象経費及び

後継牛確保＞

優良雌選別

高能力受精

個体能力検定＞

省力的個体

個体能力検

施主体 酪

代型乳用牛

業内容 遺

高

施主体 県

生産基盤強

業内容 推

施主体 県

整備支援

事業

戸市畜産クラス

路地域畜産クラ

生産力アッ

持・発展のた

策事業（2,5

酪農農業協同

5千円（定額

00頭 

支援（5,731

び補助単価等

＞ 

別精液の活用

精卵の活用

＞ 

体能力検定法

検定の推進

酪農農業協同

牛改良法の実

遺伝子解析に

高能力牛の増

県 

強化対策（2

推進会議の開

県 

（229,000千

業主体 

スター協議会

ラスター協議会

246 

ップの推進

（

ため、乳用

500千円）

同組合 等

額） 

1千円） 

等 

用 2千円、

  10千円、

法の普及

・能力向上

同組合 等

実証・普及

により優秀

増頭促進

232千円）

開催（年２

千円） 

会 規

会(仮称) 新

進

一部令和元

＜一

用牛頭数の確

等 

、800本 

、50個 

上のための指

等 

及（1,514千

秀な後継牛

２回） 

模拡大 牛

 規 牛

元年度２月

一部地方創

確保・産乳

指導 

千円） 

を選抜する

区分 

牛舎等整備

牛舎等整備

Ⅲ 地域の

238,9

経済対策補

創生推進交付

乳能力の向

る新技術を活

備 

備 

の元気づくり

977 千円 

補正対応）

付金事業＞

上を支援

活用した 

増頭数

40頭

100頭

 

 

 

頭

頭



 

 

 ⑥

 ⑦

 

 ⑧

(拡)第 15

令和

成績を収

○ 大会

 開

 開

○ 事業

○ 実施

 

畜産参入支

畜産施

ンストッ

○ 事業

 候

 法

(拡)但馬牛

「兵庫

牛博物館

史・魅力

○ 施設

 農

回全日本ホ

２年度に開

収めるため

会概要 

開催時期 

開 催 地 

業主体 全

施内容 ・

・

支援センタ

施設用地の

ップ窓口を

業内容 

候補用地、

・遊休農

・用地リ

・小中学

・経営継

・牛舎整

法人等への

・農業参

牛博物館の

庫美方地域

館を観光拠

力発信」拠

設整備 

農業遺産コ

ホルスタイ

開催される第

め、出品対策

令和２年1

宮崎県都城

全日本ホルス

出品牛の選

出品候補牛

ターの運営

の掘り起こ

を設置し、総

放牧用地の

農地等の候補

ストの作成

学校の廃校情

継承バンクの

整備等支援事

の積極的な参

参入セミナー

の機能強化事

域の但馬牛シ

拠点機能・情

拠点施設とす

コーナーの設

247 

イン共進会へ

第15回全日

策を実施

10月31日～

城市 

スタイン共

選定 

牛の計画的

し、各種制

総合的な相

の掘り起こ

補用地の掘

成 

情報活用

の充実 

事業等の周

参入働きか

ー等の活用

事業の実施

（

システム」

情報発信力

するための

設置 

への出品対

日本ホルス

～11月２日

共進会兵庫県

的作出、飼養

度利用によ

相談体制を構

こし 

掘り起こし

周知、ＰＲ

かけ 

用 

施

一部令和元

＜一

の日本農業

力として強化

の機能強化

対策

タイン共進

（３日間）

県出品対策

養管理指導

＜地方創

よる法人の

構築 

元年度２月

一部地方創

業遺産の認

化し、全国

を実施 

Ⅲ 地域の

2,8

進会におい

 

策協議会 

導の実施等 

5

創生推進交付

参入支援等

102,0

経済対策補

創生推進交付

認定等を踏ま

国唯一の「但

の元気づくり

870 千円 

て優秀な

500 千円 

付金事業＞

等を行うワ

098 千円 

補正対応）

付金事業＞

まえ、但馬

但馬牛の歴

 

 

 

 

馬

歴



 

 

 ⑨

 

 和

 展

○ 企画

 回

○ 調査

 但

 調

○ ファ

 会

 出

 会

 

 (新)養豚

豚熱

組を支援

○ 事業

○ 対象

○ 負担

  

  

和牛に関す

展示内容の

画展の開催

回 数 年

査・研究活

但馬牛に関

調査研究、

ァンクラブ

会員募集・

出生雌子牛

会員ボラン

豚場飼養衛生

(ＣＳＦ)の

援 

業主体 県

象経費 防

担割合 防

   そ

   ※

する書籍や牛

の多言語化対

催(1,053千円

年２回（春

活動（2,526

関する歴史的

研究成果の

ブ活動（519

広報、但馬

牛の名前の公

ンティアの育

生管理強化

の発生予防対

県内23養豚場

防鳥ネット、

防鳥ネット

そ  の  他

※ 飼養衛生

いては、農
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牛籍簿等の

対応 等

円) 

・秋）開催

6千円） 

的資料の収

の発信等 

9千円） 

馬牛講座

公募、ファ

育成 

化事業の実施

対策として

場 

、動力噴霧

国1/2、県

 国1/2、農

生管理基準で

農家負担を

の電子化書籍

催 

収集 

ァンの集いの

施

（令和元

て、養豚場に

霧器、簡易更

県1/4、農家

農家1/2 

で整備を義

を軽減するた

籍を閲覧で

の開催 

元年度２月

における飼

更衣室、飲

家1/4※ 

義務付けられ

ため、国庫

Ⅲ 地域の

できる資料館

13,0

経済対策補

飼養衛生管理

飲水消毒装置

れた施設等

庫に上乗せ

の元気づくり

館の設置

000 千円 

補正対応）

理強化の取

置 等 

等整備につ

で支援 

 

 

取



 

 

 (5)

 ＜海

 ①

     

     

 

 ②

県産ブラ

海外向けブ

ひょうごの

県産農

となり、

○ 実施

○ 負担

○ プロ

 中

 Ｅ

    

    

 中

 東

 ひ

商

(拡)「KOB

国内外

の牛肉ブ

○ 海外

○ (拡

 肉

 

ランドの育

ランド戦略

の「農」「食

農林水産物

、海外輸出

施主体 ひ

担割合 県

ロモーショ

中国（香港

・香港フー

ＥＵ（パリ

・営業活動

・日本食材

中東（ドバ

・Gulfood

東南アジア

・営業活動

・百貨店等

ひょうご農

商社・貿

商談会等の

BE BEEF」「

外での神戸

ブランドと

外プロモー

拡)国内プロ

肉フェス(１回

(新)指定登

育成・発信強

略の展開＞

食」輸出拡

物の新たな市

出プロモーシ

ひょうごの美

県1/2、協議

ョン内容 

港） 

ードエキスポ

） 

動の実施（

材店でのテス

バイ） 

（ガルフー

ア（マレーシ

動の実施（

等でのテス

農畜水産物

貿易会社等が

の情報提供、

「TAJIMA BE

戸ビーフの需

との差別化を

ーションの実

ロモーション

回)、神戸ビ

登録店の拡大
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強化 

 

拡大の促進

市場拡大を

ションを実

美味し風土

議会1/2 

ポへの出展

３か月）

スト販売の

ード）への出

シア） 

３か月）

ト販売の実

・加工食品

が参画する

、情報交換

EEF」の流通

需要拡大を

を推進 

実施（アジ

ンの実施

ビーフ料理教室

大 

を図るため、

実施 

土拡大協議会

展 

の実施（３か

出展 

実施（３か月

品輸出促進ネ

る輸出促進ネ

換会等を実施

通拡大

＜一部

＜一

を図るため、

ジア、中東）

（2,229千円

室(１回)、神

＜地方創

、生産者・

会 

か月） 

月） 

ネットワー

ネットワー

施 

部リーディ

一部地方創

、但馬牛の

）（1,423千

円） 

神戸ビーフスク

Ⅲ 地域の

17,9

創生推進交付

企業・行政

ーク事業 

ークを活用し

5,8

ングプロジ

創生推進交付

の特長をPRし

千円） 

クール(３回

の元気づくり

935 千円 

付金事業＞

政等が一体

し、国内外

832 千円 

ジェクト＞

付金事業＞

し、他県産

回) 

 

 

体

外

 

 

産



 

 

 

 ③

 

 ④

○ 本格

 本

○ (新

「神

される

(拡)ひょう

日本酒

報発信を

○ (新

連行

 

 場

 内

  

  

  

 事

○ 海外

 ひ

ひょうごの

ひょ

目指すた

○ 補助

○ 内 

応援大使

日本代表)を

格オープン

本格オープ

新)「神戸ビ

神戸ビーフ

るイベント

うごの酒米

酒の輸出拡

を実施 

新)ブリュッ

行事の兵庫

日  程 

場  所 

内  容 

       

      

      

事業主体 

外プロモー

ひょうごの

の「酒」輸

うごの「酒

ため、海外

助対象者 県

 容  

使に任命した

を活用した

ンの検討（1

プンに向けた

ビーフ魅力発

フ魅力発信セ

トブース等へ

米海外戦略推

拡大、酒米の

ッセル国際コ

庫開催(23,2

令和２年1

兵庫県神戸

歓迎レセプ

審査会 

酒造・酒米

SAKE sele

アワードセ

SAKE sele

ーション活動

の酒・酒米の

輸出拡大の促

酒」を海外へ

外展示会への

県内の酒造組

250 

た岡崎氏(サ

たプロモーシ

139千円）

た検討委員

発信セット

セット」を

への出展や

推進事業の

の需要拡大

コンクール

200千円)

10月18日～

戸市ほか

プション

米産地等体

ectionセミ

セレモニー

ection2020

動の展開(4

の欧州プロ

促進

へ積極的に

の出展等を

組合 

サッカー日

ションを行

員会の設置

ト」の作製

を作製し、東

や指定登録店

の実施

大を図るため

ル日本酒部門

～23日 

体験・見学会

ミナー＆交流

ー 

0兵庫開催実

4,000千円)

ロモーショ

にPRし、県内

を支援 

日本代表)や

行い、指定登

（2,041千

東京オリン

店でのPRに

＜地方創

め、海外へ

門SAKE sel

会 

流会 

実行委員会

) 

ンの実施 

＜地方創

内清酒製造

Ⅲ 地域の

や大畑氏(元

登録店の増

円） 

ンピック期間

に活用 

27,2

創生推進交付

へ兵庫の酒

lection202

会（仮称） 

等 

10,5

創生推進交付

造業のさらな

の元気づくり

元ラグビー

増加を促進

間中に開設

200 千円 

付金事業＞

・酒米の情

20及び関

500 千円 

付金事業＞

なる発展を

 

設

 

情

 



 

 

 

 ＜国

 ①

 パ

 海

 パ

 国

○ 対象

○ 補 

国内向けブ

認証食品の

安全

需要拡大

○ 登録

 マ

 グ

 認

 保

○ 登録

認

○ イオ

首

回

○ 認証

 設

 設

[

 

パリでの展

海外向けＧ

パリでの展

国内外での

象経費 出

助 率 定

ランド戦略

の需要拡大

・安心な県

大等に向け

録飲食店の

マッチング

グルメスト

認証食品フ

保育園にお

録販売店の

認証食品販

オンリテー

首都圏及び

、県内12回

証食品のア

設置場所 

設置内容 

[兵庫県認証

区 

ひょうご安

ひょうご推

展示・試飲会

ＧＩ（地理的

展示・商談会

の食品見本市

出展料、渡航

定額（1/2相

略の展開＞

大 

県産食品の生

けた取組を実

の需要拡大及

グ商談会の開

トリートの開

フェスティバ

おけるＰＲプ

の需要拡大

販売コーナー

ール(株)と連

び県内のイオ

回) 

アンテナシ

コトノハコ

商品販売、

証食品(令和

  分 

安心ブラン

推奨ブラン

251 

会(サロン

的表示）の

会(メゾン

市への出展

航経費等

相当） 

 

生産、流通

実施 

及び消費者

開催（２回

開催（４回

バルの開催

プロジェク

（183千円）

ーを設けた

連携した県

オン店舗で

ョップ設置

コ神戸３階

、認証食品

和元年12月

品

ンド 997

ンド 1,17

・デュ・サ

のＰＲ 

・デュ・サ

展 等 

通、消費の拡

者への認知度

回） 

回） 

催（１回）

クト 

） 

たモデルシ

県内外での認

での「認証食

置（1,122千

階 

品制度ＰＲポ

月末現在)]

目数 

品目 
減

産

4品目
生

が

サケ)への出

サケ)の実施

＜地方創

拡大のため

度向上（2,

ョップの展

認証食品の

食品フェア

千円） 

ポスター等

対

減農薬等に取

産する農林水

生産方法、品

がある農林水

Ⅲ 地域の

出展 

施 

5,2

創生推進交付

め、兵庫県認

,830千円）

展開 

の販売（1,0

ア」の実施

等の設置 

対   象 

取り組む生

水産物等 

品質等の個

水産物等 

の元気づくり

217 千円 

付金事業＞

認証食品の

 

082千円）

(首都圏１

生産者が生

個性・特長

 

 



 

 

 ②

 ③

 

 ④

 

 

 

(新)兵庫県

認証食

○ 認証

 ロ

 類

○ 訴求

 P

 

ひょうご五

県産農

全国への

○ 事業

○ 事業

 流

 

 全

 

兵庫県産野

県産野

（ひょ

と消費者

○ 産地

ひ

の価

○ 「県

○ 産地

県認証食品

食品の知名

証食品のシ

ロゴマーク

類似商標調

求力の高い

PR動画等の

五国のめぐ

農林水産物

の情報発信

業主体 ひ

業内容 

流通のプロ

流通のプ

との個別商

全国最大食

スーパー

・開催時期

・開催場所

野菜バリュ

野菜の有す

うごの野菜

者が価値で

地と消費を

ひょうごの

価値を伝達

県産野菜テ

地と実需者

品情報の発信

名度向上を図

シンボル作成

ク制作 

調査・商標登

いPR実践 

の制作、県S

ぐみ首都圏発

物・加工食品

信を強化 

ひょうごの美

ロ活用型（3

プロ（食品流

商談による密

食品展示商談

ーマーケッ

期 令和３年

所 幕張メ

ューチェーン

する価値を、

菜伝道師）を

で結びつくバ

をつなぐ価値

の野菜伝道師

達 

テキスト」ダ

者のマッチン

252 

信強化

図るため、

成 

登録 

SNSやYouTu

発販路拡大

品の全国ブ

美味し風土

3,146千円）

流通関係商

密度の高い

談会活用型

トトレード

年２月中旬

ッセ（予定

ンの構築

、食の魅力

を介して消

バリューチ

値の伝達

師を百貨店

ダイジェス

ング 

新たな認証

ubeでの配信

大の実施

ブランド化

土拡大協議会

） 

商社経験者等

い販路開拓

型（2,854千

ドショーへの

旬 

定） 

力に関して訴

消費者に確実

チェーンを構

店やホテル等

スト版の作成

証食品ロゴ

信 

＜地方創

・販売促進

会 

等）による

とブランド

千円） 

の出展 

訴求力・行

実に伝達す

構築 

等の実需者

成等 

Ⅲ 地域の

2,6

ゴマークを作

6,0

創生推進交付

進のため、首

流通のキー

ド発信 

2,0

行動力のある

することによ

者に派遣し

の元気づくり

697 千円 

作成 

000 千円 

付金事業＞

首都圏から

ーパーソン

069 千円 

るキーマン

より、産地

、県産野菜

 

 

ン

ン

地

菜



 

 

 ⑤

 ⑥

 ＜新

 ①

「兵庫丹波

全国ブ

促進 

○ 地域

 箇

○ 気象

 実

○ 研修

 

(拡)ひょう

ひょ

とトレー

○ 販売

 実

 負

○  (新

 先

 

 ブ

 

新品種・新商

「農」イノ

農林水

究機関

ア 「農」

○ 「農

 内

 対

イ 新ビジ

波黒」安定

ブランドで

域推進会議

箇 所 数 

象災害に強

実践農場の設置 

修会の開催

うご雪姫ポー

うご雪姫ポ

ーサビリテ

売戦略検討

実施主体 

負担割合 

新)ブラン

先進事例視

トレーサビ

ブランド管

商品の開発

ノベーショ

水産業の競

との交流連

」イノベー

農」イノベ

内  容 

対  象 

ジネス加速

定生産の支援

である兵庫県

議の開催 

５か所・各

強い生産技術

５ほ場 

催、需要拡大

ーク生産・販

ポークの不適

ティの確立を

討会の開催

ひょうご雪

県1/2、協

ド管理体制

視察 

ビリティ検討

管理オンライ

発促進＞ 

ョンひょうご

競争力を強化

連携を通じ、

ーションひ

ベーション創

「食」や

の創出を支

農林漁業者

速化支援事業

253 

援

県産丹波黒

各２回 

術モデルの

大ＰＲ活動

販売力ブラ

適正表示事

を検討 

（年４回）

雪姫ポーク

協議会1/2

制の強化 

討会 

インシステ

ごの推進

化するため

、新技術・

ょうご推進

創出セミナ

「農」をめ

支援する

者、企業等

業（2,212千

黒大豆の生産

の確立 

動の実施 

ンド管理の

事案に対応す

 

クブランド推

テムの構築

＜一

め、農林漁業

新商品等の

進協議会の運

ナー・交流会

ぐる動向を

等の商品開発

千円） 

産力向上、

の強化

するため、

推進協議会

一部地方創

業者と様々

の開発を支

運営（1,90

会（５回）

を学び、新

発担当者 

Ⅲ 地域の

1,0

最高級品質

1,1

ブランディ

会 

133,1

創生推進交付

々な分野の事

支援 

05千円） 

 

新たなイノベ

の元気づくり

000 千円 

質の生産を

50 千円 

ィング検討

36 千円 

付金事業＞

事業者、研

ベーション

 

討

 

研

ン



 

 

 

 ②

 ③

 

商

ス化

○ 支援

ウ 先進的

産学

○ 補助

○ 件 

エ 新ビジ

○ 実施

○ 事業

 新

 

 整

農林漁業者

県産農

施する

○ 農林

 人

 現

○ 交流

○ ネッ

H

 

主食米のた

新たな

って、本

○ 事業

米

品開発を行

化を加速 

援目標数 

的アグリビ

学官に食関

助上限 3,

 数 10

ジネス創出

施主体 ６

業内容 

新商品開発

 多様な業

整備事業

６次産業

者の６次産

農林水産物

６次産業化

林漁業者へ

人  数 

現地指導 

流会の開催

ットワーク

HP、SNSを活

ための新た

なブランド

本県オリジ

業内容 

米の新品種

 

行うプロジ

10プロジェ

ビジネススタ

連企業を加

000千円

0件 

出に向けた支

６次産業化

発等支援事業

業種が連携

（国1/2、事

業化等の取組

産業化の推進

物の競争力を

化の取組をサ

へのサポー

28人（中小

115件×３

催（３回）

ク推進補助員

活用した情

たな品種対策

ド米を育成す

ジナル品種を

種育成のため

254 

ジェクトを支

ェクト 

タートアッ

加えた共同研

支援（113,

・地産地消

業（国1/2、

して実施す

事業者1/2）

組に必要な

進

を高めブラ

サポートす

ト活動 

小企業診断

３回 

員の設置

情報発信 

策事業の実

するため、

を開発 

めの研究備

支援するた

ップ支援事業

研究チーム

,487千円）

消法の認定事

、事業者1/

する新商品開

 

な加工施設

ランド化を推

する専門家

断士、大学教

実施

JAグループ

備品（電気泳

ため、専門家

業（15,532

ムの生産・加

 

事業者等 

/2） 

開発、販路

・機械等の

推進するた

を派遣 

教授等） 

プ、生産者

泳動装置等

Ⅲ 地域の

家を派遣し

2千円） 

加工等技術開

路開拓を支援

の導入を支援

18,3

ため、農林漁

1,9

者、実需者と

等）の整備 

の元気づくり

し、ビジネ

開発を支援

援 

援 

345 千円 

漁業者が実

975 千円 

と一体とな

 

援 

実



 

 

 (6)

 ①

 ②

 

 ③

 

 

 

「農」に

 (新)楽農

楽農生

○ 実施

○ 会 

○ 参 

○ 内 

 

(拡)地域楽

県民に

楽農生活

○ 補助

○ 支援

○ 補助

○ 補助

 以

 兵

 楽

 楽

 野

○ 補助

   

○ 補 

(再掲)田舎

に親しむ楽

農生活センタ

生活センタ

施時期 令

 場 楽

加 者 2,

 容 講

楽農生活セ

による「農

活の拠点

助対象 市

援箇所 ７

助期間 １

助要件 

以下の全て

兵庫楽農生

楽農生活に

楽農生活推

野菜等の栽

助上限額 ビ

       ス

助 率 1/

舎暮らし楽農

楽農生活等の

ターリニュ

ターのリニュ

令和２年７月

楽農生活セン

000人程度

講演、食のブ

センターの開

農」の学びや

（地域楽農生

市町、ＪＡ

７件（１年

箇所当た

てを行うこ

生活センター

に係る情報発

推進に資する

栽培講座((新

ビギナー講座

ステップア

/2以内 

農生活応援事

255 

の推進 

ューアル記念

ューアルに

月頃 

ンター 

度 

ブース、体

開設支援

や体験の場

生活センタ

目５件、２

り２年 

と 

ーとの連携

発信 

る体験イベ

新)ビギナー

座    

ップ講座

事業の実施

念イベント

にあわせて、

体験ブース、

＜

場を身近なも

ター）開設に

２年目２件）

携 

ベント 

ー講座、ス

2,500千円

3,000千円

（参照 P410

トの実施

、記念イベ

、魅力発信

＜リーディ

＜地方創

ものとする

に取り組む

） 

ステップア

円 

円 

）

Ⅲ 地域の

5

ベントを開催

信ブース 

18,7

ングプロジ

創生推進交付

るため、地域

む市町等を補

ップ講座) 

12,8

の元気づくり

500 千円 

催 

700 千円 

ジェクト＞

付金事業＞

域における

補助 

886 千円 

 

 

 



 

 

 ④

 

 ⑤

ひょうご市

農業体

タイル

○ レベ

 事

 実

○ 公社

 事

○ 大規

 事

 実

○ 県

楽農学校事

生きが

○ 生き

生

 募

 実

 受

○ 就農

本

 募

 実

 受

○ 楽農

本

 募

市民農園の

体験や農山

「楽農生活

ベルアップ

事業内容 

実施主体 

社型（５地

事業内容 

規模型（３

事業内容 

実施主体 

・市町推進

事業の実施

がいとして

きがい農業

生きがいと

募集人数 

実施期間 

受 講 料 

農コース

本格的に就

募集人数 

実施期間 

受 講 料 

農生活有機

本格的な有

募集人数 

の整備 

山村地域との

活」の実践の

プ型（８地区

小規模市民

市町、ＪＡ

地区）（7,50

(公社)兵庫

備に対する

３地区）（58

大規模の

憩室・更衣

市町、ＪＡ

進事業（開設

施 

ての農業か

業コース（1

として農業を

116人（58

６か月 

30千円及び

（12,378千円

就農を目指す

20人 

１年（最大

120千円及

機農業コース

有機農業経営

５人 

256 

の交流を通

の場となる

区）（6,000

民農園・農

Ａ、農業者、

00千円）

庫みどり公

る補助 

8,600千円）

日帰り型・

衣室等）に

Ａ、農業者

設希望者向

ら新規就農

1,327千円）

を楽しみた

8人×２期）

び実費５千

円）    

す人を対象

大２年間）

及び実費30千

ス（1,627千

営に向けた

通じ、県民が

る、市民農園

0千円） 

農業体験農園

農業者が組

公社が先導役

） 

滞在型市民

に対する補助

者が組織す

向け市民農園

＜一

農まで、幅広

） 

たい人を対象

） 

千円 

       

象とした総合

 

千円 

千円） 

た技術習得

が食と「農

園の整備に

園の整備に

組織する団

役として整

民農園の整

助 

る団体、Ｎ

園研修会等

一部地方創

広い対象に

象とした基

合的な農業

を目指す人

Ⅲ 地域の

72,6

農」に親しむ

に対し助成 

に対する補助

団体、ＮＰＯ

整備する市

整備（区画整

ＮＰＯ法人 

等）（532千

15,3

創生推進交付

に応じた講座

基礎的な技術

業技術研修 

人を対象と

の元気づくり

632 千円 

むライフス

助 

Ｏ法人 等

民農園整

整備、休

等 

円） 

332 千円 

付金事業＞

座を開催

術の研修

した研修

 

等 

 



 

 

 

 ⑥

 

 実

 受

○ 実施

親子農業体

楽農生

のもと、

ア 稲作体

○ 募集

○ 体験

○ 実施

○ 参加

イ 野菜栽

○ 募集

○ 体験

○ 実施

○ 参加

実施期間 

受 講 料 

施場所 兵

体験教室の

生活センタ

、親子を対

体験（1,30

集人数 10

験内容 稲

施期間 令

加者負担 13

栽培体験

集人数 40

験内容 黒

施期間 令

加者負担 7,

 

１年（最大

120千円及

兵庫楽農生活

の実施 

ターのほ場で

対象とした稲

00千円）

00家族400人

稲作体験（田

令和２年６～

3,000円/１

（300千円）

0家族160人

黒大豆栽培

令和２年６～

500円/１家

257 

大２年間）

及び実費30千

活センター

で、地元農

稲作体験教

人 

田植～稲刈

～11月（全

１家族 

 

人 

・加工体験

～12月（全

家族 

 

千円 

ー（神戸市西

家や楽農生

教室等を実施

刈、試食）

全５回） 

験 

全４回） 

西区） 

＜地方創

生活インス

施 

Ⅲ 地域の

1,6

創生推進交付

トラクター

の元気づくり

600 千円 

付金事業＞

ー等の指導

 

 

導



 

 

 (7)

 ＜森

 ①

     

木材の有

森づくりの推

「新ひょう

森林が

工林や荒

主体によ

○ 「森

 事

 実

 事

 整

 令

○ 広葉

森

誘導

 事

 実

 事

 負

 令

○ 住民

 事

     

有効活用と

推進＞ 

うごの森づ

が持つ多面

荒廃した里

よる森づく

森林管理10

事業内容 

実施主体 

事業期間 

整備計画 

令和２年度 

葉樹林化促

森林の公益

導するため

事業内容 

実施主体 

事業期間 

負担割合 

造林

国庫

5

令和２年度 

民参画型里

事業内容 

     

と森林の保全

づくり」の推

面的機能を発

里山林等につ

り活動を推

00％作戦」

国の公共造

に対し、県

市町 

平成24～令

間伐62,00

（森林間伐

平成26年度

を追加し、

間伐5,000

促進ﾊﾟｲﾛｯﾄ事

益的機能を発

め、伐採の進

国の公共造

する追加補

市町 

平成24年度

林事業（国庫

庫補助金 

51% 

更新伐17h

里山林再生事

地域住民等

（森林・山
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全再生 

推進

発揮させる

ついて、公

推進 

推進事業

造林事業等

県・市町が

令和３年度

00ha、作業

伐道850km整

度までに整

、間伐面積

0ha、作業道

事業(災害に

発揮し、野

進まない高

造林事業に

補助 

度～令和３

庫補助事業

ha、作業道

事業（8,22

等による里

山村多面的機

るため、間伐

的関与によ

（72,976千

等による間伐

が連携して公

度 

業道850km

整備プラン

整備した作業

積の拡大を図

道70kｍ 

に強い森づ

生動物の生

高齢人工林

による更新伐

３年度(10か

業） 

県 

17% 

道開設1,700

23千円）

山林整備活

機能発揮対

伐が必要な

よる森林管

千円） 

伐及び作業

公的負担を

ン） 

業道360kmに

図り、森林

づくり)の実

生息環境保

を伐採し、

伐・植栽及

か年) 

広葉樹林化

県 

7.5% 

0m 

活動に対して

対策交付金事

Ⅲ 地域の

93,1

なスギ・ヒノ

管理の徹底及

業道開設の補

を実施 

に加え、49

林管理を徹底

実施（10,43

保全に配慮し

広葉樹林化

及び作業道開

化促進パイロ

市

24.

て資機材等を

事業と一体的

の元気づくり

44 千円 

ノキ等の人

及び多様な

補助残額

90km 

底 

32千円）

した森林へ

化を促進

開設等に対

ット事業 

市町 

5% 

を支援 

的に実施）

 

人

な

へ

対 



 

 

 

 ②

 実

 事

 整

 令

○ 企業

 事

 実

 支

(拡)森林環

地球温

活用し、

ア 森林整

○ (拡

市

置

 対

 支

○ (新

非

上で

○ (拡

樹

係者

 

実施主体 

事業期間 

整備計画 

令和２年度 

業の森づく

事業内容 

実施主体 

支援内容 

環境譲与税

温暖化防止

、市町が行

整備 

拡)ひょうご

市町が実施

し、市町に

対象市町 

支援内容 

・森林所有

・森林整備

・県産木材

・幼稚園・

新)兵庫みど

非経済林の

で、市町か

拡)森林クラ

樹種、林齢

者がクラウ

市町 

平成24～令

4,100ha

280ha 

り推進事業

企業が社会

森林整備保

(公社)兵庫

活動フィー

税を活用した

止、国土の保

行う森林整備

ご森づくりサ

施する森林

による森林の

支援を要望

有者への森林

備事業の現地

材の利用相談

保育園での

どり公社によ

の整備を加速

からの森林管

ラウド活用情

齢、面積、施

ウド上で共有
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令和３年度

業（1,513千

会貢献活動

保全活動の

庫県緑化推

ールド・専

た森づくり

保全や水源

備等を支援

サポートセ

林整備事業等

の整備・管

望する市町

林管理意向

地調査や設

談対応 

の木育活動

よる市町森

速するため

管理業務を

情報高度化

施業履歴等

有できるシ

度 

千円） 

動の一環と

の支援 

推進協会 

専門家の斡旋

りの推進

＜一部

源のかん養な

援 

センターの設

等をサポー

管理や木材の

町 

向調査や森林

設計積算、検

動支援等 

森林経営管理

め、兵庫みど

を受託(全額

化事業の実施

等の森林情報

システムを構

して、所有

旋、活動計

部リーディ

などのため

設置（40,5

ートする窓

の利用促進

林現況調査

検査支援 

理業務の受

どり公社が

額市町負担)

施（44,909

報を県・市

構築 

Ⅲ 地域の

有者に代わ

計画への助言

183,8

ングプロジ

め、森林環境

546千円） 

口を林業会

進を総合的

査、境界確

受託 

技術人材を

) 

9千円） 

市町・森林組

の元気づくり

って行う

言 等 

841 千円 

ジェクト＞

境譲与税を

会館内に設

に支援 

定 

を確保した

組合等の関

 

 

設

た

関



 

 

 

 ③

 令

イ 人材育

○ (拡

 市

 

業

 

施

 研

・林

・一

○ (再

ナラ枯れ防

ナラ枯

定し、優

○ 被害

 被

令和２年度

・クラウド

・(新)地上

育成 

拡)県立森林

市町職員養

・研修内容

・研修環境整備

・研修期間等

(新)林業災

立木伐倒

業労働災害

・導入機械

・回  数

(新)リモー

リモート

施・指導が

・研修期

研修科研修

林業事業体

一般県民を

再掲)「ひょ

防止作戦の

枯れ被害の

優先的に被

害先端地市

被害先端地

度の事業内容

ドシステム導

上設置型レー

林大学校を活

養成講座の開

容 森林林業

備 演習作業

等 10日間×

災害防止研修

倒の練習がで

害を防止 

械 伐倒練習

数 24回 

ートセンシン

トセンシング

が出来るリー

期間 ６日間

修の実施 

体のリーダー

を対象とした

ょうごの木」

の推進 

の拡大防止に

被害木の駆除

市町の指定

地市町 毎年

いる

（２
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容 

導入 

ーザースキ

活用した研

開設 

業の概要と

業道整備

×２回 各

修の実施

できる機械

習機、風倒

ング技術者

グ技術習得

ーダー人材

間×２回

ー人材育成

た地域のリ

」利用拡大

に向けて、

除等を行う

年９月の被

る市町のう

２年連続被害が

キャナによ

研修の実施

と実務、木材

各20人 

械を導入した

倒木伐採訓練

者養成研修の

得により測量

材の育成 

各10人(計

成に向けた高

リーダー人材

大事業の実施

重点的な対

う「ナラ枯れ

被害調査の結

うち、未発生

が減少し、被

る森林資源

（29,566千

材利用の実

た現場技術

練装置、グ

の実施 

量業務を安

計20人) 

高度化研修

材育成に向

施(参照P26

対策を行う

れ防止作戦

結果に基づ

生の市町に

被害量100㎡を

Ⅲ 地域の

源調査 

千円） 

実務、森林G

術者研修を実

グラップル 

安全かつ円滑

修 

向けた研修 

62）（68,82

38,8

被害先端地

戦」を展開 

づき、被害が

隣接する市

を下回るまで継

の元気づくり

GIS等 

実施し、林

滑に実

20千円）

864 千円 

地市町を指

が発生して

市町を指定

継続指定） 

 

林

指

て

定



 

 

 

 ④

 

 ⑤

○ 

 事

 取

 事

 負

資源循環林

森林の

支援を実

○ 実施

○ 対象

○ 支援

○ 補助

○ 事業

(新)御即位

森林大

う慶事行

○ 事業

 場

 面

 植

 契

 分

【令和元年

被害発生

（神戸市、

脇市、三

淡路市、

対策内容 

事業主体 

取組内容 

・伐倒駆除

・粘着シー

事業量（本

負担割合 

林造成パイ

の裸地化等

実施 

施主体 公

象森林 10

援内容 国

対

助基準額 24

業期間 令

位記念分収

大学校の継

行事の一環

業概要 

場   所 

面   積 

植栽樹種 

契約締結 

分収割合 

年度指定市

生26市町の

、西宮市、

三木市、加

、洲本市、

県 

 

除：被害木

ート貼付：粘

本数換算）

国1/2、県

イロット事業

等による災害

公共造林事業

00ha以上の

国の公共造林

対し、県・森

40千円/㏊

令和元～５年

収造林事業の

継続的な実習

環として行

宍粟市山崎

分収造林契

スギ、ヒノ

令和２年

国：県＝
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市町】 

のうち18市町

芦屋市、宝

加西市、加東

南あわじ市

を伐倒し、

粘着性のあ

介するカシ

3,820本

県1/2 

業の実施

害発生リス

業等実施主

の林業経営

林事業によ

森林組合連

(１地域当た

年度 

の実施

習地の確保

う記念分収

崎町（国有

契約面積

ノキ（エリ

４月（契約

２：８ 

町指定 

宝塚市、三

東市、多可町

市） 

伐倒木を薬

あるシートの

シノナガキ

（令和元年

＜

スクを防ぐた

主体（森林組

を行う生産

よる再造林

連合会が連携

たり５㏊を

保を図るた

収造林を実施

有林） 

約2ha 

リートツリー

約期間：約8

三田市、明石

町、姫路市

薬剤くん蒸

の巻きつけ

クイムシを

年度：4,446

＜リーディ

ため、主伐

組合、公社

産森林組合等

と獣害対策

携して公的

を想定) 

め、国が天

施 

ー）等 

80年） 

Ⅲ 地域の

石市、加古

市、市川町、

蒸または焼

けにより、ナ

を封じ込め

6本） 

7,2

ングプロジ

伐後の再造林

社等） 

等の所有林

策への補助残

的負担を実施

2,0

天皇陛下の御

の元気づくり

古川市、西

、神河町、

却 

ナラ菌を媒

め 

200 千円 

ジェクト＞

林に対する

林 

残額に  

施 

000 千円 

御即位に伴

 

媒

 

  

伴



 

 

 ＜県

 ①

 ②

 

 ＜県

 ①

県産材の安定

第３期ひょ

木質バ

木供給団

○ 林内

 間

の林

 整

○ 低コ

   木

給体

に恵

 設

 

高性能林業

県産木

業機械等

○ 実施

○ 補 

○ 予定

県産木材の利

(拡)「ひょ

地球温

活用し、

○ (拡

建

工

 

定供給の推

うご林内路網

バイオマス

団地の設定

内路網の整

間伐材を低

林内路網密

整備延長 

コスト原木

木質バイオ

体制を確立

恵まれた概

設定団地数 

業機械等の

木材の生産

等の取得導

施主体 市

助 率 1/

定台数 10

利用促進＞

ょうごの木

温暖化防止

、県産木材

拡)「ひょう

県産木材の

建築主の協力

工務店等の活

(拡)「ひょ

推進＞ 

網 1,000km 整

ス発電向け燃

定と林内路網

整備 

低コストかつ

密度が100m/

令和５年度

木供給団地の

オマス発電の

立するため、

概ね65haの区

令和５年度

の導入による

産基盤の強化

導入を支援

市町、森林組

/3以内 

0台 

＞ 

木」利用拡大

止、国土の保

材の利用を促

うご魅せる木

の需要拡大

力のもと、

活動を支援

ょうごの木の
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整備プランの

燃料を含め

網整備を推

つ効率的に

/haとなる

度までに1,

の設定 

の稼働に伴

、間伐可能

区域を「低

度までに15

る生産基盤

化を図るた

組合、森林

大事業の実

保全や水源

促進 

木の家」建

大に向けて、

県産木材

援 

の家」設計

の策定・推進

めた木材需要

推進  

に搬出するた

よう団地内

,000km（令

伴う木材需要

な人工林が

低コスト原木

50団地を設

盤の強化

＜

ため、低コス

林整備法人

実施

源のかん養な

建築促進（5

、良質な県

を利用した

計支援(45,0

要に対応す

ために、低

内を中心に路

令和２年度2

要の拡大に

が多く地形

木供給団地

設定（令和

＜リーディ

スト原木生

等  

などのため

51,500千円

産木材の魅

た木造住宅

000千円) 

Ⅲ 地域の

1,074,7

するため、低

低コスト原木

路網整備を

200km） 

に向け、原木

形やアクセス

地」として設

２年度30団

60,0

ングプロジ

生産に必要な

68,8

め、森林環境

円） 

魅力を発信

の設計やP

の元気づくり

720 千円 

低コスト原

木供給団地

を推進 

木の安定供

ス等の条件

設定 

団地） 

000 千円 

ジェクト＞

な高性能林

820 千円 

境譲与税を

信するため、

PR等を行う

 

原

地

供

件

 

林



Ⅲ 地域の元気づくり 
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 工務店による県産木材の魅力を見せる木造住宅設計を支援 

・事業主体 ひょうご森づくりサポートセンター 

・補助対象 県産木材利用木造住宅の建築の担い手である工務店「ひ 

ょうご木の匠」登録工務店 

・補助要件 県産木材を50％以上利用した住宅で、県産木材の構造材や 

内装材を見せる住宅を設計すること 

・補 助 額 300千円/件 

・補助件数 150件 

 (新)「ひょうご木の家」のPR促進(3,000千円) 

 「ひょうご木の匠」登録工務店が建築する魅力的な県産木材利用木造

住宅の事例集を作製 

・配 布 先 住宅展示場や産地見学会等 

・配布部数 15,000部 

 「ひょうご木の家」建築促進(2,000千円) 

 工務店グループによる住宅展示・相談会の開催を支援 

・事業主体 ひょうご木の匠の会 

・補助要件 実施する相談会に併せて、県産木材の利用意義をPRする機 

会を設けること 

・実施回数 20回 

 (新)兵庫県産木材利用木造住宅特別融資PR促進(1,500千円) 

 特別融資の制度内容やメリット等について周知強化 

○ 「ひょうごの木」普及啓発促進（1,320千円） 

住宅の建築等を検討している県民を対象に県産木材利用木造住宅がで

きるまでの工程の見学会を実施 

 参加人数 50人×６回＝300人 

 見 学 先 兵庫木材センター、木材市場等 

○ ひょうごの森づくり・木づかい普及啓発（3,000千円） 

森づくりや木づかいに関するシンポジウムと市町の取組を紹介するフ

ェアを同時開催 

 回  数 １回/年 

○ 防火地域等県産木材利用促進研究会の開催（500千円） 



 

 

         

 

 ②

        防

 内

 回

○ 非住

兵

ため

 回

○ (新

モ

設の

 事

 対

 補

 件

兵庫県産木

県産木

対し低利

○ 融 

○ 融資

○ 融資

○ 利 

防火地域等

内  容 

回  数 

住宅木造建

兵庫県林業

め、建築主

回  数 

新)ひょうご

モデル的な

の木質化を

事業主体 

対象施設 

補助割合 

件  数 

木材利用木造

木材等の利

利融資を実

資 枠 60

資対象 ・

・

資限度額 ・

・

・

・

・

 率 １

26

等への県産木

県産木材を

３回 

建築物研修会

業会館をモデ

主や技術者向

２回（建築

ご木の街木質

な木質化整備

を支援 

民間事業者

駅やバスタ

県1/3、市

６件 

造住宅特別

利用拡大を図

実施 

0億円 

県産木材を

県産木材の

県産木材使

県産木材使

県産木材使

県産木材使

技術を活用

※ 環境配慮

リフォーム

※環境配慮

～25年目

6～35年目
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木材の利用

を活用した

会（500千

デルとして

向けの研修

築主、技術

質化推進事

備による普

者 

ターミナル

市町1/3、事

別融資の実施

図るため、

を50％以上

の内装材を

使用割合50

使用割合60

使用割合80

使用割合80

用した場合

慮型住宅で50

ム    

慮型住宅で200

0.8％(フ

1.8％(フ

用促進を図

た耐火構造部

円） 

て、都市部で

修会を開催

術者向けに各

事業（12,00

普及啓発を促

ル、空港等の

事業者1/3

施

県産木材を

上使用した木

を30㎡以上使

0％以上60％

0％以上80％

0％以上  

0％以上かつ

合     

00万円、県産

     

0万円、県産粘

フラット35平

フラット35平

るための研

部材、不燃

での中高層

各１回開催

00千円） 

促進するた

の交通拠点

を使用した

木造住宅の

使用したリ

％未満 1,

％未満  2,

   2,

つ高強度梁

   2,

産粘土瓦使用で

    

粘土瓦使用で

平均金利－

平均金利、

Ⅲ 地域の

研究会を開催

燃内装材の調

木造建築を

催） 

ため、公益性

点施設 

（融資枠 60

木造住宅の

の建設等 

リフォーム 

,500万円 

,000万円 

,300万円 

梁仕口「Taji

,500万円 

で200万円融資

500万円 

で200万円融資

－１％、固

固定） 

の元気づくり

催 

調査、研究

を促進する

性の高い施

0 億円） 

の建築等に

ima TAPOS」

資額を上乗せ

資額を上乗せ

定) 

 

究 

施

に

せ



 

 

 

 ＜人

 ①

 

 ②

 

○ 返済

○ 据置

人材の育成

(再掲)(新)県立

(拡)緑の青

林業分

森林林業

○ 給付

○ (拡

○ 給付

○ 対

○ 負担

※

済期間 35

置期間 災

＞ 

立森林大学校を活

青年就業準

分野の新規

業経営の即

付対象 兵

)給付額 年

付期間 最

象 者 26

担割合 国

※令和元年1

5年以内（

災害時など緊

活用した市町職員

準備給付金の

規就業者を確

即戦力となる

兵庫県立森林

年間1,550千

最長２年間

6人（森林大

国10/10 
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10月１日現

リフォーム

緊急対策の場

員養成講座の開設

の交付

確保・育成

る人材に対

林大学校専

千円/人（R1

大学校生）

現在 

ム：10年以内

場合に、３年

設（参照 P2

成するため

対し緑の青年

専攻科で技術

1 1,500千

 

内） 

年間据置（

260）

、高度な技

年就業準備

術・知識の

円/人） 

Ⅲ 地域の

リフォーム

7,1

40,3

技術・知識

備給付金を交

の習得を行

の元気づくり

ム：１年）

48 千円 

300 千円 

識を習得し、

交付 

う者 

 



 

 (8)

 ＜資

 ①

 ②

 

 ③

豊かで美

資源培養型水

漁場整備の

海域ご

や魚介類

事業種

並型魚礁

大型魚礁

増殖場造

 

漁業施設貸

新規就

等が整備

○ 実施

○ 対 

○ 対象

○ 補 

○ 実施

貝毒発生対

毒化

毒検査の

○ 貝毒

毒

ため

美しい海の

水産業の推

の推進 

ごとの主要

類の生息域

種目 

礁設置
豊岡

礁設置 香住

造成

加島

三尾

頭島

貸与事業の

就業者等の

備のうえ、

施主体 漁

象 者 ・

・

・

象施設 漁

助 率 新

施方式 リ

対策の推進

した二枚貝

の取組を実

毒検査の実

毒化した二

め、貝毒検

の再生 

推進＞ 

要魚種を対象

域を拡大する

令和２年

岡市、南あ

住第４、東

島南、五色

尾、香住沖、

島 

の実施 

の漁船等設備

新規就業者

漁協、県漁連

新規就業者

複合経営に

沖合底びき

漁船、高鮮度

新規就業者 1

ース方式ま

進 

貝等の流通の

実施 

実施（7,545

二枚貝等の流

検査の取組を

266 

象に産卵親

る魚礁漁場

年度計画 

わじ市 

浦第１ 

、沼島第２

、丸山、三

備投資に対

者等に貸与

連 

者（50歳未

に取り組む

き網漁業者

度保持等施

1/2、そ の

または賃貸

の防止を図

5千円） 

流通等の防

を拡充 

親魚の保護、

場の整備を推

令和

豊岡市

家島第

香住第

２、

ツ

沼島第

良、由

対する負担

与するために

未満） 

む漁業者 

者 

施設、労働省

の 他 1/3

貸借方式 

図り、食中毒

防止を図り、

、稚魚の育

推進 

和３年度以降

市第２、南

第２ 

第５～第６、

第３～第９

由良、洲本

＜地方創

を軽減する

に必要な経

省力化施設

毒被害を未

、食中毒被

Ⅲ 地域の

939,0

育成の場とな

降新規着手

あわじ市第

東浦第２～

、一宮、湊

、神戸 

103,9

創生推進交付

るため、漁業

経費を支援 

設等 

11,5

未然に防止す

被害を未然に

の元気づくり

000 千円 

なる増殖場

手予定 

第２、 

～第５ 

湊、福

978 千円 

付金事業＞

業協同組合

544 千円 

するため貝

に防止する

 

場

 

合



 

 

 ④

 

 ⑤

 検

 検

○ 出荷

出

の差

(拡)ノリ養

漁場の

作付けを

○ 事業

 ノ

 養

 特

○ 事業

○ 負担

内水面資源

内水面

開発等を

○ アユ

ア

○ 渓流

ア

○ ダム

検査対象種 

検査回数 

荷自主規制

出荷自主規

差異や減毒

養殖生産安

の栄養塩環

を適正に行

業内容 

ノリ漁場の

ノリ漁場の

養殖技術研

ノリ品種の

特性把握等

室内・混合

業主体 県

担割合 県

源増殖対策

面の水産資

を実施 

ユ緊急放流

アユ資源増

流魚増殖対

アマゴ・ヤ

ム湖漁場に

アサリ、マ

425回 

制期間短縮化

規制期間（３

毒傾向の調査

安定化事業の

環境やノリ品

行い、兵庫ノ

環境把握

の栄養塩・

研修会 

の特性や海

による品質

合試験、(新

県漁連 

県1/2、県漁

策の推進

資源維持と効

流事業（1,5

増殖の効果が

対策事業（9

ヤマメの放流

に適した魚種

267 

マガキ、イ

化の検討

３週間）の

査・分析を

の実施

品種の特性

ノリの品質

水温モニタ

海域環境にあ

質向上 

新)天然採苗

漁連1/2 

効果的な増

500千円）

が見込まれ

915千円）

流試験を行

種選定試験

イワガキ、ナ

（3,999千円

の短縮化の検

を実施 

＜

性を適正に把

質向上を図

タリングを

あわせた養

苗・養殖管

増殖方法の確

れる産卵親魚

行い、増殖効

験（2,585千

ナミガイ、

円） 

検討のため

＜リーディ

＜地方創

把握し、環

る取組を支

を実施し、漁

養殖技術向上

管理手法の開

＜地方創

確立を図る

魚の放流を

効果の調査

千円） 

Ⅲ 地域の

トリガイ、

め、本県海域

2,0

ングプロジ

創生推進交付

環境にあった

支援 

漁業者に周

上研修を実

開発 

5,0

創生推進交付

るため、先導

を試験的に実

査を実施 

の元気づくり

アカガイ

域での毒量

000 千円 

ジェクト＞

付金事業＞

た株配合や

周知 

実施 

000 千円 

付金事業＞

導的な技術

実施 

 

 

量

 

 

や

 

術



 

 ⑥

 

 ⑦

 

ワ

実施

 実

 

沖合底びき

沖合底

験に取

○ 実施

○ 対象

○ 補 

○ 助成

ひょうごの

新鮮で

普及と県

○ 事業

 魚

 

 量

 

 産

 ブ

 お

○ 実施

○ 負担

ワカサギ等

施 

実施箇所 

き網漁獲物

底びき網漁

り組む団体

施主体 漁

象経費 船

度

助 率 1/

成期間 ３

のさかな普

で安全・安

県内生産者

業内容 

魚食推進事

料理講習

量販店等販

スーパー

産地育成事

ブランド化

・県外プロ

・海外プロ

お魚普及員

・料理講師

施主体 県

担割合 県

等を試験的に

音水湖（引

物高鮮度流通

漁業の収益性

体を支援 

漁協 

船内急速凍結

度流通の実証

/2（上限20

３年間 

普及の推進

安心な県産魚

者自らの販売

事業 

習会の開催

販売促進事業

ー等の店頭に

事業 新商品

化推進事業

ロモーション

ロモーション

員養成事業

師10人、産地

県漁連、漁協

県1/2、実施
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にダム湖に

引原ダム）、

通の促進支

性向上のた

結機、保冷

証経費 

0,000千円）

魚介類の消

売力の強化

（一般向け

業 

において、

品開発の取

ン（３団体

ン（１団体

地見学スタ

協女性部

施主体1/2

に放流し、ダ

、富栖湖

支援

ため、高鮮度

冷機能付き活

） 

消費拡大を図

化を図る取組

け、小中学校

消費者へ美

取組支援（

体） 

体） 

タッフ15人程

等 

ダム湖に適

（安富ダム）

度な水産物

活魚水槽等

＜地方創

図るため、

組を支援 

校向け）等

美味しい食

２団体） 

程度 

Ⅲ 地域の

適した魚種選

） 

8,0

物供給に向け

等の導入に

4,0

創生推進交付

県内消費者

等 

食べ方を提案

の元気づくり

選定試験を

000 千円 

けた実証試

よる高鮮

000 千円 

付金事業＞

者への魚食

案 

 

試

 

食



 

 ＜豊

 ①

 ②

豊かな海の再

(拡)豊かで

豊かで

ア ひょ

○ 対象

○ 対象

○ 補 

○ 補助

イ 民間事

○ 勉強

ウ 瀬戸内

栄養

エ (新)栄

   瀬

オ (新)瀬

   動

カ (新)豊

○ 事業

○ 事業

 

(拡)全国豊

令和

業の実施

ア 全国豊

○ 事業

 実

 実

 

本

再生＞ 

で美しい瀬

で美しい瀬

うごの水辺

象団体 地

象事業 新

助 額 上

助団体数 ５

事業者の沿

強会、フォ

内海栄養塩

養塩供給量

栄養塩循環

瀬戸内海の栄

瀬戸内海生

動物プランク

豊かな海再

業内容 ナ

業主体 ひ

豊かな海づ

３年度に開

施を通じて

豊かな海づ

業内容 

実行委員会

実施計画の

１年前プレ

本番を踏ま

瀬戸内海の創

瀬戸内海を創

辺魅力再発見

地域団体等

新たな藻場等

上限50万円

５団体 

沿岸海域改善

ォーラムの開

塩管理の推進

量増加手法及

環メカニズム

栄養塩類の

生産構造調査

クトンの変

再生種苗量産

ナマコ・アシ

ひょうご豊か

づくり大会開

開催される全

て県民総参加

づくり大会開

会総会等の開

の策定、式典

レイベント

まえた予行演
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創生

創出するた

見！支援事

（県内で活

等の再生・

（定額）

善取組の推

開催（２回

進（8,051千

及び海域へ

ムの解明の

の実態や望ま

査の実施（

変動パターン

産技術の開

シアカエビ

かな海づく

開催準備事

全国豊かな

加で豊かな

開催準備費

開催 

典上映映像

（令和２年

演習と検証

＜一部

＜一

ための取組

事業（2,768

活動を行う

創出、調査

推進（205千

回） 

千円)     

への影響につ

のための調査

ましい濃度

（3,707千円

ンや栄養塩

開発（6,182

ビの種苗量産

くり協会（淡

事業の実施

＜一

な海づくり兵

な海づくりに

費 

像の制作 

年秋）の実施

証、関連会場

部リーディ

一部地方創

を推進 

8千円） 

ＮＰＯ等）

査活動等 

千円） 

 

ついて調査

査（3,000千

度、生物影響

円） 

塩と水産資源

2千円） 

産技術開発

淡路事業場

一部地方創

兵庫大会の

に取り組む

施 

場での各種

Ⅲ 地域の

23,9

ングプロジ

創生推進交付

 

査・検討 

千円） 

響等の調査

源の関係等

発 

場） 

48,5

創生推進交付

の開催準備や

む機運を醸成

種イベント

の元気づくり

913 千円 

ジェクト＞

付金事業＞

査研究 

等を調査 

589 千円 

付金事業＞

や関連事

成 

を実施 

 

 

 

 



 

 

 ③

 

 大

園

 大

イ 全国豊

○ 実施

 漁

て

 出

の

 シ

○ 実施

(新)第 13回

エメッ

おける国

○ エメ

 開

 開

 本

○ エメ

 

大会記念リ

園児・児童

大会公式ポ

豊かな海づ

施内容 

漁業体験 

県内の漁

て豊かな海

出前講習会

県内の小

の大切さに

シンポジウ

豊かな海

施主体 ひ

回世界閉鎖性海域

ックス会議

国際貢献を

メックス13

開 催 時 期

開 催 場 所

本県参加者

メックス13

レー放流

童による稚魚

ポスター、チ

づくり大会の

漁協と連携

海を啓発 

会 

小中学校にお

について講義

ウム 

海の創出に向

ひょうご豊か

域環境保全会議

議の提唱者

を推進 

3への参加

期 令和２年

所 イギリス

者 ５人 

3日本委員会
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魚の放流を

チラシの作

の開催に向

し、地びき

おいて、貧

義 

向けた県の

かな海発信

（エメックス 13）

として、日

（5,620千

年９月６日

ス・ハル

会への参画

を県内各地で

作成、宮城大

向けた機運醸

網漁や漁船

栄養化が進

の取組や県内

信プロジェ

）開催協力事業

本委員会へ

円） 

日～11日（

画（700千円

で実施（令

大会でのPR

醸成 

船への乗船

進む瀬戸内

内各地域の

クト協議会

の実施

への参画を

６日間） 

円） 

Ⅲ 地域の

令和２年４

R活動  等

船など現場体

内海の現状や

の実践事例等

会 

6,3

を通じて、環

の元気づくり

～10月）

等 

体験を通じ

や豊かな海

等を紹介

320 千円 

環境分野に

 

じ

海

に



 

３ 

 (1)

 ＜地

 ①

 

 ②

魅力ある

都市再生

地域の活力

(拡)県庁舎

耐震性

とともに

○ (新

（参考

 総

 整

 ス

令

令

令

令

○ 情報

 県

PRス

県立総合衛

総合衛

り、人材

○ 移転

○ 整備

 総

 兵

 兵

まち・地域

生の促進 

を生み出す

舎等再整備

性能が不足

に、県政の

新)新庁舎整

考）整備事業

総事業費 

整備面積 

スケジュー

令和３年度

令和４～６年度

令和７年度

令和８年度

報発信機能

県庁舎の建

スペースの

衛生学院の

衛生学院の

材養成の拠

転場所 長

備内容 

総合衛生学

総合衛生学

兵庫県立大

新長田副

兵庫教育大

現在展開

ら学べる現

域の整備 

すまちづく

備の実施

足し、老朽化

の中枢拠点に

整備のための

業の概要

約500億円

約76,000㎡

ール 

度 実施設計

度 建築工事

度 １号館解

度 駐車場等

能の検討 

建替にあわせ

の具体化を検

の移転建替整

の移転建替に

拠点施設と

長田区腕塚町

学院(8,050㎡

学院（本校）

大学(850㎡)

副都心リカ

大学(3,100㎡

開している神

現職教員等の
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り＞ 

化している

にふさわし

の基本設計

円～約540億

㎡ 

計 

事 

解体 

等附帯工事

せ、エント

検討 

整備

にあわせて

して整備

町５丁目

㎡（うち専

）と介護福祉

)［５階］

レント学習

㎡)［６～

神戸ハーバ

の教育拠点

る県庁舎につ

しい庁舎と

計等の実施

億円 

事 

ランスホー

て大学を誘致

（腕塚５第

専用4,850㎡

祉学科を集約

習拠点として

８階］ 

バーランド

点として活用

ついて、耐

して建替整

ール等にお

致し、学院

３工区） 

㎡）)［１～

約し、医療

て活用 

キャンパス

用 

Ⅲ 地域の

316,5

耐震安全性を

整備を推進 

おけるひょう

105,0

院と合築する

～４階］ 

・介護の連携

スを拡充し

の元気づくり

525 千円 

を確保する

うご五国の

038 千円 

ることによ

携を推進 

、働きなが

 



 

 

 ③

 

 ④

 

 

 交

 

開

 大

○ 総事

○ 施設

○ 整備

○ R2事

○ 供用

(新)スマー

都市や

心で快適

進的取組

○ 検討

 広

 デ

 先

市街地再開

既成市

基づく土

○ 事業

神戸三

垂水中

北鈴蘭

三田駅

○ 負担

交流スペー

県立大学

開催できる

大講堂兼体

事業費 約

設構造 鉄

備年度 令

事業内容 基

用開始 令

ートシティ

や地域の諸

適性や利便

組を広域展

討内容 

広域的なス

データ集積

先進事例の

開発事業の

市街地の健

土地の合理

業計画  

整備箇所

三宮雲井通５

央東地区 

蘭台駅前地区

駅前Ｃブロッ

合 

担割合 国

ース（多目的

学、兵庫教育

るスペース

体育館（９階

約54億円 

鉄骨造９階建

令和２～５年

基本設計、実

令和５年９月

ィ推進事業の

諸課題を、

便性の高い社

展開するため

スマートシテ

積・ＩＣＴ活

の横展開の方

の推進 

健全なまちづ

理的かつ健全

     

所 

５丁目地区

区 

ック 

     計

国1/3、県1/
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的室（180㎡

育大学の学

としての活

階） 

建 

年度 

実施設計

月（予定）

の実施

ビッグデー

社会サービ

め、課題や

ティ取組の

活用の手法

方策 

づくりを図

全な高度利

    

事業期間

区 R1～R8

R1～R5

H30～R

R2～R7

/6、市町1/

㎡、５階）及

生と交流で

活用を想定

 

ータや先端I

ビスが提供

や手法等を検

の進め方 

法 

図るため、都

利用と都市機

     

間 全体事

8 約1,00

5 約11

R4 約6

7 約25

約1,43

/6、事業者

及び交流サロ

できるよう

ICT等の活用

される「ス

検討する委

都市計画法

機能の更新

    

事業費 県総

0億円

8億円

4億円

0億円

2億円

者1/3 

Ⅲ 地域の

ロン（150㎡

なイベント

5

用で解決し

スマートシテ

委員会を設置

1,210,7

法及び都市再

新を推進 

    

総補助額 

14,739 

1,795 

1,112 

3,913 

21,559 

の元気づくり

㎡、４階））

トや催しを

500 千円 

し、安全安

ティ」の先

置 

750 千円 

再開発法に

（百万円）

R2補助額

515

108

493

95

1,211

 

 

先

に

 



 

 ⑤

 ⑥

 ⑦

公共交通バ

公共性

ア 鉄道駅

○ 補助

 

 

 

用

○ 整備

○ 負担

イ ノンス

○ 導入

○ 負担

 

(再掲)生活交通

 

(拡)オール

地域住

ることで

ア ヒト

○ 住み

○ 明舞

イ (拡)地

バリアフリ

性が高い鉄

駅舎エレベ

助対象 

３千人/日以

３千人/日以

３千人/日未

用が見込ま

備予定 ９

担割合 国

ステップバ

入予定 33

担割合 国

通バスへの支援(

ルドニュータ

住民組織に

で、地域主

・モノ・サ

み替え相談

舞リノベ学

地域の魅力

リー化の促進

鉄道駅舎のバ

ベーター等設

以上の駅

以上で高齢

未満で３千

まれる駅 

９駅    阪

阪

山

山

山

山

神

神

神

国1/3、県1/

バス等購入補

3台 

国1/2、県1/

(高齢者等の移動手

タウン再生モ

による自主的

主体の再生モ

サービス循環

談窓口の運営

学校の開催

力創出支援事
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進

バリアフリ

設置補助

齢者等が長距

千人/日以上

阪急春日野道

阪 神 大 開

山 陽 大 塩

山陽林崎松江海

山陽東須磨

山陽中八木

神 鉄 花 山

神 鉄 大 池

神鉄道場南口

/6、市町1/

補助（21,3

/4、市町1/

動手段の充実)(参

モデル事業(明

的運営の実

モデルの一

環システム

営 

事業（900千

ー化とノン

（224,461千

距離の迂回

上駅と同程度

道駅（エレベ

開 駅（エレベ

塩 駅（エレベ

海岸駅（エレベ

磨駅（エレベ

木駅（改札、

山 駅（スロー

池 駅（改札、

口駅（スロー

/6、事業者

343千円）

/4（通常車

参照 P416)

明舞団地)の

＜

実現に向け、

一つとして他

ム支援事業

千円） 

ンステップバ

千円） 

回を要する駅

度の高齢者

ベーター、

ベーター、

ベーター、

ベーター、

ベーター、

、スロープ

ープ、多機

、多機能ト

ープ） 

者1/3 

車両との差額

の実施

＜リーディ

、明舞団地

他のニュー

（994千円）

Ⅲ 地域の

245,8

バスの導入

駅の２経路

者・乳幼児同

改札） 

多機能トイ

多機能トイ

多機能トイ

多機能トイ

プ） 

機能トイレ）

トイレ） 

額に対して

149,6

8,1

ングプロジ

地をモデルと

ータウンへ普

） 

の元気づくり

804 千円 

入を促進 

路目 

同伴者の利

イレ） 

イレ） 

イレ） 

イレ） 

） 

て補助） 

632 千円 

18 千円 

ジェクト＞

として進め

普及 

 

利

 



 

 

 ⑧

○ 明舞

○ 学生

○ (新

ウ 明舞団

○ まち

エ サブセ

○ 補助

○ 補助

○ 補 

○ 補助

オ (新)分

   住戸

住民の

○ 実地

○ 負担

郊外型住宅

ニュー

実施する

［対象地

ア 普及啓

○ コー

派

○ 再生

 対

 補

 負

イ 転入者

○ 対 

○ 対象

舞祭の開催

生シェアハ

新)世代間交

団地におけ

ちづくり委

センター等

助対象 開

助期間 ３

助 率 2/

助限度額 １

分譲マンシ

戸ごとの耐

の合意形成

地団地 明

担割合 県

宅団地再生

ータウンの

る再生に向

地域：政令

いる

啓発及び再

ーディネー

派遣人数 

生計画策定

対 象 経 費

補助基本額

負 担 割 合

者住宅改修

象 者 団

象工事 耐

催 

ハウスの入居

交流創出イベ

ける再生の促

委員会の運営

等空き区画活

開業希望者

３年 

/3（県1/3、

年目：1,5

ション再生支

耐震改修や敷

成をモデル的

明舞団地内の

県1/2、公社

生の先導的支

の再生に向け

向けた取組に

令市及び中核

る等のオール

再生計画策定

ーター派遣事

２人/地区

定等支援事業

費 再生計画

額 2,000千

合 県1/2、

修工事利子補

団地内の既存

耐震性がある
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居者募集

ベントの開

促進（224千

営 

活用事業(4

、公社1/3）

500千円、

支援モデル

敷地の売却

的に支援

の分譲マン

社1/2 

支援

けた取組を

に対して支

核市を除く

ルドニュー

定等への支

事業 

区・回 

業 

画策定等に

千円 

市町1/2

補給事業(7

存住宅を取

る住宅にお

開催 

千円） 

4,500千円)

） 

２、３年目

ル事業 (1,5

却処分等の様

ンション 

＜

を普及・啓発

支援 

く区域で、人

ータウンを原

支援（2,628

に必要なコ

（最長３年間

75千円）

取得し転入す

おいて実施す

) 

目：500千円

500千円) 

様々な再生

＜リーディ

発するとと

人口減少や

原則とする

8千円） 

ンサルタン

間） 

する者 

する改修工

Ⅲ 地域の

円 

生計画を検討

7,6

ングプロジ

ともに、地域

や高齢化が

る〕 

ント委託経費

工事 

の元気づくり

討・提示し

654 千円 

ジェクト＞

域や市町が

進展して

費 

 

し、

 



 

 ⑨

○ 対象融

○ 利子

○ 負担

ウ 若年

○ 対 

○ 居 住

○ 対象

○ 補助

○ 負担

エ 高齢者

○ 対 

○ 対象

○ 補助

○ 負担

オ 域学連

○ 対 

○ 対象

○ 補助

○ 負担

 

既存住宅へ

ひょ

ンの普及

○ イン

 対

 対

 補

 補

○ イン

 事

融資限度額 10

子補給率 0.

担割合 県

・子育て向

象 者 事

住 対 象 新

象経費 改

助基本額（改

（買

担割合（改

（買

者住み替え

象 者 自

象経費 改

助基本額 3,

担割合 県

連携促進事

象 者 地

象経費 一

助基本額 50

担割合 県

へのインス

うごインス

及啓発を実

ンスペクシ

対 象 者 

対象経費 

補 助 額 

補助件数 

ンスペクシ

事業内容 

0,000千円

5％（最長

県1/2、市町

向け賃貸住宅

事業者等 

新婚・子育て

改修費及び買

改修費） 2,

買取費）13,

改修費）県

買取費）県1

え支援事業

自宅を賃貸す

改修費（概ね

000千円

県1/6、市町

事業（250千

地域活動を実

一定期間の地

00千円（最

県1/2、市町

スペクション

スペクション

実施するこ

ション実施支

ひょうごあ

ひょうごイ

定額25千円

200件 

ションの普及

県民等を対
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長３年間）

町1/2 

宅供給支援

て世帯、学

買取費 

,700千円

,320千円

1/4、市町

1/34、市町

（1,500千

する高齢者

ね100㎡以上

町1/6、所有

千円） 

実施する大

地域活動に

最長２年間）

町1/2 

ンの普及促

ンの実施団

とで、安全

支援（5,00

あんしん既存住

インスペク

円/件 

及啓発（56

対象とした

援事業（3,2

学生、若年者

町 1/4、事業

町1/34、事業

円） 

者 

上の一戸建

有者2/3 

大学及び高校

に必要な経費

） 

促進

団体を支援す

全・安心な既

00千円）

住宅表示制度

クション実施

68千円）

たセミナーの

201千円） 

者 

業者等  1/

業者等16/1

建て住宅に限

校等 

費 

するととも

既存住宅の

度に登録してい

施に必要な

の開催や啓

Ⅲ 地域の

/2 

17 

限る） 

5,5

もに、インス

の流通を促進

いる検査法人

な経費 

啓発チラシ

の元気づくり

568 千円 

スペクショ

進 

人等 

の作成 

 



 

 ⑩

 

 ⑪

県民まちな

都市地

して、住

○ 対象

○ 事業

○ 補 

  

(新)兵庫県

県民の

した国統

○ 事業

 国

屋上緑
壁面緑

大規模
都心緑

駐車場
芝生化

一般緑

校園庭
芝生化

ひろば
芝生化

なみ緑化の

地域におけ

住民団体等

象地域 市

（

業概要 

助 率 住

   個

県住生活基

の住生活の

統計調査の

業内容 

国統計調査

住民団体
(公共用地）

個人・法人等

住民団体

個人・法人等

住民団体
(公共用地）

個人・法人等

緑化
緑化

個人・法人等
(県民が立入

模
緑化

協議会

場の
化

区　　　　　分

緑化

庭の
化

住民団体

個人・法人等

ばの
化

の推進 

ける環境の改

等が実施する

市街化区域及

校園庭の芝

の駅周辺が

住 民 団 体

個人・法人・

基本計画の改

の安定の確保

の分析を行い

査集計・分析

緑化資
自主施

等 全体経

緑化資
芝張り

初期施

全体経

初期施

緑化資
芝張り

等 全体経

緑化資
（施工費

等 全体経

等
入可能）

全体経

全体経

等
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改善や防災

る植樹や芝

及び緑条例

芝生化は全

が対象） 

が 実 施 す

協議会が実

改定

保・向上の

い、県基本

析 

補助対象

資材費・
施工困難な施工費

経費×1/2以内

資材費・
経費を除く施工費

施設等費用加算

経費×1/2以内

施設等費用加算

資材費・
経費を除く施工費

経費×1/2以内

資材費・施工費
費は資材費の1/4

経費×1/2以内

経費×1/2以内

経費×1/2以内

災性の向上等

芝生化等の緑

例のまちの

全県、大規模

す る 場 合

施する場合

の促進を図る

本計画の改定

象経費

費

費

費

4まで）

等を図るた

緑化活動を

区域等 

模都心緑化

10/10 

1/2 

るため、国

定を実施 

最小規模

30㎡ 4

100㎡ 2

30㎡
4
　
　

100㎡
2
　

30㎡
4
　
　

100㎡
2
　

2

100㎡ 2

1,000㎡ 2

100㎡

Ⅲ 地域の

640,0

（県民

ため、県民緑

を支援 

化は人口集中

17,6

国が令和元年

限度額

400万円／件（8千

250万円／件（5千

400万円／件（2.
但し、30～100㎡
　　　100～300㎡

100万円／件（1千

250万円／件（1.
但し、100～300

50万円／件（0.5

400万円／件（2.
但し、30～100㎡
　　　100～300㎡

250万円／件（1.
但し、100～300

375万円／件（15

250万円／件（10

250万円／件（25

2,500万円／件

の元気づくり

000 千円 

民緑基金）

緑税を活用

中地区内 

692 千円 

年度に公表

額（㎡限度額）

千円／㎡）

千円／㎡）

4千円／㎡）
㎡（4.0千円／㎡）
㎡（3.2千円／㎡）

千円／㎡）

5千円／㎡）
0㎡（2.0千円／㎡

千円／㎡）

4千円／㎡）
㎡（4.0千円／㎡）
㎡（3.2千円／㎡）

5千円／㎡）
0㎡（2.0千円／㎡

5千円／㎡）

0千円／㎡）

5千円／㎡）

 

 

 

表

）
）

㎡）

）
）

㎡）



 

 ⑫

 ＜都

 ①

県

計画

め、

 計

今

 

(拡)まちの

まち

民間事

ア 播磨

○(拡)

 交

 新

車

 

○住宅

 分

イ 潮芦

○ (再

○ 芦屋

 分

ウ 神戸

○ 住宅

 分

都市公園の魅

(新)都市公

地域ニ

ともに、

県内の住宅

画における

、地域別等

計画素案の

今後の住宅

の魅力向上や賑

ちの魅力の一

事業者のノウ

磨科学公園都

)人と自然

交通結節点

新たなモビ

車の公道実

ドローン活

宅用地の分譲

分譲中住宅

芦屋 

再掲)平成30年

屋市と連携

分譲予定面

戸三田国際公

宅用地の分

分譲中住宅

 

魅力向上＞

公園リノベ

ニーズに対

、計画の施

宅ストックの

る計画指標の

等の詳細な集

の検討 

宅政策のあ

賑わいの創出

一層の向上

ウハウ等を

都市 

と科学が調

点となるバス

ビリティサー

実証運行の実

活用に向け、

譲の推進(宅

宅 15戸（令

年台風第21号災

携した住宅用

面積 2.4ha

公園都市

分譲の推進

宅 36戸（令

＞ 

ベーションの

対応した公園

施策方針に基
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の状況及び

の達成状況

集計・分析

り方につい

による住宅用

（

上や賑わいの

を活かした分

調和する魅力

スターミナ

ービスの導

実施 

、商品搬送

宅地分譲Ｐ

令和２年１

災害を踏まえた

用地等の分

a（令和２年

（宅地分譲

令和２年１

の推進

園づくりを

基づくリノ

び住宅・住環

況の確認や新

析を行う 

いて調査・検

用地等の分譲

一部令和元

＜一部

＜一

の創出に取

分譲を促進

力あるまち

ナルの整備

導入に向け、

送等をテーマ

ＰＲ) 

１月現在）

たﾏﾘｰﾅ護岸嵩上

分譲の推進

年１月現在

譲ＰＲ） 

１月現在）

を推進するた

ノベーショ

環境に対す

新たな施策

検討し、計

元年度２月

部リーディ

一部地方創

取り組み、イ

進 

ちづくり 

、MaaS連携

マとしたイ

上げ工事の実施

在） 

ため、基本

ン計画を策

Ⅲ 地域の

する県民意向

策の検討等

計画改定素案

1,798,2

経済対策補

ングプロジ

創生推進交付

イベント等

携を想定した

イベント等

施（参照P1

5,0

本計画の検証

策定 

の元気づくり

向を把握し

を行うた

案を作成

260 千円 

補正対応）

ジェクト＞

付金事業＞

等でのＰＲ、

た自動運転

の実施 

7） 

000 千円 

証を行うと

 

し、

 

 

 

転



 

 ②

 

 ③

○ 事業

 県

 公

 

(新)明石城

明石城

○ 事業

 櫓

 寄

(新)「地球

有馬富

アトリエ

楽しめる

○ 整備

○ 検討

○ 施設

 体

 ア

 劇

 カ

○ 令和

（参考

   風

然の

業内容 

県立都市公

・検討内容

公園リノベ

・対象公園

城 櫓・石垣

城の櫓・石

業内容 

櫓・石垣ラ

寄附者銘板

球アトリエ

富士公園「

エ」構想を

る体験型の

備箇所 有

討内容 構

設概要（詳

体験交流棟

アトリエ棟

劇場棟（80

カフェ・レ

和２年度事

考）「地球

風で動くモ

の大切さや

 

公園の整備

容 社会情勢

各公園の

整備改修

ベーション計

園 明石公園

垣魅力アッ

石垣をライ

ライトアップ

板の設置 

エ」構想の推

「休養ゾーン

を具体化す

の施設整備を

有馬富士公

構想の具体化

詳細は今後検

棟（700m2）

棟（200m2）

00m2） 

レストラン棟

事業内容 基

アトリエ」

モニュメン

や、未来の生

278 

・管理基本

勢・地域特

の課題整理

修方針の検

計画の策定

園、有馬富

ッププロジ

トアップし

プ用のLED照

推進

ン」におい

るため、来

を検討 

園休養ゾー

化に向けた

検討） 

 

 

棟（500m2）

基本・実施

構想 

トなどで、

生き方を一

 

本計画の検証

特性の把握

理 

検討 等 

定 

富士公園、播

ェクト

＜ふ

し、夜の明石

照明設置

いて、造形作

来園者が五感

ーン 

た設計図等

 

施設計 等

楽しく遊び

一緒に考えて

証 

播磨中央公

ふるさとひ

石公園の魅

作家新宮晋

感を使って

の作成 

びながら学

ていく活動

Ⅲ 地域の

公園 

2,0

ひょうご寄附

魅力を向上 

200,0

晋氏が提唱す

て芸術や自

学ぶことを通

動 

の元気づくり

000 千円 

附金事業＞

000 千円 

する「地球

然に触れ、

通して、自

 

 

球



 

 (2)

 ＜商

 ①

 

 ②

商店街の

商店街のに

商店街ファ

商店街

性・独自

を増やす

○ 補助

○ 対象

 地

 商

 カ

 商

 シ

○ 補 

1,

1,

50

50

※

商店街への

外国人

免税店制

○ 補助

○ 対象

訪

外国

専門

○ 補 

○ 補助

○ 補助

○ 件 

の活性化 

ぎわい・活

ァンづくり

街に継続的

自性のある

す契機とな

助対象者 商

象事業（想

地域資源を

商店街の知

カード事業

商店街地域

シンボルマ

助 額 

対

,500 千円以

,000～1,50

00～1,000

00 千円未満

500千円未

の外国人誘

人旅行者の

制度を活用

助対象者 商

象事業  

訪日前の海外

国人観光客接

門家による相

助 率 1/

助上限額 6,

助期間 最

 数 ３

活性化＞ 

り応援事業の

的な賑わいを

取組や継続

なるような取

商店街・小売

想定） 

を活用したオ

知名度向上企

業 

域の特性を活

マスコットの

対象経費 

以上 

00 千円未満

千円未満

満 

満は対象経

誘客の促進

の来街を促進

用した新たな

商店街・小売

外旅行者に

接遇マニュ

相談・指導

/2 

000千円

最長３年 

３件 
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の実施

を創出し、

続的な賑わ

取組を支援

売市場の団

オリジナル

企画 

活用した祭

の製作 等

満 

経費の1/4を

進し、あわ

な需要開拓

売市場 

に対する情報

アルの作成

導、商店街外

潤いをもた

わいを創出す

援 

団体 

ル商品開発

祭り等のイベ

等 

補助額

400 千円

300 千円

200 千円

100 千円※

を超えない

せて商店街

拓による商店

報発信、商店

成、外国語を

外国人対応カ

たらすため

する企画な

ベント 

補助

40

40

40

※ 40

額 

街の新たな

店街の活性

店街免税店制

併記した商

カウンターの

Ⅲ 地域の

40,0

め、商店街が

など、商店街

助件数 

団体 

団体 

団体 

団体 

8,0

魅力を創出

性化を促進 

制度活用講習

商店街マップ

の整備 等 

の元気づくり

000 千円 

が行う地域

街のファン

000 千円 

出するため

習の開催、

プ等の作成、

 

 

域

ン

、



 

 ③

 ④

 

 ⑤

(拡)商店街

商店街

テラン商

支援 

○ チャ

 補

  

 対

 補

 件

○ 全県

商店

 開

 

商店街ご用

買い物

域特性や

○ 対

○ 対象

○ 補

○ 補助

○ 補助

○ 件 

移動販売へ

中山間

め、商店

○ 対 

○ 対象

街次代の担

街リーダー

商業者との

ャレンジ活

補助対象者 

    

対象経費 

補 助 額 

件  数 

県交流会の

店街を越え

開催回数 

用聞き・共

物利便性の

や住民ニー

象 者 商

象事業 ご

助 率 １

助限度額 3,

助期間 最

 数 ２

への支援 

間地域や都

店街等が実

象 者 商

象経費 移

担い手支援

ーとして必要

の連携による

活動支援（3

・商店街の

・(新)若手商

実践活動の

一連のプロ

300千円

10件 

の開催（1,0

えた若手商業

１回/年

共同宅配の実

の低い市街地

ーズに応じた

商店街・小売

ご用聞き・共

～３年目

（市町負担

000千円

最長５年 

２件 

都市郊外で

実施する移動

商店街・小売

移動販売車導
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要な資質向

る、商店街

3,000千円）

の若手商業

商業者とベ

の企画・実

ロセスに要

（定額） 

000千円）

業者のネッ

実施

地または中

た買い物利

売市場、商

共同宅配事

1/2、４

：県の1/2期

での買い物利

動販売の取

売市場、商

導入費（ﾘｰ

向上を図るた

街の課題を踏

） 

業者グループ

テラン商業者

実施、成果発

要する経費

ットワーク形

中山間地域等

利便性を高

商工会・商工

事業など買い

・５年目

期待） 

利便性の向

取組を支援

商工会議所、

ｰｽ含む）、ア

ため、商店

踏まえた魅

プ 

者によって構

発表を通じ

形成と学び

等において

める取組を

工会議所、

い物の利便

1/3 

向上と商店街

、商工会、

アルバイト

Ⅲ 地域の

4,0

店街の若手商

魅力向上の実

構成された

じた振り返

びの深化を支

5,0

て商店街等

を支援 

商業者グル

便性を高め

15,0

街の活性化

商業者グル

ト等人件費

の元気づくり

000 千円 

商業者やベ

実践活動を

グループ 

りまでの

支援 

000 千円 

が行う、地

ループ 

る事業 

000 千円 

化を図るた

ループ 

、広告費

 

ベ

地

た



 

 

 ⑥

 

 ⑦

○ 補 

○ 補助

○ 補助

○ 補助

新規出店

空き店

○ 対象

○ 補

○ 補助

○ 件 

 新

商店街空き

商店街

進を図る

※店舗

店舗

合の

助 率 １

助限度額 3,

助期間 最

助件数 ５

・開業への

店舗を活用

象経費 店

助 率 1/

助限度額 初

 数 54

新規出店支

・通常枠 

・若者・女

き店舗再生

街の魅力向

るため、商

舗併用住宅

舗を定期賃

の住居の改

～３年目

（市町負担

000千円

最長５年 

５件 

の支援 

用した新規出

店舗等賃借料

/3 

初年度1,500

4件 

支援 

13件 

女性チャレン

生支援の実施

向上に資する

商店街が主導

宅において円

賃借しサブ

改修工事費、

281 

1/2、４

：県の1/2期

出店や子育

料、内装工

0千円、２年

ンジ枠 41

施

る望ましい

導する出店

円滑な貸出

リースをす

、居住者の

・５年目

期待） 

育て・高齢者

工事費 等

年目500千

1件 

い業種構成

店誘致の取組

出しを促進す

する取組を支

の引越料につ

1/3 

者支援施設

円、３年目

を実現し、

組を支援 

するため、

支援するほ

ついて支援

Ⅲ 地域の

38,8

設等の設置

目500千円 

19,4

新たな客層

信用力の高

ほか、店舗を

援 

の元気づくり

862 千円 

を支援 

478 千円 

層の来街促

高い市町が

を貸出す場

 

促

場

 



 

 

 ⑧

 

類

区

補助対象

 

対象経費

補 助

件

補助限度

空き店舗を

子育て

の空き店

○ 対 

○ 対象

○ 補 

型 店

域 

象者 

商店街

商工会

市町 

費 

１

年 

目 

①改

 

 

 

②賃

 

 

 

２

年 

目 

②賃

３

年 

目 

②賃

率 

数 

度額 

１年目

２年目

３年目

を活用した子

て中の親子

店舗を活用

象 者 商

象施設 商

助 率 ・

・

・

[ま

新規

店舗のみ 

街 

会議所・商工

改修費 

店舗改修

賃借料 

賃借料 

賃借料 

5 件 

目：2,000 千

目： 750 千

目:   750 千

育てほっとス

子が気軽に買

用した子育て

商店街、小売

商店街、小売

施設整備費

賃借料  

活動費（イ

ちなか再生区

規出店者（転

282 

［

工会

商店

商工

市町

修 

①改修

店

住

※

階

②賃借

 

②賃借

②賃借

5件

千円 

千円 

千円 

１年

２年

３年

ステーション

買い物に出

て活動を支

売市場、地

売市場等の

費  10/1

  10/1

イベント開

区域] 

転入者の住居の

［居住者あり

全県の商店

店街 

工会議所・商

町 

修費 

店舗改修 

住居改修 

※玄関部分、水

階段の改修を

借料 

 

借料 

借料 

県 1/2

件（住居改修

年目：3,000

年目： 750

年目： 750

ンの設置

出かけやすい

支援 

地域団体 等

の空き店舗

10（定額）

10（定額）

開催費等）1

の引越料）を

店舗併用住

］ ［居

街 

工会 

商

商

市

居

水回り、

を想定 

①

 

 

 

②

③

②

②

修） 

千円 

千円 

千円 

１

２

３

い環境を整

等 

 

 

1/2 

を対象

Ⅲ 地域の

住宅 

居住者が転出

商店街 

商工会議所・

市町 

居住者（引越

①改修費 

店舗改修

②賃借料 

③引越料 

※居住者

の引越

②賃借料 

②賃借料 

5 件（引越

１年目：2,2

２年目： 7

３年目： 7

11,5

整備するた

の元気づくり

出を希望］

商工会 

越料） 

修 

者（1世帯）

越経費 

越料） 

00 千円 

50 千円 

50 千円 

500 千円 

め、商店街

 

街



 

 ⑨

 

 ⑩

 

 ⑪

○ 補助

○ 補助

 

空き店舗を活

空き店

業を支援

○ 対 

○ 補 

○ 補助

○ 補助

商店街・小

世界的

の共同施

○ 対象

 ア

 ま

○ 補 

○ 件 

商店街事業

商業支

に基づき

 

助限度額 

１年目 2,

(施

２年目 1,

３年目 1,

助件数 新

活用した障害

店舗を活用

援 

象 者 障

助 率 定

助限度額 

１年目 2,

２年目   

３年目   

助件数 新

小売市場共

的なスポー

施設の建設

象事業 

アーケード

まちなみ創

助 率 1/

数 40件

業承継支援

支援マネー

き商店街が

250千円

施設整備費

250千円

250千円

新規５件、継

福祉サービス

用した障害福

障害福祉活動

定額（店舗賃

000千円

500千円

500千円

新規５件、継

共同施設建設

ーツイベン

設、改修等を

ド、街路灯、

創造・景観向

/3(上限8,0

件 

援事業の実施

ージャーによ

が進める商店

283 

費1,000千円

（賃借料1,0

（賃借料1,0

継続１件

ス事業所等設置

福祉サービ

動を実施す

賃借料は1/

（施設整備費

（店舗賃借料

（店舗賃借料

継続２件

設費の支援

トを機にイ

を支援 

、防犯カメ

向上や魅力

000千円/団

施

よるマッチ

店街づくり

円、賃借料1

000千円、活

000千円、活

置事業の実施

ビス事業所や

する法人団体

/2相当）

費1,500千

料） 

料） 

援

インバウン

メラ等の共同

力アップに資

団体) 

チングを実施

りに合致す

1,000千円、

活動費250千

活動費250千

施

や、障害者

体等 

円、賃借料

ド対応を促

同施設の建

資するオー

施し、商店

る事業承継

Ⅲ 地域の

、活動費25

千円） 

千円） 

11,0

者による地域

料500千円）

72,0

促進するた

建設、改修 

ープンモール

14,2

店街の活性化

継を行う店舗

の元気づくり

50千円) 

000 千円 

域活性化事

 

000 千円 

め、商店街

ル化 

284 千円 

化プラン等

舗を支援

 

事

街

等



 

補

対

負

補

 

 ⑫

 

 ⑬

 

 ＜ま

 ①

事   業 

補助対象 

対象経費 

負担割合 

 補 助 

 限度額 

補助件数 

商店街共同

住宅転

○ 補

  

○ 補助

○ 件 

(再掲)(拡

まちづくり

(拡)まちな

商店街

なか再生

○ 事業

 ア

○ (拡

外的

の審査

期間・

ア 店舗承

事業

移

県 1/3

事業者

20

同施設の撤

転換を促進

助 率 通

   特

※

助限度額 5,

 数 １

拡)商店街健

との連携に

なか再生協

街と周辺住

生計画の策

業内容 

アドバイザ

拡)支援期間

的要因によ

査基準に該当

派遣回数を

継促進事業

業譲渡者 

転費用 

、市町 1/3

1/3 

00 千円 

２件 

撤去支援

進するため、

通常分2/3

特別認定枠

※申請時の会

体の2/3以

理由から通

000千円

件 

健康づくりの

による商店

協議会等の運

住宅地を含む

策定等を支援

ザー派遣、協

間等の拡充

り事業の実

当する場合

を決定 

284 

イ 承継

内

県 2

（広報

内装工

広報宣

、老朽化し

（県1/3、市

（※）9/10

会員数が建

以上の商店街

通常の補助

の環境整備

街活性化＞

運営支援

む区域の総

援 

協議会等の

実施に至るま

合、その要因

継店舗開業支

事業承継者

内装工事費等

広報宣伝費

2/3、事業者

報宣伝費は定

工事費等 4,00

宣伝費 1,000

２件 

したアーケー

市町1/3）

0（県9/20、

建設時の1/3

街等で、市

助率を超えて

備(参照 176

＞ 

総合的なま

の運営支援

までに想定

因により影

支援事業 ウ 

者 

等 

費 

者 1/3 

定額） 

00 千円

千円 

入居

～2

基

上限

ード等共同

、市町9/20

3以下、また

市町が安全確

て支援する

6)

ちづくりを

定以上の時間

影響を受けた

Ⅲ 地域の

承継店舗円

事業承継

店舗賃借

実家賃の

居面積（㎡

200（円／㎡

づき算出さ

限 

４件

5,0

同施設の撤去

0） 

たは空き店

確保、景観

る撤去事業 

10,5

16,0

を推進する

間を要し、

た期間に応

の元気づくり

円滑化事業

継者 

借料 

の 1/2 

㎡）×1,000

㎡・月）に

された額を

件 

000 千円 

去を支援

店舗数が全

観向上等の

500 千円 

000 千円 

ため、まち

かつ、次

応じて支援

 



 

 

 ②

 ③

【審

 ・

 ・

 ・

 ・

影

ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞ

協議会支

まちなか再

まちな

図るまち

○ 開催

○ 事業

 

リノベーシ

市街地

動産オー

○ 対象

 

 起

 計

審査基準】 

適切な手法

協議会活動

するもので

要因に対す

要因が与え

であるこ

影響期間 

ﾞｰ派遣 
派遣

派遣

支援 

支援

補助

再生会議の

なか再生の

ちなか再生

催回数 年

業内容 現

ションまち

地やニュー

ーナーや地

象事業 

リノベーシ

起業希望者

計画の事業

法でまちな

動（社会・

であること

する協議会

えた取組ス

と 

１か月

～５か月

遣期間 １

遣上限 15回

援期間 １

助上限 

(拡充

 対象

(拡充

 対象

※ 当

の運営 

の取組を促進

生会議を運営

年２回程度

現地視察、ま

ちづくりの推

ータウンな

地域住民等の

ションまちづ

者等が事業計

業化に向けた

285 

なか再生計画

実証実験）

と 

会の帰責性が

スケジュール

か月 

６か月

～１年5か

１年 １

回/年 30回/

１年 １

充支援期間

象上限3,000千

充支援期間

象上限3,000千

初５年間の最

進するため

営 

まちなか再

推進

どの遊休不

の連携を促

づくりの普

計画の立案

た起業希望

画を策定し

）の成果が

がないこと

ルへの影響

か月

１年６か月

～２年５か

１年 ２

/年 30回/

１年 ２

１～３年)

千円（負担割

４～５年)

千円（負担割

最大補助可能額

め、まちなか

再生に関す

不動産の活用

促進する市町

普及啓発講習

案を行う実践

望者等の支援

しているこ

がまちなか再

と 

響と活用希望

 

か月

２年６か月 

～３年５か月

年 ３年

年 30回/年

年 ３年

 

合:県1/3、市

 

合:県1/6、市

額から既助成

＜地方創

か再生協議

る講演、意

＜地方創

用を図るた

町を支援 

習会の開催

践演習の開

援 

Ⅲ 地域の

と 

再生事業の

望年数が見

月 

３年６か月 

～４年５か月

年 ４年

年 30回/年

年 ４年

市町・協議会2

市町・協議会5

成額を除いた額

1,0

創生推進交付

議会間の情報

意見交換 等

20,0

創生推進交付

ため、起業希

催 

開催 

の元気づくり

の活用に資

見合うもの

 

４年６か月 

～５年 

年 ５年

年 30回/年

年 ５年

2/3） 

5/6） 

額が上限 

000 千円 

付金事業＞

報共有等を

等 

000 千円 

付金事業＞

希望者、不

 

 

 

不



 

 

 ④

事   業 

概   要 

補助対象 

対象経費 

負担割合 

補 助 限 

度    額 

補助件数 

予 算 額 

 

事    業 

概    要 

補助対象 

対象経費 

負担割合 

補助件数 

予 算 額 

 

 

○ 補助

○ 負担

○ 実施

商店街の再

まちな

ア 店舗再編

事業 

再編対象の

移転を支援

再編対象店

移転、開業

移転費

県 1/3、市

事業者 1/3 

200 千

２件

400 千

エ 商店街シ

商店街の歴

物を改修し

する取組を

まちなか再

設計費、内

県 1/3、市

１件 

1,000 千円 

助上限額 4,

担割合 県

施箇所 ４

再編支援 

なか再生計

編促進 

の店舗

援 

複

め

託

店舗を

業する者 

再

り

費用 

市町 1/3 

千円 

件 

千円 

シンボル建築

歴史・文化を物

し、にぎわい交

を支援 

再生協議会 

内外装改修費

町 1/3、協議

 

000千円

県1/2、市町

４箇所（市町

計画に基づ

イ 再

（誘致支援

数店舗誘致

のコンサル

経費を支援

生協議会、ま

会社等 

コンサル委

県

5,000 千

１件

築物再生支援

物語るレトロ

交流拠点とし

等 

費等 

議会等 1/3
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（明舞団地8

町1/2（明舞

町３箇所＋

く商店街再

再編店舗開業

援） 

致するた

ルへの委

店

う

援

まちづく 再

開

委託費 

県 2/3、事業

千円 

11,000 千

援事業 オ

ロな建築

して再生

ま

実

る

事

調

等

国

２

1

8,000千円）

舞団地 県10

＋明舞団地）

再編について

業支援事業

（開業支

店舗の移転

う内装工事費

援 

再編対象店舗

開業する者

内装工事

業者 1/3 

4,000 千

２件

千円 

オ 小規模再

まちなか再生

実施される共

る施設の導入

事業者 等

調査設計計画

等 

国 1/3、県 1/

２件 

02,974 千円

） 

0/10） 

） 

て支援 

支援） 

開店に伴

費等を支

舗を移転、

事費等 

千円 

件 

開発支援事業

生計画の区域

共同住宅やに

入に対して支

画費、土地整

/6、市町 1/

円 

Ⅲ 地域の

121,8

ウ 再編店舗

業 

店舗の移転

う家賃を支援

再編対象店舗

開業する者 

店舗賃

実家賃

入居面積（㎡

～200（円／

に基づき算

額を上限 

７件

新規分：1

継続分：5

業 

域内で国庫補

にぎわい再生

支援 

整備費、共同施

/6、事業者等

の元気づくり

878 千円 

舗円滑化事

転開店に伴

援 

舗を移転、

賃借料 

の 1/2 

㎡）×1,000

／㎡・月）

算出された

件 

,200 千円 

,304 千円 

補助を受け、

生につなが

施設整備費

等 1/3 

 



 

 (3)

 ①

 ②

 

 ③

空き家

(再掲)空き

 

空き家管理

空き家

管理を支

○ 対象

 二

 空

（関

 

の

※  

○ 事業

○ 対象

○ 補助

○ 負担

老朽危険空

居住環

がある危

○ 補助

○ 補助

対

対

補

補

負

件

・空き床対

き家活用支

理サービス

家放置によ

支援 

象住宅 次

二次的住宅

空家特措法

関係法令違

５年以上空

のために必

集落内に

業主体 政

象経費 地

助基本額 20

担割合 県

空き家の除

環境の整備

危険空き家

助対象 市

助率等 

対象要件 

対象経費 

補 助 率 

補助上限額 

負担割合 

件  数 

対策の充実

支援事業の推

スの支援

よる地域活力

次の要件を満

宅または賃貸

法に基づく措

違反でないも

空ける予定で

必要なもの

にある３戸以

政令市・中核

地域団体が集

00千円／市

県1/4、市町

除却支援

備や改善等を

家の除却を支

市町（市町が

以下の全て

① 危険空

（国庫補

② 倒壊等

家等対策

指導また

老朽危険空

1/6かつ市町

333千円 

国1/3、県1

45件 
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推進(参照

力の低下を

満たす一戸

貸・売買物

措置を受け

もの） 

であるが、

と市町が認

以上の空き

核市を除く

集落単位で

市町・年 

町1/4、地域

を図るため

支援 

が空き家所

ての要件を満

空き家等の除

補助事業）を

等により周辺

策の推進に関

たは助言等を

空き家の除却

町が助成する

1/6、市町1/

P402)

を防止するた

戸建て空き家

物件でない

けていない

将来的に活

認めるもの

き家を包括的

く市町 

で行う管理費

域団体1/2

＜

め、倒壊等に

所有者に対

満たす空き家

除却を目的と

を活用するこ

辺に危険が及

関する特別措

を行っている

却工事の実施

る額の1/4

/6、所有者1

ため、集落

家 

もの 

もの 

活用見込み

的に継続管

費（状況確

＜リーディ

により周辺

して実施す

家 

とした空き家

こと 

及ぶおそれが

措置法や市町

ること 

施に要する経

1/3 

Ⅲ 地域の

93,3

5

落単位の空き

みがあり、地

管理する場合

確認、維持管

11,0

ングプロジ

辺に危険が及

する補助へ

家再生等推

があり、市

町条例等に

経費 

の元気づくり

389 千円 

500 千円 

き家の維持

地域の維持

合に限る

管理） 

070 千円 

ジェクト＞

及ぶ可能性

の支援）

進事業等

町が空き

基づき、

 

持

持 

 

性



 

 

 ④

 

(拡)古民家

既存ス

承を図る

○ 建物

専

○ 古民

建

門家

○ フィ

施

査費

 対

 負

○ (拡

［古

  

(拡

(拡

(R1

 予

家再生の促

ストックの

るため、古

物調査（1,

専門家を派

民家再生提

建物調査を

家を派遣し

ィジビリテ

施設運営計

費を支援 

対象限度額

負 担 割 合

拡)改修工事

古民家］ 

対象経費区

5,000～1

拡)10,000～

拡)15,000～

1 10,000千

予定件数 

 

促進支援

の有効活用、

古民家の再生

386千円）

派遣して、修

提案（2,436

を行った古民

して再生提案

ティ調査への

計画が適切

額 1,000千

合 県1/4、

事費助成（4

    

区分 

10,000 

～15,000

～ 

円以上：3,

10件（うち

288 

、伝統的木

生を支援

 

修繕・再生

6千円） 

民家のうち

案を実施

の支援（50

となるよう

千円 

市町1/4、

41,000千円

（千円）

補助額 

 2,500

4,000

5,000

,500千円)

ち歴史的建

＜

木造建築技術

生の可能性

ち、特に再生

（７件） 

00千円）

う経営コンサ

所有者1/2

円） 

［歴

対

  5

 10

 20

 30

建築物分１件

＜リーディ

＜地方創

術やまちな

を助言（21

生を推奨す

サル等への

2 

歴史的建築物

対象経費区

5,000～10,

0,000～20,

0,000～30,

0,000～ 

件） 

Ⅲ 地域の

45,3

ングプロジ

創生推進交付

なみ景観の維

1件） 

するものにつ

のフィジビ

物］   

区分 補

000   

000   

000   

  

の元気づくり

322 千円 

ジェクト＞

付金事業＞

維持・継

ついて、専

リティ調

（千円）

補助額 

2,500 

5,000 

8,500 

10,000 

 

 

 

専



 

 ⑤ 空き床等活

閉鎖さ

促進を図

○ 空き

対 

象 

要 

件 

常

補助限

(県負

対

対

対

補

※50㎡

○ 空き

対 

象 

要 

件 

常

補助限

(県負担)

対

対

対

補

※50㎡

※促進

活用支援事

された事業

図るため、

き事業用建

区分 

常用雇用者数

限度額 

負担)1 回限

対象区域 

対象施設 

対象経費 

補 助 率 

㎡未満は対象

きオフィス

区分 

常用雇用者数

限度額 

)入居から 1 年限り 

対象区域 

対象施設 

対象経費 

補 助 率 

㎡未満は対象

進地域：但馬

赤穂

事業の実施

業用建物や、

事業所の規

建物活用型

大

数 
11 人

（促進

り 
2,000

空き事

 （築

建物の

1/2（県

象外 

ス入居型 

大規

 
11 人 

（促進地

2,000 千

①都市再

②市街地

（西宮北

オフィス

建物の賃

1/2（県

象外 

馬地域、丹

穂市、宍粟

289 

、オフィス

規模に応じ

大規模事業所

進地域※：6人

千円 

事業用建物

築 20 年以上

の改修費用

県 1/4、市町

規模事業所

地域※：6人）

千円 

再生緊急整備

地再開発地区

北口駅北東、

スビルの空き

賃借料 

1/4、市町

丹波地域、淡

粟市、たつの

ビルの空き

じた改修費等

所 

人） 

6 人

（

1,

県内全域

、空室期間

町 1/4）〈市

所 

） 

6 人

（促

1,0

備地域（三宮

区 

新長田駅南

き床(空室期

1/4）〈市町

淡路地域、

の市（旧新

き床への企

等に対する

標準事

人 

（促進地域※

000 千円 

域 

６か月以上

町義務随伴

標準事業

人 

促進地域※：

000 千円 

宮） 

南地区など）

期間６か月以

町義務随伴〉

西脇市、多

新宮町のみ）

Ⅲ 地域の

10,0

企業の入居の

る支援を実施

事業所 

：3人） 

上） 

伴〉 

業所 

3 人） 

） 

以上) 

 

多可町、神

）、上郡町、

の元気づくり

000 千円 

のさらなる

施 

神河町、 

、佐用町

 



 

４ 

 (1)

 ①

 

 ②

 

 ③

     

スポーツ

多様な主

「スポーツ

「スポ

ょうご」

○ 推進

○ 全県

ス

○ 「ス

大

域イ

(拡)神戸マ

スポー

の魅力を

を記念大

○ 名 

○ 開 

○ 参加

○ テ 

○ (新

(新)県立弓

更なる利

○ 事業

 検

設

 地

 先

○ スケ

 令

 令

・芸術文化

主体による

ツ立県ひょ

ポーツクラ

」の実現を

進会議の開

県スポーツ

スポーツク

スポーツ立

大学や企業

イベント等

マラソン第

ーツの振興

を国内外に

大会として

 称 神

催 日 令

加者数 約

ー マ 

新)記念大会

弓道場の活

利便性の向上

業内容 

検討委員会

設置 

地元懇談会

先進施設視

ケジュール

令和２年度

令和３年度

化の振興 

るスポーツの

ょうご」創出

ラブ21ひょ

を支援 

開催（１回）

ツサミットの

クラブ代表者

立県ひょうご

業、障害者ス

等を支援 

第 10 回記念

興を図り、震

発信するた

神戸市と共

神戸マラソン

令和２年11月

約２万人 

「感謝と友情

会事業の実施

活性化検討

上を目指し

会の開催 外

会の開催 

視察 

ル  

度 活性化方

度 施設整備
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の振興 

出プロジェ

うご」の発

） 

の開催（１

者等の情報

ご」創出プ

スポーツ等

念大会の開催

震災の復旧

ため、令和２

共同で開催

ン第10回記

月15日（予

情」 

施（メモリ

し、県立弓道

外部有識者

方策等検討

備

ェクト事業の

＜

発展的な取組

１回） 

報交流 等

プロジェク

と連携した

催

・復興にお

２年で10回

記念大会 

予定） 

リアルファ

道場の新た

者（競技団体

討・基本計画

の実施

＜リーディ

組を促進し

ト 

た事業展開

ける支援へ

目の節目を

ンランの実

たな活性化方

体、学識者

画策定 

 

Ⅲ 地域の

2,9

ングプロジ

し、「スポー

を誘導する

68,8

への感謝、兵

を迎える神戸

実施等） 

1,0

方策を検討

者等）による

の元気づくり

925 千円 

ジェクト＞

ーツ立県ひ

るための地

883 千円 

兵庫・神戸

戸マラソン

000 千円 

討 

る委員会を

 

 

地

戸

ン



 

 (2)

 ＜東

 ①

 

 ②

     

ゴールデ

東京 2020 オ

オリンピッ

教育推

ともに、

○ オ

 指

 事

 派

○ オ

 設

 業

(新)東京オ

 県のス

ズゲーム

クの関連

○ オ

○ パラ

 

 場

デン・スポ

オリンピッ

ック・パラ

推進校を指

、国際理解

リンピック

指定校数 

事業内容 

派遣講師 

リパラ教育

設置人数 

業務内容 

オリンピック

スポーツ振興

ムズ2021関西

連事業を実施

リンピック

区 分 

第１区間 

第２区間 

第３区間 

第４区間 

第５区間 

第６区間 

第７区間 

ラリンピッ

日  時 

場  所 

ポーツイヤー

ク・パラリ

ラリンピック

指定し、オリ

解や共生社会

ク・パラリン

市町立学校

県 立 学 校

講演会、体

兵庫県にゆ

育推進専門員

１人 

オリンピ

ーツ庁との

・パラリンピ

興や地域の

西の成功に

施 

ク聖火リレー

5/

加

ック聖火フェ

令和２年

ユニバー記
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ーズの機会

リンピック

ク・ムーブ

リンピック

会等への理

ンピック教

校 12校

校 ７校

体験学習 等

ゆかりのあ

員の設置

ック・パラ

の連携促進

ック応援事業

の活性化を図

につなげるた

ーの実施

１日目 

/24（日）

豊岡市 

朝来市 

宍粟市 

加東市 

小野市 

加古川市

姫路市 

ェスティバ

８月17日

記念競技場

会を捉えたス

に向けた競

ブメントの展

・パラリン

理解を深め

教育推進校の

等 

あるオリン

（3,065千円

ラリンピック

進 等 

業の実施

図るととも

ため、東京

（66,505千

5/

南

丹

バルの実施

場（神戸市）

スポーツの

競技スポー

展開

ンピックへ

る教育を推

の指定（3,

ピアン・パ

円） 

ク教育に関

もに、翌年の

京オリンピ

円） 

２日目 

25（月） 

神戸市 

明石市 

あわじ市 

西宮市 

尼崎市 

三田市 

波篠山市 

（15,574千

） 

Ⅲ 地域の

の振興 

ーツの強化＞

6,4

への気運醸成

推進 

,375千円）

パラリンピ

関する指導助

186,4

のワールド

ック・パラ

備

出

セレブ

千円） 

の元気づくり

＞ 

440 千円 

成を図ると

 

アン 

助言、スポ

406 千円 

ドマスター

ラリンピッ

備 考 

出発式 

 

 

 

 

 

ブレーション

 

ポ

ン



 

 

 ③

 実

 

 

 

 

 

 

○オリ

対象

競 

実施期

日数・

実施場

○ (拡

東

５

(拡)第２期新兵

トップ

向上を図

ア 選手強

○ 重点

 特

 一

実施内容 

・障害者ス

 主 催

 参加者

・WMG2021関

 主 催

 内 容

・パラリン

 主 催

 内 容

ンピック

象国 

技 

フ

［

期間 7/

人数 8日

場所
県立

（姫

拡)東京パラ

東京パラリ

５種目(陸上

兵庫県競技力向上

プアスリー

図るため、

強化事業

点競技強化

特別強化対

ウエイト

一般強化事

スポーツ体験

催 (公財)兵

者 小学生、

関西・世界

催 2021年世

容：スポーツ

に続く県

ンピック聖火

催 東京202

容 県下全市

ク聖火に

・パラリン

ランス 

柔道］ 

14～21 

・50人 2

立武道館 

姫路市）

ラリンピック

ンピックの

上、水泳、卓

上事業（世界に

ート層の拡大

系統的な指

（118,621千

化事業（98,

対象競技（1

トリフティン

事業 

292 

験会 

兵庫県障害

、中学生

界パラ陸上一

世界パラ陸

ツ・文化要

県内スポー

火フェステ

20パラリン

市町の聖火

に集火 

ンピック事前

フランス

［陸上競技］

7/18～8/6

20日・100人

三 木 総 合

防災公園陸上

競 技 場

（三木市）

ク開催記念

の気運醸成

卓球、アーチ

はばたけ兵庫プ

大、ジュニ

指導体制の

千円） 

,660千円）

13競技）

ング、テニ

害者スポーツ

500人 

一年前イベ

陸上競技選手

要素を取り入

ーツイベン

ティバル兵庫

ンピック聖火

火を１つにま

前合宿の受

フラン

［パラ陸上競

6 8/16～

人 9日・4

三 木 総

防災公園陸

競 技

（三木市

念スポーツ交

成、障害者ス

チェリー、ボ

プロジェクト）の

ニア選手の発

の構築を支援

 

ニス、柔道

ツ協会 

ベント 

手権大会組

入れたプロ

トのプロモ

庫県内集火

火リレー兵

まとめ、東

受入（102,2

ンス 

競技］ 

ウク

ギリ

ベラ

［水

～24 7/8

0人 24日

総 合 

陸上 

場 

市）

尼

スポ

（尼

交流大会

スポーツの

ボッチャ)（令

の実施

発掘・育成

援 

等 

Ⅲ 地域の

組織委員会等

ログラム、

モーション 

火式・出立式

兵庫県実行委

東京2020パラ

227千円） 

クライナ 

リシャ 

ラルーシ 

水泳］ 

8～31 

・15人 1

尼崎 

ーツの森 

尼崎市） 

（2,100千円

の普及啓発

令和元年度:

180,5

成や若手指導

の元気づくり

等 

オリパラ

式 

委員会 

ラリンピッ

ニュージーランド

［ソフトボール］

7/7～20

4日・30人

但馬 

ドーム 

（豊岡市）

円） 

を推進 

:２種目）

548 千円 

導者の資質

 

人

質



Ⅲ 地域の元気づくり 
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 ジュニア特別強化 

○ 選手サポートプログラム（1,396千円） 

大学研究機関と連携した能力トレーニングの開発及び測定の実施 

○ 指導者養成プログラム（1,497千円） 

○ 国民体育大会団体競技強化プロジェクト（17,068千円） 

国体団体競技の強化を図るため、国体競技別総合成績で常時入賞してい

る他府県の強豪チームとの強化試合・合宿や県内練習会の実施に対して支援 

イ 選手育成事業（42,742千円） 

○ タレント発掘事業等（8,229千円） 

 ひょうごジュニアスポーツアカデミー（大学関係者等と連携し、能力開

発・育成プログラム、競技体験プログラムを実施） 

○ 育成・すそ野拡大事業（22,082千円） 

 小中学校を対象としたスポーツ教室の開催 

○ 若手指導者の育成等（7,396千円） 

○ ｼﾞｭﾆｱ層を対象としたﾄｯﾌﾟｱｽﾘｰﾄ等による特別強化事業（5,035千円） 

 将来、国体等での活躍が期待される中学生を対象に、トップアスリート

等からの集中的なレッスンによる特別強化を実施 

ウ オリンピック関連事業（9,100千円） 

○ 指導者養成（4,700千円） 

 オリンピックを目指して世界の第一線で活躍する選手輩出に向け、高い

競技実績を誇る国等へ指導者を派遣し、調査・研究を実施 

○ オリンピック種目強化事業（4,400千円） 

 強化対象競技（５競技） 

レスリング女子、トライアスロン、ウエイトリフティング女子、 

自転車女子、ラグビー女子 

      エ(新)ふるさと選手活用促進プロジェクト（10,085千円） 

        遠方に居住するふるさと選手に対し、本県で行う強化合宿等にかかる経

費の一部を補助 

○ 対  象 ふるさと制度が適用される選手で、競技団体から推薦のあった者 

○ 対象競技 過去３か年で得点獲得をしている競技 

○ 補 助 額 305,600円/人×33競技 



 

 

 ④

 
 

 ⑤

 

未来のスー

トップ

案型によ

○ スー

 事

 補

 募

○ 医

 事

 補

 募

○ 能力

 事

 補

 募

近畿中学校

令和

催される

○ 近畿

 開

 競

 内

○ 全国

 競

 開

 競

 内

ーパーアス

プアスリー

よる主体的

ーパーアス

事業内容 

補助上限額 

募 集 数 

・科学サポ

事業内容 

補助上限額 

募 集 数 

力発掘（4,

事業内容 

補助上限額 

募 集 数 

・全国高等学

２年度に本

る全国高等

畿中学校総

開 催 地 

競技日程 

内  容 

国高等学校

競技種目 

開催場所 

競技日程 

内  容 

スリート支援

ート層の新た

的な選手の発

スリート養成

海外トップ

１競技当た

９競技 

ポート（5,0

フィジカル

１競技当た

５競技 

500千円）

埋もれた能

１競技当た

５競技 

学校総合体育

本県で開催

等学校総合体

総合体育大会

県内12市

令和２年

県実行委員

校総合体育大

柔道 

グリーンア

令和２年

県実行委員
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援事業の実

たな育成・

発掘からト

成（36,000

プチームと

たり4,000千

000千円）

ルトレーニ

たり1,000千

 

能力を他競

たり900千円

大会兵庫県開

催される近畿

体育大会の

会（4,500千

（20競技開

８月 

員会への負

大会（6,59

アリーナ神

８月５日～

員会への負

実施

強化事業を

トップアス

0千円） 

との合宿・練

千円 

ニング、栄養

千円 

競技に活か

円 

開催事業の実

畿中学校総

の経費を負担

千円） 

開催）  

負担金 

99千円）

神戸 

～８月９日

負担金 

を推進する

リート育成

練習会 等

養学の直接

し、新たな

施

総合体育大会

担 

Ⅲ 地域の

45,5

るため、競技

成を支援 

等 

接指導等 

な可能性を発

11,0

会及び全国

の元気づくり

500 千円 

技団体の提

発掘 

099 千円 

国で分散開

 

提

開



 

 ＜ワ

 ①

ワールドマス

(拡)WMG20

WMG20

ア (拡)

○ １年

 

 

 

会

○ リハ

兵

る

ーサ

 

 

 

 

○ 県外

兵

会の

スターズゲ

021 関西の参

021関西の機

)WMG2021関

年前イベン

１年前イベ

令和２年

レード参加

ＰＲイベン

１年前イ

会等を実施

・負担割合

・県負担額

ハーサル大

兵庫県開催

とともに、海

サル大会を

・公式競技

負担割合

県負担額

・オープン

負担割合

県負担額

外参加者の

兵庫県開催

のPRを依頼

ゲームズ 20

参加促進

機運醸成及

関西兵庫県実

ントの実施

ベント 

年５月に一般

加、デュオ神

ント 

イベントに併

施 

合 県1/2、

額 5,100千

大会の実施

催競技団体

海外へのＰ

を開催 

技 

合 県1/2、

額 45,000千

ン競技 

合 県1/2、

額 11,000千

の参加促進

催競技の各競

頼し、本県開
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021 関西（

及び参加促進

実行委員会

(10,000千

般県民対象

神戸での開

併せて関西

市町1/2

千円(＠300千

（56,000千

と開催市町

ＰＲを目的

市町1/2

千円（＠3,

市町1/2

千円（＠1,

（3,000千

競技団体か

開催競技へ

WMG2021 関

＜一部

＜一部ふ

進に向けた

会の運営（9

円) 

象の競技体験

開催１年前イ
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 競 技 種 目 市 町（１７市町） 

公
式
競
技 

１ 陸上競技 競歩 神戸市 

２ 野球 硬式野球 神戸市 

３ バスケットボール 神戸市 

４ オリエンテーリン

グ 

スプリント 神戸市 

５ フォレスト 養父市、香美町、神河町 

６ 射撃 クレー 岡山市（県外開催） 

７

水泳 

競泳 神戸市 

８ 飛込 神戸市 

９ 水球 尼崎市 

10 ｱｰﾃｨｽﾃｨｯｸｽｲﾐﾝｸﾞ 尼崎市 

11 卓球 神戸市 

12 テコンドー 姫路市 

13 テニス 三木市、加西市 

14 バレーボール ビーチ 南あわじ市 

15 カヌー ポロ 宍粟市 

オ
ー
プ
ン
競
技 

１ ローンボウルズ 神戸市、明石市 

２ ペタンク 宝塚市 

３ フラッグフットボール 神戸市 

４ ウオーキング 神戸市 

５ 囲碁ボール 丹波市 

６ バトントワーリング 西宮市 

７ 車いすバスケットボール 西宮市 

８ ローリングバレーボール 西宮市 

９ ボッチャ 西宮市 

10 ノルディック・ウォーキング 三田市 

11 ウオーキング 洲本市 

○ (新)クレー射撃会場の設営 (4,338千円) 

岡山市で開催するクレー射撃競技大会運営に向けて地元警察、消防等

関係機関と協議 

○ WMGオープン競技メダル作成 (1,159千円) 

県内高校生からの公募により決定したデザインを基に表彰メダルを作成 

○ ボランティアセンターの開設 (18,345千円) 

ボランティアの募集や、ボランティア参加者に対する研修の実施 

 負担割合 県1/2、神戸市1/2 

○ 実行委員会総会、専門委員会、安全対策に関するマニュアル作成(2,539千円) 

○ 広  報(3,450千円) 

ホームページの改修（多言語対応、ボランティア募集等）、SNSでの発信 



Ⅲ 地域の元気づくり 

 

297 

イ ひょうご女性スポーツの会の活動支援（5,000千円） 

WMG2021関西への参加を促進し、女性のスポーツ環境の向上、女性スポー

ツ人口の増加を目指し、ひょうご女性スポーツの会の活動を支援 

○ 総会・総合開会式の開催 

 記念講演、スポーツ界著名人によるシンポジウム等 

○ 競技別大会の実施 

 各競技団体による冠称大会への補助 

○ 研修会の実施 

 WMG2021関西への参加促進に向けた競技体験会 

ウ  WMG2021関西参加促進事業（15,000千円） 

地域企業及び大学とスポーツクラブ21ひょうご（SC21）との連携チーム

設立支援やWMG2021関西開催団体競技の新チーム設立支援等を実施 

○ 企業・大学とSC21の連携強化及びSC21新規会員獲得支援（4,000千円） 

企業・大学に所属する社会人とSC21による混合チーム設立を支援 

 補助対象 運動用具等経費（上限200千円） 

 補助要件 WMG2021関西への大会参加 

 補助件数 20チーム 

○ WMG2021関西の開催競技人口増加に向けた取組（11,000千円） 

SC21会員が、新たにWMG2021関西大会開催団体競技に取り組む場合の新

チーム設立や、現在取り組んでいる競技でのWMG2021関西への参加を支援 

 補助対象 運動用具等経費（上限：新チーム設立200千円、既存種目100千円） 

 補助要件 WMG2021関西への大会参加 

 補助件数 80チーム（新チーム設立30チーム、既存種目50チーム） 

※新チームの設立支援は１クラブにつき、１チームに限る 

エ(拡)障害者のWMG2021関西参加促進事業(12,194千円) 

○ 特例子会社向けWMG2021関西普及出前講座の実施（1,620千円） 

○ WMG2021関西開催記念障害者スポーツ体験イベントの開催（574千円） 

 種  目 サッカー、陸上７競技(トラック４種目、走幅跳、やり投げ、砲丸投げ) 

 場  所 ユニバー記念競技場(神戸市西区) 

○ 障害者スポーツ支援団体向けWMG2021関西参加促進支援（5,000千円） 
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障害者スポーツ支援団体等に対して、WMG2021関西大会の関連スポーツ

イベント開催等に要する費用を補助 

 対 象 数 20団体 

 対象経費 WMG関連の競技会・イベントの開催費・参加費 

○ WMG2021障害者スポーツ出場者準備支援（5,000千円） 

障害者手帳を有する県内在住の大会出場申込者に対して、競技力向上に

向けた活動を支援 

 要  件 障害者手帳を有する県内在住の大会出場申込者 

オ 高齢者のワールドマスターズゲームズ参加促進事業(2,050千円) 

スポーツ普及と交流の場を提供し、高齢者の生きがいづくりや健康づく

りを推進するため、高齢者のWMG2021関西への参加を促進 

○ 実施主体 市町老人クラブ連合会（41市町） 

○ 補 助 額 50千円（定額） 

○ 補助対象経費 スポーツ講習会、競技会等に要する経費、リハーサル大会会場までの交通費等 

カ 自治会におけるワールドマスターズゲームズ参加促進事業（2,050千円） 

WMG2021関西の機運醸成を目的とした講演、講習会等を開催することによ

り、地域住民のWMG2021関西への積極的な参加を促進 

○ 実施主体 県連合自治会 

○ 補 助 額 2,050千円 

○ 補助対象経費 講演、講習会等に要する経費、リハーサル大会会場までの交通費等 

キ 婦人会におけるワールドマスターズゲームズ参加促進事業（2,050千円） 

県連合婦人会を通じ、参加を促すとともに、全県大会を通じた啓発によ

り、広く県内婦人団体を通じてWMG2021関西への参加を促進 

○ 実施主体 県連合婦人会、市郡婦人会（19団体） 

○ 補 助 額 全県大会606千円（定額）、市郡婦人会76千円（定額） 

○ 補助対象経費 スポーツ講習会、競技会等に要する経費、リハーサル大会会場までの交通費等 

      ク(新)ワールドマスターズゲームズ2021関西の開催応援プロジェクト（1,200千円） 

<ふるさとひょうご寄附金事業>  

大会を盛り上げ、参加者を通じ兵庫県の魅力を国内外に発信するため、県

内の会場ごとに競技団体が開催する交流イベント等を支援 
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令和２年度事業計画（主なもの） 

区 分 事  業  名 日  程 概  要 

KOBELCO 
大ホール 

佐渡裕芸術監督プロデュース オペ

ラ「ラ・ボエーム」 

７月24日～８月２日 

（８公演） 

 

イタリアよりダンテ・フェレッティ氏

を演出に招き、開館15周年記念事業に

ふさわしい大規模で華やかな舞台を

上演。オペラ公演のプレイベントとし

てハイライト・コンサートを当ｾﾝﾀｰ含

め県内５市へ展開。 

佐渡裕芸術監督プロデュース「ジル

ヴェスター・コンサート」 

12月31日 

（１公演） 

大晦日に実施する名物コンサート。

2021年度のプロデュースオペラ「メリ

ー・ウィドウ」（レハール作曲）関連

のガラ・コンサート。 

楽劇「ニュルンベルクのマイス

タージンガー」 

７月５日 

（１公演） 

新国立劇場等と連携し、ワーグナーの

傑作である大規模オペラを関西の拠

点劇場として上演。 

バイエルン放送交響楽団 
11月28日 

（１公演） 

世界最高峰のドイツの交響楽団によ

る公演 

ジャパン・ヴィルトゥオーゾ・

シンフォニー・オーケストラ公

演 

令和３年１月４日 

（１公演） 

国内のオーケストラのコンサートマスタ

ー、首席演奏者を中心に特別編成され

たオーケストラ公演。 

ワンコイン・コンサート 
４月10日 ほか 

（15公演） 

ワンコイン（500円）で楽しめる兵庫、

関西ゆかりの若手音楽家による当セ

ンター好評のコンサート。 

兵庫芸術文化センター管弦楽団

定期演奏会 

４月17日 ほか 

（30公演） 

佐渡裕芸術監督や客演指揮者による

コンサート。 

青少年芸術体験事業 

「わくわくオーケストラ教室」

６月３日 ほか 

（40公演） 

県内の全中学１年生を対象に本格的

なオーケストラ演奏に親しむ機会を

提供（教育委員会事業）。 

阪  急 
中ホール 

「真夏の夜の夢」 
11月20日～22日 

（３公演） 

シェイクスピアの喜劇を野田秀樹が

潤色。ルーマニアの鬼才シルヴィウ・

プルカレーテによる演出で上演。 

落語会「月亭方正」ほか 
４月４日 ほか 

（14公演） 

芸術文化センターで好評の落語シリ

ーズ。上方から江戸落語まで幅広い落

語会の開催。 

ひょうご能「土蜘蛛・替間狂言

（土隠）」  

10月24日 

（１公演） 

河内特別参与企画による地元人材・題

材による古典芸能シリーズ。 

善竹隆司が平成29年度文化庁芸術祭

賞優秀賞を受賞した演目で、新解釈と

演出が評価された作品。 

「sound theater X」 
６月６日 ほか 

（４公演） 

芸術文化センタープロデュースオリ

ジナル企画第10回目。パフォーマーと

ミュージシャンによる競演・響演。 

神戸女学院

小ホール 

「古楽の愉しみ」シリーズ 
５月17日 ほか 

（４公演） 

室内楽リサイタルなど、内外一流の音

楽家による幅広いジャンルの公演。 

兵庫芸術文化センター管弦楽団

室内楽演奏会 

４月25日 ほか 

（４公演） 

オーケストラ公演とは違った、兵庫芸

術文化センター管弦楽団のアンサン

ブルの魅力をアピール。 
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ア 魅力あ

○ 令和

展覧会

立近代美術館

・名品展 

ナ ペルホネン

リー・ポッター

ーラージュと森

ヌエル・フラ

イ 県立美

県内

元気づ

○ ギャ

 

 若

○ こ

 団

美術館－「

ある展覧会

和２年度特

会名（仮称） 

開館 50 周年記

ン／皆川明 つ

ーと魔法の歴

森田子龍 

ンケロ展 

美術館の元

内外を問わ

づくりを推

ャラリー棟

「ＫＥＮ－

若手作家発

どもの来館

団体観賞用

「芸術の館」

会の開催（2

特別展開催計

記念 令

づく 
令

史 
令

令

～

令

元気づくり事

わず、多くの

推進 

棟の更なる活

Ｖｉ文化セ

発掘育成事業

館促進 

用教材の作成

303 

」－

267,013千

計画 

期間（予定

令和２年４月11

～６

令和２年６月27

～８

令和２年９月５

～11

令和２年11月

～令和３年１月

令和３年２月６

～４

事業の実施

の人々の来

活用 

セミナー」

業（展覧会

成 

円） 

定） 

1日 

月７日

有名

をと

を集

の中

再認

活動

を展

7日 

月16日

「て

ルを

的な

のフ

ナ ペ

く、作

ンの

日 

月８日

J・K

リー

を記

学、

大英

な資

リン

て展

28日 

24日 

フラ

周年

ール

身の

げ、ふ

につ

いっ

日 

月４日

マド

ケロ

に絵

レー

徹底

する

とい

が内

施（7,280千

来館を促進す

の開催（年

会の開催）

概

で評価の定ま

らえる文脈の

集めるようにな

中で探求のあり

認識された作品

動を続ける中で

展示。 

ていねいな生活

を求め、自然との

な人気を誇るデ

ァッション・

ペルホネンの展

作り手と使い手

の価値を探る。

K・ローリング

ー・ポッターと

記念した国際巡

錬金術、天文

英図書館所蔵の

資料を通じて紹

ング所蔵の直筆

展示。 

ンスのアヴェ

年を記念し、ア

ル・スーラージ

の書家・森田子

ふたりの芸術家

ついて考えを深

た軌跡を振り

ドリッドで制作

（1953－）の

絵画を学んだ後

ーションも含む

底的に追求した

アーティスト

いう言葉では捉

内在する作品を

千円） 

するため、

年２回） 

Ⅲ 地域の

275,2

概   要 

まった作品だけ

の変化によって

なった「名品」、

り方がはっき

品、美術館が展

で評価が定まっ

活」といわれる

の共生を目指

デザイナー皆川

テキスタイル

展覧会。単な

手が協同で築

 

作のファンタ

賢者の石』の

巡回展。物語に

文学、占星術な

の書籍をはじめ

紹介する。また

筆原稿やスケッ

ェロン県と兵庫

ヴェロン県出

ジュ（1919-）

子龍（1912-199

家が互いの共

深め、自らの表

返る。 

作を続けるマヌ

の日本初の個展

後、現在では写真

む多様なメディ

た極限のリア

ト。「写実」や

捉えきれない未

を一挙公開する

県・地域

の元気づくり

293 千円 

けでなく、歴史

て新たな注目

、時間の経過

りすることで

展示・普及等の

った作品など

ライフスタイ

す人々に熱狂

川明（1967- ）

ルブランド、ミ

る消費ではな

くファッショ

ジー小説『ハ

の出版 20 周年

に登場する薬

どのテーマを

めとする様々

た、J・K・ロー

ッチも合わせ

庫県の交流 20

身の画家ピエ

と、兵庫県出

98）を取り上

通点と相違点

現を確立して

ヌエル・フラン

展。1970 年代

真やインスタ

アで表現し、

リティを体現

「リアリズム」

未詳の世界像

る。 

・美術館の

 



 

    

     

     

     

     

     

 

 ③

     

     

     

 

 

 美

 出

○ アウ

 出

○ 屋外

 建

ウ (新)県

 ○ シン

  

  

  

 ○ 著名

   美

 ○ 絵画

   県

(新)県立美

 (公財)

県有施設

 ○ 特別

 ○ 所蔵

 

美術鑑賞の

出張こども

ウトリーチ

出張アート

外アートや

建築や屋外

県立近代美術

ンポジウム

開催時期 

開催場所 

テ ー マ 

名人と館長

美術に造詣の

画コンクー

県内の小学生

美術館西宮分

)頴川美術館

設として令和

別展の開催

蔵品展の開

の出前授業の

もイベント

チ活動の充実

トトークの開

や建築芸術

外彫刻ガイ

術館開館50

ムの開催 

令和２年

県立美術

「名品と

長の対談 

の深い著名

ールの開催

生に参加を

分館(仮称)の

館より受贈

和２年10月

催  

開催 

304 

の実施 

（制作・体

実 

開催（県内

としての美

ドツアーの

0周年記念

年４～５月頃

術館ミュージ

とはなにか

名人と館長の

を募り、美術

のリニューア

贈した貴重

月にリニュー

 

体験）の実施

内文化施設等

美術館の鑑賞

の実施 

事業（1,0

頃（予定）

ジアムホー

？－作品が

の対談を実

術館を活用

アルオープン

な美術品を

ーアルオー

施 

等で出張解

賞促進 

00千円） 

（「超・名品

ール 

が名品とな

実施 

用した絵画

ン

を含む残余財

ープンし、展

Ⅲ 地域の

解説会を実施

品展」開催

るとき－」

コンクール

20,4

財産を活用

展覧会を開

の元気づくり

施） 

催期間中）

 

ルを開催 

437 千円 

用するため

開催 

 

め、



 

 ④

     

 

 ⑤

     

横尾忠則現

横尾忠

会や公開

ア 企画展

○ 令和

展

第１期

 

横尾忠

第２期

 

横尾忠

路シリ

念展 

第３期

 

もうひ

「芸術

―落選

(新)横尾忠

 人と地域

図るための

○ 整備

 寄

 眺

 ア

現代美術館

忠則氏の作

開制作など

展の開催

和２年度企

覧会名(仮

期企画展 

忠則の髑髏まつ

期企画展 

忠則 Yの喜劇

ーズ誕生20周

期企画展 

ひとつの横尾忠

術にゴールはな

選作品による伝

忠則現代美

域をアート

の施設整備

備内容 

寄贈コレク

眺望を活か

アーカイブ

館 

作品を通じて

ど多彩な事業

（24,000千円

企画展開催計

称) 

つり 

令和

劇 Y字

周年記

令和

忠則展 

ない」 

伝記 

令和

美術館の魅力

でつなぐま

備を実施  

クションを常

かした休憩

ブ検索システ

305 

て、現代美

業を展開

円） 

計画 

期間(予定

和２年５月3
～８月

和２年９月1
～12月

和３年１月2
～５月

力強化

まちづくり

  

常設展示す

・交流スペ

テムの改良

美術に触れる

定) 

30日 
月30日

生命
漂う
ような
った
身の
な「死

19日 
月20日

横尾

ズの

2015

〜20

内容

ンの

ある

る横

23日 
月９日

全国

され

構成

を含

網羅

こか

完成

ライ

を提

（令和元

の拠点とし

するコレクシ

ペースの整備

良・整備

ることので

命力に満ち溢
「死」の影。骸
な暗示的な記

た空や亡くなっ
の記憶に由来
死」のかたちを

尾忠則のライ

の誕生20周年

5年に開催し

014年の作品

容で、タイトル

の推理小説『Y

る。ユーモア

横尾の作品世界

国美術館巡回

れなかった作

成に沿って展示

含む豊富な作

羅的な回顧展

からこぼれ落

成作、原稿、複

イトを当て、

提示する。 

元年度２月

して、エリ

ションギャ

備 

Ⅲ 地域の

24,0

できる場とし

概要 

溢れた横尾忠
骸骨や首吊り
記号から、空襲
った同級生の

来するモチーフ
を取り上げる

フワーク、Y

を記念する展

た「続・Y字

を中心に構成

ルはエラリー

Yの悲劇』の

とミステリー

界を象徴する

の大規模回顧

品＝落選作を

示する。多く

品・資料を多

に対して、本

ちた夾雑物

複製など）に

もうひとつの

44,0

経済対策補

ア全体の魅

ャラリーの整

の元気づくり

000 千円 

して、展覧

忠則の作品に
りのロープの
襲で赤く染ま

の写真など自
フまで、様々
。 

字路シリー

展覧会。 

字路」（2006

成）に続く

ー・クイー

パロディで

ーが同居す

る企画展。

顧展に出品

を回顧展の

くの代表作

多角的かつ

本展ではそ

（習作や未

にスポット

の「伝記」

000 千円 

補正対応）

魅力向上を

整備 

 

 

覧

に
の
ま

 



 

 ⑥

     

兵庫陶芸美

陶芸に

陶芸をテ

ア 展覧会

○ 令和

 

テ
ー
マ
展 

丹

Me
品

20
業
植

丹

 

企

 

画

 

展 

Th
－
形

No
来

出
ま

新

赤
伊
明

イ 日本遺

○ 篠山

美術館 

に関する県

テーマとし

会の開催

和２年度展

展覧

丹波焼の世界 

essage－現代
品展（仮） 

020年度著名作
業×テーマ展 
植松永次展（仮

丹波焼の世界 

he 備前 
－土と炎から
形美－ 

o Man’s La
来、未だ見ぬ
（仮） 

出石焼-但馬の
まれた珠玉の
（仮） 

新収蔵品展（仮

赤木コレクシ
伊万里の図様
明治へ―（仮）

遺産をつな

山方面直通

県民の教養を

した展覧会等

（85,000千円

展覧会等開催

会名 

season4

代陶芸新収蔵

作家招聘事

仮） 

season5

ら生まれる造

nd-陶芸の未
ぬ地平の先-

の小京都で生
のやきもの-

仮） 

ョン 
様―江戸から
） 

なぐ兵庫陶芸

通バスの運行

306 

を高めると

等を開催

円） 

催計画 

期間

令和２年
～令和３年

蔵 令和２年
～

令和２年
～令和３年

令和３年
～令和４年

造
令和２年

～

未
-

令和２年
～

生
-

令和２年
～

令和２年
～令和３

ら
令和３年

～

芸美術館・

行（2,160千

＜一

とともに、陶

（予定） 

年３月25日
年３月21日

年９月 12 日
～11月29日

年12月12日
年２月21日

年３月24日
年３月20日

年３月７日
～５月 24 日

年６月６日
～８月 30 日

年９月 12 日
11 月 29 日

12 月 12 日
３年２月21日

年３月 20 日
～５月 30 日

篠山方面直

千円） 

一部地方創

陶芸文化の

2017年に日

古窯のひと

歴史を持つ

まで続く丹

近年、新た

められたメ

くことを試

る表現のあ

主に土と火
陶芸にも括
制作する造
え、その独
紹介する。

2017年に日

古窯のひと

歴史を持つ

まで続く丹

土と炎と造
やきもので
その継承と
風へと挑む
堂に紹介す

独自のスタ
代に対峙し
代～1980 年
の作品を通
考する。 

雪より白い
磁。江戸時
の精緻な技
とおし、現
を辿る。 

当館の収蔵
とする兵庫
現代陶芸の
近年、新た
を中心に紹

令和２年度
赤木清士氏
レクション
明治期を中
の魅力を紹

直通バス事

Ⅲ 地域の

91,0

創生推進交付

発展に寄与

概   

日本遺産に認定

とつに数えられ

つ丹波焼。変化

丹波焼の世界を

たに収集した現

ッセージを、

試みるとともに

ありようを紹介

火を素材とし
括りきれない
造形作家・植
独創性豊かな
 

日本遺産に認定

とつに数えられ

つ丹波焼。変化

丹波焼の世界を

造形から生ま
である備前焼
と復興を果た
む備前作家の
する。 

タイルを貫き
しながら制作
年代生まれの
通して「陶芸

いと表現され
時代後期の創
技巧を凝らし
現代へと続く

蔵作品は、丹
庫県内の古陶
の作品など、多
たに収蔵した
紹介する。 

度に受贈を予
氏が収集され
ンによって、
中心とする肥
紹介する。 

事業（6,076

の元気づくり

076 千円 

付金事業＞

与するため

要 

定された日本

れ、800年以上

化しながらも現

を紹介する。

現代陶芸作品に

観覧者と読み

に、多様な陶に

介する。 

し、彫刻にも
い多様な作品
植松永次氏を
な創造の世界

定された日本

れ、800年以上

化しながらも現

を紹介する。

まれる原初的
焼。古備前か
たし、新たな
の作品まで、

き、今という
作する 1970
の 15 人の作
芸の未来」を

れる出石焼の
創業から明治
した優品など
く出石焼の軌

丹波焼をはじ
陶磁や国内外
多岐にわたる

た古陶磁の作

予定している
れた古伊万里

江戸後期か
肥前磁器の図

6千円） 

 

 

、

本六

上の

現在

に込

み解

によ

、
を
迎
を

本六

上の

現在

な
ら
作
一

時
年
家
再

白
期
を
跡

め
の
る。
品

、
コ
ら
様



 

 

 ⑦

 

 

 

 

 

街

 ル

 運

 負

○ 陶芸

の

時

考古博物館

ア 特別

○ 令和

展覧

弥生時

る？－

うご－

金銀銅

兵庫ゆ

－明智

－ 

ひょう

－調査

イ 考古

古代

展覧

美と微

巧の微

麒麟が

華麗な

丹波篠山

街地）｣と

と共同で運

ル ー ト 

運行期間 

負担割合 

芸美術館⇔

美術館の

の相乗効果

時間に１本

館 

別展・企画展

和２年度特

覧会名（仮称

時代って知

－2,000年前の

－ 

銅の考古学 

ゆかりの武将

智光秀とその

ごの遺跡202

査研究速報－ 

古博物館加西

代中国鏡の魅

覧会名（仮称

微－美の集積

微－ 

がいる鏡 

なる古代中国鏡

山市内の２つ

｢恋する六古

運行 

丹波篠山市

計48日間

県1/2、市

⇔相野駅便の

の最寄り駅で

果による地域

本を確保 

展の開催

特別展等開催

称） 期

って

のひょ
令和

 

令和
 

将たち

の時代
令和

 

21 令和
 

西分館(古代

魅力を伝え

称） 期

積と技 令和

令和
～令和

鏡 
令和

307 

つの日本遺

古窯（立杭

市街地～ＪＲ

（14便/日）

市1/2 

の増便（3,

であるＪＲ

域の周遊性

（12,500千

催計画 

間（予定）

２年４月18日
～７月５日

２年７月23日
～８月30日

２年10月10日
～11月29日

３年１月16日
～３月14日

代鏡展示館

える企画展

期間（予定）

和２年３月13
 ～９月22

和２年10月１
和３年３月１

和２年７月16
 ～９月22

遺産｢丹波篠

杭の郷）｣を

Ｒ篠山口駅～

※４、５

,916千円）

Ｒ相野駅との

性向上のた

円） 

日
日

米作りや

ニヘと社

を紹介す

日
日

金や銀で

庫県内か

調査を紹

日
日

天下統一

具などの

た考古資

日
日

兵庫県教

の近年の

館)における

を実施 

 

3日
2日

所蔵品

な銅鏡

日
日

千石コ

から華麗

6日
2日

銅鏡に表

の姿を紹

篠山デカンシ

をつなぐ直通

～薬師温泉～

、９、10、

 

のアクセス

め、相野駅

概

や金属器の使用

社会が大きく変

する 

でメッキされ

から出土した遺

紹介する 

一へ向けて活躍

のほか、戦い

資料を紹介する

教育委員会が行

の成果の中か

る企画展の開

概

の中から繊細

を紹介 

レクションの

麗な古代中国

表現された架

紹介 

Ⅲ 地域の

ショ節（丹

通バスを丹

～陶芸美術館

11月の土

ス改善と、直

駅便を増便し

15,1

概 要 

用が始まり、

変化した弥生

た耳飾りや銅

遺物や、鉱山

躍した武将の

の様子や城跡

る 

行っている調

ら最新の資料

開催(2,606

概 要 

細な文様のあ

の中でも注目

国鏡の魅力を

架空の生き物

の元気づくり

丹波篠山市

丹波篠山市

館 

土・日・祝

直通バスと

し、概ね１

06 千円 

ムラからク

生時代の兵庫

銅鏡など、兵

山遺跡の発掘

の肖像画や武

跡から出土し

調査研究事業

料を紹介する

6千円) 

ある秀麗高雅

目すべき優品

を紹介 

物である麒麟

 

ク

庫

兵

掘

武

し

業

品



 

 ⑧

 

 ⑨

 

 

歴史博物館

ア 特別展

○ 令和

展

驚異

ーた

唱歌

て来

社会

女た

姫か

絵そ

江戸

イ ひょ

○ 研究

研

に沿

○ 研究

○ 成果

研

研究

県立歴史博

老朽

○ 整備

○ 総事

○ R2事

○ スケ

  

館 

展・企画展

和２年度特

展覧会名（仮

異と怪異－モ

たちは告げる

歌！西洋音楽

来た―明治の

会― 

たちのひょう

から緒方八重

そらごとの楽

戸時代の絵画

ょうごの歴史

究室の概要

研究コーデ

沿って調査

究テーマ 

「播磨国風

果の発表 

研究成果発

究紀要刊行

博物館の老

朽化した施

備内容 館

事業費 約

事業内容 基

ケジュール 令

   令

展の開催（3

特別展等開催

仮称） 

モンスタ

る－ 

令

楽がやっ

の音楽と
令

うご―千

重まで―

令

楽しみ―

画から―

令

史研究（12

要 

ィネーター

査・研究を実

風土記」、赤

発表会の開催

行 等 

老朽化対策

施設・設備の

館内空調設備

約18億円 

基本設計、実

令和３年度

和４年度下期
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30,000千円

催計画 

期間（予定

令和２年４月

～６月

令和２年７月

～８月

令和２年10月

～11月

令和３年１月

～３月

2,025千円）

が中心とな

実施 

赤松氏と播磨

催（年１回）

の長寿命化

備、収蔵庫

実施設計

改修工事

供用開始

円） 

定） 

25日 

14日 

国立

心に

まざ

て紹

11日 

30日 

明治

それ

影響

３日 

23日 

“ひ

上げ

生に

30日 

21日 

絵の

ショ

画を

） 

なり、博物

磨の山城、

）、「日本書

化を実施 

庫空調設備等

事 

始 

立民族学博物

に、人魚、竜、

ざまな世界の

紹介する。 

治期における

れが日本の音楽

響などを唱歌

ひょうご”ゆか

げながら、江戸

について考え

の中にみられ

ョン）」に焦点

を紹介する。 

館内外の研

たたら製鉄

記」編さん

等 
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42,0

概 要 

物館所蔵の民

、怪鳥、一角

の想像上の生

西洋音楽の導

楽や社会・文

を中心に紹介

かりの女たち

戸時代の女性

る。 

る「絵そらご

点をあて、江

 

研究者が研

鉄と千種鉄

ん1300年記念

119,0

の元気づくり

025 千円 

民族資料を中

角獣など、さ

生き物につい

導入課程と、

文化に与えた

介する。 

ちを多数取り

性の多様な人

ごと（フィク

江戸時代の絵

研究テーマ

鉄 

念講演会、

077 千円 

 

中

い

た

人

絵



 

 ⑩ 県立尼崎青

青少年

彩な事業

ア 鑑賞劇

観 

体験

学

使 

 

イ ピッコ

区

本 

ファ

劇

小学

公

アウ

活

青少年創造

年の自由な

業を実施 

劇場等事業

区  

 る 

鑑

文

験する 

学ぶ 

実

ピ

演

ピ

舞

 う ホ

コロ劇団の

区 分 

公 演 

ァミリー 

劇 場 

学校向け 

公 演 

ウトリーチ 

活 動 

造劇場・ピッ

な創造活動を

業の実施 

  分 

鑑 賞 劇

文 化 セ ミ ナ

実 技 教

ピ ッ コ

演 劇 学

ピ ッ コ

舞 台 技 術 学

ホ ー ル 利

の運営（主な

演

スカパンの

ホクロの

とっとと

シャーロ

学校ウサ

あつまれ

等 
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ッコロ劇団

を促進し、

場
文学

シア

ナ ー
舞台

や解

教 室 ピッ

ロ

学 校

毎週

 本

研

ロ

学 校

毎週

 講

利 用

大ホ

中ホ

小ホ

練習

なもの）

演劇公演内容

の悪だくみ

ある左足

といてよ！

ック・ホー

ギをつかま

れ！ピッコロ

団の運営

あわせて県

学座公演「昭

アタースタ

台芸術に関

解説等を聞

ッコロ実技

週火・木曜

本 科：基

研究科：台

週水・金曜

講義による

ホール：22

ホール：5,

ホール：3,

習室利用：

容 

み 

 

ームズ 

まえろ 

ロひろば

県民文化の

内    

昭和虞美人

ート等 

関する様々

く教養講座

教室「ちゃ

日18:40～2

基礎レッスン

本研究、応

日18:40～2

舞台基礎か

,000円～9

700円～22

700円～15

900円～4,

作    

台  本 

演  出 

作    

演  出 

作    

演  出 

原  作 

台  本 

演  出 

小学生を対

クショップ

Ⅲ 地域の

339,5

の高揚を図る

 容 

人草」、ピッ

な分野の方

座 

ゃっと！狂

20:40、土

ン、トレー

応用演技等

20:40、土

から実習、

90,200円 

2,000円 

5,500円 

900円 

劇作家等

 モリエ

 上 原

 孫  

（ピッ

 別 役

（ピッコ

 岩 松

（ピッコ

 早 船

 平 井

（ピッ

 岡 田

 眞 山

（ピッ

 吉 村

（ピッ

対象にした

プ等 

の元気づくり

525 千円 

るため、多

ッコロ寄席、

方々の芸談

狂言」等 

日(年数回)

ーニング等

等 

日(年数回)

公演まで

等 

エール 

原 裕 美

 高 宏

コロ劇団員）

役   実

コロ劇団前代表）

松   了

コロ劇団代表）

船   聡

井 久美子

コロ劇団員）

田   淳

山 直 則

コロ劇団員）

村 祐 樹

コロ劇団員）

た演劇ワー

 

多

、

談

)

)

ー



 

 ⑪

 

 ＜芸

 ①

ウ ピッコ

県内

 公

エ ピッコ

生の

による

 入

 費

 公

 

(新)人と自

「知と賑

示ギャラ

○ 整備

○ 延床

芸術文化の振

(拡)ひょう

芸術文

団体等の

ア 芸術文

○ (新

 新

施

○ (新

伝

○ (新

コロわくわ

内の中学生

公演回数 

コロ劇団県

の演劇に触

る公演を実

入 場 料 

費用負担 

・県負担 

・市町負担  

公演回数 

自然の博物

賑わいの拠

リーや標本

備内容 展

標

床面積 1,

振興＞ 

うご芸術文

文化活動の

の活動を支

文化活動へ

新)ひょうご

新進アーテ

アーティ

施設等へ情報

新)伝統文化

伝統文化を

新)市町ホー

わくステージ

生を対象に、

20公演（3

県内市町ホー

触れる機会が

実施 

一般：1,0

 

公演に要す

出前公演実

２公演 

物館「コレク

拠点」として

本制作室な

展示ギャラ

標本制作室

390㎡ 

文化の普及

の活性化及び

支援すると

への支援（5

ごアーティス

ティスト情報

ィスト情報を

報提供 

化学び塾事業

を体験だけで

ール活用支援
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ジの開催

、ピッコロ

32校） 

ール公演

が少ない地

000円、こど

する経費

実施に伴う

クショナリ

ての機能を

どを併設し

リー（295㎡

（100㎡）、

・振興

び伝統文化

ともに、県

51,794千円

ストサロン

報とマッチ

を客観的分

業（796千

でなく「学

援事業（8,

ロ劇団の公演

地域の市町ホ

ども：無料

（市町負担分

うピッコロ劇

リウム」の整

（令和元

をさらに高め

した「コレ

㎡）、コレ

設備スペー

＜一部

＜一

化の継承・発

県民が芸術文

円） 

ン機能拡充事

チング機能の

分析の上、デ

円） 

学び」につな

,143千円）

演を実施 

ホールを活

料 

分を除く）

劇団出張経

整備

元年度２月

めるため、

クショナリ

クションル

ース等（20

部リーディ

一部地方創

発展を促進

文化を鑑賞

事業（13,3

の拡充 

データベー

なげ、普及

 

Ⅲ 地域の

活用し、ピッ

 

経費の1/2 

940,0

経済対策補

収蔵機能に

リウム」を新

ルーム（795

00㎡） 

159,0

ングプロジ

創生推進交付

進するため、

賞する機会

315千円） 

ース化し、民

及啓発及び人

の元気づくり

ッコロ劇団

000 千円 

補正対応）

に加え、展

新設 

5㎡）、 

003 千円 

ジェクト＞

付金事業＞

、芸術文化

を創出 

民間や文化

人材育成

 

団

 

展

 

 

化

化
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公演費負担等の理由により大型公演の誘致が困難かつ利用率の低い市

町ホールを支援 

 対 象 者 県内公立文化施設（利用率70%以上の施設は対象外） 

 対象事業 以下の要件を全て満たす事業 

・県内２市町の公立文化施設が共同して企画 

・原則連続する２日間に分けて開催 

 補 助 率 県1/3、施設①1/3、施設②1/3 

 補助限度額 2,000千円 

 件  数 ４件（１件あたり２施設） 

○ 芸術文化に親しむひょうご推進事業（7,260千円） 

 芸術文化活動機会促進事業（6,360千円） 

・対 象 者 県内に拠点を有し、一定の芸術文化活動の経歴を有する 

個人、グループ 

・対象分野 音楽、演劇等の公演、美術作品の展示、メディア芸術の 

発表、文芸作品出版 等 

・補助限度額 150千円（対象経費500千円以上の事業） 

100千円（対象経費200千円以上500千円未満の事業） 

50千円（対象経費100千円以上200千円未満の事業）  

30千円（対象経費 60千円以上100千円未満の事業）  

・予定件数 74件 

 (新)芸術文化地域振興事業（900千円） 

・対 象 者 県内に拠点を有し、一定の芸術文化活動の経歴を有する 

個人、グループ、かつ、県内の２地域以上で行うもの 

・対象分野 音楽、演劇等の公演、美術作品の展示、メディア芸術の発表 

・補助限度額 300千円（対象経費600千円以上） 

200千円（対象経費400千円以上600千円未満の事業） 

100千円（対象経費200千円以上400千円未満の事業）  

 ・予定件数 ５件 

○ 県域文化団体の活動支援事業（14,270千円） 

 対 象 者 県域を対象に流派等を超えて組織された芸術文化の振興  

に寄与する団体 

 芸術文化事業 

・補助限度額 450千円（対象経費450千円以上の事業） 
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200千円（対象経費200千円以上450千円未満の事業） 

・予定件数 32件 

 伝統文化継承事業 

・補助限度額 160千円（３地域以上で実施する事業） 

120千円（２地域で実施する事業） 

・予定件数 ８件 

○ ふるさと文化の伝承・発信サポート事業（3,600千円） 

 対 象 者 県内に拠点を有する芸術文化団体、実行委員会、グループ 等 

 対象事業 地域固有の文化資源を生かして行われる芸術文化活動 

 補助限度額 150千円（対象経費150千円以上の事業） 

 対象期間 ３年以内 

 予定件数 24件 

○ 文化会館等を核とした地域文化力促進事業（4,410千円） 

県内各地域の芸術文化拠点で組織される実行委員会が実施する芸術文

化事業（音楽祭、展覧会等）を支援 

 補助限度額 630千円（対象経費630千円以上の事業） 

 地 域 数 ７地域 

イ 伝統文化の普及・振興（13,426千円） 

○ 伝統文化体験フェスティバル等の開催（2,226千円） 

区 分 伝統文化体験フェスティバル 伝統文化体験教室 

時 期 令 和 ２ 年 度 内 の 土 日 (２ 日 間 ) 通 年 

場 所 兵庫県公館 兵庫県公館（和風会議室） 

対 象 児童、生徒、親子連れ、外国人 等 

参加団体 

(講師、演者) 

・県域文化団体(15団体)〈いけばな、書作家、吟詠、民俗芸能 等〉 

・ゲスト（兵庫県水墨画協会、むかしあそび研究会 等） 

○ 子ども伝統文化わくわく体験教室（11,200千円） 

 事業内容 県域文化団体が講師を派遣し、学校において子どもたちが 

生活に根付いた伝統文化を体験する事業を支援 

 対  象 小・中・高 80校 

 対象事業 いけばな・茶道・書道・邦楽・日本舞踊・能楽  

ウ 芸術文化鑑賞機会の提供（74,273千円） 

○ 県民芸術劇場の開催（40,815千円） 
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県内各地で開催する児童・生徒、一般県民を対象に気軽に楽しめる参加

体験、鑑賞などの芸術文化事業を実施 

 実施内容 オペラ、オーケストラ、バレエ、ミュージカル、演劇、邦楽 等 

 公演回数 130件 

 負担割合 県1/2、市町等1/2 

○ ふれあいの祭典文化イベントの実施（33,458千円） 

県内全域に文化のすそ野を拡大するため、様々な分野の芸術文化事業を実施 

 実施事業 ひょうご名流舞踊の祭典等、計22事業 

 実施主体 各事業別実行委員会（県域文化団体、開催市町及び芸術文化協会等） 

エ 芸術文化の発信力強化（19,510千円） 

○ アートde元気ネットワークin兵庫・神戸推進事業（3,330千円） 

地域で特色ある芸術祭等が連携し、県内外への情報発信力を高め、交流

人口増加や地域活性化を推進 

 アートde元気ネットワークひょうご推進会議の開催 

・構 成 員 芸術祭代表者、学識経験者、県、市 

 芸術祭と開催地域の魅力を紹介する情報発信事業 

・参画芸術祭による共同展の実施 

・ＳＮＳフォトコンテストの実施 

○ ひょうごの文化発信リーディング事業（16,180千円） 

 リーディングプログラム補助事業 

・補助対象者 文化の振興に資することを主たる目的とする県内の団体等 

・対象事業 ①～⑤全てを満たすもの 

①以下のいずれかに該当するもの 

県内外に対して波及力のある事業 

外国人を対象とした事業 

②新規に立ち上げるもの 

③一般に公開し、誰もが参加できるもの 

④2020年以降も兵庫の文化としてレガシーとなるもの 

⑤「東京2020応援文化オリンピアード」または「beyond2020」の認証を受ける事業 

・補 助 額 通常分 500千円／件、特認分 5,000千円／件 

・件  数 通常分 10件、特認分 ２件 

 「beyond2020プログラム」の認証 

2020年以降を見据えた次世代に誇れる文化ﾌ゚ ﾛｸ゙ ﾗﾑを「beyond2020ﾌ゚ ﾛｸ゙ ﾗﾑ」として認証 



 

 ②

 

 ③

 ④

     

 

 

(新)兵庫県

県民

○ 改修

○ 改修

(新)芸術文

芸術文

ょうご”

○ 開催

 

(新)「未来

   祭

録制

○ 無形

○ 兵庫

県民会館県

民の芸術文化

修箇所 ２

修時期 令

文化振興ビ

文化振興ビ

”」の実現

催回数 全

来に伝えるひょ

祭り・行事を

制度の創設を

形民俗文化

庫の特色あ

 

県民アートギ

化活動の発

２階大・中

令和２年12月

ビジョンの改

ビジョンを改

現を検討 

全体会３回、

ょうごの無形

を保存・継

を検討 

化財県登録制

ある民俗文化

314 

ギャラリー

発表意欲向上

・小展示室

月～令和３

改定

改定するた

、小委員会

民俗文化財」

継承するため

制度の検討

化財の価値

ーの改修

上等のため

室、ふるさ

３年１月（予

ため、委員会

会２回 

の保存・伝承

め、従来の

討委員会の開

値等をまと

め、アートギ

と資料室 

予定） 

会を設置し

承

の指定制度に

開催（３回

めた啓発資

Ⅲ 地域の

16,0

ギャラリー

等 

7

し、「芸術文化

1,0

に加え、新

回） 

資料の作成

の元気づくり

068 千円 

ーを改修 

700 千円 

化立県“ひ

000 千円 

新たに県登

・配布 

 

ひ



Ⅳ

 

  全員活

１ 

 (1)

 ①

 

 ②

 

 ③

活躍社会の

未来を担

確かな学

幼児教育の

幼稚園

ため、各

○ 幼児

○ 全県

 対

○ 保護

 内

 配

(拡)ひょう

小・中

の結果等

○ 学力

 内

○ (新

 内

○ (新

 内

 指

(拡)ひょう

授業中

を実施

 

 

 

 

の構築 

う人材の育

学力の育成

の連携促進

園・保育所

各担当部局

児教育連携

県幼児教育

対 象 者 

護者への啓

内  容 

配 布 先 

うご学力向

中学校にお

等を踏まえ

力向上実践

内  容 

新)学習状況

内  容 

新)学習評価

内  容 

指定校数 

うごがんば

中及び放課

し、市町及

事業内容 

(拡)実施予定数 

実施日数 

負担割合 

育成 

成 

進 

所・認定こど

が連携した

携促進協議会

育連携促進研

公私立幼稚

育所の保育

啓発資料（幼

３～５歳児

保護者（県

向上推進プロ

おける学力の

た総合的な

践推進委員会

全国学力

況調査を踏ま

市町毎の課

価を通した授

全国学力

中学校６校

ばり学びタイ

課後に地域人

及び学校が行

授業中・

377校(令

70日程度

国1/3、県

315 

ども園を通

た協議会の

会の設置

研修会の開

稚園教職員

育士等 

幼児教育資

児の発達や

県内園所経

ロジェクト

の確実な定

な学力向上対

会の設置

・学習状況

まえた研究

課題に応じ

授業改善研

・学習状況

校 

イムの推進

人材を活用

行う学力向

放課後に地

令和元年度

度 

県2/3 

した幼児教

の設置及び研

（671千円）

開催（1,71

員、公私立認

資料・親子

や幼児との関

経由） 

トの実施

定着を図るた

対策を推進

（553千円）

況調査の結果

究（407千円

た少人数に

研究（1,78

況調査の結果

進

用した「がん

向上に向けた

地域人材を

280校) 

Ⅳ

（法

教育のさら

研修会等を

 

8千円） 

認定こども

ノート）の

関わり方等

ため、全国学

進 

 

果分析、効

円） 

による実践的

8千円） 

果分析、効

んばり学び

た取組を促

を活用した学

Ⅳ 全員活躍

10,6

法人県民税超

なる質の充

を実施 

も園教職員、

の配布（8,

等 

2,7

学力・学習

効果的な取組

的な研究の

効果的な取組

79,1

タイム」（補

促進 

学習支援を

躍社会の構築

622 千円 

超過課税）

充実を図る

、公私立保

233千円）

748 千円 

習状況調査

組の検討

実施等 

組の検討

70 千円 

補充学習）

を実施 

築 

 

保 

 



 

 ④

 ⑤

     

 

 ⑥

スーパーテ

学力向

ーティー

○ 配置

○ 訪問

 

(拡)キャ

小中学

法を研究

めの事業

○ 小

 研

 連

○  (拡

 就

 実

 技

意

  

    

プログラ

○ プロ

 回

 内

ティーチャ

向上に関す

ーチャーと

置人員 12

問回数 約

リア教育の

学校におい

究するとと

業を実施 

・中学校

研究推進校

連絡協議会

拡)特別支援

就職支援コ

・配 置 校

・内  容

実践的な実

・実習分野

・回  数

技能検定の

実践的学

意欲向上及

・実施分野

(新)新部門

 新部門の

ミング教育

ログラミン

回  数 

内  容 

ャー派遣事業

する課題の解

して小中学

2人 

約80回／人

の推進 

いて、特別活

ともに、特別

（1,573千円

校の指定（1

会の実施（年

援学校（12

コーディネー

校 県立特別

容 特別支援

実習の実施

野 ビルクリ

数 年４回

の実施 

学習で身に

及び企業の

野 ビルクリ

門の認定資

の兵庫モデ

育スタートパ

ング研究協議

全体会５回

中学校用ス

316 

業の実施

解消や教員

学校に派遣

活動を要と

別支援学校

円） 

10校、２年

年２回）

2,563千円）

ーターの配

別支援学校

援学校卒業

ーニング（清

×26校 

つけた技能

障害者雇用

リーニング（清

資格開発 

デル評価表の

パックの構

議会の設置

回、作業部

スタートパ

員の指導力向

遣 

したキャリ

高等部卒業

年間） 

） 

配置 

校２校 

業生の職場開

清掃）、喫茶サ

能等の水準

用を促進 

清掃）、喫茶

の開発と指

構築

置（1,078千

部会８回 

パックの構築

Ⅳ

向上のため

リア教育の

業生の自立

開拓、企業

サービス（接客

を公的に証

茶サービス（接

指導方法を検

千円） 

築等 

Ⅳ 全員活躍

13,3

め、教員ＯＢ

14,1

の充実に向け

立と社会参加

業等との連携

客）、物流・品

証明し、生

接客）、物流

検討 

1,4

躍社会の構築

351 千円 

Ｂをスーパ

36 千円 

け、評価方

加を図るた

携強化 

品出し等 

生徒の就労

・品出し 

451 千円 

築 

パ

方

た



 

 ⑦

     

         

 

 ⑧

 ⑨

     

     

     

     

     

○ プロ

 対

 内

 

(新)ひょう

  子ども

における

   ○ 事業

 ビ

  

 学

道徳教育の

児童生

るため、

○ 兵庫

 配

 配

○ 道徳

 道

 道

 道

 拠

 

(新)科学の

 県内理

県で開催

 ○ 開催

 ○ 会 

 ○ 内 

 ○ 負担

ログラミン

対  象 

内  容 

うご子ども

もたちの豊

る発達段階

業内容  

ビブリオバ

ひょうごゆ

学校での読

の推進 

生徒の豊かな

兵庫版道徳

庫版道徳教

配布部数 

配布対象 

徳教育の充

道徳教育実

道徳教育実

道徳教育実

拠点校育成

の甲子園ジ

理数教育の機

催 

催日時 令

 場 兵

 容 筆

担割合 県

（令和元年

ング教育推進

小学校教員

スタートパ

もの読書活動

豊かな心の醸

階に応じた読

バトル高校生

ゆかりの作家

読書活動推進

な情操や規

徳教育副読

教育副読本の

19万600冊

小学校１

充実（7,425

実践推進協議

実践研究事業

実践研修の実

成支援事業の

ジュニア全国

機運を醸成

令和２年12月

兵庫県立武道

筆記競技、実

県1/3、JST2

317 

年度 小学

進研修会の

員・中学校

パックの説

動アクショ

醸成、読解

読書活動を

生大会の開

家等による兵

進方策の研

規範意識、他

読本等を活用

の配布（17

冊（４種類）

・３・５年

5千円）  

議会の設置

業の実施

実施 

の実施（10

国大会の開

成するため、

月４日～６

道館 

実技競技等

2/3

学生用スター

の実施（373

校技術科教員

説明、実技演

ョンプランの

解力の育成を

を推進 

開催 

兵庫の子ども

研究 等 

他者への思

用した道徳

7,100千円）

） 

年生、中学

 

置 

（７地域）

0地域） 

開催

、科学の甲

６日 

等 

Ⅳ

ートパック

3千円） 

員等 

演習 

の推進

を図るため

もに届けるお

思いやりな

徳教育を全県

）    

１年生の全

甲子園ジュニ

 

Ⅳ 全員活躍

クの構築） 

1,3

め、学校、家

お薦め本の選

24,5

どの道徳性

県的に推進

全児童生徒 

2,8

ニア全国大

躍社会の構築

395 千円 

家庭、地域

選定 

525 千円 

性を育成す

進 

852 千円 

大会を兵庫

築 

域



 

 (2)

 ①

 

 ②

 

 ③

兵庫型

環境体験事

命の大

栽培・飼

○ 対 

○ 実施

○ 交付

学 級

交付

自然学校の

心身

触れ合

○ 対 

○ 実施

○ 交付

学 級

交付

(拡)ふるさ

県内全

できる体

支援 

○ 運営

 構

○ こ

 設

 設

○ 環境

○ ボラ

「体験教育

事業の実施

大切さ、命

飼育等、地

 象 全

施回数 年

付金額 学

級 数 １学

付単価 

の実施 

ともに調和

う様々な活

 象 全

施日数 ４

付金額 学

級 数 １学

付単価 2

さと兵庫こ

全ての幼児

体制を構築

営委員会の

構成メンバ

ども環境体

設置人数 

設置場所 

境体験コン

ランティア

育」の充実

施 

のつながり

地域の自然

全公立小学校

年３回以上

学級数に応

学級 ２学級

76 12

和のとれた児

活動を実施

全公立小学校

４泊５日以上

学級数に応

学級 ２学級

292 47

こども環境体

児が、一定の

築するため、

の開催（556

バー 兵庫県

保育協

体験コーディ

１人 

人と自然の

ンテンツの全

ア等の専門人

318 

りなどを実

と触れ合う

校３年生

じて定額交

級 ３学級

1 157

児童を育成

校５年生

上 

じて定額交

級 ３学級

9 665

体験の推進

の専門性を

、幼稚園・

6千円） 

県、人と自

協会、私立

ィネーターの

の博物館

全園配布に

人材の育成

実感させ、「生

う体験型環境

等 

交付 

４学級

190

成するため、

等 

交付 

４学級

772

進

踏まえた環

保育所等が

自然の博物館

立幼稚園協会

設置（3,9

による自園プ

成（1,238千

Ⅳ

生きる力」

境学習を実

５学級 ６学

225

、豊かな自

５学級 ６学

889 1,

環境体験プ

が段階的に

館、兵庫教

会 等 

92千円） 

プログラム

千円） 

Ⅳ 全員活躍

88,5

の育成を図

実施 

(単位：千円

学級 ７学

257 2

345,8

然の中で人

(単位：千円

学級 ７学

,035 1,1

14,8

プログラムを

実施する環

教育大学、 

ムの実施（7

躍社会の構築

588 千円 

図るため、

円) 

級

92

822 千円 

人や自然と

円) 

級

35

829 千円 

を継続的に

環境体験を

745千円）

築 

に



 

 ④

 ⑤

 対

 人

○ (拡

 対

 実

○ 実践

 対

 内

 

ひょうご環

子ども

じ、学び

○ 整備

 大

 屋

 地

 

青少年芸術

創造力

団による

○ わ

 対

 会

 実

○ バス

 対

 補

 

対  象 

人  数 

拡)派遣環境

対  象 

実 施 数 

践発表会等

対  象 

内  容 

・発表会

・トークイ

環境体験館

も達の環境

び、体験し

備内容  

大型グラフ

屋根付き屋

地球工房の

体験事業～わ

力や感性の

る青少年鑑

くわくオー

対  象 

会   場 

実施回数 

ス利用補助

対象地域 

補 助 率 

潜在保育士

60人/年

境体験による

幼稚園、保

500園/年

等による交流

幼稚園教諭

（年１回、8

イベント（年

館のリニュー

境意識を高め

し、次代を担

フィック、映

屋外施設の新

の冷房設備の

わくわくオー

の豊かな人材

鑑賞公演を実

ーケストラ教

全公立中学

（私立中学

県立芸術文

年間40回

助 

会場までの

1/3以内

319 

士、学生等

るプログラ

保育所、こ

程度（今後

流（470千

諭、保育士、保

80人） 

年３回、各

ーアル

め、行動に

担う人づく

映像ソフト

新設 

の整備 

ーケストラ教

材を育成す

実施 

教室の実施

学校１年生

学生、国立

文化センタ

の移動距離

等   

ラムの実施

こども園 等

後３年で全

円） 

保育教諭、保

各20人） 

（令和元

につなげるた

くりに向けた

ト等の刷新

教室～の実施

するため、県

施 

生 等 

立中学生も参

ター 

離が全県の平

Ⅳ

（7,828千

等 

全園約1,500

保護者、環境

元年度２月

ため、恵み

た学びの拠

県立芸術文

参加可能）

平均を上回

Ⅳ 全員活躍

円） 

0園に派遣）

境体験を受け

204,0

経済対策補

み豊かなひょ

拠点として整

131,2

文化センタ

 

回る市町 

躍社会の構築

） 

けた子ども等

000 千円 

補正対応）

ょうごを感

整備 

245 千円 

ー管弦楽

築 

等

 

感



 

 ⑥

 ⑦

 

 ⑧

地域に学ぶ

地域や

を育成す

○ 対 

○ 期 

○ 補助

 

プロから学

兵庫県

日常では

力を育成

○ 対象

○ 派遣

○ 負担

(拡)ふるさ

ふるさ

化活動を

○ 高校

 ふ

 ふ

○ (拡

 対

 内

 

ぶ「トライ

や自然の中

するため、

 象 全

 間 ６

助金額 定

学ぶ創造力

県ゆかりの

は経験でき

成 

象校数 中

遣する講師 世

担割合 県

さと貢献活

さと・ひょ

を推進し、

校生ふるさ

ふるさと貢

・対 象

・内  容

ふるさと活

・対 象

・内  容

拡)伝統文化

対  象 

内    容 

    

イやる・ウィ

中で、生徒の

地域社会の

全公立中学校

６月または1

定額補助（神

力育成事業の

のクリエータ

きないひらめ

中学校87校

世界の第一線

県1/2、市町

活動の実施

うごを愛す

小中学校で

さと貢献・活

貢献活動 

象 全県立

容 地域行

活性化活動

象 全県立

容 企業や

化の学びの充

モデル校1

・(拡)９年

指導方法

・カリキュ

320 

ィーク」の

の主体性を

の中で１週

校２年生

11月を中心

神戸市100千

の実施

ター等を学

めきや発想

線で活躍す

町1/2 

する心を育

では地域に

活性化活動

立高等学校及

行事への参加

立高等学校及

や自治体等へ

充実事業

10校(５校

年間を見通

法の研究

ュラムの実

の実施

を尊重した

週間、様々な

等 

心とする１週

千円、その

学校に派遣

想に触れる

する兵庫ゆか

育むため、高

に伝わる伝統

動事業 

及び中等教

加等、各校

及び中等教

への地域活

（小・中学校

区)  

した系統的

実践・検証

Ⅳ

体験活動を

な社会体験

週間 

の他市町150

し、講話や

ことで、新

かりのクリ

高校３年間

統文化に関

教育学校の

校のテーマに

教育学校 

活性化に向け

校） 

的な学習カ

Ⅳ 全員活躍

179,2

を通じて「

験活動を実施

0千円／ク

4,3

や実演を通し

新たなアイデ

リエーター等

60,3

間を通した貢

関する学習

１年生中心

に沿った取

けた提案 

リキュラム

躍社会の構築

253 千円 

生きる力」

施 

ラス数）

350 千円 

して生徒が

デアを生む

等 

360 千円 

貢献・活性

を充実 

心 

取組 

ムの作成や

築 

む

性

や    



 

 ⑨

 

 

ものづく

中学生

づくり体

○ もの

 実

 対

 実

○ もの

 実

 対

 実

り体験の提

生等のもの

体験館｣(姫

のづくり体

実施内容 

対 象 者 

実施校数 

のづくり体

実施内容 

対 象 者 

実施回数 

 

提供 

のづくりへの

姫路市)にお

体験学習 

熟練技能者

中学生 

110校 

体験講座 

親子工作教

小中学生、

100回 

321 

の関心を高

おいて、本格

者によるプ

教室などの

、親子連れ

高めるため、

格的なもの

プロの技の実

のものづく

れ 等 

Ⅳ

、県立もの

のづくり体験

実演と体験

り講座 

Ⅳ 全員活躍

60,2

のづくり大学

験の機会を

験指導を実施

躍社会の構築

211 千円 

学校｢もの

を提供 

施 

築 



 

 (3)

 ①

 

 ②

いじめ

悩み相談体

学校に

と連携

ア いじめ

○ ひ

 設

 開

 相

○ ひ

 設

 開

 相

○ ひ

 設

 開

 相

イ 学校支

○ 設置

○ チー

○ 業務

ウ SNS（

○ 受付

○ 相 

いじめ防止

いじめ

防止対策

○ 兵庫

 全

・問題行動

体制の構築

におけるい

し、未然防

め等教育相

ょうごっ子

設置場所 

開設時間 

相 談 員 

ょうごっ子

設置場所 

開設時間 

相 談 員 

ょうごっ子

設置場所 

開設時間 

相 談 員 

支援チーム

置場所 各

ーム構成 学

精

務内容 児

（LINEトーク

付時間 毎

談 員 ２

止対策の推

めを許さな

策を推進 

庫県いじめ

全県ネット

動等への対応

築等の総合支

いじめ、暴力

防止や早期発

相談の実施

子〈いじめ

ひょうごっ

24時間 

２人 

子悩み相談

ひょうごっ

9:00～17:

（予約制、

臨床心理士

子〈いじめ

ひょうごっ

9:00～17:

学校支援チ

ムの設置（8

各教育事務所

学校関係OB、

精神科医 

児童生徒に対

ク）を活用

毎日17:00～

２人 

推進 

ない環境づ

め対応ネッ

トワーク会議

322 

応 

支援

力行為、不

発見・早期

（32,209千

・体罰・子

っ子悩み相

（面接相談

っ子悩み相

:00 

土・日・祝

士等 

・体罰・子

っ子悩み相

:00（土・日

チーム相談

82,249千円

所 

、警察関係

対する相談

用した教育相

～21:00（４

くりのため

トワーク会

議 

不登校等の課

期対応等に対

千円） 

子ども安全〉

相談センター

談） 

相談センター

祝日及び12

子ども安全〉

相談センター

日・祝日及び

談員等 

円） 

係OB、スクー

談、学校、相

相談体制の

４時間） 

め、地域・家

会議の開催

Ⅳ

課題に対処

対応できる

〉相談24時

ー 

ー（教育研

2月28日～

〉相談・通

ー分室（各

び12月28日～

ールソーシ

相談機関と

の整備（31,

家庭の支援

（1,204千

Ⅳ 全員活躍

145,7

処するため、

る体制を整備

時間ホット

研修所） 

１月３日を

通報窓口 

各教育事務所

～１月３日

シャルワー

との連携支援

,264千円）

1,7

援を得ながら

円） 

躍社会の構築

722 千円 

関係機関

備 

ライン 

を除く） 

所） 

を除く） 

カー、 

援 等 

 

775 千円 

ら、いじめ

築 

関



 

 

 ③

 

 ④

 

 ⑤

 

 ⑥

 地

○ い

キャンパス

生徒の

スカウン

○ 配 

○ 配置

市町スクー

学校が

ーカーの

○ 配置

○ 資格

○ 負担

スクールカ

児童生

ウンセラ

○ 配置

○ 内 

 児

 保

 教

○ 派遣

カウンセ

教職員

ため、研

○ 実施

 小

 高

地域ネット

じめ防止啓

スカウンセ

の悩みの早

ンセラー

置 校 14

置回数 学

ールソーシ

が抱える課

の県内全市

置人数 17

格要件 原

担割合 県

カウンセラ

生徒の問題

ラーを小・

置校数 小

 容 

児童生徒へ

保護者等に

教職員を対

遣時間 年

リングマイ

員のいじめ

研修を実施

施内容 

小中学校 

高  校 

トワーク会議

啓発チラシの

セラーの配置

早期発見と

（臨床心理士

47校（全県

学校当たり2

シャルワーカ

課題の複雑化

市町への配置

73人（全中

原則として社

県1/3（うち

ラーの配置

題行動等の課

中学校に配

小学校130校

へのカウンセ

に対する助言

対象とするカ

年間210時間

インド実践研

め等にかかる

施 

全教職員対

全教職員対

323 

議（教育事

の配布（57

置

自殺予防の

士等）を県

県立高等学校

27回/年 

カー配置の

化・多様化

置を促進

中学校区（政

社会福祉士

ち国庫1/3）、

課題解決を

配置し、心

校、中学校2

セリング

言・援助

カウンセリ

間（１日３時

研修の実施

る認知能力

対象２回

対象２回、

事務所） 

71千円）

の教育相談体

県立高校等に

校及び芦屋

の推進

化に対応する

政令市・中

士・精神保健

、市町2/3

を図るため、

心の相談に対

259校（全校

リングマイ

時間、週２

施

力・カウンセ

全県研修

Ⅳ

体制を充実

に配置 

屋国際中等教

るため、ス

中核市を除

健福祉士の

、心の専門

対応 

校） 

ンド研修の

２日、35週）

セリングマ

１回 

Ⅳ 全員活躍

64,4

実するため

教育学校後

54,8

クールソー

く）に１人

の資格を有す

465,9

家であるス

の実施 等 

） 

17,9

インドの向

躍社会の構築

457 千円 

、キャンパ

後期課程）

886 千円 

ーシャルワ

人配置） 

する者等

983 千円 

スクールカ

994 千円 

向上を図る

築 

パ



 

 ⑦

 

 ⑧

 

 ⑨

 

 

学級経営指

若手教

向上を図

○ 配置

○ 内 

高等学校問

高等学

する体制

○ 教育

○ 弁護

○ 学校

(新)ひょう

不登校

○ 不

○ 研

指導員の派

教員を中心

図るため、

置人数 ５

 容 学

問題解決サ

学校に寄せ

制を整備 

育関係OBの

護士、精神

校への適切

うご不登校

校の未然防

不登校対策検

研究協力校の

 

派遣 

心に、いじめ

学級経営指

５人 

学級経営、生

サポートチー

せられる相談

の配置（１人

神科医による

切な指導・助

校対策事業の

防止に向けた

検討委員会

の指定（24

324 

め対応など

指導員とし

生徒指導や

ームの設置

談等の早期

人（県高校

る支援（随

助言、早期

の実施

た効果的な

会の設置（

4校） 

生徒指導の

して教員OB

や家庭との連

置

期解決を図

校教育課））

随時） 

期解決への協

な取組や支援

３回） 

Ⅳ

の基盤とな

を小中学校

連携に関す

るため、第

 

協力 

援のあり方

Ⅳ 全員活躍

14,2

る学級経営

校へ派遣 

する相談・助

4,0

第三者的な立

5

方を検討 

躍社会の構築

290 千円 

営の指導力

助言 等 

030 千円 

立場で対応

519 千円 

築 

力

応



 

 (4)

 ＜高

 ①

 

 ②

県立高校

高校教育の特

(拡)高大接

○ (拡

地方

求める

 指

 指

 取

 対

○ 国際

ビジ

県立大

 指

 指

 取

地域との協

高等学

築し、地

○ 指

○ 指定

○ 事業

区  

概  

対象学

校の特色化

特色化＞ 

接続改革事

拡)学力向上

方の県立学

る学力を身

指 定 校 

指定期間 

取組内容 

対  象 

際力強化モ

ジネス等の

大学と連携

指 定 校 

指定期間 

取組内容 

協働による

学校が自治

地域課題の

定 校 県

定期間 ３

業内容 

分 プロ

要 地域

携・協

求め

学科 専門学

業科等

化の推進 

事業の実施

上モデル校事

学校に期待

身につける発

県立高校

５年 

・高校にお

・アカデ

１、２年生

モデル校事業

の分野を中心

携し、高校段

県立国際高

５年 

・大学にお

・「国際交

る先進的教育

治体、高等教

解決等の探

県立高校５校

３年 

フェッショ

の産業界と

協働により

られる人材

学科（工業

等） 

325 

事業（15,9

される役割

発展的高大

３校(洲本、

おける大学

ミック･イ

生（令和元

業（1,500千

心に国際的

段階から高

高校 

おける先進

交流セミナー

育研究開発

教育機関、

探究的な学

校（新規申

ョナル型

との連

り地域に

材を育成 

業科・農

＜

957千円）

割を果たすた

大接続プロ

、八鹿、篠

学教授によ

ンターンシ

元年度 １年

千円） 

的に活躍で

高い英語力

進的講義 

ー」の実施

発事業の実施

＜

産業界等と

学びを推進

申請３校、既

地域魅

地域課題の

通じ新しい

造する人材

全学科 

Ⅳ

＜リーディ

ため、モデ

グラムを実

篠山鳳鳴) 

る講義（10

シップ（４人

年生） 

きる人材を

と国際的視

施等 

施

＜リーディ

と協働して

既存２校）

魅力化型 

の解決等を

い価値を創

材を育成 

Ⅳ 全員活躍

17,4

ングプロジ

デル校を指定

実施 

0回→20回）

人→８人）

を育成する

視野を醸成 

21,9

ングプロジ

コンソーシ

 

グロ

を

創

グローバ

持って地

リーダー

全学科 

躍社会の構築

457 千円 

ジェクト＞

定し大学が

） 

 

ため、兵庫

900 千円 

ジェクト＞

シアムを構

ローカル型

バルな視点

地域を支え

ーを育成

築 

 

庫

 

構

点を

える



 

 ③

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ④

     

県立高校特色

「魅力

を生かし

○ 対象

○ 指定

(新)STEAM 教

 独創的

を切り拓

展開 

○ 中学

 専

 

○ STE

 研

 人

○ モデ

教育課

 

海外と

芸術文

特色あ

色づくり推進

力あるひょ

した重点テ

象校 全県

定類型 

教育（新たな文理

的な発想と卓

拓く社会の

学・高校教

専門家によ

リーフレッ

EAM教育先進

研 修 先 

人  数 

デル校での

区  

課程研究指定

理数 

外国語

人文社

技能・

との国際交流研

文化推進指定

ある特別活動等推

進事業～インス

ょうごの高校

ーマに基づ

県立高等学校

理融合型教育）の

卓越した技

リーダーを

教諭向けの広

よる講演会の

ットの作成

進国への教

西オース

８人 

のカリキュラ

分 

定校 

語 

社会 

・技術 

研究指定校 

定校 

推進指定校 

326 

スパイア・ハイ

校づくり」

づく取組を

校 

の展開（「STEAM

技術の知識

を育成するた

広報の展開

の開催、「S

・配布 

教員の派遣

トラリア州

ラム開発（

 

大学や

機器を

留学や

語教育

企業や

るプロ

大学教

数・資

等 

海外留

値観等

著名な

び座談

スポー

ける専

等 

合  計

イスクール～

を推進する

を支援 

教育」のモデル

＜

を活かし、

ため、文理

開 (1,000千

STEAM教育体

（3,500千円

州 

（15,000千円

内

やSPring-8等

を活用した探

や海外での就

育及び国際理

や大学・研究

ロジェクトや

教授や専門

資格取得者数

留学生との交

等を学ぶ異文

な演出家等に

談会の開催

ーツ系や看護

専門家によ

計 

Ⅳ

～の実施

るため、学

ル事業）

＜リーディ

＜地方創

新たな価値

理分断を脱却

千円) 

体験会の開

円） 

円） 

  容 

等の研究機関

探究活動 等

就職を視野に

理解教育の推

究機関等の現

や研究の活用

家による検

数向上を目指

交流を通じた

文化教育の充

による指導や

等 

護・福祉系の

る実技指導

Ⅳ 全員活躍

74,2

学校ごとの魅

19,5

ングプロジ

創生推進交付

値や課題解

却した新し

開催」（３箇

関の設備・

等 

に入れた英

推進 等 

現場におけ

用 等 

検定合格者

指した指導 

た文化や価

充実 等 

や講演会及

の類型にお

導や講演会 

躍社会の構築

250 千円 

魅力・特色

500 千円 

ジェクト＞

付金事業＞

解決への道

しい教育を

箇所） 

校数 

109校

(25校)

(19校)

(30校)

(35校)

10校

14校

14校

147校

築 

色

 

 

校

校

校

校

校



 

     

 ⑤

 

 ⑥

     

 

 指

 指

 取

・

・

  

ひょうご学

教育目

学力向上

○ 対 

○ グル

ｸﾞﾙｰ

①

②

③

④

⑤

⑥

(新)魅力と

今後の

充実を図

設置して

○ 審議

 ○ 回 

指 定 校 

指定期間 

取組内容 

・ICTやIoT

・企業から

学力向上サ

目標が共通

上のための教

 象 ６

ループ構成 

ｰﾌﾟ 

① 
高度な

取組内

② 
新たに

取組内

③ 
学力差

取組内

④ 
基礎・

取組内

⑤ 
学び直

取組内

⑥ 

主体的

善を進

取組内

と活力ある県立

の生徒数の

図るため、

て検討 

議内容 ・高

・県

 数 ３回

 

兵庫、加古

３年 

T等の活用に

エンジニア

サポート事業

通する県立高

教科指導、

グループ

な知識を身に

内容 難関国

に実施される

内容 「大学

差が大きい学

内容 多様な

基本を確実

内容 基礎・

直しを通して

内容 学び直

的・対話的で

進める取組の

内容 生徒の

立高校づくり

の動向や生徒

県立高校の

高校の魅力

県立高校の

回 

327 

古川東、豊

に関する教

ア等を講師

業の推進

高校が連携

進路指導を

（44校） 

につけ、大学

国公立大学２

「大学入学共

学入学共通テ

学校において

な学力層に対

実に定着させ

・基本の定着

て、生徒の学

直しに対応し

で深い学びの

の研究 

の主体的な学

を進めるため

徒の多様な

の望ましい

力・特色づ

の望ましい規

豊岡 

教育プログ

として招聘

携し、合同研

を充実 

内容

学への進学を

２次試験に対

共通テスト」

テスト」に対

て、学力層ご

対応した共通

せる授業改善

着に向けた共

学習意欲を高

した共通検定

の実現に向け

学びを推進す

めのあり方検討

＜

な学習ニーズ

い規模と配置

くり、特色

規模と配置

Ⅳ

ラムの開発

聘 

研究授業や共

を実現する取

対応した共通

に対応した

対応した共通

ごとに力を伸

通テスト・教

善の研究 

共通テスト・

高める取組の

定等の作成 

けて、教師の

する取組の研

討

＜リーディ

ズに対応し

置のあり方

色化の成果

置のあり方 

Ⅳ 全員活躍

発 

2,3

共通教材の

取組の研究 

通テストの作

た学習・指導

通テストの作

伸ばす指導方

教材等の作成

・教材等の作

の研究 

の指導力向上

研究 

1,0

ングプロジ

した高等学校

方について、

と課題 

躍社会の構築

348 千円 

の作成など

作成 

導方法を研究

作成 

方法の研究

成 

作成 

上及び授業改

000 千円 

ジェクト＞

校教育の

、委員会を

築 

改

 



 

 ＜職

 ①

 

 ②

 

 ③

 

 ＜国

 ①

職業教育の充

地域とつな

県立高

科生徒に

開催 

○ 実施

○ 実施

○ 参加

「ひょうご

高校生

テストで

○ 対 

○ 招聘

「ひょうご

高校生

よる計画

○ 対 

○ 実習

○ 招聘

国際化への対

(拡)県立高

豊かな

きる人材

ア 外国語

○ 配 

○ 配置

イ(拡)留

○ 対 

充実と社会

なぐ産業教

高等学校の

に紹介する

施地域 中

施内容 各

加校数 49

ご匠の技」

生のものづ

での上位入

象 校 工

聘日数 年

ごの達人」

生の高度な

画的・実践

象 校 職

習内容 造

小

聘日数 年

対応＞ 

高等学校に

な語学力と

材を育成す

語指導助手

置 校 全

置人数 13

留学支援金の

象 者 県

会的自立に

教育フェアの

の職業学科

るとともに、

中播磨地域

各学校・企業

9校60学科

探求事業の

づくり技術

入賞に向け、

工業科を設置

年間23日 

招聘事業の

な資格取得や

践的な指導を

職業学科(農業

造園・フラワ

小型船舶操縦

年間22日 

におけるグロ

とコミュニケ

するため、英

手（ALT）に

全県立高等学

32人 

の給付によ

県内所在の高

328 

向けたキャ

の実施

と地域産業

、地域産業

（予定）

業ブースの

の実施

・技能の向

、高度熟練

置するすべ

の実施

やスキルア

を実施 

業､商業､水産､

ワーデザイ

縦士（水産

ローバル人

ケーション

英語授業の

による英語指

学校等(国際

よる高校生の

高校に在籍

ャリア形成

業の連携を密

を支える人

の設置 

上につなが

練技能者に

べての県立全

アップを支援

､家庭)を設置

イン（農業）

産）、懐石料

人材の育成推

ン能力を身に

の充実や、生

指導の充実

際系専門学

の留学促進

籍している生

Ⅳ

の支援＞ 

密にし、地

人材を育成

がる高度な

よる実技指

全日制高等

援するため

置するすべて

）、情報処理

料理等の調理

推進

に付け、国

生徒の海外

実（658,639

学科設置校等

進（20,369千

生徒 

Ⅳ 全員活躍

3,7

地域産業を広

成するための

4,2

資格取得や

指導を実施 

等学校（12校

7,5

め、各分野の

の県立高等学

理技術（商

理技術（家

699,8

国際的な活躍

外留学等を支

9千円） 

等は重点配

千円） 

躍社会の構築

716 千円 

広く職業学

のフェアを

200 千円 

や技能コン

校） 

504 千円 

の専門家に

学校(22校)

商業)、 

家庭）等 

883 千円 

躍が期待で

支援 

配置) 

築 

学

ン

に

で



 

     

 ②

○ 給 

○ 給付

ウ (新)高

○ 対 

○ 対象

○ 対象

○ 補助

エ 国際交

○ 実 

○ 実施

オ 県立高

○ 事業

ひょうごス

国のS

域で活躍

○ 指

 

 

 

付 額 長

(拡

付人数 長

高校生留学

象 者 教

象派遣期間 学

象人数 40

助上限 一

交流のため

施 校 48

施内容 ・

・

高校国際交

業内容 ・

・

・

 

スーパーハ

SSHや「地域

躍するリー

定 校 10

先進校枠

国内外で

グローバ

海外の大

究に発展

ローカル

地域の自

に発展的

○

長期(原則１

拡)短期(原則1

長期11人、短

学支援事業の

教育振興会の

学校主催海外

0人 

一人あたり3

めの日本の文

8校（海外研

日本の文化

英語による

交流事業の実

中国広東省

西オース

タイ王国

ハイスクール

域との協働

ーダー育成を

0校（県指定

枠（200万円

の調査研究

ル枠（100

学、高校、

的に取り組

ル枠（100万

治体、企業

に取り組む

○ 指定期間
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１年間) 30

10日以上１カ

短期280人

の実施（10

の奨学資金

外派遣プロ

300千円 

文化に関す

研修旅行実

化に関する

るプレゼン

実施（9,87

省、海南省

トラリア州

との教育関

ル事業の実

働」を目指す

を図る教育

定） 

×５校）

究が全国ト

0万円×３校

国際機関

組む学校 

万円×２校）

業等と連携

む学校 

間 令和２年

0万円／人

カ月未満) ６

（令和元年

0,000千円）

金の貸与基準

ログラムの期

する学習会の

実施校） 

る研修（歴史

ンテーショ

75千円）

省との高校生

州との教員交

関係者交流

実施

す高等学校

育課程開発や

ップレベル

校） 

等と連携し

 

して地域課

年４月～令

Ⅳ

万円／人（令

年度 210人

） 

準以下の世

期間（概ね

の実施（1,

史・背景等

ン練習 

生交流 

交流 

等 

校を指定し、

や指導方法

ルとなるよ

してグロー

課題の解決

令和４年３月

Ⅳ 全員活躍

令和元年度 ５

人） 

世帯の生徒 

ね10日前後）

,000千円）

等） 

15,0

、国際的な

法を研究 

よう取り組む

ーバルな視点

決等について

月（２年間

躍社会の構築

５万７千円）

） 

 

000 千円 

な舞台や地

む学校 

点で調査研

て調査研究

間）

築 

研

究



 

 (5)

 ＜高

 ①

（本

 

 ②

 

 ＜私

 ①

就学支援

高等教育の無

(新)高等教

高等教

るよう、

本県の対応

区

公立 

私立 

(新)(再掲

高等教

○ 対象

○ 対象

○ 支援

入学

授業

支給

○ 負担

私立学校への

私立学校経

私立高

しない

 

援の充実 

無償化＞ 

教育の無償化

教育の無償化

国・県が授

応） 

区分 

大学 

専門学校

専門学校

合 

掲)私立専修

教育の無償化

象学校 要

象学生 特

援内容（上

区分 

学金 

業料 

給割合 

担割合 国

の支援＞ 

経常費補助

高等学校、

ものに限る

化に伴う授業

化により、

授業料・入

学

県立大学

専門職大

 農業大学

森林大学

総合衛生

 専門学校

計 

修学校の授業

化により、

要件確認を受

特に優れた者で

上限額）  

約2

（非

国1/2、県1/

助 

中学校、小

る）を設置す

330 

業料・入学金

低所得世帯

入学金の減免

学校名 

学 

大学 

学校 

学校 

生学院 

校 

業料等の減

国・県が授

受けた専門

であって経済

    

270万円 

非課税） 

160,00

590,00

3/3 

/2 

小学校、幼

する学校法

金減免の実施

帯であって

免を実施

R2 所要

減免

授業料・入

門学校（35校

済的理由で極め

     

年収

約3

0

0

幼稚園（子ど

法人及び設置

Ⅳ

施

ても、社会で

要額（千円）

223,3

1,1

2

2

1,115,5

1,340,4

入学金の減免

校（R1.12現

めて修学が困

    

収目安 

300万円 

106,700

393,400

2/3 

ども・子育

置者に対し

Ⅳ 全員活躍

1,340,4

で自立して

） 負

51 

県

28 

44 

0 

44 

32 国 1/

499 

1,115,5

免を実施 

現在）） 

困難な学生（約

   （

約38

0 

0 

21,041,2

育て支援新制

し、経常的経

躍社会の構築

499 千円 

て活躍でき

担割合 

県 10/10 

2、県 1/2

－ 

532 千円 

約3,700人）

単位：円）

80万円 

53,400

196,700

1/3 

232 千円 

制度に移行

経費を補助

築 

 

0

0

行

助 



 

 ②

 

 ③

 

 

○ 高等

○ 中 

○ 小 

○ 幼 

(学校

(非学

 

(拡)私立学

学校教

校等が実

○ 補助

私

小学

○ 補助

生

全の

備

○ (拡

  

○ 補助

ひょうごの

県内私

○ 私学

○ 私学

私

る場

 会

 時

等学校  1

学 校    

学 校   

稚 園 

校法人立)

学校法人立)

学校経常費

教育の個性

実施する特

助対象校 

私立小学校

学校・中学

助対象事業

生徒指導の

の推進、職

（研修の実

拡)補助単価

    

助対象校数

の私学の魅

私立学校の魅

学展の開催

学フェステ

私立学校の

場となる

会  場 

時  期 

12,043,940

3,914,007

1,052,655

)4,023,21

)    7,419

費特別補助

性化・多様化

特定の教育

校・中学校

学校・高等学

業 

の充実、社会

職業・伝統文

実施、支援員

価 150千円

 （R2よ

数 延べ283

魅力発信&元

魅力について

催支援 

ティバルの開

の進学相談

「私学フェス

阪神・神戸

令和２年

331 

0千円（生徒

7千円（生徒

5千円（児童

1千円（幼児

9千円（幼児

化を図る教

に対し助成

・高等学校

学校相当

会人・補助

文化・食育

員の配置等

円～2,000千

り一部メニ

3校 

元気アップ事

ての総合的な

開催支援

・学校説明

スティバル

戸地域 

８月（予定

徒１人当たり

徒１人当たり

童１人当たり

児１人当たり

児１人当たり

教育改革を一

成 

校及び専修学

助教員等の活

育等に関する

等） 

千円（令和元

ニューで実施

事業の実施

な情報発信

明のほか、私

ル」の開催

定） 

Ⅳ

 357千円(令

 319千円(令

 315千円(令

り 201千円(令

 55千円(令

一層推進す

学校高等課

活用、防災

る教育、特

元年度：15

施数による

施

を行う私学

私学で学ぶ

を支援 

Ⅳ 全員活躍

令和元年度：

令和元年度：

令和元年度：

令和元年度：

令和元年度：

158,7

するため、私

課程、各種学

災教育の推進

特別支援教育

50千円～90

る単価増額

5,5

学団体の取組

ぶことの魅力

躍社会の構築

353千円)）

315千円)）

310千円)）

198千円)）

 54千円)）

780 千円 

私立高等学

学校のうち

進、学校安

育体制の整

00千円）

あり） 

500 千円 

組を支援 

力を発信す

築 

学

安

整

す



 

 ＜私

 ①

 ②

 ③

私立幼稚園の

私立幼稚園

私立幼

準を維持

○ 事業

私立幼稚園

私立幼

も園と

○ 事業

私立幼稚園

○ 私立

私

込み

 実

 場

 時

○ 人材

転

支援

 実

○ 業務

幼

 補

 補

 対

の特色化＞

園の認定こ

幼稚園が子

持向上でき

業内容 私

に

加

 

園認定こど

幼稚園が実

しても継続

業内容 学

 

園教員確保

立幼稚園就

私立幼稚園

みの学生等

実施主体 

場  所 

時  期 

材登録セン

転居・育児

援を行う人

実施主体 

務支援シス

幼稚園教諭の

補助基準額 

補 助 率 

対象園数 

＞ 

こども園への

子ども・子育

きるよう、新

私立幼稚園を

に対し、教育

加配に必要な

ども園特色教

実施してきた

続実施でき

学校法人立の

（例）農作物

保支援事業の

就職フェアの

園の教員等の

等を対象に開

(一社)私立

神戸市内

令和２年

ンターの運営

児等の事情で

人材登録セン

(一社)私立

ステム導入補

の業務負担の

720千円/園

3/4 

62園 

332 

の移行推進

育て支援新

新制度で財

を母体とす

育水準の維

な経費に対

教育推進事

た特色教育

るよう支援

の認定こども

物の栽培体

の実施

の開催（1,

の人材確保

開催する私

立幼稚園協

７月（予定

営支援（2,

で離職した

ンターの設

立幼稚園協

補助（33,4

の軽減を図る

園 

進補助

制度の認定

源措置され

する認定こ

維持向上を図

対して、私学

事業の実施

育を子ども

援 

も園が実施す

体験、防災教

,000千円）

保を図るた

私立幼稚園等

協会 

定） 

,000千円）

た再就職希望

設置・運営に

協会 

480千円）

るため、業務

Ⅳ

定こども園

れていない

ども園を設

図るため、

学助成水準

･子育て支援

する特色教育

教育、ボラ

 

め、幼稚園

等就職フェ

 

望者等、潜

に対し補助

務支援システ

 

Ⅳ 全員活躍

5,0

園としても幼

教職員の配

設置する学校

運営する園

準の範囲内で

75,0

援新制度の

育に要する経

ランティア教

36,4

園教員養成校

ェアの開催

潜在幼稚園教

助 

テムの導入に

躍社会の構築

000 千円 

幼児教育水

配置を支援

校法人 

園の教職員

で補助 

000 千円 

の認定こど

経費を補助

教育 等

480 千円 

校を卒業見

を支援 

教諭の復帰

に対し補助

築 

水

援 

員

見

帰



 

 ＜専

 ①

 

 ②

 

 ＜就

 ①

     

専修学校等へ

専修学校等

私立専

○ 私立

○ 私立

○ 私立

○ 外

ひょうごの

実践的

程の魅力

○ 専門

私

の開

 会

 時

就学支援の充

(拡)就学支

家庭の

帯の生徒

 ＜県立

○ 対 

○ 支給

○ 負担

○ 授業

保

所

年収約

年収約

年収約

への支援＞

等補助 

専修学校等

立専修学校高等

立専修学校専門

立各種学校

国人学校

の専門学校

的かつ専門

力を発信す

門学校フェ

私立専門学

開催を支援

会  場 

時  期 

充実＞ 

支援の実施

の教育費負

徒に対し、

・市立高等

象 者 平

給方法 県

受

担割合 国

業料保護者

保護者の 

所得区分 

約910万円以

約910万円未

約590万円未

＞ 

等の教育水準

等課程振興費

門課程振興費

校等振興費補

校振興費補

校の魅力発信

門的な職業教

するため、連

ェスタの開催

学校で学ぶこ

援 

神戸市内

令和２年1

施 

負担を軽減す

授業料に充

等学校等（9

平成26年度以

県が学校に支

受け取り、授

国10/10 

者負担額 

全日

上 118,8

満 

満 
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準の維持・

費補助 181,

費補助 139,

補助   8,

補助 271,

信事業

教育機関と

連合会が実

催支援 

ことの魅力

11月（予定

するため、

充てるため

9,581,146千

以降に入学

支給（学校

授業料に充

公立高

日制 定

800円 32

0【就学

向上のた

,000千円

,000千円

,000千円

,000千円

として重要な

実施するイ

力を発信す

定） 

高等学校等

めの就学支援

千円）＞

学した生徒

校設置者は生

充当） 

高等学校 

定時制 

2,400円
単

学支援金】

Ⅳ

め学校種･課

（生徒１人当

（生徒１人当

（生徒１人当

（生徒等１人

な役割を担

ベントに対

る場となる

等に通う一

援金を支給

（年収約91

生徒に代わ

通信制 

単位当たり  

310円 

Ⅳ 全員活躍

589,0

課程に応じ

当たり 14

当たり 8～

当たり 7～

人当たり 75～

2,0

担う専修学校

対し補助 

る「専門学校

16,478,7

一定の収入額

給 

10万円未満

わって就学支

市立高等

１～

全

授業料全

（234,

授業料一

（115,

0【就学

躍社会の構築

000 千円 

じ補助 

5千 円）

～10千円）

～8千円）

～ 133千 円）

000 千円 

校専門課

校フェスタ

715 千円 

額未満の世

満の世帯）

支援金を

等専門学校

３年生 

日制 

全額負担 

600円） 

一部負担 

800円） 

学支援金】 

築 

」

世



 

     

     

 

 

 ②

＜(新)専

○ 対 

○ 支 

 住

 住

○ 支給

○ 負担

 ＜(拡)私

○ 対 

○ 支 

令和

実施

270万

350万

590万

910万

910万

○ 支給

○ 負担

(拡)私立高

就学機

学資負担

○ 対象

 私

 私

大

内

 専

専攻科（2,5

象 校 龍

給 額  

住民税非課

住民税非課税

給期間 最

担割合 国

私立高等学

象 者 平

給 額  

２年度より

施 

区分 

万円未満程度 

万円未満程度 

万円未満程度 

万円未満程度 

万円以上程度 

給方法 県

受

担割合 国

高等学校等

機会を確保

担者の経済

象生徒 

私立高校生

私立高校生

大阪府・京

内所在校通

専修学校及

555千円）＞

龍野北高等学

課税世帯（年

税世帯に準ず

最長24月 

国1/2、県1/

学校等（6,8

平成26年度以

り、年収約

全

R元年度ま

297,

237,

178,

118,

県が学校に支

受け取り、授

国10/10 

等の授業料軽

保するため、

済的負担を軽

生（県内校通

生（隣接府県

京都府・岡山

通学者 

及び各種学校
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＞ 

学校看護専

年収270万

ずる世帯（年

/2 

895,014千

以降に入学

590万円未

日制・専各

まで R2年

000

600

200

800

0

支給（学校

授業料に充

軽減

、国の就学

軽減 

通学者）

県及び関西

山県・鳥取

校（高等課

専攻科・日高

円未満程度

年収270万円～

円）＞ 

学した生徒

満世帯を対

各 

支給額

年度から 

396,000

118,800

0

校設置者は生

充当） 

学支援金制度

西圏内校通学

取県・奈良県

課程相当）生

Ⅳ

高高等学校

度）：118,80

～380万円程

(年収約910

対象として

額（円） 

元年度まで

297,

237,

178,

118,

生徒に代わ

度に県単独

学者） 

県・滋賀県

生徒（県内

Ⅳ 全員活躍

校看護専攻科

00円（年額

程度）：59,40

0万円未満

授業料実質

通信制 

で R2年

000 

600 

200 

800 

0 

わって就学支

780,1

独加算を行い

県・和歌山県

内校通学者）

躍社会の構築

科 

額） 

0円（年額）

の世帯）

質無償化を

年度から 

297,000

118,800

0

支援金を

68 千円 

い、生徒の

県・徳島県

） 

築 

 

0

0

0

県
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授業料軽減補助制度の内容（令和２年度見直し後）     （単位：千円） 

階層別の 

所得基準 

R1 R2 R2-R1 

国 県 計 国 県 計 国 県 計 

生活保護世帯 

年収 270 万円未満世帯 
297.0 100.0 397.0

396.0

※全国

平均授

業料並

12.0 408.0

※県 

平均授

業料並

+99.0 △88.0 +11.0

年収 270 万円以上 

350 万円未満程度 
237.6 108.0 345.6 +158.4 △96.0 +62.4

年収 350 万円以上 

590 万円未満程度 
178.2 87.0 265.2 +217.8 △75.0 +142.8

年収 590 万円以上

730 万円未満程度 
118.8 0 118.8 118.8

100.0 218.8

－ 

+100.0 +100.0

年収 730 万円以上 

910 万円未満程度 
50.0 168.8 +50.0 +50.0

※ 全学年一斉適用（下線部がR2拡充部分） 

※ 金額は、県内高校の単価 

※ 専修学校・各種学校は県内高校の1/2の単価 

※ 県外高校は県内高校の1/4の単価（相互実施の場合は1/2） 

   ※ 本県では、平成30年度より国の実質無償化への取組を一部先行実施 

○年収270～350万円未満世帯（H29：82,000円→H30：95,000円→R1：108,000円（各13千円増）） 

○年収350～590万円未満世帯（H29：21,000円→H30：54,000円→R1： 87,000円（各33千円増）） 

    

（参 考） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（イメージ図） 

168,800円

218,800円

118,800円

396,000円

国　就学支援金

県　授業料軽減

408,000円 408,000円

270万円 350万円 590万円 910万円

国による実質無償化

就学支援金

国支給額 ※全国平均授業料を勘案

県内平均授業料

（年収）

（無償化）

（100,000円）

730万円

（50,000円） 補助額1/2



 

 ③

 

 ④

 

 

 

 (拡)国公立

授業料

ための給

 

 

 

※第

○ 負担

 

高等学校奨

修学を

な高校生

○ 通 

 貸

○ 通学

 貸

○ 通学

 貸

生活保護

年収約270

未満世帯

立高等学校に

料以外の教

給付金を支

第２子以降

担割合 国

奨学資金貸

を奨励し、

生等に対し

常 分 

貸与月額 

学交通費分

貸与月額 

学用電動ア

貸与上限額 

対象世

護 

専攻科

(新)専

0万円

帯 

全日

定時

通信

(新)専攻

 

における奨学の

教育費負担を

支給 

降：15歳以上

国1/3、県2/

貸与事業の実

有為な人材

し奨学資金を

国公立 1

私 立 3

分 

月額通学費

アシスト自転

10万円 

世帯 

科以外 

専攻科 

制 

制 

(拡)第

第２子

制 

攻科 

第１

第２子
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のための給付金

を軽減する

上23歳未満

/3 

実施

材を育成す

を貸与 

18,000円

30,000円

費に応じて

転車購入費

第１子

子以降

１子 

子以降

金の支給

るため、低所

満の扶養され

するため、経

（自宅外23,

（自宅外35,

て5,000円～

費分 

国公

(令和元年

Ⅳ

所得世帯の

れている兄

経済的な理

,000円） 

,000円） 

～45,000円 

立 

32,300

36,500

84,000

年度:82,700)

129,700

36,500

Ⅳ 全員活躍

1,115,6

生徒に対し

（単

兄弟姉妹が

194,0

理由により就

支給の

0 修学旅行

0 
教科書費

学用品費

0 

) 

教科書費

学用品費

費、教科

生徒会費

入学用品
0 

0 
教科書費

学用品費

躍社会の構築

608 千円 

して奨学の

単位：円）

いる場合

000 千円 

就学が困難

の考え方 

行費 

費、教材費、

費 

費、教材費、

費、通学用品

科外活動費、

費、PTA 会費、

費 

費、教材費、

費 

築 

 

難

品



 

 ⑤

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜外

 ①

 

 

 

 

 

 (拡)私立

授業料

ための給

※15 歳

○ 支給

○ 負担

 

外国人教育の

(拡)子ども

外国人

共生する

○ 子

 設

 対

○ 子

化や

 (拡

 派

年収 270 万

未満世帯

立高等学校等

料以外の教

給付金を支

歳以上 23 歳

給人数 約

担割合 国

の充実＞ 

も多文化共

人児童生徒

るため、子

ども多文化

設置場所 

対応言語 

ども多文化

日本語指導

や学習支援

拡)派遣校数 

派遣回数 

対象世帯

生活保護 

万円

帯 

第１子

第２子

以降※

等における奨

教育費負担を

支給 

歳未満の扶

約5,500人

国1/3、県2/

共生教育の推

徒の自己実現

子ども多文化

化共生センタ

県立国際高

19言語 

化共生サポー

導が必要な外

援等を行い、

165校（政

8,315回

帯 

子 

(拡)通学制

通信制

子 

※ 

通学制

通信制
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奨学のための

を軽減する

扶養されてい

/3 

推進

現を支援す

化共生教育

ターの運営

高校（芦屋

ーターの派

外国人児童

、学校生活

政令市を除く

(

制
（令和元年

の給付金の支

るため、低所

いる兄弟姉

するとともに

育を充実 

営 

屋市）内 

派遣 

童生徒に対

活への早期適

く） 

金額 

(円/年) 

52,

103,

年度：98,50

38,

138,

38,10

Ⅳ

支給

所得世帯の

姉妹がいる場

に、すべて

し、コミュ

適応を支援

600 修学旅

500

00）

教科書

通学用

学用品

制は教

品費相
100

000
上記＋

相当額

書費、

額とす00 

Ⅳ 全員活躍

550,4

生徒に対し

場合 

100,2

の児童生徒

ニケーショ

援 

支給の考

旅行費相当額

書費、教材費、

用品費、校外

品費相当額（

教科書費、教

相当額とする

＋生徒会費、

額（ただし通

教材費、学

する） 

躍社会の構築

433 千円 

して奨学の

293 千円 

徒が豊かに

ョンの円滑

え方 

額 

、学用品費、

外活動費、入

ただし通信

教材費、学用

る） 

ＰＴＡ会費

信制は教科

用品費相当

築 

に

滑

入

信

費

科



 

 ②

 

 ③

 

 

外国人児童

ア 高等学

外国

適切な

○ 実施

○ 実施

イ 日本語

日本

語指導

○ 日本

 対

 支

○ 日本

○ 日本

私費外国人

県内の

ため、私

○ 支給

○ 支給

○ 支給

○ 実施

○ 負担

童生徒のた

学校特別入

国人生徒の

な学習支援

施校数 ５

施内容 日

語指導支援

本語指導が

導支援員を

本語指導支

対象市町 

支援内容 

本語指導支

本語指導支

人留学生へ

の大学等に

私費留学生

給金額 月

給期間 １

給人員 15

※ 全カリ

施主体 (公

担割合 県

 

ための学習支

入学実施校事

のための特別

援を実施 

５校 

日本語指導、

援推進校事業

が必要な外国

を配置し、取

支援員の派遣

姫路市、芦

専門性の高

支援推進校事

支援員等研修

への奨学金の

に在学する外

生へ奨学金を

月30千円（年

年間（アジ

50人（うち

キュラムを

公財)兵庫県

県1/3、国際
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支援

事業（29,1

別枠選抜を

、取出授業

業（6,553千

国人児童生

取出授業等

遣 

芦屋市、三

高い人材に

事業連絡協

修会の実施

の支給

外国人留学

を支給 

年360千円）

ジア新興国

グローバル

を英語で行

県国際交流

際交流協会2

135千円）

を設け日本語

業等（週54時

千円） 

生徒に対し、

等による指導

三木市 

による日本語

協議会の実施

施（１回）

学生の生活の

） 

国枠は２年間

ルビジネス枠

行いビジネス

流協会 

2/3 

Ⅳ

語運用能力

時間程度）

、日本語能

導を実施 

語指導（週

施（２回）

の安定と学

間） 

枠30人、ア

スマネジメ

Ⅳ 全員活躍

35,6

力、適応力等

 

能力向上のた

週４時間程度

 

18,0

学習活動を促

アジア新興国

ントを学ぶ

躍社会の構築

688 千円 

等に応じた

ため、日本

度） 

000 千円 

促進する

国枠 50人）

ぶコース 

築 

た

本

 



 

 (6)

 ①

 

 ②

 

 ③

 

特別支援

インクルー

インク

受けられ

な限り共

○ 医療

 配

高等学校に

学校生

活や学習

○ 学校

 対

 配

○ 学習

 対

 配

(拡)高等学

「通

の教育

○ 県教

 運

○ (拡

 指

 内

○ (拡

 協

 内

援教育の充

ーシブ教育

クルーシブ

れるように

共に学ぶ仕

療的ケアの

配置人数 

における特

生活で支援

習活動を支

校生活支援

対象生徒 

配置人数 

習活動自立

対象生徒 

配置人数 

学校における

通級による指

育課程の編成

教委の取組

運営協議会

拡)実践研究

指 定 校 

内  容 

拡)協力する

協 力 校 

内  容 

充実 

育システムの

ブ教育システ

にするため、

仕組み）の構

のための看護

92人 

特別な支援を

援が必要な生

支援 

援員の配置

肢体不自由

８人（８校

立支援員の配

発達障害の

４人（２校

る通級による

指導」の実

成を研究

組 

会、指導研究

究校（高等学

17校（令和

・特別の教

・個別の指

る特別支援学

17校（令和

自立活動の
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の推進

テム（障害

、障害のあ

構築を推進

護師配置

を必要とす

生徒が在籍

由のある生

校） 

配置 

のある生徒

校） 

る指導実践研

実践研究校

究協議会の

学校）の取

和元年度

教育課程の

指導計画の

学校の取組

和元年度

の指導方法

者がその特

る児童生徒

進 

する生徒の支

籍する高等学

生徒 

徒 

研究事業の実

を設置し、

の開催 

取組 

12校） 

の編成 

の作成・活用

組 

12校） 

法等の助言

Ⅳ

特性等を踏

徒と障害の

支援

学校に支援

施

自立活動の

用 

Ⅳ 全員活躍

83,8

踏まえた十分

ない児童生

15,5

援員を配置

5,8

の指導内容

躍社会の構築

857 千円 

分な教育を

生徒が可能

594 千円 

し、学校生

830 千円 

容や、特別

築 

能

生



 

 ④

 ⑤

 ⑥

     

     

     

特別支援学

特別支

専門的な

○ 実施

○ 取組

 音

 障

 

「トライア

家庭、

を作成

○ 内 

 学

 効

 学

 支

ル

 

(新)特別支

 特別支

の先導的

 ○ モデ

 モ

 地

 地

 

 

 ○ 検討

○ 研究

○ 先進

 

学校教員の

支援教育に

な研修を実

施校数 ５

組内容 

音声認識ｿﾌ

障害に対す

アングル」

、教育、福祉

し、連携モ

 容 

学校と事業

効果的な引

学校教育に

支援情報の

ルを作成 

支援学校高

支援学校高等

的なモデルの

デル研究校

モデル研究

地域協働学

地域や福祉

・農福連

・職業科

討会議の開

究発表会の

進校視察 

の資質向上事

に関する専門

実施 

５校（視覚、

ﾌﾄやICT機器

する配慮や指

プロジェク

祉における

モデルを県内

業所等間の支

引継ぎ・情報

に有効な好事

の引継ぎ、共

高等部教育課

等部専門学

の研究開発

校の設置 

究校（１校）

学習支援員の

祉、労働等の

連携学習 

科・就業技術

開催（３回）

の開催（１

340 

事業の実施

門性を高め

、聴覚、肢

器を活用し

指導につい

クト実践研

る一貫した

内に普及啓

支援情報等

報共有につ

事例の収集

共有やトラ

課程の充実

学科の指導の

発を実施 

） 

の配置（１

の関係機関

術科と地元

） 

回） 

施

めるため、教

肢体、病弱特

した指導方法

いての公開研

研究の実施

支援を計画

啓発 

等の引継ぎ

ついての研究

集と発信 

ブル対応の

実の研究

の充実を図

１人） 

関と連携した

元企業等との

Ⅳ

教科等指導

特別支援学

法について

研修講座(

画的に進め

と共有の状

究 

のための汎

図るため、教

た専門教科

の協働学習

Ⅳ 全員活躍

1,6

導力の向上を

学校） 

ての調査研究

４障害種別

2,9

るためのマ

状況を把握 

汎用性のある

3,0

教育課程や

科の実践的

習 等 

躍社会の構築

600 千円 

を核とした

究(２校)

別) 

970 千円 

マニュアル

るマニュア

068 千円 

や評価方法

な取組 

築 

た

ル



 

 ⑦

     

 

 

(新)阪神地

 阪神地

れるため

○ 阪神

こや

（知

 設

 開

 総

 R

 ス

○ 阪神

阪神

 設

 供

 事

 

地域の特別

地域の県立特

め、狭隘化解

神北地域対

やの里特別

知的）を整

設置場所 

開校時期 

総事業費 

2整備内容 

スケジュール 令

神南地域緊

神特別支援

設置場所 

供用開始 

事業内容 

 

別支援学校の

特別支援学

解消に向け

対策（315,4

別支援学校の

整備 

川西市 

令和６年

約32億円

基本・実施

令和３～５

緊急対策（2

援学校の狭隘

西宮市 

令和３年

設計、建築

341 

の狭隘化対

学校について

けた対策を実

430千円）

の狭隘化解

４月 

施設計、土

５年度 建

282,612千

隘化解消の

４月 

築工事 

対策

ては、今後

実施 

解消のため、

土地造成 

築工事等

円） 

のための緊急

Ⅳ

後も児童生徒

、阪神北地

急対策とし

Ⅳ 全員活躍

598,0

徒数の増加

地域に特別支

して校舎を増

躍社会の構築

042 千円 

加が見込ま

支援学校

増築 

築 



 

 (7)

 ＜環

 ①

 

 ②

 ③

 ④

     

（整

大型

装置

無線

タブ

充電

保管

有線

関連

   ※特

 

 

学習環境

環境の整備

(再掲)県立

(再掲)県立

 

(新)日高高

(公財

○ 整備

○ R2実

 

(新)県立学

  Socie

ICT機器

整備内容）

型提示

置 

高

線LAN 高

（

ブレット 中

特

高

中

特

電 

管庫 

中

特

線LAN・ 

連機器 

県

特別支援学校

境の整備 

＞ 

立学校施設

立学校のト

高等学校講

財)三木瀧蔵

備内容 講

実施内容 基

学校学びの

ety5.0時代

器を整備 

     

区 分 

高等学校・特

（全普通教

高等学校・特

全普通教室

中等教育学校

特別支援学校

高等学校 

中等教育学校

特別支援学校

中等教育学校

特別支援学校

県立学校全校

校（小中学部

設の長寿命化

トイレ改修

講義棟の整備

奨学財団の

講義等（850

基本設計、実

のイノベーシ

代の教育を支

    

特別支援学

室） 

特別支援学

室、特別教

校（前期課

校（小・中

校（後期課

校（高等部

校（前期課

校（小・中

校更新 

部）、中等教

342 

化（参照 P

(参照 P28)

備

助成を受け

0㎡） 

実施設計、

ション推進

（

支える新し

     

令和

（1

学校 

学校 

教室） 

課程）

学部）

課程）

部） 

課程）

学部）

教育学校（前

P28）

、日高高等

解体・撤去

進事業の実施

一部令和元

＜

しい学習基盤

    

和元年度補正

,508,000千円）

－ 

4,863

  1,323

－ 

71

162

前期）の全生

Ⅳ

学校の講義

去工事、建

施

元年度２月

＜リーディ

盤づくりを

     

正 令和２年度

（339,178

3

－ 

17

－ 

－ 

生徒数の2/3は

Ⅳ 全員活躍

1,500,0

2,000,0

300,0

義棟を新たに

建築工事 

1,847,1

経済対策補

ングプロジ

を実現するた

    

度当初 

8千円） 

合

（1,84

3,243 

662 

7,137 

は全額国庫で

躍社会の構築

000 千円 

000 千円 

000 千円 

整備 

78 千円 

補正対応）

ジェクト＞

ため、各種

（台数）

合 計 

47,178千円）

3,243

4,863

1,985

17,137

71

162

で整備 

築 

 

 

種



 

 ⑤

 

 ⑥

 

 ⑦

     

等

     

     

 

 ＜教

 ①

夜間中学調

夜間中

○ 内 

 ワ

 阪

 西

 設

高校におけ

過疎

遠隔授業

○ 遠隔

千

○ 取組

研

(新)入院生

高等学校

等の関係機

 ○ 実施

 ○ 取組

教職員勤務

教職員勤務

ア 県立学

県立

務支援

○ 配置

○ 主な

 情

調査研究事

中学のあり

 容 

ワーキング

阪神地域に

西播磨地域

設置市を含

ける遠隔授

・少子化の

業システム

隔授業シス

千種高校、

組内容 

研究校によ

生徒に対す

校段階の入院

機関が連携

施場所 こ

組内容 入

時間適正化

務時間適正

学校業務支

立学校教員

援員（地域

置人数 15

な業務内容

情報処理

事業の実施

方について

ググループの

における広域

域における体

含む県内全市

授業調査研究

の影響が大き

ムを活用した

ステム研究校

和田山高校

よる遠隔合同

する教育保障

院生徒に対

した長期入

こども病院等

入院生徒への

化＞ 

正化事業

支援員の配置

員等の超過勤

域の外部人材

52人（県立

容 

（各調査にか

343 

て調査研究

の設置（全

域的な受入

体験会の実

市町による

究事業の実

きい郡部の

た教育の実

校 

校 

同授業等を

障体制の構

対する教育保

入院患者の学

等 

の教師・支

置（75,282

勤務縮減を

材）を配置

立学校に各

かかるデー

究を実施 

全市町） 

入の調整 

実施 

る意見交換会

実施

＜

の高校にお

実証研究を実

を実施 

構築

保障体制を

学習サポー

支援員の派遣

2千円） 

を図るため、

置 

１名配置）

ータ処理・整

Ⅳ

会の開催 

＜リーディ

ける多様な

実施 

を構築するた

ート体制の調

遣、ICT機器

、授業準備

 

整理） 

Ⅳ 全員活躍

5

6,0

ングプロジ

な学びの実

5,0

ため、在籍

調査研究を

器の活用の

113,6

備等を担う県

躍社会の構築

500 千円 

037 千円 

ジェクト＞

実現のため、

000 千円 

籍校、病院

を実施 

の研究 

614 千円 

県立学校業

築 

 

業



 

 ②

 

 ③

 

 ④

 ⑤

 

 

 校

 文

イ スクー

教職

タッフ

○ 配 

○ 業務

 授

 外

 会

 

(再掲)(拡

(再掲)(拡

(新)デジタ

教職員

等の採点

の負担軽

○ 導入

○ 内 

 

(再掲)県立

校務運営委

文書作成

ール・サポ

職員の超過

フ（地域の

置 校 小

務内容 

授業準備等

外部対応

会議資料の

)運動部活動活

)中学校部活動

タル採点シ

員のワーク

点に、デジ

軽減を推進

入校数 14

 容 記

立学校等での障

 

委員会、学校

（関係機関へ

ポート・スタ

過勤務縮減の

の外部人材）

小中学校 4

等（学習プ

（欠席連絡対

の印刷、セ

活性化推進事

動指導員配置

システムを活

クライフ・バ

ジタル採点シ

進 

47校 

記述式テスト

障害者雇用の

344 

校評議委員

への文書作

タッフの配

のため、授

）をモデル

40校（神戸

リント印刷

対応等）

ッティング

事業の実施（参

置事業の実施

活用した業

バランスを

システムを

トの解答用紙

の促進（参照 P

員会等の準備

作成・整理）

配置（38,33

授業準備等を

ル的に配置

戸市を除く全

刷等） 

グ等 

参照 P345）

（参照 P345）

業務改善 

を実現するた

を導入するこ

紙をスキャナ

P151）

Ⅳ

備（資料印

） 等 

32千円） 

を担うスク

し、効果を

全市町） 

ため、校内

ことで、県

ナで読み取り

Ⅳ 全員活躍

印刷・セッ

クール・サポ

を検証 

18,7

43,5

38,8

内で実施する

県立学校にお

り、採点・集

163,8

躍社会の構築

ティング）

ポート・ス

760 千円 

556 千円 

808 千円 

る定期考査

おける教員

集計 

813 千円 

築 

 

査

員



 

 ＜健

 ①

 

 ②

 ③

 ④

     

 

 ⑤

     

健やかな体の

(拡)運動部

専門的

配置する

○ (拡

 配

 指

(拡)中学校

部活

向上を

 業

 配

 負

 

（再掲）が

 

(拡)「体力

 運動指

に教員の

○ (新

 派

○ 体力

 派

 派

○ 体力

(新)地場産

 学校給

会を開催

○ 対 

の育成と健

部活動活性

的な技術指

るなど、運

拡)専門的指

配置人数 

指導回数 

校部活動指

活動指導を

を図るため

業務内容 

配 置 数 

負担割合 

がん教育総

力アップひ

指導者等を小

の指導力を向

新)体力アッ

派遣校数 

力アップサ

派遣校数 

派遣回数 

力機器等を

産物を活用

給食での農畜

催し、学校に

 象 学

健康教育の

性化推進事業

指導を受け

運動部活動の

指導力を有す

県立学校

84回/年

指導員配置事

を担当する教

め、部活動指

部活動の単

102校129名

国1/3、県

総合支援事業

ひょうご」サ

小学校に派

向上 

ップアドバイ

公立小学校

サポーター派

公立小学校

12回/校

を活用したイ

用した学校給

畜水産物の

における食

学校給食関係

345 

推進＞ 

業の実施

られない生

の活性化を

する部活動

55人 

（週２回）

事業の実施

教員の負担

指導員を配

単独指導、

名（令和元

県1/3、市町

業の実施 

サポート事

派遣し、児童

イザーの派

校40校 

派遣 

校 70校

イベントの

給食の推進

の活用を図

食育を推進

係者（500人

生徒のために

を推進 

動指導員の配

（令和元年度

施

担軽減を図

配置 

学校外での

元年度 82校

町1/3 

(参照 P184

事業の実施

童の運動へ

派遣  

の実施 

進

るため、農

人） 

Ⅳ

に、県立学

配置 

度 42回

るとともに

の大会等へ

校95名） 

4)

への興味・関

農畜水産業の

Ⅳ 全員活躍

18,7

学校に部活動

（週１回））

43,5

に、部活動指

への単独引率

1,0

6,7

関心を高め

5

の理解を深

躍社会の構築

760 千円 

動指導員を

 

556 千円 

指導の質的

率 

000 千円 

728 千円 

めるととも

500 千円 

深める研修

築 

的



 

 (8)

 ①

 

 ②

 

 

 

 

 

 

県立大学

姫路工学キ

県立大

人材育成

○ 場 

○ 整備

○ 総事

○ 整備

○ 令和

 新

公立大学法

公立大

要な財源

○ 標準

大

○ 特定

大

○ 就学

家

満の

学改革の推

キャンパス

大学工学部

成、地域支

 所 姫

備内容 昭

究

事業費 約

備期間 平

和２年度 

新２号館の

法人兵庫県

大学法人兵

源に充てる

準運営費交

大学等の運

定運営費交

大学が個性

学支援金等

家庭の教育

の世帯の生

推進 

スの整備

部・工学研究

支援の拠点を

姫路市書写2

昭和40年代前

究・先端研究

（延床面積約

約164億円

平成26年度～

の建設 等

県立大学運営

兵庫県立大学

るため、運営

交付金（7,4

運営に必要な

交付金（980

性化・特色化

等（49,057千

育費負担を軽

生徒に対し、

346 

究科が持つ

を整備 

2167 

前半に建設

究施設等の

約34,000㎡

～令和５年

営費交付金

学の大学、

営費交付金

439,416千

な毎年度の

0,208千円）

化を進める

千円） 

軽減するた

、授業料に

強みを更に

設した10施設

の６施設に集

㎡） 

年度（10年間

金の交付

附属高等学

金等を交付

円） 

の標準的経費

） 

る事業等の財

ため、附属高

に充てるた

Ⅳ

に生かすた

設の建替等

集約、再編

間） 

学校及び附

費の財源に

財源に充て

高等学校に

めの就学支

Ⅳ 全員活躍

2,930,0

め、最先端

等を行い、教

編 

8,468,6

附属中学校の

に充てるた

てるために交

通う一定の

支援金等を支

躍社会の構築

053 千円 

端工学研究、

教育研 

681 千円 

の運営に必

めに交付

交付 

の収入額未

支給 

築 

必

未
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◎学生定員（令和２年４月１日現在）            

○学部           (単位：人) 

区分 
経 済 

学 部 

経 営 

学 部 

(新)国際

商経学部

(新)社会情

報科学部 
工学部 理学部 

総定員 400 460 720 200 1,408 700

区分 
環境人間

学    部 

看 護 

学 部 
合計 

総定員 820 420 5,128

 

○大学院(博士前期課程・修士課程・専門職学位課程)        (単位：人) 

区分 
経済学 

研究科 

工 学

研究科

物質理学

研究科 

生命理学

研究科 

環境人間 

学研究科 

看護学 

研究科 

応用情報

科 学 

研究科 

総定員 40 300 64 56 60 50 80

区分 
ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ 

学研究科 

会 計

研究科

経 営 

研究科 

緑環境景

観ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ

研究科 

地域資源 

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

研究科 

減災復

興政策

研究科 

 

合計 

総定員 40 80 90 40 24 24 948

 

○大学院(博士後期課程)                    (単位：人) 

区分 
経済学 

研究科 

経営学 

研究科 

工 学 

研究科 

物質理学

研究科 

生命理学 

研究科 

環境人間

学研究科

定員 15 18 60 33 9 18

区分 
看護学 

研究科 

応用情報

科学研究科

ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ

学研究科

地域資源

ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

研究科 

減災復興

政策研究科 
合計 

総定員 12 30 12 6 4 217

 

 ○大学院(一貫制博士課程) (単位：人)             (単位：人) 

区分 
生命理学 

研究科 

看護学 

研究科 
合計 区分 大学院計 総合計 

総定員 26 10 36 総定員 1,201 6,329

○附属学校          (単位：人) 

区分 高等学校 中学校 合計 

総定員 480 210 690

 

 

 



 

 ③

 

 ④

 ⑤

 

 

 

(新)県立大

大学生

○ 実施

(新)県立大

学生の

中高一貫

○ 改修

 中

 学

○ 改修

 

(新)県立大

遠隔教

現に必要

無

タブレ

大学での歯

生の健康のた

施対象 各

大学附属学

の通学負担

貫教育のメ

修内容  

中学生入寮

・２人部屋

・相談室、

・トイレの

学習環境の

・大学習室

・学習室で

修時期 令

大学附属学校

教育をはじ

要なICT環境

区 分 

無線LAN整備

ット端末 

歯科健康診断

ため、定期

各キャンパス

学校黎明寮の

担を軽減する

メリットを活

寮に向けた改

屋の設置 

静養室の設

の洋式化 

の整備 

室、小学習室

でのWi-fi環

令和２年度

校の ICT 教育

じめ、様々な

境を整備

備 

中学 

高校 

348 

断の実施

期健康診断に

ス学部生

の改修整備

ることで県

活かした人

改修 

設置 

室の設置

環境の整備

 

育環境整備事

（

な先端技術

（再掲：運営

令和元

経済対

校内

1

に併せて歯

（再掲

（令和元年生

備

県内全域か

人材育成を図

事業の実施

一部令和元

術の活用など

営費交付金

元年度２月

対策補正

LAN増強 

40台 

－ 

Ⅳ

歯科健康診断

掲：運営費交

生徒数：5,

ら優秀な学

図るため、

（一部運

元年度２月

ど、Societ

金の内数） 

令

Ⅳ 全員活躍

1,5

断を実施 

交付金の内

,459人） 

108,6

学生を集め

寮の改修工

運営費交付金

2,1

経済対策補

ty5.0時代の

令和２年度

－ 

70台 

96台 

躍社会の構築

528 千円 

内数） 

647 千円 

、６年間の

工事を実施

金の内数）

49 千円 

補正対応）

の学びの実

度当初 

築 

施 

 

 

実



 

 ⑥

 

ＨＵＭＡＰ(兵

兵庫地

海外大学

○短期

 

受 

派 

○研究

 

受 

 H

留

 

兵庫・アジア太平

地域とアジ

学との学生

留学生に対

区

入
６か月

８日以

遣
６か月

インタ

究者交流事業

区

入 短期交

HUMAPを通じ

留学生自身が

 

平洋大学間交流ネ

ジア・太平洋

生、研究者交

対する奨学

区 分 

月以上 12 か

以上１か月程

月以上 12 か

ターンシップ

業（5,596 千

区 分 

交流 

じた兵庫と世

が作成する留

349 

ネットワーク)構

洋地域を中

交流を推進

学金の支給等

人

か月以内

程度 

か月以内

プ枠 

千円） 

人

世界との繋が

留学体験記

構想の推進

中心とした

進 

等（50,200

人 数

35 人 ８

10 人 ４

15 人 ６

10 人 ８

人 数

10 人 滞

がりをアピー

をホームペ

Ⅳ

大学間ネッ

0 千円） 

単

万円/月 

万円・８万

～10 万円/

万円/月(県

滞在費 38.8 万

ールし、交流

ページで発信

Ⅳ 全員活躍

56,3

ットワーク

単 価  等 

万円/月 

/月（派遣地域

県立大枠５人

単 価 

万円/回 等

流を活性化

信 

躍社会の構築

344 千円 

を基盤に、

域毎に設定）

人) 

等 

するため、

築 

 



 

 (9)

 ①

     

 

 

 

 

 

 

専門職業

(拡)国際観

舞台芸

の多彩な

業人を育

※文部

ア 整備

○ 名 

○ 設置

○ 延床

○ 学部

○ 学生

○ 総事

○ スケ

イ (新)

開学

で独自

（参考

実

よ

実習

な

業人材の育

観光芸術専

芸術の学修

な地域資源

育成するた

部科学省へ

備事業の実施

 称 国

置場所 豊

床面積 大

部学科 芸

生定員 入

事業費 約

ケジュール 令

)入学者選抜

学初年度は、

自に実施 

考１）専門

実践的な職

り創設。卒

習や関連の

「創造性」

育成 

専門職大学

修で得た能力

源を活かし、

ため、但馬地

へ大学設置認

施（5,601,

国際観光芸術

豊岡市山王町

大学学舎本館

芸術文化観光

入学定員80人

約70億円 

令和２年度

抜の実施

、国が行う

門職大学制度

職業教育を行

卒業時には

の職業分野に

を培う教育

350 

（仮称）の

力を基礎と

、芸術文化

地域に新た

認可申請中

,399千円）

術専門職大

町 

館棟8,486㎡

光学部 芸

人（収容定

：建設工事

（36,479千

う大学入学共

度の概要 

行う新たな

「学士（専

に関する教

育に重点を

（完成

の整備

として、地域

を通じた新

たな専門職大

中 

 

大学（仮称）

㎡、実習棟

芸術文化観光

定員320人）

事、設備導入

円）  

共通テスト

な高等教育機

専門職）」の

教育等を通

を置く。 

成予定図）

Ⅳ

域と協働し

新たな価値

大学を整備

） 

棟3,447㎡、

光学科（仮

 

入、令和３

トに参加でき

機関として

の学位を授

じ、高度な

 

Ⅳ 全員活躍

5,637,8

し、兵庫県、

値を創造でき

備 

学生寮3,4

仮称） 

３年度：開

きないこと

て2019(平成

授与。企業で

な「実践力」

躍社会の構築

878 千円 

但馬地域

きる専門職

480㎡ 

学（予定）

とから、県

成31)年度

での長期

」や豊か

築 

域

職

 



 

 ②

 

専門職大学

○ プ

地

○ 専門

開

導教

 大

 民

 進

 動

学

学普及啓発

レカレッジ

地元住民等

講 座 名 

対 象 者 

参 加 者 

開催時期 

開催場所 

門職大学普

開学に向け

教員等への

大学案内リ

民間Ｗｅｂ

進学説明会

動画の制作

学長候補者と

発事業の実施

ジの開催（4

等を対象とす

高校生

令和

豊岡市２回、

普及啓発広報

け、学生を確

のＰＲを実施

ーフレッ

ｂサイトでの

会ブース出展

作 

と教員の対談

351 

施

4,000千円）

する専門職

生向けプレ

高校生

各30人程

２年５月、

、神戸市等２回

報事業（25

確保するた

施 

トの作成

の大学紹介

展 

談や実習受入

） 

職大学の模擬

カレッジ 

度 

８～９月 

回、東京都内１

5,000千円）

ため、高校生

介 

入先等の協力企

Ⅳ

擬講座を開

市民

令

回

） 

生やその保

企業へのイン

Ⅳ 全員活躍

29,0

開催 

民向けプレカ

一般県民

各120人

令和２年９月

豊岡市内

保護者、高校

ンタビュー動

躍社会の構築

000 千円 

カレッジ 

民 

人 

～12月 

内 

校の進路指

動画を制作

築 

指



 

２ 

 (1)

 ＜高

 ①

 

 ②

 ③

多様な人材

県内就職

高校・大学

(拡)大学生

中小企

ップを実

○ 大学

○ 県

○  (新

従

に、

 対

 実

○ (新

 実

 実

 参

(再掲)(拡

 

若年女性に

県内で

性等との

○ ロー

○ ロー

 ラ

ー

 ラ

情

○ ロー

（大

○ ロー

材の活躍促

職の促進 

と連携した

生インター

企業におけ

実施 

学生インタ

・商工会議

新)低学年向

従来のイン

、より教育

対象者数 

実施時期 

新)インター

実施内容 

実施時期 

参 加 数 

拡)女子学生と企

に向けた県

で活躍する

のネットワ

ールモデル

ールモデル

ラジオ放送

ーナー等を

ラジオ放送

情報を発信

ールモデル

大学生イン

ールモデル

促進 

た取組＞ 

ーンシップの

ける人材確保

ターンシップ

議所・経営者

向け民間イ

ンターンシ

育的効果に比

100人 

８～９月

ーンシップ参

企業向けブ

６月 

30社、400

企業のプレマッチ

県内定着Ｐ

るロールモデ

ワークを構築

ルの発掘・構

ルによる情報

送により県内

を放送 

送とリンク

信 

ルの職場見学

ンターンシ

ルと大学生等

352 

の推進

保を図るた

プ事業 

者協会等に

インターンシ

ップのメイ

比重をおい

参画企業と

ブースの設置、

0人 

チング支援事業の

Ｒ事業の実

デルを世代

築すること

構築 120人

報発信 

内企業ＰＲ

させ新聞や

学体験ツア

ップ推進事

等の交流・

ため、大学生

による連絡協

シップの実

インターゲ

いたインター

とのマッチ

学生向けキ

の実施（参照

実施

代別に発掘

とで、若年女

人 

Ｒ、就活学生

やインスタ

アーによる

事業と緊密に

座談会の実

Ⅳ

（法

生等を対象

協議会の設

実施 

ットではな

ーンシップ

ング会の開

キャリアプラ

P367）

＜地方創

し、県内女

女性の県内

生からロー

グラムによ

１日インタ

に連携して

実施（４回

Ⅳ 全員活躍

22,5

法人県民税超

象としたイン

設置 

ない１～２年

プを実施 

開催 

ンセミナーの

6,3

9,5

創生推進交付

女子大生や第

内定着を促進

ールモデルへ

よるロール

ターンシッ

て実施） 

回） 

躍社会の構築

567 千円 

超過課税）

ンターンシ

年生向け

の開催 

369 千円 

510 千円 

付金事業＞

第２新卒女

進 

への相談コ

モデルの

プの開催

築 

 

シ

 

女



 

 ④

 

 ⑤

高校・大学

高校

○ 高校

高

ドブ

 配

 発

 掲

○ 大学

大

実施

 大

 企

県内大学と

就職支

○ 県内

 補

 補

 

 

 

学生「兵庫

・大学生を

校生対象 

高校生の県

ブックを高

配付対象 

発行部数 

掲載企業 

学生対象 

大学生が県

施 

大学生が県

企業ガイド

と連携した

支援協定、

内大学への

補助対象 

・学内就職

・県内企業

・インター

・学内企業

・卒業生に

補 助 額 

・学部学生

・学部学生

庫就活」促進

対象に県内

県内就職を促

高校２年生全

高校２年生

53,000部

県内に本社

（全県共通

県内企業への

県内中小企業

ドブックのW

た就活支援事

地域創生包

の就活支援事

以下の取組

職状況等の把

業情報の学生

ーンシップ支

業説明会や企

に対する就職

生数2,000人

生数2,000人

353 

進事業）

内企業の魅力

促進するた

全員に配付

生等 

社を置く中

通50社、県民

の理解を深

業の課題を

Web版を作成

事業

包括連携協

事業 

組を全て行

把握と県へ

生への提供

支援 

企業見学会

職支援 

人未満 300

人以上 500

力を広く発

ため、県内企

付し、県内企

中小企業350

民局管内各

深めるための

を研究、発表

成・掲載

協定の締結大

行う大学 

への提供 

供 

会の実施 

0千円 

0千円 

Ⅳ

＜地方創

信し、地元

企業の魅力

企業情報を

0社程度 

各30社） 

の情報提供

表 

＜地方創

大学が行う

Ⅳ 全員活躍

27,1

創生推進交付

元企業への就

を掲載した

を発信 

供、研究活動

18,9

創生推進交付

う取組を支援

躍社会の構築

51 千円 

付金事業＞

就職を促進

た企業ガイ

動の支援を

947 千円 

付金事業＞

援 

築 

 

進 

 



 

 

 ⑥

 

 ＜若

 ①

○ 大学

県

内企

への

 対

 実

 実

大学キャリアセン

学生の

導力の向

るととも

○キャ

 県

 

 県

 

○地域

 キ

 

 学

 

若者と県内企

(拡)ひょう

県内企

大学生

び東京2

○ 「ひ

○ 効果

学と連携し

県内大学と

企業見学会

の就職を促

対象大学 

実施内容 

実施回数 

ンターと連携した県

の県内就職

向上を図り

もに、学生

ャリアセンタ

県内企業経

実施回数

県内企業採

実施回数

域の企業訪問

キャリアセ

実施回数

学生と訪問

実施回数

企業のマッ

うごで働こ

企業の魅力

・転職者等

23区からの

ひょうごで

果的な求人

した県内企業

と連携し、県

会及び企業研

促進 

就職支援協

企業見学会

会、業界研

３回 

県内大学生の地元就

職促進に向け

、キャリア

生と企業との

ターの県内

経営者等によ

数：１回（約

採用者との意

数：４回（約

問等 

センター職員

数：５回（約

問先の経営者

数：５回（約

ッチング＞

こう！UJI タ

力や「ひょう

等の県内就職

の移住を伴

で働こう！」

人広告の作成

354 

業見学会事

県と協定を

研究会・セ

協定締結大

会、「ひょ

研究会、セ

就職促進プロジェク

けた各大学

アセンター

のマッチン

内企業理解促

よる説明会

約30大学、

意見交換

約40大学、

員の企業訪

約50大学、

者、採用担

約大学生24

 

ターン広報

うごで働こ

職を促進す

う就業・起

」マッチン

成支援（4,

事業 

を締結してい

セミナーを実

大学 

うご応援企

セミナー 

クト

学キャリアセ

における県

ングを促進

促進 

会、意見交換

65社） 

60社） 

訪問調査 

15社） 

担当及び若手

40人、17社

報・就職促進

う！プロジ

するため、県

起業等を支援

ングサイトの

,064千円）

Ⅳ

いる金融機

実施し、県

企業」等県内

＜地方創

センターの

県内企業の

換 

手社員との

社） 

進事業

＜地方創

ジェクト」の

県内企業と

援 

の運営 

 

Ⅳ 全員活躍

機関の協力の

県内大学生の

内企業の現

5,9

創生推進交付

の意識喚起

情報発信力

の意見交換 

89,0

創生推進交付

の施策内容

若者のマッ

躍社会の構築

のもと、県

の県内企業

現場の見学

984 千円 

付金事業＞

と就職指

力を強化す

060 千円 

付金事業＞

容を周知し、

ッチング及

築 

県

業

  

 

す

 

及



 

 

 ②

 

 ③

 支

○ (拡

 マ

 

交

○ 東京

 補

 対

 支

社

(拡)UJI タ

大学卒

明会を開

○ 大阪

 開

 開

 参

○ (新

 県

 保

(拡)短期職

出産や

者を対象

支援内容 

拡)「ひょう

マッチングサ

（新)首都圏

交流会等の

京23区から

補助単価 

対象者数 

支給要件 

・直近10年

・移住後５

・県が支援

社会的分野

ターン合同

卒業時の地

開催 

阪開催 

開催時期 

開催日数 

参加企業 

新)神戸開催

県内出身者

・開催時期

・参加企業

保護者向け

・開催時期

・対 象 者

職場体験就

や育児など

象に、実際

マッチングサ

うごで働こ

サイト等の情

圏の女子学

の開催 

らの就業・移

1,000千円

100人 

以下の要件

年間のうち通

５年以上の継

援対象と認め

野の起業を

企業説明会

地元就職と県

令和２年

３回 

30～50社程

催 

者のUターン

期 令和２年

業 50社程度

け就活セミナ

期 令和２年

者 県内出身

就業事業の実

どにより離職

際の職場での

355 

サイトに求人

う！キャラ

情報を記載

学生等とマ

移住の促進

円/世帯、50

件を全て満

通算５年以上

継続居住意

めた企業に

した者 

会の実施

県外からの

５・10月、

程度 

ン就職のため

年８月 

度  

ナー 

年12月 

身の大学生

実施

職し再就職

の体験就業

人広告を掲載す

ラバン」の実

したプロジ

ッチングサ

進 

00千円/単身

満たす者 

上東京23区

意思のある者

に就職した者

のUJIターン

令和３年

めの企業魅

生等の保護者

職に不安を持

業を通じて再

Ⅳ

する企業に対

実施（3,08

ェクト広報パ

サイト掲載企

身 

区に在住また

者 

者または東

ンを促進す

３月 

魅力発信フェ

者 

（一部法

持っている

再就業を促

Ⅳ 全員活躍

対するセミナ

86千円） 

パンフレット

企業の女性

たは通勤して

東京23区か

16,7

るため、合

ェア 

14,3

法人県民税超

る女性や、未

促進 

躍社会の構築

ナーの開催等

トの配付 

性社員との

ていた者 

から移住し、

734 千円 

合同企業説

348 千円 

超過課税）

未就職の若

築 

 

若



 

     

 

 ④

 

 ⑤

 

 ＜中

 ①

対

内

  ※ 

「ひょうご

兵庫で

として登

○ 事業

中小企業合

中小企

ることに

○ 実施

 高

 就

 新

○ 実施

 

中小企業の魅

中小企業就

従業員

○ 補助

 本

 京

 

対 象 者 
既

っ

内  容 

(拡)対象人

ご応援企業

で就職を希

登録し、若

業内容 企

合同研修等

企業等への

により、県

施内容 

高校生・大

就職面接会

新入社員等

施方法 

(一財)兵庫

魅力アップ

就業者確保

員の奨学金

助対象 

本社が県内

京都府就労

プレ雇

既に就業し

っている者

・実際の企業

程度就業を

・体験後、企

の合意が

なる。 

人数を 400 人

業」就職支援

希望する若者

若者と企業の

企業紹介HPの

等支援事業の

の理解を深め

県内企業の人

大学生向けキ

会、企業説明

等モチベーシ

庫県雇用開発

プ＞ 

保支援事業

金の返済負担

内にある中小

・奨学金返

356 

雇用クラス

したい業種が

業の職場で

を行う。 

企業と体験者

があれば本採

人に拡大

援事業

者を積極的

のマッチン

の作成、合

の実施

め適職選択

人材確保を

キャリアセ

明会 

ションアッ

発協会へ補

担軽減制度

小企業 

返済一体型支

が決ま ま

っ

２週間

者双方

採用と

・

・実

（R1 200 人

的に採用す

ングを促進

合同説明会、

択を促すと

を支援 

セミナー 

ップセミナー

補助 

度を設ける県

支援事業を実

Ⅳ

職場体

だ就業した

ていない者

体験に先立

研究やハロ

方法学習会

実際の企業

務の１週間

人） 

＜地方創

る企業を

、大学内企

（法

ともに、就

ー 等 

県内中小企

実施する企業

Ⅳ 全員活躍

体験クラス 

たい業種が

者 

立ち、業界・

ローワーク

会を実施 

業職場の見学

間程度の実習

8,1

創生推進交付

「ひょうご

企業説明会

9,5

法人県民税超

就職後は職場

85,0

企業を支援 

業の県内事

躍社会の構築

決ま

企業

利用

学や業

習 

30 千円 

付金事業＞

ご応援企業」

の開催 

565 千円 

超過課税）

場定着を図

000 千円 

事業所 

築 

 

 

図



 

 

 ②

 

 ＜就

 ①

○ 支援

 正

 3

 

 申

 申

○ 支援

○ 補 

※政

○ 実施

中小企業情

新規学

力・定着

○ 対象

○ 補助

○ 補

○ 補助

就職支援拠点

(拡)ひょう

学生や

業相談を

○ 設置

○ 若者

 事

 対

 相

○ (再

援対象者 上

正社員であ

30歳未満

日本学生支

申請時点で

申請時点で

援期間 対

助 率 奨

政令市・中核

施方法 

情報発信支

学卒者等の

着力強化に

象企業 県

助対象経費 自

助 率 補

助上限額 １

点の運営＞

うご・しごと

や既卒者な

を実施する

置場所 神

者しごと倶

事業内容 

対 象 者 

相談時間 

再掲)(新)ミ

上記企業に勤

あること 

（申請年度末

支援機構の奨

で県内事業所

で当該企業就

対象者１人に

奨学金年間返

核市内に居住

（一財）兵庫

支援事業

の採用に苦労

に向けた取組

県内に本社ま

自社HP改修費

補助対象経費

社当たり2

＞ 

と情報広場に

など、主に若

るとともに、

神戸クリスタ

倶楽部運営事

個々の課題

リア形成に

大学生、若

10:00～19

ミドル世代の

357 

勤める者で

末時点で29

奨学金を受

所に勤務す

就職後５年

につき最長

返済額の1/3、

住・勤務の場

庫県雇用開

労している

組を実施す

または主た

費、民間就

費の1/2 

200千円 

における就職

若年層を対

、しごと全

タルタワー

事業 

題に対応す

による早期

若年求職者

9:00（土日

の就労相談

で、以下の要

9歳以下）

受給し、返済

する者 

年以内 

５年間 

、企業支給額

場合：県1/9、

開発協会で実

る中小企業の

する県内中小

たる事業所

就職ﾌｪｱ出展

職支援の実施

＜一部

対象にきめ細

全般に関す

ー12階 

するとともに

期就職を支援

者(～39歳)

日祝日は除

談窓口の設置

Ⅳ

要件を全て

済義務のあ

額の1/2（上

、政令市・中

実施 

（法

の人材確保

小企業へ補

を置く中小

展料 

施

部リーディ

（一部法

細やかな就

る情報提供

に、人材ニ

援 

く） 

置(参照P35

Ⅳ 全員活躍

て満たす者 

ある者 

上限：６万円

中核市2/9 

16,6

法人県民税超

保対策のた

補助 

小企業 

82,4

ングプロジ

法人県民税超

就職支援・総

供を実施 

ーズに合致

59) 

躍社会の構築

円/年） 

657 千円 

超過課税）

め、採用

437 千円 

ジェクト＞

超過課税）

総合的な職

致したキャ

築 

 

 

 

職

 



 

 

 ②

 

 ③

 

 

○ (新

就

て活

 短

 

○ (再

カムバックひ

首都圏

ょうご東

を併設

○ 設置

○ 開 

○ 内 

 ハ

 首

 出

セ

 各

(再掲)もの

新)シニア世

就労意欲の

活躍できる

短時間勤務

１日程度の

再掲)(新)外

ひょうごハロー

圏における

東京センタ

し、移住相

置場所 カ

所 日 週

 容  

ハローワー

首都圏大学

出張職業紹

センターが

各県機関と

のづくり分野

世代の就労相

のあるシニア

るよう、就労

務の職業紹介

の体験就業の

外国人雇用Ｈ

ーワークにおけ

る移住情報発

ター」に職業

相談と就労相

カムバックひ

週４日（火

ークの求人情

学のキャリア

紹介（関係機

が出展するU

と連携した支

野における女

358 

相談窓口の

ア世代（65

労希望者の

介 

の実施 

ＨＹＯＧＯ

ける就労相談の実

発信とUJIタ

業紹介を行

相談を一体

ひょうご東

・水・金・

情報等に基づ

アセンター

機関と連携

Uターンイベ

支援情報の

女性就業の促

の設置 

5歳以上）が

のマッチン

Ｏサポートデ

実施

ターン促進

行う「カム

体的に実施

東京センター

土） 

づく職業相

ーと連携した

携した職業紹

ベント等）

の提供（起業

促進（参照

Ⅳ

がライフス

グを支援 

デスクの設

進の拠点であ

バックひょ

ー内（東京

相談・紹介 

た兵庫県企

紹介、カム

 

業家支援補助

P368）
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タイルや能

設置(参照P3

9,6

ある「カム

ょうごハロ

京都千代田

企業のPR 

バックひょ

助金や就農相

3,0

躍社会の構築

能力に合せ

358) 

689 千円 

ムバックひ

ーワーク」

区） 

ょうご東京

相談等） 

000 千円 

築 

せ

京



 

 (2)

 ①

 

 ②

 

 ③

 ④

 

 ⑤

 

   ＜参

中高年齢

(拡)就職氷

未就職

就労体験

○ 実施

○ (拡)

○ 実施

(新)ミドル

専門的

である、

○ レベ

○ ミニ

○ ミ

(再掲)ミ

 

(再掲)(拡

(新)ひきこ

○ (再

○ (再

○ (再

参考＞地域

○ 事業

 補

 実

 交

齢者層への

氷河期世代

職や不安定

験等を行い

施期間 ４

対象者数 60

施手法 民

ル世代の就

的な相談を

、ミドル世

ベルアップ

ニマッチン

ドルインタ

ドル起業家

拡)短期職場

こもり対策

再掲)家族支

再掲)電子媒

再掲)居場所

域就職氷河期

業の概要 

補正予算額 

実施主体 

交 付 率 

の就労支援

代等就労支援

定な就労者等

い、正規雇用

４か月（社会

0人(～49歳

民間事業者等

就労相談窓口

を受ける就労

世代(40～64

プ就職プログ

ング会の開催

ターンシップ

家支援事業の

場体験就業事

策支援強化事

支援プログラ

媒体による居

所の全県拡充

期世代支援

 

30億円（３

地方自治体

3/4（1/4は

359 

援プログラ

等の就職活

用につなげ

会人基礎研

歳)（R1 40人

等へ委託

口の設置

労相談窓口

4歳)を対象

グラムの実

催 

プの実施

の実施（参

事業の実施

事業

ラム(CRAFT)

居場所の設

充に向けた

援加速化交付

３年間で100

体（都道府

は地方負担

ラム事業

活動を支援す

げる人材育成

研修１か月

人（～39歳

＜

口を設置し、

象とした正規

実施 

参照 P192）

施（参照 P3

の人材養成、

設置（参照P

た担い手の養

付金 

0億円） 

府県、市区町

担） 

Ⅳ

（一部法

するため、

成プログラ

（賃金15万

歳）） 

＜リーディ

（一部法

、就職氷河

規雇用化を

355）

効果検証・

P118） 

養成・確保

町村） 

Ⅳ 全員活躍

27,9

法人県民税超

企業面接準

ラムを実施 

万円を支給）

8,4

ングプロジ

法人県民税超

河期世代を含

を促進 

23,2

14,3

6,0

研究（参照

保（参照P1

躍社会の構築

911 千円 

超過課税）

準備研修や

）） 

491 千円 

ジェクト＞

超過課税）

含む年齢層

250 千円 

348 千円 

000 千円 

照P117） 

19） 

築 

 

や

 

 

層



Ⅳ 全員活躍社会の構築 

 

360 

       （単位：千円） 

区 分 
R2当初  

国庫 特定 一般 

県事業 80,000 60,000 18,500 1,500

 (拡)就職氷河期世代等就労支援 

プログラム事業(超過課税) 

27,911 20,933 6,978 0

(新)ミドル世代の就労相談窓口の

設置(超過課税) 

8,491 6,368 2,123 0

(拡)ミドル起業家支援事業の実施

(超過課税) 

23,250 17,438 5,812 0

(拡)短期職場体験就業事業の実施

(超過課税) 

14,348 10,761 3,587 0

(新)ひきこもり対策支援強化事業 6,000 4,500 0 1,500

市町事業 60,000 60,000 0 0

合 計 140,000 120,000 18,500 1,500

 

 



 

 (3)

 ①

 

 ②

 

 ③

外国人材

(新)外国人

県内企

に応じて

○ 外国

 実

 相

 相

 相

○ 外国

 対

 回

 内

○ 実施

(再掲)(拡

(拡)ひょう

外国人

○ ひ

 配

 業

 実

○ (新

 配

 業

 実

材の活躍促

人雇用ＨＹＯＧ

企業に対し

て適正に就

国人雇用HY

実施方法 

相談内容 

相談体制 

相談日時 

国人雇用セ

対  象 

回  数 

内  容 

施方法 兵

拡)子ども多文

うご外国人

人技能実習制度

ょうご外国

配 置 数 

業務内容 

実施手法 

新)国際調整

配 置 数 

業務内容 

実施手法 

促進 

ＧＯサポート

し、外国人雇

就労できるよ

YOGOサポー

対面・電話

在留資格、外

雇用相談員

週４日（月

セミナーの開

外国人雇用

年３回 

外国人雇用

兵庫県経営者

文化共生教育

人介護実習支

度による、外

国人介護実習

１人 

・実習生へ

・実習施設

・日本文化

兵庫県社会

整専門員の設

１人 

ミャンマー

習生と入国

兵庫県社会

361 

デスク事業の

雇用に対す

よう支援

ートデスクの

話等による

外国人雇用制

員２人、専

月、火、木

開催 

用企業、外

用制度、雇

者協会に委

育の推進(参

支援センタ

外国人介護人

習センター

への相談対

設の巡回指

化講習会・

会福祉協議

設置(3,445

ー、中国、

国までの調

会福祉協議

の実施

＜

する理解を深

の設置 

る相談 

制度、業務内容

専門アドバイ

木、金）、各

外国人雇用に

雇用先進事例

委託 

参照 P337)

ターの運営

＜一部

人材確保体制整

ー相談員の設

対応 

指導等 

情報交換会

議会へ委託

5千円) 

インド等の

調整 

議会へ補助

Ⅳ

＜リーディ

（一部法

深め、外国

容・労務管理上

イザー（予

各日10:00～

に関心のあ

例の紹介 

部リーディ

（

整備のため、

設置(4,756

会の開催 

の送出機関

Ⅳ 全員活躍

15,7

ングプロジ

法人県民税超

国人労働者が

上の留意点等 

予約制） 

～18:30 

ある企業 

100,2

8,2

ングプロジ

医療介護推

専門相談員

6千円) 

関等の調査

躍社会の構築

770 千円 

ジェクト＞

超過課税）

が在留資格

等

293 千円 

201 千円 

ジェクト＞

推進基金）

員等を配置 

・契約、実

築 

 

 

格

 

 

実    



 

 ④

 ⑤

 

 

外国人介護

即戦力

入を支援

○ 外国

 対

 補

 補

 対

 対

○ 日本

 回

 

(拡)外国人

外国人

技能実習

○ 技能

○ (新

 相

 外

 多

護人材の確

力である外

援 

国人介護人

対象経費 

補 助 率 

補 助 額 

対象人数 

対象期間 

本人学校の

回  数 

人介護人材

人技能実習

習や学習で

能実習生向

新)留学生の

相談員によ

・電話・来

外国人留学

・回  数

・対 象 者

多言語翻訳

・補助対象

・補 助 率

・補助基準

確保支援

外国人介護人

人材に対する

新たに外国

等の費用

1/2 

上限14千円

45人 

新規採用か

の外国人留学

39回 

材の受入環境

習生等の外国

できる環境づ

向け介護技術

の定着支援

よる支援 

来校での相談

学生向けスキ

数 ２回 

者 介護福祉

訳機の導入支

象 介護福祉

率 1/2 

準 上限75千
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人材の活用

る住宅確保

国人介護人

円/月 

から１年間

学生向けの

境の強化

国人介護人

づくりを支

術研修（５

(5,212千円

談、情報提

キルアップ

祉士養成校

支援  

祉士養成施

千円/施設

用を促進す

保促進  

人材を採用

間 

の説明会実施

＜一部

人材を確保す

支援 

５箇所）(2,

円) 

提供、養成校

プ研修会の実

校の教員等

施設（11施設

Ⅳ

（

るため、外

した法人が

施経費への

部リーディ

（

するため、

,825千円) 

校の巡回指

実施（２回

設） 

Ⅳ 全員活躍

4,3

医療介護推

外国人介護人

が負担する住

の支援 

8,0

ングプロジ

医療介護推

実習生等が

指導等 

回） 

躍社会の構築

326 千円 

推進基金）

人材等の受

住宅確保

037 千円 

ジェクト＞

推進基金）

が安心して

築 

 

受

  

 

 

て



 

 ⑥

     

     

 

 ⑦

 ⑧

(新)外国人

外国人

 ○ 補

○ 補

 ○ 件 

(新)外国人

近年急

ケーシ

○ 実施

 地

 双

 導

○ 実施

○ 補 

 

(新)ひょう

ひょ

多文化共

○ 検討

 ひ

 多

人介護職員

人材を受け入

助 率 1/

助 額 上

 数 70

人生活支援

急増してい

ョンの改善

施内容  

地域モデル

・実施メニ

・新たな地

双方向コミ

・簡易翻訳

・地域イベ

導入効果検

施手法 加

助 率 1/

うご多文化

うご多文化

共生施策を

討内容 

ひょうごの

多文化共生

員コミュニケ

入れた福祉施

/2 

上限75千円

0施設 

援モデル事業

いる英語以外

善に向けた取

ル事業推進会

ニューを選定

地域課題の共

ミュニケーシ

訳機導入 

ベント通訳ボ

検証 

加東市への補

/2 

化共生社会の

化共生社会推

を検討 

の多文化共生

生社会を実現
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ケーション

施設に対して

業の実施

外を母国語

取組をモデ

会議の開催

定、効果検

共有と解決

ション支援

ボランティ

補助 

の推進

推進指針を

生社会の推

現するため

ン支援事業の

＜

て、多言語翻

＜

語とする在住

デル的に支援

催 

検証と改善検

決方法の検討

援事業 

ィアの設置

を改定するた

推進に向けた

めの方策

Ⅳ

の実施

＜リーディ

（一部

翻訳機の導入

＜リーディ

住外国人と

援し、県内

検討 

討 

等 

ため、懇話

た基本的な

Ⅳ 全員活躍

5,2

ングプロジ

部医療介護推

入費用の一部

1,0

ングプロジ

との双方向

内市町への波

2,0

話会を設置し

な方向性 

躍社会の構築

250 千円 

ジェクト＞

推進基金）

部を支援 

000 千円 

ジェクト＞

コミュニ

波及を促進

000 千円 

し、今後の

 

築 

 

 

 

進 



 

 (4)

 ①

 

 ②

多様な働

(新)ダイバ

女性、

産性の向

○事業

○対 象

○開 催

○定 

(新)多様な

兵庫県

様な働き

○多様

○多様

 先

 ポ

○多様

 取

 回

働き方の推

バーシティ

、シニア、

向上や市場

業内容 専門

象 者 県内

催 地 ３か

 員 神戸

な働き方推

県内の中堅

き方の浸透

様な働き方に

様な働き方に

先進的な取

ポータルサ

様な働き方推

取組内容 

     

回  数 

推進 

ィ推進支援事

障害者、外

場ニーズへの

門家による

内中小企業

か所（神戸

戸 100人、

推進事業の実

堅・中小企業

透・定着を推

に関するセ

に関する情

取組を紹介す

サイトの開設

推進協議会

多様な働き

新たな働き

全体会２回
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事業の実施

外国人など

の対応につ

る講演  

業の経営者や

戸、阪神、姫

阪神・姫路

実施

業や子育て

推進 

セミナーの開

情報の発信

する動画の

設・運営

会の運営 

き方の導入

き方の普及

回、検討部

施

どの多様性を

ついて、県内

や人事労務

姫路） 

路 各50人

＜

世代を中心

開催 

の作成 

入促進 

及に関する方

部会３回 

Ⅳ

（法

を受け入れ

内企業に啓

務担当者 

（予定） 

＜リーディ

（法

心とした就

方策の検討

Ⅳ 全員活躍

1,0

法人県民税超

れ、人材を活

啓発 

4,6

ングプロジ

法人県民税超

就労希望者に

討 

躍社会の構築

000 千円 

超過課税）

活用して生

668 千円 

ジェクト＞

超過課税）

における多

築 

 

生

 

 

多



 

 (5)

 ＜女

 ①

女性・高

女性活躍の推

女性の活躍

様々な

気運醸成

ア ひょ

○ ひ

 関

 ひ

 情

○ 女性

 配

 配

○ 企業

○ 育休

 開

 研

○ 女性

女

 対

 支

イ 構成団

○ 中小

 女

 事

○ 女子

 キ

高齢者の活

推進＞ 

躍推進 

な分野で活

成を図ると

うご女性の

ょうご女性

関係企業に

ひょうご女

情報発信ポ

性活躍推進

配置場所 

配置人数 

業への出前

休復帰応援

開催回数 

研修内容 

性の活躍企

女性活躍に意

対象企業 

支援内容 

団体との連

小企業経営

女性活躍地

・内  容

事業主行動

・内  容

子大学生・

キャリアデ

・内  容

活躍促進 

活躍する女性

とともに、職

の活躍推進事

性の活躍推進

による事例報

女性の活躍企

ポータルサイ

進専門員の配

女性活躍推

２人 

前相談及び専

援セミナーの

４回 

タイムマネ

企業育成プロ

意欲のある企業

中小企業2

コンサルテ

連携による女

営者、人事担

地域セミナー

容 女性活躍

動計画策定の

容 計画策定

社員対象

デザインセ

容 就職後の
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性や経済・

職場の意識

事業の推進

進会議の運

報告、連絡

企業表彰の

イトでの先

配置 

推進センタ

専門講師派

の開催 

ネジメント

ロジェクト

業を、女性活

20社程度

ティング支

女性活躍の

担当者等対

ーの開催

躍の意義・

の支援（兵

定の意義、

ミナーの開

のキャリア

労働団体等

改革や女性

進（12,976千

運営 

絡会議の開催

の実施（５社

先進事例等の

ター（県立男

派遣の実施

ト、コミュニ

トの実施 

活躍推進ﾓﾃﾞﾙ企

（女性活躍

支援、専門講

の推進（1,0

対象 

（県商工会議

効果、先進

兵庫労働局

策定演習等

開催（VAL21

アデザイン

Ⅳ

（一部法

等と連携・

性登用につ

千円） 

催 等 

社程度） 

の情報発信

男女共同参

ニケーショ

企業として育

の進んでい

講師派遣等

000千円） 

議所等との

進事例の紹

との連携）

等 

1との連携）

・育児との

Ⅳ 全員活躍

41,5

法人県民税超

協働し、社

ながる研修

信 

参画センタ

ョン能力の

育成するため、

いない業種

等 

の連携） 

紹介等 

 

） 

の両立等 

躍社会の構築

513 千円 

超過課税）

社会全体の

修等を実施

ー内） 

向上 等 

、個別に支援

種から選定）

築 

 

施 

援 

 



Ⅳ 全員活躍社会の構築 
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 女子大学生と社会人の交流会の開催（VAL21との連携） 

・内  容 女性活躍の先進企業の職場見学等 

ウ 女性活躍推進のためのﾈｯﾄﾜｰｸづくりの推進（7,537千円）(一部法人県民税超過課税) 

○ 女性活躍調整会議の開催 

女性活躍推進センターと仕事と生活センターが連携して女性活躍とワ

ーク・ライフ・バランスに関する支援を行うため、企業の個別ニーズ等の

データや相互のセンターの活動方針等を共有 

○ 異業種女性交流会の開催 

 対  象 企業の女性社員等 

 内  容 ワークショップ、ロールモデル座談会等 

○ 中堅女性社員リーダー研修の開催 

 対  象 中小企業の中堅女性社員等 

 内  容 講義、ディスカッション、企業訪問等 

○ 女性活躍推進フォーラムの開催 

農林漁業を含む自営業や子育て・環境活動等の地域活動の分野で活躍す

る女性達によるパネルディスカッションを実施 

 対  象 同様の活動に従事する女性や団体等の関係者、専業主婦等 

○ 企業における女性活躍推進グループ活動への支援 

企業における女性活躍に向けた気運醸成、取組を促進するため、女性社

員を中心とした自主的な活動を行うグループの活動を支援 

 補助対象者 県内に事業所を有する企業の社員で構成する、女性活躍の推

進を目的に設置したグループ 

 補助要件 以下の基準を満たすグループ 

・企業における女性活躍の推進を目的として設置したものであること 

・構成員が５人以上であること 

・リーダーが女性であること 

・構成員の半数以上が女性であること 

・複数企業の社員により構成されること 

 補助対象事業 ・女性活躍の現状・課題分析(データ分析、社員意識調査等) 

・必要な取組の検討(勉強会の開催等) 

・先進事例の調査・研究(先進企業の視察、外部研修への参加等) 



 

 ②

 

 ③

 補

 補

 補

エ 市町支

○ 女性

 実

 補

 

(拡)女子学

女子学

ングに取

○ (拡

 (

 

 グ

 実

○ フォ

 実

○ (新

 対

 内

女性の就業

再就業

た職業紹

○ 女性

○ 多様

補助対象経費 

補助金額 

補助件数 

支援（20,0

性の活躍促

実施市町数 

補助単価 

学生と企業

学生に対し

取り組むこ

拡)企業研究

拡)対象者 

     

グループ数 

実施回数 

ォーラムの

実行委員会

新)キャリア

対 象 者 

内  容 

業サポート

業等を希望

紹介等を県

性就業支援

様な働き方

・社員の意

・活動の成

謝金、旅費

１グループ

50件 

000千円）

促進のための

政令市１市

政令市5,0

業のプレマッ

し、就職活動

ことを支援

究実行委員会

就職活動を

※ 対象大

20グループ

30回程度

の開催 

会の成果発表

ア相談の開催

企業研究に

個別のキャ

ト事業の実施

望する女性を

県立男女共同

援員（２人）

方応援シンポ
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意識改革(研

成果発表会

費、事務費

プにつき上

の市町支援

市、その他

000千円、そ

ッチング支

動前からラ

し、女性の

会の開催

を前にした

大学を県内大

プ程度 

表や企業の

催 

に参加する

ャリアプラ

施

を支援する

同参画セン

）・保育支

ポジウムの

研修会の開催

等 

費等 

上限100千円

援 

他６市 

その他市町

支援事業の実

イフプラン

の就業を推進

た女子学生

大学から近

の事例紹介等

る女子学生

ランニングの

るため、個別

ンター女性就

支援員（２人

の開催（１回

Ⅳ

催、広報誌

円 

町2,500千円

実施

ンを考慮し

進 

近隣府県大学

等 

のための相

（法

別相談やハ

就業相談室

人）の配置

回） 

Ⅳ 全員活躍

誌の作成等)

円 

6,3

たキャリア

学まで拡大

相談・指導 

18,7

法人県民税超

ハローワーク

室で実施 

置 

躍社会の構築

) 

369 千円 

アプランニ

大 

759 千円 

超過課税）

クと連携し

築 

ニ

 

し



 

 

 ④

 

 ⑤

○ チャ

○ 女性

 女

 女

女性起業家

地域経

二創業を

○ 対象

 起

 空

○ 補助

 起

 空

○ 補 

○ 件 

ものづく

もの

の強化

進 

ャレンジ相

区  分 

実施場所 

実施回数 

相 談 員 

相談内容 

性リーダー

女性のため

女性リーダ

家への支援

経済の活性

を含む）を

象経費 

起業経費 

き家改修経費 

助上限額 1,

起業経費 

き家改修経費 

助 率 1/

 数 60

り分野にお

のづくり分野

化を図るため

相談、出前チ

チ

県立男女共

96回(毎月第

社会保険労

再就職、起

ー登用促進事

めのステップ

ダー登用促進

援 

性化を図るた

を目指す女性

事務所開設

水回り等改

000千円

1,000千円

1,000千円

/2 

0件（うち空

おける女性就

野における

め、最大の
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チャレンジ

チャレンジ

共同参画セン

第１～４火

労務士、キャ

起業、在宅ワ

事業の実施

プ・アップ

進研修会の

ため、有望

性起業家を

設費、初度

改修費 

（空き家を活

円 

円 

空き家枠６

就業の促進

る人手不足解

の潜在力であ

ジ相談の実施

相談 

ンター 

・木) 

リアコンサル

ワーク等に関

施 

プセミナーの

の実施（３回

なビジネス

を支援 

度備品費、広

活用する場

６件） 

進

解消、ダイ

ある女性の

Ⅳ

施 

出

県内各

100回

ルタント等の

関すること 

の開催（３

回） 

＜地方創

（法

スプランを有

広告宣伝費

場合、別途1

＜地方創

イバーシテ

のものづく

Ⅳ 全員活躍

出前チャレン

各市町 

回 

の資格を持つ

３回） 

66,0

創生推進交付

法人県民税超

有し、県内

費 等 

1,000千円）

3,0

創生推進交付

ィ経営によ

り分野への

躍社会の構築

ンジ相談 

女性相談員

000 千円 

付金事業＞

超過課税）

で起業（第

） 

000 千円 

付金事業＞

よる競争力

の就業を促

築 

 

 

第

 



 

 

 ＜シ

 ①

 

 ②

○ 事業

 女

 業

シニアの活躍

シニア起業

地域経

二創業を

○ 補助

○ 対象

 起

 空

○ 補助

 起

 空

○ 補 

○ 件 

生きがいし

地域社

業・就業

○ 生き

 設

○ 事業

 基

業内容 

女性学生向

・ｲﾝｽﾗｸﾞ

・メディア

業務仕分け

・業務仕

・女性・

躍促進＞ 

業家への支

経済の活性

を含む）を

助対象 県

象経費 

起業経費 

き家改修経費 

助上限額 1,

起業経費 

き家改修経費 

助 率 1/

 数 40

しごとサポー

社会貢献と

業を総合的

きがいしご

設置場所 

業内容 

基本的事業

向け“ものづ

ﾗﾑや学生向

ア関係者・高

けによる文系

仕分けのため

文系向けも

支援 

性化を図るた

を目指すシニ

県内で起業

事務所開設

水回り等改

000千円

1,000千円

1,000千円

/2 

0件（うち空

ートセンター

と生きがいあ

的に支援 

ごとサポー

６か所(神

業（起業・就

369 

づくり”イ

向け雑誌によ

高校の進路指

系・女性人

めのコンサ

ものづくり

ため、有望

ニア起業家

（第二創業

設費、初度

改修費 

（空き家を活

円 

円 

空き家枠４

ーによる起業

ある働き方

トセンター

神戸東、神戸

就業支援）

イメージア

よるものづ

指導担当等に

人材の活躍推

サルティン

り入門講座の

なビジネス

家を支援 

業を含む）

度備品費、広

活用する場

４件） 

業・就業支援

方を目指す

ーの設置 

戸西、阪神南

 

Ⅳ

ップ 

づくり女子、

に対するファ

推進 

グの実施 

の開催 

＜地方創

（法

スプランを有

を目指す55

広告宣伝費

場合、別途1

援

コミュニテ

南、阪神北、

Ⅳ 全員活躍

製品・ｻｰﾋ

ァムトリップ

44,0

創生推進交付

法人県民税超

有し、県内

5歳以上の者

費 等 

1,000千円）

45,0

ティ・ビジネ

、播磨東、播

躍社会の構築

ﾋﾞｽの紹介

プの実施 

000 千円 

付金事業＞

超過課税）

で起業（第

者 

） 

034 千円 

ネスでの起

播磨西) 

築 

 

 

第

起



Ⅳ 全員活躍社会の構築 

 

370 

・情報提供、相談業務、無料職業紹介 等 

 定着・循環事業 

・専門家派遣、起業体験者セミナー 等 

 高齢者対象の強化事業 

・高齢者向けＣＢのセミナー、講習会 等 

 多様な主体によるコミュニティ・ビジネス・インターンシップ事業 

・女性向け起業セミナー、フォーラム 等 

  



 

 (6)

 ①

 

 ②

リカレン

老人クラブ

高齢者

の見守

ア 子育て

○ 対象

○ 補助

○ 補助

○ 負担

イ 健康づ

○ 対象

○ 補助

  

○ 補助

○ 負担

高齢者への

高齢者

体系的な

○ いな

 

 大

 

 

ント教育の

ブ活動の強

者の社会参

り等の諸活

て支援・地

象活動 子

ら

助対象 市

助単価 3,

担割合 県

づくり（健

象活動 健

助対象 県

   員

助単価 50

担割合 県

の学習機会

者の生きが

な学習機会

なみ野学園

４年制大学

学  科 

学年定員 

・受 講 料

大学院講座

・学年定員

・受 講 料

しごと活躍

の推進 

強化・推進

参加を促進す

活動に対し助

地域の見守

子どもとの体

らし高齢者等

市町老人クラ

500円/月

県1/2、市町

健康体操等）

健康づくり

県老人クラブ

員数30人以上

00円/月 

県1/2、市町

会の提供

がいづくりや

会を提供 

園（加古川市

学講座 

園芸学科

100人

料 50,000円

座（２年制）

員 50人 

料 50,000円

躍講座 

371 

するため、

助成 

り活動（80

体験交流活

等への友愛

ラブ連合会

町1/2（政令

）の実施・

・介護予防

ブ連合会ま

上の老人ク

町1/2（政令

や地域づく

市）(26,45

科 文化学

100人

円 

） 

円 

単位老人ク

0,332千円）

活動等によ

愛訪問等の地

に加盟する

令市・中核市

普及促進活

防のための体

または神戸市

クラブ 

令市・中核市

くり活動の人

53千円）

学科 健康づ

人 10

Ⅳ

クラブが行

） 

る子育て支

地域におけ

る会員数30人

市 県1/3、

活動（10,4

体操等の実施

市老人クラ

市 県1/3、

人材養成を

くり学科 陶

00人 

Ⅳ 全員活躍

90,7

行う子育て支

支援活動、

ける見守り活

人以上の老

、市2/3） 

460千円） 

施・普及促

ラブ連合会傘

、市2/3） 

73,6

を図るため

陶芸学科 

40人 

躍社会の構築

792 千円 

支援や地域

ひとり暮

活動 

老人クラブ

促進活動 

傘下の会

650 千円 

、総合的・

合  計

340人 

築 

域



 

 ③

 

 

コ

づ

 高

○ 阪神

統

 

 阪

ふるさとひ

地域づ

を学ぶ講

○ 定 

○ 受 

○ 講座

○ 実施

いなみ野

コミュニテ

づくり」と

・実施回数

・受 講 料

・定  員

高齢者放送

ラジオ放

・ラジオ関

・受 講 料

神シニアカ

統合整備し

４年制大学

学 科 

学年定員 

・受 講 料

阪神ひと・

・学年定員

・受 講 料

 

ひょうご創

づくり活動

講座を開催

 員 １

講 料 30

座内容 １

２

施場所：神

 

野学園におい

ティビジネス

となる講座を

数 ４回（

料 ４千円／

員 25人／回

送大学 

放送を通じて

関西 毎週土

料 6,000円

カレッジ（宝

した新学舎

学講座 

園芸学

50人

料 50,000円

まち創造講

員 30人 

料 25,000円

創生塾の実施

動のリーダー

催 

学年30人

0,000円 

年目：基礎

２年目：実践

神戸クリスタ

372 

いて、生活

スを展開し

を実施 

５日連続講

／回 

回 

て学習機会

土曜日 午

円（本科生）

宝塚市）

（令和元年

学科 

人 

円 

講座（２年

円 

施

ーを養成す

礎講座、演

践活動 

タルタワー

支援サービ

しながら地域

講座） 

会を提供 

午前7:00～7

） 

（47,197千

年度～）で、

健康学科

50人 

年制） 

するため、活

演習・実習

ー内 

Ⅳ

ビスに関す

域づくり活

7:30 

円） 

都市型高

国際

活動実践に

Ⅳ 全員活躍

する有償ボラ

活動を行う

高齢者大学講

際理解学科 

50人 

7,1

に不可欠な知

躍社会の構築

ランティア

「きっかけ

講座を実施

合計 

150人 

20 千円 

知識・技能

築 

、

け

施 

能



 

 ④

 ⑤

     

 

 

(新)リカ

大学を

や企業、

○ 県内

 事

 回

 参

○ 企業

 

 参

○ 実施

  大

(新)専門学

 専門学

対する情

○ リカ

 実

 開

 参

○ 県内

 開

 参

○ 専門

○ 実施

レント教育

をはじめと

、受講希望

内大学のリ

事業内容 

・リカレン

・リカレン

回  数 

参 加 者 

業、受講希

リカレント

参 加 者 

施方法 

大学コンソー

学校リカレ

学校での社会

情報発信を実

カレント先

実施時期 

開催場所 

参 加 者 

内専門学校

開催場所 

参 加 者 

門学校リカ

施手法 (公

育推進プロジ

とする教育機

望者に対す

カレント教

 

ント先進大学

ント教育に関

各１回 

県内大学3

希望者に対す

トフェアの実

県内大学2

ーシアムひ

 

レント教育推

会人の学び

実施 

先進専門学校

令和２年

神戸市内

教職員66校

校と企業との

神戸市内

教職員66校

カレント教育

公社)兵庫県

373 

ジェクト

機関での社

る情報発信

教育に対す

学等による

関する県内

30校、県内

する情報発

実施 

20校、県内

ひょうご神戸

推進プロジ

び直しを促進

校等による

５月 

校、県内企

の意見交換

校、県内企

育のPR 

県専修学校

＜

社会人の再教

信を実施 

する気運醸成

る講演 

内大学、企業

内企業20社

発信 

内企業50社

戸へ委託

ジェクト

＜

進するため

る講演 

企業20社 

換会の開催

企業20社 

校各種学校連

Ⅳ

＜リーディ

教育を促進

成 

業との意見

＜リーディ

め、気運醸成

連合会へ補

Ⅳ 全員活躍

1,0

ングプロジ

進するため

見交換会 

5

ングプロジ

成や企業、

補助 

躍社会の構築

000 千円 

ジェクト＞

、気運醸成

500 千円 

ジェクト＞

社会人に

築 

 

成

 



 

 ⑥

 

 ⑦

(新)但馬文

但馬文

設運営へ

○ 開催

○ 内 

 開

 オ

○ 参 

(新)全員活躍

人生1

び「学び

施 

○ 生活

 回

○ 人生

 新

 新

 情

文教府「ふ

文教府「ふ

への参画等

催時期 令

 容 

開館記念式

オープニン

・生活創造

・改修後の

加 者 約

躍社会の実現に向

100年時代を

び」や「地

活創造セン

回  数 

生100年時代

新しい生活

・相談員の

新しい生活

・県、市、

情報発信の

・共同研究

 

ふるさと交流

ふるさと交流

等の促進を

令和２年７月

式典・記念講

ングイベン

造グループ等

の調理室及び

約1,000人

向けた生活創造セ

を踏まえ、

地域づくり活

ンター・文化

全体会１回

代の新たな

活 活動応援

の配置（２人

活 活動応援

関係機関連

の強化検討

究会の開催

374 

流館」開館

流館」の開

図るため、

月（予定）

講演 

ト 

等によるス

び体育室を

センター等の新展

生活創造セ

活動」によ

化会館の機

回、専門委

なライフスタ

援コーナー

人） 

援ネットワー

連絡会の開

（５回）

館記念式典の

開館に合わせ

記念式典及

 

ステージ発表

を活用した講

展開

＜

センター・

る新たなラ

機能強化の検

委３回 

タイル応援

（仮称）の

ーク（仮称

開催（３回）

Ⅳ

の開催

せ、地域団

及びオープニ

表 

講座等の実

＜リーディ

文化会館の

ライフスタ

検討（500千

援事業（1,0

の開設 

称）の設置 

） 

Ⅳ 全員活躍

5

団体等による

ニングイベン

実施 

1,5

ングプロジ

の機能強化

イルづくり

千円） 

000千円） 

躍社会の構築

500 千円 

る活用、施

ントを実施

500 千円 

ジェクト＞

化の検討及

り支援を実

築 

施

施 

 

実



 

 (7)

 ①

 

 ②

 

 ③

保護観察

刑務所出所

刑務所

者（協力

○補助

○対象

○補助上

○予定

区

助 成

対象

保護観察対

保護観

○支援

○対 象

○研修

○研修

 

 

 最

(新)保護観

保護観

○協力

○更生

察対象者等

所者等の雇

所出所者等

力雇用主）

助対象 刑務

コ

出所

象経費 雇用

上限額 80千

定件数 20件

区分 

成 額 

○人

・

・

  

象期間 

対象者等就

観察対象者

援対象 就労

保護

象 者 10人

修期間 最大

修内容  

１週間  

２週目～１

最大４ヵ月

観察対象者

観察対象者

力雇用主に対

生保護就労支

等の雇用・就

雇用導入促進

等の就労を促

を支援 

務所出所者

レワーク

所者を雇い

用開始後最

千円/月（

件 

就労奨励

人件費 

１～６か月

７か月目以

９か月、12

各120千円

１

就労支援プロ

者等に対する

労を希望す

護観察期間

人 

大４ヵ月

   ビジ

ヵ月 職場

月   就職

者等の雇用拡

者等の就労機

対するセミ

支援シンポ

375 

就業促進

進

促進するた

者等就労奨励

（受刑者等

い入れた雇

最大４か月分

うち70千円

励金(国) 

月 80千円/

以降 

2か月目に

年 

ログラム事

る就労支援

する保護観察

間中に支援

（雇用は１

ジネス基礎

場体験 

職支援 

拡大促進

機会を確保

ミナーや矯正

ポジウムの実

ため、刑務所

励金の支給

の就労支援

用主（県制

分の給与、

円：給与、1

/月 

○人件

○研修

  

事業の推進

援を行うた

察対象者

を受けた保

ヵ月） 

礎研修 

保するため、

正施設見学

実施

Ⅳ

所出所者等

給対象となっ

援機関）を

制度のみ対

研修費 

10千円：研

雇用導入

件費  70

(想定賃金

修費  10

計  80

め、研修や

保護観察期間

、雇用基盤

学会の実施 

Ⅳ 全員活躍

6,4

等を雇用する

った協力雇

通じて矯正

対象） 

研修費） 

入促進事業(

千円/月 

金 150－国奨

千円/月 

千円/月 

４か月 

6,4

や職場体験

間終了者 

6,7

盤を整備 

躍社会の構築

400 千円 

る民間事業

雇用主 

正施設 

(県) 

奨励金80）

427 千円 

を実施 

707 千円 

築 

業



 

 (8)

 ＜職

 ①

働き方に

職場環境の整

(拡)ひょう

ワーク

事と生活

において

ア (拡)普

○ WLB

・開

・想

○ (新

○ ホー

イ (拡)相

○ ワン

○ 研修

○ (新

○ 経営

ウ 仕事

WLB

一部を

○ 対象

○ 対象

・女

（

・多

（

○ 補 

○ 予定

エ 中小企

育児

職者を

に応じた環

整備＞ 

うご仕事と

ク・ライフ

活センター

て、各種事

普及啓発・

Bフェスタ

開催場所 神

想定テーマ 多

新)県内企業

ームページ

相談・研修

ンストップ

修企画・実

新)働き方改

営者協会や商

と生活の調

B推進のため

を助成 

象企業 従

象経費  

女性等様々な

（専用の更衣

多様な働き方

（事業所内託

助 率 1/

定件数 50

企業育児･介

児・介護等

を雇用した

環境整備 

と生活センタ

フ・バランス

ー（神戸市

事業を実施

情報発信事

・シンポジ

神戸、阪神

多様な働き

業の取組事例

ジの運営、情

修事業（92,

プ相談、相談

実施 

改革をテーマ

商工会議所

調和推進環境

めの職場環

従業員300人

な人材の職

衣室、女性

方を導入す

託児スペー

/2（上限2,

0件 

介護等離職

等の理由によ

た事業主に助

376 

ター事業の

ス（WLB）の

中央区）及

事業（58,8

ジウムの開催

神、姫路 

き方の導入、

例集の作成

情報誌の発

,193千円）

談員等派遣

マとした研

所・商工会等

境整備支援

環境整備（ハ

人以下の企業

職域拡大のた

性・高齢者等

するための環

ース、在宅勤

,000千円）

職者の再就職

より離職し

助成 

の推進

のさらなる

及び地域拠

834千円）

催 

、働き方改

成 

発行、先進企

 

遣 

研修会の開催

等と連携した

援事業（58,

ハード整備

業 等 

ための環境

等の負担軽

環境整備

勤務システ

 

職支援(46,

した者の再就

Ⅳ

（法

る普及を図

点（阪神事

改革への取組

企業表彰 

催（３回）

たｾﾐﾅｰ、ｷｰﾊ

,000千円）

備）を支援す

境整備 

軽減補助機器

テム構築 等

,500千円) 

就職を促進

Ⅳ 全員活躍

455,5

法人県民税超

るため、ひ

事務所、姫

組など 

 

ﾊﾟｰｿﾝ養成講

 

するため、

器 等） 

等） 

進するため

躍社会の構築

527 千円 

超過課税）

ひょうご仕

姫路事務所）

講座の実施

整備費の

、当該離

築 

 



Ⅳ 全員活躍社会の構築 
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○ 対  象  

 企 業 全 体 300人以下 

 事業所規模 株式会社等 100人以下の事業所 

      上 記 以 外 20人以下の事業所 

○ 支給要件  

下記に該当する対象労働者を雇用 

 過去に企業等を育児・介護等により離職した者 

 離職期間が６年未満である者、または離職理由が妊娠・出産・育児の 

場合、末子を産んでから２年未満である者 

○ 支 給 額 

 正社員 500千円/人 

 短時間勤務正社員 400千円/人 

 非正社員（フルタイム） 200千円/人 

 非正社員（ﾌﾙﾀｲﾑ以外(社会保険被保険者に限る)） 100千円/人 

※国の両立支援等助成金（再雇用者評価処遇コース）を受給した場合は 

差額を支給 

○ 予定件数 120件 

オ 中小企業育児・介護代替要員の確保支援（200,000千円） 

中小企業の育児・介護休業の取得及び育児・介護による短時間勤務制度利

用の促進のため、代替要員の雇用に要する賃金の一部を助成 

○ 対  象  

 企 業 全 体 300人以下 

 事業所規模 株式会社等 100人以下の事業所 

      上 記 以 外 20人以下の事業所 

○ 対象労働者 同一企業等に引き続き１年以上勤務していた者 等 

○ 支 給 額 代替要員の賃金の1/2 

  休業コース 月額上限100千円、総額1,000千円 

  短時間勤務コース（育児）月額上限25千円、小学３年生まで 

  短時間勤務コース（介護）月額上限100千円、総額1,000千円 

○ 予定件数 200件 
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離職者等再

離職者

に委託

○ 対 

○ コ 

○ 計画
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○ 国制

雇用保険

加入者 
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※  本人収

※2 ハロー

再就職訓練

者の早期再

し、実施 

象 者 ハ

ー ス 17

画定員 3,

練期間 ２

者再就職準

後20年以内

施する教育

制度との比

険 対 象

妊娠・出産

疾病・負

理由で離

その他

(介護・結

で離職

者 
収入要件

収入要件

収入月８万円

ーワークが職

 

練の実施

再就職を支援

ハローワーク

76コース

320人 

２か月～２年

準備支援事業

内に教育訓練

育訓練給付金

比較 

象 者 

産・育児・

負傷等の 

離職した者

4

他の理由 

結婚等）

職した者 

1

件※等該当
ﾊ

ﾊ

件等非該当

円以下、世

職業訓練等
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援するため

クに求職申

年間 

業の実施

練を受けた

金等の支給

訓練開始時

離職後等要

４年以内

4年超～20年以

20年超

１年以内

1年超～20年以

20年超

ﾊﾛｰﾜｰｸ認定

ﾊﾛｰﾜｰｸ認定

― 

世帯収入月2

等の支援を行

め、多様な職

申込をしてい

た全ての受

給対象外とな

時期 

要件 

国

～H29.

内 ○

年以内 ×

×

内 ○

年以内 ×

×

定※2 ○

定外 ×

×

25万円以下

行う必要が

Ⅳ

職業訓練を

いる離職者

（法

講者が助成

なる者に対

国 制 度 

12 H30.1～

○ 

○ 

× 

○ 

× 

× 

○ 

× 

× 

下、金融資産

があると認定

Ⅳ 全員活躍

1,317,9

民間教育訓

者 

5,1

法人県民税超

成を受けら

対して助成 

県 

～ R1 

× 

× 

○ 

× 

○ 

○ 

× 

× 

○ 

産300万円以

定した者 

躍社会の構築

906 千円 

訓練機関等

28 千円 

超過課税）

れるよう、

制 度 

R2 

× 

× 

× 

× 

○ 

× 

× 

○ 

○ 

以下等 

築 

等

 



 

 ④ 労働環境対

働き方

や職場定

○ 実施

○ 取組

 よ

 人

 職

 労

対策事業の

方改革等労

定着の促進

施手法 商

組事業 
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人材の確保
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労働環境の
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の実施 

労働環境の整
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商工会連合会

やすい労働条

・ライフ・バ

保・定着と能

成セミナー、

全・安心の確

全衛生講習会

の整備を推進

連合会：１人
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整備を推進

組を支援

会、商工会

条件の整備

ランスセミナ

能力向上

外国人活用に

確保向上

、従業員の健

進する専門

人、商工会

進するため、

会議所連合会

備 

ナー、メンタル

に係る人事管理

健康増進に資す

門員の設置

会議所連合会

Ⅳ

（法

、地域の中

会への補助

ルヘルス対策

理セミナー、

する経営者向

会：２人）

Ⅳ 全員活躍

75,0

法人県民税超

小企業の人

助 

策事業 

ビジネスマナ

向けセミナー 

躍社会の構築

000 千円 

超過課税）

人材の確保

ナー研修 

築 
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けた「ひょ
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グに基づく効

度調査の実施
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インターネ

満足度、再

観光塾」の開

団体の資質

と連携して実

観光関連事

観光の最新
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整備

ょうご観光本

観光振興の

サーの配置

験型コンテ

長の配置

と連携した

行会社等か

マネージメン

全体を一体

効果的な誘

施 

内に本県を訪

ネット及び

再来訪意向
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実施 

事業者、地

新動向や成功

＜

本部」の体
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テンツの創出

たコンテンツ
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ント／マーケテ

体的にマネジ

誘客促進(4,
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向、利用交通

新たな観光

地域のDMO等
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ツ開発 
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通手段 等
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名度の高い、
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日本遺産を活

グラムや日本

淡路も含めた
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インバウンド誘客

カ(日本旅行

への兵庫周

た外国人旅行

を特集した

ザーと連携

、同社WEBｻ

国、フラン

業者)と連携

ﾞｻｲﾄを活用

港 

令和３年２
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3,000千円）

ょうごゴー

イン情報誌

（9,568千
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や百度百科

ことで、訪
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ひょうごゴ

施 

観光促進

型クルーズ
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ールデンル
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発信 

ン 

等 
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々なテーマ

開発 

旅行を造成 

た旅行を造成

の実施 

の実施 

た口コミ情

ルメなど口

Ⅴ 交流・

用し、重点

からの誘客

ど県内広域周

象とした県

29,5

旅行エージ

置 

設定により

連

徳島県 
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 ｽｷｰ場立

神戸市、

徳島県、

報の発信
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点的に中国
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周遊のガイ

内観光ツ
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りブロガー

携先 

地市町等 
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等
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Ⅴ 交流・環流の促進 
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することにより、外国人観光客の県内への誘客と周遊を促進 

エ ３府県広域連携等による誘客促進（1,000千円） 

兵庫・京都・鳥取の３府県が連携し、山陰海岸ジオパークを中心とした広

域観光交流圏への誘客を促進 

○ 事業内容 海外旅行エージェント・メディア、ブロガー等の招聘 

○ 事業規模 6,000千円 

○ 負担割合 国1/2、地方1/2（３府県で均等負担） 

オ 関西連携海外観光プロモーションの実施（700千円） 

海外からの旅行者を本県に取り込むため、関西広域連合と連携して誘客促

進事業を実施 

○ 内  容 関西広域連合のトッププロモーションによる関西のＰＲ 

○ 実施場所 未定 

カ 関西府県連携教育旅行促進事業（1,000千円） 

大阪、京都、奈良、和歌山と連携し、教育旅行市場として有望な台湾・香

港等の教育関係者・旅行会社に対して、教育旅行先としての関西の魅力をＰ

Ｒするためのプロモーションを展開 

○ 内  容 教育旅行誘致セミナー・相談会 

キ せとうちDMOへの参画（16,650千円） 

瀬戸内地域の７県及び民間事業者により構成されるDMO(一社)せとうち観

光推進機構における広域連携の取組に参画することにより、本県への誘客を

促進 

○ 事業内容 

 独自インターネットメディア「瀬戸内Finder」による多言語情報発信 

 海外市場別プロモーションの実施や受入環境整備の促進 

 瀬戸内の魅力（クルーズ・食・サイクリング・アート等）に応じた商品

開発、販売促進に向けたプロモーションの実施 等 

○ 構 成 県 兵庫県､岡山県､広島県､山口県､徳島県､香川県､愛媛県 

ク 外国人ドライブ旅行の促進（500千円） 

山陰・瀬戸内・四国10県において、ドライブパス（高速道路の定額乗り放
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ともに、Ｐ
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設置し、外
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付金事業＞
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て兵庫の観

催期間中） 
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観



Ⅴ 交流・環流の促進 
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 実施内容 ブース出店、ステージイベント、特産品の販売 

○ 兵庫わくわく館と連携したPR 

魅力発信イベントの期間中に隣接の兵庫わくわく館において連動した

プロモーションを実施 

イ 「あいたい兵庫」プロモーション事業（40,000千円） 

「あいたい兵庫キャンペーン2020」により、兵庫県で楽しめるサイクリン

グなどのスポーツアクティビティやNHK大河ドラマ「麒麟がくる」の放映を

活かした県内のお城をテーマに展開 

○ 実施主体 兵庫県・(公社)ひょうご観光本部 

○ 重点期間 令和２年10～12月 

○ 実施内容 

 ガイドブック･ポスターやSNS等ネットツールを活用したプロモーション 

 旅行社と連携した旅行商品の造成 

 観光キャラバン隊の派遣 

 その他年間を通したプロモーション 

ウ (新)観光PR動画「わたし、ひょうごで旅します。」の制作（5,000千円） 

インバウンドをはじめ、県内外から観光誘客を促進するため、ひょうごの

魅力をPRする動画を作成し、YouTubeをはじめとしたSNSやHYOGO!ナビ等の

WEB媒体で発信 

○ 動画作成 

本県のおすすめ観光コンテンツを紹介する動画をテーマ毎に作成 

 想定テーマ ひょうご城巡り、五国ｻｲｸﾘﾝｸ゙ の旅、ひょうごのﾅｲﾄﾀｲﾑ 等 

 日本語のほか、英語、中国語版を作成しインバウンドにも対応 

○ 情報発信 

 HYOGO!ナビやYouTube、エクスペディア等WEB媒体で発信 

 兵庫わくわく館やINFORMATIONひょうご・関西等のデジタルサイネージで放映 

 東京オリ･パラ時期の首都圏等での観光PRイベント等での放映 等 

エ (再掲)(新)「兵庫・沖縄・栃木３県交流事業」における特産品ﾌｪｱの実施(2,000千円）(参照P124) 

オ ユニバーサルツーリズムの推進（1,475千円） 

高齢や障がい等の有無にかかわらず、誰もが安心して旅行を楽しむことが

できるユニバーサルツーリズムを推進 
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職者向け視察

ラムへの合

はじめとした

外国人材向

旅館組合・

1/2 

500千円 

受けた地域へ

ン以外のスキ

雪設備導入

文化関連合

県内外の学生

但馬、播磨地

※ スポーツ

令和２年４月

千円（１泊

団体あた

２連泊以上で

備導入への支

但馬・播磨地

降雪・造雪設

補助対象経費

スキー場あ

389 

育成に向け

察バスツア

合同参加 

た人材育成

向けマニュ

・観光協会

への誘客の

キー場活用

入への支援な

合宿等の誘致

生・社会人

地域のスキ

ツ・文化活

月～11月

泊・１人）

り300千円ま

で延べ20人

支援（100,

地域の民設

設備の導入

費の1/3以内

あたり50,0

 

けた取組の充

アー、イン

成の取組支援

アル作成、

会等 

の促進

用に向けたス

など年間を

致（10,000

人の団体 

キー場周辺宿

活動のために

（スキー場オ

 

まで 

人泊以上 

,000千円）

設スキー場運

入費用(附帯

内 

000千円 

充実 

ターンシッ

援 

職場環境

スポーツ･文

を通した誘客

0千円） 

宿泊施設の

に利用する

オープンま

 

運営者 

帯工事費を含

Ⅴ 交流・

ップ等の実施

境整備、セミ

110,0

文化関連の

客促進を支

の利用費用 

る場合に限

まで） 

含む) 

・環流の促進

施 

ミナー等 

000 千円 

の合宿等の

支援 

る 

進 



 

 (2)

 ①

 ②

 ③

 ④

国際交流

(新)第 10

国と協

○ 日中

 開

 参

○ 事業

 

(新)中国

海南省

の交流を

○ 訪問

 時

 内

○ 訪問

 時

 内

 

(新)ブラジ

パラナ

州の交流

○ 訪問

 時

 内

○ 訪問

 時

 内

 

(新)フラン

仏アヴ

様な分野

○ 訪問

 時

 内

流と経済連

回日中韓観

協働で日中

中韓観光大

開 催 地 

参 加 者 

業内容 歓

・海南省友

省政府との

を促進 

問団の派遣

時  期 

内  容 

問団の受入

時  期 

内  容 

ジル・パラナ

ナ州政府と

流を促進 

問団の派遣

時  期 

内  容 

問団の受入

時  期 

内  容 

ンスとの交

ヴェロン県

野における

問団の派遣

時  期 

内  容 

連携の深化

観光大臣会

中韓観光大臣

大臣会合の概

淡路夢舞台

日中韓観光

歓迎レセプシ

友好提携 30

の友好提携3

遣 

令和２年1

海南省政府

入 

令和２年夏

記念レセプ

ナ州友好提携

との友好提携

遣 

令和２年

記念式典へ

入 

令和２年1

歓迎レセプ

交流推進

県との友好交

る友好交流の

遣 

令和２年

記念事業へ

390 

会合の開催

臣会合を開

概要 

台（予定）

光関係者等

ション、エ

0 周年記念事

30周年を迎

11月頃 

府との交流

夏頃 

プションの

携 50 周年記

携50周年を

８月（予定

への参加、

11月頃 

プションの

交流20周年

の活発化を

９月下旬

への参加、

開催し、兵庫

 

等350人 

エクスカーシ

事業の実施

迎えるにあた

流協議、交流

の開催 

記念事業の実

を迎えるにあ

定） 

パラグアイ

の開催 

年を迎えるに

を促進 

（予定） 

地方政府と

庫の観光PR

ション 

施

たり、訪問

流状況等の

施

あたり、訪

イ兵庫県人

にあたり、

との交流協

Ⅴ 交流・

18,0

R等を実施 

3,1

問団を派遣し

の視察、セミ

8,0

訪問団を派遣

人会との交流

3,5

訪問団を派

協議、文化施

・環流の促進

000 千円 

00 千円 

し、両県省

ミナー開催

000 千円 

遣し、両県

流等 

500 千円 

派遣し、多

施設訪問等

進 

省

催 

県

多

等 



 

 ⑤

 

 ⑥

 ⑦

 ⑧

ハバロフス

令和元

を迎える

○ 訪問

 時

 内

ロシア・ハ

姉妹都

○ 事業

区分

時期

人数

内容

 

(新)日露交

令和

シアとの

○ 時 

○ 内 

○ 主 

 

 

ひょうご

在関西

○ 負担

○ 開催

○ 場 

○ テ 

スク地方・

元年度の本

ることで交

問団の受入

時  期 

内  容 

ハバロフス

市交流協定を

業内容 

分 

期 令和

数 16

容 

・ﾊﾊﾞﾛﾌ

・地元

交歓コンサ

２年の日露

の交流促進

 期 令

 容 コ

 催 (公

・神戸国際

西領事等が

担割合 県

催時期 令

 所 神

ー マ 兵

沿海地方友

本県訪問時に

交流を一層促

入 

令和２年春

県内ロシア

スクとの交流

を結ぶﾊﾊﾞﾛﾌｽｸ

少年少女

和２年８月

6人（生徒1

ｽｸの自然保護学

青少年との

サートの実施

露地域・姉妹

進を図るため

令和２年10月

コンサートの

公社)国際音

際サミットの

一堂に会し

県2/5、神戸

令和３年２月

神戸市内 

兵庫・神戸の

391 

友好訪問団

における歓

促進 

春頃 

ア関係団体等

流推進

ｸ地方の少年少

交流事業 

（７泊８日

2、引率４）

学習、生活文化

の交流 

施

妹都市交流

め、日露交

月頃 

の開催、慰

音楽交流協

の開催

し、兵庫・神

戸市2/5、神

月（予定）

の地域活性

団の受入

歓待への答礼

が一堂に会す

少女と交流を

） 

 

化体験 ・

（

・

流を記念して

交歓コンサー

慰問訪問、歓

協会 

神戸地域の

神戸商工会議

 

性化に向けた

礼として、

する歓迎レセ

深めるため国

青少年ス

令和２年

15人（生

スポーツを

バスケット

ロシア文化

て、クラシ

ートを県内

歓迎レセプ

の活性化に向

議所1/5 

た情報交換

Ⅴ 交流・

1,0

各地方の政

セプションを

2,7

国際交流事業を

スポーツ交流

８月（５泊

生徒12、引率

を通じた国際

ボール予定

化体験 

6,8

シック音楽と

内で開催 

プションの

7

向けて情報

換（想定） 

・環流の促進

000 千円 

政府訪問団

を開催 

734 千円 

を実施 

流事業 

６日） 

率３） 

際交流 

定） 

800 千円 

と通じたロ

開催 等

755 千円 

交換を実施

進 

団

施 



 

 (3)

 ＜ふ

 ①

 

 ②

地域資源

ふるさと兵庫

ひょうごは

兵庫県

庁発祥の

名 

整備

整備

総事

整備ｽｹ

令和２年

『ひょうご

兵庫の

化を図

○ 首都

東京

○ 「ひ

 開

 開

 事

源を活用し

庫の魅力発

はじまり館

県の成立や

の地に整備

 称 

場所 神

機能 

事業費 約

ｹｼﾞｭｰﾙ 令

令

令

実施内容 建

ご五国の地域創

の地域創生

りつつ兵庫

都圏でのプ

京兵庫県人

ひょうご五

開催場所 

開催時期 

事業内容 

した魅力づ

発信＞ 

館(仮称)の整

や五国の歴史

備 

ひょ

神戸市兵庫区

（初代県庁

・常設・企画

・映像シアタ

・研修室 

・体験スペー

約２５億円

令和元～２年

令和２～３年

令和４年：オ

建設工事、展示

創生』の展開

生に向け、訴

庫への移住

プロモーシ

人会、各種同

五国博覧会i

大阪市内の

２日間（令

・兵庫ゆか

・音楽、伝

・五つ星ひ

・地場産業

・移住相談

392 

くり 

整備促進

史・文化・

うごはじま

区 

庁館（仮称）

画展示室 

ター室 

ースなど 

年：設計 

年：建設・展

オープン 

示物制作、埋蔵

開

訴求対象別

・定住に直

ョン活動

同窓会等に

in大阪」の

のイベント

令和２年秋

かりの著名

伝統芸能な

ひょうご等

業、伝統工

談コーナー

産業を学び

まり館（仮称

に隣接して

展示物制作

蔵文化財調査

別や地域別の

直結する効果

（751千円）

における情報

の開催（19,

ト会場 

秋（予定））

名人による

などによるス

のグルメ、

工芸の体験

ーでの相談受

び、体感・

称） 

て整備） 

＜地方創

のＰＲによ

果的な広報

 

報提供等 

,259千円）

） 

トークセッ

ステージイ

県内大学や

受付 等 

Ⅴ 交流・

593,1

体験出来る

46,9

創生推進交付

より、他府県

報展開を実施

 

ッション 

イベント 

や企業のＰＲ

・環流の促進

00 千円 

る施設を県

954 千円 

付金事業＞

県との差別

施 

Ｒ  

進 

県

 

別



 

 

 ＜地

 ①

 

 ②

○ 地域

概

スチ

ょ

 構

○ マス

 マ

 首

 ラ

地域の個性

鳴門の渦潮

「鳴門

する学術

○ 学術

 単

 海

○ 普及

県民交流広

「参画

民交流広

○ 備品

 対

 補

 対

 助

 選

 助

域創生ユー

概ね35歳以

チーム」を

うごの魅力

構 成 員 

スメディア

マスメディ

首都圏等で

ラジオ局と

あふれるプ

潮世界遺産

門海峡の渦

術調査や普

術調査 

単体での価

海外類似資

及啓発等 

広場を活用

画と協働」

広場の拠点

品の更新等

対象団体 

補助対象 

対象経費 

助成回数 

選定方法 

助成額等 

ースチームに

以下の県・市

を結成し、Ｓ

力を発信 

45人で構成

アの活用によ

ィアのロケ

でのフリーペ

と連携した、

プロジェク

産登録に向け

渦潮」の世界

普及啓発活動

価値証明（国

資産との連携

用した地域力

による地域

点機能が今後

等助成（242

地域推進委

更新希望団

備品の修繕

健康増進、

１回（更新

書類審査

補助率10/

上限1,000

393 

による魅力

市町職員、

ＳＮＳ、ポ

成（県職員

よる広報展

・取材誘致

ペーパー・

、視聴者参

トの推進＞

けた取組の

界遺産登録

動等に要す

国内調査等

携（海外調

力の強化

域コミュニ

後とも発揮

2,000千円）

委員会（県

団体（242団

繕・更新等

ふるさと意

新時期を考

/10 

0千円 

力発信事業

県内大学生

ータルサイ

員７人、市職

展開（23,88

致 

ＷＥＢ広告

参加型イベ

＞ 

の推進

＜ふ

録に向け、世

する経費を負

等） 

調査） 

ティづくり

揮されるよ

） 

県民交流広場

団体/年）

等に要する経

意識の醸成等

考慮し、令和

（3,056千

生等で構成

イト等を通

職員１人、

88千円） 

告の活用 

ントでのプ

ふるさとひ

世界遺産登

負担 

（法

りの"呼び水

う備品の修

場実施団体

経費 

等、新たな取

和元～３年

Ⅴ 交流・

円） 

成する「地域

通じて若者目

大学生等3

プロモーシ

20,0

ひょうご寄附

登録推進協議

242,0

法人県民税超

水"として整

修繕・更新等

体） 

取組に必要な

年度で受付）

・環流の促進

域創生ユー

目線からひ

37人） 

ョン 等

000 千円 

附金事業＞

議会が実施

000 千円 

超過課税）

整備した県

等を支援

備品購入費

） 

進 

ー

ひ

 

施

 

県

費 



 

 ③

 

 ＜六

 ①

     

 

ふれあいの

地域、

○ 開催

○ 開催

○ 基本

○ 実施

 芸

里

 本

六甲山の活性

(拡)六甲山

観光

め、六

 （R2よ

○ (拡)

 ホ

 

○ 補助

区 

補 

(拡)補

箇 

※一般

※建替

の祭典の開

、交流、共

催場所 県

催時期 令

本理念 

※

施内容 

芸術文化や

里山博物館

本県の文化

性化の推進

山遊休施設

光客の利便性

六甲山上にあ

より対象施設

対象施設 

ホテル、ゲ

(新)ＩＴ、

助概要 

 分 

助 率 

補助上限額 

  所 

般改修と耐

替、新設支

 

開催 

共生を基本理

県立有馬富士

令和２年10月

「地域、交流

※「ありまふ

や北摂里山の

館等の取組を

・スポーツ

進＞ 

設等の利活用

性向上や自

ある遊休施

設の追加及

ゲストハウス

デザイン、

改修

一般改修

2/3（国3

22,000千円

３

耐震改修に対

支援は30㎡以

394 

理念とした

士公園休養

月24日（土

流、共生」

ふじフェス

の雄大な自

を広くPR

ツの要素を取

用への支援

自然公園の魅

施設の改修費

及び補助上限

ス、工房、

、映像等の

修支援 

耐震改

3/9、県1/9

5,000千

３件 

対する支援

以上が対象

た、全県フェ

養ゾーン 

土）、25日

 

スティバル」

自然など、阪

取り入れたス

援

魅力向上な

費用等を支

限額の引上

レストラ

の都市型創造

建替
改修 

9、市2/9）

千円 30,

援は、併用可

象 

＜地方創

ェスティバル

（日） 

」と同時開

阪神北の豊

ステージ・交

など六甲山

支援 

上げ） 

ン等の賑わ

造産業に資

替支援 

以内 2

000千円 

２件 

可能 

Ⅴ 交流・

20,0

創生推進交付

ルを阪神北地

開催 

豊かな地域資

交流イベン

33,5

の賑わいづ

わい創出施設

資するオフ

新設支

2/3（県2/9、市

30,000

１件

・環流の促進

000 千円 

付金事業＞

地域で開催

資源や北摂

ト等の開催

500 千円 

づくりのた

設 

ィス 

支援 

市4/9）以内

0千円 

件 

進 

 

催 

摂

催 

た

 



 

 ②

 

 ＜篠

 

 ②

六甲山の環

県民の

型の環境

○ ビジ

 

○ 六甲

 ネ

篠山層群化石

篠山層群化石

篠山層

ンティア

○ 剖出

ボ

 化

○ 市民

ボ

 

(拡)篠山層

丹波で

み出した

○ (拡

 ア

 

環境保全の

の環境保全

境学習機会

ジターセンタ

自然・生物

甲山系東お

ネザサの刈

石の活用＞

石を活用した

層群化石の

アなどの地

出作業等の

ボランティ

化石剖出技

・配置人数

民参加型発

ボランティ

層群化石を

で発見され

た地域資源

拡)化石発掘

アカデミッ

・実施時期

・場  所

・対 象 者

・実施内容

(新)体験型

・実施時期

・場  所

・対 象 者

・実施内容

の推進 

全意識の醸成

会を提供 

ターを活用した

物の観察会、

お多福山での

刈り取り、若

＞ 

地域活性化を

の調査・研究

地域人材を育

の推進（13,

ィアに技術指

技師の配置

数 ６人 

発掘調査の実

アを活用し

を活用した地

れた恐竜化石

源についての

掘調査体験の

ックキャンプ

期 令和２年

所 丹波市

者 小学生～

容 化石発掘

型フェスタの

期 令和２年

所 丹波市

者 小学生～

容 発掘体験

395 

成、六甲山

た体験型環境

、自然素材

の生物多様

若者等への

を目指す人材育

究を推進す

育成するシ

961千円）

指導を行い

実施（635千

し、篠山層群

地域活性化

石等を中心

のふるさと

の実施 

プの実施

年５月（予

・丹波篠山

～中学生

掘調査等 

の開催 

年９月～11

・丹波篠山

～中学生

験会、化石ク

山の自然環境

境学習プログ

材を用いた

様性保全の推

の普及活動等

育成システム

するため、剖

システムを構

い、剖出技術

千円） 

群で発掘さ

化

心に、兵庫県

とひょうごの

（宿泊） 

予定） 

山市 

1月（計４

山市 

リーニング

境と生態系

グラムの実施

クラフト教

推進（381千

等 

ムの構築

剖出作業等

構築 

術を持った

れた岩石の

県の多彩な

の魅力を広

日） 

グセミナー、

Ⅴ 交流・

2,0

系の継承のた

（1,619千円

教室等 

千円） 

14,5

等に必要な技

た人材を育成

の調査（石割

5,0

自然環境や

広く発信 

恐竜ジオラ

・環流の促進

000 千円 

ため、体験

円） 

596 千円 

技師やボラ

成 

割）を実施

000 千円 

や自然が生

マづくり等

進 

験

施 

生

等 



 

 

 ＜コ

 ①

 

 ＜あ

 ①

○ (拡

 実

 講

 方

コウノトリ

 (新)第６

国内や

に、これ

○ 日 

○ 場 

○ 参加

○ 内 

○ 実施

あわじ環境未

あわじ環境

住民、

めざす

合特区に

ア ＥＶ、

○ 補助

○ 補助

   

○ 補助

イ 電気

○ 対象

○ 対象

○ 補

○ 設置

拡)移動展示

実施場所 

講  師 

方  法 

・移動博

・(新)化

を活かした

６回コウノ

や世界での

れまで兵庫

 時 令

 所 豊

加規模 2,

 容 セ

施主体 実

未来島構想

境未来島構

、地域団体

「あわじ環

に指定） 

、レンタカ

助対象者 淡

助金額 購

     リ

助台数 各

気自動車用充

象施設 淡

象経費 普

助 率 対

置箇所 10

示の実施 

学校・幼稚

人と自然の

 

博物館「ゆめ

化石レプリカ

た魅力向上

トリ未来・

のコウノト

庫・豊岡で蓄

令和２年10月

豊岡市民会館

000人程度

セレモニー、

実行委員会

想等の推進

構想の推進

体、NPO、大

環境未来島構

カー導入補助

淡路島内のタ

購 入 500千

ース 720千

各２台 

充電器設置

淡路島内の民

普通充電器

対象経費の1

0箇所（１箇

396 

稚園・保育

の博物館の

めはく」の

カの製作

＞ 

国際かい

リの野生復

蓄積された

月31日～11

館文化ホー

度 

、基調講演

（兵庫県、

＞ 

大学、企業等

構想」を推

助（2,440千

タクシー、

千円/台（通

千円/台（通

置補助（500

民間施設

（200Ｖコンセ

1/2（補助上

箇所につき

育所 

の研究員 

の活用 

ぎの開催

復帰等の現

た研究成果等

1月１日 

ールほか 

演、ディスカ

豊岡市）

等と協働し

推進（平成2

千円） 

レンタカー

通常車両と

通常車両と

0千円） 

セントタイプ

上限５万円

き２基） 

現状及び課題

等を国内外

カッション

して、持続

23年12月に

ー事業者 

との差額） 

との差額） 

プ）の充電器

円/箇所） 

Ⅴ 交流・

4,0

題を共有す

外へ発信  

ン等 

14,4

続可能な地域

に、国の地域

器本体、設置

・環流の促進

000 千円 

するととも

440 千円 

域づくりを

域活性化総

置工事費 

進 

総



 

 ②

 

 ③

 

 

ウ あわ

○ 対

○ 対象

○ 補

○ 要 

エ エネル

○ 補助

○ 補助

○ 補助

 

北淡路花緑

北淡路

○ 北淡

ゲス

・開

○ フラ

期間

・運

・運

淡路景観園

他大学

交流等に

○ 国立

○ 国際

 回

 テ

○ シン

わじ竹資源エ

象 者 島

象事業 竹

助 率 1/

 件 竹

ルギーの地

助対象者 淡

庭

助金額 設

助台数 30

緑ネットワ

路に立地す

淡路花緑ネ

ストスピー

開催回数 

ラワーリン

間限定で各

運行期間 

運行回数 

園芸学校新

学との差別

による国際

立台湾大学

際セミナー

回  数 

テ ー マ 

ンガポール

 

エネルギー

島内３市 

竹チップを供

/2（上限50

竹林整備と竹

地産地消の促

淡路島内で住

庭用蓄電池を

設備費15千円

0件 

ワークの推進

る花緑関連

ネットワーク

ーカーを招聘

６回 

ングバスの運

各施設を巡る

春・秋の休

18便/日程

新展開の推進

別化や学校の

際化を推進

学との共同フ

ーの実施（9

２回 

地域経営

ル植物園との

397 

ー化の支援

供給するた

00千円）

竹の供給は

促進（4,50

住宅用太陽

を設置する

円/kwh（上

進

連施設をネッ

ク会議の開

聘し、勉強

運行（1,20

るネットワ

休日 

程度 

進

の魅力向上

フィールド

947千円）

とランドス

の交流（22

（7,000千

ための竹林整

は３年間継続

00千円）

陽光発電設備

る者 

上限150千円

ットワークで

開催（192千

強会を開催

03千円）

ワークバス

上を図るた

ドトリップ

スケープ 

23千円）

円） 

整備やスト

続すること

備が設置さ

円） 

で連携し、交

千円） 

を運行 

め、新展開

(1,061千円

Ⅴ 交流・

トックヤー

と 

されている住

1,3

交流人口の

2,2

として海外

円) 

・環流の促進

ド整備 

住宅に、家

395 千円 

の拡大を推進

231 千円 

外大学との

進 

家

進 



 

 ④

     

         

         

 

 ⑤

 

 

(新)淡路花

国際園

節目を迎

○ 会 

 

○ 会 

    

         

        

○ 内 

○  (再

(新)令和の

食分野

え、淡路

○ 構想

 調査

 

 

 回

花博 20 周年

園芸・造園

迎えるため

 期 秋

   春

 場 メ

     

         

    サ

 容 御

再掲) (拡)ひ

の「御食国

野専門職大

路地域の魅

想検討会の

査・検討項目 淡

    北

    大

回  数 

年記念花み

園博「ジャパ

め、淡路花博

秋 期 令和

春 期 令和

メイン会場

    

         

テライト会場

御食国・和食

ひょうごツー

国」プロジェ

大学構想や北

魅力発信に向

の開催 

淡路地域食

北淡路地区

大阪・関西

３回 

398 

みどりフェア

パンフロー

博の理念を

和２年９月

和３年３月

淡路夢舞

 洲本市中

 淡路ファ

島内観光

食の祭典、

ーリズムバス

ェクトの推

北淡路地区

向けた再整

食分野専門職

区振興プロジ

西万博サテ

アの開催

ーラ2000」(

を継承・発展

月19日（土）

月20日（土）

舞台・国営明

中心市街地

ァームパー

光施設 等

ｸﾞﾙﾒｲﾍﾞﾝ

スの実施（う

推進

区振興プロジ

整備を検討

職大学構想

ジェクト

ライト会場

淡路花博)

展させるフ

）～11月３

）～５月30

明石海峡公

ク・イング

ﾄ、緑化ｶﾞｰ

うち花みどり

ジェクト等

想 

場構想 

Ⅴ 交流・

600,0

の開催から

フェアを開催

３日（火） 

0日（日） 

公園 

グランドの

ｰﾃﾞﾝｲﾍﾞﾝﾄ 

りフェア分）

1,0

等の進捗状況

・環流の促進

000 千円 

ら20周年の

催 

丘 

等 

（参照P387）

000 千円 

況を踏ま

進 

 



 

２ 

 (1)

 ①

 

 ②

 

定住人口

ふるさと

ひょうご

ふるさ

の移住を

て登録 

○ e-県

 県

 東

 対

○ (拡

  

 ア

○ オン

 カ

ひょうごの

子ども

識を統合

○ 配布

○ 作成

・関係人口

と兵庫への

e－県民登

さと兵庫へ

を促進する

県民登録制

県外県民向

東京県人会

対象者へ向

拡)e-県民ア

(新)アプ

アプリ内協

ンラインシ

カード会社

のふるさと

もたちの兵

合したりで

布対象 全

成部数 49

 

口の創出、

の愛着の醸成

録制度の展

へのさらなる

るため、県外

制度の登録促

向けe-県民証

会、同窓会な

向けたメディ

アプリの活用

リへのペイ

協賛店の掲載

ショップ「ひ

社のポイン

と魅力発見事

兵庫への愛着

できる資料を

全公立中学校

9,000部 

399 

拡大 

成 

展開

る愛着の醸

外在住の兵

促進（37,1

証の配布

などでのPR

ィアミック

用（9,925千

イ（支払い）

載拡充 

ひょうご市

トに県独自

事業の実施

着を高める

を作成、配

校・義務教

醸成、県内地

兵庫県出身者

156千円）

R 

クス広報 

千円） 

）機能の追

市場」の運営

自ポイント

施

るため、兵庫

配布 

教育学校・

＜地方創

地域との継

者等を“ひ

等 

追加 

営（1,397千

を上乗せ 

庫の魅力を

中等教育学

Ⅴ 交流・

48,4

創生推進交付

継続的な交流

ひょうごe-県

千円） 

4,9

を俯瞰的に見

学校の新１年

・環流の促進

478 千円 

付金事業＞

流、県内へ

県民”とし

959 千円 

見たり、知

年生 

進 

 

へ

し

知



 

 (2)

 ①

 

移住・定

 (拡)カム

移住相

設けるこ

センター

○ 広報

 東

 市

○ 県内

県

活用

 対

 事

名 称 

開 設 

場 所 
東

開所日時 

業務内容 

・

・

・

 

定住の推進

ムバックひ

相談等の件

ことにより

ーを中心に

報・PRの推

東京圏・関

市町との合

内お試し移

県内各地の

用した口コ

対  象 

事業内容 

カムバック

東京セ

平成 28 年

東京都千代田区

日本ビ

火水金 10:

土 10:00

・移住相談

・出張相談の

府県との合

・広報業務

クひょうご

 

進 

ょうご促進

件数が多い

、カムバッ

に、全国か

推進 

関西圏でのP

合同相談会の

移住ツアー事

の職・住・遊

コミによる情

お試し居住

ホリデー参

深夜バス運

日帰りバス

 

クひょうご

ンター 

年１月 16 日

大手町２-６-２

ビル３階 

:00～18:30

0～17:30 

（兵庫県内の

の企画・実施

合同移住セミ

（市町等が作

ごセンターの

400 

進事業の実施

「ふるさと

ックひょう

ら移住相談

PR活動の実

の開催及び

事業 

遊の魅力を

情報を発信

住希望者、

参加者、就

運行：東京

運行：大阪

カムバッ

平成

２ 神戸市中央

神戸クリ

月～金

土

の移住相談窓

施（市町との

ミナーや学園

作成する移住

のＰＲ、開催

施

回帰支援セ

ご東京セン

談に応じる体

実施 

び移住イベ

を体感するバ

信 

地域おこし

就職活動を控

京から県内

阪から県内

ックひょうごセ

29 年２月 2

央区東川崎町１

リスタルタワ

金 10:00～1

10:00～17:

窓口、市町及

の合同相談会

園祭等での

住に関するパ

催イベント

＜地方創

センター」

ンター及び

体制を強化

ントへのブ

バスツアー

し協力隊、

控えた学生

２～３地域

２～３地域

ンター 
(新

東

22 日 

１-１-３

ー６階

東京

8:30 

30 
火

及び地域ＮＰ

会や各種移

出張相談の

パンフレッ

の告知等）

Ⅴ 交流・

45,2

創生推進交付

にサテライ

びカムバック

化 

ブース出展 

ーを運行し

ふるさとワ

生 等 

域を訪問（

域（６回） 

新)カムバッ

東京センター

令和２年４

京都千代田区有

東京交通会

火～日 10:0

ＰＯ等への取

移住イベント

の実施） 

ト等の配布

 

・環流の促進

297 千円 

付金事業＞

イト窓口を

クひょうご

等 

、SNS等を

ワーキング

４回） 

クひょうご

ー（サテライト窓口）

４月予定 

楽町２-１０-１

会館８階 

00～18:00

取り次ぎ） 

の開催、他

布、カムバッ

進 

 

ご

グ 

ご

他

ッ



 

 ②

 

 ③

 

 

UJI 出会い

ひょ

身男女の

○ ひ

 設

 開

 開

 業

 会

 会

戦略的移住

いサポート

うご出会い

の結婚を支

ょうご出会

設置場所 

開 所 日 

開所時間 

業務内容 

会員要件 

会 員 数 

住推進モデ

 

東京センタ

いサポート東

支援し、関東

会いサポー

東京都千代

週４日（火

10:15～18

会員登録

20歳以上の

91人（令和

デル事業の実

401 

ター事業の

東京センタ

東近郊在住

ト東京セン

代田区大手

火、水、金

8:30 

・閲覧、個

の独身者

和元年11月

実施(参照

の推進

ターを拠点

住者の本県へ

ンター 

手町２-６-

金、土） 

個別お見合い

（兵庫県への

月末現在）

P409)

＜地方創

とし、県内

への移住を

２日本ビル

いの実施、

の移住に興

Ⅴ 交流・

13,0

創生推進交付

内と関東近郊

を促進 

ル３階 

広報活動 

興味がある方

38,2

・環流の促進

057 千円 

付金事業＞

郊在住の独

等 

方等） 

224 千円 

進 

 

独



 

 ④

     

 

※

※

※

※

※

 

 

空き家活用

一戸建

する者等

 （R2 よ

対象区

対象住

型

住 

宅 

型 

世

若年

世帯

事業

地域

拠点

１ 姫路市

２ 改修後

３ 補助対

型にあっ

４ 若年世

子育て

５ 市町が

用支援事業

建てや共同

等に対し、

り補助定額

区域

住宅

一戸建

〔補助

(1) 空

(2) 築

(3) 台

が10年

型 

一般 

世帯ﾀｲﾌﾟ 

年・子育て 

帯※４ﾀｲﾌﾟ 

業所型 

域交流 

点型 

市の旧香寺町

後において、

対象事業費が

っては 1,500

世帯 ：夫婦

て世帯：高校

が空き家改修

 

業の推進

同住宅の空き

その改修に

額化の実施

政

建ての空き

助対象とな

空き家期間

築20年以上

台所、浴室

年以上更新

区域 

市街化※５

その他

市街化※５

その他

市街化※５

その他

明舞団地

市街化※５

その他

明舞団地

町・安富町・

一定の耐震

が、住宅型及

千円未満の

婦の満年齢の

校卒業までの

修に対して補

402 

き家を住宅

に要する費

施） 

政令市、中核

き家、共同住

なる空き家

間が６か月

上であるこ

室、便所等

新されてお

補助

戸建て
５ 

3,00

以５ 

５ 
4,50

以
地 
５ 

10,00

以
地 

・夢前町・家

震性能を有す

及び地域交流

の場合は対象

の合計が 80

の子がいる世

補助すること

＜

宅、事業所ま

費用の一部

核市を除く

住宅等の空

要件〕 

以上である

と 

等の水回り設

らず、機能

最大

対象事業費

て 共

00 

以上

2,

00 

以上

3,

00 

以上

7,

家島町の区域

するもの 

流拠点型にあ

象外 

歳未満 

世帯で、空き

とが条件 

＜リーディ

または地域

を支援 

市町の区域

空き住戸※2 

ること 

設備の全部

能回復が必

大（単位：千

費※３ 

共同 戸

000 

以上

500 

以上

000 

以上

域及びまちな

あっては 1,

き家の取得が

Ⅴ 交流・

93,3

ングプロジ

域交流拠点と

域※１ 

部またはいず

要であるこ

千円） 

県補助金

戸建て 

750 

1,000 

1,000 

1,500 

1,120 

1,500 

2,250 

2,500 

5,000 

5,000 

なか再生区域

000 千円未満

が要件 

・環流の促進

389 千円 

ジェクト＞

として活用

ずれか

こと 

金額 

共同 

500 

660 

660 

1,000 

870 

1,160 

1,750 

1,750 

3,500 

3,500 

域は対象 

満、事業所

進 

 



 

 (3)

 ＜地

 ①

 ＜地

 ①

地域再生

地域再生の立

集落再生へ

集落活

地域内外

○ ア

住

 派

 検

 予

○ トラ

集

 補

 予

 

地域の賑わ

「がんばる

地域が

活動等に

○ 地域

 補

   

 予

○ 地域

 補

 補

 予

生大作戦の

立ち上げ支

への支援 

活動を維持

外の合意形

ドバイザー

住民意識の

派 遣 者 

検討内容 

予定地区 

ライやる事

集落等が主

補 助 率 

予定地区 

いづくり支

る地域」交

が自主的に

に必要な費

域の活動支

地域が企

補 助 率 

     

予定地区 

域の活動拠

地域活動

補 助 額 

補 助 率 

予定地区 

の展開 

支援＞ 

持・継続す

形成や地域活

ーの派遣 

醸成、運営

まちづく

集落が支え

22地区（

事業の支援

体的に行う

定額（上限

12地区（

支援＞ 

交流・自立応

に企画・提案

費用の一部を

支援（ソフ

企画・提案す

小規模集落

地域協議会

42地区（

拠点整備支援

動に必要な活

上限5,000

県1/2、市

５地区 

403 

るための支

活動の試行

営方針の検討

りコンサル

え合うしく

うち新規15

地域活動の

限200千円）

うち新規10

応援事業の

案する地域

を助成 

ト） 

する地域活

落等   

会等（小学校

うち新規20

援（ハード

活動拠点の

0千円 

市町1/4（随

支え合うし

行的取組を支

討などを進め

ルタント、農

くみづくり、

5地区） 

の持続性を高

） 

0地区） 

の実施

域活性化に資

活性化に資す

   定額

校区） 定額

0地区） 

ド） 

の整備・改修

随伴期待）

＜地方創

くみづくり

支援 

めるための

農業分野等

、将来構想

高めるため

＜地方創

資する活動

する活動に

（上限 50

（上限 1,0

修に対し助

Ⅴ 交流・

8,0

創生推進交付

り等を推進

のアドバイザ

等の専門家

想づくり 等

の試行的取

84,7

創生推進交付

動を行う場合

に対し助成 

00千円） 

000 千円） 

助成 

・環流の促進

010 千円 

付金事業＞

進するため、

ザーを派遣

など 

等 

取組を支援

774 千円 

付金事業＞

合に、その

進 

 

 



 

 ＜持

 ①

 

○ 遊休

拠

画策

 計

 拠

    

 

持続可能な地

小規模集落

集落の

けた生活

○ 対象

小

 買

 農

 特

 空

○ 補助

○ 補 

 

 ２

 車

○ 補助

 

休施設整備

拠点となる

策定、改修

計画策定 

・補 助 率

・予定地区

拠点整備 

・補 助 額

・補 助 率

     

・予定地区

地域づくり

落起業促進

のコミュニ

活支援サー

象事業 

小規模集落

買い物支援、

農産物直売

特産品のブ

空き家・空き

助対象 活

助 率 定

１ 年 目：

２年目以降：

車両導入：

助件数 15

 

備支援（ソフ

る遊休施設

修に対し助

率 定額（上

区 ３地区

額 上限 10

率 市町所有

 民間所有

区 ２地区

り支援＞ 

進事業の実施

ニティを活か

ービス等の起

落等が地域お

食事サービ

売所等の運営

ブランド化、

き地等を活用

活動旅費、使用

定額 

上限1,000

上限  500

上限2,000

5地区（うち

404 

フト・ハー

を活用した

成 

上限 1,000

0,000 千円

有施設 県

有施設 県

施

かした相互

起業化を支

おこし協力

ビス、家事代

営 

販路拡大

用した定住

用料、材料費

0千円 

0千円 

0千円 

ち新規５地

ード） 

た稼ぐしく

0 千円） 

県 1/2、市町

県 1/2、市町

互の助け合い

支援 

力隊等外部人

代行など高齢

促進や宿泊

費、資機材借

地区）、車両

みづくりを

町 1/4（義務

町 1/4（随伴

＜地方創

いを基本に

人材と連携

齢者向け生活

施設、農業

借上料、車両

両導入２地区

Ⅴ 交流・

を構築する

務随伴） 

伴期待） 

14,9

創生推進交付

に、くらしの

携して行う事

活支援サービ

業体験などの

両導入費、備

区 

・環流の促進

るための計

969 千円 

付金事業＞

の持続に向

事業 

ビス 

のサービス

備品購入費等

進 

計

 

向



 

 ②

 ③

 ④

 

 ⑤

地域運営組

持続可

○ 対象

○ 補 

○ 補助

○ 予 

 

(再掲)戦略

 

集落連携計

広域的

的資源管

○ 対象

 

 広

 事

○ 補 

○ 予定

ふるさとに

活力が

域再生へ

実施 

 補

 補

 予

※

組織法人化

可能な地域

象経費 計

法

法

助 率 定

助期間 ３

定 数 15

略的移住推

計画策定へ

的な課題に

管理等にあ

象事業 

６次産業の

広域的資源

事業展開に

助 率 定

定地区 10

にぎわい拠

が低下しつ

への効果が

補 助 額 

補 助 率 

予定地区 

※ H29年度

化推進事業の

域運営モデル

計画策定支援

法人化の支援

法人が行う事

定額（上限1

３年間 

5地区（うち

推進モデル事

への支援

に対応するた

あたっての役

の推進 

源管理 

にあたっての

定額（上限1

0地区 

拠点の整備

つつあるふる

が期待できる

上限50,00

県1/2、市

１地区 

度に採択終了

405 

の実施

ルを構築す

援（ｱﾄﾞﾊﾞｲ

援（コンサ

事業の起動

1,000千円）

ち新規５地

事業の実施

ため、周辺

役割分担な

の役割分担

1,000千円）

るさとのま

る先導的で

00千円（４

市町または地

了 

するため、地

ｲｻﾞｰ経費、先

サルティン

動時にかか

） 

地区） 

施(参照 P40

辺集落と連携

などの計画策

担 

） 

まちなかの賑

で大規模なプ

４か年） 

地域1/2 

＜地方創

地域運営組

先進地視察

グ経費等）

る経費 等

09)

＜地方創

携した運営

策定を支援

＜地方創

賑わいを再

プロジェク

Ⅴ 交流・

15,2

創生推進交付

組織の法人化

察、計画書作

 

等 

38,2

10,4

創生推進交付

営組織を設置

援 

6

創生推進交付

再生させる

クトに対し支

・環流の促進

232 千円 

付金事業＞

化を支援 

作成費等）

224 千円 

405 千円 

付金事業＞

置し、広域

613 千円 

付金事業＞

ため、地

支援を

進 

 

 

 

域

 



 

 ＜地

 ①

 

 ②

 ③

地域再生を外

大学等との

持続可

た地域活

○ 活動

 対

 補

 予

○ ひ

 実

 内

 

ふるさと応

小規模

交流セン

ッチング

○ 設置

○ 業務

 小

 小

 都

 地

 

 (拡)県版

高齢化

して、地

○ 実施

外部、側面

の連携によ

可能な地域

活性化活動

動支援 

対象経費 

補 助 率 

予定地区 

ょうご地域

実施回数 

内  容 

    

応援交流セ

模集落への

ンターを設

グ等を総合

置場所 カ

務内容 

小規模集落

小規模集落

都市住民に

地域を応援

版地域おこ

化や人口減

地域活動の

施主体 市

面から支援

よる地域創生

域創生・再生

動を支援 

12拠点大学

定額（上限

24団体（拠

域創生ネッ

２回 

第１回（

第２回（

センターの設

の新規移住や

設置し、情報

合的に実施

カムバックひ

落データバン

落や地域を応

に対する地域

援したい都市

し協力隊の

減少により生

の支援を行

市町 

406 

＞ 

生拠点での

生のしくみ

学以外での

限250千円）

拠点大学:1

トワーク会

５月頃）

２月頃）

設置

や交流の促

報集約発信

ひょうごセ

ンクとして

応援したい

域応援のた

市住民と課

の設置

生じている

う県版地域

の活動支援

みを構築する

の活動軽費

） 

12大学、他

会議の開催

活動予定報

活動報告、

促進、活動支

信、相談窓口

センター内

て情報集約

い都市住民に

ための研修

課題を抱えた

る小規模集落

域おこし協力

＜地方創

るため、地

他大学等:12

報告、意見

、連携事業

＜地方創

支援を組織

口、人材育

・発信 

に対する総

た集落との

＜地方創

落の人材不

力隊を設置

Ⅴ 交流・

6,4

創生推進交付

地域と大学等

2大学） 

見交換 

業の成果報告

3,2

創生推進交付

織的体系的に

育成、集落と

総合案内 

のマッチン

129,3

創生推進交付

不足に対す

置 

・環流の促進

445 千円 

付金事業＞

等が連携し

告 等 

250 千円 

付金事業＞

に取り組む

と都市のマ

グ 

330 千円 

付金事業＞

る支援と

進 

 

し

 

む

 



 

 ④

 

 ⑤

 

○ 配置

○ 配置

○ 身 

○ 業務

 集

 集

へ

○ 予定

小規模集

配置人

○ 負担

 

地域おこ

地域お

け、協力

ワーク組

○ 受入

 受

○ シン

 内

○ 東京

 内

「五国の元

多自然

落の生産

○ 交流

○ 生産

置場所 ５

置方法 ふ

 分 市

務内容 

集落の実情

集落間の連

への定住を

定人数 45

集落数 (拡)5

人数 １

担割合 国

し協力隊等

おこし協力

力隊OB・OG

組織の自立

入市町・隊

受入市町職

ンポジウム

内  容 

京イベント

内  容 

元気づくり

然地域のア

産者による

流発信拠点

産者の出荷

５集落以上の

ふるさと応援交

市町からの委

情に応じた地

連携や都市部

を目指す取組

5人 

5～20 21～

人 ２

国1/2、県1/

等ネットワー

力隊員数の増

が現役隊員

立的運営を支

隊員向け研修

職員向け研修

ムの開催 

OB・OGの活

トへの出展

市町と合同

り交流拠点モ

アンテナシ

る都市部出荷

点の運営 

荷に対する支

407 

の小規模集

交流センター

委嘱 

地域おこし

部との交流

組 

～30 31

人 ３

/4、市町1/

ーク構築事

増と退任後

員のサポー

支援 

修会 

修（２回）、

活動内容や

同でオール兵

モデル」の

ョップ「元

荷の継続及

支援 

集落を有す

が募集して人

し活動 

流を促進す

1～ 

人 

/4 

事業の実施

後の定住率向

トや地域課

、協力隊隊

や地域再生事

兵庫として東

の支援

元町マルシェ

及び交流・情

る20市町の

人材登録し、市

る活動など

＜地方創

向上、地域

課題の解決

隊員向け研修

事例の発表

東京での募集

＜地方創

ェ」への支

情報発信拠

Ⅴ 交流・

の役場内 

市町とマッチ

どを行いな

7

創生推進交付

域活動の支援

決等支援を行

修（１回）

表等 

集イベントに

25,2

創生推進交付

支援により、

拠点として活

・環流の促進

ング 

がら、集落

783 千円 

付金事業＞

援拡大に向

行うネット

 

に出展 

200 千円 

付金事業＞

小規模集

活用 

進 

落

 

向

 

集



 

 ⑥ ひょうご地

多自然

実践でき

○ 回 

  

○ 実施

○ 実施

○ 受 

 

地域再生塾

然地域の地

きるリーダ

 数 基

   専

施場所 西

施内容 地

講 者 市

塾の開催

地域づくりに

ダー人材を育

基礎研修（

専門研修（

西播磨地域、

地域間交流や

市町から推薦

408 

に関する研

育成 

４回） 

２回） 

、但馬地域

や起業化、

薦のあった

研修を実施

域、丹波地域

法人化に向

た人材（各回

＜地方創

し、地域資

域、淡路地

向けた講義

回30人程度

Ⅴ 交流・

6

創生推進交付

資源を生かし

地域 

義 

度） 

・環流の促進

626 千円 

付金事業＞

した取組を

進 

 



 

 (4)

 ①

 

 

二地域居

戦略的移住

戦略的

意形成や

落側によ

○ 計画

 補

 予

○ 移住

 補

 補

 予

○ 受入

 補

 補

 負

 補

 件

居住の促進

住推進モデ

的に移住者

や計画策定

よる住環境

画策定・活

補 助 率 

予定地区 

住コーディ

補 助 率 

補助期間 

予定地区 

入集落側に

補助対象 

補 助 額 

負担割合 

補助要件 

・戦略的移

・小規模集

・移住者は

・移住者が

件  数 

 

進 

デル事業の実

者や二地域居

定、コーディ

境整備をモデ

活動支援 

定額(１年

５地区（

ィネーター雇

定額（上限

３年間 

５地区（

による住環境

空き家改修

上限2,000

県2/3、市

移住の計画に

集落への移住

は若年・子育

が３年以上継

８戸 

409 

実施

居住者を迎

ィネーター

デル的に支

年目：上限2,

うち新規２

雇用支援

限3,000千

うち新規２

境整備支援

修費 

0千円 

市町1/3（義

に位置づけ

住者向けの

育て世帯ま

継続して居

＜

迎え入れよ

ー経費の支援

支援 

000千円、

２地区） 

円） 

２地区） 

援（16,000千

義務随伴）

けられた空

の住宅であ

または青年で

居住するこ

＜リーディ

うとする地

援に加え、

２・３年目

千円） 

き家改修で

ること 

であること

と 

Ⅴ 交流・

38,2

ングプロジ

地域に対し

計画に基づ

：上限1,00

であること 

と 

・環流の促進

224 千円 

ジェクト＞

、地域の合

づく受入集

00千円) 

進 

 

合

集



 

 ②

 

 

 

 

田舎暮ら

地域創

機会を創

○ 補助

 遊

 遊

 遊

※以

区

対

補助

補

補

実施

し楽農生活

創生を推進

創出 

助対象者 

遊休農地等

遊休農地等

遊休農地等

以下のいずれ

・直近１年以

・農地所有者

  分 農

象施設 農

助上限額 

 助 率 

助要件 遊

施地区数 

活応援事業の

進するため、

等※を農園と

等に農業体験

等を利用させ

れかの要件を満

以内に作物を作

者が離農するな

農園利用施

農機具庫、ﾕﾆ

750千

1/2相

遊休農地等

６地区

410 

の実施

、二地域居

として利用す

験農園を設

せる計画を

満たす農地

作付けしてい

などの事由に

施設整備

ﾆｯﾄﾊｳｽ等
水

屋

千円 

相当 

等を活用

区 

居住を促進す

する者 

設置し、新た

を持った農地

いない農地 

により、遊休

空き家等

水回り設備、

屋根等改修工

1,000千

戸建て

５地

＜地方創

するととも

たに農業体

地所有者 

休農地になるこ

等改修 

内外装、

工事全般 

千円 

1/3相

て住宅(市街

地区 

Ⅴ 交流・

12,8

創生推進交付

もに、「農」

体験民宿を開

ことが懸念さ

農林漁業体験

空き家等改修

消防設備、ﾊ

1,500

相当 

街化区域を除

２地

・環流の促進

886 千円 

付金事業＞

に親しむ

開設する者

される農地 

験民宿改修

修、 

ﾊ゙ ﾘｱﾌﾘー 等 

0千円 

除く) 

地区 

進 

 

者 
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 (1)

 ①

 

 ②

 

 ③

 ④

 

交通基盤

基幹道路

播磨臨海地

速やか

な関連調

○ 令和

 有

 道

 環

北近畿豊岡

山陰近

JCT・IC

○ 令和

 

(新)東播丹

東播

○ 令和

 道

 

大鳴門橋自

サイク

大鳴門橋

○ 令和

 既

 桁

 桁

○ 負担

 共

 本

の整備 

路の整備 

地域道路計

かな都市計

調査及び予

和２年度事

有料道路事

道路予備設

環境調査等

岡自動車道

近畿自動車

C部利用計画

和２年度事

（仮）豊岡

丹波連絡道

播丹波連絡道

和２年度事

道路の整備

自転車道設

クリングコ

橋への自転

和２年度事

既存施設と

桁下部施工

桁下部から

担割合 

共同実施部

本県単独部

計画調査の実

計画決定手続

予備設計等を

事業内容 

事業の導入検

設計等 

等 

道関連調査の

車道と共通す

画を検討

事業内容 

岡北JCT・IC

道路関連調査

道路（調査

事業内容 

備効果等の分

設置の検討

コースとして

転車道設置に

事業内容 

との干渉把握

工計画、維持

ら陸地までの

部分 兵庫県

部分（アプロ

411 

実施

続きの準備

を実施 

検討 

の実施

する豊岡北

C部の利用計

査の実施

査中区間）の

分析・整理

て高い評価

に向け、構

握、撤去・

持管理設備

のルート概

県1/2、徳島

ローチ部）

備として、詳

北JCT・ICの

計画検討、

の事業化に

理 

価を受ける淡

構造設計等

移設等の方

備の予備設計

概略設計、橋

島県1/2 

 兵庫県1

詳細ルート

の整備を一体

概略設計 

に向け、関連

淡路地域の

を実施 

方法検討

計（共同実

橋梁予備設

10/10 

Ⅴ 交流・

140,0

や構造の検

10,0

体的に進め

7,0

連調査を実

90,0

の振興を図

（共同実施部

実施部分） 

設計（本県

・環流の促進

000 千円 

検討に必要

000 千円 

めるため、

000 千円 

実施 

000 千円 

るため、

部分） 

県単独部分）

進 

要

 



 

 ⑤

 

 ⑥

 

 ⑦

 

大阪湾岸道

大阪湾

○ 大阪

 区

 延

 車

大阪湾岸道

大阪湾

展望施設

○ 実施

○ 令和

 展

ひょうごサイ

サイク

となる地

○ 事業

 地

 フ

○ ルー

○ 事業

道路西伸部

湾岸道路西

阪湾岸道路

区  間 

延  長 

車 線 数 

道路西伸部

湾岸道路西

設等を整備

施手法 国

和２年度事

展望施設の

イクリングモ

クルツーリ

地域ルート

業内容 

地域ルート

・ルート案

・走行・受

フォローア

ト対象地域 県

業期間 令

 

部整備への支

西伸部整備の

路西伸部の概

六甲アイラ

14.5km 

６車線 

部関連調査の

西伸部を活用

備 

国・阪神高速

事業内容 

の設計・検討

デルルート

ズムの推進

トを設定し、

トの策定 

案の検討 

受入環境対策

アップ委員会

県全域（８地

令和２～５年

412 

支援

の国直轄事

概要 

ランド北

の実施

用した地域

速へ委託

討 

（地域ルート）

進を図るた

、受入環境

策の検討等

会による取

地域） 

年度 

事業におけ

（神戸市東灘

域活性化の取

）の検討

＜

ために策定

境対策を検討

等 

取組状況の検

る神戸市負

灘区）～駒

取組として

＜リーディ

した広域モ

討 

検証等 

Ⅴ 交流・

80,1

負担の1/2を

駒栄（同市長

50,0

て、県・市協

5,0

ングプロジ

モデルルー

・環流の促進

22 千円 

を市へ補助

長田区）

000 千円 

協調により

000 千円 

ジェクト＞

トの支線

進 

 



 

 (2)

 ①

 ②

     

 ③

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

空港・港

姫路港旅客

旅客船

ナルエ

○ 事業

 旅

 

海上輸送へ

県管理

集貨等を

モーダル

○ 事業

 高

 姫

○ 事業

  

尼崎西宮芦

フェニ

ざし、必

○ 整備

○ 事業

尼崎西宮

港湾の有効

客ターミナ

船利用者の

リアのリニ

業内容 

旅客船ター

へのモーダ

理港湾の活

を目的とし

ルシフトを

業内容 

高砂西港の

姫路港阪神

業期間 令

芦屋港フェ

ニックス事

必要なイン

備内容 道

業期間 平

宮芦屋港フェニッ

効活用 

ナルエリアの

の利便性・快

ニューアルを

ーミナル改修

ダルシフトの

活性化や沿道

して、高砂西

を強化 

のクレーン

神港間の航路

令和元～３年

ェニックス事

事業用地にお

ンフラを整備

道路整備（全

平成22～令和

ックス事業用地

H29 整備箇

413 

のリニュー

快適性の向

を実施 

修等 

の強化

道環境改善

西港及び姫

リース料助

路開設のた

年度 

事業用地の

おいて、地

備 

全長200ｍ、

和５年度

箇所

ーアル

向上やにぎわ

善、国際コン

路港におい

助成（20,00

ための傭船料

の整備

域経済を牽

、幅員16ｍ

フェニ

管理

わい創出を

ンテナ戦略

いて陸上輸

00千円） 

料助成（11

牽引する優

ｍ） 

ックス平面図

理型
安定型 

Ⅴ 交流・

580,0

を目指し、旅

138,0

略港湾「阪神

輸送から海上

18,000千円

250,0

優良な企業の

図 

・環流の促進

000 千円 

旅客ターミ

000 千円 

神港」への

上輸送への

円） 

000 千円 

の立地をめ

Ｒ２整備

進 

箇所



 

 ④

     

 

 ⑤

     

 

 ⑥

 

 ⑦

 

(新)但馬空

 航空需

否を含め

○ 但馬

 懇

 シ

 県

○ 調査

 滑

 需

但馬空港臨

 但馬空

○ 事業

○ 運航

○ 運航

但馬－羽田

但馬

利用等を

○ 事業

○ 事業

 但

 首

○ 負担

(新)但馬空

災害等

とするた

空港のあり

需要の拡大や

めた今後の

馬空港のあ

懇話会運営

シンポジウ

県民意見の

査検討業務

滑走路延長

需要予測・

臨時チャー

空港において

業期間 令

航会社 但

航便数 ２

田直行便の

と羽田の直

を促進 

業主体 但

業内容 

但馬～伊丹

首都圏等に

担割合 県

空港 A2-BC

等緊急事態

ため、但馬

 

り方検討

や高規格道

の但馬空港の

あり方懇話会

営 ３回 

ウム運営 

の聴取（アン

務 

長の可能性、

費用対効果

ーター便の運

て新たな航

令和２～令和

但馬空港を発

２往復 

の実現に向け

直行便を実現

但馬空港推進

丹～羽田路線

における但馬

県1/2、但馬

P の策定

態発生時の損

馬空港版事業

414 

道路の供用等

のあり方を

会の運営

１回 

ンケート調

、就航率向

果分析 

運航

航空需要を見

和３年度

発着可能な

けた取組

現するため

進協議会

線を利用し

馬観光や旅

馬空港推進協

損害を最小

業継続計画

等の環境変

を検討 

調査等） 

向上など機能

見い出すた

な機材を保有

め、首都圏で

した旅行商品

旅行商品の

協議会1/2

小限に抑え、

画（A2-BCP）

変化を踏ま

能強化策の

ため、臨時チ

有する地域

での観光PR

品等の開発

ＰＲ 

、事業の継

）を策定 

Ⅴ 交流・

10,0

え、滑走路

の検討 

4,0

チャーター

域航空会社 

6,3

Rなどによる

発支援・Ｐ

1,0

継続や早期復

・環流の促進

000 千円 

路延長の要

000 千円 

ー便を運航

300 千円 

る羽田乗継

Ｒ 

000 千円 

復旧を可能

進 

要

継

能



 

 (3)

 ①

 

 ②

     

 

 ③

 

 ④

     

     

地域公共

鉄道軌道安

安全輸

○ 神戸

 踏

○ 北条

 枕

○ 北近

 車

(新)北神急

  北神急

○ 負担

○ 補助

北近畿タン

上下分

維持する

○ 支援

○ 支援

(新)MaaS

公共

移動手

市町を

ア 生活

  乗合

利便性

○ 補助

○ 補助

共交通の活

安全輸送設

輸送の確保

戸電鉄（11

踏切遮断機

条鉄道（4,

枕木の交換

近畿タンゴ

車両検査、

急行線市営

急行線の神

担割合 神

助総額 20

ンゴ鉄道の

分離方式の

るために必

援期間 10

援内容 線

の導入促進

共交通の利便

手段の経路検

を支援 

活交通MaaSの

合タクシーや

性向上を推進

助対象経費 Ma

助限度額 1,

活性化 

設備の整備推

保を図るため

14,919千円

機、レール交

417千円）

換、重要部検

ゴ鉄道（8,4

車両更新、

営地下鉄化へ

神戸市営地下

神戸市の取得

0億円（５億

の基盤管理へ

の導入によ

必要な基盤管

0年間（平成

線路・電路な

進 

便性向上や

検索、予約

の実証実験

や自家用有

進 

aaSシステム

000千円

415 

推進

め、国の補

円） 

交換 等

 

検査 等

456千円）

、PCマクラ

への支援

下鉄化に伴

得時費用×

億円×４年

への支援

り経営改善

管理費につ

成27～令和

など基盤管

や交通不便地

がICTによ

験（10,000千

有償旅客運送

ム搭載車両

補助制度を活

ラギ化 等

伴い、神戸市

×神戸市外利

年で支援）

善を行う北近

ついて関係

和６年度）

管理に要す

＜

地域の縮小

り一括して

千円） 

送にMaaSシ

両の運行経費

活用した施

市に対し取

利用者割合

近畿タンゴ

自治体と協

る費用 

＜リーディ

小を図るため

てできるMa

システムを搭

費 

Ⅴ 交流・

127,7

施設整備を支

500,0

取得時費用

合(10％) 

17,9

ゴ鉄道に対

協調して支援

20,0

ングプロジ

め、バス等

aaSの導入に

搭載し、生

・環流の促進

792 千円 

支援 

000 千円 

を支援 

913 千円 

し、鉄道を

援 

000 千円 

ジェクト＞

等の複数の

に取り組む

生活交通の

進 

 

む



 

     

 

 ⑤

○ 予定

○ 負担

イ コミ

広域

を標準

○ 予定

○ 負担

 生活交通

免許返

通機関

路線バス

ア 路線バ

○ 路線

○ 対象

○ 負担

イ 路線バ

○ 路線

○ 対象

○ 負担

定市町数 10

担割合  

区 

原

地域立法指

ミュニティバ

域的な移動に

準データ化す

定市町数 30

担割合 県

通バスへの支

返納後の高

として重要

スやコミュ

バスに対す

線要件 複

象路線 37

担割合 

現市町域で

旧市町域で

バスに対す

線要件 複

象路線 80

担割合 

現市町域

旧市町域で

0市町 

分 

原則 

指定区域等

バスのルー

に的確に経

する市町を

0市町340系

県1/2、市町

支援(高齢者

高齢者の移動

要な役割を果

ュニティバス

する支援（国

複数市町にま

7系統（見込

区 分

で複数市町に

で複数市町に

する支援（県

複数市町にま

0系統（見込

区 分

で複数市町

で複数市町に

416 

県：市

等 県：市

ート検索・案

経路案内す

を支援 

系統 

町1/2 

者等の移動

動環境の確

果たしてい

スの運行を

国庫協調補

またがるこ

込） 

分 

にまたがる

にまたがる

県単独補助

またがるこ

込） 

分 

町にまたがる

にまたがる

町実負担(特

町実負担(特

案内機能の

るため、コ

動手段の確保

確保などと

いる生活交

を支援 

補助）（20,7

こと、１日の

系統 
(国庫

系統 
(国庫

助）（55,976

こと、１日の

る系統
(特

系統 
(特

負担割合 

特別交付税措

特別交付税措

の整備（10,

コミュニテ

保)

して、住民

通バスを維

734千円） 

の運行回数

負

県：市

庫・特別交付

県：市

庫・特別交付

6千円） 

の運行回数

負

県：市

特別交付税措

県：市

特別交付税措

Ⅴ 交流・

措置除く)＝

措置除く)＝

,000千円）

ィバスの運

149,6

民の最も身近

維持・確保

数３回以上 

負担割合 

市町実負担 

付税措置除く

市町実負担 

付税措置除く

数10回以下 

負担割合 

市町実負担 

措置除く)＝

市町実負担 

措置除く)＝

・環流の促進

＝１：２ 

＝１：１ 

 

運行情報 

632 千円 

近な公共交

保するため、

等 

)＝２：１

)＝１：２

等 

＝２：１ 

＝１：２ 

進 

交
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ウ コミ

○ 運行

 対

  

 対

 負

○ 自主

 立

 車

(新)但馬地

地

通の

計画

  ○ 法

 構

 負

  ○ 路

 負

ュニティバ

行への支援

対象となる

    

対象路線 

負担割合 

区 

原

地域立法指

主運行バス

立ち上げに

・支援内容

・負担割合

・補助限度額

・予定地域

車両購入に

・支援内容

・負担割合

（地

・補助限度額

・予定台数

地域公共交

地域一体とな

の確保・充実

画の策定を促

法定協議会

構 成 員 

負担割合 

路線再編向

負担割合 

バスに対す

援 

る運行形態

     

377系統

分 

原則 

指定区域等

スへの支援

に対する支援

容 認定講習

ち上げに

合 県1/3、

（地域立法

額 100千円

域 ６地域

に対する支援

容 車両購入

合 県1/3、

地域立法指定

額 500千円

数 10台 

交通網形成計

なった路線

実を図るた

促進 

会による計画

県、但馬

国1/2、県

向けたバスの

国1/2、県

417 

する支援（7

事業者委

公共交通

（見込） 

県：市

等 県：市

援 

習受講費、

に要する費

市町(特別

法指定区域等

円/地域 

援 

入費用（更

市町(特別

定区域等 

円/台 

計画の策定

線バス、コ

ため、市町等

画の策定

５市町、運

県1/4、市町

の試験運行

県1/4、市町

72,922千円

委託、市町村

通空白地有償

町実負担(特

町実負担(特

車体表示作

費用（導入検

別交付税措置

等 県1/2、

更新含む）

別交付税措置

県1/2、市町

定

＜

ミュニティ

等と連携し

運輸局、交通

町1/4 

行 

町1/4 

） 

村運営有償

償運送 

負担割合 

特別交付税措

特別交付税措

作成費など

検討時の実

置除く)2/3

市町(特別交

置除く)2/3

町(特別交付税

＜リーディ

ィバス等の再

し、但馬地域

通事業者等

Ⅴ 交流・

償運送、 

措置除く)＝

措置除く)＝

ど自主運行バ

実証実験費

3 

交付税措置除

3 

税措置除く

24,0

ングプロジ

再編により

域の公共交

等 

・環流の促進

＝１：２ 

＝１：１ 

バスの立

用を含む）

除く)1/2）

)1/2） 

000 千円 

ジェクト＞

り、公共交

交通網形成

進 
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  新たな

１ 

 (1)

 ①

 

 ②

 ③

な兵庫の展

地域創生

地域創生

兵庫県地域

ＰＤＣ

とともに

○ 兵庫

 本

 企

 地

○ 地域

ひょうご地

県地域

○ ひ

申

補

(拡)地方創

少子高

み、将来

元気づ

○ 地方

 国

展開 

の推進 

生戦略の推

域創生戦略

ＣＡサイク

に、県民等

庫県地域創

本 会 議

企画委員会

地域別戦略会議

域創生戦略

地域創生交

域創生戦略

ょうご地域

申請上限額

補 助 率

 

創生推進交

高齢化の進

来にわたっ

くりを柱と

方創生推進

国 予 算 額

推進 

略の推進

クルによる進

等の理解・参

創生戦略会議

議 ２回 

会 ６回 

議 １回×

略の県内広報

交付金事業の

略または市町

域創生交付金

予算

額 

率 (新)地

交付金事業の

進展や人口減

て活力ある

とする「地域

進交付金の概

額 1,000億

418 

進行管理を

参画を促進

議 

１０地域

報 

の推進

町地域創生

金の概要

算額 

政令・中

上記以外

町

政令・中核

地方交付税

一般市

の推進

減少等の構

る地域社会

域創生」の

概要 

億円 

を徹底し地域

進 

生戦略に基づ

中核市 

外の市 

核市、 

税不交付団体

市町 

構造的な課題

会を構築して

の取組を推進

域創生戦略

づく市町の

40億

体

題に、中長

ていくため

進 

Ⅵ 新たな

6,7

略を着実に推

2,000,0

の取組に対

億円（県費2

２億円

1.5億円

１億円

1/3 

1/2 

3,090,7

長期的な視点

め、人口対策

な兵庫の展開

755 千円 

推進する

000 千円 

して支援

20億円） 

 

円 

 

773 千円 

点で取り組

策と地域の

開 

組



 

 

 

 ④

 

 新規

 対

 負

○ 国申

 

(新)地方創

地方創

地域創生

○ 地方

 国

 申

 負

○ R2当

ひょう

○ R1補

横尾忠

動物愛

但馬牛

ひょう

人と自

播磨科

ニュー

FOCUS

規申請可能事業数 

対象事業例

負 担 割 合

申請事業 

(拡)申請事

創生拠点整

創生拠点整

生の推進に

方創生拠点

国 予 算 額

申請上限額

負 担 割 合

当初分  

うごはじま

補正分  

忠則現代美

愛護センタ

牛博物館の

うご環境体

自然の博物

科学公園都

ースバル放

S シミュレー

１都道府

例 官民協働

合 国1/2、

事業数 21事

整備交付金事

整備交付金を

につながる先

点整備交付金

額 600億円

額 １都道府

合 国1/2、

     

事業

り館（仮称

     

事業

美術館の魅力

ー龍野支所

の機能強化

体験館のリニ

物館「コレク

都市バスター

放射光施設産

ーション人

合

419 

府県当たり

働、地域間

県1/2 

事業（令和

事業の実施

（

を活用し、

先導的な設

金の概要

円（事業費ベ

府県あたり

県1/2 

    

業名 

称）の整備

    

業名 

力強化 

所のリニュ

ニューアル

クショナリ

ーミナルの

産業利用拠

人材育成拠

 計 

９事業 

間連携、政策

和元年度：2

施

一部令和元

交流基盤の

設備整備等

ベース：1,

り 事業費30

     

備促進 

     

ューアル 

ル 

ウム」の整

の整備 

拠点の整備

点の整備

策間連携が

22事業） 

元年度２月

の整備や産

を推進 

,200億円）

0億円程度 

    

    

整備 

Ⅵ 新たな

ある先駆的

2,494,1

経済対策補

産業競争力の

 

  （単

事業費 

593,100

  （単

事業費 

44,000

121,000

98,000

204,000

820,000

200,000

210,000

199,000

1,901,000

な兵庫の展開

的事業 等

00 千円 

補正対応）

の強化など

単位：千円）

掲載頁

392 

単位：千円）

掲載頁

305 

55 

247 

319 

310 

277 

197 

199 

― 

開 

等 

 

ど

 

 



 

 ⑤

＜す

すこ

うち、

地域

＜各

神

阪

阪

東

北

中

西

但

丹

淡

 

県民局・県

第二期

県民局

○ 配

 す

 地

すこやか兵

区分 

やか兵庫枠 

ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ枠 

域創生枠 

合  計 

各県民局・

区 

神 戸 県 民

阪 神 南 県民

阪 神 北

東 播 磨

北 播 磨

中 播 磨 県民

西 播 磨

但 馬 県

丹 波 県

淡 路 県

県民センタ

期地域創生

・県民セン

分 枠 

すこやか兵

地域創生枠

・県単独事

・地方創生

兵庫枠・地域

配分額 神戸

500 

280 

1,250 

1,750 1

県民センタ

分 

セ ン タ ー

民 センター

県 民 局

県 民 局

県 民 局

民 センター

県 民 局

県 民 局

県 民 局

県 民 局

ターにおける

生戦略の策定

ンターの施策

兵庫枠   

枠      

事業分   

生推進交付金

域創生枠の

戸 阪神南

55 50

18 13

65 90

120 140

ターの主な

ー 
「ミュ

六甲山

ー 
阪神間

講座等

局 
阪神間

地・多

局 
東播磨地

ICT･AI

局 
北播磨魅

発信、北

ー 
日本遺産

観光クル

局 
西播磨

城ICTフ

局 
「但馬

の推進

局 
丹波の里

への魅力

局 
観光情報

研究会

420 

る地域創生

定を機に、

策を機動的

    

    

    

金事業分

の配分額＞

阪神北 東播磨

40 4

15

125 12

165 17

な事業（Ｐ4

ージアムロ

ツーリズム

モダニズム

開催事業、

モダニズム

田神社周辺

地域公共交

を活用した

魅力体験ツ

北播磨「農

産「銀の馬

ルーズ客船

山城復活プ

フル活用作

まるごと芸

、山陰海岸

里山づくり

力発信、明

報デジタル

の開催、美

生の推進

地域の実情

的に展開 

  5.0億

 12.5億

 10.0億

  2.5億

    

磨 北播磨 中

45 45

6 45

25 125

70 170

434～443参

主な

ロード＆HA

ム推進プロ

ム再発見プ

自転車ま

ムが息づく

辺のまち並

交通サービ

た地域づく

ツーリズム

農」「食」体

馬車道・鉱

船の誘致強

プロジェクト

戦、西播磨

芸術の郷」の

岸ジオパー

りの促進、

明智光秀ゆ

ルプロモー

美食が堪能

＜地方創

情に応じた

億円 

億円 

億円  

億円 

     

中播磨 西播磨

50 5

39 4

90 16

140 21

参照）＞ 

な事業 

T」アート

ジェクト 

ロジェクト

ちづくりの

まちづく

み整備 等

ス構築支援

りの促進、

、北播磨「

体験事業 

石の道」推

化 等 

ト(西播磨山

磨山城の眺

の推進、夢

クの推進 

TAMBAブラ

かりの地の

ションの推

できる環境

Ⅵ 新たな

1,750,0

創生推進交付

地域創生に

  (単位

磨 但馬 

50 55 

44 18 

60 185 

10 240 

プロジェク

等 

ト、若者向け

の推進 等

り、清和源

等 

援プロジェ

豊かな海の

「農」と「食

等 

推進プロジ

山城モニター

眺望復活大作

夢但馬周遊ツ

等 

ンド農産物

の魅力発信

推進、「淡路

境づくりの

な兵庫の展開

000 千円 

付金事業＞

に直結する

位：百万円)

丹波 淡路

60 5

32 5

125 16

185 21

クト、 

け創業出前

 

源氏発祥の

クト、 

の再生 等

食」の魅力

ジェクト、

ーツアー、山

作戦 等)

ツーリズム

物の国内外

信 等 

路島MaaS」

推進 等

開 

 

 

50

50

60

10

前

等

力

山

外
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い

援

ユ

援

ひ

ェ

 

兵

ク

初

ェ

芸

ジ

県

等

 

(拡)「ふる

寄附金

域創生を

事

いなみ野学園

援プロジェク

ユニバーサル

援プロジェク

ひょうご被災

クト 

大規模災害

活動応援プ

ひょうご若

プロジェク

兵庫県立大学

ト 

初代県庁復元

クト 

芸術文化セン

ジェクト 

県立美術館・

等応援プロジ

芸術の秋 

ム展の無料

（県立美術

着付け体験

（歴史博物

ひとはくkid

事業（人と

大中遺跡い

ェクト（考

県立図書館

事業（県立

美術館魅力

（横尾忠則現

最古の登窯

（陶芸美術

るさとひょ

金による地

を推進し、

業名 

園多世代交流

クト 

ルカフェ開設

クト 

災地応援プ

害ボランテ

プロジェクト

若者被災地応

クト 

学応援プロジ

元等応援プ

ンター応援プ

博物館 

ジェクト 

県美プレ

料開放事業 

術館） 

験事業 

物館） 

dsキャラバン応

自然の博物館

こいの空間プ

古博物館）

館所蔵資料充

立図書館） 

力強化事業 

現代美術館） 

窯焼成公開事

術館） 

ょうご寄附金

地域づくりへ

活力ある地

目標

流応
2,

設応
3,

ロジ
11,

ィア

ト 
10,

応援
1,

ジェ
3,

ロジ
100,

プロ
2,

25,

ミア

6,

3,

応援

館） 
3,

プロジ

 
4,

充実
5,

1,

事業
2,

421 

金」の募集

への参画を

地域社会を

標額

000
いなみ

ともに

000

ユニバ

を促進

居場所

000
被災地

極的に

000

大規模

めの交

ティア

000
若者が

ンティ

000

従来か

充実や

援を募

000

県政1

ちや歴

設等の

000

障害の

に舞台

い設備

000

県立美

項目を

きる取

000
県美プ

ともに

500 着付け

000
県内の

キャラ

000
大中遺

ンフレ

000 貴重な

500

館内に

ジェ等

に案内

000

丹波焼

存・活

等を実

集

を促進するた

を構築するた

み野学園の休

に学び、交流

バーサル社会

進するため、

所づくりを支

地における災

に支援 

模災害被災地

交通費等を助

アが活動しや

が被災者を応

ィア活動に要

から取り組む

や学術研究の

募るため、使

150周年を契

歴史を振返

の整備を推進

のある方、高

台芸術を楽し

備に改善 

美術館・博物

を設定し、身

取組を推進

プレミアム展

に美術をテー

け体験で必要

の幼稚園、保

ラバンの訪問

遺跡を「いこ

レットを作成

な郷土資料の

に横尾作品の

等）を整備し

内表示の充実

焼の里のシ

活用を図るた

実施 

ため、兵庫

ためのプロ

事業内容

休園日の学舎

流できるイベ

会づくりの

、障害者、高

支援 

災害救援ボ

地でボラン

助成するこ

やすい環境づ

応援する活動

要する経費の

む学生の活動

の奨励等、幅

使途を拡充 

契機として、

ることがで

進 

高齢者、妊婦

しんでいただ

物館等が施設

身近に芸術文

展の無料開

ーマとした講

要な十二単を

保育園等を訪

問先を増加 

こいの空間」

成 

の収集及びデ

の撮影スポ

し、美術館の

実など館内環

シンボルであ

ため、焼成事

Ⅵ 新たな

270,5

庫の強みを活

ロジェクト

（単

容 

舎を活用し

ベント等を

の県民の主体

高齢者等が交

ボランティア

ンティア活動

とにより、災

づくりを推

動について

の一部を助

動支援に加

幅広く県立大

県民が兵庫

できる初代県

婦の方など誰

だけるよう

設の特色に応

文化に親しむ

開放期間を設

講演会を実

を購入 

訪問するひと

として整備

デジタル化

ット（壁面装

の魅力を高め

環境を強化 

ある最古の

事業の一般公

な兵庫の展開

500 千円 

活かした地

を事業化

位：千円）
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事業名 目標額 事業内容 

「子ども食堂」応援 

プロジェクト 
3,000

NPO法人や地域住民グループが実施する「子ども

食堂」運営事業を県内全域へ拡大するため、立上

げ経費を助成 

ひょうご孫ギフト 

プロジェクト 
5,000

子育てにやさしい兵庫づくりの気運を高めるた

め、一定額以上の寄附者に県内の企業による子育

てギフトを贈呈するとともに、県内の私立保育

所、幼稚園等に県産木材玩具を寄贈 

児童養護施設や里親の下で

育つ子ども応援プロジェク

ト 

3,000

児童養護施設や里親委託など社会的養護の下で

育った子どもたちの将来が、生まれ育った環境で

左右されないよう、自立や夢を実現するための努

力を応援 

小児筋電義手バンクへの 

応援プロジェクト 
3,500

上肢を欠損した子どもの発育に有用な筋電義手、

小児向け運動用義手の普及を図り、補装具費支給

(特例補装具)への移行を推進するとともに、運

動・スポーツ活動を支援 

障害者スポーツ 

応援プロジェクト 
1,500

夢と希望を与えてくれる障害者アスリートを支

援するため、練習等に使用する競技用具を購入 

子犬子猫の飼い主捜し等 

応援プロジェクト 
10,000

適正飼養の普及と殺処分の減少を目指し、子犬子

猫の保育等にボランティアの協力を得ながら犬

猫の譲渡を推進するとともに、動物愛護センター

の愛護館「どうぶつライブラリー」の蔵書拡充を推進

県立学校環境充実応援 

プロジェクト 
60,000

教育の一層の活発化を図るため、学校毎に募集項

目を設定し、寄附を募ることにより、各校の特色

ある教育活動や教育環境を充実 

コウノトリ野生復帰 

プロジェクト 
3,000

野生復帰に向けたDNA検査や放鳥拠点調査・整備、

馴化（環境適応）訓練などを実施 

神戸マラソンの開催応援 

プロジェクト 
20,000

市民ランナーがトップランナーと共に走れる魅

力的で質の高い大会とするため、国際エリートラ

ンナーの招聘等を実施 

神戸ルミナリエの開催応援

プロジェクト 
300

震災復興に向け、人々の希望と勇気をもたらすイ

メージシンボルの役割を担う神戸ルミナリエの

開催を応援 

「鳴門海峡の渦潮」世界遺産

登録推進プロジェクト 
5,000

「鳴門海峡の渦潮」の世界遺産登録に向け、世界

遺産登録推進協議会が実施する学術調査等に要

する経費を負担 

暴力団事務所撤去応援プロ

ジェクト 
5,000

県民の生活の平穏を確保するため、暴追センター

が住民の委託を受けて行う暴力団事務所撤去訴

訟等を支援 

(新)明石城 櫓・石垣魅力ア

ッププロジェクト 
2,000

国指定重要文化財である明石城の櫓や石垣など

を明石城のシンボルとしてPRしていくため、夜の

明石城の魅力アップを図る櫓･石垣のライトアップ

を実施 

(新)ワールドマスターズゲ

ームズ2021関西の開催応援

プロジェクト事業 

1,200

大会を盛り上げ、参加者を通じ兵庫県の魅力を国

内外に発信するため、県内の会場ごとに競技団体

が開催する交流イベント等を支援 

(新)犯罪被害者支援プロジ

ェクト事業 
2,000

犯罪被害者等が平穏な生活を取り戻せるよう、き

め細やかな寄り添った支援を充実させるため、民

間団体の活動を支援 
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区 分 金 額 掲載頁

  県立学校学びのイノベーション推進事業の実施 339,178 P342 

高校における遠隔授業調査研究事業の実施 6,037 P343 

5 水素社会先導プロジェクト 66,653 - 

 エネルギー先進の兵庫推進 1,466 P33 

水素ステーション整備事業 50,000 P34 

次世代自動車等の導入促進 5,187 P40 

燃料電池バスの導入促進 10,000 P41 

「新技術・新事業創造貸付」の要件拡充 ― P208 

6 御食国ひょうごプロジェクト 153,565 - 

 兵庫型スマート農業技術導入による競争力強化推進事業 10,800 P229 

基幹的地域農業法人の確立支援 4,000 P225 

法人化促進総合対策事業の実施 101,167 P225 

小規模農家の放棄田防止対策の推進 33,749 P238 

雇用就農促進事業の実施 1,479 P235 

県内外における但馬牛・神戸ビーフ情報発信事業 2,231 P249 

神戸ビーフ館本格オープンの検討 139 P249 

7 豊かな森・海再生プロジェクト 115,215 - 

 リモートセンシング技術者養成研修の実施 6,045 P260 

高性能林業機械等の導入による生産基盤の強化 60,000 P262 

資源循環林造成パイロット事業の実施 7,200 P261 

鳥獣被害ローラー作戦（鳥獣対策サポーター派遣支援事業） 19,030 P48 

瀬戸内海生産構造調査事業の実施 3,707 P269 

豊かな海再生種苗量産技術開発事業の実施 6,182 P269 

ノリ養殖生産安定化事業の実施 2,000 P267 

豊かで美しい瀬戸内海の創生 11,051 P269 

Ⅱ「暮らしの質」の追求 888,297 - 

 8 スポーツ・フォー・ライフ推進プロジェクト 163,277 - 

 「スポーツ立県ひょうご」創出プロジェクト事業の実施 2,925 P290 

ﾜｰﾙﾄﾞﾏｽﾀｰｽﾞｹﾞｰﾑｽﾞ 2021 関西兵庫県実行委員会の運営 98,831 P295 

ひょうご女性スポーツの会の活動支援 5,000 P297 

障害者スポーツ推進プロジェクト 56,521 
P152 

P297 

9 つながる芸術文化プロジェクト 34,205 - 

 ひょうごアーティストサロン機能拡充事業  13,315 P310 

市町ホールの活用支援事業 8,143 P310 

障害者芸術文化支援事業 5,723 P153 
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区 分 金 額 掲載頁

  障害者芸術｢する・みる・ささえる｣応援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 7,024 P154 

10 在宅強化・健康寿命延伸プロジェクト 546,393 - 

 ビッグデータの健康づくりへの活用促進 95,000 P178 

ロボットリハビリテーション拠点化の推進 31,457 P141 

介護業務における労働環境改善・生産性向上の支援 209,200 P115 

定期巡回・随時対応サービスへの事業者の参入促進 169,746 P100 

情報ネットワークの整備による診療体制の充実 40,990 P168 

11 防災・減災加速プロジェクト 126,059 - 

 防災人材育成拠点の整備 46,654 P21 

「マイ避難カード」全県展開による住民避難行動の支援 9,300 P19 

防災と福祉の連携による個別支援計画作成の促進 17,105 P19 

「ひょうご防災ネット」スマートフォンアプリの機能強化 25,500 P20 

フェニックス防災システムの機能強化 27,500 P21 

12 まちなか安心プロジェクト 18,363 - 

 AI 技術を活用した画像解析力の強化 4,165 P71 

新たな技術等を活用した防犯の研究・検討 0 - 

サイバー犯罪への対応能力の強化 3,128 P71 

老朽危険空き家の除却支援の実施 11,070 P287 

Ⅲ「ダイナミックな交流・環流」の拡大 386,438 - 

 13 体験ツーリズムプロジェクト 61,500 - 

 DMO 化に向けた「ひょうご観光本部」の体制整備 9,500 P380 

マーケティングに基づく効果的な誘客促進 4,000 P380 

周遊・滞在型観光の推進 43,000 P384 

ひょうごサイクリングモデルルート（地域ルート）の検討 5,000 P412 

14 外国人安心プロジェクト 54,531 - 

 産業立地促進補助・税軽減の実施 19,363 P220 

欧米向け一次進出プロモーション事業 4,491 P425 

外国人雇用 HYOGO サポートデスク事業 15,770 P358 

外国人生活支援モデル事業の実施 1,000 P363 

外国人介護人材の受入環境の強化 13,907 
P361 

P363 

15 次世代移動・買い物プロジェクト 59,000 - 

 MaaS の導入促進 20,000 P415 

但馬地域公共交通網形成計画の策定 24,000 P417 

播磨科学公園都市における自動運転車実証運行の実施 15,000 P277 
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区 分 金 額 掲載頁

 16 空間再生プロジェクト 211,407 - 

 空き家活用支援事業の推進 93,389 P402 

郊外型住宅団地再生の先導的支援 7,654 P274 

オールドニュータウン再生モデル事業の実施 8,118 P273 

古民家再生の促進支援 45,322 P255 

戦略的移住推進モデル事業の実施 38,224 P409 

地域楽農生活センターの開設支援 18,700 P255 

合 計 2,536,276 - 

 

    （参考）「2030 年の展望」の概要 

めざす姿 「すこやか兵庫」の実現～五国を活かし 日本を先導 世界につなぐ～

基本方針 1 「未来の活力」の 

創出 

2 「暮らしの質」の 

追求 

3 「ﾀﾞｲﾅﾐｯｸな交流・

環流」の拡大 

2030 年の姿 ①価値創造経済 

②全員活躍社会 

④未来に挑む人づくり 

⑧環境先進地 

⑨御食国ひょうご 

③充実する「自分時間」

⑤子育て安心社会 

⑥進む健康長寿 

⑦安全な暮らし 

⑩交流五国 

⑪豊かな生活空間 
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施

局の統合方

計 

増築棟等の

ため、実用化

千円） 

千円） 

on）の導入

が必要な業務

Chatbotの導

る質問回答）

わせ対応にあ

テムの改修

与システムの

金のマイナ

議をペーパ

トックレス

ルダ等の保

を構築 

方針（案）

の整備・統

化が始まっ

入（26,422千

務等を自動

導入（9,17

データベ

あたる職員

対象業務 

修（超過勤

の改修（標

ナンバー連

パーレスで

ス化を推進

保存データ

Ⅵ 新たな

156,6

を踏まえ、

統合準備完

83,1

った最先端

千円） 

動化 

70千円） 

ベースの情報

員の負担を軽

勤務実績集計

標準報酬月額

連携により認

で実施可能な

進 

からキーワ

な兵庫の展開

677 千円 

伊丹庁舎

了 

69 千円 

端ICT技術を

報に基づく

軽減 

計・分析）

額の算定）

認定業務を

な環境を整

ワード検索

開 

舎

整

索



 

 

 ③

 

 ④

 

 ⑤

 

 ⑥

区分 

ＲＰＡ 

メ

ル

エ

の

W

手

そ

ＡＩ 
県

対

(新)県議会

県議会

レス化を

○ 配備

○ 対象

(新)本議会

南海

席に配備

○ 配 

○ 配 

(新)適正な

公文書

に関す

○ 委 

○ 回 

兵庫県規制

県及び

類 

メール添付

ルの集約 

エクセルフ

の集計 

Webからの情

手書き帳票

その他 

県民からの

対応の自動

会の ICT 化

会にタブレ

を推進 

備台数 10

象会議 本

会場での防

トラフ等の

備 

備 物 折

備 数 40

な公文書管

書管理条例

る事項の調

 員 ６

 数 ３

制改革推進

び市町が条

型 

付ファイ

・

・

・

・

ファイル
・

情報収集・

票OCR読込 ・

・

の問合せ

動応答化
・

化の推進

レット端末を

00台 

本会議、常任

防災用ヘルメ

の巨大地震に

折り畳み式防

00個 

管理の推進

例に基づき

調査・審議

６人（大学教

３回 

進会議の取組

条例等で独

429 

・国民健康

・児童養護

・教科書受

・生徒指導

・法人事業

・官報情報

・スクール

・教員免許

・介護支援

を配備し、

任委員会、

メットの配

に備えるた

防災用ヘル

、公文書管

を実施 

教授、弁護

組の推進

自に設けて

康保険実施状

護施設入退所

受領等報告業

導調査等照会

税月次デー

報の収集 等

ルカウンセラ

許更新申請情

援専門員資格

本会議、常

議会運営委

配備

ため、防災用

ルメット 

管理委員会を

護士、行政O

ている規制

対象業務 

状況の照会

所通知 

業務の照会

会 等 

ータブック

等 

ラー配置希

情報のシス

格に関する

常任委員会

委員会、広

用ヘルメッ

を設置し、

OB、マスコ

等について

Ⅵ 新たな

会 

会 

用データの

希望調査の読

ステムへの投

問い合わせ

9,1

会等の会議の

広報委員会等

1,8

トを本会議

3

公文書の適

コミ等） 

7

て、社会の変

な兵庫の展開

の集計 等

読込 等 

投入 等 

せ対応 

66 千円 

のペーパー

等 

875 千円 

議場の全座

318 千円 

適正な管理

782 千円 

変化に対応

開 

等

ー

座

理

応



 

 

 ⑦

 

 ⑧

 

 ⑨

 

できてお

○ 事業

 支

 産

個人住民税

個人住

強化に

○ 市町

 地

 市

電

の助

○ 市町

 市

併

 有

(新)マイナ

県民

う反動減

○ 新聞

(新)兵庫県

兵庫県

ウム等

○ 日 

○ 場 

○ 内 

○ 負担

○ 総事

おらず地域

業内容 

障事例の募

業界、学識

税徴収等支

住民税特別

向けた支援

町の徴収強

地域別会議

市町からの

電話・メー

助言指導 

町間の連携

市町間併任

併任の手続

有識者、先

ナンバーカード

のマイナン

減対策とし

聞広告等を

県町村会創

県町村会が

に対して支

 時 令

 所 神

 容 10

担割合 県

事業費 3,

 

域活性化の支

募集（通年

識者、市町

支援事業の実

別対策官を

援を実施 

強化に向けた

議・研修会

の電話相談、

ールのほか、

携強化に向け

任の仲介・手

続き関係の助

先進団体職員

ドを活用した

ンバーカー

してのマイ

を用いた広報

創立 100 周年

が創立100周

支援 

令和２年10月

神戸メリケン

00周年記念

県1/3、兵庫

000千円

430 

支障となっ

年） 

町代表等が参

実施

中心に、市

た支援 

（10回）

、個別指導

、市役所、

けた支援

手続き支援

助言、マッ

員による講

マイナポイン

ドの取得を

ナポイント

報の実施、

年記念事業

周年を迎え

月14日 

ンパークオ

念シンポジ

庫県町村会1

っている事

参画する会

町の個人住

導 

町役場へ出

援 

ッチング支援

講演会の開催

ントの利用促進

を促すとと

トの利用を

Webサイト

業への支援

るため、町

オリエンタル

ウム、記念

1/3、兵庫県

例の解消に

議の開催

住民税の徴

出向き高額

援等 

催（１回）

進 

もに、消費

促進 

トの作成等 

町村会が実

ルホテル 

念誌編纂 

県市町村振

Ⅵ 新たな

に向けた取

（年３回程

1,0

徴収技術の向

額・困難事案

 

6,9

費税率の引き

1,0

実施する記念

振興協会1/3

な兵庫の展開

組を推進

程度） 

000 千円 

向上や連携

案について

946 千円 

き上げに伴

000 千円 

念シンポジ

3 

開 

携

て

伴

ジ



 

 (2)

 ①

 

 ②

情報発信

戦略的な広

専門人

県の魅力

○ 県庁

 

 

○ 「兵

 

 

 

○ 兵庫

県

展を

の多

多様な広報

各種広

○ 全世

毎

く解

た話

○ 「県

県

対談

 放

 

 放

○ 「こ

 放

信体制の強

広報の展開

人材である

力に基づく

庁全体の広

県民局への

広報官等

ル」を職

兵庫五国連

協働先をさ

各部局の施

若年層をタ

庫の魅力画

県民から写

を開催する

多様で豊か

報媒体を活

広報活動を

世帯配布広

毎月発行・

解説すると

話題等を広

県民情報番

県政や県の

談）等）を

放送時間 

    

放送回数 

こちら知事

放送時間 

強化 

開 

る広報官等の

ブランディ

広報力の底上

の巡回研修

の指導・助

職員へ配布

連邦（Ｕ５Ｈ

さらに増や

施策と連携

ターゲット

画像の提供

写真や映像を

ることで活用

かな魅力を発

活用した情報

を効果的に活

広報紙「県民

全世帯配布

とともに、県

広く発信 

番組 ひょ

の魅力（観光

をテンポよ

毎週日曜

再放送 月

年48回 

事室！井戸敏

毎月第２火

431 

のもと、県

ィング戦略

上げ 

修等を実施し

助言による

Ｈ）プロジ

やし、「県民

携した県外へ

トにした企画

を随時募集

用し、県民

発信 

報発信

活用し、県

民だよりひ

布の特徴を

県内各地の

うご発信！

光スポット

く分かりや

日（８:30～

月曜日（18

敏三です」

火曜日 25

庁全体の広

略を展開 

し、地方機

改善事例等

ジェクト」の

民協働型広報

への魅力発

画による「

集し、大型ス

民の地域への

県民目線に

ひょうご」の

を生かし、県

魅力やイベ

」の放送

ト、特産品、

やすく紹介

～９:00）

8:00～18:3

（ラジオ関

5 分（８:0

広報力の底

機関を含めた

等をとりま

のさらなる

報」を県庁

発信等による

「ふるさと意

スクリーン

の愛着を深

よる広報活

の発行 

県施策をし

ベント情報

（サンテレ

地域で活

30） 

関西） 

07～８:33 頃

Ⅵ 新たな

38,0

底上げを図る

た広報力を

とめた「広

る展開 

庁内外に提案

る交流・移

意識」の醸

ンでの動画放

深めるととも

511,2

活動を推進 

っかりと分

報等県民生活

レビジョン）

活躍する人

頃） 

な兵庫の展開

080 千円 

るとともに

を強化 

広報バイブ

案 

移住の促進

醸成 

放映や企画

もに、五国

201 千円 

分かりやす

活に密着し

） 

（知事との

開 

に、

ブ

画

国

す

し



 

 

 ③

 

 ④

 ⑤

○ イン

県

ンネ

ホームペー

県及び

応させる

○ 改修

○ 件 

県民からの

県民の

対応する

○ さわ

 場

 時

 相

○ 県民

 法

 家

 認

若者向け議

高校生

の広報刊

○ 作成

○ 作成

ンターネッ

県ホームペー

ネル等により

ージのスマ

び県関係団

ることで、

修対象 県

  ペ

 数 67

の相談体制

の県政に対

る体制を整

わやか県民

場  所 

時  間 

相談方法 

民総合相談

法律相談 

・面  談

・ＴＶ電話

家事相談 

認知症・高

・看護師に

・認知症の

 

議会広報刊

生をはじめ

刊行物（「県

成部数 14

成方法 公

ットによる情

ージやSNS（

り、多様な県

マートフォン

団体が管理す

県民の情報

県及び県関係

ページすべて

7件（県管理

制の充実

対する意見や

整備 

民相談の実施

県民総合相

（神戸県民

9:00～17:

面談、専用

談センターに

談 第２・

話 毎週木曜

面談、ＴＶ

高齢者相談

による相談

人と家族の

刊行物の作成

めとする若者

県議会だよ

4万部（県内

公募した高校

432 

情報発信 等

（Twitter、L

県政情報や県

ン対応改修

するホーム

報アクセス

係団体が管

て 

理  28件、

や日常生活

施（50,915

相談センタ

民センターを

:30（開庁

用電話 

における専

４水曜日

曜日（13:3

Ｖ電話 第

 

（毎週水・

の会による相

成

者の県議会

より」の高校

内全高校生

校の新聞部

等 

LINE、Faceb

県の魅力をを

修の実施

ムページをス

スの利便性

管理するスマ

県関係管理

活の諸問題に

5千円） 

ター、各県民

を除く）、

日） 

専門相談の実

（13:30～16

30～15:30）

第２・４金曜

木曜日（1

相談（毎週

会に対する関

校生版）を

生徒数） 

部の生徒が県

book、Insta

を迅速かつき

（令和元

スマートフ

を向上 

マートフォ

理  39件）

に関する相

民局・県民

県広聴課 

実施（3,51

6:30） 

） 

曜日（13:3

10:00～16

月・金曜日

関心を高め

を作成 

県議会と一

Ⅵ 新たな

agram）、ひょ

きめ細かに発

149,7

元年度２月補

フォンでの表

ォン未対応

 

54,4

相談に、迅速

民センター 

10千円） 

30～16:30）

:00）） 

日（10:00～

6

めるため、若

一体となっ

な兵庫の展開

ょうごチャ

発信 

737 千円 

補正対応）

表示に対

のホーム

425 千円 

速・的確に

） 

～16:00））

675 千円 

若者目線で

て作成

開 

 

に

 

で
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 ①

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関西広域

関西広域連

防災、

権限の移

○ 参加

○ 事務

区 分

広域防

広域観光
文化・ス

ツ振興

 (スポー

広域産業

 (農林水

広域医

広域環境

資格試験
免許等

広域職員

広域課題
応するため
企画・調

域連合の活

連合の積極

、観光・文

移譲等の実

加団体 兵

鳥

務内容 

 

分 担当

防災 兵庫

光・ 
スポー
興 

京都

ーツ) 兵庫

業振興 大阪

水産) 和歌

医療 徳島

境保全 滋賀

験・ 
等 

本

研修 和歌

題に対
めの 
調整 

本

活動の展開

極的な事業展

文化・スポー

実現、関西全

兵庫県、滋賀

鳥取県、徳島

当府県 

庫県 

・帰
・(新
・災
・防

都府 

・海
た

・(
進

・ジ
・ 

庫県 
・Ｗ
・障
・ス

阪府 

・関
・関
・(拡

化
・も

歌山県 

・(拡
・食

物
・(拡

島県 

・ド
・災

域
・薬

賀県 

・低
進

・(拡
食

・カ

本部 
・調

販

歌山県 
・政
・Ｗ

本部 

・地
府

・広

433 

展開

ーツ、医療

全体の広域

賀県、京都

島県、京都

帰宅困難者及
新)台風19号

災害時の物資
防災庁創設に
海外観光プロ
た関西への誘
新)ＷＭＧ2

進、受入環境
ジオパークの
関西文化の
ＷＭＧ2021関
障害者スポー
スポーツ企業
関西のポテン
関西の優位性を
拡)中堅・中

化・情報発信
ものづくりを
拡)地産地消

食文化の海外
物の販路拡大
拡)都市との交
ドクターヘリ
災害医療コー
域医療体制の
薬物乱用防止
低炭素社会づ
進、次世代自
拡)３Ｒ等の

食品ロス削減
カワウ対策、
調理師、製菓
販売者、毒物

政策形成能力
ＷＥＢ型研修

地方分権改革
府機関等の移
広域的な政策

広域インフ
広域的な流
(拡)プラス
エネルギー
産学官連携
2025年大阪

療等７分野の

域課題に積

都府、大阪府

都市、大阪市

主な

及び外国人観
号災害を踏ま
資供給の円滑
に向けた啓発
ロモーション
誘客促進 
2021関西の
境の整備 
の魅力発信
国内外への

関西等の機運
ーツの振興
業表彰制度の
ンシャル発信
を活かしたイ
中小企業等の
信機能の強化
をはじめとす
消運動の推進
外発信による
大 
交流による農山
リを活用した
ーディネータ
の強化 
止等の課題解
づくりの推進
自動車の普及
の統一取組の
減に向けた取

広域的なニ
菓衛生師、准
物劇物取扱者

力研修の実施
修の実施 

革の推進（国
移転の促進
策の企画・調
フラの整備促
流域対策の検
スチック対策
ー政策の推進
携によるイノ
阪・関西万博

の広域事務

極的に対応

府、奈良県

市、堺市、

な実施事業 

観光客対策の
まえた防災
滑化の推進、
発活動 
ンの実施、関

海外参加者

・周遊促進 
の魅力発信 
運醸成に向け

の実施 
信・強化 
イノベーショ
の成長支援
化） 
する地域魅力
進による域内
る需要拡大、

山漁村の活性化
た広域救急医
ターの養成等

解決に向けた
進（再生可能
及促進等） 
の展開（プラ
取組等） 
ニホンジカ
准看護師、医
者の資格試験

施 

国の事務・権
等） 

調整 
促進 
検討 
策の推進 
進 
ノベーションの
博に向けた

Ⅵ 新たな

319,9

務の実施、国

応 

県、和歌山県

神戸市 

の推進 
・減災対策
、広域応援

関西観光本部

者に向けた広

けた取組 

ン創出環境・
（公設試間等

力の発信 
内消費拡大 
、国内外へ

化と多面的機能
医療体制の充
等、災害時

た広域医療体
能エネルギ

ラスチック

・外来獣対策
医薬品販売
験等の実施 

権限の移譲促

の強化・推進
取組の検討

な兵庫の展開

972 千円 

国の事務・

県、 

の充実 
訓練の実施

部と連携し

広域周遊促

・機能の強化
等の連携強

の農林水産

能の保全 
充実 
における広

体制の構築
ーの導入促

ごみゼロ、

策の推進 
に係る登録

促進等、政

進 
討 等 

開 

録



 

５ 

 (1)

 ①

 ②

 ③

 ④

県民局・

神戸県民

神戸の魅力

○ (新

 現

 ア

○ (新

 ビ

 六

○ (新

 見

○ (拡

 女

○ (新

 合

○ (新

○ (拡

○ (新

 

農都・神戸

○ (拡

 

 新

○ 神戸

 

安全・安心

○ 河川

○ 六甲

対話と協働

○ 神戸

○ 神戸

県民センタ

民センター

力を活かし

新)「ミュー

現代アート

アート作品

新)六甲山ツ

ビジターセ

六甲山ヒル

新)神戸西部

見所ガイド

拡)神戸新開

女性向け落

新)行政と地

合同庁舎開

新)有馬川親

拡)国登録有

新)明石海峡

戸の推進 

拡)農の神戸

(新)「農都

新ジャンル

戸アグリイ

心な地域づ

川における

甲山イノシ

働による地

戸市民との

戸地域ビジ

ターの主な

ー 

した賑わいづ

ージアムロー

ト作品の設置

品展示やマル

ツーリズム推

センター自然

ルクライム大

部３都（新開

ドマップの作

開地・喜楽館

落語体験、外

地域の連携に

開設１周年記

親水広場の

有形文化財

峡大橋・舞子

戸ブランド創

都・神戸フェ

ル・チャレン

インバウン

づくり 

る安全対策や

シシ被害対策

地域づくり

の対話や地域

ジョンの推進
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事業 

づくり

ード＆ＨＡ

置による一

ルシェ等に

推進プロジ

然体験シア

大会（仮称

開地・兵庫

作成、1day

館を核とし

外国人向け

による新長

記念イベン

リニューア

「湊川隧道

子公園を活用

創出作戦

ェア（仮称

ンジプロジ

ド推進プロ

や地域防犯

策の推進

域づくり活

進    

ＡＴ」アー

一大アート

による街角芸

ジェクト 

アターを活用

称）開催に向

庫津・新長

yウォークイ

した地域の賑

け日本文化体

長田のまちの

ントの開催、

アルを契機

道」の保存

用した映画

称）」の開催

ジェクトの推

ロジェクトの

犯活動の推進

活動応援によ

    

トプロジェ

ゾーンの形

芸術祭の開

用した六甲

向けた調査

田）の魅力

イベントの

賑わい創出

体験プログ

の活性化 

、商店街の

とした賑わ

・活用に向

上映会の開

 

催 

推進 

の展開 

進 

よる県政の推

 

Ⅵ 新たな

85,9

ェクト 

形成 

開催 

甲山の魅力発

査・検討 

力発信 

の開催 

出 

グラムの実施

の緑化等の実

わい創出 

向けた取組 

開催 

  10,1

10,6

 

13,2

推進 

な兵庫の展開

995 千円 

発信 

施 

実施 

64 千円 

600 千円 

241 千円 

開 



 

 (2)

 ①

 ②

 

 ③

阪神南県

活力と魅力

阪神間

の交流

援を推進

○ (新

○ (新

○ (新

○ (新

○ (新

 

○ (拡

○ (拡

○ (拡

○ (新

○ (拡

環境と調和

自転車

ントの開

○ 自転

 

○ 尼崎

 

安全で安心

防災・

医療・福

○ (新

○ 尼ロ

○ 甲山

県民センタ

力あふれる

間モダニズ

とにぎわい

進 

新)阪神間モ

新)阪神アー

新)阪神間モ

新)阪神南ゆ

新)阪神間モ

ぐるっとツ

拡)阪神南ふ

拡)あにあん

拡)阪神南リ

新)若者向け

拡)若者もの

 

和した快適

車まちづく

開催など、

転車まちづ

(新)サイク

崎21世紀の

(新)東京五

心な阪神南

・減災対策や

福祉体制を

新)阪神南圏

ロック防災

山森林公園

ター 

る阪神南

ズムに代表

いを創出する

モダニズム再

ートＶＲミュ

モダニズムセ

ゆかりの芸術

モダニズム文

ツアー、オー

ふれあいスポ

ん倶楽部プロ

ーディング

け創業出前講

のづくり人材

適な阪神南

りを推進す

快適で暮

づくりの推進

クリングモデ

の森づくりの

五輪ｱｽﾘｰﾄ地

南 

やくらしの

を充実 

圏域感染症ネ

災フェスティ

園を活用した
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される多様

るとともに

再発見プロ

ュージアム

セミナーの

術公演等の

文化を活用

ープンミュ

ポーツフェ

ロモーショ

グテクノロ

講座等開催

材確保支援

するとともに

らしやすい

進 

デルルート

の推進 

地域魅力発信

の安全・安心

ネットワー

ィバルの開

た子育て支

様な芸術文化

に、ものづく

ロジェクト基

ムの構築 

の開催 

の鑑賞促進

用した地域の

ュージアム

ェスタ開催事

ョン事業 

ロジー実用化

催事業 

援事業 

に、尼崎 21

い環境づく

ト環境整備事

信事業 

心対策に取

ーク会議の設

開催 

支援 

化や地域資

くり産業の

基本構想検

の魅力再発

事業 

化支援事業

1 世紀の森

りを促進 

事業 

り組むとと

設置 

Ⅵ 新たな

65,0

資源を生か

の振興、若者

検討事業 

発見事業 

業 

45,2

森の利活用を

29,7

ともに、子育

な兵庫の展開

064 千円 

して、地域

者の創業支

200 千円 

を図るイベ

736 千円 

育て支援、

開 

域

支

ベ
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 ①

 

 ②

 ③

阪神北県

歴史・文化

歴史

創出や交

○ 阪神

 

 

○ (拡

○ (新

○ 地域

 

 

地域のブラ

都市

○ (新

○ 阪神

 阪

 阪

○ 北摂

 北

 里

 

住み続けた

良好な

ち」の創

○ 「ひ

 

 

○ 認知

 

 

○ (新

県民局 

化・芸術が

・文化・芸

交流人口の

神間モダニ

(新)阪神間

(新)阪神ア

拡)ひょうご

新)清和源氏

域の魅力を

(拡)「新宮

(拡)ひょう

ランド力が

(近郊)農業

新)阪神北ふ

神アグリパ

阪神アグリ

阪神農家×

摂里山博物

北摂里山魅

里山資源を

たくなる「

な住環境を

創出 

ひょうご北

「ひょうご

(新)「えき

知症の人や

(拡)阪神北

(新)フレイ

新)アグリラ

が息づく「ま

芸術を生か

の拡大 

ニズムが息づ

間モダニズム

アートＶＲ

ご北摂スポー

氏発祥の地

を生かした交

宮 晋 風の

うご北摂・イ

が高まる「ま

業や北摂里山

ふれあいフェ

パーク構想の

街道周遊プ

×事業者マ

物館（地域ま

魅力づくり応

を活用した環

「まち」の創

を生かした定

北摂ライフ」

ご北摂ライフ

きバスびじ

や高齢者な

北圏域 認知

イル対策普及

ライフ・シェ
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まち」の創

した新しい

づくまちづ

ム再発見プ

ミュージア

ーツサイク

・多田神社

交流人口の

ミュージア

インバウン

まち」の創

山等の地域

ェスティバ

の推進 

プロジェク

ッチングプ

まるごとミ

応援事業

環境学習の

創出

定住・移住

」の推進

フ」魅力発

ょん。」の作

どにやさし

知症の人や

及推進事業

ェアリング

創出

いライフス

づくり 

プロジェク

アムの構築

クルの郷づ

社周辺のま

の拡大  

アム」の魅力

ンド方策の検

創出

域ブランド

バル（仮称）

クトの推進

プロジェク

ミュージアム

の実施 

住の促進や暮

発信による移

作成 

しいまちづ

や高齢者にや

業 

グ構想の展開

タイルが実

ト基本構想

くり 

ち並み整備

力発信 

検討 

を生かした

）の開催 

トの推進 

ム）構想の

暮らしやす

移住・定住

くり 

やさしい社

開 

Ⅵ 新たな

71,6

実現できる

想検討事業 

備 

44,6

た「まち」

の推進 

48,6

すさを実感

住促進 

社会づくり事

な兵庫の展開

681 千円 

「まち」の

698 千円 

の活性化

621 千円 

できる「ま

事業 

開 

の

ま
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 ②

 

 ③

東播磨県

人・もの

○ ICT

 

 

○ 魅力

 

 

 

○ もの

 

 東

 

水辺との心

○ 豊か

 

○ いな

 

 

 

 

○ ふる

 

 東

いきいきと

○ 健康

 み

 

○ 地域

 

県民局 

・情報が交

T・AIを活用

(新)利用し

(新)ICTを活

力と賑わい

(新)明石港

(新)自転車

(新)東播磨

のづくり産

(拡)東播磨

東播磨「農

(拡)交流・

心豊かな暮

かな海の再

(新)全国豊

なみ野ため

(新)いなみ

(新)ため池

(拡)ため池

(拡)東播磨

るさと意識

(新)先進的

東はりまの

と暮らせる

康・福祉の

みんなでつ

(拡)チャレ

域防災力の

(拡)ハザード

交流し、にぎ

用した地域

しやすい都市

活用したス

いの拠点づ

港砂利揚げ場

車の利用しや

磨ツーリズム

産業の活性化

磨ものづく

農」のブラン

体験を活か

暮らしが思い

再生 

豊かな海づ

め池ミュージ

み野ため池

池レガシーを

池コウノト

磨フィール

識の醸成 

的な環境配慮

の魅力KIDs体

る、安全安心

の充実による

つくって食べ

ンジショッ

の向上 

ドマップの改

437 

ぎわう東播

域づくりの推

市近郊型公

スマート農業

くりの推進

場の再開発

やすい街づ

ムファンづ

化や豊かな

り企業の魅

ンド化大作

かした「人

い出に残る

くり大会に

ジアムの推

ミュージア

を次世代へ

リプロジェ

ドステーシ

慮の取組を

体験ツアー

心な東播磨

る地域の元

べよう｢東は

プ｢きずな

改訂を踏ま

播磨づくり

推進 

公共交通サー

業・建設現

進 

発と高砂市臨

づくり 

づくり 

な農林水産業

魅力発信事業

作戦 

人」と「農」

る東播磨づ

に向けた「豊

推進 

アム“オ池

へつなぐプ

ェクト 

ションの活用

を発信 

ー・地域で

磨づくり

元気度アップ

はりま発ヘ

｣の販売力

えた防災ス

ービス構築

現場 

臨海部の活

業と食文化

業 

」の共創力

くり

豊かな海の

リンピック

ロジェクト

用 

キラリ☆走

プ 

ヘルシーメニ

強化による

スクールと地

Ⅵ 新たな

67,6

築プロジェ

活性化 

化の展開 

力アップ事業

72,9

の再生」 

ク2020”の

ト 

走る環境学習

29,4

ニュー｣ 

る障害者の

地区防災計画

な兵庫の展開

613 千円 

クト 

業 

908 千円 

開催 

習教室 

479 千円 

自立支援

画づくり 

開 
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 ②
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 ④

 

北播磨県

北播磨「農

農業の

○ (新

○ 北播

○ 北播

○ 北播

「北播磨」魅

北播磨

交流人

○ (新

○ (新

○ 北播

○ JR加

「北播磨」

ふる

定着を促

○ (新

○ (新

○ 若者

○ 高校

いきいき暮

住民、

○ (新

○ 北播

○ 自主

○ 生物

県民局 

農」と「食

の競争力を

新)北播磨

播磨「農」

播磨の特産

播磨「農」

魅力体験ツーリズ

磨の魅力を

口・環流人

新)北播磨サ

新)北播磨交

播磨魅力体

加古川線、

」人材増プ

さと意識の

促進 

新)山田錦の

新)北播磨外

者の北播磨

校生による北

暮らせる安

、事業者、

新)北播磨

播磨圏域認

主防災組織

物多様性保

 

食」の魅力づ

を高め、北播

「農」「食」

と「食」の

産農産物等育

の６次産業

ズム等による交

を体験するツ

人口を拡大

サイクル＆フ

交流施設魅力

体験ツーリズ

神戸電鉄粟

プロジェク

の醸成を図

の語り部養成

外国人共生促

磨企業への定

北播磨の「農

安全安心な

行政が力を

「農村地域見

認知症対策事

織パワーア

保全活動の推
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づくりプロ

播磨の豊か

体験事業

の魅力発信

育成促進事

業化促進

交流人口・環流

ツアーの実

フットパス

力アップ事

ズム 

粟生線、北

ト

り、地域に

成事業 

促進事業

定着促進事

農」と「食」の

「北播磨」

を合わせ、

見守り隊」

事業 

ップ事業

推進 等

ロジェクト

かな「農」

信 

事業 

等 

流人口の拡大

実施等を通

ス推進事業

事業 

北条鉄道の利

に誇りを持

事業 

の創造  等

の創出

安全安心に

の育成支援

と「食」の

じて、北播

利用促進・

った北播磨

に暮らせる

援 

Ⅵ 新たな

  43,0

の魅力を広

68,7

播磨の魅力

・活性化事業

36,0

磨を担う人

22,1

る地域を創

な兵庫の展開

080 千円 

く発信 

729 千円 

を発信し、

業  等 

000 千円 

人材の育成、

91 千円 

出 

開 
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 思①

 若②

 活③

 暮④

中播磨県

思わず訪れ

○ 日本

 

 銀

 

 

○ 訪れ

 

 中

○ 豊か

 

 中

若者・女性

○ (拡

○ (拡

○ (新

○ 日本

○ (拡

活気とにぎ

○ (拡

○ (拡

○ (拡

暮らしやす

○ ふる

  

 

○ 暮

 

 

県民センタ

れたくなる

本遺産「銀

(新)つなぐ

銀の馬車道

(拡)「銀の

(新)サイク

れて巡りた

(拡)思わず

中はりま

かな資源を

(拡)はりま

中はりま食

性が活躍で

拡)中はりま

拡)産学官連

新)女性の活

本遺産高校

拡)小学生へ

ぎわいのあ

拡)観光クル

拡)ものづく

拡)中はりま

すさ No.１の

るさと意識

(拡)中播磨

中播磨地域

らしの安全

(新)高齢者

(新)災害時

ター 

中はりま

銀の馬車道

ぐ銀の馬車道

道ブランドの

の馬車道・鉱

クルモデルル

たくなる中は

ず行きたくな

「気軽に農泊

を活かした食

ま姫路の前

食文化の発信

きる中はり

まの企業ＰＲ

連携による

活躍を促進す

校生フォーラ

への社会基盤

る中はりま

ルーズ客船の

りを支える

ま農業パワー

の中はりま

識、地域への

磨地域ビジ

域活動交流

全・安心の推

者の低栄養

時における
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・鉱石の道

道～轍プロ

の推進 

鉱石の道」

ルート「銀

はりま 

なる中はり

泊」モデル

食の魅力発

どれ海の幸

信 

りま

Ｒ大作戦

「中はりま

する企業セ

ラム 

盤整備ＰＲ

ま

の誘致強化

る人材確保

ーアップ作

ま

の愛着の醸

ジョンの推進

流メッセの開

推進 

養・フレイル

る医療提供に

道」推進プ

ロジェクト

の見える化

銀の馬車道

りま誘客推進

ル事業 

発信 

幸グレードア

（ＵＪＩター

ま産業力」強

セミナー 

Ｒ事業 

化 

保支援 

作戦 

醸成 

進 

開催 

ル対策 

に関する情

ロジェクト

化と魅力発

・鉱石の道

進 

アップ作戦

ーン対策）

強化 

情報伝達訓練

Ⅵ 新たな

74,2

ト 

発信 

道ルート」

戦 

10,4

 

16,7

38,5

練・研修事

な兵庫の展開

263 千円 

の整備 

450 千円 

761 千円 

526 千円 

事業 

開 

 

 

 



 

 (7)

 ①

 ②

 

 ③

西播磨県

歴史と伝統

○ 西播

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 来訪

 

 

 

フロンティ

○ 地域

  

○ 地域

 

安全・安心

○ 暮

 

○ 地域

 

○ 生活

 

○ 鳥獣

  

県民局 

統文化を生

播磨ならで

(新)西播磨

(新)地域団

(新)山城Ｉ

(新)プレミ

(新)西播磨

(新)西播磨

(新)「西播

(拡)英語版

しゃくなげ

(拡)西播磨

(新)西播磨

訪者の満足

(拡)「西播

(拡)西播磨

ィア精神が

域を支える

(拡)地域づ

域資源を生

(新)西播磨

心な社会基

らしを支え

(新)西播磨

域防災力の

(新)外国人

活の安全安

(新)高齢者

獣被害対策

(新)プラス

生かした交流

ではのツー

磨山城モニタ

団体等の行

ＣＴフル活

ミアムガイ

磨山城の眺望

磨山城攻略拠

播磨歴史絵巻

版西播磨情報

げ優良個体保

磨ふるさとの

磨山城・歴史

足度向上によ

播磨ブランド

磨農産物加工

が生み出す持

る人材の育成

づくり活動

生かした産業

磨の企業力発

基盤整備

える社会基盤

磨ため池管理

の向上 

人のための防

安心の確保

者のポリファ

策、環境保全

スチック対

440 

流人口の拡

リズムの推

ターツアー

う体験型メ

活用作戦

ド人材育成

望復活大作

拠点の整備

巻」の展開

報(タブロイ

保全と景観

の風景づく

史的建築物

よる消費拡

ド」の育成

工品開発・

持続可能な

成 

動応援事業の

業振興 

発信事業

盤の整備

理ランドマ

防災情報サ

ァーマシー

全対策の推

対策の推進

拡大

推進 

ー 

メニューの開

成 

作戦 

備 

開(歴史番組の放

イド判)の発

観整備支援

くり 

物等の発掘

拡大 

・創造支援

向上促進

な地域づく

の推進 

マークの推進

サイト事業

ー等対策 

推進 

開発支援 

放送、ロゴマー

発行 

・発信 

援(西播磨フルー

り

進 

Ⅵ 新たな

115,8

ークの活用等によ

ーツ∞（エイト）

68,7

25,4

 

な兵庫の展開

866 千円 

よる情報発信)

）プロジェクト)

707 千円 

427 千円 

開 



 

 (8)

 ①

 ②

 ③

但馬県民

あしたのふ

○ (新

 ア

○ 夢但

 

 

○ 山陰

 

○ 日本

 

 

○ (新

 

あしたのふ

○ (新

 但

○ (拡

○ 但馬

 

○ (拡

○ 但馬

 

○ (新

○ (新

あしたのふ

○ (拡

○ (拡

○ (拡

○ (拡

民局 

ふるさと但

新)「但馬ま

アートでめ

但馬周遊ツ

(新)但馬２

(拡)台湾を

陰海岸ジオ

(新)ジオパ

本遺産を活

(新)明延～

(新)鉱石の

新)コウノト

ふるさと但

新)但馬水産

但馬産松葉

拡)コウノト

馬牛ＰＲへ

(新)小学生

拡)但馬ブラ

馬Ｕ・Ｉタ

(拡)移住体

新)但馬での

新)コウノト

 

ふるさと但

拡)地域活性

拡)安全安心

拡)精神障害

拡)清流の郷

但馬で交流す

まるごと芸術

めぐる「芸術

ツーリズムの

２大温泉地の

を中心とした

オパークの推

パーク・ロン

活用した地域

～神子畑間の

の道フォトス

トリ未来・国

但馬で暮らす

産王国再興の

葉ガニのリブ

トリ育む農法

への支援 

生向け日本農

ランド農産物

ターン400人

体験オーダー

の学生グルー

トリsazukar

但馬を支える

性化の取組を

心で住みよい

害者にも対応

郷づくり大作

441 

する

術の郷」の

術の郷但馬

の推進 

の魅力向上

た観光プロ

推進 

ングトレイ

域の魅力づ

の新軌道整

スポットの

国際かいぎ

す

の推進 

ブランディ

法拡大総合

農業遺産

物の育成強

人大作戦の展

ーメイドツ

ープ地域づ

riプロジェ

る

を支援する

い但馬の農

応した地域

作戦の実施

の推進 

馬」発信事業

上と誘客促進

ロモーショ

イル・ルー

づくりの推進

整備検討調査

の整備 

ぎの開催 

ィング 

合対策の展開

「但馬牛」副

強化 

展開 

ツアー 

づくり活動支

ェクトの推進

るインフラ整

農村基盤づ

域包括ケアシ

施

業 

進 

ン等の強化

ト完成記念

進 

査 

開 

副読本作成

支援事業 

進 

整備の推進

くりの推進

システムの

Ⅵ 新たな

83,4

化 

念事業の開催

92,2

成 

64,3

進 

進 

の整備促進 

 

な兵庫の展開

425 千円 

催 

229 千円 

346 千円 

開 



 

 (9)

 ①

 

 ②

 ③

 ④

 

丹波県民

森を大切に

○ (拡

○ (拡

○ (新

○ (新

花と緑の美

○ (拡

○ (拡

○ (新

 

個性豊かな

○ (拡

○ (新

○ シュ

 

安らぎと活

○ (拡

○ (拡

○ (新

○ (新

○ (新

○ (新

○ (拡

○ (拡

○ (新

○ 地域

○ (新

民局 

に守り育て

拡)丹波の里

拡)源流の里

新)先端技術

新)地域でた

美しい地域

拡)桜づつみ

拡)たんば三

新)季節を彩

な地域文化

拡)恐竜化石

新)WMG2021関

ューベルテ

活力に満ち

拡)移住・環

拡)女性によ

新)空き家・

新)地域再生

新)TAMBAブラ

新)インバウ

拡)大河ドラ

拡)ＪＲ福知

新)サイクリ

域防災力の

新)いくつに

 

てます 

里山づくりの

里の親水環境

術等を活用

ため池を守る

域づくりを進

み回廊の美観

三街道主要ポ

彩るミニガー

化を育てます

石フィ－ル

関西記念

ティアーデた

ちた地域づ

環流プロジェ

よる起業の促

廃校等を活

生活動の次世

ランド農産

ウンド誘客の

ラマ「麒麟が

知山線の利用

ング環境の

の充実強化

になっても元

442 

の促進 

境の整備

したスマー

るプロジェ

進めます

観保全 

ポイントの

ーデン 

す

ドミュ－ジ

「囲碁ボール

たんば「ふ

くりを進め

ェクトの推

促進 

活用した“

世代への承

産物の国内外

の推進 

がくる」明

用促進 

の整備 

元気いっぱ

ート農業の推

ェクト 

の修景 

ジアムの推進

ル」大会

ふるさと音楽

めます

推進 

“シリ丹バ

承継 

外への魅力

明智光秀ゆか

ぱいプロジ

推進 

進 

楽ひろば」

レー”の創

力発信 

かりの地の

ェクト 

Ⅵ 新たな

39,6

22,2

13,6

の支援 

109,4

創出 

の魅力発信 

な兵庫の展開

623 千円 

233 千円 

678 千円 

466 千円 

開 



 

(10)

 ①

 

 ②

 

 ③

 ④

 ⑤

 淡路県民)

訪れたくな

○ 地域

 

 

 

○ 自家

 

○ 「美

 

 新

 

○ サイ

 

島を支える

○ 農畜

 

 

すこやかに

○ 健康

 

住み続けた

○ ふる

 

 

安全・安心

○ 自然

 

民局 

なる島づく

域資源を活

(新)観光情

(新)淡路島

(拡)インバ

家用車なし

(拡)「守り

美食の島」

(拡)美食が

新たな食材

(拡)淡路－

イクリング

(拡)「アワ

る産業の振

畜水産業の

(拡)美食を

(拡)野生鳥

に暮らせる

康長寿の島

(拡)生涯現

 

たくなる島

るさと意識

(拡)「鳴門

(拡)淡路人

 

心な島づく

然災害への

(新)特定た

り 

活かした観光

情報デジタル

島観光動態調

バウンド誘客

しで巡る淡路

、育てる」

あわじの実

が堪能できる

材発掘の促進

－水産の島

グアイラン

ワイチ」魅力

振興 

の振興 

を支える食材

鳥獣の被害防

る島づくり

島づくり 

現役！あわ

島づくり

識の醸成 

門海峡の渦潮

人形浄瑠璃の

り 

の備えの充実

ため池の安全

443 

光振興 

ルプロモー

調査の実施

客の促進

路島の実現

」地域公共

実現 

る環境づく

進 

再生プロジ

ド淡路島の

力アップの

材の生産力

防止総合対

じ健康長寿

潮」世界遺

の魅力発信

実 

全対策の推

ーションの推

施、来島者受

現 

共交通の展開

くりの推進

ジェクトの

の推進 

の推進 

力の強化支援

対策の推進

寿の島づく

遺産登録に向

信 

推進  

推進 

受入環境の

開 

の推進 

援 

り 

向けた取組

Ⅵ 新たな

115,5

の整備 

22,1

25,5

37,6

組の推進 

9,1

な兵庫の展開

531 千円 

07 千円 

526 千円 

665 千円 

71 千円 
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参考－1 

1 医療介護推進基金 事業一覧 

 
（医療分） 

項 目 事業名 事業内容 
予算額 

（千円） 

１ 地域医療連携推進事業 2,761,261

(1)ＩＣＴを活

用した地域

医療ﾈｯﾄﾜｰｸ

基盤の整備 

圏域医療情報ネットワー

ク構築支援事業 

圏域レベルでの医療情報共有化に向けたネットワーク構築支

援を体系的に推進 
24,000

情報ネットワークの整備

による診療体制の充実 

こども病院及び地域の中核病院の医師が、情報ネットワークシ

ステム（テレビ会議システム、電子カルテシステム）を活用し、

オンラインによる協働での診療を実施 

40,990

(2)医療提供体

制の改革 
病床機能転換推進・再編

統合等支援事業 

地域医療構想の達成に向け、病床の機能分化・連携の推進に向

けた取組（医療機関の統廃合、病床機能の集約化・転換等）に

対し、支援を実施 

1,500,000

県立はりま姫路総合医療

センター（仮称）の整備

播磨姫路圏域において安定的・継続的に良質な医療を提供する

ため、県立姫路循環器病センター及び製鉄記念広畑病院の統合

再編による新病院を整備 

1,171,609

助産所等施設設備整備事

業 

助産師の活躍の場を整備するため、助産所等の開設に必要な施

設・設備整備にかかる費用を助成 
4,043

院内助産・助産師外来設

置促進支援事業 

院内助産・助産師外来開設にむけた助産師の技術支援や院内体

制構築にかかる経費を支援 
6,500

地域医療構想推進体制強

化事業 

地域医療構想調整会議における議論の活性化のため医療需給

等の調査分析、病床機能報告の分析等を実施 
14,119

２ 在宅医療体制推進事業 288,127

(1)在宅医療体

制の整備・

人材の養成 

在宅医療地域ネットワー

ク整備事業 

地域における在宅医療提供体制の充実を図るため、多職種間、

医師間の連携ならびにアドバンス・ケア・プランニング（ACP)

を踏まえた在宅看取りを円滑に進めるICT連携ツールの導入を

支援 

25,750

医療的ケア児等医療提供

体制確保事業 

医療的ケア児等の退院を促進するためのセーフティネットと

して、医療型短期入所のための空床確保する医療機関を支援 
16,206

在宅医療充実強化推進事

業 

在宅医療の充実を図るため、県及び地域の在宅医療推進協議会

において検討された先導的な取組を支援 
82,389

かかりつけ医普及促進事

業 

地域完結型医療の中心的な役割を担う、かかりつけ医に関する

県民の理解を深めるため、かかりつけ医の役割やかかりつけ医

をもつことの意義等にかかる普及啓発を行う 

1,000

脳性まひ等肢体不自由児

者に係る療法士研修事業

適正なリハビリ・評価をできる人材を育成するため、訪問看護

ST に所属する療法士等を対象とした研修を実施 
2,279

「まちの保健室」による

健康づくり推進事業 

身近な健康相談の場の提供と医療・介護の連携強化のため、「ま

ちの保健室」を開設 
17,847

訪問看護師充実支援事業
安定的な訪問看護サービスの提供体制を確保するため、訪問看

護師の養成を支援 
36,875



 

参考－2 

項 目 事業名 事業内容 
予算額 

（千円） 

 

(1)在宅医療体

制の整備・

人材の養成 

在宅看護体制機能強化事

業 

今後増加する看取りへの対応等、在宅移行時の多様な医療ニー

ズに対応するための経費（機能強化型訪問看護ステーションへ

の移行や訪問看護師の資質向上を図る経費等）を支援 

69,987

(2)在宅歯科医

療の推進 在宅歯科医療推進事業 

在宅歯科医療推進のための資質向上や体制充実に向けた先導

的な取組み（実践的研修実施支援・女性歯科医師復職支援・地

域課題対応対策支援等）を支援 

28,790

通所施設での歯科健診等

実施体制整備事業 

在宅の障害者、要介護高齢者等が通所施設で歯科健診を受診し

やすい体制の整備 
653

医科・歯科・介護連携に

よる肺炎予防事業  

誤嚥性肺炎発症及び再発の予防を図るため、口腔ケアによる肺

炎予防についての検討会議、研修等を実施 
744

(3)在宅薬剤医

療の推進 

訪問薬剤管理指導推進事

業 

在宅薬剤医療の推進を図るため、薬剤師研修等訪問薬剤管理指

導を推進する取り組みを支援 
5,607

３ 医療従事者確保対策事業 1,602,576

(1)医師確保対

策 
兵庫県地域医療支援セン

ター運営事業 

県内の医師不足の状況を把握・分析し、医師のキャリア形成支

援、医師不足病院への支援等を行う「兵庫県地域医療支援セン

ター」を運営 

2,743

地域医療支援医師県採用

制度によるへき地勤務医

師の確保 

後期研修終了医師、へき地勤務に興味がある医師等を対象に、

県で採用し、専門性向上を配慮しつつ地域医療機関へ派遣 
4,750

へき地若手医師キャリア

パスサポート事業  

へき地に勤務する若手医師等への専門医・学位取得や研究活動

への支援により、キャリア形成を図り、へき地定着を促進 
5,924

地域医療人材資質向上事

業  

地域医療を担う人材に対し、機器シミュレーションを主体とし

た研修により臨床スキルの向上を図るとともに、女性医師の再

就業を支援 

123,735

地域医療機関医師派遣事

業  

医師派遣を行う医療機関に対し、派遣に伴う逸失利益相当額を

助成するとともに、診療活動を行いながら地域医療の充実に資

する研究を行う寄附による特別講座を大学医学部に設置 

178,750

へき地等勤務医師養成派

遣事業  

地域枠県推薦入学生への修学資金の貸与等によるへき地等勤

務医師の養成（神戸大、岡山大、鳥取大） 
194,547

臨床研修病院合同説明会

の開催  

臨床研修医確保のため、県内外の医学生を対象に、県内臨床研

修病院の合同説明会を開催 
300

産科医等育成・確保支援

事業  

産科医等の処遇を改善し、その確保を図るため、分娩手当等を

支給する産科医療機関に対し、その経費の一部を助成 
49,600

周産期医療協力病院支援

事業  

周産期医療の機能強化を図るため、協力病院の運営費の一部を

助成 
4,000

周産期及び小児期の課題

解決に向けた医療人材育

成事業  

新生児における検査や疾患に対する医師等の資質向上を図る

ため、検討会や研修会を実施 
2,400

新生児担当小児科医師確

保支援事業 

NICU において新生児を担当する医師の処遇改善を目的として

支給される手当への助成 
2,000

特定専門医研修資金貸与

事業 

産科医・小児科医・総合診療医の深刻な医師不足等を踏まえ、

産科医・小児科医・総合診療医を目指す臨床研修医を対象に研

修資金を貸与 

12,000



 

参考－3 

項 目 事業名 事業内容 
予算額 

（千円） 

(2)看護職員確

保対策 

看護師等養成所運営費補

助 

看護職員の確保を図るため、看護師等養成所の運営に要する経

費の一部を助成 
216,477

看護職員県内定着支援事

業  

看護師等養成所卒業生の県内就業率向上を図るため、看護師等

養成所運営費補助に県内就業率に応じた加算を実施 
9,500

看護職員確保のための進

学説明会等の開催  

看護師等の養成力強化等を図るため、高校生や社会人を対象に

看護系学校の進学説明会・出前授業を開催 
1,941

看護（専任）教員養成講

習会  

看護師等養成所の専任教員を養成するため、専任教員養成講習

会を開催 
8,905

看護職員資質向上推進事

業  

県内看護職員の臨床実践能力の向上を総合的に推進するため、

企画検討会議や各種研修を実施 
10,684

助産師資質向上研修支援

事業  

地域における安全・安心・快適なお産の場の提供を図るため、

助産師の実践能力を強化する研修を実施 
4,000

ナースセンター運営事業
求人求職マッチングシステムを活用した看護職無料職業紹介

を行うとともに、情報誌を作成、配布 
4,370

ナースセンターサテライ

ト運営事業  

看護職員の身近な地域で再就業の相談・支援が受けられるよ

う、兵庫県ナースセンターの支所・サテライトを設置するとと

もに、知名度向上を図るための広報を実施 

・設置箇所：4箇所（中播磨(姫路)､宝塚､北播磨､但馬） 

7,589

プラチナナース活躍促進

事業 

プラチナナースの人材登録の促進及びセカンドキャリア研修

実施のため、県ナースセンター及び支部等に事業専任者を配

置、各病院の定年退職者へのＰＲ及びマッチングを行う経費を

補助 

4,200

看護職員確保対策実態調

査等  

看護職員確保対策を推進するため、その基礎ﾃﾞｰﾀとなる実態調

査等を実施 
9,359

看護職員離職防止・確保

対策事業 
看護職員の離職防止を図るため、各種研修、相談事業等を実施 25,903

新人看護職員卒後臨床研

修事業  

新人看護職員の早期離職防止を図るため、各医療機関が実施す

る新人看護職員研修費の一部を助成 
43,446

看護職員地域合同就職説

明会開催事業  

地域内の医療機関･福祉施設等が合同で開催する就職説明会の

開催費を助成 
10,000

看護職員復職支援研修助

成事業  
医療機関等が開催する復職支援研修の経費の一部を助成 15,000

看護職員確保対策総合施

設整備事業  

県内看護職員の確保を総合的に推進するため、看護師等養成所

や医療機関の施設・設備整備にかかる費用を助成 
75,957

病院内保育所運営費補助

事業  
民間の病院内保育所運営費の一部を助成 353,667

(3)その他医療

従事者の確

保対策 

歯科技工士技術研修事業

新人を中心とした研修体制の構築や新たな技法の導入に対応

できる質の高い歯科技工士を育成するため、検討会及び研修を

実施 

500

周産期メンタルヘルスに

関する専門人材育成事業

周産期メンタルヘルス対策に関する連絡協議会、専門研修会の

開催 
1,395



 

参考－4 

項 目 事業名 事業内容 
予算額 

（千円） 

(3)その他医療

従事者の確

保対策 

離職歯科衛生士への復職

支援事業 

歯科医療現場の歯科衛生士不足を解消するため、復職支援検討

会議、研修会を実施 
661

歯科口腔保健における体

制整備事業 

専門的歯科衛生士の人材育成及び歯科衛生士バンクの設置・運

営等 
5,313

(4)医療従事者

の勤務環境

改善 

医療機関勤務環境改善支

援センター設置費 

医療機関の勤務環境改善を図るため、勤務環境改善に関する相

談対応、勤務環境改善の取組を推進するための普及啓発活動等

を実施 

10,282

小児科救急対応病院群輪

番制運営費補助事業  

小児救急医療の確保を図るため、2 次救急医療機関として必要

な診療機能等を備えた病院による夜間・休日の輪番制を実施 
104,570

小児救急医療相談窓口運

営費 

効率的な小児救急医療体制の構築を図るため、小児救急医療電

話相談を全県域で実施 
98,108

４ 勤務医の働き方改革推進事業 600,000

 （1）勤務医の働

き方改革推

進事業 

勤務医の働き方改革推進

事業 

労働時間短縮計画の策定やタスク・シフティングなど勤務医の

労働時間短縮に資する取組を支援 
600,000

合 計 5,251,964

 

（介護分） 

項 目 事業名 事業内容 
予算額 

（千円） 

１ 介護人材確保緊急対策事業 703,363

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)福祉・介護

サ ー ビ ス

の周知・理

解 

福祉・介護啓発促進事業
福祉・介護に携わる仕事のやりがいや魅力を伝える講演会、シ

ンポジウム等の啓発行事を実施 
6,000 

介護業務イメージアッ

プ推進事業 

特別養護老人ホーム及び介護老人保健施設の人材の確保促進

のため、情報発信、業界ＰＲ等の事業を実施 
13,740

学生やその保護者・教員及び未就労者の介護業界への参入促進

に資する職場体験や就職説明会等を実施 
16,283

ひょうご認知症当事者

グループ推進事業 

「ひょうご認知症当事者グループ」の会議開催・活動支援を実

施 
6,504 

福祉・介護人材確保対策

推進事業 

各種福祉人材確保対策を効果的かつ総合的に推進するため、現

状を的確に把握・分析し、関係団体等と一体となっての事業展

開の協議等を実施 

3,027

福祉人材確保対策事業 
兵庫県福祉人材センターにおいて、福祉・介護人材確保の総合

的推進体制の整備を実施 
2,369

介護業務体験学習推進

事業 

子ども向け集客施設を活用して、小学生等向けに介護業務の体

験・学習機会の提供等を行う民間事業者を支援 
10,000

(2)多様な人

材の参入

の促進 

福祉・介護人材マッチン

グ機能強化事業 

福祉・介護分野への就労希望者の掘り起こし、求職者のニーズ

に合わせた新規求人の開拓、事業所連携の推進等を実施 
30,149

進路選択学生等支援事

業 

高校等に出向き、福祉・介護の仕事の魅力を紹介する説明会等

を実施する介護福祉士養成校等に補助 
3,360 

介護職員等合同入職式

開催事業 

介護や保育をはじめたとした福祉人材の不足に対応するため、

介護・障害・福祉等の新規入職者が一同に会する合同入職式を

開催し、多様な人材の参入促進を図る。 

702



 

参考－5 

項 目 事業名 事業内容 
予算額 

（千円） 

介護人材確保・定着支援

事業 

施設に勤務する介護職員が介護福祉士等の資格を取得するた

めの研修受講料一部助成や関係団体に「介護人材確保支援員」

を配置し、研修・相談支援を実施 

23,082

介護人材確保に向けた

市町・団体支援事業 

各市町の実情に応じた介護人材確保関連事業及び関係団体が

行う介護人材確保に資する事業について助成 
99,100

高齢者等就労支援事業 
介護施設等での高齢者等の勤務を支援するため、資格取得支援

や、介護就労コーディネーターの設置を実施 
12,063

外国人技能実習生等学

習支援事業 

技能実習生に対する日本語等研修及び実習実施施設職員研修を

実施 
2,861

ひょうご外国人介護実

習センター相談員設置

支援事業 

技能実習生の仕事や日常生活の多様な相談に応じるためひょ

うご外国人介護実習支援センターに専門相談員を設置 
4,756

福祉・介護人材確保対策

強化事業 

介護技術研修（入門的研修）及びきめ細かい相談を実施するた

め相談窓口を拡充 
13,360

法人後見・市民後見推進

支援事業 

法人後見や市民後見人を確保できる体制の整備・強化に取り組

む市町に対し、必要経費を補助 
62,140 

潜在介護福祉士等再就

業支援事業 
潜在介護福祉士等が復職する際に必要となる研修の実施 2,054

外国人介護人材確保支

援事業 

県内の日本語学校に在籍している外国人留学生への働きかけ

等を行う介護福祉士養成施設等へ補助 
4,326

(2)多様な人

材の参入

の促進 

外国人介護職員コミュ

ニケーション支援事業 

外国人介護人材のスキルアップ及び職場への定着を図るため、

受入施設の多言語翻訳機の導入を支援 
5,250

外国人留学生の定着支

援事業 

外国人留学生受入れ環境向上や定着支援のため、介護福祉士養

成校の教員等に対する対応力、指導力向上研修及び相談員の配

置による日常的なフォローアップを実施 

5,212

定期巡回・随時対応型サ

ービス～ひょうご地域

共生モデル事業～ 

定期巡回・随時対応型サービスの生産性や利用者のＱＯＬの向

上を図るとともに、元気高齢者や障害者等の地域での活躍を促

進することを目的としたモデル事業を実施 

3,500

ひょうご外国人介護実

習支援センターへの国

際調整専門員の配置

（新） 

ひょうご外国人介護実習支援センターに、各国の送出し機関等

と連携して実習生の受入業務を行う国際調整専門員を配置す

る 

3,445

(3)福祉人材

のキャリ

アアップ

支援  

キャリアアップ研修事

業 

福祉関係団体が実施する事業所に従事する者のキャリアアッ

プを支援するための研修に対し補助 
8,160 

キャリア形成訪問指導

事業 

福祉・介護サービスを行う施設等に無料で講師を派遣して出前

講座を行う介護福祉士養成校等に補助 
2,800 

職場研修アドバイザー

事業 

社会福祉施設・事業所等の職場研修を支援する専門員を県福祉人

材研修センターに配置し、職場研修情報の提供や職場研修体制の

訪問指導等を実施 

6,670 

介護福祉士試験の実務

者研修に係る代替職員

の確保事業 

福祉・介護事業所の職員が介護福祉士実務者研修等を受講する

際に必要となる代替職員経費を補助 
12,500 

介護キャリア段位制度

の普及促進事業 

全国共通の評価基準により職員の実践的スキルを評価するキ

ャリア段位制度で、事業所において職員の評価を行うアセッサ

ーの養成講習の受講料を補助 

2,000 

介護福祉士資格取得の

ための実務者研修支援
但馬、丹波、淡路地域での実務者研修開催経費の一部を助成 2,520 



 

参考－6 

項 目 事業名 事業内容 
予算額 

（千円） 

事業 

相談支援を“つなぐ”研

修会開催等事業 

ケアマネジャー等に対し、専門的・広域的相談支援との連携（つ

なぎ）に関する研修会を開催 
2,979

短期入所事業所充実強

化事業 

障害児・者を受け入れる介護老人保健施設及び特別養護老人ホ

ーム等の高齢者施設に対する研修の実施 
1,011 

感染症患者在宅療養支

援者養成事業 
介護職員に対する感染症に関する研修等を実施 1,072

人生の最終段階におけ

る対応力向上研修事業 

住み慣れた自宅又は特養等において、延命のための医療ではな

く、自然なかたちで人生の最期までその人らしく生きることを

支援するため、医療や介護の専門職を対象とした研修等を開催 

1,459 

地域包括支援センター

の機能強化(地域包括支

援推進事業) 

地域包括ケアシステムの構築に向け、中核拠点となる地域包括

支援センターの機能強化を図るため、センター機能強化会議を

開催し、必要な施策を検討するとともに、センター職員研修を

実施 

3,035

認知症医師等研修事業

(認知症医療対策の推進) 

認知症の早期発見・早期対応を図るために、身近な主治医や医

療従事者に対し研修を実施 
39,963 

認知症介護研修(認知症

人材育成事業) 

認知症介護を提供する事業所に対して、認知症高齢者介護に係

る研修を体系的に実施 
6,664 

認知症機能訓練システ

ム研修(認知症人材育成

事業) 

認知症機能訓練システム（兵庫県４ＤＡＳ）研修を体系的に実

施 
7,533 

(3)福祉人材

のキャリ

アアップ

支援  

認知症地域連携体制の

強化(認知症地域支援推進

員の養成・資質向上研修) 

認知症地域支援推進員として市町に配置された（配置予定含

む）者に対しての研修及び市町が設置するチームオレンジへの

研修等を実施 

2,510 

専門的人材派遣事業(介

護施設派遣) 

理学療法士、作業療法士等が福祉・介護事業所を巡回・訪問し

て介護技術等に関する研修を実施 
4,000 

リハビリ専門職３士会

による地域支援事業の

推進 

県理学療法士会、県作業療法士会、県言語聴覚士会で構成され

る協議会を設置し、地域包括ケアシステムの推進に寄与する仕

組みの検討や地域支援事業において助言・指導できるリハビリ

専門職を養成 

17,298

介護職員等医療的ケア

実施研修事業 

特別養護老人ホーム、障害者支援施設等及び居宅において、必

要なケアを安全に提供するため、適切にたんの吸引等を行うこ

とができる介護職員等を養成するための研修事業を実施 

17,317 

訪問看護師・訪問介護員

の安全確保・離職防止対

策事業 

サービス提供者側への著しい迷惑行為等について、訪問看護師

等の適切な対処方法等の習得、被害を受けた職員のメンタルヘ 

ルス対策、事業所管理者の対応力向上を図る取り組みを実施 

3,733

(4)医療・介護

の連携強

化 

介護支援専門員への普

及・資質向上 

ケアマネジャーを対象に、定期巡回サービスに特化した研修を

実施 
1,456

(5)魅力ある

職場づく

り支援 

民間社会福祉事業職員

互助会加入促進事業 

職員互助会への加入率向上のため、事業主負担、個人負担のそ

れぞれの掛金について補助 
12,000

地方部における就職促

進事業 

北播磨・西播磨・但馬・丹波・淡路地域の事業所を対象に、地

域外からの新規就職者の就職支度金について補助 
4,200 

介護業務における労働

環境改善支援事業 
介護保険施設等における介護ロボットの導入を支援 91,800

在宅事業所業務効率化

事業 

訪問系サービス事業所における介護業務の効率化を図るため

のＩＣＴ機器の導入経費を補助 
67,500



 

参考－7 

項 目 事業名 事業内容 
予算額 

（千円） 

介護業務における生産

性向上支援事業 

施設における介護業務の効率化を図るため、業務改善支援や見

守りセンサーの導入に伴う通信環境整備及びＩＣＴ機器等の

導入経費を補助 

49,900

２ 介護サービス基盤強化事業 5,817,700

 (1)施設整備 地域介護拠点整備補助

事業 
地域での介護拠点施設等の整備に要する費用を補助 5,817,700

合   計 6,251,063

 
  



 

参考－8 

1 復興基金事業一覧 

区分 事 業 名 事  業  内  容 
予算額 

（千円）

１ 

伝
え
る
・
備
え
る 

震災の経験・教訓 

発信事業 

 
(1)復興サポート事業 

 阪神・淡路大震災等で活動実績のある団体等が東日本大震

災の被災地で実施する多様な実践活動を支援 

14,000 

合   計 14,000 

※令和２年度新規受付事業のみ記載 

※３月の復興基金理事会への提案事業 

 



(単位：百万円)

積立 取崩 積立 取崩

財 政 基 金 2,919 336 3,255 3 3,258

県 債 管 理 基 金 492,284 127,833 119,622 500,495 116,883 157,783 459,595

県 有 施 設 等 整 備 基 金 125 6,276 6,217 184 3,003 3,000 186

市 町 財 政 等 調 整 基 金 804 804 655 409 1,050

勤 労 者 福 祉 基 金 882 6,199 6,213 868 6,077 6,170 775

地 域 創 生 基 金 679 4,345 4,098 926 2,327 2,646 607

災 害 救 助 基 金 3,506 956 2,550 1 45 2,506

災 害 援 護 基 金 370 3 367 3 364

芸 術 文 化 振 興 基 金 114 46 46 114 62 62 114

芸 術 文 化 セ ン タ ー 事 業 基 金 181 377 350 208 378 400 186

環 境 保 全 基 金 608 7 68 547 119 428

森林整備地域活動支援事業基金 52 2 50 12 38

美 術 品 等 取 得 基 金 4,087 122 4,209 131 4,340

県 民 緑 基 金 573 2,576 2,590 559 2,614 2,613 560

は ば タ ン ス ポ ー ツ 基 金 3 40 40 3 51 52 2

ふ る さ と ひ ょ う ご 寄 附 基 金 198 198 202 194 271 209 256

介 護 保 険 財 政 安 定 化 基 金 5,616 2 5,618 2 200 5,420

特定中山間地域農業生産基盤保全基金 1,590 4 1,586 5 1,581

農 業 構 造 改 革 支 援 基 金 15 1 14 5 9

医 療 介 護 推 進 基 金 16,829 6,968 6,274 17,523 7,642 11,772 13,393

国 民 健 康 保 険 財 政 安 定 化 基 金 11,035 1 3,457 7,579 1 7,580

後期高齢者医療財政安定化基金 5,533 1 5,534 2 5,536

森 林 環 境 事 業 基 金 125 120 5 188 188 5

小 計 548,004 155,452 150,263 553,193 140,290 185,693 507,790

消 費 者 行 政 活 性 化 事 業 基 金 16 14 2 2

安 心 こ ど も 基 金 1,209 46 1,077 178 1,445 1,096 527

森 林 林 業 緊 急 整 備 基 金 63 63 63 63

国 経 済 対 策 関 連 基 金 計 1,225 109 1,153 181 1,508 1,161 528

549,228 155,561 151,417 553,374 141,799 186,854 508,318

※　百万円未満の端数処理の関係上、合計と内訳が合わないことがある。

基　金　の　状　況　(　予　算　ベ　ー　ス　)

R1年度末
現在高
(見込み)

R2年度中増減

当初

国
　
経
　
済
　
対
　
策

関
　
連
　
基
　
金

合計

R2年度末
現在高
(見込み)

通
　
　
常
　
　
基
　
　
金

H30年度末
現在高

区　　分

R1年度中増減

年間

参考－9



(単位：百万円)

積立 取り崩し 積立 取り崩し

380,564 124,176 108,007 396,733 113,242 149,894 360,081

県 有 施 設 等 整 備 基 金 18,016 3,003 3,274 17,746 3,009 0 20,755

市 町 財 政 等 調 整 基 金 3,038 0 0 3,038 2 409 2,631

勤 労 者 福 祉 基 金 26,700 42 3,047 23,695 37 3,034 20,698

地 域 創 生 基 金 9,469 3 3,769 5,703 4 2,324 3,383

芸 術 文 化 振 興 基 金 1,315 1 46 1,270 1 62 1,209

芸 術 文 化 セ ン タ ー 事 業 基 金 4,968 91 350 4,709 92 350 4,451

美 術 品 等 取 得 基 金 1,593 0 0 1,593 1 0 1,594

は ば タ ン ス ポ ー ツ 基 金 517 25 21 521 22 34 509

県 民 緑 基 金 1,043 14 11 1,046 14 43 1,017

震 災 記 念 基 金 4,176 15 298 3,893 16 224 3,685

ひ ょ う ご ボ ラ ン タ リ ー 基 金 9,694 202 261 9,635 197 278 9,554

環 境 ク リ エ イ ト セ ン タ ー 事 業 基 金 855 8 8 855 8 8 855

環 境 創 造 基 金 1,181 29 9 1,201 8 41 1,168

新 産 業 創 造 事 業 基 金 2,900 39 39 2,900 39 39 2,900

国 際 交 流 基 金 2,106 28 0 2,134 29 0 2,163

緑 化 基 金 958 0 134 824 1 118 707

森 林 整 備 担 い 手 対 策 基 金 1,900 32 32 1,900 32 32 1,900

景 観 基 金 780 5 24 761 5 36 730

淡 路 花 博 記 念 事 業 基 金 1,729 15 169 1,575 15 730 860

科 学 技 術 振 興 基 金 3,281 45 63 3,263 45 63 3,245

兵 庫 県 住 宅 供 給 公 社 5,500 28 28 5,500 23 23 5,500

兵 庫 県 土 地 開 発 公 社 10,000 32 32 10,000 41 41 10,000

集 約 分 計 ② 111,720 3,657 11,615 103,761 3,641 7,889 99,513

492,284 127,833 119,622 500,495 116,883 157,783 459,595

※　百万円未満の端数処理の関係上、合計と内訳が合わないことがある。

県　債　管　理　基　金　の　状　況　(　予　算　ベ　ー　ス　)

区　　分
H30年度末
現在高

Ｒ1年度中増減 Ｒ1年度末
現在高
(見込み)

Ｒ2年度中増減 Ｒ2年度末
現在高
(見込み)

年間 当初

通 常 分 ①

合 計 ( ① ＋ ② )

集
　
　
約
　
　
分

参考－10



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
＜問い合わせ先＞企画県民部企画財政局財政課 調査・交付税担当 Tel：078-362-3082 

 

この説明資料は、予算発表の便に供するため、早急に

作成しましたので、計数などについては、精査の結果、

今後異動する場合もあることをご了承願います。 


